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3.  運転中の原子炉における重大事故 

3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

3.1.1 格納容器破損モードの特徴，格納容器破損防止対策 

(1) 格納容器破損モード内のプラント損傷状態 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過

温破損）」に至る可能性のあるプラント損傷状態は，「1.2 評価対象の整理及

び評価項目の設定」に示すとおり，ＴＱＵＶ，ＴＱＵＸ，ＬＯＣＡ，長期ＴＢ，

ＴＢＵ，ＴＢＰ及びＴＢＤである。 

 

(2) 格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基本的考え方 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過

温破損）」では，発電用原子炉の運転中に運転時の異常な過渡変化，原子炉冷

却材喪失事故（ＬＯＣＡ）又は全交流動力電源喪失が発生するとともに，非常

用炉心冷却系等の安全機能の喪失が重畳する。このため，緩和措置がとられな

い場合には，原子炉格納容器内へ流出した高温の原子炉冷却材や溶融炉心の崩

壊熱等の熱によって発生した水蒸気，ジルコニウム－水反応等によって発生し

た非凝縮性ガス等の蓄積によって，原子炉格納容器内の雰囲気圧力・温度が

徐々に上昇し，原子炉格納容器の過圧・過温により原子炉格納容器の破損に至

る。 

したがって，本格納容器破損モードでは，損傷炉心の冷却のための低圧原子

炉代替注水系（常設）による原子炉注水，格納容器代替スプレイ系（可搬型）

による原子炉格納容器冷却，また，残留熱代替除去系又は格納容器フィルタベ

ント系による原子炉格納容器除熱によって原子炉格納容器の破損及び放射性

物質の異常な水準での敷地外への放出を防止する。また，原子炉格納容器の水

素濃度及び酸素濃度が可燃領域に至ることを防止するために，原子炉格納容器

内へ窒素を注入することによって，原子炉格納容器内における水素燃焼による

原子炉格納容器の破損を防止する。 

本格納容器破損モードは，原子炉格納容器バウンダリに対する過圧・過温の

観点で厳しい事象であり，残留熱代替除去系の使用可否により，格納容器圧

力・温度等の挙動が異なることが想定されるため，残留熱代替除去系を使用す

る場合と使用しない場合の両者について，格納容器破損防止対策の有効性評価

を行う。残留熱代替除去系が使用できる場合には，格納容器フィルタベント系

よりも優先して使用する。 

なお，本格納容器破損モードの評価では重大事故等対処設備による原子炉注

水機能に期待しており，原子炉圧力容器破損に至ることはないが，重大事故等

対処設備による原子炉注水機能に期待せず原子炉圧力容器破損に至る場合に

ついては，「3.2 高圧溶融物放出/格納容器雰囲気直接加熱」，「3.3 原子炉圧力

容器外の溶融燃料-冷却材相互作用」及び「3.5 溶融炉心・コンクリート相互

作用」にて確認する。 
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3.1.2 残留熱代替除去系を使用する場合 

3.1.2.1 格納容器破損防止対策 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温

破損）」で想定される事故シーケンスに対して，原子炉格納容器の破損を防止し，

かつ，放射性物質が異常な水準で敷地外へ放出されることを防止するため，初期

の対策として低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水手段を整備する。

また，安定状態に向けた対策として残留熱代替除去系による原子炉格納容器除熱

手段及び可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器内への窒素注入手段を整備す

る。 

本格納容器破損モードの重大事故等対策の概略系統図を第 3.1.2.1－1(1)図及

び第 3.1.2.1－1(2)図に，対応手順の概要を第 3.1.2.1－2 図に示すとともに，重

大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における設備と手順の

関係を第 3.1.2.1－1表に示す。 

本格納容器破損モードにおける評価事故シーケンスにおいて，重大事故等対策

に必要な要員は，緊急時対策要員 31名である。その内訳は次のとおりである。中

央制御室の運転員は，当直長１名，当直副長１名，運転操作対応を行う運転員５

名である。発電所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を行う要員は５名，

復旧班要員は 19 名である。必要な要員と作業項目について第 3.1.2.1－3 図に示

す。 

なお，評価事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目を評価

事故シーケンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，31名で対処可能である。 

 

(1) 原子炉スクラム確認及び非常用炉心冷却系等機能喪失確認 

運転時の異常な過渡変化，原子炉冷却材喪失事故（ＬＯＣＡ）又は全交流動

力電源喪失が発生して原子炉がスクラムしたことを確認する。 

原子炉のスクラムを確認するために必要な計装設備は，平均出力領域計装で

ある。 

非常用炉心冷却系等の安全機能の喪失を確認する。 

非常用炉心冷却系等の機能喪失を確認するために必要な計装設備は，各ポン

プの出口流量等である。 

なお，対応操作は，原子炉水位，格納容器圧力等の徴候に応じて行うため，

破断面積や破断位置が今回の想定と異なる場合や，破断位置が特定できない場

合においても，対応する操作手順に変更はない。 

 

(2) 全交流動力電源喪失及び早期の電源回復不能判断並びに対応準備 

外部電源が喪失するとともに，すべての非常用ディーゼル発電機等が機能喪

失する。これにより非常用高圧母線（6.9kV）が使用不能となり，全交流動力電

源喪失に至る。 

中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機等の起動ができず，

非常用高圧母線（6.9kV）の電源回復ができない場合，早期の電源回復不可と判

断する。これにより，常設代替交流電源設備，低圧原子炉代替注水系（常設）

及び原子炉補機代替冷却系の準備を開始する。 

 

(3) 炉心損傷確認 

大破断ＬＯＣＡ時に非常用炉心冷却系の機能及び全交流動力電源が喪失する
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ため，原子炉水位は急激に低下し，炉心が露出することで炉心損傷に至る。炉

心損傷の判断は，ドライウェル又はサプレッション・チェンバ内のガンマ線線

量率が設計基準事故相当のガンマ線線量率の 10 倍を超えた場合とする。 

炉心損傷を確認するために必要な計装設備は，格納容器雰囲気放射線モニタ

（ドライウェル）及び格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チェン

バ）である。 

（添付資料 3.1.3.1） 

また，炉心損傷判断後は，原子炉格納容器内の pH制御のため薬品注入の準備

を行う。サプレッション・チェンバのプール水の pHを７以上に制御することで，

分子状無機よう素の生成が抑制され，その結果，有機よう素の生成についても

抑制される。これにより，環境中への有機よう素の放出量を低減させることが

できる。なお，有効性評価においては，pH制御には期待しない。 

 

(4) 常設代替交流電源設備による交流電源供給及び低圧原子炉代替注水系（常設）

による原子炉注水 

常設代替交流電源設備による交流電源供給を開始し，低圧原子炉代替注水系

（常設）による原子炉注水を開始する。これにより，原子炉圧力容器破損に至

ることなく，原子炉水位が回復し，炉心は冠水する。 

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水を確認するために必要な計

装設備は，代替注水流量（常設）等である。 

なお，大破断ＬＯＣＡにより格納容器温度が上昇し，ドライウェル温度（Ｓ

Ａ）の指示が原子炉圧力の飽和温度を超えている場合は，水位不明と判断する。 

水位不明判断に必要な計装設備は，原子炉圧力，原子炉圧力（ＳＡ）及びド

ライウェル温度（ＳＡ）である。 

水位不明と判断した場合，原子炉水位は，崩壊熱及び原子炉注水流量から推

定して把握することができる。具体的には，原子炉底部から原子炉水位Ｌ０ま

で冠水させるために必要な原子炉注水量及び崩壊熱分の注水量を考慮し，原子

炉注水流量に応じた必要注水時間の原子炉注水を実施する。 

 

(5) 水素濃度及び酸素濃度監視設備の起動 

炉心損傷が発生すれば，ジルコニウム－水反応等により水素ガスが発生し，

水の放射線分解により水素ガス及び酸素ガスが発生することから，中央制御室

からの遠隔操作により水素濃度及び酸素濃度監視設備を起動し，原子炉格納容

器内の水素濃度及び酸素濃度を確認する。 

原子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度を確認するために必要な計装設備

は，格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）である。 

 

(6) 残留熱代替除去系による原子炉注水及び原子炉格納容器除熱 

原子炉補機代替冷却系の準備が完了し，残留熱代替除去系を起動した後，低

圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水を停止し，原子炉補機代替冷却

系を用いた残留熱代替除去系による原子炉注水及び原子炉格納容器除熱を開始

する。残留熱代替除去系の循環流量は，残留熱代替除去系原子炉注水流量及び

残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量を用いて，原子炉注水弁と格納容器ス

プレイ弁を中央制御室からの遠隔操作により原子炉注水と格納容器スプレイに

分配し，それぞれ連続で原子炉注水及び格納容器スプレイを実施する。 
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残留熱代替除去系による原子炉注水を確認するために必要な計装設備は，残

留熱代替除去系原子炉注水流量等であり，原子炉格納容器除熱を確認するため

に必要な計装設備は，残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量，ドライウェル

圧力（ＳＡ），サプレッション・プール水温度（ＳＡ）等である。 

また，水の放射線分解により水素ガス及び酸素ガスが発生することから，原

子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度を確認する。 

原子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度を確認するために必要な計装設備

は，格納容器酸素濃度（ＳＡ）等である。 

 

(7) 可搬式窒素供給装置を用いた原子炉格納容器内への窒素注入 

残留熱代替除去系による原子炉注水及び原子炉格納容器除熱を実施した場合，

可搬式窒素供給装置を用いて原子炉格納容器内へ窒素を注入することで，格納

容器内酸素濃度の上昇を抑制する。 

可搬式窒素供給装置を用いた原子炉格納容器内への窒素注入を確認するため

に必要な計装設備は，格納容器酸素濃度（ＳＡ）である。 

 

3.1.2.2 格納容器破損防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本格納容器破損モードを評価する上で選定した評価事故シーケンスは，「1.2

評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，過圧及び過温への対策の

有効性を総合的に評価する観点から，プラント損傷状態をＬＯＣＡに全交流動

力電源喪失事象を加えた状態とし，中小破断ＬＯＣＡに比べて破断口径が大き

いことから事象進展が早く，格納容器圧力及び温度上昇の観点で厳しい大破断

ＬＯＣＡを起因とする，「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能

喪失＋全交流動力電源喪失」である。 

本評価事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒内温度変化，燃料

棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液

分離（水位変化）・対向流，原子炉圧力容器におけるＥＣＣＳ注水（給水系・

代替注水設備含む），炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション，

構造材との熱伝達，原子炉圧力容器内ＦＰ挙動，原子炉格納容器における格納

容器各領域間の流動，サプレッション・プール冷却，構造材との熱伝達及び内

部熱伝導，気液界面の熱伝達，スプレイ冷却並びに炉心損傷後の原子炉格納容

器における原子炉格納容器内ＦＰ挙動が重要事象となる。 

よって，これらの現象を適切に評価することが可能であり，原子炉圧力容器

内及び原子炉格納容器内の熱水力モデルを備え，かつ，炉心損傷後のシビアア

クシデント特有の溶融炉心挙動に関するモデルを有するシビアアクシデント

総合解析コードＭＡＡＰにより原子炉水位，燃料最高温度，格納容器圧力，格

納容器温度等の過渡応答を求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本評価

事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラ

メータに与える影響及び操作時間余裕を評価する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本評価事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な解析条件を第

3.1.2.2－1 表に示す。また，主要な解析条件について，本評価事故シーケン
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ス特有の解析条件を以下に示す。 

 

ａ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，大破断ＬＯＣＡが発生するものとする。破断箇所は，

原子炉圧力容器内の保有水量を厳しく評価するため，再循環配管（出口ノ

ズル）とする。 

（添付資料 1.5.2） 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定 

非常用ディーゼル発電機等の機能喪失を想定し，全交流動力電源が喪失

するものとする。さらに非常用炉心冷却系等が機能喪失するものとする。 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。 

送電系統又は所内主発電設備の故障等によって，外部電源が喪失すると

ともに，非常用ディーゼル発電機等の機能喪失を想定する。 

(d) 水素ガスの発生 

水素ガスの発生については，ジルコニウム－水反応を考慮するものとす

る。なお，解析コードＭＡＡＰの評価結果では水の放射線分解等による水

素ガス発生は考慮していないため，「(4) 有効性評価の結果」にてその影

響を評価する。 

 

ｂ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 原子炉スクラム信号 

原子炉スクラムは，事象発生と同時に発生するものとする。 

(b) 主蒸気隔離弁 

主蒸気隔離弁は，事象発生と同時に閉止するものとする。 

(c) 再循環ポンプ 

再循環ポンプは，事象発生と同時に停止するものとする。 

(d) 低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水 

200m3/h（原子炉圧力 1.00MPa[gage]において）にて原子炉注水し，その

後は炉心を冠水維持するように注水する。 

(e) 残留熱代替除去系による原子炉注水及び原子炉格納容器除熱 

残留熱代替除去系の循環流量は，全体で 150m3/h とし，原子炉注水へ

30m3/h，格納容器スプレイへ 120m3/h にて流量分配し，それぞれ連続注水

及び連続スプレイを実施する。 

(f) 原子炉補機代替冷却系 

残留熱代替除去系から原子炉補機代替冷却系への伝熱容量は，熱交換器

の設計性能に基づき約７MW（サプレッション・プール水温度 100℃，海水

温度 30℃において）とする。 

(g) 可搬式窒素供給装置 

可搬式窒素供給装置による格納容器内窒素注入は，ガス温度 35℃，純度

99.9vol％にて 100Nm3/h（窒素 99.9Nm3/h及び酸素 0.1Nm3/h）で原子炉格納

容器内に注入する。  

 

ｃ．重大事故等対策に関連する操作条件 
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運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対する

仮定」に示す分類に従って以下のとおり設定する。 

(a) 交流電源は，常設代替交流電源設備によって供給を開始し，低圧原子炉

代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，事象発生 30 分後から開始

する。原子炉への注水量は，注水開始後 30 分までは最大流量とし，その

後は炉心を冠水維持するように注水する。なお，原子炉注水は，残留熱代

替除去系の運転開始時に停止する。 

(b) 原子炉補機代替冷却系の運転操作及び残留熱代替除去系による原子炉格

納容器除熱操作は，原子炉補機代替冷却系及び残留熱代替除去系の準備時

間等を考慮し，事象発生 10時間後から開始する。 

(c) 可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器内への窒素注入操作は，原子

炉補機代替冷却系の準備完了後の可搬式窒素供給装置の準備時間等を考

慮し，12時間後からドライウェル内へ窒素注入を開始する。 

  

(3) 有効性評価（Ｃｓ－137の放出量の評価）の条件 

ａ．事象発生直前まで，定格出力の 100%で長時間にわたって運転されていた

ものとする。その運転時間は，燃料を約 1/4 ずつ取り替えていく場合の平

衡炉心を考え，最高 50,000 時間とする。 

 

ｂ．残留熱代替除去系を用いた場合の環境中への総放出量の評価においては，

原子炉内に内蔵されている核分裂生成物が事象進展に応じた割合で，原子

炉格納容器内に放出※1されるものとする。 

※１ セシウムの原子炉格納容器内への放出割合については，本評価事故シー

ケンスにおいては解析コードＭＡＡＰの評価結果の方がＮＵＲＥＧ-1465 

より大きく算出する。 

 

ｃ．原子炉格納容器内に放出されたＣｓ－137 については，格納容器スプレイ

やサプレッション・チェンバのプール水でのスクラビング等による除去効

果を考慮する。 

 

ｄ．原子炉建物から大気中への放射性物質の漏えいについて考慮する。漏えい

量の評価条件は以下のとおりとする。 

(a) 原子炉格納容器からの漏えい量は，格納容器圧力に応じた設計漏えい率

をもとに評価する。なお，エアロゾル粒子は原子炉格納容器外に放出さ

れる前に貫通部内で捕集されることが実験的に確認されていることから，

原子炉格納容器の漏えい孔におけるエアロゾルの捕集の効果（ＤＦ＝10）

を考慮する。 

(b) 原子炉建物から大気中に漏えいする放射性物質を保守的に見積もるた

め，非常用ガス処理系により原子炉建物原子炉棟の設計負圧が達成され

るまでの期間は，原子炉建物原子炉棟内の放射性物質の保持機能に期待

しないものとする。非常用ガス処理系により設計負圧を達成した後は設

計換気率 1.0回/日相当を考慮する。なお，非常用ガス処理系フィルタ装

置による放射性物質の除去効果については，期待しないものとする。 

非常用ガス処理系は，事象発生 60分後から，常設代替交流電源設備か

らの交流電源の供給を受け自動起動し，起動後 10分間で設計負圧が達成



3.1.2-6 

されることを想定する。 

(c) 原子炉建物内での放射能の時間減衰は考慮せず，また，原子炉建物内で

の粒子状物質の除去効果は保守的に考慮しない。 

(添付資料 3.1.2.4，3.1.2.5) 

 

(4) 有効性評価の結果 

本評価事故シーケンスにおける原子炉水位（シュラウド内外水位），注水流

量及び原子炉圧力容器内の保有水量の推移を第 3.1.2.2－1(1)図から第

3.1.2.2－1(3)図に，燃料最高温度の推移を第 3.1.2.2－1(4)図に，格納容器

圧力，格納容器温度，サプレッション・プール水位及びサプレッション・プー

ル水温度の推移を第 3.1.2.2－1(5)図から第 3.1.2.2－1(8)図に示す。 

 

ａ．事象進展 

大破断ＬＯＣＡ時に非常用炉心冷却系等の機能及び全交流動力電源が喪

失するため，原子炉水位は急速に低下する。 

水位低下により炉心は露出し，事象発生から約５分後に燃料被覆管の最高

温度は 1,000K（約 727℃）に到達し，炉心損傷が開始する。燃料被覆管の最

高温度は事象発生から約 10分後に 1,200℃に到達し，また，事象発生から約

28 分後に燃料温度は約 2,500K（約 2,227℃）に到達する。事象発生から 30

分後，常設代替交流電源設備による交流電源の供給を開始し，低圧原子炉代

替注水系（常設）による原子炉注水を開始することによって，原子炉圧力容

器破損に至ることなく，原子炉水位は回復し，炉心は再冠水する。 

原子炉格納容器内に崩壊熱等の熱によって発生した水蒸気等が放出され

るため，格納容器圧力及び温度は徐々に上昇する。 

事象発生から 10 時間経過した時点で，残留熱代替除去系による原子炉格

納容器除熱を開始する。残留熱代替除去系による原子炉格納容器除熱により，

格納容器圧力及び温度の上昇が抑制され，その後，徐々に低下する。 

また，事象発生から 12 時間後に，可搬式窒素供給装置を用いたドライウ

ェルへの窒素供給を実施するため，窒素供給を実施している期間においては

格納容器圧力の低下は抑制される。 

（添付資料3.1.2.1） 

 

ｂ．評価項目等 

格納容器圧力は，第 3.1.2.2－1(5)図に示すとおり，原子炉格納容器内に

崩壊熱等の熱によって発生した水蒸気等が放出されるため徐々に上昇する

が，残留熱代替除去系による原子炉格納容器除熱を行うことによって，圧力

上昇は抑制される。その結果，原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力の最

大値は原子炉格納容器の限界圧力 853kPa[gage]を超えることはない。なお，

原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力が最大となる事象発生約 10 時間後

において，水の放射線分解によって発生する水素ガス及び酸素ガスは，原子

炉格納容器内の非凝縮ガスに占める割合の１%以下※2 であるため，その影響

は無視し得る程度である。 

※２ 格納容器圧力が最大値の約370kPa[gage]を示す事象発生から約10時間

後の原子炉格納容器内の非凝縮性ガス（水素ガス，酸素ガス及び窒素ガ

ス）の物質量は約6×10５mol であり，水の放射線分解によって発生する
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水素ガス及び酸素ガスの物質量の和は約3×10３mol 以下である。これが

仮にドライウェルよりも体積の小さいサプレッション・チェンバの気相

部に集中するものとしても，そのサプレッション・チェンバでの分圧は

10kPa[abs]未満であることから，水の放射線分解によって発生する水素

ガス及び酸素ガスが格納容器圧力に与える影響は無視し得る程度と考え

られる。 

 

格納容器温度は，第 3.1.2.2－1(6)図に示すとおり，原子炉格納容器内に

崩壊熱等の熱によって発生した水蒸気等が放出されるため徐々に上昇する

が，残留熱代替除去系による原子炉格納容器除熱を行うことによって，温度

上昇は抑制される。その結果，原子炉格納容器バウンダリにかかる温度の最

大値は約 197℃となり，原子炉格納容器の限界温度 200℃を超えない。 

第 3.1.2.2－1(1)図に示すとおり，低圧原子炉代替注水系（常設）による

注水継続により炉心が冠水し，炉心の冷却が維持される。その後は，第

3.1.2.2－1(5)図及び第 3.1.2.2－1(6)図に示すとおり，10 時間後に開始す

る残留熱代替除去系の運転により，原子炉格納容器除熱に成功し，格納容器

圧力及び温度の上昇を抑制することで安定状態が確立し，また，安定状態を

維持できる。事象を通じて原子炉格納容器の限界圧力に到達せず，格納容器

フィルタベント系を使用することなく，原子炉格納容器が過圧・過温破損に

至らないことを確認した。 

本評価では，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す

(1)，(2)及び(7)の評価項目について，対策の有効性を確認した。(7)の評価

項目のうち，可燃性ガスの蓄積については，ジルコニウム－水反応等によっ

て発生した可燃性ガスの蓄積を考慮しても，原子炉格納容器が過圧・過温破

損に至らないことをもって，その影響について確認した。 

また，(7)の評価項目のうち，可燃性ガスの燃焼については，「3.4 水素燃

焼」において，酸素濃度が可燃限界に至らないことをもって，可燃性ガスの

燃焼が生じないことを確認している。 

（添付資料 3.1.2.2,3.1.2.3,3.1.3.2） 

なお，原子炉格納容器が健全であるため，原子炉格納容器から原子炉建物

への放射性物質の漏えい量は制限され，また，大気中へはほとんど放出され

ないものと考えられる。これは，原子炉建物内に漏えいした放射性物質は，

原子炉建物内で時間減衰し，また，粒子状放射性物質は，原子炉建物内での

重力沈降や水蒸気の凝縮に伴い，原子炉建物内に沈着すると考えられるため

である。原子炉建物内での放射性物質の時間減衰及び粒子状放射性物質の除

去効果等を保守的に考慮せず，原子炉建物から大気中への放射性物質の漏え

いを想定した場合，漏えい量は約 1.1TBq（７日間）となり，100TBq を下回

る。 

事象発生からの７日間以降，Ｃｓ－137の漏えいが継続した場合の影響評

価を行ったところ，約 1.1TBq(30 日間)及び約 1.1TBq(100 日間)であり，

100TBqを下回る。 

（添付資料 3.1.2.4，3.1.2.5） 

 

3.1.2.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時
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間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評

価するものとする。 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温

破損）」（残留熱代替除去系を使用する場合）では，原子炉格納容器内へ流出した

高温の原子炉冷却材や溶融炉心の崩壊熱等の熱によって発生した水蒸気，ジルコ

ニウム－水反応等によって発生した非凝縮性ガス等が蓄積することが特徴である。 

また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，事象進展に有意な影響を与

えると考えられる操作として，低圧原子炉代替注水系(常設)による原子炉注水操

作，原子炉補機代替冷却系運転操作及び残留熱代替除去系による原子炉格納容器

除熱操作，可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器内への窒素注入操作とする。 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本格納容器破損モードにおいて不確かさの影響評価を行う重要現象とは，

「1.7解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すとおりであ

り，それらの不確かさの影響評価は以下のとおりである。 

 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化及び

燃料被覆管変形の不確かさとして，炉心ヒートアップに関するモデルは，Ｔ

ＭＩ事故についての再現性及びＣＯＲＡ実験についての再現性を確認して

いる。炉心ヒートアップの感度解析（ジルコニウム－水反応速度の係数につ

いての感度解析）では，炉心溶融時間に与える影響は小さいことを確認して

いる。原子炉注水操作については，非常用炉心冷却系等による原子炉への注

水機能が喪失したと判断した場合，速やかに低圧原子炉代替注水系（常設）

による原子炉注水（電源の確保含む）を行う手順となっており，燃料被覆管

温度等を操作開始の起点としている運転員等操作はないことから，運転員等

操作時間に与える影響はない。 

炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流の不

確かさとして，炉心モデル（炉心水位計算モデル）は，原子炉水位挙動につ

いて原子炉圧力容器内のモデルが精緻である解析コードＳＡＦＥＲの評価

結果との比較により水位低下幅は解析コードＭＡＡＰの評価結果の方が保

守的であり，注水操作による燃料棒有効長頂部までの水位回復時刻は解析コ

ードＳＡＦＥＲの評価結果との差異は小さいことを確認している。原子炉注

水操作については，非常用炉心冷却系等による原子炉への注水機能が喪失し

たと判断した場合，速やかに低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注

水（電源の確保含む）を行う手順となっており，原子炉水位を操作開始の起

点としている運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響

はない。 

原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び

内部熱伝導，気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格納容

器の熱水力モデル）はＨＤＲ実験解析では区画によって格納容器温度を十

数℃程度，格納容器圧力を１割程度高めに評価する傾向を確認しているが，

ＢＷＲの格納容器内の区画とは異なる等，実験体系に起因するものと考えら

れ，実機体系においてはこの解析で確認された不確かさは小さくなるものと

推定される。しかし，全体としては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再
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現できているが，格納容器圧力及び温度を操作開始の起点としている運転員

等操作はないことから運転員等操作時間に与える影響はない。また，格納容

器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝導の不確かさにおいては，

ＣＳＴＦ実験解析により格納容器温度及び非凝縮性ガスの挙動は測定デー

タと良く一致することを確認しており，その差異は小さいが，格納容器圧力

及び温度を操作開始の起点としている運転員等操作はないことから運転員

等操作時間に与える影響はない。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及び構造材との熱

伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モデルはＴＭＩ事故についての再現

性を確認している。本評価事故シーケンスでは，炉心の損傷状態を起点に操

作開始する運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響は

ない。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器内ＦＰ挙動の不確

かさとして，核分裂生成物(ＦＰ)挙動モデルはＰＨＥＢＵＳ－ＦＰ実験解析

により原子炉圧力容器内へのＦＰ放出の開始時間を適切に再現できること

を確認している。ＰＨＥＢＵＳ－ＦＰ実験解析では，燃料被覆管破裂後のＦ

Ｐ放出について実験結果より急激な放出を示す結果が確認されたが，小規模

体系の模擬性が原因と推測され，実機の大規模な体系においてこの種の不確

かさは小さくなると推定される。本評価事故シーケンスでは，炉心損傷後の

原子炉圧力容器内ＦＰ放出を操作開始の起点としている運転員等操作はな

いことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

炉心損傷後の原子炉格納容器における原子炉格納容器内ＦＰ挙動の不確

かさとして，核分裂生成物(ＦＰ)挙動モデルはＡＢＣＯＶＥ実験解析により

原子炉格納容器内のエアロゾル沈着挙動を適正に評価できることを確認し

ている。本評価事故シーケンスでは，炉心損傷後の原子炉格納容器内ＦＰ挙

動を操作開始の起点としている運転員等操作はないことから，運転員等操作

時間に与える影響はない。 

（添付資料3.1.2.6） 

 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化及び

燃料被覆管変形の不確かさとして，炉心ヒートアップに関するモデルは，Ｔ

ＭＩ事故についての再現性及びＣＯＲＡ実験についての再現性を確認して

いる。炉心ヒートアップの感度解析（ジルコニウム－水反応速度の係数につ

いての感度解析）では，格納容器圧力及び温度への影響は小さいことを確認

していることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流の不

確かさとして，炉心モデル（炉心水位計算モデル）は，原子炉水位挙動につ

いて原子炉圧力容器内のモデルが精緻である解析コードＳＡＦＥＲの評価

結果との比較により水位低下幅は解析コードＭＡＡＰの評価結果の方が保

守的であり，注水操作による燃料棒有効長頂部までの水位回復時刻は解析コ

ードＳＡＦＥＲの評価結果との差異は小さいことを確認していることから，

評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び

内部熱伝導，気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格納容
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器の熱水力モデル）はＨＤＲ実験解析では区画によって格納容器温度を十

数℃程度，格納容器圧力を１割程度高めに評価する傾向を確認しているが，

ＢＷＲの格納容器内の区画とは異なる等，実験体系に起因するものと考えら

れ，実機体系においてはこの解析で確認された不確かさは小さくなるものと

推定される。しかし，全体としては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再

現できていることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。

また，格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝導の不確か

さにおいては，ＣＳＴＦ実験解析により格納容器温度及び非凝縮性ガスの挙

動は測定データと良く一致することを確認しており，その差異は小さいこと

から，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及び構造材との熱

伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モデルはＴＭＩ事故についての再現

性を確認している。また，炉心ノード崩壊のパラメータを低下させた感度解

析により炉心溶融時間に与える影響は小さいことを確認しており，事象進展

はほぼ変わらないことから，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器内ＦＰ挙動の不確

かさとして，核分裂生成物(ＦＰ)挙動モデルはＰＨＥＢＵＳ－ＦＰ実験解析

により原子炉圧力容器内へのＦＰ放出の開始時間を適切に再現できること

を確認している。ＰＨＥＢＵＳ－ＦＰ実験解析では，燃料被覆管破裂後のＦ

Ｐ放出について実験結果より急激な放出を示す結果が確認されたが，小規模

体系の模擬性が原因と推測され，実機の大規模な体系においてこの種の不確

かさは小さくなると推定される。 

炉心損傷後の原子炉格納容器における原子炉格納容器内ＦＰ挙動の不確

かさとして，核分裂生成物(ＦＰ)挙動モデルはＡＢＣＯＶＥ実験解析により

原子炉格納容器内のエアロゾル沈着挙動を適正に評価できることを確認し

ている。本評価事故シーケンスでは，残留熱代替除去系の運転により格納容

器ベントを回避できることから，評価項目となるパラメータに与える影響は

ない。 

（添付資料3.1.2.6） 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，第

3.1.2.2-1表に示すとおりであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件

とした場合の影響を評価する。また，解析条件の設定に当たっては，評価項

目となるパラメータに対する余裕が小さくなるような設定があることから，

その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる項目に関する影響評

価の結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度 33GWd/tに対応

したものとしており，その最確条件は平均的燃焼度約 30GWd/t であり，解

析条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，解析条件で設定してい

る崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなり，それに伴

う原子炉冷却材の放出も少なくなることから，格納容器圧力及び温度上昇

が遅くなるが，本評価事故シーケンスでは，格納容器圧力及び温度を起点
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に操作開始する運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える

影響はない。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，サプレッション・プー

ル水位，格納容器圧力及び格納容器温度は，解析条件の不確かさとして，

ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え得るが，事象進展に与える影響

は小さいことから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

事故条件の起因事象は，解析条件の不確かさとして，Ｅｘｃｅｓｓｉｖ

ｅ ＬＯＣＡを考慮した場合，原子炉冷却材の流出量が増加することによ

り炉心損傷開始等が早くなるが，操作手順（速やかに注水手段を準備する

こと）に変わりはないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

機器条件の低圧原子炉代替注水系（常設）は，解析条件の不確かさとし

て，実際の注水量が解析より多い場合（注水特性（設計値）の保守性），

原子炉水位の回復は早くなる。冠水後の操作として冠水維持可能な注水量

に制御するが，注水後の流量調整操作であることから，運転員等操作時間

に与える影響はない。 

機器条件の残留熱代替除去系は，解析条件の不確かさとして，実際の注

水量が解析より多い場合（注水特性（設計値）の保守性），格納容器圧力

及び温度上昇の抑制効果は大きくなるが，操作手順に変わりはないことか

ら，運転員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料3.1.2.6，3.1.2.7） 

機器条件の可搬式窒素供給装置は，解析条件の不確かさとして，ゆらぎ

により解析条件に対して変動を与え得る。35℃より高い場合は，格納容器

温度が上昇する可能性があるが，本評価事故シーケンスでは，格納容器温

度を起点としている運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与

える影響はない。35℃未満の場合は，注入される窒素の密度が大きくなり

窒素注入開始後の格納容器圧力の上昇が速くなるが，操作手順に変わりは

ないことから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度 33GWd/tに対応

したものとしており，その最確条件は平均的燃焼度約 30GWd/t であり，解

析条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，解析条件で設定してい

る崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなり，原子炉水

位の低下は緩和され，それに伴う原子炉冷却材の放出も少なくなることか

ら，格納容器圧力及び温度の上昇が遅くなるが，格納容器圧力及び温度の

上昇は残留熱代替除去系により抑制されることから，評価項目となるパラ

メータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，サプレッション・プー

ル水位，格納容器圧力及び格納容器温度は，解析条件の不確かさとして，

ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え得るが，事象進展に与える影響

は小さいことから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

事故条件の起因事象は，解析条件の不確かさとして，Ｅｘｃｅｓｓｉｖ

ｅ ＬＯＣＡを考慮した場合，原子炉冷却材の流出量が増加することによ

り炉心損傷開始等が早くなるが，原子炉格納容器へ放出されるエネルギは

大破断ＬＯＣＡの場合と同程度であり，第 3.1.2.3-1(1)図及び第

3.1.2.3-1(2)図に示すとおり，格納容器圧力は 853kPa[gage]，原子炉格納
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容器バウンダリにかかる温度は 200℃を下回っていることから，評価項目

となるパラメータに与える影響は小さい。 

機器条件の低圧原子炉代替注水系（常設）は，解析条件の不確かさとし

て，実際の注水量が解析より多い場合（注水特性（設計値）の保守性），

原子炉水位の回復は早くなり，格納容器圧力及び温度上昇の抑制効果は大

きくなるが，格納容器圧力及び温度の上昇に有意な影響を与えないことか

ら，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

機器条件の残留熱代替除去系は，解析条件の不確かさとして，実際の注

水量が解析より多い場合，原子炉水位の回復は早くなり，格納容器圧力及

び温度上昇の抑制効果は大きくなることから，評価項目となるパラメータ

に対する余裕は大きくなる。 

（添付資料3.1.2.6，3.1.2.7） 

機器条件の可搬式窒素供給装置は，解析条件の不確かさとして，ゆらぎ

により解析条件に対して変動を与え得る。35℃より高い場合は，格納容器

温度が上昇する可能性があるが，窒素温度は格納容器温度よりも低いこと

から，窒素注入によって格納容器温度が上昇することはなく，評価項目と

なるパラメータに与える影響はない。35℃未満の場合は，注入される窒素

の密度が大きくなり窒素注入開始後の格納容器圧力の上昇が速くなるが，

操作手順に変わりはないことから，評価項目となるパラメータに与える影

響はない。 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配置」，

「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の６

要因に分類し，これらの要因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。

また，運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータに与える

影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，解

析上の操作開始時間として事象発生から 30 分後を設定している。運転員

等操作時間に与える影響として，低圧原子炉代替注水系（常設）による原

子炉注水操作について，早期の電源回復不可の判断，常設代替交流電源設

備の起動，受電操作，低圧原子炉代替注水系（常設）の系統構成を，実態

の運転操作時間に基づき解析上の想定時間を設定していることから，運転

員等操作開始時間に与える影響はない。 

操作条件の原子炉補機代替冷却系及び残留熱代替除去系による原子炉

格納容器除熱操作は，解析上の操作開始時間として事象発生から 10 時間

後を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，原子炉補機代

替冷却系の操作開始は，実態の操作開始時間に基づき解析上の想定時間を

設定していることから，運転員等操作開始時間に与える影響はない。また，

本操作の操作開始時間は，原子炉補機代替冷却系の準備期間を考慮して設

定したものであり，原子炉補機代替冷却系の操作開始時間が早まれば，本

操作の操作開始時間も早まる可能性があり，残留熱代替除去系の運転開始

時間も早まることから，運転員等操作時間に対する余裕は大きくなる。 

操作条件の可搬式窒素供給装置による格納容器内窒素供給操作は，解析
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上の操作開始時間として事象発生から 12 時間後を設定している。運転員

等操作時間に与える影響として，可搬式窒素供給装置による格納容器内窒

素供給操作開始は，実態の操作開始時間に基づき解析上の想定時間を設定

していることから，運転員等操作開始時間に与える影響はない。また，本

操作の操作開始時間は，原子炉補機代替冷却系の準備期間を考慮して設定

したものであり，原子炉補機代替冷却系の操作開始時間が早まれば，本操

作の操作開始時間も早まる可能性があり，残留熱代替除去系の運転開始時

間も早まることから，運転員等操作時間に対する余裕は大きくなる。 

（添付資料3.1.2.6） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，運

転員等操作時間に与える影響として，低圧原子炉代替注水系（常設）によ

る原子炉注水操作について，実態の操作開始時間に基づき解析上の想定時

間を設定している。実態の操作開始時間が解析上の設定よりも早くなった

場合に，原子炉水位の回復は早くなる可能性があるが，ジルコニウム－水

反応量により発熱量が増加する等の影響があるため，格納容器圧力及び温

度の上昇に大きな差異はないことから，評価項目となるパラメータに与え

る影響は小さい。 

操作条件の原子炉補機代替冷却系及び残留熱代替除去系による原子炉

格納容器除熱操作は，運転員等操作時間に与える影響として，準備操作が

想定より短い時間で完了する可能性があり，格納容器圧力及び温度を早期

に低下させる可能性があることから，評価項目となるパラメータに対する

余裕は大きくなる。 

操作条件の可搬式窒素供給装置による格納容器内窒素供給操作は，実態

の操作開始時間に基づき解析上の想定時間を設定していることから，評価

項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

（添付資料3.1.2.6） 

 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となる

パラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確

認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水操作については，

第 3.1.3.3－1(1)図から第 3.1.3.3－1(3)図に示すとおり，事象発生から 60分

後（操作開始時間 30 分程度の遅れ）までに常設代替交流電源設備からの受電

操作を行い低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水が開始できれば，

損傷炉心は炉心位置に保持され，評価項目を満足する結果となることから，時

間余裕がある。 

操作条件の原子炉補機代替冷却系運転操作及び残留熱代替除去系による原

子炉格納容器除熱操作については，原子炉補機代替冷却系運転開始までの時間

は，事象発生から 10時間あり，準備時間が確保できるため，時間余裕がある。

なお，本操作が大幅に遅れるような事態になった場合でも，原子炉格納容器の

限界圧力に到達しないよう低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水の

継続及び格納容器圧力が 640kPa[gage]に到達した場合には格納容器代替スプ

レイ系（可搬型）による格納容器スプレイを行うこととなる。格納容器代替ス
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プレイ系（可搬型）による格納容器スプレイは，サプレッション・プール水位

が通常水位＋約 1.3m 到達時点で格納容器スプレイを停止し，格納容器フィル

タベント系による格納容器除熱を実施する。サプレッション・プール水位が通

常水位＋約 1.3m に到達するまでの時間は，事象発生から約 32 時間あり，約

22時間以上の余裕があることから，時間余裕がある。 

操作条件の可搬式窒素供給装置による格納容器内窒素供給開始までの時間

は，事象発生から 12 時間あり，準備時間が確保できることから，本操作には

時間余裕がある。なお，本操作が大幅に遅れるような事態になった場合でも，

酸素濃度が可燃限界に到達しないよう監視し，酸素ベント基準に到達した場合

には格納容器ベントにより水素ガス及び酸素ガスの排出を行うこととなる。 

(添付資料3.1.2.6，3.1.3.7) 

 

(4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作

時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕

を確認した。その結果，解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作時

間に与える影響等を考慮した場合においても，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。このほか，評価項目となるパラメータに対して，対策の有

効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

 

3.1.2.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過

温破損）」において，重大事故等対策時における必要な要員は「3.1.2.1 格納

容器破損防止対策」に示すとおり 31名である。「6.2重大事故等対策時に必要

な要員の評価結果」で説明している緊急時対策要員の 45名で対処可能である。 

 

(2) 必要な資源の評価 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過

温破損）」において，必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2)資源の評価条件」

の条件にて評価を行い，その結果を以下に示す。 

 

ａ．水源 

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水については，７日間の対

応を考慮すると，約 500m3の水が必要となる。水源として，低圧原子炉代替

注水槽に約 740 m3及び輪谷貯水槽（西１／西２）に約 7,000m3の水を保有し

ている。これにより必要な水源は確保可能である。また，事象発生２時間 30

分以降に輪谷貯水槽（西１／西２）の水を大量送水車により低圧原子炉代替

注水槽へ給水することで，低圧原子炉代替注水槽を枯渇させることなく低圧

原子炉代替注水槽を水源とした７日間の注水継続実施が可能となる。 

残留熱代替除去系による原子炉注水及び原子炉格納容器除熱については，

サプレッション・チェンバのプール水を水源として注水することから，水源

が枯渇することはないため，７日間の注水継続実施が可能である。 

（添付資料 3.1.2.8） 
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ｂ．燃料 

常設代替交流電源設備による電源供給については，保守的に事象発生直後

からの運転を想定すると，７日間の運転継続に約 352m3の軽油が必要となる。

ガスタービン発電機用軽油タンクにて約 450m3の軽油を保有しており，この

使用が可能であることから常設代替交流電源設備による電源供給について，

７日間の運転継続が可能である。 

大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への給水については，保守的に事

象発生直後からの大量送水車の運転を想定すると，７日間の運転継続に約

11m3の軽油が必要となる。原子炉補機代替冷却系の大型送水ポンプ車につい

ては，保守的に事象発生直後からの大型送水ポンプ車の運転を想定すると，

７日間の運転継続に約 53m3の軽油が必要となる。可搬式窒素供給装置による

原子炉格納容器内への窒素注入については，保守的に事象発生直後からの可

搬式窒素供給装置の運転を想定すると，７日間の運転継続に約７m3の軽油が

必要となる。合計約 71m3の軽油が必要となる。ディーゼル燃料貯蔵タンクに

て約 730m3の軽油を保有しており，この使用が可能であることから大量送水

車による低圧原子炉代替注水槽への給水，原子炉補機代替冷却系の運転，可

搬式窒素供給装置による原子炉格納容器内への窒素注入について，７日間の

運転継続が可能である。 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，事象発生直後からの運

転を想定すると，７日間の運転継続に約８m3の軽油が必要となる。緊急時対

策所用燃料地下タンクにて約 45m3の軽油を保有しており，この使用が可能で

あることから，緊急時対策所用発電機による電源供給について，７日間の継

続が可能である。 

（添付資料 3.1.2.9) 

 

ｃ．電源 

常設代替交流電源設備の電源負荷については，重大事故等対策に必要な負

荷として，約 1,941kW 必要となるが，常設代替交流電源設備は連続定格容量

が約 4,800kW であり，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対しての電源供給が

可能である。 

（添付資料 3.1.2.10) 

 

3.1.2.5 結論 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温

破損）」では，原子炉格納容器内へ流出した高温の原子炉冷却材や溶融炉心の崩

壊熱等の熱によって発生した水蒸気，ジルコニウム－水反応等によって発生した

非凝縮性ガス等が蓄積することによって，格納容器内雰囲気圧力・温度が徐々に

上昇し，原子炉格納容器の過圧・過温により原子炉格納容器の破損に至ることが

特徴である。格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器

過圧・過温破損）」に対する格納容器破損防止対策としては，初期の対策として，

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水手段，安定状態に向けた対策と

して残留熱代替除去系による原子炉格納容器除熱手段，長期的な格納容器内酸素

濃度の上昇を抑制する観点から，可搬式窒素供給装置を用いた格納容器内への窒

素供給手段を整備している。 
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格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温

破損）」の評価事故シーケンス「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水

機能喪失＋全交流動力電源喪失」について，残留熱代替除去系を使用する場合の

有効性評価を行った。 

上記の場合においても，低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水，残

留熱代替除去系による原子炉格納容器除熱及び可搬式窒素供給装置による原子炉

格納容器内への窒素注入を実施することにより，格納容器内酸素濃度の上昇を抑

制しつつ，原子炉格納容器冷却及び除熱が可能である。 

その結果，格納容器フィルタベント系を使用せず，事象を通じて原子炉格納容

器の限界圧力に到達することはなく，ジルコニウム－水反応等により可燃性ガス

の蓄積が生じた場合においても原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度

は，評価項目を満足している。また，安定状態を維持できる。解析コード及び解

析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に与える影響及び評

価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策の有効性が確認でき

る範囲内において，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも

一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，緊急時対策要員にて確保可能である。また，

必要な水源，燃料及び電源も供給可能である。 

以上のことから，低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水，残留熱代

替除去系による原子炉格納容器除熱，可搬式窒素供給装置を用いた原子炉格納容

器内への窒素供給手段等の格納容器破損防止対策は，選定した評価事故シーケン

スに対して有効であることが確認でき，格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度

による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」に対して有効である。 
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第 3.1.2.1－1(1)図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破

損）」の重大事故等対策の概略系統図 

（残留熱代替除去系を使用する場合） 

（原子炉注水） 
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第 3.1.2.1－1(2)図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破

損）」の重大事故等対策の概略系統図 

（残留熱代替除去系を使用する場合） 

（原子炉格納容器除熱及び可搬式窒素供給装置を用いた原

子炉格納容器内窒素供給） 
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原
子
炉
冷
却
材
喪
失
（
大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
）
発
生
 

原
子
炉
ス
ク
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，
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ト
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を
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１
 

【
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後
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設
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補
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よ
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で
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心
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を
維
持
し
原

子
炉
格
納
容
器
を
破
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せ
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こ
と
な
く
安
定
状
態
を
維
持
す
る
。

 

ま
た
，
格
納
容
器
内
酸
素
濃
度
の
監
視
を
継
続
す
る
と
と
も
に
，
可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
に
よ
る

原
子
炉

格
納
容
器
内
へ
の
窒
素
注
入
は
，
格
納
容
器
圧
力
が

42
7k

Pa
[g
ag
e]
到
達
に
て
停
止
し
，
そ
の
後
，
格

納
容
器
酸
素
濃
度

4.
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%（

ド
ラ
イ
条
件
）
及
び

1.
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%
（
ウ
ェ
ッ
ト
条
件
）
到
達
に
て
，
格
納
容

器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
に
よ
り
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
可
燃
性
ガ
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排
出
す
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こ
と
で
，
原
子
炉
格
納

容
器
内
で
の
水
素
燃
焼
を
防
止
す
る
。
 

さ
ら
に
，
機
能
喪
失
し
て
い
る
設
備
の
復
旧
に
努
め
，
残
留
熱
除
去
系
及
び
可
燃
性
ガ
ス
濃
度
制
御
系

の

復
旧
後
は
，
残
留
熱
除
去
系
に
よ
る
原
子
炉
注
水
，
原
子
炉

格
納
容
器
除
熱
及
び
可
燃
性
ガ
ス
濃
度
制
御

系
に
よ
る
水
素
濃
度
制
御
を
実
施
す
る
こ
と
で
，
安
定
停
止
状
態
を
維
持
す
る
。

 

Ⅱ
 

Ⅰ
 

 
残
留
熱
代
替
除
去
系
運
転
可
能

※
13
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
運
転
準
備
 

（
系
統
構
成
）
 

非
常
用
ガ
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処
理
系

 

自
動
起
動
を

確
認
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s 

No
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
起
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【
10

時
間
後
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去
系
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に
よ
る
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ

 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
） 

に
よ
る
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
停
止

 

残
留
熱
代
替
除
去
系

運
転
に
よ
り
格
納
容
器
圧
力
下
降

 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
 

に
よ
る
原
子
炉

注
水
 

No
 

Ye
s 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
停
止
 

【
０
秒
】

 

可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
を
用
い
た
 

原
子
炉
格
納
容
器
内
窒
素
供
給
 

可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
 

に
よ
る
窒
素
供
給
準
備

 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
冷
却
系
に
よ
る
 

原
子
炉
格
納
容
器
除
熱
 

Ⅲ
 

早
期
の
電
源
回
復
不
能
を
確
認

※
４
 

原
子
炉
へ
の
注
水
機
能
喪
失
を
確
認

※
２
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失

 

 

対
応
操
作
は
，
原

子
炉
水
位
・
格
納
容
器
圧
力
等
の
徴
候
に

 

応
じ
て
対
応
を
行

う
た
め
，
今
回
想
定
し
て
い
る
破
断
規
模
・

 

破
断
位
置
が
異
な

る
場
合
，
及
び
破
断
位
置
が
特
定
で
き
な
い

 

場
合
に
お
い
て
も

，
対
応
す
る
操
作
手
順
に
変
更
は
な
い
。

 

原 子 炉 へ の 注 水
   

燃
料
被
覆
管
温
度

1,
20
0℃

到
達
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
起
動
 

 

燃
料
温
度

2,
50
0K
(約

2,
22
7℃

)到
達
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
起
動

※
８
 

 

<約
10

分
> 

<約
28

分
> 

大
量
送
水
車

 

に
よ
る
低
圧
原
子
炉
代
替

 

注
水
槽
へ
の
補
給

準
備
 

大
量
送
水
車

 

に
よ
る
低
圧
原
子
炉
代
替

 

注
水
槽
へ
の
補
給
操
作

 

（
適
宜
実
施
）
 

（
ケ

ー
ブ
ル

接
続
後

）
 

原
子
炉
圧
力
－
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
に
よ
る
 

「
水
位
不
明
判
断
曲
線
」
で
水
位
不
明
を
判
断
 

※
１
：
格
納
容
器
圧
力
高
（

13
.7
kP
a）

に
て
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム

し
た
こ
と
を
平
均
出
力
領
域
計
装
に
よ
り
確
認
す
る
。

 

重
大
事
故
等
発
生
を
通
信
連
絡
設
備
に
よ
り
確
認
し
た
現
場

作
業
員
は
退
避
を
実
施
す
る
。

 

※
２
：
中
央
制
御
室
に
て
，
機
器
ラ
ン
プ
表
示
，
警
報
，
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
，
ポ
ン
プ
出
口
流
量
，
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
，
原
子
炉
圧
力
等
に
て
確
認
す
る
。
 

※
３
：
炉
心
損
傷
は
，
以
下
に
よ
り
判
断
す
る
。

 

 
 
  
・
格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
の
ガ
ン
マ
線
線
量
率
が
設
計
基
準
事
故
相
当
の
ガ
ン
マ
線
線
量
率
の

10
倍
を
超
え
た
場
合
 

 
 
 
な
お
，
格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
に
よ
る
炉
心
損
傷
発
生
の
判
断
が
で
き
な
い
場
合
は
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度

が
30
0℃

以
上
（
１
点
以
上
）
と
な
っ
た

時

点
で
，
炉
心
損
傷
と
判
断
す
る
。

 

※
４
：
中
央
制
御
室
か
ら
の
遠
隔
操
作
に
よ
り
外
部
電
源
受
電
及
び

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
等
の
起
動
が
で
き
ず
非
常
用
高
圧
母
線
の
電
源
回
復
が
で
き
な
い
場
合
，

 

早
期
の
電
源
回
復
不
能
と
判
断
す
る
。

 

※
５
：
復
電
時
に
不
要
な
負
荷
が
起
動
す
る
の
を
防
止
す
る
た
め
の
負
荷
切
り
離
し
を
含
む
。

 

※
６
：
非
常
用
高
圧
母
線
２
系
列
の
う
ち
，
１
系
列
は
移
動
式
代
替
熱
交
換
設
備
ケ
ー
ブ
ル
接
続
後
に
受
電
す
る
。

 

※
７
：
格
納
容
器
水
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）
及
び

格
納
容
器
酸
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）

を
起
動
す
る
。
 

※
８
：
再
循
環
配
管
と
底
部
ド
レ
ン
配
管
の

隔
離
操
作
を
実
施
す
る
。

 

※
９
：
原
子
炉
圧
力
容
器
底
部
か
ら
原
子
炉
水
位
レ
ベ
ル
０
ま
で
水
位
を
上
昇
さ
せ
る
た
め
に
必
要
な
注
水
量
を
注
水
す
る

。
所
定
量
の
注
水
完
了
後
は
注
水
流
量
を
崩
壊

熱
相
当
と
す
る
。

 

解
析
上
考
慮
し
て
い
な
い
が
，
推
定
手
段
に
よ
り
損
傷
炉
心
の
冠
水
が
維
持
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
原
子
炉
圧
力
容
器
表
面
温
度

を
用
い
て
原
子
炉
圧
力
容
器
内
が

 

過
熱
状
態
に
至
っ
て
い
な
い
こ
と

に
よ
り
確
認
す
る
。

 

※
10
：
水
位
計
測
不
能
の
場
合
，
崩
壊
熱
除
去
に
必
要
な
注
水
量
以
上
を
注
水
し
て
い
る
こ
と

及
び
原
子
炉
圧
力
容
器
下
鏡
温
度

30
0℃

未
満
に
よ
り
損
傷
炉
心
冷
却
成
功

 

と
判
断
す
る
。

 

※
11
：
原
子
炉
圧
力
容
器
健
全
確
認
は
，
圧
力
容
器
破
損
判
断
パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
り
判
断
す
る
。
（
補
足
１
）

 

 

格
納
容
器
圧
力

64
0k
Pa
[g
ag
e]
到
達
 

 

水
素
濃
度
及
び
酸
素
濃
度
 

監
視
設
備
の
起
動

※
７
 

【
12

時
間
後
】
 

再
循
環
ポ
ン
プ
 

ト
リ
ッ
プ
確
認
 

外
部
電
源
，
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
 

発
電
機
等
回
復
操
作
 

ほ
う
酸
水
注
入
系

 

に
よ
る
原
子
炉
注

入
 

燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系
起
動

 
原
子
炉
圧
力
容
器
・
原
子
炉
格
納
容
器
の
状
態
 

が
静
定
後
，
燃
料
プ
ー
ル
冷
却
を
再
開
す
る
 

原
子
炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル
２
）
到
達
 

（
適
宜
実
施
）
 

Ⅳ
 

中
央
制
御
室
待
避
室
の
 
 
 
 

準
備
操
作

※
12
 

※
12
：
中
央
制
御
室
待
避
室
の
準
備
操
作
は
，
以
下
を
実
施
す
る
。

 

 
 
 
・
中
央
制
御
室
待
避
室
内
の
正
圧
化
準
備
操
作

 

 
 
 
・
Ｌ
Ｅ
Ｄ
ラ
イ
ト
（
ラ
ン
タ
ン

タ
イ
プ
）
の
設
置
 

 
 
 
・
プ
ラ
ン
ト
パ
ラ
メ
ー
タ
監
視
装
置
（
中
央
制
御
室
待
避
室
）
の
設
置

 

※
13
：
原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
に
よ
る
冷
却
水
の
供
給
が
さ
れ
て
い
る
こ
と
，
残
留
熱
代
替
除
去
系
の

電
源
が
確
保
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
確
認
し
，
残
留
熱
代
替
除
去
系
の
運
転
可
能
と
判
断
す
る
。

 

※
14
：
原
子
炉
注
水
流
量
は

30
m3
/h

と
し
，
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
流
量
は

12
0m

3
/h

と
す
る
。
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
 

通
常
水
位
＋
約

1.
3m

到
達
 

 

格
納
容
器
内
雰
囲
気
計
装
に
よ
る

水
素
濃
度
及
び
酸
素
濃
度
監
視

 

原
子
炉
ウ
ェ
ル
代
替
注
水
系
に
よ
る
 
 
 
 

原
子
炉
ウ
ェ
ル
注
水
 

【
  
】
：
時
刻
（
解
析
条
件
）
 

< 
> 
：
時
刻
（
解
析
結
果
）
 



 

第 3.1.2.1-3図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）の作業と所要時間 

（残留熱代替除去系を使用する場合） 

3.1.2-20 

責任者 当直長 1人
中央制御室監視

緊急時対策本部連絡

指揮者 当直副長 1人 運転操作指揮

指示者 1人 初動での指揮

連絡責任者

連絡担当者
4人 発電所内外連絡

運転員

（中央制御室）
復旧班要員

・ ＬＯＣＡ発生確認

・ 外部電源喪失確認

・ 給水流量の全喪失確認

・ 原子炉スクラム確認，タービントリップ確認

・ 非常用ディーゼル発電機等起動失敗確認

・ 再循環ポンプトリップ確認

・ 原子炉への注水機能喪失を確認

・ 主蒸気隔離弁全閉確認

・ 炉心損傷確認

・ 早期の電源回復不能判断

― ― ・ 非常用ディーゼル発電機等　機能回復

― ― ・ 外部電源　回復

高圧・低圧注水機能喪失

調査，復旧操作
― ―

・ 復水・給水系，高圧炉心スプレイ系，

　 残留熱除去系，低圧炉心スプレイ系　機能回復

解析上考慮せず

対応可能な要員により対応する

常設代替交流電源設備

起動操作

（1人）

A
― ・ 常設代替交流電源設備起動，受電操作

（1人）

A
― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電準備（中央制御室）

― ― ・ 放射線防護具準備／装備

― ― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電準備（現場）

（1人）

A
― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電操作（中央制御室）

― ― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電操作（現場）

（1人）

A
― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電準備（中央制御室）  25分

― ― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電準備（現場）  25分

（1人）

A
― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電操作（中央制御室） 5分

― ― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電操作（現場） 5分

非常用ガス処理系　運転確認
（1人）

A
―

・ 非常用ガス処理系　自動起動確認

・ 原子炉建物差圧監視

・ 原子炉建物差圧調整

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施                                 適宜実施

ほう酸水注入系による原子炉

圧力容器へのほう酸水注入

（1人）

A
― ・ ほう酸水注入系　起動 10分 解析上考慮せず

― ・ 格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）起動操作 5分

―
・ 格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）

　 システム起動，暖気
40分

― ・ 格納容器水素濃度及び酸素濃度の監視 適宜監視

（1人）

A
―

・ 系統構成

・ 中央制御室換気系起動操作
20分 　

― ― ・ 中央制御室換気系　系統構成

（1人）

A
― ・ 中央制御室換気系　加圧運転操作 10分

中央制御室待避室準備 ― ― ・ 中央制御室待避室系統構成 30分

サプレッション・プール水

ｐＨ制御系起動操作

（1人）

A
― ・ サプレッション・プール水ｐＨ制御系起動 20分 解析上考慮せず

― ― ・ 放射線防護具準備／装備

― ― ・ 注水弁電源切替え操作

（1人）

A
― ・ 低圧原子炉代替注水系（常設）起動/運転確認/系統構成/漏えい隔離操作

低圧原子炉代替注水系

（常設）注水操作

（1人）

A
― ・ 低圧原子炉代替注水系（常設）注水弁操作

低圧原子炉代替注水系

（常設）停止操作

（1人）

A
― ・ 低圧原子炉代替注水系（常設）停止 10分

― ・ 放射線防護具準備／装備

―
・ 大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への補給準備

　（大量送水車配置，ホース展張・接続）

― ・ 大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への補給

原子炉ウェル代替注水系

注水操作
― ・ 大量送水車による原子炉ウェルへの注水 解析上考慮せず

―
（12人）

a～l
・ 資機材配置及びホース敷設，系統水張り，起動

― ・ 放射線防護具準備／装備 10分

― ・ 電源ケーブル接続

― ― ・ 原子炉補機代替冷却系　系統構成

―
（2人）

c,d
・ 原子炉補機代替冷却系　運転状態監視

（1人）

A
― ・ 原子炉補機代替冷却系　冷却水流量調整 10分

― ・ 格納容器内雰囲気計装起動 5分 解析上考慮せず

― ・ 格納容器内水素濃度及び酸素濃度の監視 解析上考慮せず

― ・ 放射線防護具準備／装備

― ・ ディーゼル燃料貯蔵タンクからタンクローリへの補給

燃料補給作業 ― ・ 大量送水車，大型送水ポンプ車への補給

残留熱代替除去系　準備操作
（1人）

A
― ・ 残留熱代替除去系　中央制御室系統構成 20分

残留熱代替除去系　運転開始
（1人）

A
―

・ 残留熱代替除去ポンプ起動

・ 原子炉注水弁，格納容器スプレイ弁操作
10分

残留熱代替除去系

運転状態監視

（1人）

A
― ・ 残留熱代替除去系による原子炉圧力容器，原子炉格納容器の状態監視

原子炉格納容器状態監視には水素・酸素濃度の継続

監視を含む

可搬式窒素供給装置による原

子炉格納容器内窒素供給準備
― ・ 可搬式窒素供給装置準備

可搬式窒素供給装置による原

子炉格納容器内窒素供給
― ・ 可搬式窒素供給装置起動

燃料プール冷却　再開
（1人）

A
― ・ 燃料プール冷却系再起動

解析上考慮せず

燃料プール水温66℃以下維持

必要人員数　合計
1人

A

19人

a～s

10分
・燃料プール冷却水ポンプを再起動し燃料プールの冷却を再開する。

・必要に応じてスキマサージタンクへの補給を実施する。

4人

B,C,D,E

（）内の数字は他の作業終了後，移動して対応する人員数。

―

―

― 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施

―
（2人）

e,f
― 適宜状態監視

2時間

タンクローリ残量に応じて適宜ディーゼル燃料貯蔵

タンクから補給
―

―

燃料補給準備

―

2人

r,s

10分

― 2時間30分

                                適宜実施

原子炉補機代替冷却系運転

― 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施

―

格納容器内雰囲気計装による

水素濃度及び酸素濃度監視

（1人）

A

―

― 適宜実施

　　上部ドライウェル内雰囲気温度低下を確認

　　蒸発による水位低下を考慮して定期的に注水

原子炉補機代替冷却系準備

操作

― 7時間20分

―
3人

o,p,q
― 1時間40分

（2人）

B,C
1時間40分

2時間10分

―

（2人）

a,b

適宜実施

―

輪谷貯水槽（西１／西２）か

ら低圧原子炉代替注水槽への

補給

―
14人

a～n

10分

―

― 注水開始30分は最大流量とし，その後は崩壊熱相当量で注水継続

―

（2人）

D,E

―

低圧原子炉代替注水系

（常設）起動操作

2人

D,E

10分

20分

― 10分

（2人）

D,E
40分

―

水素濃度及び酸素濃度監視

設備の起動

（1人）

A

―

―

―

中央制御室換気系起動

―

Ｃ系非常用高圧母線受電操作

―

（2人）

B,C

― 　　　　　　　　　　　　　　適宜実施

―

（2人）

B,C

Ｄ系非常用高圧母線受電操作

― 5分

（2人）

B,C
5分

Ｃ系非常用高圧母線受電準備

―

2人

B,C

10分

35分

―

― 10分

Ｄ系非常用高圧母線受電準備

― 25分

交流電源回復操作
― 解析上考慮せず

対応可能な要員により対応する
―

状況判断
1人

A
― ― 10分

通報連絡等を行う

要員

運転員

（現場）

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

 

　事象発生

　原子炉スクラム

     約5分　炉心損傷

31 5 6 725 26 27 28 29 3011 12 21 22 23 245 6 7 8 9 1050 60 1 2 3 4

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使用する場合）

必要な要員と作業項目

経過時間（分） 経過時間（時間） 経過時間（日）

備考10 20 30 40

10分 常設代替交流電源設備による給電

約10分 燃料被覆管温度1200℃到達

30分 低圧原子炉代替注水系（常設）原子炉注水開始

約28分 燃料温度2500K（2227℃）到達

約１時間 非常用ガス処理系 運転開始

10時間 残留熱代替除去系 運転開始
低圧原子炉代替注水系（常設）停止

12時間 可搬式窒素供給装置による格納容器窒素供給開始

約１時間40分 中央制御室換気系 運転開始

プラント状況判断



 

3.1.2-21 

 

 

 
 

第 3.1.2.2-1(1)図 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移 
 

 

 
 

第 3.1.2.2-1(2)図 注水流量の推移 

 

  



 

3.1.2-22 

 

 
 

第 3.1.2.2-1(3)図 原子炉圧力容器内の保有水量の推移 

 
 

 
 

第 3.1.2.2-1(4)図 燃料最高温度の推移 

 

 
  

 



 

3.1.2-23 

 

 
 

第 3.1.2.2-1(5)図 格納容器圧力の推移 

 
 

 
 

第 3.1.2.2-1(6)図 格納容器温度の推移 
  



 

3.1.2-24 

 

 
 

第 3.1.2.2-1(7)図 サプレッション・プール水位の推移 

 
 

 
 

第 3.1.2.2-1(8)図 サプレッション・プール水温度の推移 
  



 

3.1.2-25 

 
 

 
 

第 3.1.2.3-1(1)図 格納容器圧力の推移 

（Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡの発生を考慮した場合） 

 
 

 
 

第 3.1.2.3-1(2)図 格納容器温度の推移 

（Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡの発生を考慮した場合） 
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第
3.
1.
2.
1-
1
表
 
「
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
」
の
重
大
事
故
等
対
策
に
つ
い
て

 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
す
る
場
合
）
（
１
／
３
）
 

 

判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

常
設
設
備
 

可
搬
型
設
備
 

計
装
設
備
 

原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
確
認

 

運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
，
原
子
炉
冷
却
材
喪
失
又

は
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
が
発
生
し
て
原
子
炉
が
ス
ク

ラ
ム
し
た
こ
と
を
確
認
す
る
。

 

所
内
常
設
蓄
電
式
直
流
電
源

設
備
 

－
 

平
均
出
力
領
域
計
装
 

非
常

用
炉

心
冷

却
系

機
能

喪

失
確
認

 

非
常
用
炉
心
冷
却
系
等
の
安
全
機
能
の
喪
失
を
確
認
す

る
。

 

所
内

常
設

蓄
電

式
直

流
電

源

設
備
 

常
設
代
替
直
流
電
源
設
備

 

－
 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

【
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
ポ
ン
プ
出
口
流
量
】

 

【
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量
】

 

【
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量
】
 

【
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量
】

 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
及
び

早
期
の
電
源
回
復
不
能
判
断

並
び
に
対
応
準
備
 

外
部
電
源
が
喪
失
す
る
と
と
も
に
，
す
べ
て
の
非
常
用

デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
等
が
機
能
喪
失
す
る
。
こ
れ
に
よ

り
非
常
用
高
圧
母
線
（

6.
9k
V）

が
使
用
不
能
と
な
り
，

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
に
至
る
。

 

中
央
制
御
室
に
て
外
部
電
源
受
電
及
び
非
常
用
デ
ィ
ー

ゼ
ル
発
電
機
等
の
起
動
が
で
き
ず
，
非
常
用
高
圧
母
線

（
6.
9k
V）

の
電
源
回
復
が
で
き
な
い
場
合
，
早
期
の
電

源
回
復
不
能
と
判
断
す
る
。
こ
れ
に
よ
り
，
常
設
代
替

交
流
電
源
設
備
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）

及
び
原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
の
準
備
を
開
始
す
る
。

 

所
内

常
設

蓄
電

式
直

流
電

源

設
備
 

常
設
代
替
直
流
電
源
設
備

 

－
 

－
 

【
 
】
：
重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
）
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第
3.
1.
2.
1-
1
表
 
「
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
」
の
重
大
事
故
等
対
策
に
つ
い
て

 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
す
る
場
合
）
（
２
／
３
）
 

 

判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

常
設
設
備
 

可
搬
型
設
備
 

計
装
設
備
 

炉
心
損
傷
確
認

 

大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ

 時
に
非
常
用
炉
心
冷
却
系
の
機
能
及

び
全
交
流
動
力
電
源
が
喪
失
す
る
た
め
，
原
子
炉
水
位
は

急
激
に
低
下
し
炉
心
が
露
出
す
る
こ
と
で
炉
心
損
傷
に

至
る
こ
と
を
確
認
す
る
。

 

所
内
常
設
蓄
電
式
直
流
電
源
設
備

 
－
 

格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
 

（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
）
 

格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
 

（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
）
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備

に
よ
る
交
流
電
源
供
給
及

び
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水

系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉

注
水

 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る
交
流
電
源
供
給
後
，
低

圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を

開
始
す
る
。
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
が
原
子
炉
圧
力
の
飽
和
温
度
を
超

え
た
場
合
水
位
不
明
と
判
断
し
，
原
子
炉
底
部
か
ら
原
子

炉
水
位
Ｌ
０
ま
で
冠
水
さ
せ
る
た
め
に
必
要
な
注
水
量

及
び
崩
壊
熱
分
の
注
水
量
を
考
慮
し
，
原
子
炉
注
水
流
量

に
応
じ
た
必
要
注
水
時
間
の
原
子
炉
注
水
を
実
施
す
る
。
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備

 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ

ン
ク
 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク

 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽

 

大
量
送
水
車
 

タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
圧
力
 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

代
替
注
水
流
量
（
常
設
）
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水
位
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

水
素
濃
度
及
び
酸
素
濃
度

監
視
設
備
の
起
動

 

炉
心
損
傷
が
発
生
す
れ
ば
，
ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
－
水
反
応
等

に
よ
り
水
素
ガ
ス
が
発
生
し
，
水
の
放
射
線
分
解
に
よ
り

水
素
ガ
ス
及
び
酸
素
ガ
ス
が
発
生
す
る
こ
と
か
ら
，
中
央

制
御
室
か
ら
の
遠
隔
操
作
に
よ
り
水
素
濃
度
及
び
酸
素

濃
度
監
視
設
備
を
起
動
し
，
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
水
素

濃
度
及
び
酸
素
濃
度
を
確
認
す
る
。

 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備

 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ

ン
ク
 

－
 

格
納
容
器
水
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

格
納
容
器
酸
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

【
 
】
：
重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
）
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第
3.
1.
2.
1-
1
表
 
「
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
」
の
重
大
事
故
等
対
策
に
つ
い
て

 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
す
る
場
合
）
（
３
／
３
）
 

 

判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

常
設
設
備
 

可
搬
型
設
備
 

計
装
設
備
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
に
よ

る
原
子
炉
注
水
及
び
原
子

炉
格
納
容
器
除
熱

 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
の
準
備
が
完
了
し
，
残
留
熱
代

替
除
去
系
を
起
動
し
た
後
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系

（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
停
止
し
，
原
子
炉
補
機

代
替
冷
却
系
を
用
い
た
残
留
熱
代
替
除
去
系
に
よ
る
原

子
炉
注
水
及
び
原
子
炉
格
納
容
器
除
熱
を
開
始
す
る
。
残

留
熱
代
替
除
去
系
の
循
環
流
量
は
，
残
留
熱
代
替
除
去
系

原
子
炉
注
水
流
量
及
び
残
留
熱
代
替
除
去
系
格
納
容
器

ス
プ
レ
イ
流
量
を
用
い
て
，
原
子
炉
注
水
弁
と
格
納
容
器

ス
プ
レ
イ
弁
を
中
央
制
御
室
か
ら
の
遠
隔
操
作
に
よ
り

原
子
炉
注
水
と
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
に
分
配
し
，
そ
れ
ぞ

れ
連
続
で
原
子
炉
注
水
及
び
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
を
実

施
す
る
。
ま
た
，
水
の
放
射
線
分
解
に
よ
り
水
素
ガ
ス
及

び
酸
素
ガ
ス
が
発
生
す
る
こ
と
か
ら
，
原
子
炉
格
納
容
器

内
の
水
素
濃
度
及
び
酸
素
濃
度
を
確
認
す
る
。

 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備

 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ

ン
ク
 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク

 

残
留
熱
代
替
除
去
系

 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ

 

移
動
式
代
替
熱
交
換
設

備
 

大
型
送
水
ポ
ン
プ
車

 

タ
ン
ク
ロ
－
リ
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
原
子
炉
注
水
流
量
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ

 

流
量
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

格
納
容
器
水
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

格
納
容
器
酸
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
を

用
い
た
原
子
炉
格
納
容
器

内
へ
の
窒
素
注
入
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
に
よ
る
原
子
炉
注
水
及
び
格
納
容

器
除
熱
を
実
施
し
た
場
合
，
可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
を
用

い
て
原
子
炉
格
納
容
器
内
へ
窒
素
を
注
入
す
る
こ
と
で
，

格
納
容
器
内
酸
素
濃
度
の
上
昇
を
抑
制
す
る
。

 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備

 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ

ン
ク
 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク

 

可
搬
式
窒
素
供
給
装
置

 

タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

格
納
容
器
酸
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

【
 
】
：
重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
）
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第
3.
1.
2.
2-
1
表
 
主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
す
る
場
合
）
（
１
／
４
）

 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

解
析
コ
ー
ド
 

Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ
 

－
 

初 期 条 件 

原
子
炉
熱
出
力
 

2,
43
6M
W 

定
格
原
子
炉
熱
出
力
と
し
て
設
定
 

原
子
炉
圧
力
 

6.
93
MP
a[
ga
g
e]
 

定
格
原
子
炉
圧
力
と
し
て
設
定
 

原
子
炉
水
位
 

通
常
水
位
 

（
気
水
分
離
器
下
端
か
ら
+8
3
㎝
）
 

通
常
運
転
時
の
原
子
炉
水
位
と
し
て
設
定
 

炉
心
流
量
 

35
.6
×
10

3 t
/h
 

定
格
炉
心
流
量
と
し
て
設
定
 

燃
料
 

９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
 

９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
），

９
×
９
燃
料
（
Ｂ
型
）
は
熱
水
力
的
な
特
性
は
同
等
で
あ
り
，

そ
の
相
違
は
燃
料
棒
最
大
線
出
力
密
度
の
保
守
性
に
包
絡
さ
れ
る
こ
と
，
ま
た
，
９

×
９
燃
料
の
方
が
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
よ
り
も
崩
壊
熱
が
大
き
く
，
燃
料
被
覆
管
温
度
上
昇

の
観
点
で
厳
し
い
た
め
，
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
の
評
価
は
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
の
評
価
に

包
絡
さ
れ
る
こ
と
を
考
慮
し
，
代
表
的
に
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
を
設
定
 

原
子
炉
停
止
後
の
崩
壊
熱
 

AN
SI
/A
NS
-5
.
1-
19
79
 

（
燃
焼
度

33
GW
d/
t）

 

サ
イ
ク
ル
末
期
の
燃
焼
度
の
ば
ら
つ
き
を
考
慮
し
，
1
0％

の
保
守
性
を
考
慮
し
て
設

定
 

格
納
容
器
空
間
体
積
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
）
 

7,
90
0m

3  
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
内
体
積
の
設
計
値
（
内
部
機
器
及
び
構
造
物
の
体
積
を
除
い
た
値
）
 

格
納
容
器
空
間
体
積
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・

チ
ェ
ン
バ
）
 

空
間
部
：
4,
7
00
m3
 

液
相
部
：
2,
8
00
m3
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
内
体
積
の
設
計
値
（
内
部
機
器
及
び
構
造
物
の
体
積

を
除
い
た
値
）
 

真
空
破
壊
装
置
 

3.
43
kP
a（

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
－
サ
プ

レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
間
差
圧
）
 

真
空
破
壊
装
置
の
設
定
値
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
 

3.
61
m（

NW
L）

 
通
常
運
転
時
の
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
と
し
て
設
定
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
 

35
℃
 

通
常
運
転
時
の
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
の
上
限
値
と
し
て
設
定
 

格
納
容
器
圧
力
 

５
kP
a[
ga
ge
] 

通
常
運
転
時
の
格
納
容
器
圧
力
と
し
て
設
定
 

格
納
容
器
温
度
 

57
℃
 

通
常
運
転
時
の
格
納
容
器
温
度
と
し
て
設
定
 

外
部
水
源
の
温
度
 

35
℃
 

屋
外
貯
水
槽
の
水
源
温
度
と
し
て
実
測
値
及
び
夏
季
の
外
気
温
度
を
踏
ま
え
て
設
定
 



 

3.
1.
2
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0 
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第
3.
1.
2.
2-
1
表
 
主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
す
る
場
合
）
（
２
／
４
）

 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

事 故 条 件 

起
因
事
象
 

大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
 

再
循
環
配
管
（
出
口
ノ
ズ
ル
）
の
破
断
 

原
子

炉
圧
力

容
器
か

ら
原

子
炉

格
納

容
器

へ
の
冷

却
材

流
量

を
大

き
く

見

積
も
り
，
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
圧
力
上
昇
及
び
温
度
上
昇
の
観
点
か
ら
厳

し
い
設
定
と
し
て
，
原
子
炉
圧
力
容
器
バ
ウ
ン
ダ
リ
に
接
続
す
る
配
管
の
う

ち
，
口
径
が
最
大
で
あ
る
再
循
環
配
管
（
出
口
ノ
ズ
ル
）
の
両
端
破
断
を
設

定
 

安
全
機
能
の
喪
失
に
対
す
る
仮
定
 

高
圧
注
水
機
能
喪
失
 

低
圧
注
水
機
能
喪
失
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
 

す
べ
て
の
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
等
の
機
能
喪
失
を
想
定
し
，
設
定
 

高
圧

注
水
機
能
と

し
て
原
子
炉
隔

離
時
冷
却
系

及
び
高
圧
炉
心

ス
プ
レ

イ

系
の
機
能
喪
失
を
，
低
圧
注
水
機
能
と
し
て
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
及
び
残

留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
の
機
能
喪
失
を
設
定
 

外
部
電
源
 

外
部
電
源
な
し
 

過
圧
及
び
過
温
へ
の
対
策
の
有
効
性
を
総
合
的
に
判
断
す
る
観
点
か
ら
，
プ

ラ
ン

ト
損
傷

状
態
で

あ
る

Ｌ
Ｏ

Ｃ
Ａ

に
全

交
流
動

力
電

源
喪

失
を

重
畳

す

る
こ
と
か
ら
，
外
部
電
源
が
喪
失
す
る
も
の
と
し
て
設
定
 

水
素
ガ
ス
の
発
生
 

ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
－
水
反
応
を
考
慮
 

水
の
放
射
線
分
解
等
に
よ
る
水
素
ガ
ス
発
生
に
つ
い
て
は
，
格
納
容
器
圧
力

及
び
温
度
に
与
え
る
影
響
が
軽
微
で
あ
る
こ
と
か
ら
考
慮
し
て
い
な
い
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第
3.
1.
2.
2-
1
表
 
主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
す
る
場
合
）
（
３
／
４
）

 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

重 大 事 故 等 対 策 に 関 連 す る 機 器 条 件 

原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
信
号
 

事
象
発
生
と
同
時
に
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
 

事
象
発
生
と
同
時
に
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
す
る
も
の
と
し
て
設
定
 

主
蒸
気
隔
離
弁
 

事
象
発
生
と
同
時
に
閉
止
 

主
蒸
気
が
原
子
炉
格
納
容
器
内
に
保
持
さ
れ
る
厳
し
い
条
件
と
し
て
設
定
 

再
循
環
ポ
ン
プ
 

事
象
発
生
と
同
時
に
停
止
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
に
よ
る
ポ
ン
プ
停
止
を
踏
ま
え
て
設
定
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
 

20
0m

3 /
h（

1.
00
MP
a[
ga
ge
]に

お
い
て
）
で

注
水
，
そ
の
後
は
炉
心
を
冠
水
維
持
可
能
な

注
水
量
に
制
御
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

           

残
留
熱
代
替
除
去
系
 

循
環
流
量
は
，
全
体
で

15
0m

3 /
h
と
し
，
原

子
炉
注
水
へ

30
m3
/h
，
格
納
容
器
ス
プ
レ

イ
へ

12
0m

3 /
h
に
流
量
を
分
配
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
 

残
留

熱
代

替
除

去
系

か
ら

原
子

炉
補

機
代

替
冷
却
系
へ
の
伝
熱
容
量
：
約
７
MW
 

（
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

水
温

度
：

10
0
℃
，
海
水
温
度

30
℃
に
お
い
て
）
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
 

総
注
入
流
量
：

10
0N
m3
/h
 

・
窒
素
：

99
.9
Nm

3 /
h 

・
酸
素
：

0.
1N
m3
/h
 

ガ
ス
温
度
：
35
℃
 

総
注
入
流
量
は
格
納
容
器
内
の
酸
素
濃
度
の
上
昇
抑
制
に
必
要
な
流
量
と
し
て
設
定
 

酸
素
注
入
流
量
は
純
度

9
9
.9
％
を
考
慮
し
て
残
り
す
べ
て
を
酸
素
と
し
て
設
定
 

ガ
ス
温
度
は
気
象
条
件
を
考
慮
し
て
設
定
 

 

 

0
.
0
 

0
.
5
 

1
.
0
 

1
.
5
 

2
.
0
 

0
1
0
0

2
0
0

3
0
0

4
0
0

原子炉圧力（MPa[gage]）

流
量
（

m3
/h
）
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第
3.
1.
2.
2-
1
表
 
主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
す
る
場
合
）
（
４
／
４
）

 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

重 大 事 故 等 対 策 に 関 連 す る 操 作 条 件 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原

子
炉
注
水
操
作

 
事
象
発
生
か
ら

30
分
後
 

常
設

代
替
交

流
電
源

設
備

の
起

動
，

受
電

及
び
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

系

（
常
設
）
の
準
備
時
間
を
考
慮
し
て
設
定
 

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

及
び
残

留
熱

代
替
除

去
系
に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
除
熱
操
作
 

事
象
発
生
か
ら

10
時
間
後
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
の
準
備
時
間
を
考
慮
し
て
設
定
 

可
搬

式
窒

素
供

給
装

置
に

よ
る

原
子

炉
格

納

容
器
内
窒
素
供
給
操
作
 

事
象
発
生
か
ら

12
時
間
後
 

原
子

炉
補
機

代
替
冷

却
系

の
準

備
完

了
後

の
可
搬

式
窒

素
供

給
装

置
の

準

備
時
間
を
考
慮
し
て
設
定
 

 

 



添 3.1.2.1-1 

添付資料 3.1.2.1 

 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）における炉心の損

傷状態及び損傷炉心の位置について 

 

１．はじめに 

  有効性評価の「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」

の評価事故シーケンスでは，事象発生約５分後に燃料被覆管の最高温度は

1,000K（727℃）に到達し，炉心損傷が開始する。燃料被覆管の最高温度は事象

発生から約 10 分後に 1,200℃に到達し，また，事象発生から約 28 分後に燃料

温度は約 2,500K（約 2,227℃）に到達する。事象発生 30分後からの低圧原子炉

代替注水系（常設）による原子炉注水により，炉心は再冠水される。上記によ

り，炉心は下部プレナム部に移行することなく，原子炉圧力容器内に保持され

る。ここでは，本事象における炉心の損傷状態，損傷炉心の位置及びシュラウ

ドへの熱影響について評価結果を示す。 

 

２．評価結果 

（１）炉心の損傷状態 

   図１に事象発生 30分後，事象発生約 100分後（最大状態）及び終状態（事

象発生７日後）の炉心損傷状態を示す。終状態以降には炉心損傷は拡大しな

い。 

 

（２）損傷炉心の位置 

   図２に各部（炉心位置，下部プレナム）における炉心重量の時間変化の推

移を示す。図２に示すとおり，損傷炉心は炉心位置に保持される。 

 

（３）シュラウドへの熱影響 

 終状態においても，溶融プールは炉心の外周部に至っておらず，シュラウ

ドへの熱影響はない（シュラウドの最高温度は約 500℃であり，融点（1400℃

程度）を下回る）。 

 

３．まとめ 

  有効性評価の「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」

の評価事故シーケンスにおいて，炉心損傷に至るものの，再冠水により炉心は

下部プレナム部に移行することなく，原子炉圧力容器内に保持される。 

 



添 3.1.2.1-2 

 

事象開始後30分後 事象開始後100分後 事象開始後168時間後

径方向
1 2 3 4 5

13 1 1 1 1 1
12 1 1 1 1 1
11 1 1 1 1 1
10 1 1 1 1 1
9 1 1 1 1 1
8 1 1 1 1 1
7 1 1 1 1 1
6 1 1 1 1 1
5 1 1 1 1 1
4 1 4 1 1 1
3 4 4 4 1 1
2 1 4 1 1 1
1 1 1 1 1 1

軸
方
向

径方向
1 2 3 4 5

13 0 0 0 0 1
12 0 0 0 0 1
11 0 0 0 0 1
10 0 0 0 0 1
9 0 0 0 0 1
8 0 0 0 2 1
7 4 0 0 4 1
6 4 4 4 4 1
5 5 5 5 4 4
4 5 4 4 4 4
3 4 4 4 4 1
2 1 4 1 4 1
1 1 1 1 1 1

軸
方
向

径方向
1 2 3 4 5

13 0 0 0 0 1
12 0 0 0 0 1
11 0 0 0 0 1
10 0 0 0 0 1
9 0 0 0 0 1
8 0 0 0 2 1
7 0 0 0 4 1
6 4 4 4 4 1
5 4 4 4 4 4
4 4 4 4 4 4
3 4 4 4 4 1
2 1 4 1 4 1
1 1 1 1 1 1

軸
方
向

上部タイプレート部

下部タイプレート部
炉心支持板部

径方向

軸方向

 
 

　損傷状態のモデル
　0 ：空洞
　1 ：燃料が自立した状態
　2 ：燃料が崩壊した状態
　3 ：流路が減少した状態
　4 ：流路が閉塞した状態
　5 ：溶融プール状態  

 

図１ 炉心の損傷状態 
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図２ 各部（炉心位置，下部プレナム）における炉心重量の時間変化 

 

炉心位置 

下部プレナム 

事象発生約 100 分後 

（最大状態） 

事象発生 30 分後 事象発生 168 時間後 
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添付資料 3.1.2.2 

安定状態について（残留熱代替除去系を使用する場合） 

 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）時において残留

熱代替除去系を使用する場合における安定状態については以下のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，重大事故等対処設備を用いた損傷炉心冷却に
より，損傷炉心の冠水が維持でき，また，冷却のための設
備がその後も機能維持できると判断され，かつ必要な要員
の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定される事象悪化の
おそれがない場合，安定停止状態が確立されたものとする。 

原子炉格納容器安定状態：損傷炉心を冠水させた後に，重大事故等対処設備を用

いた原子炉格納容器除熱機能（残留熱代替除去系又は
格納容器フィルタベント系）により，格納容器圧力及
び温度が安定又は低下傾向に転じ，また，除熱のため
の設備がその後も機能維持できると判断され，かつ，
必要な要員の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定さ
れる事象悪化のおそれがない場合，安定状態が確立さ
れたものとする。 

【安定状態の確立について】 
原子炉安定停止状態の確立について 
低圧原子炉代替注水系（常設）による注水継続により損傷炉心が冠水し，損傷炉
心の冷却が維持され，原子炉安定停止状態が確立される。 

 
原子炉格納容器安定状態の確立について 
炉心冷却を継続し，事象発生から 10時間後に残留熱代替除去系による原子炉格納
容器除熱を開始することで，格納容器圧力及び温度は安定又は低下傾向になり，
格納容器温度は 150℃を下回り，原子炉格納容器安定状態が確立される。格納容器
圧力については，原子炉格納容器内の水素燃焼の防止のため原子炉格納容器内へ
の窒素封入を実施する運用としていることから，低下傾向とならないが，上記の

除熱機能により最高使用圧力以下に維持される。また，重大事故等対策時に必要
な要員は確保可能であり，必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 
 
【安定状態の維持について】 

上記の格納容器破損防止対策により安定状態を維持できる。 
残留熱代替除去系を用いて又は残留熱除去系を復旧させ，除熱を行うことにより，
安定状態の更なる除熱機能の確保及び維持が可能となる。安定状態の維持に関す
る具体的な要件は以下のとおり。 
①  原子炉格納容器除熱機能として残留熱代替除去系の使用又は残留熱除去系の

復旧による冷却への移行 
② 原子炉格納容器内の水素・酸素濃度の制御を目的とした可燃性ガス濃度制御系

の復旧及び原子炉格納容器内への窒素ガス注入（パージ） 
③ 上記の安全機能の維持に必要な電源（外部電源），冷却水系等の復旧 
④ 長期的に維持される原子炉格納容器の状態（温度・圧力）に対し，適切な地震

力に対する原子炉格納容器の頑健性の確保 

（添付資料 2.1.1 別紙 1参照） 
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添付資料 3.1.2.3 

 

原子炉格納容器内に存在する亜鉛及びアルミニウムの反応により 

発生する水素ガスの影響について 

 

1．はじめに 

ＢＷＲにおいて事故時に可燃性ガスが発生する事象として主にジルコニウム

－水反応があるが，他事象によっても可燃性ガスの発生が想定される。 

平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震後,福島第二原子力発電所 1,2,4

号炉の原子炉格納容器内の水素濃度の上昇が確認されており,これは原子炉格納

容器内のグレーチングに塗布しているローバル(常温亜鉛めっき)が水蒸気と反

応し発生した水素ガスの影響によるものと推定されている。また，重大事故時，

炉心から原子炉格納容器に放出されるよう素の環境への放出低減を目的に，原子

炉格納容器内の水をアルカリ性に維持するため，水酸化ナトリウムを注入するが，

これにより，炉内構造物の金属腐食（亜鉛及びアルミニウム）による水素ガスの

発生も考えられる。 

ここでは，島根原子力発電所 2号炉において,上記事象により水素ガスが発生

した場合の影響評価を実施する。 

 

2．影響評価 

2.1亜鉛の反応による水素ガスの発生について 

原子炉格納容器内のグレーチングの亜鉛めっきの反応により,水素ガスが発

生する可能性がある。前述のよう素の環境への放出低減のための水酸化ナトリ

ウム注入によりサプレッション・チェンバの pHは約 11程度となると考えられ

るが，金属腐食反応は pH依存性があることから，保守的にグレーチングの亜

鉛めっきがすべて反応することを想定して,水素ガス発生総量を概略評価した。 

 

a.亜鉛量の計算条件 

・ドライウェル グレーチング表面積 :3,135m２ 

・サプレッション・チェンバ グレーチング表面積:930m２ 

・亜鉛めっき膜厚:80μm 

(JIS H8641-2007 記載の溶融亜鉛めっき厚判定基準値(最大値)76μmより設

定,島根原子力発電所２号炉においても本 JISに基づき亜鉛めっきを実施) 

・亜鉛密度:7.2g/cm３(JIS H8641-2007 記載値) 

 

ｂ.評価結果 

＜亜鉛量＞ 

原子炉格納容器内のグレーチングに用いられる亜鉛量は，約 2,350㎏と

なる。 
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 ・ドライウェル部：約 1,806㎏（＝3,135m２×80μm×7.2g/cm３） 

 ・サプレッション・チェンバ部：約 536㎏（＝930m２×80μm×7.2g/cm３） 

 

＜水素ガス発生量＞ 

亜鉛は,以下の化学反応によって水素ガスを発生する可能性がある。 

・Zn + H20 → ZnO + H2↑ （亜鉛－水蒸気反応） 

・Zn + NaOH + H2O → NaHZnO2 + H2↑ (金属腐食反応) 

 

亜鉛-水蒸気反応及び亜鉛の金属腐食反応のいずれにおいても，亜鉛 1molよ

り水素ガスが 1mol 発生するため,発生する水素ガス量は約 73kg(≒56+17),水

素ガス体積(標準状態)は約 803Nm３(≒619+184)となる。 

・ドライウェル部: 

56kg(=1,806,000g/65.4g/mol×2.016g/mol) 

619Nm３(=1,806,000g/65.4g/mol×0.0224Nm３/mol) 

・サプレッション・チェンバ部: 

17kg(=536,000g/65.4g/mol×2.016g/mol) 

184Nm３(=536,000g/65.4g/mol×0.0224Nm３/mol) 

 

2.2アルミニウムの反応による水素ガスの発生について 

原子炉格納容器内の主なアルミニウムの使用箇所は，保温材の外装材やドラ

イウェルクーラー（ＤＷＣ）のアルミフィンである。前述のよう素の環境への

放出低減のための水酸化ナトリウム注入によりサプレッション・チェンバの

pHは約 11程度となると考えられるが，金属腐食反応は pH依存性があること

から，保守的にアルミニウムの全量がすべて反応することを想定して，水素ガ

ス発生総量を概略評価した。 

 

a.アルミニウム量の計算条件 

・保温材に含まれるアルミニウムの体積:約 0.5843m３ 

・アルミニウム密度:2.7g/cm３ 

・ＤＷＣに含まれるアルミニウムの質量:約 1,761kg 

 

ｂ.評価結果 

＜アルミニウム量＞ 

原子炉格納容器内に存在するアルミニウム量は，約 3,339 ㎏となる。 

 ・保温材：約 1,578㎏（＝0.5843m３×2,700kg/m３） 

 ・ＤＷＣ：約 1,761㎏ 

<水素ガス発生量> 

アルミニウムは，以下の化学反応によって水素ガスを発生する。 

  ・Al + NaOH + H2O → NaAlO2 + 3/2H2↑ （金属腐食反応） 
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アルミニウム 1mol より水素ガスが 3/2mol 発生するため，以下のとおり，

発生する水素ガス量は約 374kg，水素ガス体積(標準状態)は約 4,156Nm３ とな

る。 

  

374kg  （≒3,339,000g/27g/mol×2.016g/mol×3/2） 

4,156Nm3（≒3,339,000g/27g/mol×0.0224Nm３/mol×3/2） 

 

なお，格納容器過圧・過温破損シナリオにて発生する水素ガス量は約 198kg 

であり，これと比較すると，原子炉格納容器内に存在する亜鉛及びアルミニウ

ムにより発生する水素ガス量の合計約 450kg は 2倍程度の値である。 

 

2.3亜鉛及びアルミニウムによる水素ガス発生による影響について 

(1) 格納容器圧力への影響について 

発生する水素による格納容器圧力上昇の影響を確認するため，「雰囲気圧

力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使

用する場合）」シーケンスにおいて，事象初期から 450kgの水素が格納容器内

に存在するものと保守的に仮定し，格納容器圧力を評価した。 

図１に示すとおり，事象発生 10時間後に残留熱代替除去系の起動によって，

格納容器圧力は降下し，限界圧力 853kPa[gage]に到達することはない。この

ように，事象初期における格納容器圧力の挙動は，亜鉛及びアルミニウムの化

学反応により発生する水素を考慮しない場合と大きな違いはない。これは，格

納容器圧力が水蒸気の影響を大きく受けているためであると考えられる。この

ことから，アルミニウム及び亜鉛が水酸化ナトリウムと反応し発生する水素に

よる格納容器圧力への有意な影響はない。また，炉心損傷前も影響は同様であ

る。 

 

図１ 格納容器圧力の推移 
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(2)水素燃焼への影響について 

水素ガス及び酸素ガスの可燃限界は,水素濃度４vol%以上かつ酸素濃度５

vol%以上である。ＢＷＲの原子炉格納容器内は窒素ガスにより不活性化されて

おり,本反応では酸素ガスの発生はないことから,本反応単独での水素ガスの

燃焼は発生しないものと考える。 

  

3．まとめ 

原子炉格納容器内のグレーチングの亜鉛めっきに含まれる亜鉛がすべて反

応することを想定すると約 73kgの水素ガス，アルミニウムがすべて反応する

ことを想定すると約 374kgの水素ガス（合計約 450kgの水素ガス）が発生する

可能性がある。しかし,ＢＷＲの事故時における格納容器圧力は，ほぼ窒素ガ

スと崩壊熱により発生する蒸気の影響に左右されるため,亜鉛及びアルミニウ

ムの反応により発生する水素ガスは,格納容器圧力に対して有意な影響はない

と考えられる。 

また,水素燃焼の観点においても,ＢＷＲの原子炉格納容器内は窒素ガスに

より不活性化されており,本反応では酸素ガスの発生はないことから有意な影

響はないと考えられる。 

なお，文献［1］においても，金属腐食反応による水素ガス発生はジルコニウ

ム－水反応等による水素ガス発生に比べ反応速度が遅く，水素ガス発生量も小

さいことが述べられており，本反応による水素ガス発生が有意な影響を与える

ことはないと考えられる。 

  

[1] 日本原子力研究所「炉心損傷に関する研究の現状と課題」JAERI-M82-039，

1982年 5月 



添 3.1.2.4-1 

添付資料 3.1.2.4 

原子炉建物から大気中への放射性物質の漏えい量について 

（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）） 

 

本格納容器破損モードの重大事故等対策の有効性評価では，厳しい事象を想定

した場合でも，原子炉格納容器が破損することなく安定状態に至る結果が得られ

ている。この評価結果に照らして原子炉建物から大気中への放射性物質の漏えい

量を考える。 

格納容器破損防止対策の有効性評価では，通常運転時に用いている原子炉建物

原子炉棟の換気系が全交流動力電源喪失により停止し，交流電源が回復した後に

非常用ガス処理系が起動する状況を想定している。ここで，原子炉建物原子炉棟

の換気系の停止から非常用ガス処理系が起動するまでの時間遅れを考慮し，非常

用ガス処理系によって原子炉建物原子炉棟の設計負圧が達成されるまで事象発生

から 70分かかると想定している。 

本格納容器破損モードの重大事故対策の有効性評価では原子炉格納容器は健全

であると評価していることから，原子炉格納容器から漏えいした水蒸気は原子炉

建物内で凝縮され，原子炉建物空間部が加圧されることはないと考えられる。ま

た，原子炉建物内の換気系は停止しているため，原子炉建物内空間部と外気との

圧力差が生じにくく，原子炉建物内外での空気のやりとりは殆どないものと考え

られる。さらに，原子炉格納容器内から原子炉建物に漏えいした粒子状放射性物

質は，原子炉建物内での重力沈降や水蒸気の凝縮に伴い，原子炉建物内に沈着す

るものと考えられる。 

これらのことから，原子炉格納容器の健全性が維持されており，原子炉建物原

子炉棟の換気系が停止している場合は，原子炉格納容器から原子炉建物内に漏え

いした放射性物質は，原子炉建物内で時間減衰し，また，原子炉建物内で除去さ

れるため，大気中へは殆ど放出されないものと考えられる。 

本評価では，上述の状況に係わらず，非常用ガス処理系が起動し，原子炉建物

原子炉棟の設計負圧が達成されるまでの間，原子炉格納容器から原子炉建物原子

炉棟に漏えいした放射性物質は，保守的に全量原子炉建物から大気中へ漏えいす

ることを想定した場合の放出量を示す。 

 

１．評価条件 

(1) 本格納容器破損モードの評価事故シーケンスである「冷却材喪失（大破断Ｌ

ＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」に対し，残留熱代

替除去系によって格納容器除熱を実施する場合について評価する。 

(2) 原子炉格納容器からの漏えい量は，ＭＡＡＰ解析上で格納容器圧力に応じて

漏えい率が変化するものとし，開口面積は以下のように設定する。（添付資

料 3.1.2.5 参照） 
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・１Pd以下：0.9Pd で 0.5％/日 相当 

・１～２Pd：2.0Pd で 1.3％/日 相当 

(3) エアロゾル粒子は原子炉格納容器外に放出される前に貫通部内で捕集され

ることが実験的に確認されていることから原子炉格納容器の漏えい孔にお

けるエアロゾルの捕集の効果を考慮する（ＤＦ＝10）※１。 

(4) 原子炉建物から大気中への放射性物質の漏えいについては，非常用ガス処理

系により負圧が達成される事象発生 70 分後までは原子炉建物原子炉棟内の

放射性物質の保持機能に期待しないこととし（換気率無限），非常用ガス処

理系により設計負圧を達成した後は設計換気率１回/日相当を考慮する。 

(5) 非常用ガス処理系はフィルタを通して原子炉建物原子炉棟内の空気を外気

に放出するためフィルタの放射性物質の除去性能に期待できるが，本評価で

は保守的に期待しないこととする（ＤＦ＝１）。 

(6) 原子炉建物内での放射能量の時間減衰は考慮せず，また，原子炉建物内での

粒子状物質の除去効果は保守的に考慮しない。 

 

※１ 「原子炉格納容器からの漏えいに関するエアロゾル粒子の捕集効果の設定

について」 東北電力株式会社,東京電力ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社,中部電力株

式会社,北陸電力株式会社,中国電力株式会社,日本原子力発電株式会社,

電源開発株式会社， 2019 年 12 月 

 

２．評価結果 

原子炉建物から大気中へ漏えいするＣｓ－137の評価結果を表１に示す。 

原子炉建物から大気中へ漏えいするＣｓ－137は７日間で約 1.1TBqであり，基

準の 100TBqを下回っている。 

また，事象発生７日間以降の影響を確認するため評価した，事象発生 30 日間，

100 日間における大気中へのＣｓ－137 の漏えい量はともに約 1.1TBq であり，い

ずれの場合においても 100TBqを下回っている。 

 

表１ 原子炉建物から大気中への放射性物質(Ｃｓ－137)の漏えい量 

（単位：TBq） 

 漏えい量（７日間） 漏えい量（30日間） 漏えい量（100日間） 

大破断 LOCA(残留

熱代替除去系を使

用する場合) 

約 1.1 約 1.1 約 1.1 

 

 

以上 
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添付資料 3.1.2.5 

原子炉格納容器漏えい率の設定について 

 

中央制御室の居住性に係わる被ばく評価及び有効性評価の環境へのＣｓ-137 漏

えい評価において，原子炉格納容器からの放射性物質等の漏えいは，ＭＡＡＰ内で

模擬した漏えい孔の等価漏えい面積及び原子炉格納容器の圧力に応じて漏えい流量

を評価している。 

模擬する漏えい孔の等価漏えい面積は以下に示す格納容器圧力が最高使用圧力以

下の場合と最高使用圧力を超過した後の場合の２種類を設定する。 

 

１．格納容器圧力が最高使用圧力以下の場合 

格納容器圧力が最高使用圧力以下の場合，設計漏えい率（0.9Pd で 0.5%/日）をも

とに算出した等価漏えい面積（ドライウェル及びウェットウェルの総面積は約 3.2

×10-6m2）を設定し，ＭＡＡＰ内で圧力に応じた漏えい量を評価している。 

 

２．格納容器圧力が最高使用圧力を超過した場合 

格納容器圧力が最高使用圧力を超過した場合，853kPa[gage]で 1.3%/日となる等価

漏えい面積（ドライウェル及びウェットウェルの総面積は約 8.5×10-6m2）を設定し，

１．と同様にＭＡＡＰ内で圧力に応じた漏えい量を評価している。 

853kPa[gage]での 1.3％/日の設定は以下のＡＥＣの評価式及びＧＥの評価式によ

って評価した漏えい率の結果を包絡する値として設定した。 

 

◯ＡＥＣの評価式※1 

 

L = 𝐿0√
(𝑃𝑡−𝑃𝑎)×𝑅𝑡×𝑇𝑡

(𝑃𝑑−𝑃𝑎)×𝑅𝑑×𝑇𝑑
=1.28%/日 

 

L ： 事故時の格納容器漏えい率 

L0 ： 設計漏えい率（圧力 Pd に対して（ここでは 0.9Pd）） 【0.5%/日】 

Pt ： 事故時の格納容器内圧力 【954.325kPa[abs]】 

Pd ： 設計圧力 【485.625kPa[abs]】 

Pa ： 格納容器外の圧力 【101.325kPa[abs]】 

Rt ： 事故時の気体定数 ※2 【523.7J/Kg･K】 

Rd ： 空気の気体定数 【287J/Kg･K】 

Tt ： 事故時の格納容器内温度 【473.15K】 

Td ： 設計格納容器内温度 【293.15K】 
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◯ＧＥの評価式（General Electric 社の漏えいモデル式）

L＝𝐿0√
1−(

𝑃𝑎
𝑃𝑡
)
2

1−(
𝑃𝑎
𝑃𝑑
)
2 =0.508%/日 

L ： 事故時の格納容器漏えい率 

L0 ： 設計漏えい率（圧力 Pd に対して（ここでは 0.9Pd）） 【0.5%/日】 

Pt ： 事故時の格納容器内圧力 【954.325kPa[abs]】 

Pd ： 設計圧力 【485.625kPa[abs]】 

Pa ： 格納容器外の圧力 【101.325kPa[abs]】 

※1 United States Atomic Energy Commission report "reactor containment leakage

testing and surveillance report USAEC technical safety guide Dec. 1996" 

※2 事故時の気体定数は水素ガス(2.016)：窒素ガス(28.01)：水蒸気(18.02)のガス

組成 34％：33％：33％より計算している。ＡＥＣの評価式は事故時の気体定数に

依存し，水素ガス等のように気体定数が大きい気体の割合が大きい場合に漏えい

率が高くなるため，燃料有効部被覆管がすべてジルコニウム－水反応した場合の

水素ガス発生量(約 1,000kg)を考慮して保守的に設定している。 
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価
に
つ
い
て
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
す
る
場
合
）
））

 

表
1 

解
析
コ
ー
ド
に
お
け
る
重
要
現
象
の
不
確
か
さ
が
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
 

 
 
 
 
 
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
す
る
場
合
））
）（

１
／
２
）
 

【
Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ
】
 

分
類

 
重
要
現
象

 
解
析
モ
デ
ル

 
不
確
か
さ

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 

炉
心

 

崩
壊
熱

 

炉
心
モ
デ
ル
（
原

 

子
炉

出
力

及
び

崩

壊
熱
）

 

入
力
値
に
含
ま
れ
る
。

 
「

解
析

条
件

を
最

確
条

件
と

し
た

場
合

の
運

転
員

等
操

作
時

間
及

び
評

価

項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
」
に
て
確
認

。
 

「
解

析
条

件
を

最
確

条
件

と
し

た
場

合
の

運
転

員
等

操
作

時
間

及
び

評

価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
」
に
て
確
認
。

 

燃
料

棒
内

温
度
変
化

 

炉
心
モ
デ
ル

 

（
炉

心
熱

水
力

モ

デ
ル
）

 

溶
融

炉
心

の
挙

動

モ
デ
ル

 

（
炉

心
ヒ

ー
ト

ア

ッ
プ
）

 

TM
I
事

故
解
析

に
お

け
る

炉
心

ヒ
ー

ト
ア
ッ

プ
時
の

水

素
ガ
ス
発
生
，
炉
心
領
域
で
の
溶
融
進
展
状
態
に
つ
い

て
，

TM
I
事
故

分
析

結
果

と
良

く
一

致
す
る

こ
と
を

確

認
し
た
。

 

CO
RA
実
験
解
析
に
お
け
る
，
燃
料
被
覆
管
，
制
御
棒
及

び
チ
ャ
ン
ネ
ル
ボ
ッ
ク
ス
の
温
度
変
化
に
つ
い
て
，
測

定
デ
ー
タ
と
良
く
一
致
す
る
こ
と
を
確
認
し
た
。

 

炉
心
ヒ
ー
ト
ア
ッ
プ
速
度

の
増
加
（
被
覆
管
酸
化
の
促

進
）
を
想
定
し
，
仮
想
的
な
厳
し
い
振
り
幅
で
は
あ
る

が
，
ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム

-
水
反
応
速
度
の
係
数
を

2倍
と
し

た
感
度
解
析
に
よ
り
影
響
を
確
認
し
た
。

 

・
TQ
UV
，
大
破
断

LO
CA

シ
ー
ケ
ン
ス
と
も
に
炉
心
溶

融
の
開
始
時
刻
へ
の
影
響
は
小
さ
い
。

 

・
下

部
プ

レ
ナ

ム
へ

の
溶

融
炉

心
移
行

の
開
始

時
刻

は
，
ほ
ぼ
変
化
し
な
い
。

 

炉
心
ヒ
ー

ト
ア
ッ

プ
に
関

す
る
モ

デ
ル
は

，
TM

I
事
故
に

つ
い
て

の
再
現

性

及
び
CO

RA
実
験
に
つ
い
て
の
再
現
性
を
確
認
し
て
い
る
。
炉
心
ヒ
ー
ト
ア
ッ

プ
の
感
度
解
析
（
ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
－
水
反
応
速
度
の
係
数
に
つ
い
て
の

感
度

解
析
）
で
は
，
炉
心
溶
融
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
を
確
認
し
て

い
る
。
原
子
炉
注
水
操
作
に
つ
い
て
は
，
EC

C
S
に
よ
る
原
子
炉
へ
の
注
水
機

能
が

喪
失

し
た

と
判

断
し

た
場

合
，

速
や

か
に

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
系

（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
（
電
源
の
確
保
含
む
）
を
行
う
手
順
と
な
っ

て
お
り
，
燃
料
被
覆
管
温
度
等
を
操
作
開
始
の
起
点
と
し
て
い
る
運
転
員
等

操
作
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作

時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

炉
心
ヒ
ー
ト
ア

ッ
プ
に
関

す
る
モ
デ

ル
は
，

TM
I
事
故
に
つ

い
て
の
再

現

性
及
び

CO
RA
実
験
に
つ
い
て
の
再
現
性
を
確
認
し
て
い
る
。
炉
心
ヒ
ー
ト

ア
ッ
プ
の
感
度
解
析
（
ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
－
水
反
応
速
度
の
係
数
に
つ
い
て

の
感
度
解
析
）
で
は
，
格
納
容
器
圧
力
及
び
温
度
へ
の
影
響
は
小
さ
い
こ

と
を
確
認
し
て
い
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え

る
影
響
は
小
さ
い
。

 

燃
料

棒
表

面
熱
伝
達

 

燃
料

被
覆

管
酸
化

 

燃
料

被
覆

管
変
形

 

沸
騰
・
ボ
イ

ド
率
変
化

 

炉
心
モ
デ
ル
（
炉
心

水
位
計
算
モ
デ
ル
）
 

TQ
UX

シ
ー

ケ
ン

ス
及

び
中

小
破

断
L
OC

A
シ

ー
ケ

ン
ス

に
対

し
て

，
MA
A
P
コ

ー
ド
と

S
AF

E
R
コ
ー

ド
の
比

較
を

行
い
，
以
下
の
傾
向
を
確
認
し
た
。

 

・
MA
AP

コ
ー
ド
で
は

SA
F
E
R
コ
ー
ド
で
考
慮
し
て
い

る
CC
F
L
を
取
り
扱
っ
て
い
な
い
こ
と
等
か
ら
水
位
変

化
に
差
異
が
生
じ
た
も
の
の
水
位
低
下
幅
は

M
AA

P
コ

ー
ド
の
方
が
保
守
的
で
あ
り
，
そ
の
後
の
注
水
操
作
に

よ
る

有
効

燃
料

棒
頂

部
ま

で
の

水
位
回

復
時
刻

は
両

コ
ー
ド
で
同
等
で
あ
る
。

 

原
子

炉
水

位
挙

動
に

つ
い

て
原

子
炉

圧
力

容
器

内
の

モ
デ

ル
が

精
緻

で
あ

る
解
析
コ

ー
ド

S
AF

ER
の

評
価

結
果
と

の
比

較
に
よ
り

水
位

低
下
幅

は
解
析

コ
ー
ド
MA

AP
の
評
価
結
果
の
方
が
保
守
的
で
あ
り
，
注
水
操
作
に
よ
る
燃
料

棒
有
効
長

頂
部

ま
で
の

水
位
回

復
時
刻

は
解

析
コ
ー
ド

SA
FE
R
の
評
価

結
果

と
の
差
異
は
小
さ
い
こ
と
を
確
認
し
て
い
る
。

 

原
子
炉
注
水
操
作
に
つ
い
て
は
，
EC

C
S
に
よ
る
原
子
炉
へ
の
注
水
機
能
が
喪

失
し
た
と
判
断
し
た
場
合
，
速
や
か
に
低
圧

原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）

に
よ
る
原
子
炉
注
水
（
電
源
の
確
保
含
む
）
を
行
う
手
順
と
な
っ
て
お
り
，

原
子

炉
水

位
を

操
作

開
始

の
起

点
と

し
て

い
る

運
転

員
等

操
作

は
な

い
こ

と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い

。
 

原
子

炉
水

位
挙

動
に

つ
い

て
原

子
炉

圧
力

容
器

内
の

モ
デ

ル
が

精
緻

で

あ
る
解
析
コ

ー
ド

SA
F
ER
の
評
価

結
果
と

の
比
較
に
よ
り

水
位
低
下

幅
は

解
析
コ
ー
ド

MA
AP
の
評
価
結
果
の
方
が
保
守
的
で
あ
り
，
注
水
操
作
に
よ

る
燃
料
棒
有

効
長
頂
部

ま
で
の

水
位
回
復

時
刻
は
解
析
コ

ー
ド

SA
F
ER
の

評
価

結
果

と
の

差
異

は
小

さ
い

こ
と

を
確

認
し

て
い

る
こ

と
か

ら
評

価

項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）
・
対
向

流
 

原
子

炉

圧
力

容

器
 

Ｅ
Ｃ

Ｃ
Ｓ

注
水
（
給
水

系
・
代
替
注

水
設

備
含

む
）

 

安
全
系
モ
デ
ル

 

（
非

常
用

炉
心

冷

却
系
）

 

安
全
系
モ
デ
ル

 

（
代
替
注
水
設
備
）
 

入
力
値
に
含
ま
れ
る
。

 
「

解
析

条
件

を
最

確
条

件
と

し
た

場
合

の
運

転
員

等
操

作
時

間
及

び
評

価

項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
」
に
て
確
認

。
 

「
解

析
条

件
を

最
確

条
件

と
し

た
場

合
の

運
転

員
等

操
作

時
間

及
び

評

価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
」
に
て
確
認
。

 

 

添付資料 3.1.2.6 

添 3.1.2.6-1 



表
1 

解
析
コ
ー
ド
に
お
け
る
重
要
現
象
の
不
確
か
さ
が
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
 

 
 
 
 
 
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
す
る
場
合
））
）（

２
／
２
）
 

【
Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ
】
 

分
類

 
重
要
現
象

 
解
析
モ
デ
ル

 
不
確
か
さ

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 

原
子

炉

格
納

容

器
 

格
納

容
器

各
領

域
間

の
流
動

 

格
納

容
器

モ
デ

ル

（
格

納
容

器
の

熱

水
力
モ
デ
ル
）

 

HD
R
実

験
解
析

で
は
，

格
納
容

器
圧
力

及
び

温
度

に
つ

い
て
，
温
度
成
層
化
を
含
め
て
傾
向
を
良
く
再
現
で
き

る
こ

と
を

確
認

し
た

。
格

納
容

器
雰

囲
気

温
度

を
十

数
℃
程
度
高
め
に
，
格
納
容
器
圧
力
を
１
割
程
度
高
め

に
評
価
す
る
傾
向
が
確
認
さ
れ
た
が
，
実
験
体
系
に
起

因
す
る
も
の
と
考
え
ら
れ
，
実
機
体
系
に
お
い
て
は
こ

の
種

の
不

確
か

さ
は

小
さ

く
な

る
も

の
と

考
え

ら
れ

る
。
ま
た
，
非
凝
縮
性
ガ
ス
濃
度
の
挙
動
に
つ
い
て
，

解
析

結
果

が
測

定
デ

ー
タ

と
良

く
一

致
す

る
こ

と
を

確
認
し
た
。

 

格
納
容
器
各
領
域
間
の
流
動
，
構
造
材
と
の
熱
伝
達
及

び
内
部
熱
伝
導
の
不
確
か
さ
に
お
い
て
は
，
C
S
TF

 
実

験
解
析
で
は
，
格
納
容
器
温
度
及
び
非
凝
縮
性
ガ
ス

濃
度
の
挙
動
に
つ
い
て
，
解
析
結
果
が
測
定
デ
ー
タ

と
良
く
一
致
す
る
こ
と
を
確
認
し
た
。

 

HD
R
実
験
解
析
で
は

区
画
に
よ
っ

て
格
納
容

器
温
度
を
十
数

℃
程

度
，
格
納

容
器
圧
力
を
１
割

程
度
高
め
に
評

価
す
る
傾

向
を
確
認
し
て
い
る

が
，

BW
R

の
格
納
容
器
内
の
区
画
と
は
異
な
る
等
，
実
験
体
系
に
起
因
す
る
も
の
と
考

え
ら
れ
，
実
機
体
系
に
お
い
て
は
こ
の
解
析
で
確
認
さ
れ
た
不
確
か
さ
は
小

さ
く
な
る
も
の
と
推
定
さ
れ
る
。
し
か
し
，
全
体
と
し
て
は
格
納
容
器
圧
力

及
び
温
度
の
傾
向
を
適
切
に
再
現
で
き
て
い
る
が
，
格
納
容
器
圧
力
及
び
温

度
を

操
作

開
始

の
起

点
と

し
て

い
る

運
転

員
等

操
作

は
な

い
こ

と
か

ら
運

転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
ま
た
，
格
納
容
器
各
領
域
間
の

流
動
，
構
造
材
と
の
熱
伝
達
及
び
内
部
熱
伝
導
の
不
確
か
さ
に
お
い
て
は
，

CS
TF

実
験

解
析

に
よ

り
格

納
容

器
温

度
及

び
非

凝
縮

性
ガ

ス
の

挙
動

は
測

定
デ
ー
タ
と
良
く
一
致
す
る
こ
と
を
確
認
し
て
お
り
，
そ
の
差
異
は
小
さ
い

が
，
格
納
容
器
圧
力
及
び
温
度
を
操
作
開
始
の
起
点
と
し
て
い
る
運
転
員
等

操
作
は
な
い
こ
と
か
ら
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

HD
R
実
験
解
析
で
は

区
画
に
よ
っ
て

格
納
容

器
温
度
を
十
数

℃
程

度
，
格

納
容
器
圧
力
を
１
割
程
度
高
め
に
評
価
す
る
傾
向
を
確
認
し
て
い
る
が
，

BW
R
の
格
納
容
器
内

の
区
画
と
は
異

な
る
等

，
実
験
体
系
に
起
因

す
る
も

の
と
考
え
ら
れ
，
実
機
体
系
に
お
い
て
は
こ
の
解
析
で
確
認
さ
れ
た
不
確

か
さ
は
小
さ
く
な
る
も
の
と
推
定
さ
れ
る
。
し
か
し
，
全
体
と
し
て
は
格

納
容
器
圧
力
及
び
温
度
の
傾
向
を
適
切
に
再
現
で
き
て
い
る
こ
と
か
ら
，

評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。
ま
た
，
格
納

容
器
各
領
域
間
の
流
動
，
構
造
材
と
の
熱
伝
達
及
び
内
部
熱
伝
導
の
不
確

か
さ
に
お
い
て
は
，
Ｃ
Ｓ
Ｔ
Ｆ
実
験
解
析
に
よ
り
格
納
容
器
温
度
及
び
非

凝
縮

性
ガ

ス
の

挙
動

は
測

定
デ

ー
タ

と
良

く
一

致
す

る
こ

と
を

確
認

し

て
お
り
，
そ
の
差
異
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー

タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

構
造

材
と

の
熱

伝
達

及
び

内
部

熱
伝
導

 

気
液

界
面

の
熱
伝
達

 

ス
プ

レ
イ

冷
却

 

安
全
系
モ
デ
ル

 

(格
納
容
器
ｽﾌ
ﾟ
ﾚｲ

)
 

安
全
系
モ
デ
ル

 

(代
替
注
水
設
備

)
 

入
力
値
に
含
ま
れ
る
（
ス
プ
レ
イ
注
入
特
性
）

 

ス
プ

レ
イ

の
水

滴
温

度
は

短
時

間
で

雰
囲

気
温

度
と

平
衡

に
至

る
こ

と
か

ら
伝

熱
モ

デ
ル

の
不

確
か

さ
は

な
い
。

 

「
解

析
条

件
を

最
確

条
件

と
し

た
場

合
の

運
転

員
等

操
作

時
間

及
び

評
価

項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
」
に
て
確
認

。
 

「
解

析
条

件
を

最
確

条
件

と
し

た
場

合
の

運
転

員
等

操
作

時
間

及
び

評

価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
」
に
て
確
認
。

 

 ｻ
ﾌ
ﾟ
ﾚ
ｯ
ｼ
ｮ

ﾝ・
ﾌﾟ
ｰﾙ
冷

却
 

安
全

系
モ

デ
ル

(
非

常
用

炉
心

冷

却
系
)
 

入
力
値
に
含
ま
れ
る
。

 
「
解

析
条

件
を
最

確
条
件

と
し

た
場
合

の
運

転
員

等
操

作
時
間

及
び
評

価

項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
」
に
て
確
認

。
 

「
解

析
条

件
を

最
確

条
件

と
し

た
場

合
の
運

転
員

等
操

作
時

間
及

び
評

価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
」
に
て
確
認
。

 

原
子

炉

圧
力

容

器
（
炉
心

損
傷
後
）
 

リ
ロ

ケ
ー

シ
ョ
ン

 

溶
融

炉
心

の
挙

動

モ
デ
ル
（
リ
ロ
ケ
ー

シ
ョ
ン
）

 

・
TM
I
事

故
解

析
に
お

け
る
炉

心
領
域

で
の

溶
融

進
展

状
態

に
つ

い
て

，
TM

 
事
故

分
析

結
果

と
一

致
す

る

こ
と
を
確
認
し
た
。

 

・
リ

ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
進

展
が

早
ま

る
こ

と
を

想
定

し
，
炉
心
ノ
ー
ド
崩
壊
の
パ
ラ
メ
ー
タ
を
低
下
さ
せ

た
感
度
解
析
に
よ
り
影
響
を
確
認
し
た
。

 

・
TQ
U
V
，
大
破
断

LO
C
A
シ
ー
ケ
ン
ス
と
も
に
，
炉
心
溶

融
時
刻
，
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
時
刻
へ
の
影
響
が

小
さ
い
こ
と
を
確
認
し
た
。

 

溶
融
炉
心
の
挙
動

モ
デ
ル
は

TM
I
事
故
に
つ

い
て
の
再
現
性
を
確

認
し
て
い

る
。
本
評
価
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
で
は
，
炉
心
の
損
傷
状
態
を
起
点
に
操
作
開

始
す
る
運
転
員
等
操
作
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る

影
響
は
な
い
。

 

溶
融
炉
心
の
挙
動
モ

デ
ル
は

TM
I
事

故
に
つ

い
て
の
再
現
性
を
確

認
し
て

い
る
。
ま
た
，
炉
心
ノ
ー
ド
崩
壊
の
パ
ラ
メ
ー
タ
を
低
下
さ
せ
た
感
度
解

析
に

よ
り

炉
心

溶
融

時
間

に
与

え
る

影
響

は
小

さ
い

こ
と

を
確

認
し

て

お
り
，
事
象
進
展
は
ほ
ぼ
変
わ

ら
な
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ

ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

は
な
い
。

 

構
造

材
と

の
熱
伝
達

 

原
子

炉
圧

力
容

器
内

FP
挙
動

 

核
分
裂
生
成
物

 

（
F
P）

挙
動
モ
デ
ル

 

PH
EB
U
S-

F
P
実

験
解

析
に

よ
り

，
F
P
放

出
の

開
始

時
間

を
良
く
再
現
で
き
て
い
る
も
の
の
，
燃
料
被
覆
管
温
度

を
高
め
に
評
価
す
る
こ
と
に
よ
り
，
急
激
な

F
P放

出
を

示
す
結
果
と
な
っ
た
。
た
だ
し
，
こ
の
原
因
は
実
験
に

お
け

る
小

規
模

な
炉

心
体

系
の

模
擬

に
よ

る
も

の
で

あ
り
，
実
機
の
大
規
模
な
体
系
に
お
い
て
こ
の
種
の
不

確
か
さ
は
小
さ
く
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。

 

核
分
裂
生
成

物
（

FP
）
挙
動

モ
デ
ル
は

PH
EB

US
-F
P
実
験

解
析
に

よ
り
原
子

炉
圧

力
容

器
内

へ
の

FP
放

出
の

開
始

時
間

を
適

切
に

再
現

で
き

る
こ

と
を

確
認
し
て
い

る
。

PH
EB

US
-F

P
実
験
解

析
で

は
，
燃
料
被

覆
管
破

裂
後
の

F
P

放
出

に
つ

い
て

は
実

験
結

果
よ

り
急

激
な

放
出

を
示

す
結

果
が

確
認

さ
れ

た
が
，
小
規
模
体
系
の
模
擬
性
が
原
因
と
推
測
さ
れ
，
実
機
の
大
規
模
な
体

系
に
お
い
て
こ
の
種
の
不
確
か
さ
は
小
さ
く
な
る
と
推
定
さ
れ
る
。
本
評
価

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
で
は
，
炉
心
損
傷
後
の
原
子
炉
圧
力
容
器
内

FP
放
出
を
操

作
開
始
の
起
点
と
し
て
い
る
運
転
員
等
操
作
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等

操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

核
分
裂
生
成

物
（

FP
）
挙
動
モ

デ
ル
は

P
HE
B
US

-F
P
実
験

解
析
に
よ

り
原

子
炉

圧
力

容
器

内
へ

の
FP

放
出

の
開

始
時

間
を

適
切

に
再

現
で

き
る

こ

と
を
確
認
し

て
い
る

。
PH
EB
U
S
-
FP
実

験
解

析
で
は
，
燃

料
被
覆

管
破
裂

後
の

FP
放

出
に

つ
い

て
は

実
験

結
果

よ
り

急
激

な
放

出
を

示
す

結
果

が

確
認
さ
れ
た
が
，
小
規
模
体
系
の
模
擬
性
が
原
因
と
推
測
さ
れ
，
実
機
の

大
規

模
な

体
系

に
お

い
て

こ
の

種
の

不
確

か
さ

は
小

さ
く

な
る

と
推

定

さ
れ
る
。
本
評
価
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
で
は
，
残
留
熱
代
替
除
去
系
の
運
転

に
よ
り
格
納
容
器
ベ
ン
ト
を
回
避
で
き
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る

パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

原
子

炉

格
納

容

器
（
炉
心

損
傷
後
）
 

原
子

炉
格

納
容

器
内

FP
挙
動

 

核
分
裂
生
成
物

 

（
F
P）

挙
動
モ
デ
ル

 

AB
CO
V
E実

験
解
析
に
よ
り
，
格
納
容
器
内
の
エ
ア
ロ
ゾ

ル
沈

着
挙

動
を

適
正

に
評

価
で

き
る

こ
と

を
確

認
し

た
。

 

核
分
裂
生
成
物
（

F
P
）
挙
動
モ
デ
ル
は

AB
C
OV

E
実
験
解
析
に
よ
り
，
格
納
容

器
内

の
エ

ア
ロ

ゾ
ル

沈
着

挙
動

を
適

正
に

評
価

で
き

る
こ

と
を

確
認

し
て

い
る
。
本
評
価
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
で
は
，
炉
心
損
傷
後
の
格
納
容
器
内

FP
を

操
作
開
始
の
起
点
と
し
て
い
る
運
転
員
等
操
作
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員

等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

核
分
裂
生
成
物
（

FP
）
挙
動
モ
デ
ル
は
，
AB
C
OV
E
実
験
解
析
に
よ
り
原
子

炉
格

納
容

器
内

の
エ

ア
ロ

ゾ
ル

沈
着

挙
動

を
適

正
に

評
価

で
き

る
こ

と

が
確
認
さ
れ
て
い
る
。
本
評
価
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
で
は
，
残
留
熱
代
替
除

去
系
の
運
転
に
よ
り
格
納
容
器
ベ
ン
ト
を
回
避
で
き
る
こ
と
か
ら
，
評
価

項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
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表
２
 解

析
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
す
る
場
合
））
）
（
１
／
４
）
 

項
目

 
解
析
条
件
（
初
期
条
件
，
事
故
条
件
）
の
不
確
か
さ

 
条
件
設
定
の
考
え
方

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
 

解
析
条
件

 
最
確
条
件

 

初 期 条 件 

原
子
炉
熱
出
力

 
2
,4
36
M
W
 

2,
4
35

M
W
以
下

 

（
実
績
値
）

 
定
格
原
子
炉
熱
出
力
と
し
て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
原
子
炉
停
止
後
の
崩
壊
熱

が
緩
和
さ
れ

る
。
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
へ
の
影
響
は
，

原
子
炉
停
止
後
の
崩
壊
熱
に
て
説
明
す
る
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
原
子
炉
停
止
後
の
崩
壊
熱

が
緩

和
さ
れ
る
。
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
評
価
項
目
と
な
る
パ

ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
，
原
子
炉
停
止
後
の
崩
壊
熱
に

て
説
明
す
る
。

 

原
子
炉
圧
力

 
6.
93
M
Pa
[
ga
ge
]
 

約
6.

7
7～

6.
7
9
M
Pa

[
g
a
ge

]
 

（
実
績
値
）

 
定
格
原
子
炉
圧
力
と
し
て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て

変
動
を
与
え
得
る
が
，
大
破
断

L
OC
A
に
伴
い
原
子
炉
は
急
速
に
減

圧
さ
れ
る
た
め
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転

員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に

対
し
て
変
動
を
与
え
得
る
が
，
大
破
断

LO
C
A
に
伴
い
原
子

炉
は

急
速

に
減

圧
さ

れ
る

た
め

事
象

進
展

に
与

え
る

影
響

は
な
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え

る
影
響
は
な
い
。

 

原
子
炉
水
位

 
通
常
水
位
（
気
水
分
離
器
下
端
か

ら
＋
8
3
㎝
）

 

通
常
運
転
水
位
（
気
水
分
離
器
下

端
か
ら
約

+
83

c
m
～
約
+8

5
㎝
）

 

（
実
績
値
）

 

通
常

運
転

時
の

原
子

炉
水

位
と

し

て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て

変
動
を
与
え
得
る
が
，
ゆ
ら
ぎ
の
幅
は
事
象
発
生
後
の
水
位
低
下
量

に
対
し
て
非
常
に
小
さ
い
。
例
え
ば
，
大
破
断

LO
CA

発
生
後
の
原

子
炉
水
位
の
低
下
量
は
約

8
秒
で
通
常
運
転
水
位

-
約

6m
で
あ
る
の

に
対
し
て
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
水
位
変
動
幅
は
約

2
㎝
で
あ
る
。
し
た
が

っ
て
，
事
象
進
展
に
及
ぼ
す
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に

与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に

対
し
て
変
動
を
与
え
得
る
が
，
ゆ
ら
ぎ
の
幅
は
事
象
発
生
後

の
水
位
低
下
量
に
対
し
て
非
常
に
小
さ
い
。
例
え
ば
，
大
破

断
LO
C
A
発
生
後
の
原
子
炉
水
位
の
低
下
量
は
約

8
秒
で
通

常
運
転
水
位

-
約

6
m
で
あ
る
の
に
対
し
て
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
水

位
変
動
幅
は
約

2
㎝
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て

，
事
象
進
展
に

及
ぼ
す
影
響
は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与

え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

炉
心
流
量

 
35
.
6×

10
3
t/

h
 

定
格
流
量
の

8
5～

10
4
%
 

（
実
測
値
）

 
定
格
炉
心
流
量
と
し
て
設
定

 

炉
心
の
反
応
度
補
償
の
た
め
初
期
値
は
変
化
す
る
が
，
事
象
発
生
後

早
期
に
原
子
炉
は
ス
ク
ラ
ム
す
る
た
め
，
初
期
炉
心
流
量
が
事
象
進

展
に
及
ぼ
す
影
響
は
小
さ
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

は
小
さ
い
。

 

炉
心
の
反
応
度
補
償
の
た
め
初
期
値
は
変
化
す
る
が
，
事
象

発
生
後
早
期
に
原
子
炉
は
ス
ク
ラ
ム
す
る
た
め
，
初
期
炉
心

流
量
が
事
象
進
展
に
及
ぼ
す
影
響
は
小
さ

い
こ
と
か
ら
，
評

価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

燃
料

 
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）

 
装
荷
炉
心
毎

 

９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
，
９
×
９
燃

料
（
Ｂ
型
）
は
熱
水
力
的
な
特
性
は

同
等
で
あ
り
，
そ
の
相
違
は
燃
料
棒

最
大

線
出

力
密

度
の

保
守

性
に

包

絡
さ
れ
る
こ
と
，
ま
た
，
９
×
９
燃

料
の
方
が

MO
X
燃
料
よ
り
も

崩
壊

熱
が
大
き
く
，
MO

X
燃
料
の
評
価
は

９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
の
評
価
に
包

絡
さ
れ
る
こ
と
を
考
慮
し
，
代
表
的

に
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
を
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
炉
心
に
装
荷
さ
れ
る
燃
料
は
装
荷
炉

心
毎
に
異
な
る
こ
と
と
な
る
が
，
装
荷
さ
れ
る
燃
料
で
あ
る
９
×
９

燃
料
（
Ａ
型
）
，
９
×
９
燃
料
（
Ｂ
型
）
，

MO
X
燃
料
に
つ
い
て
，
９

×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
，
９
×
９
燃
料
（
Ｂ
型
）
は
熱
水
力
的
な
特
性

は
同
等
で
あ
り
，
ま
た
，
M
OX
燃
料
の
評
価
は
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）

の
評
価
に
包
絡
さ
れ
，
事
象
進
展
に
及
ぼ
す
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か

ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
炉
心
に
装
荷
さ
れ
る
燃
料
は

装
荷
炉
心
毎
に
異
な
る
こ
と
と
な
る
が
，
装
荷
さ
れ
る
燃
料

で
あ
る
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
，
９
×
９
燃
料
（
Ｂ
型
）
，
MO
X

燃
料
の
う
ち
，
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
，
９
×
９
燃
料
（
Ｂ

型
）
は
熱
水
力
的
な
特
性
は
同
等
で
あ
り
，
事
象
進
展
に
及

ぼ
す
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ

ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

MO
X
燃
料

の
評
価
は

９
×

９
燃
料
（
Ｂ
型
）
の
評
価
に
包
絡
さ
れ
，
評
価
項
目
と
な
る

パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
余
裕
は
大
き
く
な
る
。

 

原
子

炉
停

止
後

の

崩
壊
熱

 

AN
SI
/A
N
S
-5
.1

-1
97
9
 

（
燃
焼
度

33
G
Wd
/
t
）

 

A
NS

I
/
AN

S
-5

.
1-
1
9
79

 

炉
心
平
均
燃
焼
度
約

30
G
W
d
/
t
 

（
実
績
値
）

 

サ
イ

ク
ル

末
期

の
燃

焼
度

の
ば

ら

つ
き
を
考
慮
し
，
10
％
の
保
守
性
を

考
慮
し
て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
解
析
条
件
で
設
定
し
て
い
る
崩
壊
熱
よ

り
も
小
さ
く
な
る
た
め
，
発
生
す
る
蒸
気
量
は
少
な
く
な
り
，
そ
れ

に
伴
う
原
子
炉
冷
却
材
の
放
出
も
少
な
く
な
る
こ
と
か
ら
，
格
納
容

器
圧
力
及
び
温
度
上
昇
が
遅
く
な
る
が
，
本
評
価
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス

で
は
，
格
納
容
器
圧
力
及
び
温
度
を
起
点
に
操
作
開
始
す
る
運
転
員

等
操
作
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は

な
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
解
析
条
件
で
設
定
し
て
い
る
崩

壊
熱
よ
り
も
小
さ
く
な
る
た
め
，
発
生
す
る
蒸
気
量
は
少
な

く
な
り
，
原
子
炉
水
位
の
低
下
は
緩
和
さ
れ
，
そ
れ
に
伴
う

原
子
炉
冷
却
材
の
放
出
も
少
な
く
な
る
こ
と
か
ら
，
格
納
容

器
圧
力
及
び
温
度
の
上
昇
が
遅
く
な
る
が
，
格
納
容
器
圧
力

及
び

温
度

の
上

昇
は

残
留

熱
代

替
除

去
系

に
よ

り
抑

制
さ

れ
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る

余
裕
は
大
き
く
な
る
。
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表
２
 解

析
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
す
る
場
合
））
）
（
２
／
４
）
 

項
目

 
解
析
条
件
（
初
期
条
件
，
事
故
条
件
）
の
不
確
か
さ

 
条
件
設
定
の
考
え
方

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
 

解
析
条
件

 
最
確
条
件

 

初 期 条 件  

格
納

容
器

空
間

体

積
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル

）
 

7,
9
00
m
3
 

7,
9
00

m3
 

（
設
計
値
）

 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
内
体
積
の
設
計
値

（
内
部
機
器
及
び
構
造
物
の
体
積

を
除
い
た
値
）

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
与

え
る
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
与
え
る

影
響
は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

格
納

容
器

空
間

体

積
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・
チ
ェ
ン
バ
）

 

空
間
部
：

4
,7
00
m
3
 

液
相
部
：

2
,8
00
m
3
 

空
間
部
：

4,
7
0
0m

3
 

液
相
部
：

2,
8
0
0m

3
 

（
設
計
値
）

 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
内
体

積
の
設
計
値
（
内
部
機
器
及
び
構
造

物
の
体
積
を
除
い
た
値
）

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
与

え
る
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
与
え
る

影
響
は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

真
空
破
壊
装
置

 

3.
4
3k
P
a（

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル

－
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ

ェ
ン
バ
間
差
圧
）

 

3
.4
3
kP
a（

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
－

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン

バ
間
差
圧
）
（
設
計
値
）

 

真
空
破
壊
装
置
の
設
定
値

 
解
析
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
影

響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
影
響
は

な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・
プ
ー
ル
水
位

 
3.
61
m
（
N
W
L
）

 
約
3.
59
m
～
約

3
.6

3m
 

（
実
測
値
）

 

通
常
運
転
時
の
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・
プ
ー
ル
水
位
と
し
て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変

動
を
与
え
得
る
が
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水

位
低
下
分
の
熱
容
量
は
通
常
水
位
に
対
し
て
非
常
に
小
さ
い
。
例
え

ば
，
通
常
水
位
の
熱
容
量
は
約

2
80

0m
3
相
当
で
あ
る
の
に
対
し
て
，

ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
水
位
低
下
分
（
通
常
水
位

-0
.
02
m
分
）
の
熱
容
量
は

約
20

m3
程
度
で
あ
り
，
そ
の
低
下
割
合
は
通
常
時
の
約

0.
7%
程
度
と

非
常
に
小
さ
い
。
し
た
が
っ
て
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
小
さ

い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変
動
を

与
え
得
る
が
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
低
下
分

の
熱
容
量
は
通
常
水
位
に
対
し
て
非
常
に
小
さ
い
。
例
え
ば
，
通
常
水
位

の
熱
容
量
は
約

28
00
m
3
相
当
で
あ
る
の
に
対
し
て
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
水
位

低
下
分
（
通
常
水
位

-0
.0
2
m
分
）
の
熱
容
量
は
約

20
m
3
程
度
で
あ
り
，
そ

の
低

下
割

合
は

通
常

時
の

約
0.
7%

程
度

と
非

常
に

小
さ

い
。

し
た

が
っ

て
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る

パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン

・
プ
ー
ル
水
温
度

 
35
℃

 
約
19
℃
～
約
3
5℃

 

（
実
測
値
）

 

通
常

運
転

時
の

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン

・
プ
ー
ル
水
温
度
の
上
限
値
と
し
て

設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
解
析
条
件
で
設
定
し
て
い
る
水
温
よ
り

も
低
く
な
る
た
め
，
格
納
容
器
圧
力
上
昇
が
遅
く
な
る
が
，
本
評
価

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
で
は
，
格
納
容
器
圧
力
及
び
温
度
を
起
点
に
操
作

開
始
す
る
運
転
員
等
操
作
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間

に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
解
析
条
件
で
設
定
し
て
い
る
水
温
よ
り
も
低

く
な
る
た
め
，
格
納
容
器
の
熱
容
量
は
大
き
く
な
り
，
格
納
容
器

内
温
度

の
上
昇
は
遅
く
な
る
が
，
そ
の
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と

な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

格
納
容
器
圧
力

 
５

kP
a[
g
a
ge
]
 

約
5k
Pa
[
g
a
ge

]
～
約

7k
P
a[

g
a
g
e
]
 

（
実
測
値
）

 

通
常

運
転

時
の

格
納

容
器

圧
力

と

し
て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変

動
を
与
え
得
る
が
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
格
納
容
器
圧
力
の
上
昇
に
与
え

る
影
響
は
小
さ
い
。
例
え
ば
，
事
象
発
生
か
ら
格
納
容
器
圧
力
が
初

期
ピ
ー
ク
値
に
到
達
す
る
ま
で
の
圧
力
上
昇
率
（
平
均
）
は

1
時
間

あ
た
り
約

40
kP

a（
約
10
時
間
で
約

37
0
kP

a
）
で
あ
る
の
に
対
し
て
，

ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
圧
力
上
昇
量
は
約

2k
Pa
で
あ
り
非
常
に
小
さ
い
。
し

た
が
っ
て
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
く
，
運
転
員
等
操
作

時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変
動
を

与
え
得
る
が
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
格
納
容
器
圧
力
の
上
昇
に
与
え
る
影
響
は

小
さ
い
。
例
え
ば
，
事
象
発
生
か
ら
格
納
容
器
圧
力
が
初
期
ピ
ー
ク
値
に

到
達
す
る
ま
で
の
圧
力
上
昇
率
（
平
均
）
は

1
時
間
あ
た
り
約

40
kP
a（

約

10
時
間
で
約

37
0
k
Pa
）
で
あ
る
の
に
対
し
て
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
圧
力
上
昇

量
は
約
2k

Pa
で
あ
り
非
常
に
小
さ
い
。
し
た
が
っ
て
，
事
象
進
展
に
与
え

る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る

影
響
は
小
さ
い
。

 

格
納
容
器
温
度

 
57
℃

 
約
45
℃
～
約
54
℃
程
度

 

（
実
測
値
）

 

通
常

運
転

時
の

格
納

容
器

温
度

と

し
て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変

動
を
与
え
得
る
が
，
格
納
容
器
温
度
は
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
に
よ
り

飽
和
温
度
と
な
り
，
初
期
温
度
が
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
小
さ

い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変
動
を

与
え
得
る
が
，
格
納
容
器
温
度
は
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
に
よ
り
飽
和
温
度

と
な
り
，
初
期
温
度
が
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，

評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

外
部
水
源
の
温
度

 
35
℃

 
31
℃
以
下

 

（
実
績
値
）

 

屋
外

貯
水

槽
の

水
源

温
度

と
し

て

実
測

値
及

び
夏

季
の

外
気

温
度

を

踏
ま
え
て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
解
析
条
件
で
設
定
し
て
い
る
水
温
よ
り

も
低
く
な
る
可
能
性
が
あ
り
，
格
納
容
器
圧
力
及
び
温
度
上
昇
が
遅

く
な
る
が
，
本
評
価
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
で
は
，
格
納
容
器
圧
力
及
び

温
度
を
起
点
に
操
作
開
始
す
る
運
転
員
等
操
作
は
な
い
こ
と
か
ら
，

運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
解
析
条
件
で
設
定
し
て
い
る
水
温
よ
り
も
低

く
な
る
可
能
性
が
あ
り
，
炉
心
の
再
冠
水
ま
で
の
挙
動
に
影
響
す
る
可
能

性
は
あ
る
が
，
こ
の
顕
熱
分
の
影
響
は
小
さ
く
，
燃
料
被
覆
管
温
度
の
上

昇
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。
ま
た
，
格
納
容
器
の
熱
容
量
が
大
き
く
な

り
，
格
納
容
器
圧
力
・
温
度
上
昇
が
遅
く
な
る
が
，
そ
の
影
響
は
小
さ
く
，

評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

外
部
水
源
の
容
量

 
7,
7
40
m
3
 

7,
74
0m

3
以
上

 

（
合
計
貯
水
量
）

 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
及
び
輪

谷
貯
水
槽
の
水
量
を
参
考
に
，
最
確

条
件
を
包
絡
で
き
る
条
件
を
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
解
析
条
件
よ
り
も
水
源
容
量
の
余
裕

が
大
き
く
な
る
た
め
，
水
源
が
枯
渇
す
る
こ
と
は
な
く
，
運
転
員
等

操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

－
 

燃
料
の
容
量

 
1,
1
80

m3
 

1,
18
0
m3
以
上

 

（
合
計
貯
蔵
量
）

 

発
電
所
構
内
に
貯
蔵
し
て
い
る
合

計
容
量
を
参
考
に
，
最
確
条
件
を
包

絡
で
き
る
条
件
を
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
解
析
条
件
よ
り
燃
料
容
量
の
余
裕
が

大
き
く
な
る
た
め
，
燃
料
が
枯
渇
す
る
こ
と
は
な
く
，
運
転
員
等
操

作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

－
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表
２
 解

析
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
す
る
場
合
））
）
（
３
／
４
）
 

項
目

 
解
析
条
件
（
初
期
条
件
，
事
故
条
件
）
の
不
確
か
さ

 
条
件
設
定
の
考
え
方

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 
解
析
条
件

 
最
確
条
件

 

事 故 条 件 

起
因
事
象

 

大
破
断
LO

CA
 

再
循
環
配
管
（
出
口
ノ
ズ

ル
）
の
破
断

 

－
 

原
子
炉
圧
力
容
器
か
ら
原
子
炉
格

納
容
器
へ
の
冷
却
材
流
量
を
大
き

く
見
積
も
り
，
原
子
炉
格
納
容
器
内

の
圧
力
上
昇
及
び
温
度
上
昇
の
観

点
か
ら
厳
し
い
設
定
と
し
て
，
原
子

炉
圧
力
容
器
バ
ウ
ン
ダ
リ
に
接
続

す
る
配
管
の
う
ち
，
口
径
が
最
大
で

あ
る
再
循
環
配
管
（
出
口
ノ
ズ
ル
）

の
両
端
破
断
を
設
定

 

Ex
ce

ss
iv

e 
LO

CA
を
考
慮
し
た
場
合
，
原
子
炉
冷
却
材
の
流
出
量
が

増
加
す
る
こ
と
に
よ
り
炉
心
損
傷
開
始
等
が
早
く
な
る
が
，
操
作
手

順
（
速
や
か
に
注
水
手
段
を
準
備
す
る
こ
と
）
に
変
わ
り
は
な
い
こ

と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

（
添
付
資
料

3.
1.

2.
7
）

 

Ex
ce
ss
iv

e 
LO
CA
を
考
慮
し
た
場
合
，
原
子
炉
冷
却
材
の
流
出
量
が
増

加
す
る
こ
と
に
よ
り
炉
心
損
傷
開
始
等
が
早
く
な
る
が
，
原
子
炉
格
納

容
器
へ
放
出
さ
れ
る
エ
ネ
ル
ギ
は
大
破
断

LO
C
A
の
場
合
と
同
程
度
で

あ
り
，
原
子
炉
格
納
容
器
圧
力
は

85
3k
Pa

[g
a
ge
]
を
下
回
っ
て
い
る
こ

と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。
 

（
添
付
資
料

3.
1.

2.
7
）

 

安
全
機
能
の
喪
失

に
対
す
る
仮
定

 

高
圧
注
水
機
能
喪
失

 

低
圧
注
水
機
能
喪
失

 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失

 

－
 

す
べ

て
の

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発

電
機
等
の
機
能
喪
失
を
想
定
し
，
設

定
 

高
圧

注
水

機
能

と
し

て
原

子
炉

隔

離
時

冷
却

系
及

び
高

圧
炉

心
ス

プ

レ
イ
系
の
機
能
喪
失
を
，
低
圧
注
水

機
能

と
し

て
低

圧
炉

心
ス

プ
レ

イ

系
及

び
低

圧
注

水
系

の
機

能
喪

失

を
設
定

 

－
 

－
 

外
部
電
源

 
外
部
電
源
な
し

 
－

 

過
圧

及
び

過
温

へ
の

対
策

の
有

効

性
を

総
合

的
に

判
断

す
る

観
点

か

ら
，
プ
ラ
ン
ト
損
傷
状
態
で
あ
る
Ｌ

Ｏ
Ｃ

Ａ
に

全
交

流
電

源
喪

失
を

重

畳
す
る
こ
と
か
ら
，
外
部
電
源
が
喪

失
す
る
も
の
と
し
て
設
定

 

仮
に
，
外
部
電
源
が
あ
る
場
合
は
，
注
水
開
始
時
間
が
早
く
な
り
，

格
納
容
器
圧
力
・
温
度
の
挙
動
は
低
く
推
移
す
る
こ
と
か
ら
，
運
転

員
等
操
作
時
間
に
対
す
る
余
裕
は
大
き
く
な
る
。

 

仮
に
，
外
部
電
源
が
あ
る
場
合
は
，
注
水
開
始
時
間
が
早
く
な
り
，
格

納
容
器
圧
力
・
温
度
の
挙
動
は
低
く
推
移
す
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目

と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
余
裕
は
大
き
く
な
る
。

 

水
素
ガ
ス
の
発
生

 
ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
－
水
反
応

を
考
慮

 

ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
－
水
反
応

を
考
慮

 

水
の

放
射

線
分

解
等

に
よ

る
水

素

ガ
ス
発
生
に
つ
い
て
は
，
格
納
容
器

圧
力

及
び

温
度

に
与

え
る

影
響

が

軽
微

で
あ

る
こ

と
か

ら
考

慮
し

て

い
な
い

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
り
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響

は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
り
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は

な
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な

い
。
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表
２
 解

析
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
す
る
場
合
））
）
（
４
／
４
）
 

項
目

 
解
析
条
件
（
初
期
条
件
，
事
故
条
件
）
の
不
確
か
さ

 
条
件
設
定
の
考
え
方

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 
解
析
条
件

 
最
確
条
件

 

機 器 条 件 

原
子

炉
ス

ク
ラ

ム

信
号

 

事
象
発
生
と
同
時
に
ス
ク

ラ
ム

 

事
象
発
生
と
同
時
に
ス
ク

ラ
ム

 

事
象

発
生

と
同

時
に

ス
ク

ラ
ム

す

る
も
の
と
し
て
設
定

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
り
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響

は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
り
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は

な
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な

い
。

 

主
蒸
気
隔
離
弁

 
事
象
発
生
と
同
時
に
閉
止

 
原
子
炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル

２
）

 

主
蒸

気
が

格
納

容
器

内
に

保
持

さ

れ
る
厳
し
い
条
件
と
し
て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
逃
が
し
安
全
弁
を
通
じ
て
格
納
容
器

内
に
放
出
さ
れ
る
蒸
気
量
が
減
少
す
る
こ
と
か
ら
，
格
納
容
器
圧
力

及
び
温
度
の
上
昇
が
遅
く
な
る
が
，
操
作
手
順
に
変
わ
り
は
な
い
こ

と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
逃
が
し
安
全
弁
を
通
じ
て
格
納
容
器
内

に
放
出
さ
れ
る
蒸
気
量
が
減
少
す
る
こ
と
か
ら
，
格
納
容
器
圧
力
及
び

温
度
の
上
昇
が
遅
く
な
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ

に
対
す
る
余
裕
は
大
き
く
な
る
。

 

再
循
環
ポ
ン
プ

 
事
象
発
生
と
同
時
に
停
止

 
事
象
発
生
と
同
時
に
停
止

 
全

交
流

動
力

電
源

喪
失

に
よ

る
ポ

ン
プ
停
止
を
踏
ま
え
て
設
定

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
り
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響

は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
り
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は

な
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な

い
。

 

低
圧

原
子

炉
代

替

注
水
系
（
常
設
）

 

20
0
m3
/h
（

1.
00
M
Pa
[
ga
ge
]

に
お
い
て
）
で
注
水
，
そ
の

後
は
炉
心
を
冠
水
維
持
可

能
な
注
水
量
に
制
御

 

2
00
m
3
/
h（

1
.
0
0
MP

a
[
g
ag

e
]

に
お
い
て
）
で
注
水
，
そ

の
後
は
炉
心
を
冠
水
維
持

可
能
な
注
水
量
に
制
御

 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）

の
設
計
値
と
し
て
設
定

 

実
際
の
注
水
量
が
解
析
よ
り
多
い
場
合
（
注
水
特
性
の
保
守
性
）
，

原
子
炉
水
位
の
回
復
は
早
く
な
る
。
冠
水
後
の
操
作
と
し
て
冠
水
維

持
可
能
な
注
水
量
に
制
御
す
る
が
，
注
水
後
の
流
量
調
整
操
作
で
あ

る
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

実
際
の
注
水
量
が
解
析
よ
り
多
い
場
合
（
注
水
特
性
の
保
守
性
）
，
原

子
炉
水
位
の
回
復
は
早
く
な
り
，
格
納
容
器
圧
力
及
び
温
度
上
昇
の
抑

制
効
果
は
大
き
く
な
る
が
，
格
納
容
器
圧
力
及
び
温
度
上
昇
に
有
意
な

影
響
を
与
え
な
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え

る
影
響
は
小
さ
い
。

 

残
留
熱
代
替
除
去

系
 

循
環
流
量
は
，
全
体
で

15
0
m3
/h
と
し
，
原
子
炉
へ

30
m
3
/h
，
格
納
容
器
ス
プ
レ

イ
へ
1
20
m3
/h
に
て
流
量
を

分
配

 

循
環
流
量
は
，
全
体
で

1
50
m
3
/
hと

し
，
原
子
炉
へ

3
0m

3
/h
，
格
納
容
器
ス
プ
レ

イ
へ

12
0
m
3
/h
に
て
流
量
を

分
配

 

残
留

熱
代

替
除

去
系

の
設

計
値

と

し
て
設
定

 

実
際
の
注
水
量
が
解
析
よ
り
多
い
場
合
（
注
水
特
性
（
設
計
値
）
の

保
守
性
）
，
格
納
容
器
圧
力
及
び
温
度
上
昇
の
抑
制
効
果
は
大
き
く

な
る
が

,
操
作
手
順
に
変
わ
り
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作

時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

実
際
の
注
水
量
が
解
析
よ
り
多
い
場
合
，
原
子
炉
水
位
の
回
復
は
早
く

な
り
，
格
納
容
器
圧
力
及
び
温
度
上
昇
の
抑
制
効
果
は
大
き
く
な
る
こ

と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
余
裕
は
大
き
く
な

る
。

 

原
子
炉
補
機
代
替

冷
却
系

 

残
留
熱
代
替
除
去
系
か
ら

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系

へ
の
伝
熱
容
量
：
約
７

MW
 

（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー

ル
水
温
度
：

1
00
℃
，
海
水

温
度
3
0℃

に
お
い
て
）

 

残
留
熱
代
替
除
去
系
か
ら

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系

へ
の
伝
熱
容
量
：
約
７

MW
 

（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ

ー
ル
水
温
度
：
10

0
℃
，
海

水
温
度
3
0
℃
に
お
い
て
）

 

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

の
設

計

値
と
し
て
設
定

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
り
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響

は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
り
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は

な
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な

い
。

 

可
搬
式
窒
素
供
給

装
置

 

総
注
入
流
量
：

10
0
Nm

３
／

h
 

・
窒
素
：

99
.
9N

m３
／

h
 

・
酸
素
：

0.
1
Nm

３
／

h
 

ガ
ス
温
度
：

3
5℃

 

総
注
入
流
量
：
10

0
N
m３

／
h
 

・
窒
素
：

99
.9
Nm

３
／
h
 

・
酸
素
：

0.
1N
m３

／
h
 

ガ
ス
温
度
：
０
～

6
0℃

 

総
注

入
量

は
格

納
容

器
内

の
酸

素

濃
度

の
上

昇
抑

制
に

必
要

な
流

量

と
し
て
設
定

 

酸
素

注
入

流
量

は
純

度
9
9.

9
％

を

考
慮

し
て

残
り

す
べ

て
を

酸
素

と

し
て
設
定

 

ガ
ス

温
度

は
気

象
条

件
を

考
慮

し

て
設
定

 

機
器
条
件
の
可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
は
，
解
析
条
件
の
不
確
か
さ
と

し
て

，
ゆ

ら
ぎ

に
よ

り
解

析
条

件
に

対
し

て
変

動
を

与
え

得
る

。

35
℃
よ
り
高
い
場
合
は
，
格
納
容
器
温
度
が
上
昇
す
る
可
能
性
が
あ

る
が
，
本
評
価
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
で
は
，
格
納
容
器
温
度
を
起
点
と

し
て
い
る
運
転
員
等
操
作
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間

に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
35
℃
未
満
の
場
合
は
，
注
入
さ
れ
る
窒
素

の
密

度
が

大
き

く
な

り
窒

素
注

入
開

始
後

の
格

納
容

器
圧

力
の

上

昇
が
速
く
な
る
が
，
操
作
手
順
に
変
わ
り
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転

員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

機
器
条
件
の
可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
は
，
解
析
条
件
の
不
確
か
さ
と
し

て
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変
動
を
与
え
得
る
。
35
℃
よ

り
高
い
場
合
は
，
格
納
容
器
温
度
が
上
昇
す
る
可
能
性
が
あ
る
が
，
窒

素
温
度
は
格
納
容
器
温
度
よ
り
も
低
い
こ
と
か
ら
，
窒
素
注
入
に
よ
っ

て
格
納
容
器
温
度
が
上
昇
す
る
こ
と
は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ

メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
35
℃
未
満
の
場
合
は
，
注
入
さ
れ
る

窒
素

の
密

度
が

大
き

く
な

り
窒

素
注

入
開

始
後

の
格

納
容

器
圧

力
の

上
昇
が
速
く
な
る
が
，
操
作
手
順
に
変
わ
り
は
な
い
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添付資料 3.1.2.7 

 

大破断ＬＯＣＡを上回る規模のＬＯＣＡに対する格納容器破損防止対策の有効性

について 

 

 

地震により大破断ＬＯＣＡを上回る規模のＬＯＣＡ（以下「Ｅｘｃｅｓｓｉｖ

ｅ ＬＯＣＡ」という。）が発生した場合には，原子炉冷却材の流出による原子

炉水位の低下が早く，かつ，非常用炉心冷却系が使用できない場合は，早期に炉

心損傷に至ることとなり，炉心損傷防止対策を講じることは困難である。 

Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡ は，原子炉冷却材圧力バウンダリとなる複数

の配管が同時に破断する場合を想定するが，破断箇所により事象進展は大きく変

わる。 

炉心や原子炉格納容器への影響の観点から，破断箇所は，大きく以下の２通り

に分類できる。 

 

・注水系配管破断の有無（注水可否） 

非常用炉心冷却系や低圧原子炉代替注水系等による原子炉への注水が不可能

となるため，原子炉水位低下による炉心損傷後は，原子炉圧力容器破損に至る

こととなる。 

 

・ＴＡＦ下配管破断の有無 

ＴＡＦより下に設置している配管が破断した場合，液相配管破断であることか

ら原子炉冷却材の流出量が多く，原子炉水位の低下が早くなる。また，炉心の

冠水を維持するためのバウンダリが喪失することから，原子炉注水に成功した

場合でも破断面積や注水流量によっては炉心冠水を維持できない可能性があ

る。 

 

上記をふまえ，事故の想定にあたり破断配管の選定を表１のとおり整理した。 
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表１ 配管破断の選定 

 ＴＡＦ下配管破断 

無 有 

注

水

配

管

破

断 

無 

炉心の冠水を維持するためのバ

ウンダリは喪失しないため

Excessive LOCA発生後の原子炉

への注水が行われると，大破断

LOCA と同等程度の事象進展にな

ると考えられる。 

炉心の冠水を維持するためのバウ

ンダリは喪失するが，Excessive 

LOCA 発生後の原子炉への注水を

考慮すると，冠水するまでに要す

る時間は左記に比べて長くなるも

のの，大破断 LOCA と同等程度の

事象進展になると考えられる。 

有 

原子炉水位の低下は早まるが， 

「過渡事象＋高圧炉心冷却失敗

＋低圧炉心冷却失敗＋炉心損傷

後の原子炉注水（重大事故等対策

を含む）失敗＋デブリ冷却失敗」

と同等程度の事象進展になると

考えられる。 

原子炉水位の低下は早まり，原子

炉注水による炉心冷却もできず，

かつ，炉心の冠水を維持するため

のバウンダリが喪失するため，事

象進展は極端に早くなる。 

 

 

表１より，破断箇所は包絡的な条件である注水系配管及びＴＡＦ下配管の両方

が同時に破断した場合を想定した評価を実施することとする。 

以上のように，破断箇所が異なることで事象進展は変わると考えられるものの，

原子炉圧力容器から原子炉格納容器内へ放出されるエネルギは同じであり，長期

的な挙動は大破断ＬＯＣＡと同等と考えられるため，「冷却材喪失（大破断ＬＯ

ＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」時と同様の格納容器破損

防止対策が有効に機能することで，原子炉格納容器の閉じ込め機能を維持できる

ものと考えられる。 

ここでは，「Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡ＋ＥＣＣＳ注入機能喪失＋全交流

動力電源喪失＋炉心損傷後の原子炉注水（重大事故等対策を含む）失敗＋デブリ

冷却失敗」について，格納容器破損防止対策が有効に機能することを確認するた

め，保守的に以下の配管が同時に破断することを想定した解析を実施する。 

 

＜破断想定箇所＞ 

注水配管 

（ＴＡＦ上配管） 

主蒸気配管 

給水配管 

高圧炉心スプレイ系配管 

低圧炉心スプレイ系配管 

低圧注水系配管 

ＴＡＦ下配管 再循環配管 

底部ドレン配管 

計装配管 

 

なお，本評価にて扱うＥｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡ は，注水系配管の破断

による注水系の機能喪失のみを仮定しており，それ以外の重大事故等対処設備
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（格納容器代替スプレイ系（常設）等）は使用できるとの前提としている。 

一方で，大規模損壊事象として整理した「格納容器・圧力容器損傷」及び「原

子炉建物損傷」は，建物・構築物の損壊によりＥｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡ が

発生することを考慮しており，大破断ＬＯＣＡで講じる対策に期待できず，原子

炉格納容器の閉じ込め機能を維持できない場合においても，事象の程度や組合せ

に応じて炉心損傷防止対策や格納容器破損防止対策を柔軟に活用するとともに，

建物全体が崩壊するような深刻な事故の場合にも可搬型のポンプ・電源，放水砲

等を駆使した大規模損壊対策により影響緩和を図ることとしている。 

 

１．解析結果について   

Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡ発生後，原子炉水位は急速に低下する。水位低

下により炉心は露出し，事象発生から約 18秒後に燃料被覆管の最高温度は

1,000K（約 727℃）に到達し，炉心損傷が開始する。また，事象発生から約 21

分後に燃料温度は約 2,500K（約 2,227℃）に到達する。事象発生から 30分後，

原子炉注水を開始するが，原子炉圧力容器へは入らず破断口から原子炉格納容器

へ漏えいするため，原子炉水位は回復することなく，約 1.2時間後には炉心支持

板破損と同時に原子炉圧力容器が破損する。原子炉圧力容器の破損後は，原子炉

注水を停止してペデスタルへの注水に切り替え，格納容器圧力及び温度上昇を抑

制するための格納容器代替スプレイを実施する。事象発生から 10時間後には残

留熱代替除去系による原子炉格納容器除熱を開始し，格納容器圧力及び温度の上

昇が抑制される。格納容器圧力，格納容器温度並びに溶融炉心・コンクリート相

互作用によるペデスタル床面及び壁面のコンクリート侵食量の推移を図１から

図３に示す。 

原子炉格納容器内に崩壊熱が蒸気として放出されるため，格納容器圧力及び温

度は徐々に上昇するが，格納容器スプレイによる原子炉格納容器冷却及び残留熱

代替除去系による原子炉格納容器除熱により，格納容器圧力及び温度の上昇は抑

制される。その結果，原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力は，限界圧力

853kPa[gage]を超えることはない。また，原子炉格納容器バウンダリにかかる温

度（壁面温度）の最高値は約 175℃となり，限界温度 200℃を超えない。 

原子炉水位の低下が早いことから事象進展が早くなり，約 1.2時間後に炉心支

持板破損と原子炉圧力容器破損が同時に発生している。このため，ペデスタルの

初期水張りは実施できず，溶融炉心落下時に格納容器圧力の上昇は見られるが，

その影響は小さく，原子炉格納容器の健全性に影響を与えるものではない。 

ペデスタルに落下した溶融炉心は，ペデスタルの初期水張りは実施していない

が，溶融炉心落下後のペデスタルへの注水により溶融炉心は冷却され，ペデスタ

ル壁面及び床面に有意な侵食は発生しない。 

したがって，Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡ 発生時にも原子炉格納容器の健

全性は確保できる。 

 

２．水素燃焼に関する考察 

大破断ＬＯＣＡとＥｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡの双方で，ブローダウン過程

で原子炉圧力容器内の水が短時間で流出する点で変わりはない。Ｅｘｃｅｓｓｉ

ｖｅ ＬＯＣＡを想定した場合，炉心損傷が早まり，露出炉心への水蒸気供給が

減少するため，原子炉圧力容器内の水素ガス生成量は少なくなることが考えられ

るものの，炉心損傷に伴う水素ガス生成挙動にも大きな差は生じないと考えられ
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る。 

水素燃焼に係る有効性評価では，ジルコニウム－水反応によって水素濃度は

13vol%を大きく上回るため，原子炉格納容器の破損を防止する上では，酸素濃度

が可燃限界に到達しない，又は到達することを防止することが重要となる。水の

放射線分解によって長期的に発生する酸素ガスは，その発生量は崩壊熱に依存す

ることから「過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗＋炉心損傷後の原子

炉減圧失敗＋原子炉注水失敗＋ＤＣＨ発生」に示した発生量と同程度となると考

える。なお，「水素燃焼」と同様に，Ｇ値の不確かさにより，仮に水の放射線分

解による酸素ガスの発生が増加した場合であっても，格納容器フィルタベント系

を使用し，原子炉格納容器内のガスを排出することが可能である。 

以上から，Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡの場合においても原子炉格納容器の

健全性を確保できる。 

   

３．まとめ   

感度解析結果から，格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格

納容器過圧・過温破損）」，「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」及

び「溶融炉心・コンクリート相互作用」において，Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣ

Ａ発生時にも原子炉格納容器の健全性が確保できることを確認した。また，「水

素燃焼」についても，大破断ＬＯＣＡとＥｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡで有意な

差はないことから，原子炉格納容器の健全性が確保できる。 
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図１ 格納容器圧力の推移 

 

 
図２ 格納容器温度の推移 
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Excessive LOCA 発生による原子炉内蒸気の

流入により温度が上昇 

残留熱代替除去系(格納容器スプレイ)により温度低下 
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図３ ペデスタル床面及び壁面の侵食量の推移 
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添付資料 3.1.2.9 

 

７日間における燃料の対応について 

（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）） 

（残留熱代替除去系を使用する場合） 

 

 

保守的にすべての設備が，事象発生直後から７日間燃料を消費するものとして

評価する。 

 

時系列 合計 判定 

大量送水車 １台起動 

0.0652m3/h×24h×７日×１台＝10.9536m3 

７日間の 

軽油消費量 

約 71m3 

ディーゼル燃料

貯蔵タンクの容

量は約 730m3で

あり，７日間対

応可能 

大型送水ポンプ車 １台起動 

0.31m3/h×24h×７日×１台＝52.08m3 

可搬式窒素供給装置 １台起動 

0.036 m3/h×24h×７日×１台＝6.048m3 

ガスタービン発電機 １台起動 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

2.09m3/h×24h×７日×１台＝351.12m3 

７日間の 

軽油消費量 

約 352m3 

ガスタービン発

電機用軽油タン

クの容量は約

450m3であり，７

日間対応可能 

緊急時対策所用発電機 １台 

0.0469 m3/h×24h×７日×１台＝7.8792m3 

７日間の 

軽油消費量 

約８m3 

緊急時対策所用

燃料地下タンク

の容量は約 45m3

であり，７日間

対応可能 

 

添
付
資
料

2.1.6 
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常設代替交流電源設備の負荷 

（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）） 

（残留熱代替除去系を使用する場合） 

主要負荷リスト 

電源設備：ガスタービン発電機   定格出力：4,800kW 

起動 

順序 
主要機器 

負荷容量

(kW) 

負荷起動時の 

最大負荷容量

(kW) 

定常時の 

最大負荷容量

(kW) 

① ガスタービン発電機付帯設備 約 111 約 300 約 111 

② 代替所内電気設備負荷（自動投入負荷） 約 18 約 129 約 129 

③ 低圧原子炉代替注水ポンプ 約 210 約 471 約 339 

④ 低圧原子炉代替注水設備非常用送風機 約 15 約 409 約 354 

⑤ 
充電器，非常用照明，非常用ガス処理系

他（Ｄ系高圧母線自動投入負荷） 
約 518 約 938 約 872 

⑥ 
格納容器水素濃度（ＳＡ），格納容器酸素

濃度（ＳＡ）監視設備 
約 20 約 892 約 892 

⑦ Ｂ－中央制御室送風機 約 180 約 1,287 約 1,072 

⑧ Ｂ－中央制御室非常用再循環送風機 約 30 約 1,164 約 1,102 

⑨ Ｂ－中央制御室冷凍機 約 300 約 1,604 約 1,402 

⑩ 
充電器，非常用照明，非常用ガス処理系

他（Ｃ系高圧母線自動投入負荷） 
約 359 約 1,823 約 1,761 

⑪ Ａ－淡水ポンプ（移動式代替熱交換設備） 約 110 約 1,931 約 1,871 

⑫ Ｂ－淡水ポンプ（移動式代替熱交換設備） 約 110 約 2,041 約 1,981 

⑬ 残留熱代替除去ポンプ 約 75 約 2,247 約 1,831 

⑭ Ｂ－燃料プール冷却水ポンプ 約 110 約 2,006 約 1,941 

 

常設代替交流電源設備の負荷積算イメージ 
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3.1.3 残留熱代替除去系を使用しない場合 

3.1.3.1 格納容器破損防止対策 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温

破損）」で想定される事故シーケンスに対して，残留熱代替除去系を使用しない場

合を想定し，残留熱代替除去系以外の設備による格納容器破損防止対策の有効性

を評価する。 

本格納容器破損モードの重大事故等対策の概略系統図を第 3.1.3.1－1(1)図か

ら第 3.1.3．1－1(3)図に，対応手順の概要を第 3.1.3.1－2図に示すとともに，重

大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における設備と手順の

関係を第 3.1.3.1－1表に示す。 

本格納容器破損モードにおける評価事故シーケンスにおいて，重大事故等対策

に必要な要員は，緊急時対策要員 31名である。その内訳は次のとおりである。中

央制御室の運転員は，当直長１名，当直副長１名，運転操作対応を行う運転員５

名である。発電所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を行う要員は５名，

復旧班要員は 19 名である。必要な要員と作業項目について第 3.1.3.1－3 図に示

す。 

なお，評価事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目を評価

事故シーケンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，31名で対処可能である。 

 

(1) 原子炉スクラム確認及び非常用炉心冷却系等機能喪失確認 

原子炉スクラム確認及び非常用炉心冷却系等機能喪失確認については，

「3.1.2.1ａ．原子炉スクラム確認及び非常用炉心冷却系等機能喪失確認」と

同じ。 

 

(2) 全交流動力電源喪失及び早期の電源回復不能判断並びに対応準備 

全交流動力電源喪失及び早期の電源回復不能判断並びに対応準備について

は，「3.1.2.1ｂ．全交流動力電源喪失及び早期の電源回復不能判断並びに対応

準備」と同じ。 

 

(3) 炉心損傷確認 

炉心損傷確認については，「3.1.2.1ｃ．炉心損傷確認」と同じ。 

 

(4) 常設代替交流電源設備による交流電源供給及び低圧原子炉代替注水系（常

設）による原子炉注水 

常設代替交流電源設備による交流電源供給及び低圧原子炉代替注水系（常設）

による原子炉注水については，「3.1.2.1ｄ．常設代替交流電源設備による交流

電源供給及び低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水」と同じ。 

 

(5) 水素濃度及び酸素濃度監視設備の起動 

水素濃度及び酸素濃度監視設備の起動については，「3.1.2.1ｅ．水素濃度及

び酸素濃度監視設備の起動」と同じ。 

 

(6) 格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷却 

原子炉格納容器内に崩壊熱等の熱によって発生した水蒸気等が放出される

ため，格納容器圧力及び温度が徐々に上昇する。原子炉格納容器の雰囲気を冷
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却するため，格納容器代替スプレイ系（可搬型）による格納容器冷却を実施す

る。ドライウェル温度（ＳＡ）を用いて格納容器温度が約 190℃超過を確認し

た場合又はドライウェル圧力（ＳＡ）等を用いて格納容器圧力が 640kPa[gage]

に到達を確認した場合，格納容器代替スプレイ系（可搬型）により格納容器冷

却を実施する。また，格納容器圧力 640kPa[gage]到達によって開始した場合，

格納容器圧力が 588kPa[gage]以下となった時点で停止する。 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷却を確認するた

めに必要な計装設備は，ドライウェル圧力（ＳＡ），格納容器代替スプレイ流

量等である。 

格納容器スプレイを継続することによりサプレッション・プール水位が上昇

するため，サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m に到達した場合

は，中央制御室からの遠隔操作により格納容器スプレイを停止する。 

格納容器スプレイの停止を確認するために必要な計装設備は，サプレッショ

ン・プール水位（ＳＡ）である。 

 

(7) 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱の準備として，ＮＧＣ

非常用ガス処理入口隔離弁を中央制御室からの遠隔操作により開する。 

サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m に到達した場合，ＮＧＣ 

Ｎ2 トーラス出口隔離弁を中央制御室からの遠隔操作によって開操作するこ

とで，格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱を実施する。 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱を確認するために必

要な計装設備は，ドライウェル圧力（ＳＡ）等である。 

サプレッション・チェンバ側からの格納容器フィルタベント系のベントライ

ンが水没しないことを確認するために必要な計装設備は，サプレッション・プ

ール水位（ＳＡ）である。 

以降，損傷炉心の冷却は，低圧原子炉代替注水系（常設）による注水により

継続的に行い，また，原子炉格納容器除熱は，格納容器フィルタベント系によ

り継続的に行う。 

 

3.1.3.2 格納容器破損防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本格納容器破損モードを評価する上で選定した評価事故シーケンスは，「1.2

評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，過圧及び過温への対策の

有効性を総合的に評価する観点から，プラント損傷状態をＬＯＣＡに全交流動

力電源喪失事象を加えた状態とし，中小破断ＬＯＣＡに比べて破断口径が大き

いことから事象進展が早く，格納容器圧力及び温度上昇の観点で厳しい大破断

ＬＯＣＡを起因とする，「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能

喪失＋全交流動力電源喪失」である。 

本評価事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒内温度変化，燃料

棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液

分離（炉心水位）・対向流，原子炉圧力容器におけるＥＣＣＳ注水（給水系・

代替注水設備含む），炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション，

構造材との熱伝達，原子炉圧力容器内ＦＰ挙動，原子炉格納容器における格納

容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝導，気液界面の熱伝達，
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スプレイ冷却，格納容器ベント並びに炉心損傷後の原子炉格納容器における原

子炉格納容器内ＦＰ挙動が重要事象となる。 

よって，これらの現象を適切に評価することが可能であり，原子炉圧力容器

内及び原子炉格納容器内の熱水力モデルを備え，かつ，炉心損傷後のシビアア

クシデント特有の溶融炉心挙動に関するモデルを有するシビアアクシデント

総合解析コードＭＡＡＰにより原子炉水位，燃料最高温度，格納容器圧力，格

納容器温度等の過渡応答を求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本評価

事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラ

メータに与える影響及び操作時間余裕を評価する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本評価事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な解析条件を第

3.1.3.2－1 表に示す。また，主要な解析条件について，本評価事故シーケン

ス特有の解析条件を以下に示す。 

 

ａ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，大破断ＬＯＣＡが発生するものとする。破断箇所は，

原子炉圧力容器内の保有水量を厳しく評価するため，再循環配管（出口ノ

ズル）とする。 

（添付資料 1.5.2） 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定 

非常用ディーゼル発電機等の機能喪失を想定し，全交流動力電源が喪失

するものとする。さらに非常用炉心冷却系等が機能喪失するものとする。

なお，残留熱代替除去系は使用しないものとする。 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。 

送電系統又は所内主発電設備の故障等によって，外部電源が喪失すると

ともに，非常用ディーゼル発電機等の機能喪失を想定する。 

(d) 水素ガスの発生 

水素ガスの発生については，ジルコニウム－水反応を考慮するものとす

る。なお，解析コードＭＡＡＰの解析結果では水の放射線分解等による水

素ガス発生は考慮していないため，「(4) 有効性評価の結果」にてその影

響を評価する。 

 

ｂ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 原子炉スクラム信号 

原子炉スクラムは，事象の発生と同時に発生するものとする。 

(b) 主蒸気隔離弁 

主蒸気隔離弁は，事象発生と同時に閉止するものとする。 

(c) 再循環ポンプ 

再循環ポンプは，事象発生と同時に停止するものとする。 

(d) 低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水 

200m3/h（原子炉圧力 1.00MPa[gage]において）にて原子炉注水し，その
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後は炉心を冠水維持するように注水する。 

(e) 格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷却 

格納容器圧力及び温度上昇の抑制に必要なスプレイ流量を考慮し，120 

m3/hにて原子炉格納容器内にスプレイする。 

(f) 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱 

格納容器フィルタベント系により，格納容器圧力 427kPa[gage]における

最大排出流量 9.8㎏/sに対して，格納容器隔離弁を全開操作にて原子炉格

納容器除熱を実施する。 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対する

仮定」に示す分類に従って以下のとおり設定する。 

(a) 交流電源は，常設代替交流電源設備によって供給を開始し，低圧原子炉

代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，事象発生 30 分後から開始

する。原子炉への注水量は，注水開始後 30 分までは最大流量とし，その

後は炉心を冠水維持するように注水する。 

(b) 格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷却操作は，

格納容器圧力が最高使用圧力 427kPa[gage]の 1.5 倍である 640kPa[gage]

に到達した場合に開始し，640kPa[gage]以下になるよう制御（640～

588kPa[gage]の範囲で維持）する。なお，サプレッション・プール水位が

通常運転水位＋約 1.3mに到達した以降は格納容器スプレイを停止する。 

(c)  格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱操作は，サプレ

ッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m 到達から 10 分後に実施する。 

  

(3) 有効性評価（Ｃｓ－137の放出量の評価）の条件 

a．事象発生直前まで，定格出力の100％で長時間にわたって運転されていたも

のとする。その運転時間は，燃料を約1/4ずつ取り替えていく場合の平衡炉

心を考え，最高50,000時間とする。 

 

ｂ．格納容器フィルタベント系を用いた場合の環境中への総放出量の評価にお

いては，原子炉内に内蔵されている核分裂生成物が事象進展に応じた割合

で，原子炉格納容器内に放出※１され，サプレッション・チェンバ又はドラ

イウェルのベントラインを通じて格納容器フィルタベント系に至るものと

する。 

 格納容器フィルタベント系に到達した核分裂生成物は，格納容器フィル

タベント系内のフィルタによって除去された後，格納容器フィルタベント

系排気管から放出される。 

※１セシウムの原子炉格納容器内への放出割合については，本評価事故シ

ーケンスにおいては解析コードＭＡＡＰの評価結果の方がＮＵＲＥ

Ｇ－1465より大きく算出する。 

 

ｃ．格納容器フィルタベント系を用いた場合のＣｓ－137放出量は，以下の式

で計算される。 

 

Ｃｓ－137の放出量（Bq）＝f_Cs×Bq_Cs-137×（１／DF） 
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f_Cs ＝f_CsOH＋（M_I／M_Cs）×（W_Cs／W_I）×（f_CsI－f_CsOH） 

f_Cs  ：原子炉格納容器からのセシウム放出割合 

f_CsI  ：原子炉格納容器からのＣｓＩの放出割合 

       （ＭＡＡＰコードでの評価値） 

f_CsOH  ：原子炉格納容器からのＣｓＯＨの放出割合 

       （ＭＡＡＰコードでの評価値） 

M_I  ：よう素の初期重量（kg） 

M_Cs  ：セシウムの初期重量（kg） 

W_I  ：よう素の分子量（kg/kmol） 

W_Cs  ：セシウムの分子量（kg/kmol） 

Bq_Cs-137 ：Ｃｓ－137の炉内内蔵量（Bq） 

DF  ：格納容器フィルタベント系の除染係数 

 

ｄ．原子炉格納容器内に放出されたＣｓ－137については，格納容器スプレイ

やサプレッション・チェンバのプール水でのスクラビング等による除去効

果を考慮する。 

 

ｅ．格納容器フィルタベント系を介して大気中へ放出されるＣｓ－137の放出

量評価条件は以下のとおりとする。 

(a) 格納容器内から原子炉建物への漏えいはないものとする。 

(b) 格納容器フィルタベント系による粒子状放射性物質に対する除染係数

は 1,000 とする。 

 

ｆ．原子炉建物から大気中への放射性物質の漏えいについても考慮する。 

漏えい量の評価条件は以下のとおりとする。 

(a) 原子炉格納容器からの漏えい量は，格納容器圧力に応じた設計漏えい

率をもとに評価する。なお，エアロゾル粒子は原子炉格納容器外に放出

される前に貫通部内で捕集されることが実験的に確認されていること

から，原子炉格納容器の漏えい孔におけるエアロゾルの捕集の効果（Ｄ

Ｆ＝10）を考慮する。 

(b) 原子炉建物から大気中に漏えいする放射性物質を保守的に見積るため，

非常用ガス処理系により原子炉建物原子炉棟内の負圧が達成されるま

での期間は，原子炉建物内の放射性物質の保持機能に期待しないものと

する。非常用ガス処理系により設計負圧を達成した後は設計換気率 1回

/日相当を考慮する。なお，非常用ガス処理系ガス処理装置による放射

性物質の除去効果については，期待しないものとする。 

   非常用ガス処理系は，事象発生後 60 分後から，常設代替交流電源設

備からの交流電源の供給を受け自動起動し，起動後 10 分間で設計負圧

が達成されることを想定する。 

(c) 原子炉建物内での放射能の時間減衰は考慮せず，また，原子炉建物内

での粒子状物質の除去効果は保守的に考慮しない。 

（添付資料3.1.3.3，3.1.3.4） 

 

(4) 有効性評価の結果 

本評価事故シーケンスにおける原子炉水位（シュラウド内外水位），注水流
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量及び原子炉圧力容器内の保有水量の推移を第 3.1.3.2－1(1)図から第

3.1.3.2－1(3)図に，燃料最高温度の推移を第 3.1.3.2－1(4)図に，格納容器

圧力，格納容器温度，サプレッション・プール水位及びサプレッション・プー

ル水温度の推移を第 3.1.3.2－1(5)図から第 3.1.3.2－1(8)図に示す。 

 

ａ．事象進展 

大破断ＬＯＣＡ時に非常用炉心冷却系等の機能及び全交流動力電源が喪

失するため，原子炉水位は急速に低下する。 

水位低下により炉心は露出し，事象発生から約５分後に燃料被覆管の最高

温度は 1,000K（約 727℃）に到達し，炉心損傷が開始する。燃料被覆管の最

高温度は事象発生から約 10分後に 1,200℃に到達し，また，事象発生から約

28 分後に燃料温度は約 2,500K（約 2,227℃）に到達する。事象発生から 30

分後，常設代替交流電源設備による交流電源の供給を開始し，低圧原子炉代

替注水系（常設）による原子炉注水を開始することによって，原子炉圧力容

器破損に至ることなく，原子炉水位は回復し，炉心は再冠水する。 

原子炉格納容器内に崩壊熱等の熱によって発生した水蒸気等が放出され

るため，格納容器圧力及び温度は徐々に上昇する。そのため，格納容器スプ

レイを間欠的に実施することによって，格納容器圧力及び温度の上昇を抑制

する。 

事象発生から約 32 時間後にサプレッション・プール水位が通常運転水位

＋約 1.3mに到達した時点で格納容器スプレイを停止する。 

格納容器スプレイを停止後，格納容器フィルタベント系による原子炉格納

容器除熱を実施し，格納容器圧力及び温度を低下させる。 

格納容器圧力及び温度は，格納容器ベントによる原子炉格納容器除熱実施

後，徐々に低下する。 

（添付資料3.1.2.1） 

 

ｂ．評価項目等 

格納容器圧力は，第 3.1.3.2－1(5)図に示すとおり，原子炉格納容器内に

崩壊熱等の熱によって発生した水蒸気等が放出されるため徐々に上昇する

が，格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷却及びサプ

レッション・プール水位が通常運転水位＋約 1.3m に到達し格納容器代替ス

プレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷却を停止した場合に格納容器フ

ィルタベント系による原子炉格納容器除熱を行うことによって，原子炉格納

容器バウンダリにかかる圧力の最大値は，原子炉格納容器の限界圧力

853kPa[gage]を超えない。なお，原子炉格納容器圧力が最大となる事象発生

約 32 時間後において，水の放射線分解によって発生する水素ガス及び酸素

ガスは，原子炉格納容器の非凝縮性ガスに占める割合の２％以下であるため，

その影響は無視し得る程度である。 

格納容器温度は，第 3.1.3.2－1(6)図に示すとおり，原子炉格納容器内に

崩壊熱等の熱によって発生した水蒸気等が放出されるため徐々に上昇する

が，格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷却及び格納

容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱を行うことによって，原子

炉格納容器バウンダリにかかる温度の最高値は約 197℃となり，原子炉格納

容器の限界温度 200℃を超えない。 
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サプレッション・チェンバのベントラインを経由した場合の格納容器フィ

ルタベント系による大気中へのＣｓ－137の総放出量は約 2.1×10－３TBq（７

日間）であり，100TBqを下回る。 

ドライウェルのベントラインを経由した場合の格納容器フィルタベント

系による大気中へのＣｓ－137 の総放出量は約 3.4TBq（７日間）であり，

100TBqを下回る。 

なお，原子炉格納容器が健全であるため，原子炉格納容器から原子炉建物

への放射性物質の漏えい量は制限され，また，大気中へはほとんど放出され

ないものと考えられる。これは，原子炉建物内に漏えいした放射性物質は，

原子炉建物内で時間減衰し，また，粒子状放射性物質は，原子炉建物内での

重力沈降や水蒸気の凝縮に伴い，原子炉建物内に沈着すると考えられるため

である。原子炉建物内での放射性物質の時間減衰及び粒子状放射性物質の除

去効果等を保守的に考慮せず，原子炉建物から大気中への放射性物質の漏え

いを想定した場合，漏えい量は約 1.4TBq（７日間）となる。原子炉建物から

大気中へのＣｓ－137の漏えい量に，ドライウェルからのベントラインを経

由した格納容器フィルタベント系によるＣｓ－137の放出量を加えた場合で

も，約 4.8TBq（７日間）であり，100TBqを下回る。 

事象発生からの７日間以降，Ｃｓ－137の放出が継続した場合の影響評価

を行ったところ，サプレッション・チェンバのベントラインを経由した格納

容器フィルタベント系による総放出量は，約 4.0×10－３TBq（30 日間）及び

約 6.5×10－３TBq（100 日間）である。ドライウェルのベントラインを経由し

た場合には，約 5.3TBq（30 日間）及び約 5.4TBq（100 日間）である。原子

炉建物から大気中へのＣｓ－137の漏えい量にドライウェルのベントライン

を経由した格納容器フィルタベント系によるＣｓ－137の放出量を加えた場

合でも，約 6.8TBq（30日間）及び約 6.9TBq（100日間）であり，100TBqを

下回る。 

（添付資料3.1.3.3，3.1.3.4） 

第 3.1.3.2－1(1)図に示すとおり，低圧原子炉代替注水系（常設）による

注水継続により炉心が冠水し，炉心の冷却が維持される。その後は，第

3.1.3.2－1(5)図に示すとおり，約 32時間後にサプレッション・プール水位

が通常水位＋約 1.3mに到達した時点で，格納容器代替スプレイ系（可搬型）

による原子炉格納容器冷却を停止し，格納容器フィルタベント系による原子

炉格納容器除熱を開始することで安定状態が確立し，また，安定状態を維持

できる。 

本評価では，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」のうち，

（1），(2)及び(3)の評価項目について対策の有効性を確認した。 

（添付資料3.1.3.5） 

 

3.1.3.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時

間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評

価するものとする。 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温

破損）」（残留熱代替除去系を使用しない場合）では，原子炉格納容器内へ流出し

た高温の原子炉冷却材や溶融炉心の崩壊熱等の熱によって発生した水蒸気，ジル
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コニウム‐水反応等によって発生した非凝縮性ガス等が蓄積することが特徴であ

る。 

また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，事象進展に有意な影響を与

えると考えられる操作として，低圧原子炉代替注水系(常設)による原子炉注水操

作，格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷却操作及び格納

容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱操作とする。 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本格納容器破損モードにおいて不確かさの影響評価を行う重要現象とは，

「1.7解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すとおりであ

り，それらの不確かさの影響評価は以下のとおりである。 

 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化及び

燃料被覆管変形の不確かさとして，炉心ヒートアップに関するモデルは，Ｔ

ＭＩ事故についての再現性及びＣＯＲＡ実験についての再現性を確認して

いる。炉心ヒートアップの感度解析（ジルコニウム－水反応速度の係数につ

いての感度解析）では，炉心溶融時間に与える影響は小さいことを確認して

いる。原子炉注水操作については，非常用炉心冷却系等による原子炉への注

水機能が喪失したと判断した場合，速やかに低圧原子炉代替注水系（常設）

による原子炉注水（電源の確保含む）を行う手順となっており，燃料被覆管

温度等を操作開始の起点としている運転員操作はないことから，運転員等操

作時間に与える影響はない。また，格納容器スプレイ操作については，炉心

ヒートアップの感度解析では，格納容器圧力及び温度への影響は小さいこと

を確認していることから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流の不

確かさとして，炉心モデル（炉心水位計算モデル）は，原子炉水位挙動につ

いて原子炉圧力容器内のモデルが精緻である解析コードＳＡＦＥＲの評価

結果との比較により水位低下幅は解析コードＭＡＡＰの評価結果の方が保

守的であり，注水操作による燃料棒有効長頂部までの水位回復時刻は解析コ

ードＳＡＦＥＲの評価結果との差異は小さいことを確認している。原子炉注

水操作については，非常用炉心冷却系等による原子炉への注水機能が喪失し

たと判断した場合，速やかに低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注

水（電源の確保含む）を行う手順となっており，原子炉水位を操作開始の起

点としている運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響

はない。 

原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び

内部熱伝導，気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格納容

器の熱水力モデル）はＨＤＲ実験解析では区画によって格納容器温度を十

数℃程度，格納容器圧力を１割程度高めに評価する傾向を確認しているが，

ＢＷＲの格納容器内の区画とは異なる等，実験体系に起因するものと考えら

れ，実機体系においてはこの解析で確認された不確かさは小さくなるものと

推定される。しかし，全体としては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再

現できていることから，格納容器圧力及び温度を操作開始の起点としている

格納容器代替スプレイ（可搬型）に係る運転員等操作時間に与える影響は小
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さい。また，格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝導の

不確かさにおいては，ＣＳＴＦ実験解析により格納容器温度及び非凝縮性ガ

スの挙動は測定データと良く一致することを確認しており，その差異は小さ

いことから，格納容器圧力及び温度を操作開始の起点としている格納容器代

替スプレイ（可搬型）に係る運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及び構造材との熱

伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モデルはＴＭＩ事故についての再現

性を確認している。本評価事故シーケンスでは，炉心の損傷状態を起点に操

作開始する運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響は

ない。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器内ＦＰ挙動の不確

かさとして，核分裂生成物(ＦＰ)挙動モデルはＰＨＥＢＵＳ－ＦＰ実験解析

により原子炉圧力容器内へのＦＰ放出の開始時間を適切に再現できること

を確認している。ＰＨＥＢＵＳ－ＦＰ実験解析では，燃料被覆管破裂後のＦ

Ｐ放出について実験結果より急激な放出を示す結果が確認されたが，小規模

体系の模擬性が原因と推測され，実機の大規模な体系においてこの種の不確

かさは小さくなると推定される。本評価事故シーケンスでは，炉心損傷後の

原子炉圧力容器内ＦＰ放出を操作開始の起点としている運転員等操作はな

いことから，運転員等操作時間に与える影響はない。炉心損傷後の原子炉格

納容器における原子炉格納容器内ＦＰ挙動の不確かさとして，核分裂生成物

(ＦＰ)挙動モデルはＡＢＣＯＶＥ実験解析により原子炉格納容器内のエア

ロゾル沈着挙動を適正に評価できることを確認している。本評価事故シーケ

ンスでは，炉心損傷後の原子炉格納容器内ＦＰを操作開始の起点としている

運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料3.1.3.6） 

 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化及び

燃料被覆管変形の不確かさとして，炉心ヒートアップに関するモデルは，Ｔ

ＭＩ事故についての再現性及びＣＯＲＡ実験についての再現性を確認して

いる。炉心ヒートアップの感度解析（ジルコニウム－水反応速度の係数につ

いての感度解析）では，格納容器圧力及び温度への影響は小さいことを確認

していることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流の不

確かさとして，炉心モデル（炉心水位計算モデル）では，原子炉水位挙動に

ついて原子炉圧力容器内のモデルが精緻である解析コードＳＡＦＥＲの評

価結果との比較により水位低下幅は解析コードＭＡＡＰの評価結果の方が

保守的であり，注水操作による燃料棒有効長頂部までの水位回復時刻は解析

コードＳＡＦＥＲの評価結果との差異は小さいことを確認していることか

ら，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び

内部熱伝導，気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格納容

器の熱水力モデル）はＨＤＲ実験解析では区画によって格納容器温度を十

数℃程度，格納容器圧力を１割程度高めに評価する傾向を確認しているが，

ＢＷＲの格納容器内の区画とは異なる等，実験体系に起因するものと考えら
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れ，実機体系においてはこの解析で確認された不確かさは小さくなるものと

推定される。しかし，全体としては格納容器圧力及び温度の傾向を適切に再

現できていることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。

また，格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝導の不確か

さにおいては，ＣＳＴＦ実験解析により格納容器温度及び非凝縮性ガスの挙

動は測定データと良く一致することを確認しており，その差異は小さいこと

から，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及び構造材との熱

伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モデルはＴＭＩ事故についての再現

性を確認している。また，炉心ノード崩壊のパラメータを低下させた感度解

析により炉心溶融時間に与える影響は小さいことを確認しており，事象進展

はほぼ変わらないことから，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器内ＦＰ挙動の不確

かさとして，核分裂生成物(ＦＰ)挙動モデルはＰＨＥＢＵＳ－ＦＰ実験解析

により原子炉圧力容器内へのＦＰ放出の開始時間を適切に再現できること

を確認している。ＰＨＥＢＵＳ－ＦＰ実験解析では，燃料被覆管破裂後のＦ

Ｐ放出について実験結果より急激な放出を示す結果が確認されたが，小規模

体系の模擬性が原因と推測され，実機の大規模な体系においてこの種の不確

かさは小さくなると推定される。炉心損傷後の原子炉格納容器における原子

炉格納容器内ＦＰ挙動の不確かさとして，核分裂生成物(ＦＰ)挙動モデルは

ＡＢＣＯＶＥ実験解析により原子炉格納容器内のエアロゾル沈着挙動を適

正に評価できることを確認している。したがって，大気中へのＣｓ－137の

総放出量の観点で評価項目となるパラメータに与える影響はない。なお，本

評価事故シーケンスにおける格納容器フィルタベント系によるＣｓ－137の

総放出量は，評価項目（100TBqを下回っていること）に対して，サプレッシ

ョン・チェンバのベントラインを経由した場合は約 2.1×10－３TBq（７日間），

ドライウェルのベントラインを経由した場合は約 3.4TBq（７日間）であり，

評価項目に対して余裕がある。 

（添付資料3.1.3.6） 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，第

3.1.3.2-1表に示すとおりであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件

とした場合の影響を評価する。また，解析条件の設定に当たっては，評価項

目となるパラメータに対する余裕が小さくなるような設定があることから，

その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる項目に関する影響評

価の結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度 33GWd/tに対応

したものとしており，その最確条件は炉心平均燃焼度約 30GWd/t であり，

解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，解析条件で設定して

いる崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなり，それに

伴う原子炉冷却材の放出も少なくなることから，格納容器圧力及び温度の

上昇が遅くなるが，操作手順（格納容器スプレイを格納容器圧力が
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640kPa[gage]以下になるよう制御（640～588kPa[gage]の範囲で維持）す

ること）に変わりはないことから運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，サプレッション・プー

ル水位，格納容器圧力及び格納容器温度は，解析条件の不確かさとして，

ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え得るが，事象進展に与える影響

は小さいことから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

事故条件の起因事象は，解析条件の不確かさとして，Ｅｘｃｅｓｓｉｖ

ｅ ＬＯＣＡを考慮した場合，原子炉冷却材の流出量が増加することによ

り炉心損傷開始等が早くなるが，操作手順（速やかに注水手段を準備する

こと）に変わりはないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

機器条件の低圧原子炉代替注水系（常設）は，解析条件の不確かさとし

て，実際の注水量が解析より多い場合（注水特性（設計値）の保守性），

原子炉水位の回復は早くなる。冠水後の操作として冠水維持可能な注水量

を制御するが，注水後の流量調整操作であることから，運転員等操作時間

に与える影響はない。 

（添付資料3.1.3.6，3.1.2.7） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度 33GWd/tに対応

したものとしており，その最確条件は平均的燃焼度約 30GWd/t であり，解

析条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，解析条件で設定してい

る崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなり，原子炉水

位の低下は緩和され，それに伴う原子炉冷却材の放出も少なくなることか

ら，格納容器圧力及び温度上昇が遅くなるが，格納容器圧力及び温度の上

昇は格納容器スプレイ及び格納容器ベントにより抑制されることから，評

価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，サプレッション・プー

ル水位，格納容器圧力及び格納容器温度は，解析条件の不確かさとして，

ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え得るが，事象進展に与える影響

は小さいことから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

事故条件の起因事象は，解析条件の不確かさとして，Ｅｘｃｅｓｓｉｖ

ｅ ＬＯＣＡを考慮した場合，原子炉冷却材の流出量が増加することによ

り炉心損傷開始等が早くなるが，原子炉格納容器へ放出されるエネルギは

大破断ＬＯＣＡの場合と同程度であり，第 3.1.2.3-1(1)図及び第

3.1.2.3-1(2)図に示すとおり，格納容器圧力は 853kPa[gage]，原子炉格納

容器バウンダリにかかる温度は 200℃を下回っていることから，評価項目

となるパラメータに与える影響は小さい。 

機器条件の低圧原子炉代替注水系（常設）は，解析条件の不確かさとし

て，実際の注水量が解析より多い場合（注水特性（設計値）の保守性），

原子炉水位の回復は早くなり，格納容器圧力及び温度上昇の抑制効果は大

きくなるが，格納容器圧力及び温度上昇に有意な影響を与えないことから，

評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

（添付資料3.1.3.6，3.1.2.7） 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配置」，
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「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の６

要因に分類し，これらの要因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。

また，運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータに与える

影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，解

析上の操作開始時間として事象発生から 30 分後を設定している。運転員

等操作時間に与える影響として，低圧原子炉代替注水系（常設）による原

子炉注水操作について，早期の電源回復不可の判断，常設代替交流電源設

備の起動，受電操作，低圧原子炉代替注水系（常設）の系統構成を，実態

の運転操作時間に基づき解析上の想定時間を設定していることから，運転

員等操作時間に与える影響はない。 

操作条件の格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷

却操作は，解析上の操作開始時間として格納容器圧力が 640kPa[gage]に到

達した時点を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，格納

容器圧力の上昇は緩慢であり，継続監視していることから，操作開始の起

点である格納容器圧力 640kPa[gage]到達時点で速やかに操作を実施可能

であり，操作開始時間に与える影響は小さいことから，運転員等操作開始

時間に与える影響も小さい。当該操作は，解析コード及び解析条件（操作

条件を除く）の不確かさにより操作開始時間は遅れる可能性があるが，中

央制御室で行う操作であり，他の操作との重複もないことから，他の操作

に与える影響はない。 

操作条件の格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱操作

は，解析上の操作開始時間としてサプレッション・プール水位が通常水位

＋約 1.3mに到達から 10分後を設定している。運転員等操作時間に与える

影響として，サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m に到達す

るのは，事象発生から約 32 時間後である。また，格納容器ベントの準備

操作は格納容器圧力の上昇傾向を監視しながらあらかじめ操作が可能で

あり，格納容器ベント操作の操作所要時間は時間余裕を含めて設定されて

いることから，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であり，サ

プレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m に到達時に確実に原子炉

格納容器除熱操作をすることが可能であるため，操作開始時間に与える影

響は小さいことから，運転員等操作時間に与える影響も小さい。当該操作

は，解析コード及び解析条件（操作条件を除く）の不確かさにより操作開

始時間が遅れる可能性があるが，中央制御室で行う操作であり，他の操作

との重複もないことから，他の操作に与える影響はない。 

（添付資料3.1.3.6） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，運

転員等操作時間に与える影響として，低圧原子炉代替注水系（常設）によ

る原子炉注水操作について，実態の操作開始時間に基づき解析上の想定時

間を設定している。実態の操作開始時間が解析上の設定よりも早くなった

場合に，原子炉水位の回復は早くなる可能性があるが，ジルコニウム－水

反応量により発熱量が増加する等の影響があるため，格納容器圧力及び温

度の上昇に大きな差異はないことから，評価項目となるパラメータに与え
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る影響は小さい。 

操作条件の格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷

却操作は，運転員等操作時間に与える影響として，格納容器スプレイの操

作開始は格納容器圧力が 640kPa[gage]に到達時となり，実態の操作開始時

間は解析上の設定時間とほぼ同等であることから，評価項目となるパラメ

ータに与える影響は小さい。 

操作条件の格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱操作

は，運転員等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間は解析上

の設定とほぼ同等であるため，評価項目となるパラメータに与える影響は

小さい。 

（添付資料3.1.3.6） 

 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となる

パラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確

認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電操作及び低圧原子炉代替注水

系（常設）による原子炉注水操作については，第 3.1.3.3-(1)図から第

3.1.3.3-(3)図に示すとおり，事象発生から 60 分後（操作開始時間 30 分程度

の遅れ）までに常設代替交流電源設備からの受電操作を行い，低圧原子炉代替

注水系（常設）による原子炉注水が開始できれば，損傷炉心は炉心位置に保持

され，評価項目を満足する結果となることから，時間余裕がある。なお，格納

容器ベント時におけるＣｓ放出量は炉心損傷の程度の影響を受けるが，格納容

器ベント開始時間はほぼ同等であることから，放出量に与える影響は小さい。 

操作条件の格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷却操

作については，格納容器スプレイ開始までの時間は事象発生から約 27 時間後

の操作であり，準備時間が確保できるため，時間余裕がある。 

操作条件の格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱操作につ

いては，格納容器ベント開始までの時間は事象発生から約 32 時間後の操作で

あり，準備時間が確保できるため，時間余裕がある。 

 (添付資料3.1.3.6，3.1.3.7，3.1.3.8) 

 

(4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作

時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕

を確認した。その結果，解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作時

間に与える影響等を考慮した場合においても，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。このほか，評価項目となるパラメータに対して，対策の有

効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

 

3.1.3.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過

温破損）」において，重大事故等対策時における必要な要員は「3.1.3.1 格

納容器破損防止対策」に示すとおり 31 名である。「6.2 重大事故等対策時に
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必要な要員の評価結果」で説明している緊急時対策要員の 45 名で対処可能で

ある。 

 

(2) 必要な資源の評価 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過

温破損）」において，必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2)資源の評価条件」

の条件にて評価を行い，その結果を以下に示す。 

 

ａ．水源 

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水及び格納容器代替スプレ

イ系（可搬型）による格納容器スプレイについては，７日間の対応を考慮す

ると，合計約 3,200m3の水が必要となる。水源として，低圧原子炉代替注水

槽に約 740 m3及び輪谷貯水槽（西１／西２）に約 7,000m3の水を保有してい

る。これにより必要な水源は確保可能である。また，事象発生２時間 30 分

以降に輪谷貯水槽（西１／西２）の水を，大量送水車により低圧原子炉代替

注水槽へ給水することで，低圧原子炉代替注水槽を枯渇させることなく低圧

原子炉代替注水槽を水源とした７日間の注水継続実施が可能となる。 

（添付資料 3.1.3.9） 

 

ｂ．燃料 

常設代替交流電源設備による電源供給については，保守的に事象発生直後

からの運転を想定すると，７日間の運転継続に約 352m3の軽油が必要となる。

ガスタービン発電機用軽油タンクにて約 450m3の軽油を保有しており，この

使用が可能であることから常設代替交流電源設備による電源供給について，

７日間の運転継続が可能である。 

大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への給水及び格納容器スプレイ

については，保守的に事象発生直後からの大量送水車の運転を想定すると，

７日間の運転継続に約 11m3の軽油が必要となる。原子炉補機代替冷却系の大

型送水ポンプ車については，保守的に事象発生直後からの大型送水ポンプ車

の運転を想定すると，７日間の運転継続に約 53m3の軽油が必要となる。合計

約 64m3の軽油が必要となる。ディーゼル燃料貯蔵タンクにて約 730m3の軽油

を保有しており，この使用が可能であることから大量送水車による低圧原子

炉代替注水槽への給水及び格納容器スプレイ，原子炉補機代替冷却系の運転

について，７日間の運転継続が可能である。 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，事象発生直後からの運

転を想定すると，７日間の運転継続に約８m3の軽油が必要となる。緊急時対

策所用燃料地下タンクにて約 45m3の軽油を保有しており，この使用が可能で

あることから，緊急時対策所用発電機による電源供給について，７日間の継

続が可能である。  

（添付資料 3.1.3.10) 

 

ｃ．電源 

常設代替交流電源設備の電源負荷については，重大事故等対策に必要な負

荷として，約 2,091kW 必要となるが，常設代替交流電源設備は連続定格容量

が約 4,800kW であり，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 
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また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対しての電源供給が

可能である。 

（添付資料 3.1.3.11) 

 

3.1.3.5 結論 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温

破損）」では，原子炉格納容器内へ流出した高温の原子炉冷却材や溶融炉心の崩

壊熱等の熱によって発生した水蒸気，ジルコニウム－水反応等によって発生した

非凝縮性ガス等が蓄積することによって，格納容器内雰囲気圧力・温度が徐々に

上昇し，原子炉格納容器の過圧・過温により原子炉格納容器の破損に至ることが

特徴である。格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器

過圧・過温破損）」に対する原子炉格納容器破損防止対策としては，初期の対策

として低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水手段，安定状態に向けた

対策として格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷却手段及

び格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱手段を整備している。 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温

破損）」の評価事故シーケンス「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水

機能喪失＋全交流動力電源喪失」について，残留熱代替除去系を使用しない場合

を想定し，格納容器フィルタベント系を使用する場合の有効性評価を行った。 

上記の場合においても，低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水，格

納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷却，格納容器フィルタ

ベント系による原子炉格納容器除熱を実施することにより，原子炉格納容器雰囲

気の冷却及び除熱が可能である。 

その結果，ジルコニウム－水反応等により可燃性ガスの蓄積が生じた場合にお

いても原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度，放射性物質の総放出量

は，評価項目を満足している。また，安定状態を維持できる。 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間

に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策

の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余裕について確認した結果，操

作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，緊急時対策要員にて確保可能である。また，

必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

以上のことから，低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水，格納容器

代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器冷却，格納容器フィルタベント

系による原子炉格納容器除熱等による格納容器破損防止対策は，選定した評価事

故シーケンスに対して有効であることが確認でき，格納容器破損モード「雰囲気

圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」に対して有効である。 
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第 3.1.3.1-1(1)図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷 

（格納容器過圧・過温破損）」の重大事故等対策概略系統図 

（残留熱代替除去系を使用しない場合） 

（原子炉注水） 

 

  



3.1.3-17 

 

 

 
 

 

第 3.1.3.1-1(2)図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷 

（格納容器過圧・過温破損）」の重大事故等対策概略系統図 

（残留熱代替除去系を使用しない場合） 

（原子炉注水及び原子炉格納容器冷却） 
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第 3.1.3.1-1(3)図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破

損）」の重大事故等対策概略系統図 

（残留熱代替除去系を使用しない場合） 

（原子炉注水及び原子炉格納容器除熱） 
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囲
気

圧
力
・
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度

に
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る
静

的
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荷
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格

納
容
器
過

圧
・

過
温

破
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」

の
対

応
手
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の

概
要

 

（
残
留
熱

代
替
除

去
系

を
使
用
し

な
い
場

合
）

 

【
０
秒
】

 

<
約

27
時
間
> 

原
子
炉
冷
却
材
喪
失
（
大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
）
発
生
 

原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
，
タ
ー
ビ
ン
ト
リ
ッ
プ
を
確
認

※
１
 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る
 

格
納
容
器
ス
プ
レ
イ

※
13
 

格
納
容
器
圧
力

64
0k
Pa
[g
ag
e]
到
達
 

【
30

分
後
】
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
 

通
常
水
位
＋
約

1.
3ｍ

到
達

※
1
4  

<
約

32
時
間
> 

格
納
容
器
圧
力
高

13
.7
kP
a[
ga
ge
]到

達
 

給
水
流
量
の
全
喪
失
及
び
外
部
電
源
喪
失
発
生
 

高
圧
／
低
圧
注
水
 

機
能
回
復
操
作

 

大
量
送
水
車
 

に
よ
る
低
圧
原
子
炉
代
替

 

注
水
槽
へ
の
補
給
準
備

 

大
量
送
水
車
 

に
よ
る
低
圧
原
子
炉
代
替

 

注
水
槽
へ
の
補
給
操
作

 

損
傷
炉
心
冷
却
成
功
を
確
認

※
10
 

 

原
子
炉
圧
力
容
器
健
全
を
確
認

※
11
 

炉
心
損
傷
を
確
認

※
３
 

復
水
輸
送
系
，
消
火
系
，
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
 

に
よ
る
原
子
炉
注
水
 

格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
 

ベ
ン
ト
系
に
よ
る
 

格
納
容
器
ベ
ン
ト
(Ｄ

／
Ｗ
) 

Ｓ
Ａ
低
圧
母
線
受
電
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
 

原
子
炉
へ
の
注
水
開
始
確
認

※
９
 

非
常
用
高
圧
母
線

受
電

※
６
 

炉
心
損
傷
開
始
 

号
炉
間
電
力
融
通
，
高
圧
発
電
機
車

に
よ
る
非
常
用
高
圧
母
線
受
電
 

（
起

動
失
敗

の
場
合

）
 

（
起

動
失
敗

の
場
合

）
 

（
格

納
容
器

ベ
ン
ト

(Ｗ
／
Ｗ

)失
敗

の
場
合

）
 

<約
５
分
> 

中
央
制
御
室
換
気
系
起
動
 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
 

に
よ
る
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
停
止

※
15
 

非
常
用
高
圧
母
線
受
電
準
備

※
５
 水

素
濃
度
測
定
装
置
 

に
よ
る
水
素
濃
度
測
定
 

準
備
 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
常
設
）

 
復
水
輸
送
系
，
消
火
系
に
よ
る

 
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ

 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
冷
却
系
に
よ
る
 

原
子
炉
格
納
容
器
除
熱
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・

 

プ
ー
ル
水
ｐ
Ｈ
制
御
系

 

起
動
 

準
備
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系

 

（
移
動
式
代
替
熱
交
換
設
備
，
 

大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
）

 

起
動
準
備
及
び
系
統
構
成

 

燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系
起
動

 

燃
料
補
給
準
備
 

可
搬
型
設
備
へ
の
 

燃
料
補
給
 

対
応
操
作
は
，
原
子
炉
水
位
・
格
納
容
器
圧
力
等
の
徴
候
に

 

応
じ
て
対
応
を
行
う
た
め
，
今
回
想
定
し
て
い
る
破
断
規
模
・

 

破
断
位
置
が
異
な
る
場
合
，
及
び
破
断
位
置
が
特
定
で
き
な
い

 

場
合
に
お
い
て
も
，
対
応
す
る
操
作
手
順
に
変
更
は
な
い
。

 

補
足
１
 

【
事
故
の
起
因
事
象
判
定
（

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
事
象

or
過
渡
起
因
事
象
）
】
 

[原
子
炉
圧
力
と
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
の
差
圧
が

「
0.
25
MP
a[
ga
ge
]以

下
」
] 

か
つ
[ド

ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
が
「

0.
15
MP
a[
ga
ge
]以

上
」
] 

上
記
の
条
件
が
満
た
さ
れ
る
場
合
は
「
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
事
象
起
因
」
と
判
定
す
る
。

 

条
件
が
満
た
さ
れ
な
い
場
合
は
「
過
渡
起
因
事
象
」
と
判
定
す
る
。

 

（
本
シ
ナ
リ
オ
で
は
「
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
事
象
」
を
想
定
し
て
い
る
）

 

【
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
判
断
パ
ラ
メ
ー
タ
】

 

・
「
過
渡
起
因
事
象
」
時

，
原
子
炉
圧
力
の
「
急
激
な
低
下
」
（
原
子
炉
圧
力
容
器
高
圧
時
）

，
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
の
「
急
激
な
上
昇
」

，
ペ
デ
ス
タ
ル
温
度
の
「
急
激
な
上
昇
」
，
 

ペ
デ
ス
タ
ル
水
温
度
の
「
急
激
な
上
昇
」
又
は
「

指
示
値
喪
失
」
 

・
「
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
事
象
」
時

，
ペ
デ
ス
タ
ル
温
度
の
「
急
激
な
低
下
」
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル

 

水
温
度
の
「
急
激
な
上
昇
」

，
ペ
デ
ス
タ
ル
水
温
度
の
「
急
激
な
上
昇
」
又
は
「
指
示
値

喪
失
」
 

【
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
徴
候
パ
ラ
メ
ー
タ
】

 

・
「
過
渡
起
因
事
象
」
，
「
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
事
象
」
時

，
原
子
炉
水
位
低
下
（
喪
失
）
，
制
御
棒
位
置
の

 

指
示
値
喪
失
数
増
加
，
原
子
炉
圧
力
容
器
下
鏡
温
度
の
指
示
値
喪
失
数
増
加

，
制
御
棒
駆
動
機
構

 

温
度
の
指
示
値
喪
失
数
増
加

 

【
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
後
の
再
確
認
パ
ラ
メ
ー
タ
】

 

・
「
過
渡
起
因
事
象
」
時
，
[原

子
炉
圧
力
と
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
の
差
圧
が
「
0.
25
MP
a[
ga
ge
]
以
下
」
]

か
つ
[ペ

デ
ス
タ
ル
温
度
が
「
飽
和
温
度
以
上
」

] 

・
「
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
事
象
」
時
，

[ペ
デ
ス
タ
ル
温
度
が
「
飽
和
温
度
」
]か

つ
 

[サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
が
「
５
℃
以
上
上
昇
」

] 

凡
例

 

：
操
作
・
確
認

 

：
判
断

 

：
操
作
及
び
判
断

 

：
プ
ラ
ン
ト
状
態
（
解
析
）

 

：
復
旧
班
要
員
の
作
業

 

：
運
転
員
と
復
旧
班
要
員
の
共
同
作
業

 

：
解
析
上
考
慮
し
な
い
操
作
・
確
認

 

※
１
：
格
納
容
器
圧
力
高
（

13
.7
kP
a）

に
て
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
し
た
こ
と
を
平
均
出
力
領
域
計
装
に
よ
り
確
認
す
る
。

 

重
大
事
故
等
発
生
を
通
信
連
絡
設
備
に
よ
り

確
認
し
た
現
場
作
業
員
は
退
避
を
実
施
す
る
。

 

※
２
：
中
央
制
御
室
に
て
，
機
器
ラ
ン
プ
表
示
，
警
報
，
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
，
ポ
ン
プ
出
口
流
量
，
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
，
原
子
炉
圧
力
等
に
て
確
認
す
る
。
 

※
３
：
炉
心
損
傷
は
，
以
下
に
よ
り
判
断
す
る
。

 

・
格
納
容
器

雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
の
ガ
ン
マ
線
線
量
率
が
設
計
基
準
事
故
相
当

の
ガ
ン
マ
線
線
量
率
の

10
倍
を
超
え
た
場
合
 

な
お
，
格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
に
よ
る
炉
心
損
傷
発
生
の
判
断
が
で
き
な
い
場
合
は
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度

が
30
0℃

以
上
（
１
点
以
上
）
と
な
っ
た

時

点
で

，
炉
心
損
傷
と
判
断
す
る
。
 

※
４
：
中
央
制
御
室
か
ら
の
遠
隔
操
作
に
よ
り
外
部
電
源
受
電
及
び
非

常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
等
の
起
動
が
で
き
ず
非
常
用
高
圧
母
線
の
電
源
回
復
が
で
き
な
い
場
合
，

早
期
の
電
源
回
復
不
能
と
判
断
す
る
。

 

※
５
：
復
電
時
に
不
要
な
負
荷
が
起
動
す
る
の
を
防
止
す
る
た
め
の
負
荷
切
り
離
し
を
含
む
。

 

※
６
：
非
常
用
高
圧
母
線
２
系
列
の
う
ち
，
１
系
列
は
移
動
式
代
替
熱
交
換
設
備
ケ
ー
ブ
ル
接
続
後
に
受
電
す
る
。

 

※
７
：
格
納
容
器

水
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）
及
び
格
納
容
器
酸
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）
を
起
動
す
る
。

 

※
８
：
再
循
環
配
管
と
底
部
ド
レ
ン
配
管
の
隔
離
操
作
を
実
施
す
る
。

 

※
９
：
原
子
炉
圧
力
容
器
底
部
か
ら
原
子
炉
水
位
レ
ベ
ル
０
ま
で
水
位
を
上
昇
さ
せ
る
た
め
に
必
要
な
注
水
量
を
注
水
す
る
。
所
定
量
の
注
水
完
了

後
は
注
水
流
量
を
崩
壊

熱
相
当
と
す
る
。

 

解
析
上
考
慮
し
て
い
な
い
が
，
推
定
手
段
に
よ
り
損
傷
炉
心
の
冠
水
が
維
持
さ
れ
て
い
る
こ
と
を

，
原
子
炉
圧
力
容
器
表
面
温
度
を
用
い
て
原
子
炉
圧
力
容
器
内
が

 

過
熱
状
態
に
至
っ
て
な
い
こ
と

に
よ
り
確
認
す
る
。
 

※
10
：
水
位
計
測
不
能
の
場
合
，
崩
壊
熱
除
去
に
必
要
な
注
水
量
以
上
を
注
水
し
て
い
る
こ
と

及
び
原
子
炉
圧
力
容
器
下
鏡
温
度

30
0℃

未
満
に
よ
り
損
傷
炉
心
冷
却
成
功

 

と
判
断
す
る
。

 

※
11
：
原
子
炉
圧
力
容
器
健
全
確
認
は
，
圧
力
容
器
破
損
判
断
パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
り
判
断
す
る
。
（
補
足
１
）

 

※
12
：
中
央
制
御
室
待
避

室
の
準
備
操
作
は
，
以
下
を
実
施
す
る
。
 

 
 
 
・
中
央
制
御
室
待
避

室
内
の
正
圧
化
準
備
操
作
 

 
 
 
・
Ｌ
Ｅ
Ｄ
ラ
イ
ト
（
ラ
ン
タ
ン

タ
イ
プ
）
の
設
置
 

 
 
 
・
プ
ラ
ン
ト
パ
ラ
メ
ー
タ
監
視
装
置
（
中
央
制
御
室
待
避

室
）
の
設
置
 

 
 
 
な
お
，
中
央
制
御
室
待
避

室
内
の
正
圧
化
は
，
格
納
容
器
ベ
ン
ト
を
実
施
す
る
約

20
分
前
に
開
始
す
る
。
 

格
納
容
器
ベ
ン
ト

 

停
止
条
件
不
成
立

※
18
 

 Ye
s 

No
 

格
納
容
器
ベ
ン
ト
停
止
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
り
原
子
炉
水
位
を
維
持
し
，
格
納
容
器
ベ
ン
ト
に

よ
る
格
納
容
器
圧
力
の
低
下
傾
向
を
確
認
す
る
。
ま
た
，
機
能
喪
失
し
て
い
る
設
備
の
復
旧

に
努
め
，
残
留
熱
除
去
系
又
は
残
留
熱
代
替
除
去
系
及
び

可
燃
性
ガ
ス
濃
度
制
御
系
の
復
旧

後
は
，
残
留
熱
除
去
系
又
は
残
留
熱
代
替
除
去
系
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
除
熱
及
び
可
燃

性
ガ
ス
濃
度
制
御
系
に
よ
る
水
素
濃
度
制
御
を
実
施
す
る
と
と
も
に
，
格
納
容
器
ベ
ン
ト
を

停
止
し
，
安
定
停
止
状
態
を
維
持
す
る
。
 

【
有
効
性
評
価
の
対
象
と
は
し
て
い
な
い
が
，
他
に
取
り
得
る
手
段
】

 

Ⅰ
：
常
設
代
替
交
流
電
源
設
備

が
使
用
で
き
な
い
場
合
は
，
号
炉
間
電
力
融
通
又
は
高
圧
発
電
機
車
に
よ
り
電
源
を
供
給
す
る
。

 

（
電
源
容
量
に
よ
り
使
用
で
き
る
設
備
が
限
ら
れ
る
。
）

 

Ⅱ
：
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
と
同
等
の
流
量
は
確
保
で
き
な
い
が
，
復
水
輸
送
系
，
消
火
系
に
よ
る
代
替
注
水
も
実
施
可
能
で
あ

る
。
 

注
水
開
始
時
間
は
遅
く
な
る
が
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る
代
替
注
水
も
実
施
可
能
で
あ
る
。

 

Ⅲ
：
残
留
熱
代
替
除
去
系

運
転
以
外
に
除
熱
機
能
が
回
復
し
な
い
こ
と
を
確
認
し

残
留
熱
代
替
除
去
系
運
転
を
開
始
す
る
。
 

Ⅳ
：
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
冷
却
系
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
除
熱
を
実
施
す
る
。

 

Ⅴ
：
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
常
設
）
に
よ
る
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
も
実
施
可
能
で
あ
る
。

 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
と
同
等
の
流
量
は
確
保
で
き
な
い
が

，
復
水
輸
送
系
，
消
火
系
に
よ
る
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
も
実
施
可
能
で
あ
る
。

 

Ⅱ
 

Ⅴ
 

Ⅰ
 

Ⅳ
 

非
常
用
ガ
ス
処
理
系

 

自
動
起
動
を

確
認
 

 
残
留
熱
代
替
除
去
系
運
転

 

不
可
能

 

Ye
s 

No
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
に
よ
る
 

原
子
炉
格
納
容
器
除
熱
 

Ⅲ
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
ｐ

H
制
御
実
施
 

早
期
の
電
源
回
復
不
能
を
確
認

※
４
 

 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
等
機
能
喪
失
を
確
認
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
 

原
子
炉
へ
の
注
水
機
能
喪
失
を
確
認

※
２
 

 

原
子
炉
圧
力
－
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
に
よ
る
 

「
水
位
不
明
判
断
曲
線
」
で
水
位
不
明
を
判
断
 

燃
料
被
覆
管
温
度

1,
20
0℃

到
達
 

<約
10

分
> 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
起
動
 

 

燃
料
温
度

2,
50
0K
(約

2,
22
7℃

)到
達
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
起
動

※
８

 

 

原
子
炉
圧
力
容
器
・
原
子
炉
格
納
容
器
の
状
態
 

が
静
定
後
，
燃
料
プ
ー
ル
冷
却
を
再
開
す
る
 

原 子 炉 へ の 注 水
   

格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
に
よ
る
 

格
納
容
器
ベ
ン
ト
(Ｗ

／
Ｗ
)※

16
 

 

（
適
宜
実
施
）
 

（
適
宜
実
施
）
 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
 

（
可
搬
型
）
系
統
構
成
 

格
納
容
器
ベ
ン
ト
準
備
 

水
素
濃
度
及
び
酸
素
濃
度
 

監
視
設
備
の
起
動

※
７
 

中
央
制
御
室
待
避
室
内
 
 

へ
の
待
避

※
17
 

外
部
電
源
，
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
 

発
電
機
等
回
復
操
作
 

ほ
う
酸
水
注
入
系
 

に
よ
る
原
子
炉
注
入
 

可
搬
式
窒
素
供
給
装
置

に
よ
る
窒
素
供
給
準
備

 

原
子
炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル
２
）
到
達
 

（
ケ

ー
ブ
ル

接
続
後

）
 

【
  
】
：
時
刻
（
解
析
条
件
）
 

< 
> 
：
時
刻
（
解
析
結
果
）
 

<約
28

分
> 

中
央
制
御
室
待
避
室
の
 
 

 

準
備
操
作

※
12
 

※
13
：
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
の
注
水
量
は

12
0m

3
/h

と
し
，
格
納
容
器
圧
力

64
0k
Pa
[g
ag
e]
到
達
で
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
を
行
う
。

 

格
納
容
器
圧
力

58
8k
Pa
[g
ag
e]
ま
で
低
下
後
，
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
を
停
止
す
る
。
 

再
度
，
格
納
容
器
圧
力

64
0k
Pa
[g
ag
e]
到
達
で
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
を
繰
り
返
す
。
 

※
14
：
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
確
認
す
る
。

 

※
15
：
炉
心
冷
却
の
た
め
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
り
，
崩
壊
熱
に
よ
る
蒸
発
量
相
当
の
原
子
炉
注
水
は
継
続
す
る
。

 

※
16
：
格
納
容
器
ベ
ン
ト
操
作
は
，
Ｎ
Ｇ
Ｃ

 Ｎ
２
ト
ー
ラ
ス
出
口
隔
離
弁
の
開
操
作
を
優
先
し
て
実
施
し
，
中
央
制
御
室
か
ら
の
遠
隔
操
作
及
び
現
場
で
の
手
動
操
作
に
失
敗
し

た
場
合
は
，
Ｎ
Ｇ
Ｃ

 Ｎ
２
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
出
口
隔
離
弁
の
開
操
作
を
実
施
す
る
。
 

※
17
：
格
納
容
器
ベ
ン
ト
操
作

実
施
後
，
中
央
制
御
室
待
避
室
へ
待
避
す
る
。
 

 
 
 
そ
の
後
，
中
央
制
御
室
待
避

室
外
の
雰
囲
気
線
量
率
が
低
下
し
た
こ
と
を
確
認
し
，
中
央
制
御

室
待
避
室
か
ら
退
室
す
る
。
 

※
18
：
格
納
容
器
ベ
ン
ト
実
施
時
に
，
残
留
熱
除
去
系
又
は
残
留
熱
代
替
除
去
系
に
よ
る

原
子
炉

格
納
容
器
除
熱
が
可
能
で
あ
る
こ
と
及
び
可
燃
性
ガ
ス
濃
度
制
御
が
可
能
で
あ
る

 

こ
と
が
確
認
さ
れ
た
場
合
は
，
格
納
容
器
ベ
ン
ト
を
停
止
す
る
。
格
納
容
器
ベ
ン
ト
停
止
後
は
，
格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
の
窒
素
ガ
ス
パ
ー
ジ
を
実
施
す
る
。

 

主
蒸
気
隔
離
弁
閉
止
確
認

 
再
循
環
ポ
ン
プ
 

ト
リ
ッ
プ
確
認
 

格
納
容
器
内
雰
囲
気
計
装
に
よ
る

水
素
濃
度
及
び
酸
素
濃
度
監
視

 

原
子
炉
ウ
ェ
ル
代
替
注
水
系

に
よ
る
原
子
炉
ウ
ェ
ル
注
水
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系

 

（
移
動
式
代
替
熱
交
換
設
備
，

 
 

大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
）
起

動
 

3.1.3-19 



 

第 3.1.3.1-3図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」の作業と所要時間 

（残留熱代替除去系を使用しない場合） 

3.1.3-20 

責任者 当直長 1人
中央制御室監視

緊急時対策本部連絡

指揮者 当直副長 1人 運転操作指揮

指示者 1人 初動での指揮

連絡責任者

連絡担当者
4人 発電所内外連絡

運転員

（中央制御室）
復旧班要員

・ 外部電源喪失確認

・ 給水流量の全喪失確認

・ 原子炉スクラム確認，タービントリップ確認

・ 非常用ディーゼル発電機等機能喪失確認

・ 再循環ポンプトリップ確認

・ 原子炉への注水機能喪失を確認

・ 主蒸気隔離弁全閉確認

・ 炉心損傷確認

・ 早期の電源回復不能確認

― ― ・ 非常用ディーゼル発電機等　機能回復

― ― ・ 外部電源　回復

高圧・低圧注水機能喪失

調査，復旧操作
― ―

・ 復水・給水系，高圧炉心スプレイ系，

　 残留熱除去系，低圧炉心スプレイ系　機能回復

解析上考慮せず

対応可能な要員により対応する

常設代替交流電源設備

起動操作

（1人）

A
― ・ 常設代替交流電源設備起動，受電操作

（1人）

A
― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電準備（中央制御室）

― ― ・ 放射線防護具準備／装備

― ― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電準備（現場）

（1人）

A
― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電操作（中央制御室）

― ― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電操作（現場）

（1人）

A
― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電準備（中央制御室） 25分

― ― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電準備（現場） 25分

（1人）

A
― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電操作（中央制御室） 5分

― ― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電操作（現場） 5分

非常用ガス処理系　運転確認
（1人）

A
―

・ 非常用ガス処理系　自動起動確認

・ 原子炉建物差圧監視

・ 原子炉建物差圧調整

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施

ほう酸水注入系による原子炉

圧力容器へのほう酸水注入

（1人）

A
― ・ ほう酸水注入系　起動 10分 解析上考慮せず

― ・ 格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）起動操作  5分

―
・ 格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）

　 システム起動，暖気
40分

― ・ 格納容器水素濃度及び酸素濃度の監視 適宜監視

（1人）

A
―

・ 系統構成

・ 中央制御室換気系起動操作
20分 　

― ― ・ 中央制御室換気系　系統構成

（1人）

A
― ・ 中央制御室換気系　加圧運転操作 10分

― ― ・ 中央制御室待避室系統構成 30分

（1人）

A
― ・ 中央制御室待避室加圧操作

中央制御室待避

（５名）

当直長，当直副

長，運転員A,D,E

― ・ 中央制御室待避室内への待避

サプレッション・プール水

ｐＨ制御系起動操作

（1人）

A
― ・ サプレッション・プール水ｐＨ制御系起動 20分 解析上考慮せず

― ― ・ 放射線防護具準備／装備

― ― ・ 注水弁電源切替え操作

（1人）

A
― ・ 低圧原子炉代替注水系（常設）起動/運転確認/系統構成/漏えい隔離操作

低圧原子炉代替注水系

（常設）注水操作

（1人）

A
― ・ 低圧原子炉代替注水系（常設）注水弁操作 10分

中央制御室待避室に退避する前に原子炉注水流量を崩

壊熱相当に調整する。

― ・ 放射線防護具準備／装備

―
・ 大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への補給準備

　（大量送水車配置，ホース展張・接続）

― ・ 大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への補給

格納容器ベント前に低圧原子炉代替注水槽を満水に

し，緊急時対策所へ待避。低圧原子代替注水槽を満水

にすることにより待避中も注水を維持できる。

待避解除は作業エリアの放射線量測定後となる。

原子炉ウェル代替注水系

注水操作
― ・ 大量送水車による原子炉ウェルへの注水 解析上考慮せず

格納容器代替スプレイ系

（可搬型）系統構成

（1人）

A
― ・ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）系統構成 10分

―
（2人）

a,b
・ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）スプレイ弁操作（現場）

（1人）

A
― ・ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）スプレイ弁操作

―
（12人）

a～l
・ 資機材配置及びホース敷設，系統水張り，起動 解析上考慮せず

― ・ 放射線防護具準備／装備 10分 解析上考慮せず

― ・ 電源ケーブル接続 解析上考慮せず

― ― ・ 原子炉補機代替冷却系　系統構成 解析上考慮せず

―
（2人）

c,d
・ 原子炉補機代替冷却系　運転状態監視

解析上考慮せず

格納容器ベント前に大型送水ポンプ車の流量を調整

し，緊急時対策所へ待避。流量調整することで待避中

も燃料補給が不要となる。

（1人）

A
― ・ 原子炉補機代替冷却系　冷却水流量調整 10分 解析上考慮せず

― ・ 格納容器内雰囲気計装起動 5分 解析上考慮せず

― ・ 格納容器内水素濃度及び酸素濃度の監視 解析上考慮せず

― ・ 放射線防護具準備／装備

― ・ ディーゼル燃料貯蔵タンクからタンクローリへの補給

燃料補給作業 ― ・ 大量送水車，大型送水ポンプ車への補給 　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施

― ・ ドライウェルｐH制御　系統構成 20分 解析上考慮せず

― ・ ドライウェルｐH制御　起動 10分 解析上考慮せず

（1人）

A
― ・ 格納容器ベント準備（ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁操作） 10分

― ― ・ 格納容器ベント準備（ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁操作） 解析上考慮せず

―
（2人）

o,p
・ 水素濃度測定装置準備 解析上考慮せず

―
（2人）

e,f
・ 可搬式窒素供給装置準備 解析上考慮せず

― ― ・ 緊急時対策所への待避 25分 解析上考慮せず

（1人）

A
― ・ 格納容器ベント操作（ＮＧＣ　Ｎ２トーラス出口隔離弁操作） 10分

― ― ・ 格納容器ベント操作（ＮＧＣ　Ｎ２トーラス出口隔離弁操作） 解析上考慮せず

燃料プール冷却　再開
（1人）

A
― ・ 燃料プール冷却系再起動

解析上考慮せず

燃料プール水温66℃以下維持

必要人員数　合計
1人

A

19人

a～s

4人

B,C,D,E

（）内の数字は他の作業終了後，移動して対応する人員数。

1時間30分

― 10分
・燃料プール冷却水ポンプを再起動し燃料プールの冷却を再開する。

・必要に応じてスキマサージタンクへの補給を実施する。

格納容器ベント操作

―

（2人）

D,E

1時間20分

― 2時間

― 2時間

（2人）

B,C

ドライウェルｐH制御操作
（1人）

A

―

―

格納容器ベント準備操作

―

（2人）

D,E

タンクローリ残量に応じて適宜ディーゼル燃料貯蔵タ

ンクから補給。

格納容器ベント前に可搬型設備へ燃料補給を実施し，

緊急時対策所へ待避。待避解除は作業エリアの放射線

量測定後となる。
―

待

避

時

間

　現場作業中断

　（一時待避中）

移

動

時

間

　適宜実施

燃料補給準備

―

2人

r,s

10分

― 2時間30分

適宜実施

―

格納容器内雰囲気計装による

水素濃度及び酸素濃度監視

（1人）

A

―

― 　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施

原子炉補機代替冷却系運転

― 　　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施

待

避

時

間

　現場確認中断

　（一時待避中）

移

動

時

間

原子炉補機代替冷却系準備

操作

― 7時間20分

―
3人

o,p,q
― 1時間40分

（2人）

B,C

―

格納容器代替スプレイ系

（可搬型）スプレイ操作

―  適宜実施

1時間40分

待

避

時

間

―  適宜実施

待

避

時

間

　現場作業中断

　（一時待避中）

移

動

時

間

適宜実施

―
　　　　　　　　　　上部ドライウェル内雰囲気温度低下を確認

　　　　　　　　　　蒸発による水位低下を考慮して定期的に注水

待

避

時

間

　現場作業中断

　（一時待避中）

移

動

時

間

適宜実施

2時間10分

―

（2人）

a,b

　　　　　　　　　　　　　　適宜実施

輪谷貯水槽（西１／西２）か

ら低圧原子炉代替注水槽への

補給

―
14人

a～n

10分

―

― 　　　　　　注水開始30分は最大流量とし，その後は崩壊熱相当量で注水継続 　　　注水継続 適宜実施

―

低圧原子炉代替注水系

（常設）起動操作

2人

D,E

10分

20分

― 10分

中央制御室待避室準備

（2人）

D,E

― 5分

― ８時間

（2人）

D,E
40分中央制御室換気系起動

―

―

―

―

水素濃度及び酸素濃度監視

設備の起動

（1人）

A

―

―

―

Ｃ系非常用高圧母線受電操作

―

（2人）

B,C

Ｃ系非常用高圧母線受電準備

―

（2人）

B,C

Ｄ系非常用高圧母線受電操作

― 5分

（2人）

B,C
5分

2人

B,C

10分

35分

Ｄ系非常用高圧母線受電準備

―

― 10分

― 25分

交流電源回復操作
― 解析上考慮せず

対応可能な要員により対応する―

運転員

（現場）

状況判断
1人

A
― ― 10分

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

　事象発生

　

通報連絡等を行う

要員

42 43 5 6 731 32 33 34 40 4125 26 27 28 29 3011 12 22 23 245 6 7 8 9 1050 60 1 2 3 4

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使用しない場合）

必要な要員と作業項目

経過時間（分） 経過時間（時間） 経過時間（日）

備考10 20 30 40

約27時間 格納容器圧力640kPa[gage]到達

10分 常設代替交流電源設備による給電

遠隔操作に失敗した場合は，現場操作にて格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱を行う。

操作は，現場への移動を含め，約14分後から開始可能である。（操作完了は約1時間30分後）

具体的な操作方法は，遠隔手動弁操作機構により，原子炉建物付属棟内から操作を行う。

約5分 炉心損傷

プラント状況判断

約10分 燃料被覆管温度1200℃到達

原子炉スクラム

30分 低圧原子炉代替注水系（常設）原子炉注水開始

約28分 燃料温度2500K（2227℃）到達

約１時間 非常用ガス処理系 運転開始

約32時間 サプレッション・プール水位

通常水位＋約1.3m到達

約１時間40分 中央制御室換気系 運転開始



 

3.1.3-21 

 
 

 
 

第 3.1.3.2-1(1)図 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移 
 

 

 
 

第 3.1.3.2-1(2)図 注水流量の推移 
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第 3.1.3.2-1(3)図 原子炉圧力容器内の保有水量の推移 
 

 

 
 

第 3.1.3.2-1(4)図 燃料最高温度の推移 
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第 3.1.3.2-1(5)図 格納容器圧力の推移 
 

 

 
 

第 3.1.3.2-1(6)図 格納容器温度の推移 
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第 3.1.3.2-1(7)図 サプレッション・プール水位の推移 
 

 

 
 

第 3.1.3.2-1(8)図 サプレッション・プール水温度の推移 
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第 3.1.3.3-1(1)図 操作開始時間 30分遅れのケースにおける原子炉水位 

（シュラウド内外水位）の推移 

 
 

 
 

第 3.1.3.3-1(2)図 操作開始時間 30分遅れのケースにおける 

格納容器圧力の推移 

 

  



 

3.1.3-26 

 

 
 

第 3.1.3.3-1(3)図 操作開始時間 30分遅れのケースにおける 

格納容器温度の推移 

 



 

 

3.1.3-27 

第
3.
1.
3.
1-
1
表
 
「
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）」

の
重
大
事
故
等
対
策
に
つ
い
て

 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）（

１
／
３
）
 

 

判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

常
設
設
備
 

可
搬
型
設
備
 

計
装
設
備
 

原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
確
認

 

運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
，
原
子
炉
冷
却
材
喪
失
又

は
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
が
発
生
し
て
原
子
炉
が
ス
ク

ラ
ム
し
た
こ
と
を
確
認
す
る
。

 

所
内

常
設

蓄
電

式
直

流
電

源

設
備
 

－
 

平
均
出
力
領
域
計
装
 

非
常

用
炉

心
冷

却
系

機
能

喪

失
確
認

 

非
常
用
炉
心
冷
却
系
等
の
安
全
機
能
の
喪
失
を
確
認
す

る
。

 

所
内

常
設

蓄
電

式
直

流
電

源

設
備
 

常
設
代
替
直
流
電
源
設
備

 

－
 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

【
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
ポ
ン
プ
出
口
流
量
】

 

【
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量
】

 

【
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量
】
 

【
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量
】

 

全
交

流
動

力
電

源
喪

失
及

び

早
期

の
電

源
回

復
不

能
判

断

並
び
に
対
応
準
備
 

外
部
電
源
が
喪
失
す
る
と
と
も
に
，
す
べ
て
の
非
常
用

デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
等
が
機
能
喪
失
す
る
。
こ
れ
に
よ

り
非
常
用
高
圧
母
線
（

6.
9k
V）

が
使
用
不
能
と
な
り
，

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
に
至
る
。

 

中
央
制
御
室
に
て
外
部
電
源
受
電
及
び
非
常
用
デ
ィ
ー

ゼ
ル
発
電
機
等
の
起
動
が
で
き
ず
，
非
常
用
高
圧
母
線

（
6.
9k
V）

の
電
源
回
復
が
で
き
な
い
場
合
，
早
期
の
電

源
回
復
不
能
と
判
断
す
る
。
こ
れ
に
よ
り
，
常
設
代
替

交
流
電
源
設
備
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）

及
び
原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
の
準
備
を
開
始
す
る
。

 

所
内

常
設

蓄
電

式
直

流
電

源

設
備
 

常
設
代
替
直
流
電
源
設
備

 

－
 

－
 

【
 
】
：
重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
）

  
  



 

 

3.1.3-28 

第
3.
1.
3.
1-
1
表
 
「
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）」

の
重
大
事
故
等
対
策
に
つ
い
て

 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）（

２
／
３
）
 

 

判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

常
設
設
備
 

可
搬
型
設
備
 

計
装
設
備
 

炉
心
損
傷
確
認

 

大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ

 
時
に
非
常
用
炉
心
冷
却
系
の
機
能
及

び
全
交
流
動
力
電
源
が
喪
失
す
る
た
め
，
原
子
炉
水
位
は

急
激

に
低

下
し

炉
心

が
露

出
す

る
こ

と
で

炉
心

損
傷

に

至
る
こ
と
を
確
認
す
る
。

 

所
内
常
設
蓄
電
式
直
流
電
源
設
備

 
－
 

格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
 

（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
）
 

格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
 

（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
）
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備

に
よ
る
交
流
電
源
供
給
及

び
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水

系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉

注
水

 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る
交
流
電
源
供
給
後
，
低

圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を

開
始
す
る
。
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
が
原
子
炉
圧
力
の
飽
和
温
度
を
超

え
た
場
合
水
位
不
明
と
判
断
し
，
原
子
炉
底
部
か
ら
原
子

炉
水
位
Ｌ
０
ま
で
冠
水
さ
せ
る
た
め
に
必
要
な
注
水
量

及
び
崩
壊
熱
分
の
注
水
量
を
考
慮
し
，
原
子
炉
注
水
流
量

に
応
じ
た
必
要
注
水
時
間
の
原
子
炉
注
水
を
実
施
す
る
。
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備

 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ

ン
ク
 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク

 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽

 

大
量
送
水
車
 

タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
圧
力
 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）
 

代
替
注
水
流
量
（
常
設
）
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水
位
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

水
素
濃
度
及
び
酸
素
濃
度

監
視
設
備
の
起
動

 

炉
心
損
傷
が
発
生
す
れ
ば
，
ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
－
水
反
応
等

に
よ
り
水
素
ガ
ス
が
発
生
し
，
水
の
放
射
線
分
解
に
よ
り

水
素
ガ
ス
及
び
酸
素
ガ
ス
が
発
生
す
る
こ
と
か
ら
，
中
央

制
御
室
か
ら
の
遠
隔
操
作
に
よ
り
水
素
濃
度
及
び
酸
素

濃
度
監
視
設
備
を
起
動
し
，
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
水
素

濃
度
及
び
酸
素
濃
度
を
確
認
す
る
。

 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備

 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ

ン
ク
 

－
 

格
納
容
器
水
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

格
納
容
器
酸
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

【
 
】
：
重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
）

  
  

 



 

 

3.1.3-29 

第
3.
1.
3.
1-
1
表
 
「
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）」

の
重
大
事
故
等
対
策
に
つ
い
て

 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）（

３
／
３
）
 

 

判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

常
設
設
備
 

可
搬
型
設
備
 

計
装
設
備
 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ

系
（
可
搬
型
）
に
よ
る
原
子

炉
格
納
容
器
冷
却

 

格
納
容
器
温
度
が
約

19
0℃

超
過
を
確
認
し
た
場
合
又
は

格
納
容
器
圧
力
が

6
40
kP
a[
ga
ge
]
到
達
を
確
認
し
た
場

合
，
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
に
よ
り
原

子
炉
格
納
容
器
冷
却
を
実
施
す
る
。

 

格
納
容
器
圧
力
が

58
8k

Pa
[g
ag
e]
ま
で
降
下
し
た
場
合
，

又
は
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
が
通
常
水
位
＋
約

1
.
3m

に
到
達
し
た
場
合
は
，
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ

系
（
可
搬
型
）
に
よ
る
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
を
停
止
す
る
。 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ

ン
ク
 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク

 

大
量
送
水
車
 

タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
流
量
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン

ト
系
に
よ
る
原
子
炉
格
納

容
器
除
熱

 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
が
通
常
水
位
＋
約

1.
3m

に
到
達
し
た
場
合
，
格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
に
よ

る
原
子
炉
格
納
容
器
除
熱
を
実
施
す
る
。

 

格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系

 
－
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

ス
ク
ラ
バ
容
器
水
位
 

ス
ク
ラ
バ
容
器
圧
力
 

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
出
口
放
射
線
モ
ニ
タ

（
高
レ
ン
ジ
・
低
レ
ン
ジ
）
 

【
 
】
：
重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
）

  
 

 
 



 

 

3.1.3-30 

第
3.
1.
3.
2-
1
表
 
主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
））

 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）（

１
／
４
）

 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

解
析
コ
ー
ド
 

Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ
 

－
 

初 期 条 件 

原
子
炉
熱
出
力
 

2,
43
6M
W 

定
格
原
子
炉
熱
出
力
と
し
て
設
定
 

原
子
炉
圧
力
 

6.
93
MP
a[
ga
g
e]
 

定
格
原
子
炉
圧
力
と
し
て
設
定
 

原
子
炉
水
位
 

通
常
水
位
 

（
気
水
分
離
器
下
端
か
ら
+8
3
㎝
）
 

通
常
運
転
時
の
原
子
炉
水
位
と
し
て
設
定
 

炉
心
流
量
 

35
.6
×
10

3 t
/h
 

定
格
炉
心
流
量
と
し
て
設
定
 

燃
料
 

９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
 

９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
），

９
×
９
燃
料
（
Ｂ
型
）
は
熱
水
力
的
な
特
性
は
同
等
で
あ
り
，

そ
の
相
違
は
燃
料
棒
最
大
線
出
力
密
度
の
保
守
性
に
包
絡
さ
れ
る
こ
と
，
ま
た
，
９

×
９
燃
料
の
方
が
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
よ
り
も
崩
壊
熱
が
大
き
く
，
燃
料
被
覆
管
温
度
上
昇

の
観
点
で
厳
し
い
た
め
，
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
の
評
価
は
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
の
評
価
に

包
絡
さ
れ
る
こ
と
を
考
慮
し
，
代
表
的
に
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
を
設
定
 

原
子
炉
停
止
後
の
崩
壊
熱
 

AN
SI
/A
NS
-5
.
1-
19
79
 

（
燃
焼
度

33
GW
d/
t）

 

サ
イ
ク
ル
末
期
の
燃
焼
度
の
ば
ら
つ
き
を
考
慮
し
，
1
0％

の
保
守
性
を
考
慮
し
て
設

定
 

格
納
容
器
空
間
体
積
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
）
 

7,
90
0m

3  
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
内
体
積
の
設
計
値
（
内
部
機
器
及
び
構
造
物
の
体
積
を
除
い
た
値
）
 

格
納
容
器
空
間
体
積
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・

チ
ェ
ン
バ
）
 

空
間
部
：
4,
7
00
m3
 

液
相
部
：
2,
8
00
m3
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
内
体
積
の
設
計
値
（
内
部
機
器
及
び
構
造
物
の
体
積

を
除
い
た
値
）
 

真
空
破
壊
装
置
 

3.
43
kP
a（

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
－
サ
プ

レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
間
差
圧
）
 

真
空
破
壊
装
置
の
設
定
値
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
 

3.
61
m（

NW
L）

 
通
常
運
転
時
の
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
と
し
て
設
定
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
 

35
℃
 

通
常
運
転
時
の
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
の
上
限
値
と
し
て
設
定
 

格
納
容
器
圧
力
 

５
kP
a[
ga
ge
] 

通
常
運
転
時
の
格
納
容
器
圧
力
と
し
て
設
定
 

格
納
容
器
温
度
 

57
℃
 

通
常
運
転
時
の
格
納
容
器
温
度
と
し
て
設
定
 

外
部
水
源
の
温
度
 

35
℃
 

屋
外
貯
水
槽
の
水
源
温
度
と
し
て
実
測
値
及
び
夏
季
の
外
気
温
度
を
踏
ま
え
て
設
定
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第
3.
1.
3.
2-
1
表
 
主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
））

 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）（

２
／
４
）

 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

事 故 条 件 

起
因
事
象
 

大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
 

再
循
環
配
管
（
出
口
ノ
ズ
ル
）
の
破
断
 

原
子

炉
圧
力

容
器
か

ら
原

子
炉

格
納

容
器

へ
の
冷

却
材

流
量

を
大

き
く

見

積
も
り
，
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
圧
力
上
昇
及
び
温
度
上
昇
の
観
点
か
ら
厳

し
い
設
定
と
し
て
，
原
子
炉
圧
力
容
器
バ
ウ
ン
ダ
リ
に
接
続
す
る
配
管
の
う

ち
，
口
径
が
最
大
で
あ
る
再
循
環
配
管
（
出
口
ノ
ズ
ル
）
の
両
端
破
断
を
設

定
 

安
全
機
能
の
喪
失
に
対
す
る
仮
定
 

高
圧
注
水
機
能
喪
失
 

低
圧
注
水
機
能
喪
失
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
 

す
べ
て
の
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
等
の
機
能
喪
失
を
想
定
し
，
設
定
 

高
圧

注
水
機
能
と

し
て
原
子
炉
隔

離
時
冷
却
系

及
び
高
圧
炉
心

ス
プ
レ

イ

系
の
機
能
喪
失
を
，
低
圧
注
水
機
能
と
し
て
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
及
び
残

留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
の
機
能
喪
失
を
設
定
 

外
部
電
源
 

外
部
電
源
な
し
 

過
圧
及
び
過
温
へ
の
対
策
の
有
効
性
を
総
合
的
に
判
断
す
る
観
点
か
ら
，
プ

ラ
ン

ト
損
傷

状
態
で

あ
る

Ｌ
Ｏ

Ｃ
Ａ

に
全

交
流
動

力
電

源
喪

失
を

重
畳

す

る
こ
と
か
ら
，
外
部
電
源
が
喪
失
す
る
も
の
と
し
て
設
定
 

水
素
ガ
ス
の
発
生
 

ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
－
水
反
応
を
考
慮
 

水
の
放
射
線
分
解
等
に
よ
る
水
素
ガ
ス
発
生
に
つ
い
て
は
，
格
納
容
器
圧
力

及
び
温
度
に
与
え
る
影
響
が
軽
微
で
あ
る
こ
と
か
ら
考
慮
し
て
い
な
い
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第
3.
1.
3.
2-
1
表
 
主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
））

 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）（

３
／
４
）

 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

重 大 事 故 等 対 策 に 関 連 す る 機 器 条 件 

原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
信
号
 

事
象
発
生
と
同
時
に
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
 

事
象
発
生
と
同
時
に
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
す
る
も
の
と
し
て
設
定
 

主
蒸
気
隔
離
弁
 

事
象
発
生
と
同
時
に
閉
止
 

主
蒸
気
が
原
子
炉
格
納
容
器
内
に
保
持
さ
れ
る
厳
し
い
条
件
と
し
て
設
定
 

再
循
環
ポ
ン
プ
 

事
象
発
生
と
同
時
に
停
止
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
に
よ
る
ポ
ン
プ
停
止
を
踏
ま
え
て
設
定
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
 

20
0m

3 /
h（

1.
00
MP
a[
ga
ge
]に

お
い
て
）
で

注
水
，
そ
の
後
は
炉
心
を
冠
水
維
持
可
能
な

注
水
量
に
制
御
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

            

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
 

12
0 

m
3 /
h
に
て
原
子
炉
格
納
容
器
内
へ
ス

プ
レ
イ
 

格
納
容
器
温
度
及
び
圧
力
抑
制
に
必
要
な
ス
プ
レ
イ
流
量
を
考
慮
し
，
設
定
 

格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
 

格
納
容
器
圧
力

42
7k
Pa
[g
ag
e]
に
お
け
る

最
大
排
出
流
量

9.
8k
g/
s
に
対
し
て
，
格
納

容
器

隔
離

弁
を

全
開

操
作

に
て

原
子

炉
格

納
容
器
除
熱
 

格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

 

0
.
0
 

0
.
5
 

1
.
0
 

1
.
5
 

2
.
0
 

0
1
0
0

2
0
0

3
0
0

4
0
0

原子炉圧力（MPa[gage]）

流
量
（

m3
/h
）
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1.
3.
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表
 
主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
））

 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）（

４
／
４
）

 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

重 大 事 故 等 対 策 に 関 連 す る 操 作 条 件 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原

子
炉
注
水
操
作
 

事
象
発
生
か
ら

30
分
後
 

常
設

代
替
交

流
電
源

設
備

の
起

動
，

受
電

及
び
低

圧
原

子
炉

代
替

注
水

系

（
常
設
）
の
準
備
時
間
を
考
慮
し
て
設
定
 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
冷
却
操
作
 

格
納
容
器
圧
力

64
0k
Pa
[g
ag
e]
到
達
時
 

64
0～

58
8k
Pa
[g
ag
e]
の
範
囲
で
維
持
 

原
子
炉
格
納
容
器
の
限
界
圧
力
到
達
防
止
を
踏
ま
え
て
設
定

 

格
納

容
器

フ
ィ

ル
タ

ベ
ン

ト
系

に
よ

る
原

子

炉
格
納
容
器
除
熱
操
作
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
が
通
常
水

位
＋
約

1.
3m

到
達
か
ら

10
分
後
 

原
子
炉
格
納
容
器
の
限
界
圧
力
到
達
防
止
を
踏
ま
え
て
設
定
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添付資料 3.1.3.1 

 

炉心損傷の判断基準及び炉心損傷判断前後の運転操作の差異について 

  

１．炉心損傷の判断基準 

１．１ 炉心損傷の判断基準について 

炉心損傷に至るケースとしては，注水機能喪失により原子炉水位が燃料棒

有効長頂部（ＴＡＦ）以上に維持できない場合において，原子炉水位が低下

し，炉心が露出し冷却不全となる場合が考えられる。 

事故時操作要領書（徴候ベース）では，原子炉への注水系統を十分に確保

できず原子炉水位がＴＡＦ未満となった際に，格納容器雰囲気放射線モニタ

を用いて，ドライウェル内又はサプレッション・チェンバ内のガンマ線線量

率の状況を確認し，図１，図２に示す設計基準事故相当のガンマ線線量率の

10倍を超えた場合を，炉心損傷開始の判断としている。 

炉心損傷等により燃料被覆管から原子炉内に放出される希ガス等の核分

裂生成物が，逃がし安全弁等を介して原子炉格納容器内に流入する事象進展

を踏まえて，原子炉格納容器内のガンマ線線量率の値の上昇を，運転操作に

おける炉心損傷の判断及び炉心損傷の進展割合の推定に用いているもので

ある。 

また，東京電力福島第一原子力発電所の事故時に原子炉水位計，格納容器

雰囲気放射線モニタ等の計装設備が使用不能となり，炉心損傷を迅速に判断

できなかったことに鑑み，格納容器雰囲気放射線モニタに頼らない炉心損傷

の判断基準について検討しており，その結果，格納容器雰囲気放射線モニタ

の使用不能の場合は，「原子炉圧力容器表面温度：300℃以上（１点以上）」

を炉心損傷の判断基準として手順に追加する。なお，300℃以上の判断に当

たっては，近接の原子炉圧力容器表面温度との比較，炉心への注水状況によ

り，計器の単一故障による指示値の上昇でないことを確認する。 
原子炉圧力容器表面温度は，炉心が冠水している場合には，逃がし安全弁

の動作圧力（安全弁機能の最大8.35MPa［gage］）における飽和温度約299℃

を超えることはなく，300℃以上にはならない。一方，原子炉水位の低下に

より炉心が露出した場合には過熱蒸気雰囲気となり，温度は飽和温度を超え

て上昇するため，300℃以上になると考えられる。上記より，炉心損傷の判

断基準を300℃以上としている。なお，炉心損傷判断は格納容器雰囲気放射

線モニタが使用可能な場合は，当該の計装設備にて判断を行う。 
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図１ ドライウェルのガンマ線線量率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ サプレッション・チェンバのガンマ線線量率 

(2) ウェットウェル領域のγ線線量率
 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



添 3.1.3.1-3 

１．２ 炉心損傷の判断基準の根拠について 

炉心損傷の判断基準は，設計基準事故時の格納容器雰囲気放射線モニタの

ガンマ線線量率（追加放出時）以上でなければならない。一方，基準を高め

に設定すると判定が遅れることが懸念されるため，高すぎる設定値は判断基

準として適さない。 

炉心損傷開始の判断は，上述のとおり格納容器雰囲気放射線モニタのガン

マ線線量率が設計基準事故（追加放出）の10倍を越えた場合であり，この設

定値は，全燃料中に含まれる希ガスの0.1％相当が原子炉格納容器内に放出

された場合のガンマ線線量率よりも低い，余裕のある値となっている。 

上記より炉心損傷判断としては，設計基準事故を超える事象について，設

計基準事故のガンマ線線量率より高く，かつ判定遅れが生じない基準として，

設計基準事故（追加放出）の10倍を判断目安としている。 

なお，設計基準事故としては原子炉冷却材喪失を想定しており，破裂の発

生する燃料棒はない。Ｄ／ＷとＷ／Ｗの設計基準事故時の格納容器雰囲気放

射線モニタのガンマ線線量率（追加放出時）は，燃料棒から追加放出される

希ガスがＤ／Ｗ及びＷ／Ｗに各100％移行すると仮定し，時間による減衰を考

慮して算出した。 

１．３ 格納容器雰囲気放射線モニタについて 

格納容器雰囲気放射線モニタのガンマ線線量率の測定レンジは，10-2～

105Sv/hであり，この測定レンジにおいて，「設計基準事故における燃料か

らの追加放出による放射線量率」，「重大事故時の炉心損傷の判断目安（追

加放出の10倍）」及び「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能

喪失＋全交流動力電源喪失のシーケンスにおける最大放射線量率」を測定可

能である。（表１参照） 

格納容器雰囲気放射線モニタは，連続計測しており，計装設備の指示値は

換算不要で図１の炉心損傷の判断目安と対比可能であるため，指示値が上昇

すれば，すぐに炉心損傷を判断可能と考える。格納容器雰囲気放射線モニタ

の検出器は，ドライウェル内の対角位置に２箇所，サプレッション・チェン

バ内の気相部の対角位置に２箇所の合計４箇所に設置している。炉心損傷後

の核分裂生成物の原子炉内から原子炉格納容器への移行は，大破断ＬＯＣＡ

等，直接ドライウェル側に放出される場合と，原子炉圧力容器が健全で逃が

し安全弁を介してサプレッション・チェンバ側に放出される場合があるが，

いずれの場合においても，炉心損傷時は希ガス等が急激に放出されるため，

格納容器雰囲気放射線モニタにて炉心損傷に伴うガンマ線線量率の上昇を

測定可能と考える。 

また，炉心の損傷割合と燃料被覆管から放出される希ガス等の放出割合は

比例すると仮定し，手順では原子炉停止後の経過時間とガンマ線線量率によ

り炉心損傷の進展割合を推定することとしている。 



  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
表
１
 
格
納
容
器
内
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
に
よ
る
炉
心
損
傷
の
判
断

 

 
検
出
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
検
出
方
法

 
炉
心
損
傷
 

の
判
断
 

格
納
容
器

 

ベ
ン
ト

 

設
計
基
準
事
故
の
追
加
放
出

 

10
－
２
～
10

０
程
度
[S
v/
h]

 

原
子
炉
停
止
後
の
経
過
時
間
が
，

 

0
時
間
後
か
ら

10
0
時
間
後
の
値
 

格
納
容
器
雰
囲
気

 

放
射
線
モ
ニ
タ
※

 
無
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・
プ
ー
ル
通
常

水
位
＋
約

1.
3m

 

炉
心
損
傷
の
判
断
目
安

 

（
設
計
基
準
事
故
の

10
倍
）
 

10
－
１
～
10

１
程
度
[S
v/
h]

 

原
子
炉
停
止
後
の
経
過
時
間
が
，

 

0
時
間
後
か
ら

10
0
時
間
後
の
値
 

格
納
容
器
雰
囲
気

 

放
射
線
モ
ニ
タ
※

 
有
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・
プ
ー
ル
通
常

水
位
＋
約

1.
3m

 

審
査
ガ
イ
ド
に
よ
る
制
限

 

敷
地
境
界
で
の
実
効
線
量
を
評
価
し
，

周
辺
の
公
衆
に
対
し
て
著
し
い
放
射
線

被
ば
く
の
リ
ス
ク
を
与
え
な
い
こ
と

 

（
発
生
事
故
あ
た
り
概
ね
５

mS
v
以
下
）
 

―
 

―
 

―
 

格
納

容
器

雰
囲

気
放

射
線

モ
ニ

タ
使

用
不

能
時

の
炉

心
損
傷
判
断
の
基
準

 
30
0℃

以
上
 

原
子
炉
圧
力
容
器

 

表
面
温
度
 

有
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・
プ
ー
ル
通
常

水
位
＋
約

1.
3m

 

「
冷
却
材
喪
失
（
大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
）
＋
Ｅ
Ｃ
Ｃ
Ｓ
注

水
機
能
喪
失
＋
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
」
の
シ
ー
ケ
ン

ス
に
お
け
る
最
大
放
射
線
量
率
（
早
期
に
炉
心
損
傷
し

た
方

が
核

分
裂

生
成

物
の

減
衰

が
少

な
く

放
射

線
量

率
は
高
く
な
る
傾
向
に
あ
り
，
シ
ビ
ア
ア
ク
シ
デ
ン
ト

の
中
で
も
早
期
に
炉
心
損
傷
す
る
例
）

 

1.
5×

10
4  
Sv
/h

程
度

 

（
事
故
後
の
最
大
値
）

 

格
納
容
器
雰
囲
気

 

放
射
線
モ
ニ
タ
※

 
有
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２．炉心損傷判断前後における運転操作の差異 

２．１ 原子炉への注水について 

ＢＷＲの場合，事故時の対応は，原子炉注水が最優先であり，炉心損傷の

判断の前後でその対応のマネジメントが大きく変わるものではない。原子炉

に注水することで，炉心損傷前であれば，冷却による炉心損傷の発生防止が

図られ，また，炉心損傷後であれば，冷却による炉心損傷の進展の抑制及び

原子炉圧力容器破損防止が図られる。 

 

２．２ 格納容器ベント及び格納容器スプレイについて 

格納容器スプレイについては，炉心損傷を判断基準に運転操作を変更し，

格納容器ベントについては炉心損傷の有無によらず，運転操作の変更はない

（表２）。 

炉心損傷前の格納容器スプレイは，格納容器圧力が384kPa[gage]から

334kPa[gage]の範囲で格納容器代替スプレイ系（可搬型）による格納容器ス

プレイ（間欠）を実施し，サプレッション・プール通常水位＋約1.3mに到達

すれば格納容器スプレイを停止後にベントを実施する。炉心損傷前は環境へ

放出される核分裂生成物の放出量が低く，原子炉格納容器の健全性を確保す

ることを目的としている。炉心損傷を判断した場合は，格納容器スプレイの

運転操作が変更となり，640kPa［gage］から588kPa［gage］の範囲で格納容

器代替スプレイ系（可搬型）による格納容器スプレイ（間欠）を実施し，サ

プレッション・プール通常水位＋約1.3mに到達すれば格納容器スプレイを停

止後にベントを実施する。 

原子炉スクラム後における，炉心損傷の前後の格納容器ベント及び格納容

器スプレイの実施基準の差異を表２に示す。 

 

 

 

 

  



 

添 3.1.3.1-6 

表２ 炉心損傷判断前後における格納容器スプレイ及び格納容器ベントの 
実施基準の差異 

 炉心損傷前 炉心損傷後 

格
納
容
器
ス
プ
レ
イ 

（圧力基準） 

炉心損傷前の格納容器スプレイは，原

子 炉 格 納 容 器 最 高 使 用 圧 力 の

427kPa[gage] 以下に制御することを目

的 に ， 原 子 炉 格 納 容 器 圧 力 が

384kPa[gage]※２に到達した時点で開始

し，334kPa[gage]※２に低下した場合，又

はサプレッション・プール水位が通常水

位＋約1.3mに到達した時点で停止する。

間欠運転とするのは，格納容器スプレイ

により原子炉格納容器内の水位を上昇

させることで，原子炉格納容器の空間容

積を減少させ圧力の上昇を早めること

から，結果として，格納容器ベントに至

る時間が早まるためである。 

 

（温度基準） 

格納容器最高使用温度は，ドライウェ

ル：171℃であり，空間温度がこれらの

温度に到達する前に格納容器スプレイ

を行い，150℃以下に低下した場合，又

はサプレッション・プール水位が通常水

位＋約1.3mに到達した時点で停止する。 

 

（圧力基準） 

炉心損傷後の格納容器スプレイは，原

子炉格納容器限界圧力の853kPa[gage] 

未満に制御することを目的に，原子炉格

納容器圧力が640kPa[gage]※１に到達し

た時点で開始し，588kPa[gage]※１に低

下した場合，又はサプレッション・プー

ル水位が通常水位＋約1.3mに到達した

時点で停止する。間欠運転とするのは，

格納容器スプレイにより原子炉格納容

器内の水位を上昇させることで，原子炉

格納容器の空間容積を減少させ圧力の

上昇を早めることから，結果として，格

納容器ベントに至る時間が早まるため

である。 

 

（温度基準） 

原子炉格納容器の限界温度の200℃に

至らないように，ドライウェル及びサプ

レッション・チェンバの空間温度が

190℃以上となった場合に開始し，171℃

以下に低下した場合，又はサプレッショ

ン・プール水位が通常水位＋約1.3mに到

達した時点で停止する。 

格
納
容
器
ベ
ン
ト 

サプレッション・プール水位が通常水

位＋約1.3m到達により格納容器スプレ

イを停止した時点で，格納容器の健全性

を維持することを目的に，ウェットウェ

ルベントを優先として格納容器フィル

タベント系により格納容器ベントを行

う。 

サプレッション・プール水位が通常水

位＋約1.3m到達により格納容器スプレ

イを停止した時点で，格納容器の過圧に

よる破損を防止することを目的に，ウェ

ットウェルベントを優先として格納容

器フィルタベント系により格納容器ベ

ントを行う。 

※１ 炉心損傷後における格納容器スプレイの間欠運転幅は外部水源注水量の抑制及び運転操作間隔 

を考慮（約 30分）し設定 

※２ 炉心損傷前における格納容器スプレイの間欠運転幅は炉心損傷後と同等な圧力差を設定 
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３．ＭＡＡＰ解析における炉心損傷の開始と運転操作における炉心損傷判断基準

について 

 

有効性評価のうち，シビアアクシデント総合解析コードＭＡＡＰを用いた解析

においては，炉心損傷の開始を，1,000K（約 727℃）に到達した時点としており，

有効性評価の評価項目（「実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容

器破損防止対策の有効性評価に関する審査ガイド」を踏まえた要件）の 1,200℃

（約 1,473K）よりも低い温度としている。 

この 1,000Kは，PHEBUS-FPT0実験で，燃料被覆管温度が約 1,000Kに達したと

きに核分裂生成物（ＦＰ）の放出開始が観察されたことを踏まえ，被覆管温度が

1,000K に到達すると，被覆管の破裂によりＦＰが放出され，物理現象モデルに

よりＦＰ挙動の計算が開始される温度である。なお，燃料温度上昇によるヒート

アップ・熱水力モデルの内部処理切替え等の特段の処置は行われるわけではない。 

一方，実際の運転操作においては，炉心損傷の状況を直接的に監視可能な計装

設備は原子炉内に設置されておらず，このため，燃料の損傷により放出される希

ガス等のガンマ線線量率の上昇を，格納容器雰囲気放射線モニタによって監視し，

運転操作における炉心損傷の判断に用いている。 

よって，解析において炉心損傷の開始を 1,000K（約 727℃）に到達した時点と

していることは，運転操作の炉心損傷の判断に影響を与えるものではない。 
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（補足）炉心損傷の判定時間に係る解析結果について 

「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪

失」における事象発生後の燃料被覆管温度推移の解析結果を表３に示す。 

ＭＡＡＰ解析において，約 727℃（ＭＡＡＰ解析における炉心損傷判定温度）

から 1,200℃（審査ガイドにおける炉心の著しい損傷の評価項目における要件）

に上昇するまでの時間は５分程度であり，炉心損傷判断の時間に有意な差異が生

じることはない。 

また，ＭＡＡＰ解析による炉心損傷の判定時間は約５分であるが，これはＳＡ

ＦＥＲ解析の結果と比較しても，炉心損傷の判定時間として早期すぎる結果とは

なっていない。 

 

表３ 炉心損傷の判定時間に係る解析結果 

燃料 

被覆管 

温度 

事象発生後の時間 

備考 
ＭＡＡＰ解析 ＳＡＦＥＲ解析 

約 727℃ 

（1,000K） 
約５分 約２分 

ＭＡＡＰ解析における炉心

損傷判定温度 

（ＰＨＥＢＵＳ－ＦＰＴＯ

実験にて核分裂生成物が放

出された温度） 

― 
約５～10分 

（参考） 

約２～４分 

（参考） 

手順上の炉心損傷判断 

（ＣＡＭＳのガンマ線線量

率が設計基準事故相当の 10

倍を超えた場合） 

1,200℃ 約 10分 約４分 

審査ガイド上における炉心

の著しい損傷の評価項目に

おける要件 

約 2,227℃ 

（2,500K） 
約 28分 ―※ 炉心溶融 

※高出力燃料集合体集合体において，燃料被覆管温度が 1,200℃を大きく超過す

るため，ＳＡＦＥＲでは計算できない。 
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添付資料 3.1.3.2 

非凝縮性ガスの影響について 

 

１. はじめに 

  格納容器過圧・過温破損を防止するための対策の確認においては，ＭＡＡＰ

コードを使用して「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋

全交流動力電源喪失」を仮定したシナリオにて評価を実施している。ＭＡＡＰ

コードの水素ガス発生量に関する妥当性については，ＴＭＩ及びＰＨＥＢＵＳ

試験により確認しており，当該解析にＭＡＡＰコードを用いることは妥当であ

る[１]。 

  ただし，ＭＥＬＣＯＲコードのように，流路閉塞が発生しにくい（水素ガス

が発生しやすい）と仮定した場合においても，評価に有意な影響がないことを

確認するため，感度解析を実施した。 

 

２．解析条件 

・流体が流路減少部分を通過できなくなるとするノードの空隙率（ポロシテ

ィ）：0.0（申請解析ではポロシティ：0.1以下） 

図１に示すように，炉心内でデブリの移行が発生し，それが冷却材流路に堆

積して流路が減少した場合，ＭＡＡＰ解析では流路減少を起こしたノードの空

隙率（ポロシティ）が 0.1以下になるとそのノードは閉塞したものとみなされ，

それ以降は流体が閉塞部分を通過することができなくなる。一方ＭＥＬＣＯＲ

解析の場合，流路減少を起こしたノードの空隙率の最小値は 0.05に設定されて

おり，閉塞は発生しない。 

したがって，炉心で発生する非凝縮性ガスはＭＡＡＰの方が少なくなる傾向

にある。このため，上記の条件にて，水素ガス発生量を多めに見積もる感度解

析を行うこととする。なお，ポロシティの設定以外については申請解析と同様

とした。 

 

３．解析結果 

図２から図６に解析結果を示す。図２より，申請解析でのジルコニウム－水

反応による水素ガス発生量が約 198kg に対して感度解析では約 283kg と水素ガ

ス発生量は約 43％増加しているが，図３に示すとおり格納容器圧力の制御は可

能であり，保守的な条件として非凝縮性ガスが増加するような場合においても，

評価結果に対する当該操作に大きな影響はない。 

 

[1]「沸騰水型原子力発電所 重大事故等対策の有効性評価に係るシビアアクシデ

ント解析コード(ＭＡＡＰ)について」，東芝エネルギーシステムズ株式会社，

TLR-094，日立ＧＥニュークリア・エナジー株式会社，HLR-123，平成 30年５月 

以上 
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図１ 炉心内流路閉塞モデルの概念図 

（「MAAP5.01及び MELCOR2.1を用いた軽水炉代表プラントの過酷事故解析」， 

電力中央研究所，平成 26年 6月 抜粋） 
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大破断ＬＯＣＡ（申請解析：空隙率 0.1以下で完全閉塞） 

 

 

大破断ＬＯＣＡ（感度解析：空隙率 0.0で完全閉塞） 

 

図２ 水素発生量比較  
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大破断ＬＯＣＡ（申請解析：空隙率 0.1以下で完全閉塞） 

 

 

大破断ＬＯＣＡ（感度解析：空隙率 0.0で完全閉塞） 

 

図３ 格納容器圧力の比較 
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大破断ＬＯＣＡ（申請解析：空隙率 0.1以下で完全閉塞） 

 

 

大破断ＬＯＣＡ（感度解析：空隙率 0.0で完全閉塞） 

 

図４ 格納容器温度の比較  
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大破断ＬＯＣＡ（申請解析：空隙率 0.1以下で完全閉塞） 

 

 

大破断ＬＯＣＡ（感度解析：空隙率 0.0で完全閉塞） 

 

図５ ドライウェル気相濃度の比較 
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大破断ＬＯＣＡ（申請解析：空隙率 0.1以下で完全閉塞） 

 

 

大破断ＬＯＣＡ（感度解析：空隙率 0.0で完全閉塞） 

 

図６ サプレッション・チェンバ気相濃度の比較 
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添付資料 3.1.3.3 

 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）時において残留

熱代替除去系を使用しない場合における格納容器フィルタベント系からのＣｓ－

137放出量評価について 

 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）時において残留

熱代替除去系を使用しない場合におけるＣｓ－137 の放出量は以下のとおりと

なる。 

なお，Ｃｓ－137 の炉内内蔵量の評価の前提条件を表１に，Ｃｓ－137の放出

量評価条件を表２に示す。 

 

１．Ｃｓ－137の放出量（TBq）の算出 

Ｃｓ－137の放出量は，以下の式により算出される。 

 

大気中へのＣｓ－137の放出量(Bq）= f_Cs × Bq_Cs-137 ×（１／DF）・・（1） 

 

一方，原子炉格納容器からのセシウムの放出割合（f_Cs）は，ＣｓＩ及びＣｓ

ＯＨの放出割合より，以下の式により算出される。なお，Ｃｓ－137 の炉内内蔵

量はＯＲＩＧＥＮコード，原子炉格納容器からのＣｓＩ及びＣｓＯＨの放出割合

はＭＡＡＰコードにて算出している。 

 

f_Cs ＝（M_CsI ＋ M_CsOH）／ M_Cs・・・・・・・・・・・・・ （2） 

M_CsI ＝ W_Cs ×（M_I／W_I）× f_CsI・・・・・・・・・・・・ （3） 

M_CsOH ＝（M_Cs － W_Cs ×（M_I／W_I））× f_CsOH・・・・・ （4） 

 

（2）～（4）式より 

f_Cs ＝ f_CsOH ＋（M_I／M_Cs）×（W_Cs／W_I）×（f_CsI － f_CsOH）・（5） 

 

f_Cs ：格納容器からのセシウムの放出割合 

f_CsI ：格納容器からのＣｓＩの放出割合※ 

f_CsOH ：格納容器からのＣｓＯＨの放出割合※ 

M_CsI ：ＣｓＩに含まれるＣｓ量 

M_CsOH ：ＣｓＯＨに含まれるＣｓ量 

M_I ：よう素の初期重量 = 18.1 （kg） 

M_Cs ：セシウムの初期重量 = 237.6 （kg） 

W_I ：よう素の分子量 = 131（kg/kmol） 

W_Cs ：セシウムの分子量 = 133（kg/kmol） 

Bq_Cs-137 ：Ｃｓ－137の原子炉圧力容器内内蔵量 = 3.22×1017（Bq） 

DF    ：格納容器フィルタベント系による粒子状放射性物質に対する除

染係数 = 1000 

 
※格納容器内のエアロゾル状の放射性物質の低減効果（サプレッション・チ

ェンバのスクラビングによる除染係数等）を考慮したＭＡＡＰコードでの

評価値（別紙参照） 
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２．計算結果 

サプレッション・チェンバのラインを経由し，格納容器フィルタベント系を用

いた場合の７日間のＣｓ－137の放出量は（1），（5）式より以下のとおりとなる。 

 

f_Cs ＝ f_CsOH +（M_I／M_Cs）×（W_Cs／W_I）×（f_CsI － f_CsOH） 

f_Cs ＝ 6.54×10－６ 

＋（18.1／237.6）×（133／131）×（3.51×10－６ － 6.54×10－６） 

＝ 6.31×10－６ 

 

Ｃｓ－137の放出量（Bq） ＝ f_Cs × Bq_Cs137 ×（１／DF） 

＝ 6.31×10－６× 3.22×1017 ×（１／1000） 

＝ 2.03×10９[Bq] 

＝ 約 2.1×10－３ [TBq] 

 

ドライウェルのラインを経由し，格納容器フィルタベント系を用いた場合の７

日間のＣｓ－137の放出量は（1），（5）式より以下のとおりとなる。 

 

f_Cs ＝ f_CsOH ＋（M_I／M_Cs）×（W_Cs／W_I）×（f_CsI － f_CsOH） 

f_Cs ＝ 1.11×10－２  

＋（18.1／237.6）×（133／131）×（2.62×10－３ － 1.11×10－２） 

＝ 1.05×10－２ 

 

Ｃｓ－137の放出量（Bq） ＝ f_Cs × Bq_Cs137 ×（１／DF） 

＝ 1.05×10－２ × 3.22×1017 ×（１／1000） 

＝ 3.38×1012[Bq] 

＝ 約 3.4 [TBq] 

 

同様に，30 日間及び 100 日間のＣｓ－137 の放出量は（1），（5）式より以下

のとおりとなる。 

サプレッション・チェンバのラインを経由し，格納容器フィルタベント系を用

いた場合 

Cs-137 の放出量（Bq）= 約 4.0×10－３TBq（30日間） 

Cs-137 の放出量（Bq）= 約 6.5×10－３TBq（100日間） 

ドライウェルのラインを経由し，格納容器フィルタベント系を用いた場合 

Cs-137 の放出量（Bq）= 約 5.3TBq（30日間） 

Cs-137 の放出量（Bq）= 約 5.4TBq（100日間） 
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表１ Ｃｓ－137の炉内内蔵量の評価の前提条件 
項目 評価条件 選定理由 

運転時間（h） 

１サイクル：10,000h (416 日) 

２サイクル：20,000h 

３サイクル：30,000h 

４サイクル：40,000h 

５サイクル：50,000h 

１サイクル 13ヶ月（395日）

を考慮して，燃料の最高取出

燃焼度に余裕を持たせ長めに

設定 

取替炉心の 

燃料装荷割合 

１サイクル：0.229 (200 体) 

２サイクル：0.229 (200 体) 

３サイクル：0.229 (200 体) 

４サイクル：0.229 (200 体) 

５サイクル：0.084 (72 体) 

取替炉心の燃料装荷割合に基

づく 

 

表２ 放出量評価条件 
項目 評価条件 選定理由 

炉内内蔵量 

（Ｃｓ－137） 
3.22×1017 

「単位熱出力あたりの炉内蓄

積量（Bq/MW）」に「2,436MW

（定格熱出力）」を乗じて算

出 

放出開始時間 
事象発生から約 32 時間（格納

容器フィルタベント使用時） 
ＭＡＡＰ解析結果 

格納容器内での除去効

果 

ＭＡＡＰ解析に基づく（沈着，

ドライウェルスプレイ及びサ

プレッション・プールにおける

スクラビング） 

ＭＡＡＰのＦＰ挙動モデル 

格納容器内ｐＨ制御の

効果 
考慮しない 

保守的に考慮しないものとし

た 

格納容器から原子炉建

物への漏えい 
考慮しない 

保守的に考慮しないものとし

た 

格納容器フィルタベン

ト系への放出割合 

【Ｓ／Ｃベント】 

ＣｓＩ類：3.51×10－６ 

ＣｓＯＨ類： 6.54×10－６ 

【Ｄ／Ｗベント】 

ＣｓＩ類：2.62×10－３ 

ＣｓＯＨ類：1.11×10－２ 

ＭＡＡＰ解析結果 

格納容器フィルタベン

ト系における粒子状放

射性物質の除去係数 

粒子状物質：1,000 設計値に基づき設定 
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添付資料 3.1.3.3（別紙） 

 

大破断ＬＯＣＡ時における放射性物質の原子炉格納容器内への放出割合について 

 

大破断ＬＯＣＡ時における環境中へのセシウムの放出量の評価では，原子炉格

納容器内へのセシウムの放出割合としてＭＡＡＰ解析結果を適用している。 

原子炉格納容器内への放射性物質の放出割合は米国の代表的なソースタームで

あるＮＵＲＥＧ-1465※１においても整理されており，ＮＵＲＥＧ-1465で整理され

た値を使用することでも環境中へのセシウムの放出量を評価することができると

考えられる。 

以下では，原子炉格納容器内へのセシウムの放出割合についてＭＡＡＰ解析結

果とＮＵＲＥＧ-1465 を比較し，ＭＡＡＰ解析結果の適用性を検討した。 

 

※１ ＮＵＲＥＧ-1465 では，ＮＵＲＥＧ-1150（米国の代表プラントのＰＲＡ）

で検討されたすべての事故シーケンスについてレビューを行い，更にいく

つかのシーケンスに対するソースタームコードパッケージ（ＳＴＣＰ）や

ＭＥＬＣＯＲコードによる追加解析が行われて，ソースタームが検討され

ている（別表１参照）。検討された事故シーケンスは，本評価で対象とし

ている「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流

動力電源喪失」シナリオと同様，炉心が溶融し原子炉圧力容器が低圧で破

損する事故シーケンスである。 

   また，ＮＵＲＥＧ-1465では，当該文書中に示された原子炉格納容器への放

出割合は，保守的に選ばれた損傷燃料からの放射性物質の初期放出を除い

て，低圧での炉心溶融事故に関する保守的又は限界的な値を意図している

ものではなく，代表的又は典型的な値を意図しているものとしている。 

 

別表１ ＮＵＲＥＧ-1465で検討された事故シーケンス（ＢＷＲ） 
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(1) ＮＵＲＥＧ-1465 との比較 

放射性物質の原子炉格納容器内への放出割合について，ＮＵＲＥＧ-1465に示

された値（ＢＷＲプラント，Gap Release と Early In-Vesselの和）と，「冷却

材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」シナ

リオのＭＡＡＰ解析結果※２を別図１に示す。 

 

※２ 放射性物質の原子炉格納容器内への放出割合は，残留熱代替除去系を用い

て事象収束に成功する場合と格納容器ベントを実施する場合とでほとんど

同じＭＡＡＰ解析結果となる。別図１では，格納容器フィルタベント系を

用いて事象収束に成功する場合のＭＡＡＰ解析結果を代表として示した。 

 

別図１より，セシウム及びよう素の原子炉格納容器内への放出割合については，

ＭＡＡＰ解析とＮＵＲＥＧ-1465ともに数割程度となっており，ＭＡＡＰ解析結

果の方が大きくなっている。また，希ガスについては両者に差はあまりなく，Ｎ

ＵＲＥＧ-1465では全量，ＭＡＡＰ解析結果においてもほぼ全量となっている。 

仮にセシウムの原子炉格納容器内への放出割合としてＮＵＲＥＧ-1465 の値

を参照した場合，セシウムの放出量として代表的又は典型的な値が評価されると

考えられるが，本評価では，評価対象とする事故シナリオ「冷却材喪失（大破断

ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」シナリオのＭＡＡＰ

解析結果が得られており，また，その値がＮＵＲＥＧ-1465と比べて大きいこと

から，ＭＡＡＰ解析結果を参照することは適切であると考えられる。 

 

 
別図１ 原子炉格納容器内への放出割合の比較（ＭＡＡＰ解析結果は格納容器フ

ィルタベント系を用いて事象収束に成功する場合のものを参照） 

 

 

 

 

 

 

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

希ガス Ｉ Ｃｓ 

NUREG-1465

MAAP(大破断LOCA) 



添 3.1.3.4-1 

添付資料 3.1.3.4 

原子炉建物から大気中への放射性物質の漏えい量について 

  （雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）） 

 

本格納容器破損モードの重大事故等対策の有効性評価では，厳しい事象を想定

した場合でも，原子炉格納容器が破損することなく安定状態に至る結果が得られ

ている。この評価結果に照らして原子炉建物から大気中への放射性物質の漏えい

量を考える。 

格納容器破損防止対策の有効性評価では，通常運転時に用いている原子炉棟の

換気系が全交流動力電源喪失により停止し，交流電源が回復した後に非常用ガス

処理系が起動する状況を想定している。ここで，原子炉棟の換気系の停止から非

常用ガス処理系が起動するまでの時間遅れを考慮し，非常用ガス処理系によって

原子炉建物原子炉棟の設計負圧が達成されるまで事象発生から 70 分かかると想

定している。 

本格納容器破損モードの重大事故等対策の有効性評価では原子炉格納容器は健

全であると評価していることから，原子炉格納容器から漏えいした水蒸気は原子

炉建物内で凝縮され原子炉建物空間部が加圧されることはないと考えられる。ま

た，原子炉建物内の換気系は停止しているため，原子炉建物内空間部と外気との

圧力差が生じにくく，原子炉建物内外での空気のやりとりはほとんどないものと

考えられる。さらに，原子炉格納容器内から原子炉建物に漏えいした粒子状放射

性物質は，原子炉建物内での重力沈降や水蒸気の凝縮に伴い，原子炉建物内に沈

着するものと考えられる。 

これらのことから，原子炉格納容器の健全性が維持されており，原子炉棟の換

気系が停止している場合は，原子炉格納容器から原子炉建物内に漏えいした放射

性物質は，原子炉建物内で時間減衰し，また，原子炉建物内で除去されるため，

大気中へは殆ど放出されないものと考えられる。 

本評価では，上述の状況に係わらず，非常用ガス処理系が起動し，原子炉建物

原子炉棟の設計負圧が達成されるまでの間，原子炉格納容器から原子炉建物に漏

えいした放射性物質は，保守的に全量原子炉建物から大気中へ漏えいすることを

想定した場合の放出量を示す。 

 

1. 評価条件 

(1) 本格納容器破損モードの評価事故シーケンスである「冷却材喪失（大破断Ｌ

ＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」に対し，格納容器

ベントによって原子炉格納容器除熱を実施する場合について評価する。 

(2) 原子炉格納容器からの漏えい量は，ＭＡＡＰ解析上で原子炉格納容器圧力に

応じて漏えい率が変化するものとし，開口面積は以下のように設定する。（添

付資料 3.1.2.5 参照） 
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・１Pd以下：0.9Pd で 0.5％/日 相当 

・１～２Pd：2.0Pd で 1.3％/日 相当 

 

(3) エアロゾル粒子は原子炉格納容器外に放出される前に貫通部内で捕集され

ることが実験的に確認されていることから原子炉格納容器の漏えい孔におけ

るエアロゾルの捕集の効果を考慮する（ＤＦ＝10）※１。 

(4) 原子炉建物から大気中への放射性物質の漏えいについては，非常用ガス処理

系により負圧が達成される事象発生 70 分後までは原子炉建物原子炉棟内の

放射性物質の保持機能に期待しないこととし（換気率無限），非常用ガス処

理系により設計負圧を達成した後は設計換気率１回/日相当を考慮する。 

(5) 非常用ガス処理系はフィルタを通して原子炉建物原子炉棟内の空気を外気

に放出するためフィルタの放射性物質の除去性能に期待できるが，本評価で

は保守的に期待しないこととする（ＤＦ＝１）。 

(6) 原子炉建物内での放射能量の時間減衰は考慮せず，また，原子炉建物内での

粒子状物質の除去効果は保守的に考慮しない。 

 

※１ 「原子炉格納容器からの漏えいに関するエアロゾル粒子の捕集効果の設定

について」 東北電力株式会社,東京電力ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社,中部電力株

式会社,北陸電力株式会社,中国電力株式会社,日本原子力発電株式会社,

電源開発株式会社， 2019 年 12 月 

 

２．評価結果 

「格納容器フィルタベント系を用いて大気中へ放出されるＣｓ－137」及び「原

子炉建物から大気中へ漏えいするＣｓ－137」の放出量評価結果を表１に示す。 

原子炉建物から大気中へのＣｓ－137 の漏えい量（約 1.4TBq）にサプレッショ

ン・チェンバのラインを経由した場合の格納容器フィルタベント系から大気への

放出量（約 2.1×10－３TBq）を加えた場合の放出量は約 1.4TBq であり，評価項目

である 100TBqを下回っている。なお，ドライウェルのラインを経由した場合の格

納容器フィルタベント系から大気への放出量（約 3.4TBq）を加えた場合でも約

4.8TBqであり，100TBqを下回っている。 

また，事象発生７日間以降の影響について，原子炉建物から大気中へのＣｓ-137

の漏えい量に格納容器フィルタベント系（サプレッション・チェンバのライン経

由）から大気中へ放出するＣｓ－137 の放出量を加えた場合の放出量は，事象発

生 30日間で約 1.5TBq，事象発生 100日間で約 1.5TBqであり，いずれの場合にお

いても 100TBqを下回っている。 

 

 

 

 



添 3.1.3.4-3 

表１ 大気中への放射性物質(Cs-137)の放出量 

（単位：TBq） 

 事象発生７日間 事象発生 30日間 事象発生 100日間 

建物漏えい 約 1.4 約 1.5 約 1.5 

ベント放出※１ 約 2.1×10-３ ※２ 

（約 3.4）※３ 

約 4.0×10-３ ※２ 

（約 5.3）※３ 

約 6.5×10-３ ※２ 

（約 5.4）※３ 

合計 約 1.4 ※２ 

（約 4.8）※３ 

約 1.5 ※２ 

（約 6.8）※３ 

約 1.5 ※２ 

（約 6.9）※３ 

※１ ベント放出量においては，保守的に格納容器からの漏えいをしない場合

のＭＡＡＰ解析により算出している。 

※２ サプレッションチェンバのラインを経由した場合の評価結果 

※３ ドライウェルのラインを経由した場合の評価結果 
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添付資料 3.1.3.5 

安定状態について（残留熱代替除去系を使用しない場合） 

 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）時において残留

熱代替除去系を使用しない場合における安定状態については以下のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，重大事故等対処設備を用いた損傷炉心冷却に
より，損傷炉心の冠水が維持でき，また，冷却のための設
備がその後も機能維持できると判断され，かつ，必要な要
員の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定される事象悪化
のおそれがない場合，安定停止状態が確立されたものとす
る。 

原子炉格納容器安定状態：損傷炉心を冠水させた後に，重大事故等対処設備を用
いた原子炉格納容器除熱機能（残留熱代替除去系又は
格納容器フィルタベント系）により，格納容器圧力及
び温度が安定又は低下傾向に転じ，また，除熱のため
の設備がその後も機能維持できると判断され，かつ，
必要な要員の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定さ

れる事象悪化のおそれがない場合，安定状態が確立さ
れたものとする。 

【安定状態の確立について】 
原子炉安定停止状態の確立について 
低圧原子炉代替注水系（常設）による注水継続により損傷炉心が冠水し，損傷炉

心の冷却が維持され，原子炉安定停止状態が確立される。 
 
原子炉格納容器安定状態の確立について 
炉心冷却を継続し，格納容器圧力 853kPa[gage]到達までに格納容器フィルタベン
ト系による原子炉格納容器除熱を開始することで，格納容器圧力及び温度は安定
又は低下傾向になり，格納容器温度は 150℃を下回り，原子炉格納容器安定状態が
確立される。 
また，重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，必要な水源，燃料及び
電源を供給可能である。 
 
【安定状態の維持について】 

上記の格納容器破損防止対策により安定状態を維持できる。 
残留熱代替除去系又は残留熱除去系機能を復旧して除熱を行い，原子炉格納容器
を隔離することによって，安定状態の更なる除熱機能の確保及び維持が可能とな
る。安定状態の維持に関する具体的な要件は以下のとおり。 
① 原子炉格納容器除熱機能として残留熱代替除去系又は残留熱除去系の復旧に

よる冷却への移行 
② 原子炉格納容器内の水素・酸素濃度の制御を目的とした可燃性ガス濃度制御系

の復旧及び原子炉格納容器内への窒素ガス注入（パージ） 
③ 上記の安全機能の維持に必要な電源（外部電源），冷却水系等の復旧 
④ 長期的に維持される原子炉格納容器の状態（温度・圧力）に対し，適切な地震

力に対する原子炉格納容器の頑健性の確保 

（添付資料 2.1.1 別紙 1参照） 

 



 

解
析
コ
ー
ド
及
び
解
析
条
件
の
不
確
か
さ
の
影
響
評
価
に
つ
い
て
 

（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）
））

 

表
1 

解
析
コ
ー
ド
に
お
け
る
重
要
現
象
の
不
確
か
さ
が
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）（

1／
3）

 

【
MA
AP
】

 

分
類

 
重
要
現
象

 
解
析
モ
デ
ル

 
不
確
か
さ

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 

炉
心

 

崩
壊
熱

 

炉
心
モ
デ
ル
（
原

 

子
炉

出
力

及
び

崩
壊

熱
）

 

入
力
値
に
含
ま
れ
る
。

 
「

解
析

条
件

を
最

確
条

件
と

し
た

場
合

の
運

転
員

等
操

作
時

間
及

び
評

価
項

目

と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
」
に
て
確
認
。

 

「
解
析

条
件
を

最
確

条
件
と

し
た
場

合
の

運
転
員
等

操
作

時
間

及
び

評
価

項
目

と
な

る
パ

ラ
メ

ー
タ

に
与

え
る

影

響
」
に
て
確
認
。

 

燃
料

棒
内

温

度
変
化

 

炉
心
モ
デ
ル

 

（
炉

心
熱

水
力

モ
デ

ル
）

 

溶
融

炉
心

の
挙

動
モ

デ
ル

 

（
炉

心
ヒ

ー
ト

ア
ッ

プ
）

 

T
MI
事
故

解
析

に
お
け

る
炉

心
ヒ

ー
ト
ア

ッ
プ
時
の

水
素
発

生
，
炉

心
領
域

で
の

溶
融

進
展
状

態
に

つ
い

て
，

TM
I
事
故

分
析
結
果
と
良
く
一
致
す
る
こ
と
を
確
認
し
た
。

 

C
OR
A
実
験
解
析
に
お
け
る
，
燃
料
被
覆
管
，
制
御
棒
及
び
チ

ャ
ン
ネ
ル
ボ
ッ
ク
ス
の
温
度
変
化
に
つ
い
て
，
測
定
デ
ー
タ

と
良
く
一
致
す
る
こ
と
を
確
認
し
た
。

 

炉
心
ヒ
ー
ト
ア
ッ
プ
速
度
の
増
加
（
燃
料
被
覆
管
酸
化
の
促

進
）
を
想
定
し
，
仮
想
的
な
厳
し
い
振
り
幅
で
は
あ
る
が
，

ジ
ル

コ
ニ

ウ
ム

-
水

反
応

速
度

の
係

数
を

2
倍

と
し

た
感

度

解
析
に
よ
り
影
響
を
確
認
し
た
。

 

・
T
QU
V，

大
破
断

LO
C
A
シ
ー
ケ
ン
ス
と
も
に
炉
心
溶
融
の

開
始
時
刻
へ
の
影
響
は
小
さ
い
。

 

・
下
部
プ
レ
ナ
ム
へ
の
溶
融
炉
心
移
行
の
開
始
時
刻
は
，
ほ

ぼ
変
化
し
な
い
。

 

炉
心
ヒ
ー
ト
ア
ッ
プ
に
関
す
る
モ
デ
ル
は
，

TM
I
事
故
に
つ
い
て
の
再
現
性
及
び

CO
RA
実
験
に
つ
い
て
の
再
現
性
が
確
認
さ
れ
て
い
る
。
炉
心
ヒ
ー
ト
ア
ッ
プ
の
感

度
解
析
（
ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
－
水
反
応
速
度
の
係
数
に
つ
い
て
の
感
度
解
析
）
で
は
，

炉
心
溶
融
時
間
に
対
す
る
感
度
は
小
さ
い
こ
と
を
確
認
し
て
い
る
。
原
子
炉
注
水

操
作
に
つ
い
て
は
，
E
CC

S
に
よ
る
原
子
炉
へ
の
注
水
機
能
が
喪
失
し
た
と
判
断
し

た
場
合
，
速
や
か
に
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
（
電

源
の
確
保
含
む
）
を
行
う
手
順
と
な
っ
て
お
り
，
燃
料
被
覆
管
温
度
等
を
操
作
開

始
の
起
点
と
し
て
い
る
運
転
員
等
操
作
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間

に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
ま
た
，
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
操
作
に
つ
い
て
は
，
炉
心

ヒ
ー
ト
ア
ッ
プ
の
感
度
解
析
で
は
，
格
納
容
器
圧
力
及
び
温
度
へ
の
影
響
は
小
さ

い
こ
と
を
確
認
し
て
い
る
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小

さ
い
。

 

炉
心
ヒ
ー
ト
ア
ッ
プ
に
関
す
る
モ
デ
ル
は
，
T
MI
事
故
に
つ

い
て
の

再
現

性
及

び
CO
RA

実
験

に
つ

い
て
の

再
現
性

を
確

認
し
て

い
る
。

ま
た

，
炉
心

ヒ
ー
ト

ア
ッ

プ
の
感
度

解
析

（
ジ
ル

コ
ニ
ウ

ム
－

水
反
応

速
度
の

係
数

に
つ
い
て

の
感

度
解
析

）
で
は

，
格

納
容
器

圧
力
及

び
温

度
へ
の
影

響
は

小
さ
い

こ
と
を

確
認

し
て
い

る
こ
と

か
ら

，
評
価
項

目
と

な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

燃
料

棒
表

面

熱
伝
達

 

燃
料

被
覆

管

酸
化

 

燃
料

被
覆

管

変
形

 

沸
騰
・
ボ
イ
ド

率
変
化

 

炉
心

モ
デ

ル
（

炉
心

水
位
計
算
モ
デ
ル
）

 

T
QU
X
シ

ー
ケ

ン
ス

及
び

中
小

破
断

L
O
C
A
シ

ー
ケ

ン
ス

に
対

し
て

，
MA
A
P
コ
ー

ド
と

S
AF

E
R
コ

ー
ド

の
比

較
を

行
い

，
以

下
の
傾
向
を
確
認
し
た
。

 

・
M
AA
P
コ
ー
ド
で
は

SA
F
E
R
コ
ー
ド
で
考
慮
し
て
い
る

CC
FL

を
取
り
扱
っ
て
い
な
い
こ
と
等
か
ら
水
位
変
化
に
差
異
が

生
じ
た
も
の
の
水
位
低
下
幅
は

M
A
A
P
コ
ー
ド
の
方
が
保

守
的
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
そ
の
後
の
注
水
操
作
に
よ
る

燃

料
棒
有
効
長
頂
部
ま
で
の
水
位
回
復
時
刻
は
両
コ
ー
ド
で

同
等
で
あ
る
。

 

原
子

炉
水

位
挙

動
に

つ
い

て
原

子
炉

圧
力

容
器

内
の

モ
デ

ル
が

精
緻

で
あ

る
解

析
コ

ー
ド

SA
FE

R
の

評
価

結
果

と
の

比
較

に
よ

り
水

位
低

下
幅

は
解

析
コ

ー
ド

MA
AP
の
評
価
結
果
の
方
が
保
守
的
で
あ
り
，
注
水
操
作
に
よ
る
燃
料
棒
有
効
長
頂

部
ま
で
の
水
位
回
復
時
刻
は
解
析
コ
ー
ド

SA
FE
R
の
評
価
結
果
と
の
差
異
は
小
さ

い
こ
と
を
確
認
し
て
い
る
。
原
子
炉
注
水
操
作
に
つ
い
て
は
，
EC

CS
に
よ
る
原
子

炉
へ
の
注
水
機
能
が
喪
失
し
た
と
判
断
し
た
場
合
，
速
や
か
に
低
圧
原
子
炉
代
替

注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
（
電
源
の
確
保
含
む
）
を
行
う
手
順
と
な

っ
て
お
り
，
原
子
炉
水
位
を
操
作
開
始
の
起
点
と
し
て
い
る
運
転
員
等
操
作
は
な

い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

原
子
炉

水
位
挙

動
に

つ
い
て

原
子
炉

圧
力

容
器
内
の

モ
デ

ル
が

精
緻

で
あ

る
解

析
コ

ー
ド

SA
FE
R
の

評
価

結
果

と
の

比
較
に

よ
り

水
位

低
下
幅

は
解

析
コ

ー
ド

MA
AP
の
評

価
結

果
の
方

が
保
守

的
で

あ
り
，

注
水
操

作
に

よ
る

燃
料

棒
有

効
長

頂
部

ま
で

の
水

位
回

復
時

刻
は

解
析

コ
ー

ド
SA
FE
R

の
評
価

結
果
と

の
差

異
は
小

さ
い
こ

と
を

確
認
し
て

い
る

こ
と
か

ら
，
評

価
項

目
と
な

る
パ
ラ

メ
ー

タ
に
与
え

る
影

響
は
小
さ
い
。

 

気
液
分
離
（
水

位
変
化
）
・
対

向
流

 

原
子

炉
圧

力
容
器

 
Ｅ

Ｃ
Ｃ

Ｓ
注

水
（
給
水
系

・

代
替

注
水

設

備
含
む
）

 

安
全
系
モ
デ
ル

 

（
非

常
用

炉
心

冷
却

系
）

 

安
全
系
モ
デ
ル

 

（
代
替
注
水
設
備
）

 

入
力
値
に
含
ま
れ
る
。

 
「

解
析

条
件

を
最

確
条

件
と

し
た

場
合

の
運

転
員

等
操

作
時

間
及

び
評

価
項

目

と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
」
に
て
確
認
。

 

「
解
析

条
件
を

最
確

条
件
と

し
た
場

合
の

運
転
員
等

操
作

時
間

及
び

評
価

項
目

と
な

る
パ

ラ
メ

ー
タ

に
与

え
る

影

響
」
に
て
確
認
。
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表
1 

解
析
コ
ー
ド
に
お
け
る
重
要
現
象
の
不
確
か
さ
が
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）（

2／
3）

 

【
MA
AP
】

 

分
類

 
重
要
現
象

 
解
析
モ
デ
ル

 
不
確
か
さ

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 

原
子

炉

格
納

容

器
 

格
納

容
器

各

領
域

間
の

流

動
 

格
納
容
器
モ
デ
ル
（
格

納
容

器
の

熱
水

力
モ

デ
ル
）

 

HD
R
実
験
解
析
で
は
，
格
納
容
器
圧
力
及
び
温
度
に
つ
い
て
，

温
度

成
層

化
を

含
め

て
傾

向
を

良
く

再
現

で
き

る
こ

と
を

確
認
し
た
。

 

格
納
容
器
雰
囲
気
温
度
を
十
数
℃
程
度
高
め
に
，
格
納
容
器

圧
力

を
１

割
程

度
高

め
に

評
価

す
る

傾
向

が
確

認
さ

れ
た

が
，
実
験
体
系
に
起
因
す
る
も
の
と
考
え
ら
れ
，
実
機
体
系

に
お

い
て

は
こ

の
種

の
不

確
か

さ
は

小
さ

く
な

る
も

の
と

考
え
ら
れ
る
。
ま
た
，
非
凝
縮
性
ガ
ス
濃
度
の
挙
動
に
つ
い

て
，
解
析
結
果
が
測
定
デ
ー
タ
と
良
く
一
致
す
る
こ
と
を
確

認
し
た
。

 

格
納
容
器
各
領
域
間
の
流
動
，
構
造
材
と
の
熱
伝
達
及
び
内

部
熱

伝
導

の
不

確
か

さ
に

お
い

て
は

，
C
ST
F
実

験
解

析
で

は
，
格
納
容
器
温
度
及
び
非
凝
縮
性
ガ
ス
濃
度
の
挙
動
に
つ

い
て
，
解
析
結
果
が
測
定
デ
ー
タ
と
良
く
一
致
す
る
こ
と
を

確
認
し
た
。

 

HD
R
実
験
解

析
で
は

区
画
に

よ
っ
て

格
納
容

器
雰
囲
気

温
度
を

十
数

℃
程

度
，
格

納
容
器
圧

力
を
１

割
程
度
高

め
に
評

価
す
る

傾
向

を
確

認
し
て

い
る
が
，

BW
R
の

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
区
画
と
は
異
な
る
等
，
実
験
体
系
に
起
因
す
る
も
の
と
考

え
ら
れ
，
実
機
体
系
に
お
い
て
は
こ
の
解
析
で
確
認
さ
れ
た
不
確
か
さ
は
小
さ
く

な
る
も
の
と
推
定
さ
れ
る
。
し
か
し
，
全
体
と
し
て
は
格
納
容
器
圧
力
及
び
温
度

を
操
作
開
始
の
起
点
と
し
て
い
る
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
（
可
搬
型
）
に
係
る

運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。
ま
た
，
格
納
容
器
各
領
域
間
の

流
動
，
構
造
材
と
の
熱
伝
達
及
び
内
部
熱
伝
導
の
不
確
か
さ
に
お
い
て
は
，

CS
TF

実
験

解
析

に
よ

り
格

納
容

器
温

度
及

び
非

凝
縮

性
ガ

ス
の

挙
動

は
測

定
デ

ー
タ

と
良
く
一
致
す
る
こ
と
を
確
認
し
て
お
り
，
そ
の
差
異
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
格

納
容

器
圧

力
及

び
温

度
を

操
作

開
始

の
起

点
と

し
て

い
る

格
納

容
器

代
替

ス
プ

レ
イ
（
可
搬
型
）
に
係
る
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

HD
R
実
験
解
析
で

は
区
画
に
よ
っ

て
格
納
容

器
雰
囲
気
温

度
を
十
数
℃
程
度
，
格
納
容
器
圧
力
を
１
割
程
度
高
め
に

評
価
す
る
傾
向
を

確
認
し
て
い

る
が
，

BW
R
の
原
子
炉
格

納
容
器
内
の
区
画
と
は
異
な
る
等
，
実
験
体
系
に
起
因
す

る
も
の
と
考
え
ら
れ
，
実
機
体
系
に
お
い
て
は
こ
の
解
析

で
確

認
さ

れ
た

不
確

か
さ

は
小

さ
く

な
る

も
の

と
推

定

さ
れ
る
。
し
か
し
，
全
体
と
し
て
は
格
納
容
器
圧
力
及
び

温
度
の
傾
向
を
適
切
に
再
現
で
き
て
い
る
こ
と
か
ら
，
評

価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

ま
た
，
格
納
容
器
各
領
域
間
の
流
動
，
構
造
材
と
の
熱
伝

達
及
び
内
部
熱
伝
導
の
不
確
か
さ
に
お
い
て
は
，
CS
TF
実

験
解

析
に

よ
り

格
納

容
器

温
度

及
び

非
凝

縮
性

ガ
ス

の

挙
動

は
測

定
デ

ー
タ

と
良

く
一

致
す

る
こ

と
を

確
認

し

て
お
り
，
そ
の
差
異
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と

な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

構
造

材
と

の

熱
伝

達
及

び

内
部
熱
伝
導

 

気
液

界
面

の

熱
伝
達

 

ス
プ

レ
イ

冷

却
 

安
全
系
モ
デ
ル

 

（
格

納
容

器
ス

プ
レ

イ
）

 

安
全
系
モ
デ
ル

 

（
代
替
注
水
設
備
）

 

入
力
値
に
含
ま
れ
る
。

 

ス
プ

レ
イ

の
水

滴
温

度
は

短
時

間
で

雰
囲

気
温

度
と

平
衡

に
至
る
こ
と
か
ら
伝
熱
モ
デ
ル
の
不
確
か
さ
は
な
い
。

 

「
解

析
条

件
を

最
確

条
件

と
し

た
場

合
の

運
転

員
等

操
作

時
間

及
び

評
価

項
目

と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
」
に
て
確
認
。

 

「
解

析
条

件
を

最
確

条
件

と
し

た
場

合
の

運
転

員
等

操

作
時

間
及

び
評

価
項

目
と

な
る

パ
ラ

メ
ー

タ
に

与
え

る

影
響
」
に
て
確
認
。

 

格
納

容
器

ベ

ン
ト

 

格
納

容
器

モ
デ

ル

（
格

納
容

器
の

熱
水

力
モ
デ
ル
）

 

入
力
値
に
含
ま
れ
る
。

 

MA
AP
コ
ー
ド
で
は
格
納
容
器
ベ
ン
ト
に
つ
い
て
は
，
設
計
流

量
に
基
づ
い
て
流
路
面
積
を
入
力
値
と
し
て
与
え
，
格
納
容

器
各

領
域

間
の

流
動

と
同

様
の

計
算

方
法

が
用

い
ら

れ
て

い
る
。

 

「
解

析
条

件
を

最
確
条

件
と

し
た

場
合
の

運
転
員

等
操

作
時

間
及
び

評
価

項
目

と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
」
に
て
確
認
。

 

「
解

析
条

件
を

最
確

条
件

と
し

た
場

合
の

運
転

員
等

操

作
時

間
及

び
評

価
項

目
と

な
る

パ
ラ

メ
ー

タ
に

与
え

る

影
響
」
に
て
確
認
。

 

原
子

炉

圧
力

容

器
 

（
炉

心

損
傷
後
）
 

リ
ロ

ケ
ー

シ

ョ
ン

 

溶
融
炉
心
の
挙
動
モ

デ
ル

（
リ

ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン
）

 

・
TM

I
事
故
解
析
に
お
け
る
炉
心
領
域
で
の
溶
融
進
展
状
態

に
つ
い
て
，

T
MI
事
故

分
析
結
果
と
一
致

す
る
こ
と
を
確

認
し
た
。

 

・
リ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
進
展
が
早
ま
る
こ
と
を
想
定
し
，
炉

心
ノ

ー
ド

崩
壊

の
パ

ラ
メ

ー
タ

を
低

下
さ

せ
た

感
度

解

析
に
よ
り
影
響
を
確
認
し
た
。

 

・
TQ
U
V
，
大
破
断

L
O
CA
シ
ー
ケ
ン
ス
と
と
も
に
，
炉
心
溶
融

時
刻
，
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
時
刻
へ
の
影
響
が
小
さ
い

こ
と
を
確
認
し
た
。

 

溶
融
炉
心
の
挙
動
モ
デ
ル
は

TM
I
事
故
に
つ
い
て
の
再
現
性
を
確
認
し
て
い
る
。

本
評
価
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
で
は
，
炉
心
の
損
傷
状
態
を
起
点
に
操
作
開
始
す
る
運

転
員
等
操
作
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

溶
融
炉
心
の
挙
動
も
で
る
は

TM
I
事
故
に
つ
い
て
の
再
現

性
を
確
認
し
て
い
る
。
ま
た
，
炉
心
ノ
ー
ド
崩
壊
の
パ
ラ

メ
ー

タ
を

低
下

さ
せ

た
感

度
解

析
に

よ
り

炉
心

溶
融

時

間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
を
確
認
し
て
お
り
，
事

象
進
展
は
ほ
ぼ
変
わ
ら
な
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な

る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 
構

造
材

と
の

熱
伝
達

 

原
子

炉
圧

力

容
器

内
FP

挙

動
 

核
分
裂
生
成
物

 

（
FP
）
挙
動
モ
デ
ル

 

PH
EB
US

-F
P
実

験
解
析

に
よ

り
，

F
P
放
出

の
開
始

時
間

を
良

く
再
現
で
き
て
い
る
も
の
の
，
燃
料
被
覆
管
温
度
を
高
め
に

評
価
す
る
こ
と
に
よ
り
，
急
激
な

FP
放
出
を
示
す
結
果
と
な

っ
た
。
た
だ
し
，
こ
の
原
因
は
実
験
に
お
け
る
小
規
模
な
炉

心
体
系
の
模
擬
に
よ
る
も
の
で
あ
り
，
実
機
の
大
規
模
な
体

系
に

お
い

て
こ

の
種

の
不

確
か

さ
は

小
さ

く
な

る
と

考
え

ら
れ
る
。

 

核
分
裂

生
成

物
（

FP
）
挙

動
モ

デ
ル
は

PH
EB

US
-F
P
実

験
解

析
に
よ

り
原

子
炉

圧

力
容

器
内

へ
の

FP
放

出
の

開
始

時
間

を
適

切
に

再
現

で
き

る
こ

と
を

確
認

し
て

い
る
。

P
HE

BU
S
-
FP
実

験
解

析
で
は

，
燃

料
被
覆
管

破
裂

後
の

FP
放
出

に
つ

い
て

実
験
結
果
よ
り
急
激
な
放
出
を
示
す
結
果
が
確
認
さ
れ
た
が
，
小
規
模
体
系

の
模

擬
性
が
原
因
と
推
測
さ
れ
，
実
機
の
大
規
模
な
体
系
に
お
い
て
こ
の
種
の
不
確
か

さ
は
小
さ
く
な
る
と
推
定
さ
れ
る
。
本
評
価
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
で
は
，
炉
心
損
傷

後
の

原
子

炉
圧

力
容

器
内

F
P
放

出
を

操
作

開
始

の
起

点
と

し
て

い
る

運
転

員
等

操
作
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

核
分
裂
生

成
物
（

FP
）
挙

動
モ
デ

ル
は
，

PH
EB
US

-F
P
実

験
解

析
に

よ
り

原
子

炉
圧

力
容

器
内

へ
の

F
P
放

出
の

開

始
時
間
を
適
切
に
再
現
で
き
る
こ
と
を
確
認
し
て
い
る
。

PH
EB
US

-F
P
実
験

解
析
で

は
，
燃

料
被
覆

管
破
裂
後
の

FP

放
出

に
つ

い
て

実
験

結
果

よ
り

急
激

な
放

出
を

示
す

結

果
が
確
認
さ
れ
た
が
，
小
規
模
体
系
の
模
擬
性
が
原
因
と

推
測
さ
れ
，
実
機
の
大
規
模
な
体
系
に
お
い
て
こ
の
種
の

不
確
か
さ
は
小
さ
く
な
る
と
推
定
さ
れ
る
。

 

 

添 3.1.3.6-2 



表
1 

解
析
コ
ー
ド
に
お
け
る
重
要
現
象
の
不
確
か
さ
が
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）（

3／
3）

 

【
MA
AP
】

 

分
類

 
重
要
現
象

 
解
析
モ
デ
ル

 
不
確
か
さ

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 

原
子

炉

格
納

容

器
 

（
炉

心

損
傷
後
）
 

原
子

炉
格

納

容
器

内
FP

挙

動
 

核
分
裂
生
成
物

 

（
FP
）
挙
動
モ
デ
ル

 

AB
CO
VE
実
験
解
析
に
よ
り
，
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
エ
ア
ロ

ゾ
ル
沈
着
挙
動
を
適
正
に
評
価
で
き
る
こ
と
を
確
認
し
た
。
 

核
分
裂
生
成
物
（

FP
）
挙
動
モ
デ
ル
は

AB
CO

V
E
実
験
解
析
に
よ
り
，
原
子
炉
格
納

容
器

内
の

エ
ア

ロ
ゾ

ル
沈

着
挙

動
を

適
正

に
評

価
で

き
る

こ
と

を
確

認
し

て
い

る
。
本
評
価
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
で
は
，
炉
心
損
傷
後
の
原
子
炉
格
納
容
器
内

FP
挙

動
を
操
作
開
始
の
起
点
と
し
て
い
る
運
転
員
等
操
作
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員

等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

核
分
裂
生
成
物
（

FP
）
挙
動
モ
デ
ル
は
，
A
BC

OV
E
実
験
解

析
に

よ
り

原
子

炉
格

納
容

器
内

の
エ

ア
ロ

ゾ
ル

沈
着

挙

動
を
適
正
に
評
価
で
き
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
て
い
る
。
し

た
が

っ
て

Cs
-
13
7
の

総
放

出
量

の
観

点
で

評
価

項
目

と

な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
な
お
，
本
評

価
事

故
シ

ー
ケ

ン
ス

に
お

け
る

格
納

容
器

フ
ィ

ル
タ

ベ

ン
ト
系
に
よ
る
大
気
中
へ
の

Cs
-1

37
の
総
放
出
量
は
，
評

価
項
目
（

10
0T
Bq
を
下
回
っ
て
い
る
こ
と
）
に
対
し
て
，

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
の
ベ
ン
ト
ラ
イ
ン
を
経
由

し
た
場
合
は
，
約

2.
1
×

10
-
3
TB
ｑ
（

7
日
間
）
，
ド
ラ
イ

ウ
ェ

ル
の

ベ
ン

ト
ラ

イ
ン

を
経

由
し

た
場

合
は

約

3.
4
TB
q
（

7
日

間
）
で
あ

り
，
評
価

項
目

に
対
し
て
余
裕

が
あ
る
。

 

 

添 3.1.3.6-3 



表
２
 解

析
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 

（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
））
（
1／

4）
 

項
目

 
解
析
条
件
（
初
期
条
件
，
事
故
条
件
）
の
不
確
か
さ

 
条
件
設
定
の
考
え
方

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
 

解
析
条
件

 
最
確
条
件

 

初 期 条 件 

原
子
炉
熱
出
力

 
2,
43
6
MW

 
2,
43
5
MW

以
下

 

（
実
績
値
）

 
定
格
原
子
炉
熱
出
力
と
し
て
設
定

 

最
確

条
件

と
し

た
場

合
は

，
原

子
炉

停
止

後
の

崩
壊

熱
が

緩
和

さ
れ

る
。
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
へ
の
影
響
は
，
原

子
炉
停
止
後
の
崩
壊
熱
に
て
説
明
す
る
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
原
子
炉
停
止
後
の
崩
壊
熱
が
緩
和
さ
れ

る
。
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与

え
る
影
響
は
，
原
子
炉
停
止
後
の
崩
壊
熱
に
て
説
明
す
る
。

 

原
子
炉
圧
力

 
6
.9
3M
P
a[

g
ag
e
]
 

約
6.

7
7～

6.
79
MP
a
[
g
ag

e
]
 

（
実
績
値
）

 

定
格
原
子
炉
圧
力
と
し
て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変
動

を
与
え
得
る
が
，
大
破
断

LO
CA

に
伴
い
原
子
炉
は
急
速
に
減
圧
さ
れ

る
た
め
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作

時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変

動
を
与
え
得
る
が
，
大
破
断

LO
C
A
に
伴
い
原
子
炉
は
急
速
に
減
圧

さ
れ
る
た
め
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
な
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項

目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

原
子
炉
水
位

 
通
常
水
位
（
気
水
分
離
器

下
端
か
ら
＋

8
3
㎝
）

 

通
常
水
位
（
気
水
分
離
器
下

端
か
ら
約
＋

83
c
m
～
約
＋

8
5
㎝
）

 

（
実
績
値
）

 

通
常

運
転

時
の

原
子

炉
水

位
と

し
て

設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変

動
を
与
え
得
る
が
，
ゆ
ら
ぎ
の
幅
は
事
象
発
生
後
の
水
位
低
下
量
に
対

し
て
非
常
に
小
さ
い
。
例
え
ば
，
大
破
断

LO
C
A
発
生
後
の
原
子
炉
水
位

の
低

下
量

は
約

8
秒

で
通

常
運

転
水

位
-
約

4
m
で

あ
る

の
に

対
し

て
ゆ

ら
ぎ
に
よ
る
水
位
変
動
幅
は
約

2
㎝
で
あ
り
非
常
に
小
さ
い
。
し
た
が

っ
て
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操

作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て

変
動
を
与
え
得
る
が
，
ゆ
ら
ぎ
の
幅
は
事
象
発
生
後
の
水
位
低
下
量

に
対
し
て
非
常
に
小
さ
い
。
例
え
ば
，
大
破
断

LO
CA
発
生
後
の
原
子

炉
水

位
の

低
下

量
は

約
8
秒

で
通

常
運

転
水

位
-
約

4m
で

あ
る

の
に

対
し
て
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
水
位
変
動
幅
は
約

2
㎝
で
あ
り
非
常
に
小
さ

い
。
し
た
が
っ
て
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，

評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

炉
心
流
量

 
35
.6
×
10

3
t/

h
 

定
格
流
量
の

8
5～

1
0
4
%
 

（
実
測
値
）

 
定
格
炉
心
流
量
と
し
て
設
定

 

炉
心
の
反
応
度
補
償
の
た
め
初
期
値
は
変
化
す
る
が
，
事
象
発
生
後
早

期
に
原
子
炉
は
ス
ク
ラ
ム
す
る
た
め
，
初
期
炉
心
流
量
が
事
象
進
展
に

及
ぼ
す
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影

響
は
小
さ
い
。

 

炉
心
の
反
応
度
補
償
の
た
め
初
期
値
は
変
化
す
る
が
，
事
象
発
生
後

早
期
に
原
子
炉
は
ス
ク
ラ
ム
す
る
た
め
，
初
期
炉
心
流
量
が
事
象
進

展
に
及
ぼ
す
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ

ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

燃
料

 
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）

 
装
荷
炉
心
毎

 

９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
，
９
×
９
燃
料

（
Ｂ
型
）
は
熱
水
力
的
な
特
性
は
同
等

で
あ
り
，
そ
の
相
違
は
燃
料
棒
最
大
線

出
力

密
度

の
保

守
性

に
包

絡
さ

れ
る

こ
と

，
ま

た
，

９
×

９
燃

料
の

方
が

M
O
X
燃
料
よ
り
も
崩
壊
熱
が
大
き
く
，

燃
料

被
覆

管
温

度
上

昇
の

観
点

で
厳

し
い
た
め
，
M
OX

燃
料
の
評
価
は
９
×

９
燃
料
（
Ａ
型
）
の
評
価
に
包
絡
さ
れ

る
こ
と
を
考
慮
し
，
代
表
的
に
９
×
９

燃
料
（
Ａ
型
）
を
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
炉
心
に
装
荷
さ
れ
る
燃
料
は
装
荷
炉
心

毎
に
異
な
る
こ
と
と
な
る
が
，
装
荷
さ
れ
る
燃
料
で
あ
る
９
×
９
燃
料

（
Ａ
型
）
，
９
×
９
燃
料
（
Ｂ
型
）
，

MO
X
燃
料
に
つ
い
て
，
９
×
９
燃

料
（
Ａ
型
）
，
９
×
９
燃
料
（
Ｂ
型

）
は
熱
水
力
的
な
特
性
は
同
等
で

あ
り
，
ま
た
，

MO
X
燃
料
の
評
価
は
９
×
９

燃
料
（
Ａ
型
）
の
評
価
に

包
絡
さ
れ
，
事
象
進
展
に
及
ぼ
す
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員

等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
炉
心
に
装
荷
さ
れ
る
燃
料
は
装
荷
炉

心
毎
に
異
な
る
こ
と
と
な
る
が
，
装
荷
さ
れ
る
燃
料
で
あ
る
９
×
９

燃
料
（
Ａ
型
）
，
９
×
９
燃
料
（
Ｂ
型
）
，

MO
X
燃
料
の
う
ち
，
９
×

９
燃
料
（
Ａ
型
）
，
９
×
９
燃
料
（
Ｂ
型
）
は
熱
水
力
的
な
特
性
は

同
等
で
あ
り
，
事
象
進
展
に
及
ぼ
す
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
評

価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

は
小
さ
い
。

MO
X
燃
料

の
評
価
は
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
の
評
価
に
包
絡
さ
れ
，
評
価
項
目

と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
余
裕
は
大
き
く
な
る
。

 

原
子

炉
停

止
後

の

崩
壊
熱

 

A
NS
I
/A
NS

-
5.
1-

1
97
9
 

（
燃
焼
度

3
3G
Wd
/
t
）

 

AN
SI
/A
N
S
-
5.

1-
1
97

9
 

炉
心
平
均
燃
焼
度
約

3
0G
W
d/

t
 

（
実
績
値
）

 

サ
イ

ク
ル

末
期

の
燃

焼
度

の
ば

ら
つ

き
を
考
慮
し
，
10
％
の
保
守
性
を
考
慮

し
て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
解
析
条
件
で
設
定
し
て
い
る
崩
壊
熱
よ
り

も
小
さ
く
な
る
た
め
，
発
生
す
る
蒸
気
量
は
少
な
く
な
り
，
そ
れ
に
伴

う
原
子
炉
冷
却
材
の
放
出
も
少
な
く
な
る
こ
と
か
ら
，
格
納
容
器
圧
力

及
び
温
度
上
昇
が
遅
く
な
る
が
，
操
作
手
順
（
格
納
容
器
圧
力
に
応
じ

て
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
を
実
施
す
る
こ
と
）
に
変
わ
り
は
な
い
こ
と
か

ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
解
析
条
件
で
設
定
し
て
い
る
崩
壊
熱
よ

り
も
小
さ
く
な
る
た
め
，
発
生
す
る
蒸
気
量
は
少
な
く
な
り
，
原
子

炉
水
位
の
低
下
は
緩
和
さ
れ
，
そ
れ
に
伴
う
原
子
炉
冷
却
材
の
放
出

も
少
な
く
な
る
こ
と
か
ら
，
格
納
容
器
圧
力
及
び
温
度
上
昇
が
遅
く

な
る
が
，
格
納
容
器
圧
力
及
び
温
度
の
上
昇
は
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ

及
び
格
納
容
器
ベ
ン
ト
に
よ
り
抑
制
さ
れ
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目

と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
余
裕
は
大
き
く
な
る
。

 
 

格
納

容
器

空
間

体

積
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル

）
 

7,
9
00
m
3
 

7,
90
0m

3
 

（
設
計
値
）

 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
内
体
積
の
設
計
値
（
内

部
機

器
及

び
構

造
物

の
体

積
を

除
い

た
値
）

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
影
響

は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
影

響
は

な
く

，
評

価
項

目
と

な
る

パ
ラ

メ
ー

タ
に

与
え

る
影

響
は

な

い
。

 

格
納

容
器

空
間

体

積
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・
チ
ェ
ン
バ
）

 

空
間
部
：

4,
7
00
m
3
 

液
相
部
：

2,
8
00
m
3
 

空
間
部
：

4,
7
00

m3
 

液
相
部
：

2,
8
00

m3
 

（
設
計
値
）

 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
内
体
積

の
設
計
値
（
内
部
機
器
及
び
構
造
物
の

体
積
を
除
い
た
値
）

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
影
響

は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
影

響
は

な
く

，
評

価
項

目
と

な
る

パ
ラ

メ
ー

タ
に

与
え

る
影

響
は

な

い
。
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表
２
 解

析
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 

（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
））
（
2／

4）
 

項
目

 
解
析
条
件
（
初
期
条
件
，
事
故
条
件
）
の
不
確
か
さ

 
条
件
設
定
の
考
え
方

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 
解
析
条
件

 
最
確
条
件

 

初 期 条 件 

真
空
破
壊
装
置

 

3.
43
k
Pa
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ

ル
－
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・
チ
ェ
ン
バ
間
差
圧
）
 

3.
43
k
Pa
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル

－
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ

ン
バ
間
差
圧
）
（
設
計
値
）
 

真
空
破
壊
装
置
の
設
定
値

 
解
析
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
影

響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
影
響

は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・
プ
ー
ル
水
位

 
3
.6
1
m（

N
WL
）

 
約

3.
5
9m
～
約
3
.6

3m
 

（
実
測
値
）

 

通
常
運
転
時
の
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ

ー
ル
水
位
と
し
て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変

動
を
与
え
得
る
が
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水

位
低
下
分
の
熱
容
量
は
通
常
水
位
に
対
し
て
非
常
に
小
さ
い
。
例
え

ば
，
通
常
水
位
の
熱
容
量
は
約

2
80

0m
3
相
当
で
あ
る
の
に
対
し
て
，

ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
水
位
低
下
分
（
通
常
水
位

-0
.
02
m
分
）
の
熱
容
量
は

約
20

m3
程
度
で
あ
り
，
そ
の
低
下
割
合
は
通
常
時
の
約

0.
7%
程
度
と

非
常
に
小
さ
い
。
し
た
が
っ
て
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
小
さ

い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変
動

を
与
え
得
る
が
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
低

下
分
の
熱
容
量
は
通
常
水
位
に
対
し
て
非
常
に
小
さ
い
。
例
え
ば
，
通

常
水
位
の
熱
容
量
は
約

28
00
m
3
相
当
で
あ
る
の
に
対
し
て
，
ゆ
ら
ぎ
に

よ
る
水
位
低
下
分
（
通
常
水
位

-0
.0

2m
分
）
の
熱
容
量
は
約

20
m
3
程
度

で
あ

り
，

そ
の

低
下

割
合

は
通

常
時

の
約

0.
7%

程
度

と
非

常
に

小
さ

い
。
し
た
が
っ
て
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，

評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン

・
プ
ー
ル
水
温
度

 
35
℃

 
約
19
℃
～
約
3
5℃

 

（
実
測
値
）

 

通
常
運
転
時
の
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ

ー
ル
水
温
度
の
上
限
値
と
し
て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
解
析
条
件
で
設
定
し
て
い
る
水
温
よ
り

も
低
く
な
る
た
め
，
格
納
容
器
圧
力
上
昇
が
遅
く
な
り
，
格
納
容
器

ス
プ
レ
イ
及
び
格
納
容
器
ベ
ン
ト
の
操
作
開
始
が
遅
く
な
る
が
，
そ

の
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

は
小
さ
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
解
析
条
件
で
設
定
し
て
い
る
水
温
よ
り
も

低
く
な
る
た
め
，
格
納
容
器
の
熱
容
量
は
大
き
く
な
り

，
ベ
ン
ト
に
至

る
ま
で
の
時
間
が
長
く
な
る
が
，
そ
の
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
評

価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

格
納
容
器
圧
力

 
５

kP
a[
g
a
ge
]
 

約
5k
P
a[
g
ag

e
]
～
約

7k
Pa
[g
a
g
e
]
 

（
実
測
値
）

 

通
常

運
転

時
の

格
納

容
器

圧
力

と
し

て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て

変
動
を
与
え
得
る
が
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
格
納
容
器
圧
力
の
上
昇
量
が

格
納
容
器
ベ
ン
ト
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。
例
え
ば
，
事
象

発
生
か
ら
格
納
圧
力
が
初
期
ピ
ー
ク
値
（
約

6
40
kP
a[
ga

ge
]
）
に
達

す
る

ま
で

の
圧

力
上

昇
率

（
平

均
）

は
１

時
間

あ
た

り
約

24
kP

a[
ga

ge
]
（

約
27

時
間

で
64

0
kP
a[
ga

ge
]
）
で

あ
る

の
に

対
し

て
，

ゆ
ら

ぎ
に

よ
る

圧
力

上
昇

量
は

約
2
kP

a
で

あ
り

非
常

に
小

さ

い
。
し
た
が
っ
て
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，

運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変

動
を
与
え
得
る
が
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
格
納
容
器
圧
力
の
上
昇
量
が
格
納

容
器
ベ
ン
ト
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。
例
え
ば
，
事
象
発
生
か

ら
格
納
圧
力
が
初
期
ピ
ー
ク
値
（
約

64
0k
Pa
[
ga
ge
]
）
に
達
す
る
ま
で

の
圧
力
上
昇
率
（

平
均
）
は
１
時

間
あ
た
り

約
24
kP
a[
g
ag
e]
（
約

2
7

時
間
で
64

0k
Pa
[g

ag
e]
）
で
あ
る
の
に
対
し
て
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
圧
力

上
昇
量
は
約

2k
Pa
で
あ
り
非
常
に
小
さ
い
。
し
た
が
っ
て
，
事
象
進
展

に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ

に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

格
納
容
器
温
度

 
57
℃

 
約
4
5℃

～
約
5
4
℃
程
度

 

（
実
測
値
）

 

通
常

運
転

時
の

格
納

容
器

温
度

と
し

て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て

変
動
を
与
え
得
る
が
，
格
納
容
器
温
度
は
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
に
よ

り
飽
和
温
度
と
な
り
，
初
期
温
度
が
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
小

さ
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。
 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変

動
を
与
え
得
る
が
，
格
納
容
器
温
度
は
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
に
よ
り
飽

和
温
度
と
な
り
，
初
期
温
度
が
事
象
進
展
に

与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ

と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。
 

外
部
水
源
の
温
度

 
35
℃

 
31
℃
以
下

 

（
実
績
値
）

 

屋
外

貯
水

槽
の

水
源

温
度

と
し

て
実

測
値

及
び

夏
季

の
外

気
温

度
を

踏
ま

え
て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
解
析
条
件
で
設
定
し
て
い
る
水
温
よ
り

も
低
く
な
る
可
能
性
が
あ
り
，
格
納
容
器
圧
力
及
び
温
度
の
上
昇
に

対
す

る
格

納
容

器
ス

プ
レ

イ
に

よ
る

圧
力

及
び

温
度

上
昇

の
抑

制

効
果
は
大
き
く
な
り
，
間
欠
ス
プ
レ
イ
の
間
隔
に
影
響
す
る
が
，
ス

プ
レ
イ
間
隔
は
格
納
容
器
圧
力
に
依
存
し
て
い
る
こ
と
か
ら
，
運
転

員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
解
析
条
件
で
設
定
し
て
い
る
水
温
よ
り
も

低
く
な
る
可
能
性
が
あ
り
，
炉
心
の
再
冠
水
ま
で
の
挙
動
に
影
響
す
る

可
能
性
は
あ
る
が
，
こ
の
顕
熱
分
の
影
響
は
小
さ
く
，
燃
料
被
覆
管
温

度
上
昇
に
対
す
る
影
響
は
小
さ
い
。
ま
た
，
格
納
容
器
圧
力
及
び
温
度

上
昇

に
対

す
る

格
納

容
器

ス
プ

レ
イ

に
よ

る
圧

力
及

び
温

度
上

昇
の

抑
制
効
果
は
大
き
く
な
り
，
格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
の
操
作
開

始
時
間
が
遅
く
な
る
が
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影

響
は
小
さ
い
。

 

外
部
水
源
の
容
量

 
7,
7
40
m
3
 

7,
7
40
m
3
以
上

 

（
合
計
貯
水
量
）

 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
及
び
輪
谷

貯
水
槽
の
水
量
を
参
考
に
，
最
確
条
件

を
包
絡
で
き
る
条
件
を
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
解
析
条
件
よ
り
も
水
源
容
量
の
余
裕

が
大
き
く
な
る
た
め
，
水
源
が
枯
渇
す
る
こ
と
は
な
く
，
運
転
員
等

操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

－
 

燃
料
の
容
量

 
1,
1
80
m
3
 

1,
1
80
m
3
以
上

 

（
合
計
貯
蔵
量
）

 

発
電
所
構
内
に
貯
蔵
し
て
い
る
合
計

容
量
を
参
考
に
，
最
確
条
件
を
包
絡
で

き
る
条
件
を
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
解
析
条
件
よ
り
燃
料
容
量
の
余
裕
が

大
き
く
な
る
。
ま
た
，
事
象
発
生
直
後
か
ら
最
大
負
荷
運
転
を
想
定

し
て
も
燃
料
が
枯
渇
し
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与

え
る
影
響
は
な
い
。

 

－
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表
２
 解

析
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 

（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
））
（
3／

4）
 

項
目

 
解
析
条
件
（
初
期
条
件
，
事
故
条
件
）
の
不
確
か
さ

 
条
件
設
定
の
考
え
方

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 
解
析
条
件

 
最
確
条
件

 

事 故 条 件 

起
因
事
象

 

大
破
断
LO

C
A
 

再
循
環
配
管
（
出
口
ノ
ズ
ル
）

の
破
断

 

－
 

原
子
炉
圧
力
容
器
か
ら
原
子
炉
格
納
容
器

へ
の
冷
却
材
流
量
を
大
き
く
見
積
も
り
，
原

子
炉
格
納
容
器
内
の
圧
力
上
昇
及
び
温
度

上
昇
の
観
点
か
ら
厳
し
い
設
定
と
し
て
，
原

子
炉
圧
力
容
器
バ
ウ
ン
ダ
リ
に
接
続
す
る

配
管
の
う
ち
，
口
径
が
最
大
で
あ
る
再
循
環

配
管
（
出
口
ノ
ズ
ル
）
の
両
端
破
断
を
設
定

 

Ex
ce

ss
iv

e 
LO

CA
を
考
慮
し
た
場
合
，
原
子
炉
冷
却
材
の
流
出

量
が
増
加
す
る
こ
と
に
よ
り
炉
心
損
傷
開
始
等
が
早
く
な
る

が
，
操
作
手
順
（
速
や
か
に
注
水
手
段
を
準
備
す
る
こ
と
）
に

変
わ
り
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影

響
は
な
い
。

 

（
添
付
資
料

3
.1

.2
.
7
）

 

Ex
ce
ss
iv

e 
LO
CA
を
考
慮
し
た
場
合
，
原
子
炉
冷
却
材
の
流
出
量

が
増
加
す
る
こ
と
に
よ
り
炉
心
損
傷
開
始
等
が
早
く
な
る
が
，
原

子
炉

格
納
容
器

へ
放

出
さ
れ

る
エ

ネ
ル
ギ

は
大
破

断
LO
CA

の
場

合
と
同
程
度
で
あ
り
，
格
納
容
器
圧
力
は

85
3
k
Pa
[g
ag
e
]
を
下
回

っ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る

影
響
は
小
さ
い
。

 

（
添
付
資
料

3.
1.

2.
7
）

 

安
全
機
能
の
喪
失

に
対
す
る
仮
定

 

高
圧
注
水
機
能
喪
失

 

低
圧
注
水
機
能
喪
失

 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失

 

－
 

す
べ

て
の

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
等

の
機
能
喪
失
を
想
定
し
，
設
定

 

高
圧

注
水

機
能

と
し

て
原

子
炉

隔
離

時
冷

却
系

及
び

高
圧

炉
心

ス
プ

レ
イ

系
の

機
能

喪
失
を
，
低
圧
注
水
機
能
と
し
て
低
圧
炉
心

ス
プ
レ
イ
系
及
び
残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注

水
モ
ー
ド
）
の
機
能
喪
失
を
設
定

 

－
 

 

－
 

 

外
部
電
源

 
外
部
電
源
な
し

 
－
 

過
圧

及
び

過
温

へ
の

対
策

の
有

効
性

を
総

合
的
に
判
断
す
る
観
点
か
ら
，
プ
ラ
ン
ト
損

傷
状

態
で

あ
る

Ｌ
Ｏ

Ｃ
Ａ

に
全

交
流

動
力

電
源
喪
失
を
重
畳
す
る
こ
と
か
ら
，
外
部
電

源
が
喪
失
す
る
も
の
と
し
て
設
定

 

仮
に
，
外
部
電
源
が
あ
る
場
合
は
，
注
水
開
始
時
間
が
早
く
な

り
，
格
納
容
器
圧
力
・
温
度
の
挙
動
は
低
く
推
移
す
る
こ
と
か

ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
対
す
る
余
裕
は
大
き
く
な
る
。

 

仮
に
，
外
部
電
源
が
あ
る
場
合
は
，
注
水
開
始
時
間
が
早
く
な
り

，
格
納
容
器
圧
力
・
温
度
の
挙
動
は
低
く
推
移
す
る
こ
と
か
ら
，

評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
余
裕
は
大
き
く
な
る
。
 

水
素
ガ
ス
の
発
生

 
ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
－
水
反
応
を

考
慮

 

ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
－
水
反
応

を
考
慮

 

水
の

放
射

線
分

解
等

に
よ

る
水

素
ガ

ス
発

生
に
つ
い
て
は
，
格
納
容
器
圧
力
及
び
温
度

に
よ

る
影

響
が

軽
微

で
あ

る
こ

と
か

ら
考

慮
し
て
い
な
い

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
り
，
事
象
進
展
に
与
え
る

影
響
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

は
な
い
。

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
り
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影

響
は
な
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る

影
響
は
な
い
。
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表
２
 解

析
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 

（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
））
（
4／

4）
 

項
目

 
解
析
条
件
（
初
期
条
件
，
事
故
条
件
）
の
不
確
か
さ

 
条
件
設
定
の
考
え
方

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 
解
析
条
件

 
最
確
条
件

 

機 器 条 件 

原
子

炉
ス

ク
ラ

ム

信
号

 

事
象
発
生
と
同
時
に
原
子
炉

ス
ク
ラ
ム

 

事
象
発
生
と
同
時
に
原
子

炉
ス
ク
ラ
ム

 

事
象

発
生

と
同

時
に

原
子

炉
ス

ク
ラ

ム
す

る
も
の
と
し
て
設
定

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
り
，
事
象
進
展
に
与
え
る

影
響
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

は
な
い
。

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
り
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影

響
は
な
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る

影
響
は
な
い
。

 

主
蒸
気
隔
離
弁

 
事
象
発
生
と
同
時
に
閉
止

 
原
子
炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル

２
）

 

主
蒸

気
が

格
納

容
器

内
に

保
持

さ
れ

る
厳

し
い
条
件
と
し
て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
逃
が
し
安
全
弁
を
通
じ
て
格
納

容
器
内
に
放
出
さ
れ
る
蒸
気
量
が
減
少
す
る
こ
と
か
ら
，
格
納

容
器
圧
力
及
び
温
度
の
上
昇
が
遅
く
な
る
が
，
操
作
手
順
に
変

わ
り
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

は
小
さ
い

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
逃
が
し
安
全
弁
を
通
じ
て
格
納
容

器
内
に
放
出
さ
れ
る
蒸
気
量
が
減
少
す
る
こ
と
か
ら
，
格
納
容
器

圧
力
及
び
温
度
の
上
昇
が
遅
く
な
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な

る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
余
裕
は
大
き
く
な
る
。

 

再
循
環
ポ
ン
プ

 
事
象
発
生
と
同
時
に
停
止

 
事
象
発
生
と
同
時
に
停
止

 
全

交
流

動
力

電
源

喪
失

に
よ

る
ポ

ン
プ

停

止
を
踏
ま
え
て
設
定

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
り
，
事
象
進
展
に
与
え
る

影
響
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

は
な
い
。

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
り
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影

響
は
な
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る

影
響
は
な
い
。

 

低
圧

原
子

炉
代

替

注
水
系
（
常
設
）

 

20
0
m3
/h
（

1
.
00
MP
a[

ga
g
e]
に

お
い
て
）
で
注
水
，
そ
の
後
は

炉
心
を
冠
水
維
持
可
能
な
注

水
量
に
制
御

 

20
0m

3
/h
（
1.

0
0M

Pa
[
g
ag

e]

に
お
い
て
）
で
注
水
，
そ
の

後
は
炉
心
を
冠
水
維
持
可

能
な
注
水
量
に
制
御

 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
の
設
計

値
と
し
て
設
定

 

実
際

の
注

水
量

が
解

析
よ

り
多

い
場

合
（

注
水

特
性

の
保

守

性
）
，
原
子
炉
水
位
の
回
復
は
早
く
な
る
。
冠
水
後
の
操
作
と

し
て
冠
水
維
持
可
能
な
注
水
量
に
制
御
す
る
が
，
注
水
後
の
流

量
調
整
操
作
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え

る
影
響
は
な
い
。

 

実
際
の
注
水
量
が
解
析
よ
り
多
い
場
合
（
注
水
特
性
の
保
守
性
）
，

原
子
炉
水
位
の
回
復
は
早
く
な
り
，
格
納
容
器
圧
力
及
び
温
度
上

昇
の
抑
制
効
果
は
大
き
く
な
る
が
，
格
納
容
器
圧
力
及
び
温
度
の

上
昇
に
有
意
な
影
響
を
与
え
な
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る

パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

格
納

容
器

代
替

ス

プ
レ

イ
系

（
可

搬

型
）

 

12
0
m3
/h
に
て
原
子
炉
格
納
容

器
内
へ
ス
プ
レ
イ

 

12
0m

3
/h
に
て
原
子
炉
格
納

容
器
内
へ
ス
プ
レ
イ

 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
の

設
計
値
と
し
て
設
定

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
り
，
事
象
進
展
に

与
え
る

影
響
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

は
な
い
。

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
り
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影

響
は
な
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る

影
響
は
な
い
。

 

格
納
容
器
フ
ィ
ル

タ
ベ
ン
ト
系

 

格
納
容
器
圧
力

42
7
kP
a
[g

a
ge
]
に
お
け
る
最

大
排
出
流
量

9
.8
k
g/
s
に
対
し

て
，
格
納
容
器
隔
離
弁
を
全
開

操
作
に
て
格
納
容
器
除
熱

 

格
納
容
器
圧
力

42
7k
P
a[

g
a
ge

]
に
お
け
る

最
大
排
出
流
量

9
.
8
kg

/
s
に

対
し
て
，
格
納
容
器
隔
離
弁

を
全
開
操
作
に
て
格
納
容

器
除
熱

 

格
納

容
器

フ
ィ

ル
タ

ベ
ン

ト
系

の
設

計
値

と
し
て
設
定

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
り
，
事
象
進
展
に

与
え
る

影
響
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

は
な
い
。
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添付資料 3.1.3.7 

 

注水操作が遅れる場合の影響について 

 

 

１．はじめに 

  評価事故シーケンス「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪

失＋全交流動力電源喪失」では，大破断ＬＯＣＡ時に非常用炉心冷却系等の機

能及び全交流動力電源が喪失するため，原子炉水位は急速に低下する。原子炉

水位低下により炉心は露出し，事象発生約５分後に燃料被覆管の最高温度は

1,000K（約 727℃）に到達し，炉心損傷が開始する。有効性評価では，事象発

生から 30分経過した時点で，常設代替交流電源設備による電源供給を開始し，

低圧原子炉代替注水系(常設)による原子炉注水を開始することによって，原子

炉圧力容器破損に至ることなく，原子炉水位は回復し，炉心は再冠水する評価

結果となっている。 

  本事象進展について，運転員による原子炉注水操作が有効性評価よりも遅れ

た場合の評価項目への影響について評価した。 

 

２．評価項目への影響 

  操作遅れを想定し，注水開始時間を有効性評価における設定よりも 30分遅延

（事象発生 60分後に原子炉注水を開始）した場合について，原子炉圧力容器の

健全性及び格納容器破損防止対策の有効性に係る感度解析を行った。 

 

（１）原子炉圧力容器の健全性への影響 

   原子炉圧力容器の健全性の観点から，炉心内でのデブリの移行（リロケー

ション）※の発生有無を評価した。表１に感度解析の評価結果を示す。また，

操作 30分遅れのケースの原子炉水位及び注水流量の推移を図１，２に示す。 

   操作 30分遅れの場合においても，損傷炉心は炉心位置に保持され，リロケ

ーションは発生しないことから，原子炉圧力容器の健全性は確保される。 

 

   ※ここで言うリロケーションとは，炉心損傷後，溶融炉心が炉心下部プレ

ナムに移行した状態を指す。 

 

（２）格納容器破損防止対策の有効性への影響 

   格納容器破損防止対策の有効性の観点から，格納容器スプレイ開始時間及

び格納容器ベント開始時間を評価した。表２に感度解析の評価結果を示す。

また，操作 30分遅れケースにおける格納容器圧力及び格納容器温度の推移を

図３，４に示す。 

   操作 30分遅れの場合においても，原子炉注水開始の遅れに伴い格納容器ス

プレイの開始時間は遅くなるが，図３，４に示すとおり，格納容器スプレイ

開始後は原子炉格納容器の圧力及び温度は制御される。また，操作 30分遅れ

の場合においても，サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3mに到達

する時間は，約 34時間後であり，格納容器圧力及び温度の上昇傾向への影響

はほぼない。 
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３．まとめ 

  操作 30分遅れの場合においても，有効性評価のケースと同様に，原子炉圧力

容器の健全性及び格納容器破損防止対策の有効性は維持される。したがって，

原子炉注水操作は，有効性の確認された申請解析ケースに対して 30分程度の遅

れの余裕がある。 

 

表１ 原子炉圧力容器の健全性に関する感度解析結果 

ケース 損傷炉心の位置 

有効性評価のケース 

（事象発生 30分後に原子炉注水開始） 

炉心位置に保持 

（リロケーションは発生しない） 

操作 30分遅れのケース 

（事象発生 60分後に原子炉注水開始） 

炉心位置に保持 

（リロケーションは発生しない） 

 

 

表２ 格納容器破損防止対策の有効性に関する感度解析結果 

ケース 
格納容器代替 

スプレイ開始時間 

格納容器ベント開始時間 

（サプレッション・プール水位

が通常水位＋1.3m到達） 

有効性評価ケース 

（事象発生 30分後に原

子炉注水開始） 

約 27時間後 約 32時間後 

操作 30分遅れのケース 

（事象発生 60分後に原

子炉注水開始） 

約 29時間後 約 34時間後 
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図１ 操作 30分遅れのケースにおける原子炉水位の推移 

 

 
図２ 操作 30分遅れのケースにおける注水流量の推移 
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図３ 操作 30分遅れのケースにおける格納容器圧力の推移 

 

 
図４ 操作 30分遅れのケースにおける格納容器温度の推移 
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添付資料 3.1.3.8 

 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱操作開始を 

限界圧力接近時とした場合の影響 

 

 

１．はじめに 

  今回の申請において示した解析ケース（以下「ベースケース」という。）では，

事象発生約 32時間後にサプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3mに到

達する。手順上，サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m到達により

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱を実施することから，ベ

ースケースではサプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m到達時に格納

容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱操作を実施している。 

  ここでは，格納容器圧力が限界圧力 853kPa[gage]に近接した場合に格納容器

フィルタベント系による原子炉格納容器除熱操作を実施しても，格納容器過圧

及び過温破損にかかる評価項目が判断基準を満足することを以下のとおり確認

した。 

 

２．評価条件 

  ベースケースの評価条件に対する変更点は以下のとおり。この他の評価条件

は，ベースケースの評価条件と同等である。 

・格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱操作は，格納容器圧力

が限界圧力 853kPa[gage]に接近した場合に実施する。 

 

３．評価結果 

図１から図３に格納容器圧力，格納容器温度及びサプレッション・プール水位

の推移を示す。 

事象発生約 32時間後にサプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3mに到

達し，格納容器代替スプレイ系（可搬型）による格納容器スプレイを停止するこ

とから，格納容器圧力は上昇する。その後，事象発生約 35時間後に格納容器圧

力が限界圧力 853kPa[gage]に接近したときに，格納容器フィルタベント系によ

る原子炉格納容器除熱操作を実施することで格納容器圧力は低下するため，原子

炉格納容器バウンダリにかかる圧力の最大値は原子炉格納容器の限界圧力

853kPa[gage]を超えない。また，原子炉格納容器バウンダリにかかる温度の最高

値は約 197℃となり，原子炉格納容器の限界温度 200℃を超えない。なお，図３

のサプレッション・プール水位の推移は，格納容器ベント実施後のベントクリア

（ダウンカマ部からサプレッション・チェンバへの水の移行）及びサプレッショ

ン・チェンバ圧力の低下による体積膨張によるサプレッション・プール水位上昇

を考慮した結果となっており，サプレッション・プール水位は最大で約 5.03m

となる。 

以上により，格納容器圧力が限界圧力 853kPa[gage]に近接した場合に格納容

器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱操作を実施しても，格納容器過圧

及び過温破損にかかる評価項目が判断基準を満足することを確認した。 

  



添 3.1.3.8-2 

 
 

 
図１ 格納容器圧力の推移 

 

 
図２ 格納容器温度の推移 
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図３ サプレッション・プール水位の推移 

 

 

0

2

4

6

8

10

0 12 24 36 48 60 72 84 96 108 120 132 144 156 168

事故後の時間(時)

ZWRB(4)

MA47BNS2AE--FJB6003

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位

（ｍ）

真空破壊装置（約 5.3m） 

 

炉内からの原子炉冷却材及び

蒸気流出による水位上昇 

格納容器スプレイ開始 

格納容器スプレイによる水位上昇 

ベントライン（約 9.1m） 

最大水位：約 5.03m（約 35 時間） 



 

７
日
間
に
お
け
る
水
源
の
対
応
に
つ
い
て
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）

 

○
水
源

 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
：
約

74
0m

3  
 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
／
西
２
）

※
：
約

7,
00
0 
m
3
（
約

3,
50
0m

3 ×
２
）
  

 
※
設
置
許
可
基
準
規
則

56
条
【
解
釈
】
1b
)項

を
満
足
す
る
た
め
の
代
替
淡
水
源
（
措
置
）
 

○
水
使
用
パ
タ
ー
ン

 

①
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水

 

事
象
発
生
後
，
最
大
流
量
（
25
0m

3
/h
）
で
注
水
す
る
。
 

冠
水
後
は
，
崩
壊
熱
に
応
じ
た
注
水
量
で
注
水
す
る
。

 

②
輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
／
西
２
）
か
ら
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
へ
の
移
送

 

事
象
発
生
２
時
間

30
分
後
か
ら
大
量
送
水
車
を
用
い
て

12
0m

3 /
h
で
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
へ
移
送
す
る
。

 

③
代
替
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
 

事
象
発
生

27
時
間
後
か
ら
格
納
容
器
圧
力
に
応
じ
，

12
0 
m3
/h

で
間
欠
運
転
を
実
施
。

 

 

○
時
間
評
価
（
右
上
図
）

 

事
象
発
生
後
か
ら
２
時
間

30
分
ま
で
は
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
を
水
源
と
し
て
原
子
炉
注
水
を
実
施
す
る
た
め
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水
量
は
減

少
す
る
。
事
象
発
生
２
時
間

30
分
後
か
ら
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
へ
の
補
給
を
開
始
す
る
た
め
水
量
は
回
復
す
る
。
事
象
発
生

27
時
間
後
か
ら
格
納
容

器
圧
力
に
応
じ
た
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
を
実
施
す
る
た
め
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
へ
の
移
送
を
一
旦
停
止
す
る
が
，
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
は
間
欠
運
転

で
あ
る
た
め
，
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
停
止
後
は
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
へ
の
移
送
を
再
開
し
，
以
降
，
安
定
し
て
冷
却
が
可
能
で
あ
る
。

 

○
水
源
評
価
結
果

 

時
間
評
価
の
結
果
か
ら
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
が
枯
渇
す
る
こ
と
は
な
い
。
ま
た
，
７
日
間
の
対
応
を
考
慮
す
る
と
，
約

3,
20
0 m

3
必
要
と
な
る
。
低
圧

原
子
炉
代
替
注
水
槽
に
約

74
0m

3
及
び
輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
／
西
２
）
に
約

7,
00
0m

3
の
水
を
保
有
す
る
こ
と
か
ら
，
必
要
水
量
は
確
保
可
能
で
あ
り
，
安

定
し
て
冷
却
を
継
続
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
。

 

添 3.1.3.9-1 

添付資料 3.1.3.9 



添 3.1.3.10-1 

添付資料 3.1.3.10 

 

７日間における燃料の対応について 

（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）） 

（残留熱代替除去系を使用しない場合） 

 

 

保守的にすべての設備が，事象発生直後から７日間燃料を消費するものとして

評価する。 

 

時系列 合計 判定 

大量送水車 １台起動 

0.0652m3/h×24h×７日×１台＝10.9536m3 ７日間の 

軽油消費量 

約 64m3 

ディーゼル燃料

貯蔵タンクの容

量は約 730m3で

あり，７日間対

応可能 

大型送水ポンプ車 １台起動 

0.31m3/h×24h×７日×１台＝52.08m3 

ガスタービン発電機 １台起動 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

2.09m3/h×24h×７日×１台＝351.12m3 

７日間の 

軽油消費量 

約 352m3 

ガスタービン発

電機用軽油タン

クの容量は約

450m3であり，７

日間対応可能 

緊急時対策所用発電機 １台 

0.0469 m3/h×24h×７日×１台＝7.8792m3 

７日間の 

軽油消費量 

約８m3 

緊急時対策所用

燃料地下タンク

の容量は約 45m3

であり，７日間

対応可能 
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添付資料 3.1.3.11 

常設代替交流電源設備の負荷 

（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）） 

（残留熱代替除去系を使用しない場合） 

主要負荷リスト 

電源設備：ガスタービン発電機   定格出力：4,800kW 

起動 

順序 
主要機器 

負荷容量

(kW) 

負荷起動時の 

最大負荷容量

(kW) 

定常時の 

最大負荷容量

(kW) 

① ガスタービン発電機付帯設備 約 111 約 300 約 111 

② 代替所内電気設備負荷（自動投入負荷） 約 18 約 129 約 129 

③ 低圧原子炉代替注水ポンプ 約 210 約 471 約 339 

④ 低圧原子炉代替注水設備非常用送風機 約 15 約 409 約 354 

⑤ 
充電器，非常用照明，非常用ガス処理系

他（Ｄ系高圧母線自動投入負荷） 
約 518 約 938 約 872 

⑥ 
格納容器水素濃度（ＳＡ），格納容器酸素

濃度（ＳＡ）監視設備 
約 20 約 892 約 892 

⑦ Ｂ－中央制御室送風機 約 180 約 1,287 約 1,072 

⑧ Ｂ－中央制御室非常用再循環送風機 約 30 約 1,164 約 1,102 

⑨ Ｂ－中央制御室冷凍機 約 300 約 1,604 約 1,402 

⑩ 
充電器，非常用照明，非常用ガス処理系

他（Ｃ系高圧母線自動投入負荷） 
約 359 約 1,823 約 1,761 

⑪ Ａ－淡水ポンプ（移動式代替熱交換設備） 約 110 約 1,931 約 1,871 

⑫ Ｂ－淡水ポンプ（移動式代替熱交換設備） 約 110 約 2,041 約 1,981 

⑬ Ｂ－燃料プール冷却水ポンプ 約 110 約 2,156 約 2,091 

常設代替交流電源設備の負荷積算イメージ 
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3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 

3.2.1 格納容器破損モードの特徴，格納容器破損防止対策 

(1) 格納容器破損モード内のプラント損傷状態

格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」に至る可

能性のあるプラント損傷状態は，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」

に示すとおり，ＴＱＵＸ，長期ＴＢ，ＴＢＵ及びＴＢＤである。 

(2) 格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基本的考え方

格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」では，発

電用原子炉の運転中に運転時の異常な過渡変化又は全交流動力電源喪失が発

生するとともに，非常用炉心冷却系等の安全機能の喪失が重畳する。このため，

緩和措置がとられない場合には，原子炉圧力が高い状況で原子炉圧力容器が損

傷し，溶融炉心，水蒸気，水素ガス等が急速に放出され，原子炉格納容器雰囲

気が直接加熱されることにより，急速に格納容器圧力が上昇する等，原子炉格

納容器に熱的・機械的な負荷が発生して原子炉格納容器の破損に至る。 

したがって，本格納容器破損モードでは，溶融炉心，水蒸気及び水素ガスの

急速な放出に伴い原子炉格納容器に熱的・機械的な負荷が加えられることを防

止するため，原子炉圧力容器破損までに逃がし安全弁の手動開操作により原子

炉減圧を実施することによって，原子炉格納容器の破損を防止する。 

また，原子炉圧力容器の下部から溶融炉心が落下するまでに，格納容器代替

スプレイ系（可搬型）によってペデスタルに溶融炉心の冷却に必要な水位及び

水量を確保するとともに格納容器冷却を実施する。溶融炉心の落下後は，コリ

ウムシールド及びペデスタル代替注水系（可搬型）によって溶融炉心の冷却を

実施する。その後，残留熱代替除去系又は格納容器フィルタベント系によって

原子炉格納容器の圧力及び温度を低下させる。

さらに，原子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度が可燃領域に至るまでに，

原子炉格納容器内へ窒素を注入することによって，原子炉格納容器内における

水素燃焼による原子炉格納容器の破損を防止する。 

なお，本格納容器破損モードの有効性評価を実施する上では，重大事故等対

処設備による原子炉注水機能についても使用できないものと仮定し，原子炉圧

力容器破損に至るものとする。 

(3) 格納容器破損防止対策

格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」で想定さ

れる事故シーケンスに対して，原子炉圧力が高い状況で原子炉圧力容器が損傷

し，溶融炉心，水蒸気，水素ガス等が急速に放出され，原子炉格納容器に熱的・

機械的な負荷が発生することに対して，原子炉減圧を可能とするため，自動減

圧機能付き逃がし安全弁の手動開操作による原子炉減圧手段を整備する。 

また，原子炉圧力容器破損前における格納容器温度の上昇を抑制し，自動減

圧機能付き逃がし安全弁の環境条件を緩和する観点から格納容器代替スプレ

イ系（可搬型）による原子炉格納容器冷却手段を整備し，原子炉圧力容器破損

後の格納容器圧力及び温度の上昇を抑制する観点から，残留熱代替除去系によ

る原子炉格納容器除熱手段並びに格納容器フィルタベント系による原子炉格

納容器除熱手段を整備する。

さらに，長期的な原子炉格納容器内酸素濃度の上昇を抑制する観点から，可
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搬式窒素供給装置による原子炉格納容器内への窒素注入手段を整備する。 

なお，これらの原子炉圧力容器破損以降の格納容器過圧・過温に対する手順

及び重大事故等対策は「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）」と同じである。 

本格納容器破損モードの防止及びそれ以降の一連の対応を含めた重大事故

等対策の概要を以下のａ.からｋ.に示すとともに，ａ.からｋ.の重大事故等対

策についての設備と手順の関係を第 3.2.1－1 表に示す。このうち，本格納容

器破損モードに対する重大事故等対策は以下のａ.からｆ.及びｈ.である。 

本格納容器破損モードの防止及びそれ以降の一連の対応も含めた重大事故

等対策の概略系統図を第 3.2.1－1(1)図から第 3.2.1－1(4)図に，対応手順の

概要を第 3.2.1－2 図に示す。このうち，本格納容器破損モードの重大事故等

対策の概略系統図は，第 3.2.1－1(1)図及び第 3.2.1－1(2)図である。 

本格納容器破損モードにおける評価事故シーケンスにおいて，重大事故等対

策に必要な要員は，緊急時対策要員 31 名である。その内訳は次のとおりであ

る。中央制御室の運転員は，当直長１名，当直副長１名，運転操作対応を行う

運転員５名である。発電所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を行う

要員は５名，復旧班要員は 19 名である。必要な要員と作業項目について第

3.2.1－3図に示す。 

なお，評価事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目を評

価事故シーケンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，31 名で対処可能

である。 

 

ａ．原子炉スクラム確認 

運転時の異常な過渡変化又は全交流動力電源喪失が発生して原子炉がス

クラムしたことを確認する。 

原子炉のスクラムを確認するために必要な計装設備は，平均出力領域計装

である。 

 

ｂ．高圧・低圧注水機能喪失確認 

原子炉スクラム後，原子炉水位は低下し続けるが，すべての非常用炉心冷

却系等が機能喪失※１していることを確認する。 

非常用炉心冷却系等の機能喪失を確認するために必要な計装設備は，各ポ

ンプの出口流量等である。 

  ※１ 非常用炉心冷却系等による注水が出来ない状態。高圧炉心スプレイ系，

低圧炉心スプレイ系，残留熱除去系（低圧注水モード）及び原子炉隔

離時冷却系の機能喪失が重畳する場合や高圧炉心スプレイ系，原子炉

隔離時冷却系及び自動減圧系の機能喪失に伴い低圧炉心スプレイ系及

び残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水ができない場合

を想定。 

 

ｃ．全交流動力電源喪失及び早期の電源回復不能判断並びに対応準備 

外部電源が喪失するとともに，すべての非常用ディーゼル発電機等が機能

喪失する。これにより非常用高圧母線（6.9kV）が使用不能となり，全交流

動力電源喪失に至る。 

中央制御室からの操作により外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機
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等の起動ができず，非常用高圧母線（6.9kV）の電源回復ができない場合，

早期の電源回復不能と判断する。これにより，常設代替交流電源設備及び原

子炉補機代替冷却系の準備を開始する。 

 

ｄ．自動減圧機能付き逃がし安全弁による原子炉急速減圧 

原子炉水位の低下が継続し，燃料棒有効長底部から燃料棒有効長の 20％上

の位置に到達した時点で，原子炉注水の手段が全くない場合でも，中央制御

室からの遠隔操作によって自動減圧機能付き逃がし安全弁２個を手動で開

放し，原子炉を急速減圧する。 

原子炉急速減圧を確認するために必要な計装設備は，原子炉水位（燃料域），

原子炉水位（ＳＡ），原子炉圧力及び原子炉圧力（ＳＡ）である。 

原子炉急速減圧後は，自動減圧機能付き逃がし安全弁の開状態を保持し，

原子炉圧力を低圧状態に維持する。 

 

ｅ．炉心損傷確認 

原子炉水位が更に低下し，炉心が露出し，炉心損傷したことを確認する。

炉心損傷の判断は，ドライウェル又はサプレッション・チェンバ内のガンマ

線線量率が設計基準事故相当のガンマ線線量率の 10 倍を超えた場合とする。 

炉心損傷を確認するために必要な計装設備は，格納容器雰囲気放射線モニ

タ（ドライウェル）及び格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・チ

ェンバ）である。 

また，炉心損傷判断後は，原子炉格納容器内のｐＨ制御のため薬品注入の

準備を行う。サプレッション・チェンバのプール水のｐＨを７以上に制御す

ることで，分子状無機よう素の生成が抑制され，その結果，有機よう素の生

成についても抑制される。これにより，環境中への有機よう素の放出量を低

減させることができる。なお，有効性評価においては，ｐＨ制御には期待し

ない。 

 

ｆ．水素濃度及び酸素濃度監視設備の起動 

炉心損傷が発生すれば，ジルコニウム－水反応等により水素ガスが発生し，

水の放射線分解により水素ガス及び酸素ガスが発生することから，中央制御

室からの遠隔操作により水素濃度及び酸素濃度監視設備を起動し，原子炉格

納容器内の水素濃度及び酸素濃度を確認する。 

原子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度を確認するために必要な計装

設備は，格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）である。 

 

ｇ．ペデスタルへの注水 

原子炉への注水手段がないため，炉心が溶融して炉心下部プレナムへ溶融

炉心が移行する。 

炉心下部プレナムへの溶融炉心移行を確認するために必要な計装設備は，

原子炉圧力容器温度（ＳＡ）である。 

原子炉圧力容器下鏡温度 300℃到達により炉心下部プレナムへの溶融炉心

移行を確認した場合，原子炉圧力容器破損に備えて格納容器代替スプレイ系

（可搬型）によるペデスタルへの注水※２を実施する。この場合の注水は，ペ

デスタルへの水張りが目的であるため，ペデスタルの水位が 2.4m（注水量
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225m3）に到達していることを確認した後，ペデスタルへの注水を停止する。 

ペデスタルへの注水を確認するために必要な計装設備は，格納容器代替ス

プレイ流量及びペデスタル水位である。 

※２ ペデスタル注水を格納容器代替スプレイ系（可搬型）にて実施するこ

とにより，原子炉格納容器内の温度を低下させ，逃がし安全弁の環境

条件を緩和する効果がある。 

なお，本操作に期待しない場合であっても，評価上，原子炉圧力容器

底部破損に至るまでの間，自動減圧機能付き逃がし安全弁は原子炉減

圧機能を維持できる。 

 

ｈ．原子炉圧力容器破損確認 

原子炉圧力容器破損を直接確認する計装設備はないため，複数のパラメー

タの変化傾向により判断する。 

原子炉圧力容器破損の徴候として，原子炉水位の低下，制御棒位置の指示

値喪失数増加，原子炉圧力容器下鏡温度の指示値喪失数増加といったパラメ

ータの変化を確認する。原子炉圧力容器下鏡温度が 300℃に到達した場合に

は，原子炉圧力容器破損を速やかに判断するためにペデスタル水温度等を継

続監視する。 

ペデスタル水温度の急激な上昇又は指示値喪失，原子炉圧力の急激な低下，

ドライウェル圧力の急激な上昇，ペデスタルの雰囲気温度の急激な上昇とい

ったパラメータの変化によって原子炉圧力容器破損を判断する。 

これらにより原子炉圧力容器破損を判断した後は，原子炉圧力とドライウ

ェル圧力の差圧が 0.25MPa[gage]以下であること及びペデスタルの雰囲気温

度が飽和温度以上であることで原子炉圧力容器破損を再確認する。 

原子炉圧力容器の破損判断に必要な計装設備は，ペデスタル水温度（ＳＡ）

等である。 

 

ｉ．溶融炉心への注水 

溶融炉心の冷却を維持するため，原子炉圧力容器が破損し，溶融炉心がペ

デスタルに落下した後は，ペデスタル代替注水系（可搬型）によるペデスタ

ルへの注水を崩壊熱相当に余裕を見た流量にて継続して行う。 

ペデスタル代替注水系（可搬型）によるペデスタル注水を確認するために

必要な計装設備は，ペデスタル代替注水流量等である。 

ペデスタル代替注水系（可搬型）により溶融炉心の冷却が継続して行われ

ていることは，ペデスタル代替注水流量のほか，ペデスタル水位によっても

確認することができるが，原子炉圧力容器破損時の影響により，ペデスタル

水位による監視ができない場合であっても，以下の条件の一部又はすべてか

ら総合的に溶融炉心の冷却が継続して行われていることを把握することが

できる。 

・ペデスタルの雰囲気温度が飽和温度程度で推移していること 

・ドライウェルの雰囲気温度が飽和温度程度で推移していること 

・原子炉格納容器内の水素濃度の上昇が停止すること 

これらは，短時間ではなく数時間の推移を確認する。 

 

ｊ．残留熱代替除去系による溶融炉心冷却及び原子炉格納容器除熱 
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原子炉補機代替冷却系の準備及び残留熱代替除去系の運転の準備が完了

した後，原子炉補機代替冷却系を用いた残留熱代替除去系による溶融炉心冷

却及び原子炉格納容器除熱を開始する。残留熱代替除去系の循環流量は，残

留熱代替除去系格納容器スプレイ流量を用いて格納容器スプレイ弁を中央

制御室から遠隔操作することで，格納容器スプレイによるペデスタル注水を

実施する。 

残留熱代替除去系による溶融炉心冷却及び原子炉格納容器除熱を確認す

るために必要な計装設備は，残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量，ドラ

イウェル圧力（ＳＡ），サプレッション・プール水温度（ＳＡ）等である。 

 

ｋ．可搬式窒素供給装置を用いた原子炉格納容器内への窒素注入 

残留熱代替除去系による原子炉格納容器除熱を実施した場合，可搬式窒素

供給装置を用いて原子炉格納容器内へ窒素を注入することで，原子炉格納容

器内酸素濃度の上昇を抑制する。 

可搬式窒素供給装置を用いた原子炉格納容器内への窒素注入を確認する

ために必要な計装設備は，格納容器酸素濃度（ＳＡ）である。 

 

3.2.2 格納容器破損防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本格納容器破損モードを評価する上で選定した評価事故シーケンスは，「1.2 

評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，プラント損傷状態をＴＱ

ＵＸとし，事象進展が早く炉心損傷までの時間余裕の観点で厳しい過渡事象を

起因事象とし，逃がし安全弁再閉失敗を含まず高圧状態が維持される「過渡事

象＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗＋炉心損傷後の原子炉減圧失敗＋原

子炉注水失敗＋ＤＣＨ発生」である。 

本評価事故シーケンスは「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」の格

納容器破損防止対策の有効性を評価するためのシーケンスであることから，炉

心損傷までは事象を進展させる前提での評価となる。このため，前提とする事

故条件として，設計基準事故対処設備による原子炉注水機能（非常用炉心冷却

系）のみならず，重大事故等対処設備による原子炉注水機能を含むすべての原

子炉注水機能が使用できないものと仮定した。また，高圧溶融物放出／格納容

器雰囲気直接加熱の発生防止を確認する観点から，原子炉圧力容器破損に至る

前提とした。 

仮に炉心損傷後の原子炉注水に期待できる場合には，原子炉圧力容器が破損

するまでの時間の遅れやペデスタルへの落下量の抑制等，事象進展の緩和に期

待できると考えられるが，本評価の前提とする事故条件は原子炉注水による事

象進展の緩和の不確かさを包絡する保守的な条件である。 

さらに，本評価事故シーケンスにおいては，電源の復旧，注水機能の確保等，

必要となる事故対処設備が多く，原子炉格納容器への注水・除熱を実施するま

での対応時間を厳しく評価する観点から，全交流動力電源喪失の重畳を考慮す

る。 

なお，格納容器過圧・過温破損の観点については，「3.1 雰囲気圧力・温度

による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」にて示したとおり，ＬＯＣＡを

プラント損傷状態とする評価事故シーケンスで確認している。これは，過圧の

観点ではＬＯＣＡによるドライウェルへの蒸気の放出及び原子炉注水による
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蒸気の発生が重畳する事故シーケンスへの対応が最も厳しいためであり，過温

の観点では，事故初期に炉心が露出し過熱状態に至る事故シーケンスへの対応

が最も厳しいためである。また，本格納容器破損モードを評価する上では，原

子炉圧力容器が高圧の状態で破損に至る事故シーケンスを選定する必要があ

ることから，ＬＯＣＡをプラント損傷状態とする事故シーケンスは，本格納容

器破損モードの評価事故シーケンスには適さない。 

本格納容器破損モードの評価事故シーケンスに示される，炉心損傷前に原子

炉減圧に失敗し，炉心損傷後に再度原子炉減圧を試みる状況としては，炉心損

傷前の段階で非常用炉心冷却系である残留熱除去系（低圧注水モード）及び低

圧炉心スプレイ系のみならず，重大事故等対処設備である低圧原子炉代替注水

系（常設）等を含むすべての低圧注水機能が失われることで「2.2 高圧注水・

減圧機能喪失」に示した代替自動減圧機能が作動せず，すべての低圧注水機能

が失われている場合の手順に従って原子炉減圧しないまま炉心損傷に至る状

況が考えられる。 

手順上，すべての低圧注水機能が失われている状況では，原子炉水位が燃料

棒有効長底部から燃料棒有効長の 20％上の位置に到達する時点までは原子炉

を減圧しない。この原子炉減圧のタイミングは，原子炉水位が燃料棒有効長頂

部以下となった場合，原子炉減圧を遅らせた方が，原子炉圧力容器内の原子炉

冷却材の量を多く維持できるため，原子炉圧力容器破損に至る時間を遅らせる

ことができる一方で，ジルコニウム－水反応等が著しくなる前に原子炉を減圧

することで水素ガスの発生量を抑えられることを考慮して設定したものであ

る。また，代替自動減圧機能は残留熱除去系（低圧注水モード）又は低圧炉心

スプレイ系の起動が作動条件の１つであるため，残留熱除去系（低圧注水モー

ド）及び低圧炉心スプレイ系が失われている状況では作動しない。

これを考慮し，本評価では評価事故シーケンスに加えてすべての低圧注水機

能も失われている状況を想定した。 

なお，この評価事故シーケンスへの対応及び事象進展は，「3.3 原子炉圧力

容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」及び「3.5 溶融炉心・コンクリート相互

作用」の評価事故シーケンスへの対応及び事象進展と同じものとなる。 

本格納容器破損モードではプラント損傷状態をＴＱＵＸとし，「3.3 原子炉

圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」及び「3.5 溶融炉心・コンクリート

相互作用」ではプラント損傷状態をＴＱＵＶとしており，異なるプラント状態

を選定している。ＴＱＵＸとＴＱＵＶでは喪失する設計基準事故対処設備が異

なり，原子炉減圧について，ＴＱＵＶでは設計基準事故対処設備である自動減

圧機能付き逃がし安全弁の機能に期待し，ＴＱＵＸでは重大事故等対処設備と

しての自動減圧機能付き逃がし安全弁の機能に期待する点が異なる。手順に従

う場合，ＴＱＵＶでは原子炉減圧機能は維持されているが低圧注水機能を喪失

しているため，原子炉水位が燃料棒有効長底部から燃料棒有効長の 20％上の

位置に到達した時点で自動減圧機能付き逃がし安全弁の手動開操作によって

原子炉を減圧することとなる。また，ＴＱＵＸは高圧溶融物放出／格納容器雰

囲気直接加熱に進展し得るとして選定したプラント損傷状態であるが，重大事

故等対処設備としての自動減圧機能付き逃がし安全弁に期待し，原子炉水位が

燃料棒有効長底部から燃料棒有効長の 20％上の位置に到達した時点で自動減

圧機能付き逃がし安全弁の手動開操作によって原子炉を減圧することにより，

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の発生防止を図る。 



3.2-7 

以上のとおり，どちらのプラント損傷状態であっても事象発生から原子炉減

圧までの対応は同じとなり，運転員等操作時間やパラメータの変化も同じとな

る。また，原子炉減圧以降も，溶融炉心の挙動に従って一連の流れで生じる各

格納容器破損モードを，定められた一連の手順に従って防止することとなる。

このことから，格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加

熱」，「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」及び「溶融炉心・コ

ンクリート相互作用」については，１つの評価事故シーケンスへの一連の対応

の中で各格納容器破損モードに対する格納容器破損防止対策の有効性を評価

する。 

本評価事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒内温度変化，燃料

棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液

分離（水位変化）・対向流，原子炉圧力容器における冷却材放出（臨界流・差

圧流），炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション，原子炉圧力容

器内ＦＣＩ（溶融炉心細粒化），原子炉圧力容器内ＦＣＩ（デブリ粒子熱伝達），

構造材との熱伝達，下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達並びに原子炉圧力容器

破損が重要現象となる。 

よって，これらの現象を適切に評価することが可能であり，原子炉圧力容器

内及び原子炉格納容器内の熱水力モデルを備え，かつ，炉心損傷後のシビアア

クシデント特有の溶融炉心挙動に関するモデルを有するシビアアクシデント

総合解析コードＭＡＡＰにより原子炉圧力等の過渡応答を求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本評価

事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラ

メータに与える影響及び操作時間余裕を評価する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本評価事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な解析条件を第3.2.2

－1表に示す。また，主要な解析条件について，本評価事故シーケンス特有の

解析条件を以下に示す。 

ａ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，給水流量の全喪失が発生するものとする。 

(b) 安全機能等の喪失に対する仮定 

高圧注水機能として原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系の機

能喪失を，低圧注水機能として残留熱除去系（低圧注水モード）及び低圧

炉心スプレイ系の機能喪失※３を想定する。 

また，非常用ディーゼル発電機等の機能喪失を想定し，全交流動力電源

喪失の重畳を考慮するものとする。 

さらに重大事故等対処設備による原子炉注水にも期待しない※４ものと

する。 

※３ 自動減圧機能付き逃がし安全弁の逃がし弁機能は健全だが，自動減

圧機能作動条件（低圧ＥＣＣＳポンプ運転）を満たしていないため

作動しない。 

※４ 低圧原子炉代替注水弁（残留熱除去系注入弁）制御不能による低圧

原子炉代替注水系機能喪失を想定。ペデスタル代替注水系（可搬型）

等，大量送水車を用いた原子炉注水以外の緩和機能には期待する。 
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(c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。 

電源復旧のための対応時間を厳しく見積もるため，全交流動力電源喪失

を想定する。 

(d) 高温ガスによる配管等のクリープ破損や漏えい等による影響 

原子炉圧力を厳しく評価するため，高温ガスによる配管等のクリープ破

損や漏えい等は，考慮しないものとする。 

(e) 水素ガス及び酸素ガスの発生 

水素ガスの発生については，ジルコニウム－水反応及び溶融炉心・コン

クリート相互作用を考慮するものとする。なお，解析コードＭＡＡＰの評

価結果では水の放射線分解による水素ガス及び酸素ガスの発生を考慮し

ていない。このため，水の放射線分解による水素ガス及び酸素ガスの発生

量は「3.4 水素燃焼」と同様に，解析コードＭＡＡＰで得られる崩壊熱を

もとに評価するものとし「3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用」にてそ

の影響を確認する。 

 

ｂ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 原子炉スクラム信号 

原子炉スクラムは，事象の発生と同時に発生するものとする。 

(b) 主蒸気隔離弁 

主蒸気隔離弁は，事象の発生と同時に閉止するものとする。 

(c) 再循環ポンプ 

再循環ポンプは，事象の発生と同時に停止するものとする。 

(d) 逃がし安全弁 

逃がし安全弁の逃がし弁機能にて，原子炉冷却材圧力バウンダリの過度

の圧力上昇を抑えるものとする。また，原子炉減圧には自動減圧機能付き

逃がし安全弁（２個）を使用するものとし，容量として，１個当たり定格

主蒸気流量の約８％を処理するものとする。 

(e) 格納容器代替スプレイ系（可搬型） 

原子炉圧力容器破損前に，格納容器代替スプレイ系（可搬型）により

120m3/h で原子炉格納容器内にスプレイし，ペデスタル水位が 2.4m に到達

するまで水張りを実施するものとする。 

(f) ペデスタル代替注水系（可搬型） 

原子炉圧力容器が破損して溶融炉心がペデスタルに落下した後は，ペデ

スタル代替注水系（可搬型）により崩壊熱相当に余裕を見た流量の注水を

行うものとする。 

(g) 残留熱代替除去系 

残留熱代替除去系により循環流量 120m3/h にて原子炉格納容器内に連続

スプレイを実施する。 

(h) 原子炉補機代替冷却系 

残留熱代替除去系から原子炉補機代替冷却系への伝熱容量は，残留熱代

替除去系による格納容器スプレイ流量 120m3/h とした場合の熱交換器の設

計性能に基づき約６MW（サプレッション・プール水温度 100℃，海水温度

30℃において）とする。 

(i) 可搬式窒素供給装置 
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可搬式窒素供給装置による格納容器内窒素注入は，ガス温度 35℃，純度

99.9vol％にて 100Nm3/h（窒素 99.9Nm3/h及び酸素 0.1Nm3/h）で原子炉格納

容器内に注入する。 

(j) コリウムシールド 

 材料は，溶融炉心のドライウェルサンプへの流入を防止する観点から，

ジルコニア耐熱材を設定する。侵食開始温度は，ジルコニア耐熱材の侵食

試験結果に基づき，2,100℃を設定する。 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対する

仮定」に示す分類に従って以下のとおり設定する。 

(a) 原子炉急速減圧操作は，設計基準事故対処設備による原子炉注水機能

（非常用炉心冷却系等）のみならず，重大事故等対処設備による原子炉注

水機能を含むすべての原子炉注水機能が喪失している場合の運転手順に

従い，原子炉水位が燃料棒有効長底部から燃料棒有効長の 20％上の位置

に到達した時点で開始する。 

(b) 格納容器代替スプレイ系（可搬型）によるペデスタルへの注水操作（原

子炉圧力容器破損前の初期水張り）は，原子炉圧力容器下鏡温度が 300℃

に到達したことを確認して開始し，ペデスタルの水位が 2.4m（注水量 225m3）

に到達したことを確認した場合に停止する。 

(c) ペデスタル代替注水系（可搬型）によるペデスタルへの注水操作（原子

炉圧力容器破損後の注水）は，原子炉圧力容器破損を確認した場合に開始

する。 

(d) 残留熱代替除去系による原子炉格納容器除熱操作は，原子炉補機代替冷

却系の準備時間等を考慮し，事象発生から 10 時間後から開始するものと

する。 

(e) 可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器内への窒素注入操作は，原子

炉補機代替冷却系の準備完了後の可搬式窒素供給装置の準備時間等を考

慮し，12時間後からドライウェル内へ窒素注入を開始する。 

 

(3) 有効性評価（Ｃｓ－137の放出量の評価）の条件 

ａ．事象発生直前まで，定格出力の 100％で長時間にわたって運転されていた

ものとする。その運転時間は，燃料を約１／４ずつ取り替えていく場合の

平衡炉心を考え，最高 50,000 時間とする。 

 

ｂ．残留熱代替除去系を用いた場合の環境中への総放出量の評価においては，

原子炉内に内蔵されている核分裂生成物が事象進展に応じた割合で，原子

炉格納容器内に放出※５されるものとする。 

※５ セシウムの原子炉格納容器内への放出割合については，本評価事故

シーケンスにおいては解析コードＭＡＡＰ の評価結果の方がＮＵ

ＲＥＧ-1465 より大きく算出する。 

 

ｃ．原子炉格納容器内に放出されたＣｓ－137については，格納容器スプレイ

やサプレッション・チェンバのプール水でのスクラビング等による除去効

果を考慮する。 
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ｄ．原子炉建物から大気中への放射性物質の漏えいについて考慮する。漏えい

量の評価条件は以下のとおりとする。 

(a) 原子炉格納容器からの漏えい量は，格納容器圧力に応じた設計漏えい率

をもとに評価する。なお，エアロゾル粒子は原子炉格納容器外に放出さ

れる前に貫通部内で捕集されることが実験的に確認されていることから，

原子炉格納容器の漏えい孔におけるエアロゾルの捕集の効果（ＤＦ＝10）

を考慮する。 

(b) 非常用ガス処理系による原子炉建物原子炉棟の設計負圧が維持されて

いることを想定し，設計換気率1.0 回／日相当を考慮する。なお，非常

用ガス処理系フィルタ装置による放射性物質の除去効果については，期

待しないものとする。 

(c) 原子炉建物内での放射能の時間減衰は考慮せず，また，原子炉建物内で

の粒子状物質の除去効果は保守的に考慮しない。 

（添付資料3.2.3） 

 

(4) 有効性評価の結果 

本評価事故シーケンスにおける原子炉圧力，原子炉水位（シュラウド内外水

位），格納容器圧力，格納容器温度，サプレッション・プール水位及び注水流

量の推移を第 3.2.2－1(1)図から第 3.2.2－1(6)図に示す。 

 

ａ．事象進展 

事象発生後，すべての設計基準事故対処設備による原子炉注水機能（非常

用炉心冷却系等）が機能喪失し，重大事故等対処設備による原子炉注水機能

についても使用出来ないものと仮定することから，原子炉水位は急速に低下

する。原子炉水位が燃料棒有効長底部から燃料棒有効長の 20％上の位置に到

達した時点（事象発生から約 1.0時間後）で，中央制御室からの遠隔操作に

より自動減圧機能付き逃がし安全弁２個を手動で開放することで，原子炉急

速減圧を実施する。水位低下により炉心が露出し，事象発生から約 1.1時間

後に炉心損傷に至る。原子炉減圧後の低圧原子炉代替注水系（常設）等によ

る原子炉注水は実施しないものと仮定するため，事象発生から約 5.4時間後

に原子炉圧力容器破損に至る。 

事象発生から約 3.1時間後，原子炉圧力容器下鏡温度が 300℃に到達した

時点で，格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉圧力容器破損前の

ペデスタルへの水張りを開始する。格納容器代替スプレイ系（可搬型）によ

る注水流量を 120m3/hとし，約 1.9時間の注水を実施することでペデスタル

水位 2.4m 分の水量を確保し，事象発生から約 5.0 時間後にペデスタルへの

水張りを停止する。 

原子炉圧力容器が破損し，溶融炉心がペデスタルの水位 2.4m の水中に落

下する際に，溶融炉心から原子炉冷却材への伝熱が起こり，水蒸気が発生す

ることに伴う圧力上昇が生じる。 

溶融炉心がペデスタルに落下した後は，ペデスタル代替注水系（可搬型）

によりペデスタルに崩壊熱相当に余裕を見た流量の注水を継続的に行い，溶

融炉心を冷却する。 

崩壊熱が原子炉格納容器内に蒸気として放出されるため，格納容器圧力は
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急激に上昇するものの，格納容器スプレイの実施基準には到達しない。 

事象発生から 10 時間が経過した時点で，原子炉補機代替冷却系による残

留熱代替除去系の運転を開始する。残留熱代替除去系により，格納容器圧力

及び温度の上昇は抑制され，その後，徐々に低下するとともに，ペデスタル

の溶融炉心は安定的に冷却される。 

また，事象発生から 12 時間後に，可搬式窒素供給装置を用いたドライウ

ェルへの窒素供給を実施するため，窒素供給を実施している期間においては

格納容器圧力の低下は抑制される。 

なお，事象発生から約 5.4時間後の原子炉圧力容器の破損までは，自動減

圧機能付き逃がし安全弁によって原子炉圧力を 2.0MPa[gage]以下に維持す

ることが必要となるが，炉心損傷後の原子炉圧力容器から自動減圧機能付き

逃がし安全弁を通ってサプレッション・チェンバへ放出される高温流体や格

納容器温度等の熱的影響を考慮しても，自動減圧機能付き逃がし安全弁は確

実に開状態を維持することが可能である。 

（添付資料3.2.1） 

 

ｂ．評価項目等 

原子炉圧力容器破損直前の原子炉圧力は約 0.1MPa[gage]であり，

2.0MPa[gage]以下に低減されている。 

本評価では，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す

(4)の評価項目について，原子炉圧力をパラメータとして対策の有効性を確

認した。なお，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す

(5)及び(8)の評価項目については「3.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却

材相互作用」及び「3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用」にて評価項目を

満足することを確認している。また，ペデスタルに落下した溶融炉心及び原

子炉格納容器の安定状態維持については「3.5 溶融炉心・コンクリート相互

作用」にて確認している。 

なお，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(1)か

ら(3)の評価項目については「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納

容器過圧・過温破損）」において，選定された評価事故シーケンスに対して

対策の有効性を確認しているが，溶融炉心がペデスタルに落下した場合につ

いては，本評価において，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設

定」に示す（1）から(3)の評価項目について対策の有効性を確認できる。 

ここで，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(3)の

評価項目については，原子炉格納容器が健全であるため，原子炉格納容器か

ら原子炉建物への放射性物質の漏えい量は制限され，また，大気中へはほと

んど放出されないものと考えられる。これは，原子炉建物内に漏えいした放

射性物質は，原子炉建物内で時間減衰し，また，粒子状放射性物質は，原子

炉建物内での重力沈降や水蒸気の凝縮に伴い，原子炉建物内に沈着すると考

えられるためである。原子炉建物内での放射性物質の時間減衰及び粒子状放

射性物質の除去効果等を保守的に考慮せず，原子炉建物から大気中への放射

性物質の漏えいを想定した場合，漏えい量は約 0.56TBq（７日間）となり，

100TBqを下回る。 

事象発生からの７日間以降，Ｃｓ－137の漏えいが継続した場合の影響評

価を行ったところ，約0.57TBq（30日間）及び約0.58TBq（100日間）であり，
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100TBqを下回る。 

（添付資料3.5.1，3.2.2，3.2.3） 

 

3.2.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時

間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評

価するものとする。 

格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」では，設計

基準事故対処設備による原子炉注水機能（非常用炉心冷却系）のみならず，重大

事故等対処設備による原子炉注水機能を含むすべての原子炉注水機能が喪失して

炉心損傷に至り，原子炉圧力容器が破損する前に手動操作により原子炉減圧を行

うことが特徴である。 

また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，事象進展に有意な影響を与

えると考えられる操作として，原子炉急速減圧操作及び格納容器代替スプレイ系

（可搬型）によるペデスタルへの注水操作（原子炉圧力容器破損前の初期水張り）

とする。 

本評価事故シーケンスの有効性評価における現象の不確かさとしては，溶融炉

心落下流量，溶融ジェット径，溶融炉心粒子化割合，冷却材とデブリ粒子の伝熱，

炉心ヒートアップ，炉心崩壊挙動，溶融炉心と上面水プールとの伝熱，溶融炉心

と原子炉圧力容器間の熱伝達，原子炉圧力容器破損判定が挙げられる。 

これらの不確かさに対して，燃料ペレットが崩壊する時間及び温度，溶融ジェ

ット径，エントレインメント係数，デブリ粒子径，ジルコニウム－水反応速度，

限界熱流束に係る係数，下部プレナムギャップ除熱量に係る係数，溶接部破損時

の最大ひずみを変化させた場合の本格納容器破損モードに対する影響は小さいこ

とを確認している。 

また，原子炉水位を監視し，原子炉水位が燃料棒有効長底部から燃料棒有効長

の 20％上の位置に達した時点で原子炉急速減圧を行うといった，徴候を捉えた対

応を図ることによって，炉心下部プレナムへの溶融炉心移行が発生する前に速や

かに 2.0MPa[gage]を十分下回る圧力まで原子炉を減圧可能であることを確認して

いる。 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本格納容器破損モードにおいて不確かさの影響評価を行う重要現象とは，

「1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すとおりで

あり，それらの不確かさの影響評価は以下のとおりである。 

 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化及び

燃料被覆管変形の不確かさとして，炉心ヒートアップに関するモデルは，Ｔ

ＭＩ事故についての再現性及びＣＯＲＡ実験についての再現性を確認して

いる。炉心ヒートアップの感度解析（ジルコニウム－水反応速度の係数につ

いての感度解析）では，炉心溶融時間及び炉心下部プレナムへの溶融炉心移

行の開始時間に対する感度は数分程度であり，影響は小さいことを確認して

いる。本評価事故シーケンスでは，重大事故等対処設備を含むすべての原子

炉への注水機能が喪失することを想定しており，最初に実施すべき操作は原
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子炉水位が燃料棒有効長底部から燃料棒有効長の 20％上の位置に到達した

時点の原子炉減圧操作であり，また，燃料被覆管温度等を操作開始の起点と

している運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はな

い。また，原子炉圧力容器下鏡温度が 300℃に到達した時点で格納容器代替

スプレイ系（可搬型）によるペデスタルへの注水操作（原子炉圧力容器破損

前の初期水張り）を実施するが，炉心下部プレナムへの溶融炉心移行の開始

時間の不確かさは小さく，炉心下部プレナムへ溶融炉心が移行した際の原子

炉圧力容器下鏡温度の上昇は急峻であることから，原子炉圧力容器下鏡温度

を操作開始の起点としている格納容器代替スプレイ系（可搬型）によるペデ

スタルへの注水操作（原子炉圧力容器破損前の初期水張り）に係る運転員等

操作時間に与える影響は小さい。

炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流の不

確かさとして，炉心モデル（炉心水位計算モデル）は，原子炉水位挙動につ

いて原子炉圧力容器内のモデルが精緻である解析コードＳＡＦＥＲの評価

結果との比較により水位低下幅は解析コードＭＡＡＰの評価結果の方が大

きく，解析コードＳＡＦＥＲに対して保守的であることを確認している。こ

のため，原子炉水位が燃料棒有効長底部から燃料棒有効長の 20％上の位置に

到達する時間が早まる可能性があるが，数分程度の差異であることから，運

転員等操作時間に与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及び構造材との熱

伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モデルはＴＭＩ事故についての再現

性を確認している。また，炉心ノード崩壊のパラメータを低下させた感度解

析により原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいことを確認してい

る。リロケーションの影響を受ける可能性がある操作としては，原子炉圧力

容器下鏡温度が 300℃に到達した時点での格納容器代替スプレイ系（可搬型）

によるペデスタルへの注水操作（原子炉圧力容器破損前の初期水張り）があ

るが，炉心下部プレナムへの溶融炉心移行の開始時間の不確かさは小さく，

炉心下部プレナムへ溶融炉心が移行した際の原子炉圧力容器下鏡温度の上

昇は急峻であることから，原子炉圧力容器下鏡温度を操作開始の起点として

いる格納容器代替スプレイ系（可搬型）によるペデスタルへの注水操作（原

子炉圧力容器破損前の初期水張り）に係る運転員等操作時間に与える影響は

小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器内ＦＣＩ（溶融炉心

細粒化）及び原子炉圧力容器内ＦＣＩ（デブリ粒子熱伝達）の不確かさとし

て，下部プレナムでの溶融炉心の挙動に関する感度解析により，原子炉圧力

容器破損時の原子炉圧力に与える影響は小さいことを確認している。本評価

事故シーケンスでは，原子炉圧力容器内ＦＣＩを操作開始の起点としている

運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における炉心下部プレナムでの溶融炉心の

熱伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モデルはＴＭＩ事故についての再

現性を確認している。また，炉心下部プレナムと溶融炉心の熱伝達に関する

感度解析により原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいことを確認

している。炉心下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達の不確かさの影響を受け

る可能性がある操作としては，原子炉圧力容器下鏡温度が 300℃に到達した

時点での格納容器代替スプレイ系（可搬型）によるペデスタルへの注水操作
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（原子炉圧力容器破損前の初期水張り）があるが，炉心下部プレナムへの溶

融炉心移行の開始時間の不確かさは小さく，炉心下部プレナムへ溶融炉心が

移行した際の原子炉圧力容器下鏡温度の上昇は急峻であることから，原子炉

圧力容器下鏡温度を操作開始の起点としている格納容器代替スプレイ系（可

搬型）によるペデスタルへの注水操作（原子炉圧力容器破損前の初期水張り）

に係る運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器破損の不確かさと

して，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損判定に用いる最大ひずみ（し

きい値）に関する感度解析により最大ひずみを低下させた場合に原子炉圧力

容器破損時間が早まることを確認している。本評価事故シーケンスでは，原

子炉圧力容器破損を操作開始の起点としている運転員等操作はないことから，

運転員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料3.2.4） 

 

b. 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化及び

燃料被覆管変形の不確かさとして，炉心ヒートアップに関するモデルは，Ｔ

ＭＩ事故についての再現性及びＣＯＲＡ実験についての再現性を確認して

いる。炉心ヒートアップの感度解析（ジルコニウム－水反応速度の係数につ

いての感度解析）では，炉心溶融時間及び炉心下部プレナムへの溶融炉心移

行の開始時間への感度は数分程度であり，影響は小さいことを確認している。

本評価事故シーケンスでは，原子炉水位が燃料棒有効長底部から燃料棒有効

長の 20％上の位置に到達した時点での運転員等操作による原子炉急速減圧

によって原子炉圧力を 2.0MPa[gage]以下に低減し，原子炉圧力容器破損時の

原子炉圧力を 2.0MPa[gage]以下に維持しているため，運転員等操作時間に与

える影響はないことから，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流の不

確かさとして，炉心モデル（炉心水位計算モデル）は，原子炉水位挙動につ

いて原子炉圧力容器内のモデルが精緻である解析コードＳＡＦＥＲの評価

結果との比較により水位低下幅は解析コードＭＡＡＰの評価結果の方が大

きく，解析コードＳＡＦＥＲに対して保守的であることを確認している。こ

のため，原子炉水位が燃料棒有効長底部から燃料棒有効長の 20％上の位置に

到達する時間が早まる可能性があるが，数分程度の差異であり，原子炉急速

減圧操作後に原子炉圧力は速やかに低下することから，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及び構造材との熱

伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モデルはＴＭＩ事故についての再現

性を確認している。また，炉心ノード崩壊のパラメータを低下させた感度解

析により炉心溶融時間に与える影響は小さいことを確認している。本評価事

故シーケンスでは，原子炉圧力容器が破損する前に，十分な時間余裕をもっ

て手動減圧により原子炉圧力を 2.0MPa[gage]以下に維持していることから，

評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器内ＦＣＩ（溶融炉心

細粒化）及び原子炉圧力容器内ＦＣＩ（デブリ粒子熱伝達）の不確かさとし

て，下部プレナムでの溶融炉心の挙動に関する感度解析により，原子炉圧力
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容器破損時の原子炉圧力に与える影響は小さいことを確認している。本評価

事故シーケンスでは，原子炉圧力容器が破損する前に，十分な時間余裕をも

って手動減圧により原子炉圧力を 2.0MPa[gage]以下に維持していることか

ら，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における炉心下部プレナムでの溶融炉心の

熱伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モデルはＴＭＩ事故についての再

現性を確認している。また，炉心下部プレナムと溶融炉心の熱伝達に関する

感度解析により原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいことを確認

していることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器破損不確かさとし

て，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損判定に用いる最大ひずみ（しき

い値）に関する感度解析により最大ひずみを低下させた場合に原子炉圧力容

器破損が早まることを確認しているが，原子炉圧力容器破損（事象発生から

約 5.4時間後）に対して早まる時間はわずかであることから，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。 

（添付資料3.2.4） 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，第 3.2.2-1

表に示すとおりであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件とした場合

の影響を評価する。また，解析条件の設定に当たっては，評価項目となるパ

ラメータに対する余裕が小さくなるような設定があることから，その中で事

象進展に有意な影響を与えると考えられる項目に関する影響評価の結果を

以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度 33GWd/tに対応

したものとしており，その最確条件は平均的燃焼度約 30GWd/tであり，本

解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，解析条件で設定して

いる崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなり，原子炉

水位の低下は緩和されるが，操作手順（原子炉水位に応じて急速減圧を実

施すること）に変わりはないことから，運転員等操作時間に与える影響は

ない。また，原子炉圧力容器破損に至るまでの事象進展は緩和されるが，

操作手順（原子炉圧力容器下鏡温度に応じてペデスタルへの注水操作（原

子炉圧力容器破損前の初期水張り）を実施すること）に変わりはないこと

から，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位及び炉心流量は，解析条件の不確か

さとして，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え得るが，事象進展に

与える影響は小さいことから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

（添付資料3.2.4） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度 33GWd/tに対応

したものとしており，その最確条件は平均的燃焼度約 30GWd/tであり，解

析条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，解析条件で設定してい

る崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなり，原子炉水
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位の低下は緩和され，原子炉急速減圧操作の開始が遅くなるが，原子炉圧

力容器破損も遅くなり，原子炉急速減圧操作開始後に原子炉圧力は速やか

に低下することから，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位及び炉心流量は，解析条件の不確か

さとして，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え得るが，事象進展に

与える影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに与える影響は

小さい。 

（添付資料3.2.4） 

 

b. 操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，「要員配置」，「移

動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の６要因

に分類し，これらの要因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，

運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータに与える影響

を評価し，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の原子炉急速減圧操作は，解析上の操作時間として原子炉水位

が燃料棒有効長底部から燃料棒有効長の 20％上の位置に到達時（事象発生

から約 1.0時間後）を設定している。運転員等操作時間に与える影響とし

て，原子炉水位が燃料棒有効長底部から燃料棒有効長の 20％上の位置に到

達するまでに事象発生から約 1.0時間の時間余裕があり，また，原子炉急

速減圧操作は原子炉水位の低下傾向を監視しながらあらかじめ準備が可

能であり，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であるため，操

作開始時間に与える影響は小さいことから，運転員等操作時間に与える影

響も小さい。当該操作は，解析コード及び解析条件（操作条件を除く）の

不確かさにより操作開始時間は遅れる可能性があるが，中央制御室で行う

作業であり，他の操作との重複もないことから，他の操作に与える影響は

ない。 

操作条件の格納容器代替スプレイ系（可搬型）によるペデスタルへの注

水操作（原子炉圧力容器破損前の初期水張り）は，解析上の操作開始時間

として原子炉圧力容器下鏡温度が 300℃に到達時を設定している。運転員

等操作時間に与える影響として，原子炉圧力容器下鏡温度が 300℃に到達

するまでには事象発生から約 3.1時間の時間余裕がある。また，格納容器

代替スプレイ系（可搬型）によるペデスタルへの注水操作は原子炉圧力容

器下鏡温度を監視しながらあらかじめ準備が可能であり，実態の操作開始

時間は解析上の設定とほぼ同等であるため，操作開始時間に与える影響は

小さいことから，運転員等操作時間に与える影響も小さい。当該操作は，

解析コード及び解析条件（操作条件を除く）の不確かさにより操作開始時

間は遅れる可能性があるが，当該操作に対応する運転員，対策要員に他の

並列操作はなく，また，現場操作における評価上の所要時間には余裕を見

込んで算定していることから，他の操作に与える影響はない。 

  （添付資料3.2.4） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の原子炉急速減圧操作は，運転員等操作時間に与える影響とし

て，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であることから，評価
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項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

操作条件の格納容器代替スプレイ系（可搬型）によるペデスタルへの注

水操作（原子炉圧力容器破損前の初期水張り）は，運転員等操作時間に与

える影響として，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であるこ

とから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

（添付資料3.2.4） 

 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となる

パラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確

認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の原子炉急速減圧操作については，原子炉圧力容器破損までに完了

する必要があるが，原子炉圧力容器破損までの時間は事象発生から約 5.4時間

あり，準備時間が確保できることから，時間余裕がある。 

操作条件の格納容器代替スプレイ系（可搬型）によるペデスタルへの注水操

作（原子炉圧力容器破損前の初期水張り）については，原子炉圧力容器破損前

の格納容器冷却を兼ねる操作であり，原子炉圧力容器下鏡温度が 300℃に到達

後，速やかに実施することが望ましいが，原子炉圧力容器破損前は，本操作が

実施できないと仮定しても，格納容器圧力及び温度が原子炉格納容器の限界圧

力及び限界温度に到達することはなく，逃がし安全弁による原子炉減圧機能維

持も可能であることから，時間余裕がある。 

（添付資料3.2.4） 

  

(4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作

時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕

を確認した。その結果，解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作時

間に与える影響等を考慮した場合においても，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。このほか，評価項目となるパラメータに対して，対策の有

効性が確認出来る範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

 

3.2.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」において，

重大事故等対策時における必要な要員は「3.2.1(3)格納容器破損防止対策」に

示すとおり 31 名である。「6.2 重大事故等対策時に必要な要員の評価結果」

で説明している緊急時対策要員の 45名で対処可能である。 

 

(2) 必要な資源の評価 

格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」において，

必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2) 資源の評価条件」の条件にて評価し

ている。その結果を以下に示す。 

ａ．水源 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）及びペデスタル代替注水系（可搬型）

によるペデスタルへの注水については，７日間の対応を考慮すると，合計約
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600m3の水が必要である。水源として，輪谷貯水槽（西１／西２）に約 7,000m3

の水を保有している。これにより必要な水源は確保可能である。 

（添付資料 3.2.5） 

ｂ．燃料 

常設代替交流電源設備による電源供給については，保守的に事象発生直後

からの運転を想定すると，７日間の運転継続に約 352m3の軽油が必要となる。

ガスタービン発電機用軽油タンクにて約 450m3の軽油を保有しており，この

使用が可能であることから常設代替交流電源設備による電源供給について，

７日間の運転継続が可能である。 

格納容器代替スプレイ系（可搬型）及びペデスタル代替注水系（可搬型）

によるペデスタル注水については，保守的に事象発生直後からの大量送水車

の運転を想定すると，７日間の運転継続に約 11m3の軽油が必要となる。原子

炉補機代替冷却系の大型送水ポンプ車については，保守的に事象発生直後か

らの大型送水ポンプ車の運転を想定すると，約 53m3の軽油が必要となる。可

搬式窒素供給装置による格納容器への窒素供給については，保守的に事象発

生直後からの可搬式窒素供給装置の運転を想定すると，７日間の運転継続に

約７m3の軽油が必要となる。合計約 71m3の軽油が必要となる。ディーゼル燃

料貯蔵タンクにて約 730m3の軽油を保有しており，この使用が可能であるこ

とから格納容器代替スプレイ系（可搬型）及びペデスタル代替注水系（可搬

型）によるペデスタル注水，原子炉補機代替冷却系の運転，可搬式窒素供給

装置による格納容器への窒素供給について，７日間の運転継続が可能である。 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，事象発生直後からの運

転を想定すると，７日間の運転継続に約８m3の軽油が必要となる。緊急時対

策所用燃料地下タンクにて約 45 m3の軽油を保有しており，この使用が可能

であることから，緊急時対策所用発電機による電源供給について，７日間の

継続が可能である。 

（添付資料 3.2.6） 

ｃ．電源 

常設代替交流電源設備の電源負荷については，重大事故等対策に必要な負

荷及びその他負荷として，約 1,941kW必要となるが，常設代替交流電源設備

は連続定格容量が約 4,800kWであり，必要負荷に対しての電源供給が可能で

ある。 

また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対しての電源供給が

可能である。 

（添付資料3.2.7） 

3.2.5 結論 

格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」では，運転

時の異常な過渡変化又は全交流動力電源喪失が発生するとともに，非常用炉心冷

却系等の安全機能の喪失が重畳する。このため，原子炉圧力容器が高い圧力の状

態で損傷し，溶融炉心，水蒸気及び水素ガスが急速に放出され，原子炉格納容器

に熱的・機械的な負荷が発生して原子炉格納容器の破損に至ることが特徴である。

格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」に対する格納
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容器破損防止対策としては，自動減圧機能付き逃がし安全弁による原子炉減圧手

段を整備している。 

格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」の評価事故

シーケンス「過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗＋炉心損傷後の原子

炉減圧失敗＋原子炉注水失敗＋ＤＣＨ発生」について，有効性評価を行った。 

上記の場合においても，自動減圧機能付き逃がし安全弁の手動開操作による原

子炉減圧により，原子炉圧力容器破損時の原子炉圧力を 2.0MPa[gage]以下に低減

することが可能である。また，安定状態を維持できる。 

（添付資料3.5.1） 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間

に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策

の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余裕について確認した結果，操

作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，緊急時対策要員にて対処可能である。また，

必要な水源，燃料及び電源も供給可能である。 

以上のことから，自動減圧機能付き逃がし安全弁の手動開操作による原子炉減

圧の格納容器破損防止対策は，選定した評価事故シーケンスに対して有効である

ことが確認でき，格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加

熱」に対して有効である。 
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第 3.2.1-1(1)図 「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」の重大事故等対

処設備の概略系統図 

（原子炉減圧） 
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第 3.2.1-1(2)図 「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」の重大事故等対

処設備の概略系統図 

（原子炉圧力容器破損前の原子炉減圧，ペデスタル注水） 
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第 3.2.1-1(3)図 「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」の重大事故等対

処設備の概略系統図 

（原子炉圧力容器破損後のペデスタル注水）  
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第 3.2.1-1(4)図 「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」の重大事故等対

処設備の概略系統図 

（残留熱代替除去系による溶融炉心冷却，格納容器除熱及び 

可搬式窒素供給装置を用いた格納容器内窒素供給） 
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熱
」

の
対

応
手

順
の

概
要

 

燃
料
補
給
準
備
 

凡
例

 

：
操
作
・
確
認

 

：
判
断

 

：
操
作
及
び
判
断

 

：
プ
ラ
ン
ト
状
態
（
解
析
）

 

：
復
旧
班
要
員
の
作
業

 

：
運
転
員
と
復
旧
班
要
員
の
共
同
作
業

 

：
解
析
上
考
慮
し
な
い
操
作
・
確
認

 

※
１
：
外
部
電
源
喪
失
に
て

原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
し
た
こ
と
を
平
均
出
力
領
域
計
装
に
よ
り
確
認
す
る
。

 

 
重
大
事
故
等
発
生
を
通
信
連
絡
設
備
に
よ
り
確
認
し
た
現
場
作
業
員
は
退
避
を
実
施
す

る
。
 

※
２
：
原
子
炉
水
位
低
（

レ
ベ
ル
２
）
で
自
動
起
動
（
解
析
上
の
時
刻
約

６
分
）
す
る
。
中
央
制
御
室
に
て
，
機
器
ラ
ン
プ
表
示
，
警
報
，

 

ポ
ン
プ
出
口
圧
力
，
ポ
ン
プ
出
口
流
量
，
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
等
に
て
確
認
す
る
。

 

※
３
：
中
央
制
御
室
か
ら

の
遠
隔
操
作
に
よ
り
外
部

電
源
受
電
及
び
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
等
の
起
動
が
で
き
ず
，
非
常
用
高
圧
母
線
の

電
源
回
復
が
で
き
な
い
場
合
，
早
期
の
電
源
回
復
不
能
と
判
断
す
る
。

 

※
４
：
格
納
容
器
破
損
モ
ー
ド
「
高
圧
溶
融
物
放
出

／
格
納
容
器
雰
囲
気
直
接
加
熱
」
の
有
効
性
評
価
を
実
施
す
る
上
で
，
重
大
事
故
等
対
処

設
備
に
よ
る
原
子
炉
注
水
機
能
に
つ
い
て
は
考
慮
し
な
い
も
の
と
仮
定
す
る
。

 

※
５
：
復
電
時
に
不
要
な
負
荷
が
起
動
す
る
の
を
防
止
す
る
た
め
の
負
荷
切
り
離
し
を
含
む
。

  

原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
，
タ
ー
ビ
ン
ト
リ
ッ
プ
を
確
認

※
１
 

給
水
流
量
の
全
喪
失
及
び
外
部
電
源
喪
失
発
生
 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
機
能
喪
失
を
確
認

※
２
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
等
 

機
能
喪
失
を
確
認
 

炉
心
損
傷
を
確
認

※
10
 

交
流
電
動
駆
動
ポ
ン
プ
に
よ
る
 

原
子
炉
注
水
機
能
喪
失
を
確
認
 

Ｓ
Ａ
低
圧
母
線
受
電
 

原
子
炉
圧
力
容
器
破
損

 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
 

に
よ
る
ペ
デ
ス
タ
ル
初
期
注
水

※
13
 

<約
5.
4
時
間
> 

主
蒸
気
隔
離
弁

 

閉
止
確
認

 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
 

（
可
搬
型
）
 

起
動
準
備
及
び
系
統
構
成
 

損
傷
炉
心
冷
却
失
敗
を
判
断

※
12
 

原
子
炉
水
位
 
燃
料
棒
有
効
長
底
部
よ
り
 

燃
料
棒
有
効
長
の

20
％
高
い
位
置

※
８
※
９

 

（
適
宜
実
施

）
 

<約
1
時
間
> 

<約
1.
1
時
間
> 

原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
を
確
認

※
14
 

号
炉
間
電
力
融
通
，
高
圧
発
電
機
車
 

に
よ
る
非
常
用
高
圧
母
線
受
電
 

（
起

動
失
敗

の
場
合

）
 

ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
 

に
よ
る
ペ
デ
ス
タ
ル
注
水

※
13
 

溶
融
炉
心
冷
却
を
確
認
 

可
搬
型
設
備
へ
の

 

燃
料
補
給
 

非
常
用
高
圧
母
線
受
電

※
６
 

非
常
用
高
圧
母
線
受
電
準
備

※
５
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
，
 

復
水
輸
送
系
，
消
火
系
に
よ
る
 

原
子
炉
注
水
 

逃
が
し
安
全
弁
用
制
御
電
源
確
保
，
 

窒
素
ガ
ス
供
給
設
備
，
窒
素
ガ
ス
代

替
供
給
設
備
に
よ
る
原
子
炉
減
圧
 

復
水
輸
送
系
，
消
火
系
に
よ
る
 

格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
  

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
冷
却
系
に
よ
る
 

原
子
炉
格
納
容
器
除
熱
 

補
足
１
 

【
事
故
の
起
因
事
象
判
定
（
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
事
象

o
r
過
渡
起
因
事
象
）
】
 

[
原
子
炉
圧
力
と
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
の
差
圧
が
「
0
.
2
5
M
Pa
[
g
ag
e
]
以
下
」
] 

か
つ

[
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
が
「

0
.1
5
M
P
a
[g
a
g
e
]以

上
」

] 

上
記
の
条
件
が
満
た
さ
れ
る
場
合
は
「
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
事
象
起
因
」
と
判
定
す
る
。
 

条
件
が
満
た
さ
れ
な
い
場
合
は
「
過
渡
起
因
事
象
」
と
判
定
す
る
。
 

（
本
シ
ナ
リ
オ
で
は
「
過
渡
起
因
事
象
」
を
想
定
し
て
い
る
）
 

【
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
判
断
パ
ラ
メ
ー
タ
】
 

・
「
過
渡
起
因
事
象
」
時
，
原
子
炉
圧
力
の
「
急
激
な
低
下
」
（
原
子
炉
圧
力
容
器
高
圧
時
）
，
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力

の
「
急
激
な
上
昇
」
，
ペ
デ
ス
タ
ル
温
度
の
「
急
激
な
上
昇
」
，
ペ
デ
ス
タ
ル
水
温
度
の
「

急
激
な

上
昇
」
又
は
「

指

示
値

喪
失
」
 

・
「
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
事
象
」
時
，
ペ
デ
ス
タ
ル
温
度
の
「
急
激
な
低
下
」
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
の
「
急
激

な
上
昇
」
，
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
水
素
濃
度
の
「
上
昇
開
始
」
，
ペ
デ
ス
タ
ル
水
温
度
の
「

急
激
な

上
昇
」
又
は
「

指
示

値
喪
失
」
 

【
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
徴
候
パ
ラ
メ
ー
タ
】
 

・
「
過
渡
起
因
事
象
」
，
「
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
事
象
」
時
，
原
子
炉
水
位

低
下
（

喪
失
）
，
制
御
棒
位
置
の
指
示
値
喪
失
数
増

加
，
原
子
炉
圧
力
容
器
下
鏡
温
度
の
指
示
値
喪
失
数
増
加
，
制
御
棒
駆
動
機
構
温
度
の
指
示
値
喪
失
数
増
加
 

【
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
後
の
再
確
認
パ
ラ
メ
ー
タ
】
 

・
「
過
渡
起
因
事
象
」
時
，
[
原
子
炉
圧
力
と
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
の
差
圧
が
「

0.
2
5
M
P
a[
g
a
g
e
]以

下
」
]
か
つ
[
ペ
デ

ス
タ
ル
温
度
が
「
飽
和
温
度
以
上
」

] 

・
「
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
事
象
」
時
，
[ペ

デ
ス
タ
ル
温
度
が
「
飽
和
温
度
」
]
か
つ

[
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
が
「
５
℃

以
上
上
昇
」

] 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系

 

（
移
動
式
代
替
熱
交
換
設
備
，
 

大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
）

 

起
動
準
備
及
び
系
統
構
成

 

燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系
起
動

 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
起
動
 

※
６
：
非
常
用
高
圧
母
線
２
系
列
の
う
ち
，
１
系
列
は
移
動
式
代
替
熱
交
換
設
備
ケ
ー
ブ
ル
接
続
後
に
受
電
す
る
。

 

※
７
：
中
央
制
御
室
待
避
室
の
準
備
操
作
は
，
以
下
を
実
施
す
る
。

 

 
 
 
・
中
央
制
御
室
待
避
室
内
の
正
圧
化
準
備
操
作
 

 
 
 
・
Ｌ
Ｅ
Ｄ
ラ
イ
ト
（
ラ
ン
タ
ン
タ
イ
プ
）
の
設
置
 

 
 
 
・
プ
ラ
ン
ト
パ
ラ
メ
ー
タ
監
視
装
置
（
中
央
制
御
室
待
避
室
）
の
設
置

 

※
８
：
原
子
炉
減
圧
時
に
お
け
る
炉
心
の
蒸
気
冷
却
効
果
及
び
水
素
発
生
量
増
加
の
観
点

か
ら
，
適
切
な
時
期
で
原
子
炉
減
圧
を
行
う
水
位
と
し
て
設
定
。

 

※
９
：
原
子
炉
注
水
の
手
段
が
全
く
な
い
場
合
，
シ
ュ
ラ
ウ
ド
内
水
位
が
燃
料
棒
有
効
長
底
部
よ
り
燃
料
棒
有
効
長
の

20
％
高
い
位
置
に
到
達
し
た
時
点
で
原
子
炉
減
圧
を
行
う
。

 

「
燃
料
棒
有
効
長
底
部
よ
り
燃
料
棒
有
効
長
の

20
％
高
い
位
置
」
と
は
，
原
子
炉
水
位
計
（
燃
料
域
）
で
－

72
4c
m
を
示
す
。
 

※
10
：
炉
心
損
傷
は
以
下
に
よ
り
判
断
す
る
。
 

・
格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
の
ガ
ン
マ
線
線
量
率
が
設
計
基
準
事
故
相
当
の
ガ
ン
マ
線
線
量
率
の

10
倍
を
超
え
た
場
合
 

な
お
，
格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ
に
よ
る
炉
心
損
傷
の
判
断
が
で
き
な
い
場
合
は
原
子
炉
圧

力
容
器
温
度
が

30
0℃

以
上
（
１
点
以
上
）
と
な
っ
た
時
点
で
，
炉
心
損
傷
と

判
断
す
る
。
 

※
11
：
格
納
容
器
水
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）
及
び
格
納
容
器
酸
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）

を
起
動
す
る
。
 

※
12
：
原
子
炉
圧
力
容
器
下
鏡
温
度

30
0℃

到
達
に
よ
り
損
傷
炉
心
冷
却
失
敗
と
判
断
す
る
。

 

 
 
 
な
お
，
原
子
炉
圧
力
容
器
下
鏡
温
度
の

30
0℃

到
達
は
原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
に
よ
り
確
認
し
，
い
ず
れ
か
１
点
が

30
0
℃
に
達
し
た
時
点
で
判
断
す
る
。
 

※
13
：
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
流
量
は

12
0m

3
/h

と
し
，
コ
リ
ウ
ム
シ
ー
ル
ド
上
面
か
ら

2.
4m
（
注
水
量
約

22
5m

3
）
ま
で
初
期
水
張
り
を
実
施
後
，
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
を
停
止
す
る
。

 

原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
後
は
ペ
デ
ス
タ
ル
注
水
に
切
り
替
え
，
崩
壊
熱

相
当
に
余
裕
を
見
た
量
を
注
水
す
る
。
 

※
14
：
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
確
認
は
，
圧
力
容
器
破
損
判
断
パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
り
判
断
す
る
。（

補
足
１
）

 

※
15
：
原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
に
よ
る
冷
却
水
の
供
給
が
さ
れ
て
い
る
こ
と
，
残
留
熱
代
替
除
去
系
の
電
源
が
確
保
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
確
認
し
，
残
留
熱
代
替
除
去
系
の
運
転
可
能
判
断
を
す
る
。

 

※
16
：
残
留
熱
代
替
除
去
系
に
よ
り
循
環
流
量

12
0m

3
/h

に
て
原
子
炉
格
納
容
器
内
に
ス
プ
レ
イ
を
行
う
。

 

ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
系

 

（
可
搬
型
）
に
よ
る
注
水

 

 

【
有
効
性
評
価
の
対
象
と
は
し
て
い
な
い
が
，
他
に
取
り
得
る
手
段
】
 

Ⅰ
：

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備

が
使
用
で
き
な
い
場
合
は
，
号
炉
間
電
力
融
通
又
は
高
圧
発
電
機
車
に
よ
り
電
源
を

 
 

供
給
す
る
。
（
電
源
容
量
に
よ
り
使
用
で
き
る
設
備
が
限
ら
れ
る
。
）
 

Ⅱ
：

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
と
同
等
の
流
量
は
確
保
で
き
な
い
が
，
復
水
輸
送
系
，
消
火
系
に
よ
る
代
替

注
水
も
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

 
 

注
水
開
始
時
間
は
遅
く
な
る
が
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る
代
替
注
水
も
実
施
可
能
で
あ
る
。 

Ⅲ
：
逃
が
し
安
全
弁
の
作
動
に
必
要
な
制
御
電
源
が
喪
失
し
て
い
る
場
合
は
，
逃
が
し
安
全
弁
用
制
御
電
源
確
保
操
作

を
行
う
。
 

ま
た
，
逃
が
し
安
全
弁
の
作
動
に
必
要
な
窒
素
ガ
ス
が
喪
失
し
て
い
る
場
合
は
，
窒
素
ガ
ス
供
給
設
備
，
窒
素
ガ

ス
代
替
供
給
設
備
に
よ
る
窒
素
ガ
ス
の
供
給
を
行
う
。
 

Ⅳ
：

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
と
同
等
の
流
量
は
確
保
で
き
な
い
が

，
復
水
輸
送
系
，
消
火
系
に
よ
る

格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
及
び
ペ
デ
ス
タ
ル
注
水
も
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

Ⅴ
：
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
冷
却
系
に
よ
る

原
子
炉

格
納
容
器
除
熱
を
実
施
す
る
。
 

Ⅰ
 

Ⅲ
 

Ⅴ
 

Ⅱ
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
 

（
移
動
式
代
替
熱
交
換
設
備
大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
）
起
動

 

 
残
留
熱
代
替
除
去
系
運
転
可
能

※
15
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
運
転
準
備
（
系
統
構
成
）
 

Ye
s 

No
 

残
留
熱
代
替
除
去
系

に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
除
熱
を
維
持
す
る
こ
と
で
，
溶
融
炉
心
冷
却
を
維
持
し

原
子
炉
格
納
容
器
を
破
損
さ
せ
る

こ
と
な
く

安
定
状
態
を
維
持
す
る
。
 

ま
た
，
格
納
容
器
内
酸
素
濃
度
の
監
視
を
継
続
す
る
と
と
も
に
，
可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
内
へ
の
窒
素
注
入
は
，

格
納
容
器
圧
力
が

42
7k
Pa
[g
ag
e]

到
達
に
て
停
止
し
，
そ
の
後
，
格
納
容
器
酸
素
濃

度
4.
4v
ol
%（

ド
ラ
イ
条
件
）
及
び

1.
5v
ol
%（

ウ

ェ
ッ
ト
条
件
）

到
達
に
て
，
格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
に
よ
り
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
可
燃
性
ガ
ス
を
排
出
す
る
こ
と
で
，

原
子
炉

格
納
容
器
内
で
の
水
素
燃
焼

を
防
止
す
る
。

 

さ
ら
に
，
機
能
喪
失
し
て
い

る
設
備
の
復
旧
に
努
め
，

残
留
熱
除
去
系
及
び
可
燃
性
ガ
ス
濃
度
制
御
系
の
復
旧
後
は
，

残
留
熱
除
去
系
に

よ
る
原
子
炉

格
納
容
器
除
熱
及
び
可
燃
性
ガ
ス
濃
度
制
御
系
に
よ
る
水
素
濃
度
制
御
を
実
施
す
る
こ
と
で
，
安
定
停
止
状
態
を
維
持
す
る
。
 

Ye
s 

No
 

【
0
秒
】
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
起
動

※
16
 

ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
停
止

※
17
 

【
10

時
間
後
】
 

 
残
留
熱
代
替
除
去
系
運
転
継
続

 

原
子
炉
圧
力
容
器
下
鏡
温
度

30
0℃

到
達

 
<約

3.
1
時
間
> 

原 子 炉 へ の 注 水
   

【
12

時
間
後
】
 

早
期
の
電
源
回
復
不
能
を
確
認

※
３
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
 

機
能
喪
失
を
確
認

※
４
 

全
交
流
電
源
喪
失
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
起
動
 

 

自
動
減
圧
機
能
付
き
逃
が
し
安
全
弁
２
個
に
よ
る

原
子
炉
急
速
減
圧
 

  

炉
心
損
傷
開
始

 

（
ケ

ー
ブ
ル

接
続
後

）
 

可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
に

よ
る
窒
素
供
給
準
備

 
残
留
熱
代
替

除
去
系
運
転
に
よ
り
格
納
容
器
圧
力
下
降

 

可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
を
用
い
た
原
子
炉
格
納
容
器
内
窒
素
供
給

 

 

 

高
圧

原
子
炉

代
替
注

水
系
に

よ
る

原
子

炉
注
水

は
解
析

上
考
慮

せ
ず

 

原
子
炉
圧
力
容
器
・
原
子
炉
格
納
容
器
の
状
態
が

静
定

後
，
燃
料
プ
ー
ル
冷
却
を
再
開
す
る
。

 

Ⅳ
 

格
納
容
器
圧
力

64
0k
Pa
[g
ag
e]
到
達
 

 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）

 

に
よ
る
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位

 

通
常
水
位
＋
約

1.
3m

到
達
 

 

格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
に
よ
る

 

格
納
容
器
ベ
ン
ト
操
作
 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）

 

に
よ
る
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
停
止

 

 

原
子
炉
ウ
ェ
ル
代
替
注
水
系
 

に
よ
る
原
子
炉
ウ
ェ
ル
注
水

 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
 

ｐ
Ｈ
制
御
系
起
動
 

水
素
濃
度
及
び
酸
素
濃
度
 

監
視
設
備
の
起
動

※
11
 

【
  
】
：
時
刻
（
解
析
条
件
）
 

< 
> 
：
時
刻
（
解
析
結
果
）
 

外
部
電
源
，
非
常
用
デ

ィ
ー
ゼ
ル
 

発
電
機
等
回
復
操
作
 

高
圧
／
低
圧
注
水

 

機
能
回
復
操
作

 
中
央
制
御

室
換
気
系
起
動
 

非
常
用
ガ
ス
処
理
系

 

自
動
起
動
を
確
認
 

ほ
う
酸
水
注
入
系
 

に
よ
る
原
子
炉
注
入
 

中
央
制

御
室
待
避
室
の
 
 
 
 

準
備
操
作

※
７

 

（
急

速
減
圧

失
敗
の

場
合
）
 

逃
が
し
安
全
弁
に
よ
る

 

原
子
炉
圧
力
制
御
を
確
認

 

※
17
：
ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る
注
水
は
，「

残
留
熱
代
替
除
去
系
運
転
の
確
認
」
及
び
「

D/
W 
水
位
計
に
よ
る
ベ
ン
ト
管
下
端
位
置
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
床
面
＋
１

m）
到
達
」
並
び
に
 

「
格
納
容
器
圧
力

38
4k
Pa
[g
ag
e]
未
満
」
で
あ
る
こ
と
を
確
認
後
，

停
止
す
る
。
 

 

再
循
環
ポ
ン
プ
 

ト
リ
ッ
プ
確
認

 

格
納
容
器
内
雰
囲
気
計
装
に
よ
る

水
素
濃
度
及
び
酸
素
濃
度
監
視

 

ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
系
統
構
成
 

3.2-24 



 

第 3.2.1-3図 「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」の作業と所要時間 

 

3.2-25 

責任者 当直長 1人
中央制御室監視

緊急時対策本部連絡

指揮者 当直副長 1人 運転操作指揮

指示者 1人 初動での指揮

連絡責任者

連絡担当者
4人 発電所内外連絡

運転員

（中央制御室）
復旧班要員

・ 外部電源喪失確認

・ 給水流量の全喪失確認

・ 原子炉スクラム・タービントリップ確認

・ 非常用ディーゼル発電機等機能喪失確認

・ 再循環ポンプトリップ確認

・ 主蒸気隔離弁全閉確認／逃がし安全弁による原子炉圧力制御確認

・ 原子炉隔離時冷却系機能喪失確認

・ 高圧原子炉代替注水系起動操作 解析上考慮せず

・ 交流電動駆動ポンプによる原子炉注水機能喪失確認

・ 早期の電源回復不能確認

― ― ・ 非常用ディーゼル発電機等　機能回復

― ― ・ 外部電源　回復

高圧・低圧注水機能喪失

調査，復旧操作
― ―

・ 復水・給水系，原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ系，

　 残留熱除去系，低圧炉心スプレイ系　機能回復

解析上考慮せず

対応可能な要員により対応する

常設代替交流電源設備起動操作
（1人）

A
― ・ 常設代替交流電源設備起動，受電操作

― ― ・ 放射線防護具準備／装備 解析上考慮せず

― ― ・ 注水弁電源切替え操作 解析上考慮せず

（1人）

A
― ・ 低圧原子炉代替注水系（常設）系統構成/起動/運転確認 解析上考慮せず

（1人）

A
― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電準備（中央制御室）

― ― ・ 放射線防護具準備／装備

― ― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電準備（現場）

（1人）

A
― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電操作（中央制御室）

― ― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電操作（現場）

（1人）

A
― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電準備（中央制御室） 25分

― ― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電準備（現場） 25分

（1人）

A
― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電操作（中央制御室） 5分

― ― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電操作（現場） 5分

原子炉急速減圧操作
（1人）

A
― ・ 自動減圧機能付き逃がし安全弁 ２個　手動開放操作

非常用ガス処理系　運転確認
（1人）

A
―

・ 非常用ガス処理系　自動起動確認

・ 原子炉建物差圧監視

・ 原子炉建物差圧調整

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ほう酸水注入系による原子炉圧力容

器へのほう酸水注入

（1人）

A
― ・ ほう酸水注入系　起動 10分 解析上考慮せず

― ・ 格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）起動操作 5分

―
・ 格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）

   システム起動，暖気
40分

― ・ 格納容器内水素濃度及び酸素濃度の監視 適宜監視

（1人）

A
―

・ 系統構成

・ 中央制御室換気系起動操作
20分

― ― ・ 中央制御室換気系　系統構成

（1人）

A
― ・ 中央制御室換気系　加圧運転操作 10分

中央制御室待機室準備 ― ― ・ 中央制御室待避室系統構成 30分

サプレッション・プール水

ｐＨ制御系起動操作

（1人）

A
― ・ サプレッション・プール水ｐＨ制御系起動 20分 解析上考慮せず

― ・ 放射線防護具準備／装備

―
・ 大量送水車による格納容器代替スプレイ系（可搬型）準備／系統構成

　（大量送水車配置，ホース展張・接続）

格納容器代替スプレイ系（可搬型）

系統構成

（1人）

A
― ・ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）系統構成 10分

格納容器代替スプレイ系（可搬型）

ペデスタル注水操作
―

（2人）

a,b
・ 原子炉圧力容器破損前の初期注水

ペデスタル代替注水系（可搬型）

系統構成

（1人）

A
― ・ ペデスタル代替注水系（可搬型）系統構成 10分

ペデスタル代替注水系（可搬型）

注水操作
―

（2人）

a,b
・ 原子炉圧力容器破損後のペデスタル注水 　　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施

ペデスタル代替注水系（可搬型）

停止操作

（1人）

A
― ・ ペデスタル代替注水系（可搬型）停止 10分

―
（12人）

a～l
・ 資機材配置及びホース敷設，系統水張り，起動

― ・ 放射線防護具準備／装備 10分

― ・ 電源ケーブル接続

― ― ・ 原子炉補機代替冷却系　系統構成

―
（2人）

c,d
・ 原子炉補機代替冷却系　運転状態監視

（1人）

A
― ・ 原子炉補機代替冷却系　冷却水流量調整 10分

― ・ 格納容器内雰囲気計装起動 5分 解析上考慮せず

― ・ 格納容器内水素濃度及び酸素濃度の監視 解析上考慮せず

― ・ 放射線防護具準備／装備

― ・ ディーゼル燃料貯蔵タンクからタンクローリへの補給
タンクローリ残量に応じて適宜ディーゼル燃料貯蔵

タンクから補給

燃料補給作業 ― ・ 大量送水車，大型送水ポンプ車への補給

残留熱代替除去系　準備操作
（1人）

A
― ・ 残留熱代替除去系　中央制御室系統構成 20分

残留熱代替除去系　運転開始
（1人）

A
―

・ 残留熱代替除去ポンプ起動

・ 格納容器スプレイ弁操作
10分

残留熱代替除去系

運転状態監視

（1人）

A
― ・ 残留熱代替除去系による原子炉格納容器の状態監視

可搬式窒素供給装置による原子炉格

納容器内窒素供給準備
― ・ 可搬式窒素供給装置準備

可搬式窒素供給装置による原子炉格

納容器内窒素供給
― ・ 可搬式窒素供給装置起動

原子炉ウェル代替注水系

注水操作
―

（2人）

a,b
・ 大量送水車による原子炉ウェルへの注水 解析上考慮せず

燃料プール冷却　再開
（1人）

A
― ・ 燃料プール冷却系再起動 10分

解析上考慮せず

燃料プール水温66℃以下維持

必要人員数　合計
１人

A

19人

a～s

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱

経過時間（分） 経過時間（時間） 経過時間（日）

備考10 20 30 40 50 60 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 22 23 24 25 26 27 28 29 30 5 6 7

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作内容

　

通報連絡等を行う

要員

運転員

（現場）

 

状況判断
1人

A
― ― 10分

交流電源回復操作
―

解析上考慮せず

対応可能な要員により対応する
―

―

― 10分

低圧原子炉代替注水系

（常設）機能喪失確認

2人

D,E

10分

20分

― 10分

Ｄ系非常用高圧母線受電準備

― 25分

2人

B,C

10分

35分

Ｄ系非常用高圧母線受電操作

― 5分

（2人）

B,C
5分

（2人）

B,C

Ｃ系非常用高圧母線受電操作

―

（2人）

B,C

Ｃ系非常用高圧母線受電準備

―

― 10分

― 適宜実施

―

水素濃度及び酸素濃度監視設備の

起動

（1人）

A

―

―

―

中央制御室換気系起動

―

（2人）

D,E
40分

―

（2人）

D,E

―

格納容器代替スプレイ系（可搬型）

準備操作

―
14人

a～n

10分

― 2時間10分

―

―
ペデスタル水位2.4m

（注水量約225m3）到達後停止

―

―
   ペデスタルに崩壊熱相当に

　 余裕を見た流量で注水

―

原子炉補機代替冷却系準備操作

― 7時間20分

―
3人

o,p,q
― 1時間40分

（2人）

B,C

原子炉補機代替冷却系運転

―

2時間30分

　　　　　　　　　適宜実施

格納容器内雰囲気計装による水素濃

度及び酸素濃度監視

（1人）

A

―

― 適宜実施

燃料補給準備

―

2人

r,s

10分

―

―

　　　　　　　適宜実施

―
（2人）

e,f
― 適宜状態監視

― 　　　　　　　　　　　適宜実施

―
上部ドライウェル内雰囲気温度低下を確認

蒸発による水位低下を考慮して定期的に注水

―
・燃料プール冷却水ポンプを再起動し燃料プールの冷却を再開する。

・必要に応じてスキマサージタンクへの補給を実施する。

４人

B,C,D,E

1時間40分

2時間

（）内の数字は他の作業終了後，移動して対応する人員数。

―

―

約1.1時間 炉心損傷

約3.1時間 原子炉圧力容器下鏡温度300℃

（溶融炉心の炉心下部プレナムへの移行確認）

約5.4時間 原子炉圧力容器破損

10時間 残留熱代替除去系 運転開始

約1時間 原子炉水位燃料棒有効長底部（BAF）＋20%到達

非常用ガス処理系 運転開始

プラント状況判断

12時間 ペデスタル代替注水系（可搬型）停止

可搬式窒素供給装置による格納容器窒素供給開始

事象発生

原子炉スクラム

約2時間 中央制御室換気系 運転開始

10分 常設代替交流電源設備による給電



3.2-26 

 
 

 
 

第 3.2.2-1(1)図 原子炉圧力の推移 
 

 

 
 

第 3.2.2-1(2)図 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移 

 

 

 

  



3.2-27 

 

 
 

第 3.2.2-1(3)図 格納容器圧力の推移 
 

 
 

 

第 3.2.2-1(4)図 格納容器温度の推移 

 

  



3.2-28 

 

 
 

第 3.2.2-1(5)図 サプレッション・プール水位の推移 
 

 

 
 

第 3.2.2-1(6)図 注水流量の推移 

 

 



第
3.
2.
1－

1
表
 
「
高
圧
溶
融
物
放
出
／
格
納
容
器
雰
囲
気
直
接
加
熱
」
の
重
大
事
故
等
対
策
に
つ
い
て
（
１
／
４
）
 

判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

常
設
設
備
 

可
搬
型
設
備
 

計
装
設
備

 

原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
確
認

 
運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
又
は
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
が

発
生
し
，
原
子
炉
が
ス
ク
ラ
ム
し
た
こ
と
を
確
認
す
る
。
 

所
内
常
設
蓄
電
式
直
流
電
源
設
備

 
－
 

平
均
出
力
領
域
計
装
 

高
圧
・
低
圧
注
水
機
能
喪

失
確
認

※
１
 

原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
後
，
原
子
炉
水
位
は
低
下
し
続
け
る
が
，

す
べ
て
の
非
常
用
炉
心
冷
却
系
等
が
機
能
喪
失
し
て
い
る
こ

と
を
確
認
す
る
。
 

所
内
常
設
蓄
電
式
直
流
電
源
設
備

 

常
設
代
替
直
流
電
源
設
備

 
－
 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

 

【
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
ポ
ン
プ
出
口
流
量
】
 

【
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
流
量
】
 

【
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
】
 

【
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
】
 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水

系
に
よ
る
原
子
炉
注
水

 

高
圧
注
水
機
能
喪
失
確
認
後
，
高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
を

起
動
し
原
子
炉
水
位
を
回
復
す
る
。
 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系

 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ

所
内
常
設
蓄
電
式
直
流
電
源
設
備

 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備

 

－
 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）

 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
流
量

 

【
 
】
：
重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
）
 

：
有
効
性
評
価
上
考
慮
し
な
い
操
作
 

※
１

 非
常
用
炉
心
冷
却
系
等
に
よ
る
注
水
が
出
来
な
い
状
態
。
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
，
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
，
残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
及
び
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
の

機
能
喪
失
が
重
畳
す
る
場
合
や
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
，
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
及
び
自
動
減
圧
系
の
機
能
喪
失
に
伴
い
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
及
び
残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
 

ー
ド
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
が
で
き
な
い
場
合
。

3.2-29 



 

 

第
3.
2.
1 －

1
表
 
「
高
圧
溶
融
物
放
出
／
格
納
容
器
雰
囲
気
直
接
加
熱
」
の
重
大
事
故
等
対
策
に
つ
い
て
（
２
／
４
）
 

【
 
】
：
重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
）
   

 

判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

常
設
設
備
 

可
搬
型
設
備
 

計
装
設
備

 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失

及
び
早
期
の
電
源
回
復

不
能
判
断
並
び
に
対
応

準
備
 

外
部
電
源
が
喪
失
す
る
と
と
も
に
，
す
べ
て
の
非
常
用
デ
ィ

ー
ゼ
ル
発
電
機
等
が
機
能
喪
失
す
る
。
こ
れ
に
よ
り
非
常
用

高
圧
母
線
（
6.
9k
V）

が
使
用
不
能
と
な
り
，
全
交
流
動
力
電

源
喪
失
に
至
る
。
中
央
制
御
室
に
て
外
部
電
源
受
電
及
び
非

常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
等
の
起
動
が
で
き
ず
，
非
常
用
高

圧
母
線
（
6.
9k
V）

の
電
源
回
復
が
で
き
な
い
場
合
，
早
期
の

電
源
回
復
不
能
と
判
断
す
る
。
こ
れ
に
よ
り
，
常
設
代
替
交

流
電
源
設
備
及
び
原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
の
準
備
を
開
始

す
る
。
 

所
内
常
設
蓄
電
式
直
流
電
源
設
備

 

常
設
代
替
直
流
電
源
設
備

 
－
 

－
 

自
動
減
圧
機
能
付
き
逃

が
し
安
全
弁
に
よ
る
原

子
炉
急
速
減
圧
 

原
子
炉
水
位
が
燃
料
棒
有
効
長
底
部
よ
り
燃
料
棒
有
効
長
の

20
％
上
の
位
置
に
到
達
し
た
時
点
で
，
原
子
炉
注
水
の
手
段

が
全
く
な
い
場
合
で
も
，
中
央
制
御
室
か
ら
の
遠
隔
操
作
に

よ
っ
て
手
動
操
作
に
よ
り
自
動
減
圧
機
能
付
き
逃
が
し
安
全

弁
２
個
を
開
放
し
，
原
子
炉
を
急
速
減
圧
す
る
。

 

自
動
減
圧
機
能
付
き
逃
が
し
安
全

弁
 

－
 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
水
位
（
燃
料
域
）

 

原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
圧
力
 

炉
心
損
傷
確
認
 

高
圧
・
低
圧
注
水
機
能
喪
失
に
よ
り
原
子
炉
水
位
が
さ
ら
に

低
下
し
，
炉
心
が
露
出
し
，
炉
心
損
傷
し
た
こ
と
を
確
認
す

る
。
 

－
 

－
 

格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ

 

（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
）
 

格
納
容
器
雰
囲
気
放
射
線
モ
ニ
タ

 

（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
）

 

3.2-30 



 

 

第
3.
2.
1 －

1
表
 
「
高
圧
溶
融
物
放
出
／
格
納
容
器
雰
囲
気
直
接
加
熱
」
の
重
大
事
故
等
対
策
に
つ
い
て
（
３
／
４
）

 

【
 
】
：
重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
）
    

 

判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

常
設
設
備
 

可
搬
型
設
備
 

計
装
設
備

 

水
素
濃
度
及
び
酸
素
濃

度
監
視
設
備
の
起
動
 

炉
心
損
傷
が
発
生
す
れ
ば
，
ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
－
水
反
応
等
に

よ
り
水
素
ガ
ス
が
発
生
し
，
水
の
放
射
線
分
解
に
よ
り
水
素

ガ
ス
及
び
酸
素
ガ
ス
が
発
生
す
る
こ
と
か
ら
，
中
央
制
御
室

か
ら
の
遠
隔
操
作
に
よ
り
水
素
濃
度
及
び
酸
素
濃
度
監
視
設

備
を
起
動
し
，
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
水
素
濃
度
及
び
酸
素

濃
度
を
確
認
す
る
。
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備

 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ

ン
ク
 

－
 

格
納
容
器
水
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

格
納
容
器
酸
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）

 

ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
注
水

 

原
子
炉
圧
力
容
器
下
鏡
温
度

30
0℃

到
達
に
よ
り
炉
心
下
部

プ
レ
ナ
ム
へ
の
溶
融
炉
心
移
行
を
確
認
し
た
場
合
，
原
子
炉

圧
力
容
器
破
損
に
備
え
て
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可

搬
型
）
に
よ
る
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
注
水
を
実
施
す
る
。
こ
の

場
合
の
注
水
は
，
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
水
張
り
が
目
的
で
あ
る

た
め
，
ペ
デ
ス
タ
ル
の
水
位
が

2.
4m
（
注
水
量

22
5m

3 ）
に

到
達
し
た
後
，
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
注
水
を
停
止
す
る
。
 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク

 
大
量
送
水
車
 

タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
流
量

 

ペ
デ
ス
タ
ル
水
位
 

原
子
炉
圧
力
容
器
破
損

確
認
 

原
子
炉
圧
力
容
器
下
鏡
部
温
度
が

30
0℃

に
到
達
し
た
場
合

に
は
，
原
子
炉
圧
力
容
器
の
破
損
を
速
や
か
に
判
断
す
る
た

め
に
ペ
デ
ス
タ
ル
水
温
等
を
継
続
監
視
す
る
。
 

ペ
デ
ス
タ
ル
水
温
度
の
急
激
な
上
昇
又
は
指
示
値
喪
失
，
原

子
炉
圧
力
の
急
激
な
低
下
，
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
の
急
激
な

上
昇
と
い
っ
た
パ
ラ
メ
ー
タ
の
変
化
に
よ
っ
て
原
子
炉
圧
力

容
器
破
損
を
判
断
す
る
。
 

－
 

－
 

原
子
炉
圧
力
容
器
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
圧
力
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

ペ
デ
ス
タ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

ペ
デ
ス
タ
ル
水
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

 

3.2-31 



 

 

第
3.
2.
1 －

1
表
 
「
高
圧
溶
融
物
放
出
／
格
納
容
器
雰
囲
気
直
接
加
熱
」
の
重
大
事
故
等
対
策
に
つ
い
て
（
４
／
４
）
 

【
 
】
：
重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
）
    

※
２

 
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
時
の
影
響
に
よ
り
，
ペ
デ
ス
タ
ル
水
位
に
よ
る
監
視
が
で
き
な
い
場
合
で
あ
っ
て
も
，
以
下
の
条
件
の
一
部
又
は

す
べ
て
か
ら
総
合
的
に
溶
融
炉
心
の
冷
却

が
継
続
し
て
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
を
把
握
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

・
ペ
デ
ス
タ
ル
の
雰
囲
気
温
度
が
飽
和
温
度
程
度
で
推
移
し
て
い
る
こ
と
 

・
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
の
雰
囲
気
温
度
が
飽
和
温
度
程
度
で
推
移
し
て
い
る
こ
と
 

・
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
水
素
濃
度
の
上
昇
が
停
止
す
る
こ
と
 

 

判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

常
設
設
備
 

可
搬
型
設
備
 

計
装
設
備

 

溶
融
炉
心
へ
の
注
水
 

原
子
炉
圧
力
容
器
が
破
損
し
，
溶
融
炉
心
が
ペ
デ
ス
タ
ル
に

落
下
し
た
後
は
，
ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
に

よ
る
ペ
デ
ス
タ
ル
注
水
を
崩
壊
熱
に
余
裕
を
見
た
流
量
に
て

継
続
し
て
行
う
。

※
２
 

コ
リ
ウ
ム
シ
ー
ル
ド

 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク

 

大
量
送
水
車
 

タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
流
量

 

ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
流
量
（
狭
帯
域
用
）
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
に

よ
る
溶
融
炉
心
冷
却
及

び
原
子
炉
格
納
容
器
除

熱
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
の
準
備
が
完
了
し
た
後
，
原
子
炉

補
機
代
替
冷
却
系
を
用
い
た
残
留
熱
代
替
除
去
系
に
よ
る
溶

融
炉
心
冷
却
及
び
原
子
炉
格
納
容
器
除
熱
を
開
始
す
る
。
 

格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
弁
を
中
央
制
御
室
か
ら
の
遠
隔
操
作
に

よ
り
開
操
作
し
，
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
を
実
施
す
る
。
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備

 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ

ン
ク
 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク

 

残
留
熱
代
替
除
去
系

 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ

 

移
動
式
代
替
熱
交
換
設

備
 

大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
 

タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ

 

流
量
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
（
Ｓ
Ａ
） 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

可
搬
式
窒
素
供
給
装
置

を
用
い
た
原
子
炉
格
納

容
器
内
へ
の
窒
素
注
入

 

残
留
熱
代
替
除
去
系
に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
除
熱
を
実
施

し
た
場
合
，
可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
を
用
い
て
原
子
炉
格
納

容
器
内
へ
窒
素
を
注
入
す
る
こ
と
で
，
格
納
容
器
内
酸
素
濃

度
の
上
昇
を
抑
制
す
る
。
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備

 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ

ン
ク
 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク

 

可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
 

タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

格
納
容
器
酸
素
濃
度
（
Ｓ
Ａ
）
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第
3.
2.
2-
1
表
 
主
要
解
析
条
件
（
高
圧
溶
融
物
放
出
／
格
納
容
器
雰
囲
気
直
接
加
熱
）（

１
／
４
）
 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

解
析
コ
ー
ド
 

Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ
 

－
 

初 期 条 件

原
子
炉
熱
出
力
 

2,
43
6
MW
 

定
格
原
子
炉
熱
出
力
と
し
て
設
定
 

原
子
炉
圧
力

 
6.
93
MP
a[
ga
ge
] 

定
格
原
子
炉
圧
力
と
し
て
設
定
 

原
子
炉
水
位

 
通
常
水
位
 

（
気
水
分
離
器
下
端
か
ら
+8
3
㎝
）
 

通
常
運
転
時
の
原
子
炉
水
位
と
し
て
設
定
 

炉
心
流
量
 

35
.6
×
10

3
t/
h 

定
格
炉
心
流
量
と
し
て
設
定
 

燃
料
 

９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
 

９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
，
９
×
９
燃
料
（
Ｂ
型
）
は
熱
水
力
的
な
特
性
は
同
等

で
あ
り
，
そ
の
相
違
は
燃
料
棒
最
大
線
出
力
密
度
の
保
守
性
に
包
絡
さ
れ
る

こ
と
，
ま
た
，
９
×
９
燃
料
の
方
が
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
よ
り
も
崩
壊
熱
が
大
き
く
，

燃
料
被
覆
管
温
度
上
昇
の
観
点
で
厳
し
い
た
め
，
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
の
評
価
は
９

×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
の
評
価
に
包
絡
さ
れ
る
こ
と
を
考
慮
し
，
代
表
的
に
９

×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
を
設
定
 

原
子
炉
停
止
後
の
崩
壊
熱

 
AN
SI
/A
NS
-
5.
1
-1
97
9 

（
燃
焼
度

33
GW
d/
t）

 

サ
イ
ク
ル
末
期
の
燃
焼
度
の
ば
ら
つ
き
を
考
慮
し
，

10
％
の
保
守
性
を
考
慮

し
て
設
定

格
納
容
器
空
間
体
積
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
）

 
7,
90
0m

3  
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
内
体
積
の
設
計
値
（
内
部
機
器
及
び
構
造
物
の
体
積
を
除
い

た
値
）
を
設
定
 

格
納
容
器
空
間
体
積
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・

チ
ェ
ン
バ
）

空
間
部
：
4,
70
0m

3
 

液
相
部
：
2,
80
0m

3
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
内
体
積
の
設
計
値
（
内
部
機
器
及
び
構
造
物

の
体
積
を
除
い
た
値
）
を
設
定

真
空
破
壊
装
置
 

3.
43
kP
a（

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
－
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・
チ
ェ
ン
バ
間
差
圧
）

真
空
破
壊
装
置
の
設
定
値
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位

3.
61
m（

NW
L）

 
通
常
運
転
時
の
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
と
し
て
設
定

 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度

35
℃
 

通
常
運
転
時
の
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
の
上
限
値
と
し
て
設
定

 

格
納
容
器
圧
力
 

５
kP
a[
ga
ge
] 

通
常
運
転
時
の
格
納
容
器
圧
力
と
し
て
設
定
 

格
納
容
器
温
度
 

57
℃
 

通
常
運
転
時
の
格
納
容
器
温
度
と
し
て
設
定
 

外
部
水
源
の
温
度

 
35
℃
 

屋
外
貯
水
槽
の
水
源
温
度
と
し
て
実
測
値
及
び
夏
季
の
外
気
温
度
を
踏
ま
え

て
設
定
 

3.2-33 
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表
 
主
要
解
析
条
件
（
高
圧
溶
融
物
放
出
／
格
納
容
器
雰
囲
気
直
接
加
熱
）（

２
／
４
）
 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

初 期 条 件

溶
融
炉
心
か
ら
プ
ー
ル
水
へ
の
熱
流
束

 
80
0k
W/
m
2
相
当
（
圧
力
依
存
あ
り
）
 

過
去
の
知
見
に
基
づ
き
初
期
水
張
り
の
効
果
を
考
慮
し
て
設
定

 

コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
種
類

玄
武
岩
系
コ
ン
ク
リ
ー
ト
 

使
用
し
て
い
る
骨
材
の
種
類
か
ら
設
定
 

コ
ン
ク
リ
ー
ト
以
外
の
構
造
材
の
扱
い

内
側
鋼
板
及
び
リ
ブ
鋼
板
は
考
慮
し
な
い

 
内
側
鋼
板
及
び
リ
ブ
鋼
板
に
つ
い
て
は
，
コ
ン
ク
リ
ー
ト
よ
り
も
融
点
が
高

い
こ
と
か
ら
保
守
的
に
考
慮
し
な
い
 

原
子
炉
圧
力
容
器
下
部
の
構
造
物
の
扱
い

 
ペ
デ
ス
タ
ル
に
落
下
す
る
溶
融
物
と
は
扱
わ

な
い
 

発
熱
密
度
を
下
げ
な
い
よ
う
保
守
的
に
設
定
 

ペ
デ
ス
タ
ル
床
面
積

 
ペ
デ
ス
タ
ル
床
面
積
を
設
定
 

コ
リ
ウ
ム
シ
ー
ル
ド
を
床
面
に
設
置
す
る
た
め
，
そ
の
設
置
面
積
を
用
い
る

も
の
と
す
る
。

事 故 条 件

起
因
事
象
 

給
水
流
量
の
全
喪
失
 

原
子
炉
水
位
の
低
下
の
観
点
で
厳
し
い
事
象
を
設
定
 

安
全
機
能
の
喪
失
に
対
す
る
仮
定

 

高
圧
注
水
機
能
喪
失
 

低
圧
注
水
機
能
喪
失
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
に
よ
る
原
子
炉
注
水

機
能
の
喪
失
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
 

高
圧
注
水
機
能
と
し
て
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
及
び
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系

の
機
能
喪
失
を
，
低
圧
注
水
機
能
と
し
て
残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー

ド
）
及
び
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
の
機
能
喪
失
を
設
定
す
る
と
と
も
に
，
重

大
事
故
等
対
処
設
備
に
よ
る
原
子
炉
注
水
機
能
の
喪
失
を
設
定

 

す
べ
て
の
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
等
の
機
能
喪
失
を
設
定

 

外
部
電
源
 

外
部
電
源
な
し
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
を
想
定
す
る
た
め
，
外
部
電
源
な
し
を
設
定

 

高
温
ガ
ス
に
よ
る
配
管
等
の
ク
リ
ー
プ
破
損

や
漏
え
い
等

 
考
慮
し
な
い
 

原
子
炉
圧
力
を
厳
し
く
見
積
も
る
も
の
と
し
て
設
定
 

3.2-22

3.2-34 
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表
 
主
要
解
析
条
件
（
高
圧
溶
融
物
放
出
／
格
納
容
器
雰
囲
気
直
接
加
熱
）（

３
／
４
）
 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

重 大 事 故 等 対 策 に 関 連 す る 機 器 条 件

原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
信
号
 

事
象
発
生
と
同
時
に
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
 

事
象
発
生
と
同
時
に
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
す
る
も
の
と
し
て
設
定

 

主
蒸
気
隔
離
弁
 

事
象
発
生
と
同
時
に
閉
止
 

主
蒸
気
が
原
子
炉
格
納
容
器
内
に
保
持
さ
れ
る
厳
し
い
条
件
と
し
て
設
定

 

再
循
環
ポ
ン
プ
 

事
象
発
生
と
同
時
に
停
止
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
に
よ
る
ポ
ン
プ
停
止
を
踏
ま
え
て
設
定

 

逃
が
し
安
全
弁
 

逃
が
し
弁
機
能
 

7.
58
MP
a[
ga
ge
]×

２
個
，
36
7t
/h
/個

 

7.
65
MP
a[
ga
ge
]×

３
個
，
37
0t
/h
/個

 

7.
72
MP
a[
ga
ge
]×

３
個
，
37
3t
/h
/個

 

7.
79
MP
a[
ga
ge
]×

４
個
，
37
7t
/h
/個

 

逃
が
し
安
全
弁
の
逃
が
し
弁
機
能
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

自
動
減
圧
機
能
付
き
逃
が
し
安
全
弁
の
２
個
を

開
す
る
こ
と
に
よ
る
原
子
炉
急
速
減
圧
 

〈
原
子
炉
圧
力
と
逃
が
し
安
全
弁
１
個
あ
た
り
の
蒸
気
量
の

関
係
〉

 

逃
が
し
安
全
弁
の
設
計
値
に
基
づ
く
蒸
気
流
量
及
び
原
子
炉
圧
力
の
関
係
か

ら
設
定
 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
 

原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
前
：
 

12
0m

3 /
h
に
て
格
納
容
器
内
に
ス
プ
レ
イ

 
格
納
容
器
温
度
及
び
圧
力
抑
制
に
必
要
な
ス
プ
レ
イ
流
量
を
考
慮
し
て
設
定
 

ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）

 

原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
後
：
 

崩
壊
熱
相
当
に
余
裕
を
見
た
注
水
量
に
て
ペ
デ

ス
タ
ル
に
注
水

溶
融
炉
心
冷
却
が
継
続
可
能
な
流
量
と
し
て
設
定
 

残
留
熱
代
替
除
去
系

 
12
0m

3 /
h
に
て
格
納
容
器
内
に
ス
プ
レ
イ

 
残
留
熱
代
替
除
去
系
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系

 

残
留
熱
代
替
除
去
系
か
ら
の
原
子
炉
補
機
代
替

冷
却
系
へ
の
伝
熱
容
量
：
約
６
M
W 

（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度

1
00
℃
，

海
水
温
度

3
0℃

に
お
い
て
）

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
の
設
計
値
（
残
留
熱
代
替
除
去
系
に
よ
る
格
納
容

器
ス
プ
レ
イ
流
量

12
0m

3 /
h
と
し
た
場
合
）
と
し
て
設
定
 

0

10
0

20
0

30
0

40
0

50
0

0
2

4
6

8
10

蒸 気 流 量

原
子

炉
圧

力
（

MP
a[
ab
s]
）

（
t/
h
）
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表
 
主
要
解
析
条
件
（
高
圧
溶
融
物
放
出
／
格
納
容
器
雰
囲
気
直
接
加
熱
）（

４
／
４
）
 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

重 大 事 故 等 対 策 に 関 連 す る 機 器 条 件

可
搬
式
窒
素
供
給
装
置

 

総
注
入
流
量
：
10
0N
m
3 /
h 

・
窒
素
：
99
.9
Nm

3 /
h

・
酸
素
：
0.
1N
m
3 /
h

ガ
ス
温
度
：
35
℃

総
注
入
量
は
格
納
容
器
内
の
酸
素
濃
度
の
上
昇
抑
制
に
必
要
な
流
量
と
し
て

設
定
 

酸
素
注
入
流
量
は
純
度

99
.9
％
を
考
慮
し
て
残
り
す
べ
て
を
酸
素
と
し
て
設

定
 

ガ
ス
温
度
は
気
象
条
件
を
考
慮
し
て
設
定
 

コ
リ
ウ
ム
シ
ー
ル
ド

材
料
：
ジ
ル
コ
ニ
ア
耐
熱
材
 

侵
食
開
始
温
度
：
2
,1
00
℃
 

材
料
は
，
溶
融
炉
心
の
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
サ
ン
プ
へ
の
流
出
を
防
止
す
る
観
点

か
ら
，
ジ
ル
コ
ニ
ア
耐
熱
材
を
設
定
 

侵
食
開
始
温
度
は
，
ジ
ル
コ
ニ
ア
耐
熱
材
の
侵
食
試
験
結
果
に
基
づ
き
設
定

 

重 大 事 故 等 対 策 に 関 連 す る 操 作 条 件

原
子
炉
急
速
減
圧
操
作

 

原
子
炉
水
位
が
燃
料
棒
有
効
長
底
部
よ
り
燃
料

棒
有

効
長

の
2
0
％

上
の

位
置

に
到

達
し

た
時

点
 

炉
心
損
傷
後
の
酸
化
反
応
の
影
響
緩
和
を
考
慮
し
設
定
 

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
に

よ
る
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
注
水
操
作
（
原
子
炉

圧
力
容
器
破
損
前
の
初
期
水
張
り
）

 

原
子
炉
圧
力
容
器
下
鏡
温
度
が

30
0℃

に
到
達

し
た
こ
と
を
確
認
し
て
開
始
し
，
ペ
デ
ス
タ
ル

の
水
位
が

2.
4m

と
な
る
注
水
量
（
22
5
m
3 ）

が

注
水
さ
れ
た
こ
と
を
も
っ
て
停
止
す
る
 

格
納
容
器
温
度
の
抑
制
効
果
及
び
炉
心
損
傷
後
の
原
子
炉
圧
力
容
器
の
破
損

に
よ
る
溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
相
互
作
用
の
影
響
緩
和
を
考
慮
し
設
定

 

ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
に
よ

る
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
注
水
操
作
（
原
子
炉
圧

力
容
器
破
損
後
の
注
水
）

 

原
子
炉
圧
力
容
器
の
破
損
を
確
認
し
た
場
合

 
炉
心
損
傷
後
の
原
子
炉
圧
力
容
器
の
破
損
に
よ
る
溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー

ト
相
互
作
用
の
影
響
緩
和
を
考
慮
し
設
定

残
留

熱
代

替
除

去
系

に
よ

る
溶

融
炉

心
冷

却
及
び
原
子
炉
格
納
容
器
除
熱
操
作

 
事
象
発
生
か
ら

10
時
間
後
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
の
準
備
時
間
を
考
慮
し
て
設
定
 

可
搬

式
窒

素
供

給
装

置
に

よ
る

格
納

容
器

内
窒
素
供
給
操
作

 
事
象
発
生
か
ら

12
時
間
後
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
の
準
備
完
了
後
の
可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
の
準
備

時
間
を
考
慮
し
て
設
定

 

3.2-36 
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添付資料 3.2.1 

高温環境下での逃がし安全弁の開保持機能維持について 

原子炉水位が燃料棒有効長頂部を下回り，炉心損傷に至るような状況では，原

子炉圧力容器（以下「ＲＰＶ」という。）内の気相温度は飽和蒸気温度を大きく

超える。高圧溶融物放出/格納容器雰囲気直接加熱（以下「ＤＣＨ」という。）を

防止するためには，その様な環境下でも逃がし安全弁（以下「ＳＲＶ」という。）

を開保持し，ＲＰＶ内の圧力を２MPa以下の低圧に維持する必要がある。 

図１から図３に示す通り，ＳＲＶは本体部と電磁弁，空気シリンダからなる補

助作動装置から構成されている。「4. 本体部の温度上昇による影響」に示す通り，

本体部では温度上昇は問題にならないが，補助作動装置の温度が上昇すると，電

磁弁又はピストンのシール部が熱によって損傷し，ＳＲＶの機能維持に影響を及

ぼす恐れがある。 

ＳＲＶについては以下の環境条件における機能維持を確認している。 

・171℃において３時間継続の後 160 ℃において３時間継続

ここでは，ＳＲＶの環境条件を厳しく評価する観点から，格納容器代替スプレ

イ系（可搬型）による格納容器スプレイに期待しない場合を仮定し，事象発生か

らＲＰＶ破損直前までの約 5.4 時間においてＤＣＨ防止のために原子炉の減圧を

継続している環境下で想定されるＳＲＶの温度を評価し，上記の条件と比較する

ことで，ＳＲＶの健全性を評価する。 

1. 評価方法

ＭＡＡＰ解析によって得られたＤＣＨ対応シナリオでのＲＰＶ内気相温度とド

ライウェル（以下「Ｄ／Ｗ」という。）内気相温度を環境温度条件として，三次

元熱流動解析コード(ＳＴＡＲ-ＣＣＭ+)により，ＳＲＶの温度を評価した。 

三次元熱流動解析では，ＲＰＶ内気相温度とＤ／Ｗ内気相温度の温度条件が厳

しくなる評価点を２点設けて定常解析を実施した。 

2. 評価条件

(1) 温度条件

図４にＲＰＶ内気相温度及びＤ／Ｗ内気相温度のＭＡＡＰ解析結果を示す。Ｍ

ＡＡＰ解析結果を踏まえ，以下に示す通り評価条件を設定した。 

① 事象発生からＲＰＶ破損直前までの範囲を代表する温度条件として，同範囲

内でのＲＰＶ内気相温度が最も厳しい温度を適用し，定常解析によって評価

する。

② 事象発生からＲＰＶ破損直前までの範囲を代表する温度条件として，同範囲
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内でのＤ／Ｗ内気相温度が最も厳しい温度を適用し，定常解析によって評価

する。 

(2) 評価部位 

    ＳＲＶの開保持には，電磁弁コイルを励磁することで，補助作動装置のピ

ストン部へ窒素を供給し，ＳＲＶ本体スプリングの閉止力を上回る駆動力を

発生させ，ピストンを押上げた状態とする必要がある。ＳＲＶの開保持機能

維持の観点では，高温影響を受けやすい以下の部位について評価する必要が

ある。 

① 電磁弁（下部コイルハウジング） 

電磁弁のコイルは熱容量が小さく，高温影響を受けやすい。電磁弁のコイ 

ルが熱によって損傷した場合，電磁弁のコイルが消磁することで，補助作動

装置のピストンへの窒素供給が遮断されるとともに，流路が排気側へ切り替

わることから，ピストンを押上げていた窒素が排出され，ＳＲＶ本体スプリ

ングの閉止力によってＳＲＶが閉止する。このため，電磁弁を評価の対象と

するが，その中でも高温配管に近く，最も温度が高くなりやすい下部コイル

ハウジングの温度を評価する。 

② ピストン（シール部） 

  ピストンのシール部にはフッ素ゴム製のＯリングを用いており，高温影響

を受けやすい。ピストンのシール部が熱によって損傷した場合，シール部よ

りピストンを押上げていた窒素が排出され，ＳＲＶ本体スプリングの閉止力

によってＳＲＶが閉止する。このため，ピストンの温度を評価する。 

(3)  評価モデル 

ＳＲＶの中で，電磁弁やピストンのシール部の温度条件が厳しい弁を評価す

る観点から，電磁弁の設置角度が排気管に最も近い弁を評価対象弁とした。ま

た，図５及び図６のように開状態と閉状態を交互に並べた形でモデル化してい

る。実機では離れた位置のＳＲＶ２個を操作することを基本とするが，解析で

は評価体系の側面を周期境界としており，保守的に 1個おきに開動作するモデ

ルとしている。 

 

3. 評価結果 

評価結果を表２及び図７及び図８に示す。事象発生からＲＰＶ破損直前までの

範囲でＲＰＶ内気相温度が最も厳しい温度を適用した①の温度条件では，補助作

動装置の電磁弁及びピストンのシール部の温度は160℃を約 20℃下回った。また，

①と同範囲でＤ／Ｗ内気相温度が最も厳しい温度を適用した②の温度条件では，

補助作動装置の電磁弁及びピストンのシール部の温度は160℃を約 20℃下回った。 

なお，ＳＲＶ環境試験では，160℃以上の温度条件において 6時間の機能維持が

確認されている。 

ＳＲＶに対する機能確認試験では，初期の熱負荷として 171℃を与えており，こ

の試験実績を踏まえると，ＤＣＨ防止のために原子炉減圧を継続している状況下
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でもＳＲＶの機能を継続可能である。①，②は厳しい温度を設定して実施した定

常解析であり，実際にＳＲＶが経験する温度は更に低い値になるものと考えられ

る。 

以上のとおり，炉心損傷後，ＤＣＨ防止のために原子炉の減圧を継続している

状況を想定した環境下でも，ＳＲＶの機能を維持できると考える。 

 

4. 本体部の温度上昇による影響 

閉状態のＳＲＶが強制開するためには，補助作動装置の駆動力がＳＲＶ本体の

抵抗力を上回る必要がある。ＳＲＶ本体の抵抗力に対する温度上昇の影響は表３

のとおり，いずれも温度上昇によって抵抗力が低下するよう設計上配慮されてお

り，温度上昇が強制開の妨げとなることはない。 

 

以上
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表１ 三次元熱流動解析での温度条件 

 

温度条件①【定常解析】 

(事象発生から溶融炉心落下直前までのＲＰ

Ｖ内気相平均温度が最高となる温度条件) 

温度条件② 【定常解析】 

 (事象発生から溶融炉心落下直前までのＤ／

Ｗ内気相平均温度が最高となる温度条件) 

ＲＰＶ内 

気相温度 
約 521℃ 約 469℃ 

Ｄ／Ｗ内 

気相温度 
約 85℃ 約 90℃ 

 

 

表２ 三次元熱流動解析での評価結果 

 

温度条件①【定常解析】 

(事象発生から溶融炉心落下直前までのＲＰ

Ｖ内気相温度が最高となる温度条件) 

温度条件② 【定常解析】 

 (事象発生から溶融炉心落下直前までのＤ／

Ｗ内気相温度が最高となる温度条件) 

下部コイル 

ハウジング 

最高温度※ 

約 141℃ 約 136℃ 

ピストン部 

最高温度 
約 136℃ 約 132℃ 

※電磁弁設置位置 

 

 

表３ ＳＲＶ本体の抵抗力に対する温度上昇の影響 

項目 温度上昇の影響 

ＳＲＶスプリング閉止

力 

温度上昇に伴い，低下する方向にある。また，補助作動装置の駆

動力はスプリング閉止力に対して十分な力量を有している。 

弁棒・アジャスタリング

摺動抵抗 

主蒸気流路から離れた位置にあり，温度上昇幅は小さく，ＳＲＶ

強制開機能には影響を及ぼさない。 

弁棒・ネッキブッシュ摺

動抵抗 

弁棒は ，ネッキブッシュは と，入熱時

に隙間が拡大する材料の組み合わせとなっており，ネッキブッシ

ュによる弁棒拘束は発生しない。 

バランスピストン・ブッ

シュ摺動抵抗 

バランスピストンは ，ブッシュは と，

入熱時に隙間が拡大する材料の組み合わせとなっており，ブッシ

ュによる弁棒拘束は発生しない。 

弁体ソケット・弁体ガイ

ド摺動抵抗 

主蒸気温度上昇に伴い拡大するため，温度上昇に伴う弁体ガイド

の弁体ソケット拘束は発生しない。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図１ ＳＲＶ構造図

弁体ガイド 
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図２ ＳＲＶ構造図（側面図詳細） 

 

 

 

図３ ＳＲＶ構造図（平面図詳細）

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図４ ＲＰＶ内気相平均温度及びＤ／Ｗ内気相平均温度の推移 
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相
温
度
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内
気
相
温
度
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温度条件②（約 465℃） 

RPV 破損  

 

RPV 破損 

事故後の時間[hr] 

事故後の時間[hr] 

P
C

V
内
気
相
温
度

[℃
] 

温度条件①（約 521℃） 

温度条件②（約 469℃） 

温度条件②（約 90℃） 
温度条件①（約 85℃） 

事故後の時間[hr] 
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図５ モデル化範囲と境界条件 

 

 

図６ モデル図と断面メッシュ図

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図７ 解析結果（温度条件①:ＲＰＶ内気相温度 521℃，ＰＣＶ内気相温度 85℃）

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図８ 解析結果（温度条件②：ＲＰＶ内気相温度 469℃，ＰＣＶ内気相温度 90℃） 

  

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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格納容器破損モード「ＤＣＨ」，「ＦＣＩ」及び「ＭＣＣＩ」の 

評価事故シーケンスの位置づけ 

 

 格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱(ＤＣＨ)」，「原

子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用(ＦＣＩ)」及び「溶融炉心・コンク

リート相互作用(ＭＣＣＩ)」については，各プラント損傷状態（ＰＤＳ）に対応

する各重要事故シーケンス及び「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）」の評価事故シーケンスへの重大事故等防止対策の有効性評価の結

果等から，重大事故等対処設備に期待する場合，炉心損傷あるいは炉心下部プレ

ナムへの溶融炉心移行までに事象の進展を停止し，これらの現象の発生を防止す

ることが出来る。 

 しかしながら，格納容器破損モード「ＤＣＨ」，「ＦＣＩ」及び「ＭＣＣＩ」は，

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則

の解釈」（以下，「解釈」という。）第 37条 2-1(a)において，「必ず想定する格納容

器破損モード」として定められている。このため，今回の評価では重大事故等対

処設備の一部に期待しないものとして，各物理化学現象に伴う格納容器破損が懸

念される状態に至る評価事故シーケンスを設定している。 

 一方，格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）」については，事故シーケンス選定のプロセスにおいて，国内外の先進

的な対策と同等な対策を講じても炉心損傷を防止できない事故シーケンスとして

抽出された，「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動

力電源喪失」を評価事故シーケンスとして選定し，重大事故等対策の有効性を評

価している。 

 以上のとおり，格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納

容器過圧・過温破損）」は重大事故等対策に期待して評価し，解釈第 37条 2－3(a)

～(c)の評価項目に対する重大事故等対策の有効性を評価しており，格納容器破損

モード「ＤＣＨ」，「ＦＣＩ」及び「ＭＣＣＩ」は，評価を成立させるために，重

大事故等対処設備の一部に期待しないものとして，解釈第 37条 2-3(d),(e),(i)

の評価項目に対する重大事故等対策の有効性を評価している。 

 

以 上 
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添付資料 3.2.3 

 

原子炉建物から大気中への放射性物質の漏えい量について 

（高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱） 

 

本格納容器破損モードの重大事故等対策の有効性評価では，厳しい事象を想定

した場合でも，原子炉格納容器が破損することなく安定状態に至る結果が得られ

ている。この評価結果に照らして原子炉建物から大気中への放射性物質の漏えい

量を考える。 

格納容器破損防止対策の有効性評価では，通常運転時に用いている原子炉建物

原子炉棟内の換気系が全交流動力電源喪失により停止し，交流電源が回復した後

に非常用ガス処理系が起動する状況を想定している。ここで，原子炉建物原子炉

棟内の換気系の停止から非常用ガス処理系が起動するまでの時間遅れを考慮し，

非常用ガス処理系によって原子炉建物原子炉棟の設計負圧が達成されるまで事象

発生から 70分かかると想定している。 

本格納容器破損モードの重大事故等対策の有効性評価では原子炉格納容器の閉

じ込め機能は健全であると評価していることから，原子炉格納容器から漏えいし

た水蒸気は原子炉建物内で凝縮され，原子炉建物空間部が加圧されることはない

と考えられる。また，原子炉棟内の換気系は停止しているため，原子炉建物内空

間部と外気との圧力差が生じにくく，原子炉建物内外での空気のやりとりは殆ど

ないものと考えられる。さらに，原子炉格納容器内から原子炉建物に漏えいした

粒子状放射性物質は，原子炉建物内での重力沈降や水蒸気の凝縮に伴い，原子炉

建物内に沈着するものと考えられる。 

これらのことから，原子炉格納容器の健全性が維持されており，原子炉建物原

子炉棟内の換気系が停止している場合は，原子炉格納容器から原子炉建物内に漏

えいした放射性物質は，原子炉建物内で時間減衰し，また，原子炉建物内で除去

されるため，大気中へは殆ど放出されないものと考えられる。 

本評価では，上述の状況に係わらず，非常用ガス処理系が起動し，原子炉建物

原子炉棟の設計負圧が達成されるまでの間，原子炉格納容器から原子炉建物に漏

えいした放射性物質は，保守的に全量原子炉建物から大気中へ漏えいすることを

想定した場合の放出量を示す。 

 

１．評価条件 

(1) 本格納容器破損モードの評価事故シーケンスである「過渡事象＋高圧炉心冷

却失敗＋原子炉減圧失敗＋炉心損傷後の原子炉減圧失敗＋原子炉注水失敗＋

ＤＣＨ発生」について評価する。 

(2) 原子炉格納容器からの漏えい量は，ＭＡＡＰ解析上で原子炉格納容器圧力に

応じて漏えい率が変化するものとし，開口面積は以下のように設定する。（添

付資料 3.1.2.5 参照） 
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・１Pd以下：0.9Pd で 0.5％／日 相当 

・１～２Pd：2.0Pd で 1.3％／日 相当 

(3) エアロゾル粒子は原子炉格納容器外に放出される前に貫通部内で捕集され

ることが実験的に確認されていることから原子炉格納容器の漏えい孔におけ

るエアロゾルの捕集の効果を考慮して評価する（ＤＦ＝10）。 

(4) 原子炉建物から大気中への放射性物質の漏えいについては，非常用ガス処理

系により負圧が達成される事象発生 70 分後までは原子炉建物原子炉棟内の

放射性物質の保持機能に期待しないこととし（換気率無限），非常用ガス処理

系により設計負圧を達成した後は設計換気率１回／日相当を考慮する。 

(5) 非常用ガス処理系はフィルタを通して原子炉建物原子炉棟内の空気を外気

に放出するためフィルタの放射性物質の除去性能に期待できるが，本評価で

は保守的に期待しないこととする（ＤＦ＝１）。 

(6) 原子炉建物内での放射能量の時間減衰は考慮せず，また，原子炉建物内での

粒子状物質の除去効果は保守的に考慮しない。 

 

2. 評価結果 

原子炉建物から大気中へ漏えいするＣｓ－137の評価結果を表１に示す。 

原子炉建物から大気中への放射性物質(Ｃｓ－137)の漏えい量は約 0.56TBq

（７日間）であり，基準の 100TBqを下回っている。 

なお，事象発生７日間以降の影響を確認するため，事象発生 30日間，100 日

間における環境へのＣｓ－137の放出量を確認している。 

事象発生後 30日間及び 100日間での放出量においても 100TBqを下回る。 

 

表１ 原子炉建物から大気中への放射性物質(Ｃｓ－137)の漏えい量 

（単位：TBq） 

 漏えい量（７日間） 漏えい量（30日間） 漏えい量（100日間） 

高圧溶融物放出／

格納容器雰囲気直

接加熱 

約 0.56 約 0.57 約 0.58※ 

※ 格納容器フィルタベント系から大気中への放出量を含む（事象発生約 81日後

から 100日まで格納容器ベント実施） 

 

以上 
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長
底
部
か
ら
燃
料
棒
有
効
長
の
20
％
上
の
位
置
に
到
達
し
た
時
点
の
原

子
炉
減
圧
操
作
で
あ
り
，
ま
た
，
燃
料
被
覆
管
温
度
等
を
操
作
開
始
の
起
点
と
し
て
い
る

運
転
員
等
操
作
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

ま
た
，
原
子
炉
圧
力
容
器
下
鏡
温
度
が

30
0
℃
に
到
達
し
た
時
点
で
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ

イ
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
注
水
操
作
（
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
前
の
初

期
水
張
り
）
を
実
施
す
る
が
，
炉
心
下
部
プ
レ
ナ
ム
へ
の
溶
融
炉
心
移
行
の
開
始
時
間
の

不
確
か
さ
は
小
さ
く
，
炉
心
下
部
プ
レ
ナ
ム
へ
溶
融
炉
心
が
移
行
し
た
際
の
原
子
炉
圧
力

容
器
下
鏡
温
度
の
上
昇
は
急
峻
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
原
子
炉
圧
力
容
器
下
鏡
温
度
を
操
作

開
始
の
起
点
と
し
て
い
る
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る
ペ
デ
ス
タ
ル

へ
の
注
水
操
作
（
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
前
の
初
期
水
張
り
）
に
係
る
運
転
員
等
操
作
時

間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

炉
心
ヒ
ー
ト
ア
ッ
プ
に
関
す
る
モ
デ
ル
は
，
Ｔ
Ｍ
Ｉ
事
故
に

つ
い
て
の
再
現
性
及
び

Ｃ
Ｏ
Ｒ
Ａ
実
験
に
つ
い
て
の
再
現

性
が
確
認
さ
れ
て
い
る
。
炉
心
ヒ
ー
ト
ア
ッ
プ
の
感
度
解
析

（
ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム

-
水
反
応
速
度
の
係
数
に
つ
い
て
の
感
度

解
析
）
で
は
，
炉
心
溶
融
時
間
及
び
炉
心
下
部
プ
レ
ナ
ム
へ

の
溶
融
炉
心
移
行
の

開
始
時
間

へ
の
感
度
は
数
分
程
度
で

あ
り
，
影
響
は
小
さ
い
こ
と
が
確
認
し
て
い
る
。

 

本
評
価
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
で
は
，
原
子
炉
水
位
が
燃
料
棒
有

効
長
底
部
か
ら
燃
料
棒
有
効
長
の

2
0
％
上
の
位
置

に
到
達

し
た
時
点
で
の

運
転
員
等
操
作
に
よ
る
原
子
炉
急

速
減
圧

に
よ
っ

て
速
や

か
に

原
子
炉

圧
力
を

2.
0M
P
a[
ga
ge
]
以
下

に
低
減
し
，
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
時
の

原
子
炉
圧
力

を

2.
0M
Pa
[g

ag
e]
以
下
に
維
持
し
て
い
る
た
め
，
運
転
員
等
操

作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な

る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

燃
料

棒
表

面
熱
伝
達

 

燃
料

被
覆

管
酸
化

 

燃
料

被
覆

管
変
形

 

沸
騰
・
ボ
イ

ド
率
変
化

 
炉
心
モ
デ
ル

(
炉

心
水

位
計

算
モ

デ
ル
)
 

Ｔ
Ｑ
Ｕ
Ｘ
シ
ー
ケ
ン
ス
及
び
中
小
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
シ
ー

ケ
ン
ス
に
対
し
て
，
Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ
コ
ー
ド
と
Ｓ
Ａ
Ｆ
Ｅ
Ｒ
コ

ー
ド
の
比
較
を
行
い
，
以
下
の
傾
向
を
確
認
し
た
。

 

・
Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ
コ
ー
ド
で
は
Ｓ
Ａ
Ｆ
Ｅ
Ｒ
コ
ー
ド
で
考
慮
し

て
い

る
Ｃ

Ｃ
Ｆ
Ｌ

を
取

り
扱
っ

て
い

な
い

こ
と

等
か

ら
，
水
位
変
化
に
差
異
が
生
じ
た
も
の
の
水
位
低
下
幅

は
Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ
コ
ー
ド
の
方
が
保
守
的
で
あ
り
，
そ
の
後

の
注
水
操
作
に
よ
る
燃
料
棒
有
効
長
頂
部
ま
で
の
水
位

回
復
時
刻
は
両
コ
ー
ド
で
同
等
で
あ
る
。

 

原
子
炉
水
位
挙
動
に
つ
い
て
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
モ
デ
ル
が
精
緻
で
あ
る
解
析
コ
ー
ド

Ｓ
Ａ
Ｆ
Ｅ
Ｒ
の
評
価
結
果
と
の
比
較
に
よ
り
水
位
低
下
幅
は
解
析
コ
ー
ド
Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ
の
評

価
結
果
の
方
が
大
き
く
，
解
析
コ
ー
ド
Ｓ
Ａ
Ｆ
Ｅ
Ｒ
に
対
し
て
保
守
的
で
あ
る
こ
と
を
確

認
し
て
い
る
。
こ
の
た
め
，
原
子
炉
水
位
が
燃
料
棒
有
効
長
底
部
か
ら
燃
料
棒
有
効
長
の

20
％
上
の
位
置
に
到
達
す
る
時
間
が
早
ま
る
可
能
性
が
あ
る
が
，
数
分
程
度
の
差
異
で
あ

る
こ
と
か
ら
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

原
子
炉
水
位
挙
動
に
つ
い
て
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
モ
デ

ル
が
精
緻
で
あ
る
Ｓ
Ａ
Ｆ
Ｅ
Ｒ
コ
ー
ド
と
の
比
較
に
よ
り
，

水
位
低
下
幅
は
解
析
コ
ー
ド
Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ
の
評
価
結
果
の
方

が
保
守
的
で
あ
る
こ
と
を
確
認
し
て
い
る
。
こ
の
た
め
，
原

子
炉
水
位
が

燃
料
棒
有
効
長
底
部
か
ら
燃
料
棒
有
効
長
の

2
0
％
上
の
位
置

に
到
達

す
る
時
間
が
早
ま
る
可
能
性
が
あ

る
が
，
数
分
程
度
の
差
異
で
あ
り
，
原
子
炉
急
速
減
圧
操
作

後
に
原
子
炉
圧
力
は
速
や
か
に
低
下
す
る
こ
と
か
ら
，
評
価

項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

気
液

分
離

(
水

位
変

化
)
・
対
向

流
 

原
子

炉

圧
力

容

器
 

冷
却

材
放

出
(
臨

界

流
・

差
圧

流
)
 

原
子

炉
圧

力
容

器
モ
デ
ル

(
破
断

流
モ
デ
ル

)
 

逃
が
し
安
全
弁
か
ら
の
流
量
は
，
設
計
値
に
基
づ
い
て
計

算
さ
れ
る
。

 

逃
が
し
安
全
弁
か
ら
の
流
量
は
，
設
計
に
基
づ
い
て
流
量
が
計
算
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら

不
確
か
さ
は
小
さ
い
。
こ
の
た
め
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転

員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

逃
が
し
安
全
弁
か
ら
の
流
量
は
，
設
計
に
基
づ
い
て
流
量
が

計
算
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
不
確
か
さ
は
小
さ
い
。
こ
の
た

め
，
原
子
炉
急
速
減
圧
操
作
後
の
原
子
炉
圧
力
の
低
下
挙
動

に
対
す
る
影
響
は
な
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ

メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
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表
１

 
解
析
コ
ー
ド
に
お
け
る
重
要
現
象
の
不
確
か
さ
が
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
高
圧
溶
融
物
放
出
／
格
納
容
器
雰
囲
気
直
接
加
熱
）
（
２
／
２
）
 

【
Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ
】
 

分
類

 
重
要
現
象

 
解
析
モ
デ
ル

 
不
確
か
さ

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 

原
子

炉

圧
力

容

器
(
炉

心

損
傷
後
)
 

リ
ロ

ケ
ー

シ
ョ
ン

 

溶
融

炉
心

の
挙

動
モ
デ
ル

(
リ
ロ

ケ
ー
シ
ョ
ン

)
 

・
Ｔ
Ｍ
Ｉ
事
故
解
析
に
お
け
る
炉
心
領
域
で
の
溶
融
進

展
状
態
に
つ
い
て
，
Ｔ
Ｍ
Ｉ
事
故
分
析
結
果
と
一
致

す
る
こ
と
を
確
認
し
た
。

 

・
リ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
進
展
が
早
ま
る
こ
と
を
想
定
し
，

炉
心
ノ
ー
ド
崩
壊
の
パ
ラ
メ
ー
タ
を
低
下
さ
せ
た
感

度
解
析
に
よ
り
影
響
を
確
認
し
た
。

 

・
Ｔ
Ｑ
Ｕ
Ｖ
，
大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
シ
ー
ケ
ン
ス
と
も
に
，

炉
心
溶
融
時
刻
，
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
時
刻
へ
の

影
響
が
小
さ
い
こ
と
を
確
認
し
た
。

 

溶
融
炉
心
の
挙
動
モ
デ
ル
は
Ｔ
Ｍ
Ｉ
事
故
に
つ
い
て
の
再
現
性
を
確
認
し
て
い
る
。
ま
た
，

炉
心
ノ
ー
ド
崩
壊
の
パ
ラ
メ
ー
タ
を
低
下
さ
せ
た
感
度
解
析
に
よ
り
原
子
炉
圧
力
容
器
破

損
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
を
確
認
し
て
い
る
。
リ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
影
響
を

受
け
る
可
能
性
が
あ
る
操
作
と
し
て
は
，
原
子
炉
圧
力
容
器
下
鏡
温
度
が

30
0
℃
に
到
達
し

た
時
点
で
の
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
注
水
操

作
（
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
前
の
初
期
水
張
り
）
が
あ
る
が
，
炉
心
下
部
プ
レ
ナ
ム
へ
の

溶
融
炉
心
移
行
の
開
始
時
間
の
不
確
か
さ
は
小
さ
く
，
炉
心
下
部
プ
レ
ナ
ム
へ
溶
融
炉
心

が
移
行
し
た
際
の
原
子
炉
圧
力
容
器
下
鏡
温
度
の
上
昇
は
急
峻
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
原
子

炉
圧
力
容
器
下
鏡
温
度
を
操
作
開
始
の
起
点
と
し
て
い
る
格

納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系

（
可
搬
型
）
に
よ
る
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
注
水
操
作
（
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
前
の
初
期
水

張
り
）
に
係
る
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

溶
融
炉
心
の
挙
動
モ
デ
ル
は

Ｔ
Ｍ
Ｉ

事
故
に
つ
い
て
の
再

現
性
を
確
認
し
て
い
る
。
ま
た
，
炉
心
ノ
ー
ド
崩
壊
の
パ
ラ

メ
ー
タ
を
低
下
さ
せ
た

感
度
解
析
に
よ
り
炉
心
溶
融
時
間

に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
を
確
認
し
て
い
る
。
本
評
価

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
で
は
，
原
子
炉
圧
力
容
器
が
破
損
す
る
前

に
，
十
分
な
時
間
余
裕
を
も
っ
て
手
動
減
圧
に
よ
り
原
子
炉

圧
力
を
2.

0M
Pa
[g

ag
e]
以
下
に
維
持
し
て
い
る
こ
と
か
ら
，

評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

構
造

材
と

の
熱
伝
達

 

原
子

炉
圧

力
容

器
内

Ｆ
Ｃ
Ｉ
（
溶

融
炉

心
細

粒
化
）

 

溶
融

炉
心

の
挙

動
モ
デ
ル

(
下
部

プ
レ

ナ
ム

で
の

溶
融

炉
心

の
挙

動
)
 

原
子
炉
圧
力
容
器
内

Ｆ
Ｃ
Ｉ
に
影
響
す
る
項
目
と
し
て

溶
融
ジ
ェ
ッ
ト
径
，
エ
ン
ト
レ
イ
ン
メ
ン
ト
係
数
及
び
デ

ブ
リ
粒
子
径
を
パ
ラ
メ
ー
タ
と
し
て
感
度
解
析
を
行
い
，

い
ず
れ
に
つ
い
て
も
，
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
時
点
で
の

原
子
炉
圧
力
に
対
す
る
感
度
は
小
さ
い
こ
と
を
確
認

し

た
。

 

下
部
プ
レ
ナ
ム
で
の
溶
融
炉
心
の
挙
動
に
関
す
る
感
度
解
析
に
よ
り
，
原
子
炉
圧
力
容
器

破
損
時
の
原
子
炉
圧
力
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
を
確
認
し
て
い
る
。

 

本
評
価
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
で
は
，
原
子
炉
圧
力
容
器
内
Ｆ
Ｃ
Ｉ
を
操
作
開
始
の
起
点
と
し

て
い
る
運
転
員
等
操
作
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

下
部
プ
レ
ナ
ム
で
の
溶
融
炉
心
の
挙
動
に
関
す
る
感
度
解

析
に
よ
り
，
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
時
の
原
子
炉
圧
力
に
与

え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
を
確
認
し
て
い
る
。

 

本
評
価
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
で
は
，
原
子
炉
圧
力
容
器
が
破
損

す
る
前
に
，
十
分
な
時
間
余
裕
を
も
っ
て
手
動
減
圧
に
よ
り

原
子
炉

圧
力
を

2
.0
MP
a[

ga
ge
]
以
下

に
維

持
し
て

い
る
こ

と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は

な
い
。

 

原
子

炉
圧

力
容

器
内

Ｆ
Ｃ
Ｉ
（
デ

ブ
リ

粒
子

熱
伝
達
）

 

下
部

プ
レ

ナ
ム

で
の

溶
融

炉
心

の
熱
伝
達

 

・
Ｔ
Ｍ
Ｉ
事
故
解
析
に
お
け
る
下
部
プ
レ
ナ
ム
の
温
度
挙

動
に
つ
い
て
，
Ｔ
Ｍ
Ｉ
事
故
分
析
結
果
と
一
致
す
る
こ

と
を
確
認
し
た
。

 

・
下
部
プ
レ
ナ
ム
内
の
溶
融
炉
心
と
上
面
水
プ
ー
ル
と
の

間
の
限
界
熱
流
束
，
下
部
プ
レ
ナ
ム
ギ
ャ
ッ
プ
除
熱
量

に
係
る
係
数
に
対
す
る
感
度
解
析
を
行
い
，
原
子
炉
圧

力
容
器
破
損
時
刻
等
の
事
象
進
展
に
対
す
る
感
度
は
小

さ
い
こ
と
を
確
認
し
た
。

 

溶
融
炉
心
の
挙
動
モ
デ
ル
は
Ｔ
Ｍ
Ｉ
事
故
に
つ
い
て
の
再
現
性
を
確
認
し
て
い
る
。
ま
た
，

炉
心
下
部
プ
レ
ナ
ム
と
溶
融
炉
心
の
熱
伝
達
に
関
す
る
感
度
解
析
に
よ
り
，
原
子
炉
圧
力

容
器
破
損
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
を
確
認
し
て
い
る
。
ま
た
，
炉
心
下
部
プ

レ
ナ
ム
と
溶
融
炉
心
の
熱
伝
達
に
関
す
る
感
度
解
析
に
よ
り
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
時
間

に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
を
確
認
し
て
い
る
。
炉
心
下
部
プ
レ
ナ
ム
で
の
溶
融
炉
心

の
熱
伝
達
の
不
確
か
さ
の
影
響
を
受
け
る
可
能
性
が
あ
る
操
作
と
し
て
は
，
原
子
炉
圧
力

容
器
下
鏡
温
度
が

30
0
℃
に
到
達
し
た
時
点
で
の
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）

に
よ
る
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
注
水
操
作
（
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
前
の
初
期
水
張
り
）
が
あ

る
が
，
炉
心
下
部
プ
レ
ナ
ム
へ
の
溶
融
炉
心
移
行
の
開
始
時
間
の
不
確
か
さ
は
小
さ
く
，

炉
心
下
部
プ
レ
ナ
ム
へ
溶
融
炉
心
が
移
行
し
た
際
の
原
子
炉
圧
力
容
器
下
鏡
温
度
の
上
昇

は
急
峻
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
原
子
炉
圧
力
容
器
下
鏡
温
度
を
操
作
開
始
の
起
点
と
し
て
い

る
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
注
水
操
作
（
原
子

炉
圧
力
容
器
破
損
前
の
初
期
水
張
り
）
に
係
る
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小

さ
い
。

 

溶
融
炉
心
の
挙
動
モ
デ
ル
は

Ｔ
Ｍ
Ｉ

事
故
に
つ
い
て
の
再

現
性
を
確
認
し
て
い
る
。
ま
た
，
炉
心
下
部
プ
レ
ナ
ム
と
溶

融
炉
心
の
熱
伝
達
に
関
す
る
感
度
解
析
よ
り
原
子
炉
圧
力

容
器
破
損
時
間

に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
を

確
認

し

て
い
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え

る
影
響
は
小
さ
い
。

 

原
子

炉
圧

力
容

器
破

損
 

溶
融

炉
心

の
挙

動
モ
デ
ル

(
原
子

炉
圧

力
容

器
破

損
モ
デ
ル

)
 

原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
に
影
響
す
る

項
目
と
し
て
制
御

棒
駆
動
機
構
ハ
ウ
ジ
ン
グ
溶
接
部
の
破
損
判
定
に
用
い

る
最
大
ひ
ず
み

(
し
き
い
値

)
を
パ
ラ
メ
ー
タ
と
し
た
感

度
解
析
を
行
い
，
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
時
刻
が
約
13
分

早
ま
る
こ
と
を
確
認
し
た
。
た
だ
し
，
仮
想
的
な
厳
し
い

条
件
に
基
づ
く
解
析
結
果
で
あ
り
，
実
機
に
お
け
る
解
析

へ
の
影
響
は
十
分
小
さ
い
と
判
断
さ
れ
る
。

 

制
御
棒
駆
動
機
構
ハ
ウ
ジ
ン
グ
溶
接
部
の
破
損
判
定
に
用
い
る
最
大
ひ
ず
み

(し
き
い
値

)

に
対
す
る
感
度
解
析
に
よ
り
最
大
ひ
ず
み
を
低
下
さ
せ
た
場
合
に
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損

時
間
が
早
ま
る
こ
と
を
確
認
し
て
い
る
。
本
評
価
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
で
は
，
原
子
炉
圧
力

容
器
破
損
を
操
作
開
始
の
起
点
と
し
て
い
る
運
転
員
等
操
作
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員

等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

制
御
棒
駆
動
機
構
ハ
ウ
ジ
ン
グ
溶
接
部
の
破
損
判
定
に
用

い
る
最
大
ひ
ず
み

(
し
き
い
値

)
に
対
す
る
感
度
解
析

に
よ

り
最
大
ひ
ず
み
を
低
下
さ
せ
た
場
合
に

原
子
炉
圧
力
容
器

破
損
が
早
ま
る
こ
と
を
確
認
し
て
い
る
が
，
原
子
炉
圧
力
容

器
破
損
（
事
象
発
生
か
ら
約

5.
4
 
時
間
後
）
に
対
し
て
早
ま

る
時
間
は
わ
ず
か
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ

ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。
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表
２
 
解
析
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
高
圧
溶
融
物
放
出

/格
納
容
器
雰
囲
気
直
接
加
熱
）（

１
／
４
）

 

項
目

 
解
析
条
件
（
初
期
条
件
，
事
故
条
件
）
の
不
確
か
さ

 
条
件
設
定
の
考
え
方

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
 

解
析
条
件

 
最
確
条
件

 

初 期 条 件 

原
子
炉
熱
出
力

 
2
,4
36
M
W
 

2,
4
35

M
W
以
下

 

（
実
績
値
）

 
定
格
原
子
炉
熱
出
力
と
し
て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
原
子
炉
停
止
後
の
崩
壊
熱
が
緩
和
さ

れ
る
。
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
へ
の
影
響

は
，
原
子
炉
停
止
後
の
崩
壊
熱
に
て
説
明
す
る
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
原
子
炉
停
止
後
の
崩
壊
熱
が
緩

和
さ
れ
る
。
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ

メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
，
原
子
炉
停
止
後
の
崩
壊
熱
に
て
説

明
す
る
。

 

原
子
炉
圧
力

 
6.
93
M
Pa
[
ga
ge
]
 

約
6.

7
7～

6.
7
9
M
Pa

[
g
a
ge

]
 

（
実
績
値
）

 
定
格
原
子
炉
圧
力
と
し
て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
運
転
中
の
圧
力
変
動
に
よ
り
解
析

条
件
に
対
し
て
変
動
を
与
え
得
る
が
，
原
子
炉
圧
力
は
逃
が
し
安

全
弁

に
よ

り
制

御
さ

れ
る

た
め

事
象

進
展

に
及

ぼ
す

影
響

は
な

く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
運
転
中
の
圧
力
変
動
に
よ
り
解

析
条
件
に
対
し
て
変
動
を
与
え
得
る
が
，
原
子
炉
圧
力
は
逃
が

し
安

全
弁

に
よ

り
制

御
さ

れ
る

た
め

事
象

進
展

に
及

ぼ
す

影

響
は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は

な
い
。

 

原
子
炉
水
位

 
通
常
水
位
（
気
水
分
離
器
下
端
か

ら
＋
8
3
㎝
）

 

通
常
水
位
（
気
水
分
離
器
下
端
か

ら
約
＋

8
3
c
m
～
約
＋

85
㎝
）

 

通
常

運
転

時
の

原
子

炉
水

位
と

し

て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て

変
動
を
与
え
う
る
が
，
ゆ
ら
ぎ
の
幅
は
事
象
発
生
後
の
水
位
低
下

量
に
対
し
て
非
常
に
小
さ
い
。
例
え
ば
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム

25
分

後
ま
で
の
崩
壊
熱
に
よ
る
原
子
炉
水
位
の
低
下
量
は
，
高
圧
が
維

持
さ

れ
た

状
態

で
も

通
常

運
転

水
位

か
ら

約
4.
6m

で
あ

る
の

に

対
し

て
ゆ

ら
ぎ

に
よ

る
水

位
変

動
幅

は
約

２
㎝

で
あ

り
非

常
に

小
さ
い
。
従
っ
て
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か

ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し

て
変
動
を
与
え
得
る
が
，
ゆ
ら
ぎ
の
幅
は
事
象
発
生
後
の
水
位

低
下
量
に
対
し
て
非
常
に
小
さ
い
。
例
え
ば
，
原
子
炉
ス
ク
ラ

ム
25
分
後
ま
で
の
崩
壊
熱
に
よ
る
原
子
炉
水
位
の
低
下
量
は
，

高
圧

が
維

持
さ

れ
た

状
態

で
も

通
常

運
転

水
位

か
ら

約
4.
6m

で
あ

る
の

に
対

し
て

ゆ
ら

ぎ
に

よ
る

水
位

変
動

幅
は

約
２

㎝

で
あ
り
非
常
に
小
さ
い
。
従
っ
て
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響

は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え

る
影
響
は
小
さ
い
。

 

炉
心
流
量

 
35
.
6×

10
3
t/

h
 

定
格
流
量
の

8
5～

10
4
％

 

（
実
測
値
）

 
定
格
炉
心
流
量
と
し
て
設
定

 

炉
心
の
反
応
度
補
償
の
た
め
初
期
値
は
変
化
す
る
が
，
事
象
発
生

後
早
期
に
原
子
炉
は
ス
ク
ラ
ム
す
る
た
め
，
初
期
炉
心
流
量
が

事

象
進
展
に
及
ぼ
す
影
響
は
小
さ
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え

る
影
響
は
小
さ
い
。

 

炉
心
の
反
応
度
補
償
の
た
め
初
期
値
は
変
化
す
る
が
，
事
象
発

生
後
早
期
に
原
子
炉
は
ス
ク
ラ
ム
す
る
た
め
，
初
期
炉
心
流
量

が
事
象
進
展
に
及
ぼ
す
影
響
は
小
さ
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ

ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

燃
料

 
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）

 
装
荷
炉
心
毎

 

９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
，
９
×
９
燃

料
（
Ｂ
型
）
は
熱
水
力
的
な
特
性
は

同
等
で
あ
り
，
そ
の
相
違
は
燃
料
棒

最
大

線
出

力
密

度
の

保
守

性
に

包

絡
さ
れ
る
こ
と
，
ま
た
，
９
×
９
燃

料
の

方
が

Ｍ
Ｏ

Ｘ
燃

料
よ

り
も

崩

壊
熱
が
大
き
く
，
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
の
評

価
は
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
の
評
価

に
包
絡
さ
れ
る
こ
と
を
考
慮
し
，
代

表
的
に
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
を
設

定
 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
炉
心
に
装
荷
さ
れ
る
燃
料
は
装
荷

炉
心
毎
に
異
な
る
こ
と
と
な
る
が
，
装
荷
さ
れ
る
燃
料
で
あ
る

９

×
９
燃
料
（
Ａ
型
），

９
×
９
燃
料
（
Ｂ
型
）
，
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
に
つ

い
て
，
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
，
９
×
９
燃
料
（
Ｂ
型
）
の
燃
料

の
組
成
は
同
等
で
あ
り
，
ま
た
，
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
の
評
価
は
９
×
９

燃
料
（
Ａ
型
）
の
評
価
に
包
絡
さ
れ
，
事
象
進
展
に
及
ぼ
す
影
響

は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小

さ
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
炉
心
に
装
荷
さ
れ
る
燃
料
は
装

荷
炉
心
毎
に
異
な
る
こ
と
と
な
る
が
，
装
荷
さ
れ
る
燃
料
で
あ

る
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
，
９
×
９
燃
料
（
Ｂ
型
）
，
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃

料
の
う
ち
，
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
，
９
×
９
燃
料
（
Ｂ
型
）

の
燃
料
の
組
成
は
同
等
で
あ
り
，
事
象
進
展
に
及
ぼ
す
影
響
は

小
さ
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る

影
響
は
小
さ
い
。
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
の
評
価
は
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）

の
評
価
に
包
絡
さ
れ
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す

る
余
裕
は
大
き
く
な
る
。

 

原
子

炉
停

止
後

の

崩
壊
熱

 

AN
SI
/A
N
S
-5
.1

-1
97
9
 

（
燃
焼
度

33
GW
d
/
t
）

 

A
NS

I
/
AN

S
-5

.
1-
1
9
79

 

炉
心
平
均
燃
焼
度
約
30

G
W
d
/
t
 

（
実
績
値
）

 

サ
イ

ク
ル

末
期

の
燃

焼
度

の
ば

ら

つ
き
を
考
慮
し
，
10
％
の
保
守
性
を

考
慮

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
解
析
条
件
で
設
定
し
て
い
る
崩
壊
熱

よ
り
も
小
さ
く
な
る
た
め
，
発
生
す
る
蒸
気
量
は
少
な
く
な
り
，

原
子
炉
水
位
の
低
下
は
緩
和
さ
れ
る
が
，
操
作
手
順
（
原
子
炉
水

位
に
応
じ
て
急
速
減
圧
を
実
施
す
る
こ
と
）
に
変
わ
り
は
な
い
こ

と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
ま
た
，

原
子

炉
圧

力
容

器
破

損
に

至
る

ま
で

の
事

象
進

展
は

緩
和

さ
れ

る
が
，
操
作
手
順
（
原
子
炉
圧
力
容
器
下
鏡
温
度
に
応
じ
て
ペ
デ

ス
タ
ル
へ
の
注
水
操
作
（
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
前
の
初
期
水
張

り
）
を
実
施
す
る
こ
と
）
に
変
わ
り
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員

等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
解
析
条
件
で
設
定
し
て
い
る
崩
壊

熱
よ
り
も
小
さ
く
な
る
た
め
，
発
生
す
る
蒸
気
量
は
少
な
く
な

り
，
原
子
炉
水
位
の
低
下
は
緩
和
さ
れ
，
原
子
炉
急
速
減
圧
操

作
の
開
始
が
遅
く
な
る
が
，
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
も
遅
く
な

り
，
原
子
炉
急
速
減
圧
操
作
開
始
後
に
原
子
炉
圧
力
は
速
や
か

に
低
下
す
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与

え
る
影
響
は
な
い
。
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表
２
 
解
析
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
高
圧
溶
融
物
放
出

/格
納
容
器
雰
囲
気
直
接
加
熱
）（

２
／
４
）

 

項
目

 
解
析
条
件
（
初
期
条
件
，
事
故
条
件
）
の
不
確
か
さ

 
条
件
設
定
の
考
え
方

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
 

解
析
条
件

 
最
確
条
件

 

初 期 条 件 

格
納

容
器

空
間

体

積
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル

）
 

7,
9
00
m
3
 

7,
9
0
0m

3
 

（
設
計
値
）

 

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル

内
体

積
の

設
計

値

（
内

部
機

器
及

び
構

造
物

の
体

積

を
除
い
た
値
）
を
設
定

 

本
シ

ナ
リ

オ
は

原
子

炉
圧

力
容

器
内

挙
動

を
対

象
と

し
て

い
る

た

め
，
原
子
炉
格
納
容
器
側
の
条
件
に
よ
る
直
接
的
な
影
響
は
な
い
。
 

本
シ

ナ
リ

オ
は

原
子

炉
圧

力
容

器
内

挙
動

を
対

象
と

し
て

い
る
た
め
，
原
子
炉
格
納
容
器
側
の
条
件
に
よ
る
直
接
的
な

影
響
は
な
い
。

 

格
納

容
器

空
間

体

積
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・
チ
ェ
ン
バ
）

 

空
間
部
：

4
,7
00
m
3
 

液
相
部
：

2
,8
00
m
3
 

空
間
部
：

4
,7

0
0
m3
 

液
相
部
：

2
,8

0
0
m3

 

（
設
計
値
）

 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
内
体

積
の
設
計
値
（
内
部
機
器
及
び
構
造

物
の
体
積
を
除
い
た
値
）
を
設
定

 

真
空
破
壊
装
置

 

3
.4
3
kP
a
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
－
サ

プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
間
差

圧
）

 

3
.4
3
kP

a
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
－
サ

プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
間
差

圧
）
（
設
計
値
）

 

真
空
破
壊
装
置
の
設
定
値

 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン

・
プ
ー
ル
水
位

 
3.
61
m
（
N
W
L
）

 
約
3
.5

9
m
～
約
3.

6
3
m
 

（
実
測
値
）

 

通
常

運
転

時
の

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン

・
プ
ー
ル
水
位
と
し
て
設
定

 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン

・
プ
ー
ル
水
温
度

 
35
℃

 
約
19
℃
～
約
35
℃

 

（
実
測
値
）

 

通
常

運
転

時
の

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン

・
プ
ー
ル
水
温
度
の
上
限
値
と
し
て

設
定

 

格
納
容
器
圧
力

 
５

kP
a[
g
a
ge
]
 

約
５
kP
a[

g
a
ge

]
～
約
７

k
P
a
[g

a
g
e
]
 

（
実
測
値
）

 

通
常
運
転
時
の
格
納
容
器
圧
力
と

し
て
設
定

 

格
納
容
器
温
度

 
57
℃

 
約
4
5℃

～
約
54
℃
程
度

 

（
実
測
値
）

 

通
常

運
転

時
の

格
納

容
器

温
度

と

し
て
設
定

 

外
部
水
源
の
温
度

 
35
℃

 
31
℃
以
下

 

（
実
績
値
）

 

屋
外

貯
水

槽
の

水
源

温
度

と
し

て

実
測

値
及

び
夏

季
の

外
気

温
度

を

踏
ま
え
て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
解
析
条
件
で
設
定
し
て
い
る
水
温
よ
り

も
低
く
な
る
可
能
性
が
あ
り
，
格
納
容
器
圧
力
及
び
温
度
上
昇
に
対

す
る

格
納

容
器

ス
プ

レ
イ

に
よ

る
圧

力
及

び
温

度
上

昇
の

抑
制

効

果
は
大
き
く
な
る
が
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ

い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
解
析
条
件
で
設
定
し
て
い
る
水

温
よ
り
も
低
く
な
る
可
能
性
が
あ
り
，
格
納
容
器
圧
力
及
び

温
度

上
昇

に
対

す
る

格
納

容
器

ス
プ

レ
イ

に
よ

る
圧

力
及

び
温
度
上
昇
の
抑
制
効
果
は
大
き
く
な
る
が
，
評
価
項
目
と

な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。
 

外
部
水
源
の
容
量

 
7,
0
00
m
3
 

7
,0

0
0
m3
以
上

 

（
合
計
貯
水
量
）

 

輪
谷
貯
水
槽
の
水
量
を
参
考
に
，
最

確
条

件
を

包
絡

で
き

る
条

件
を

設

定
 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
解
析
条
件
よ
り
も
水
源
容
量
の
余
裕

が
大
き
く
な
る
た
め
，
水
源
が
枯
渇
す
る
こ
と
は
な
く
，
運
転
員
等

操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

－
 

燃
料
の
容
量

 
1,
1
80
m
3
 

1
,1

8
0
m3
以
上

 

（
合
計
貯
水
量
）

 

発
電

所
構

内
に

貯
蔵

し
て

い
る

合

計
容
量
を
参
考
に
，
最
確
条
件
を
包

絡
で
き
る
条
件
を
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
解
析
条
件
よ
り
燃
料
容
量
の
余
裕
が

大
き
く
な
る
た
め
，
燃
料
が
枯
渇
す
る
こ
と
は
な
く
，
運
転
員
等
操

作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

－
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表
２
 
解
析
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
高
圧
溶
融
物
放
出

/格
納
容
器
雰
囲
気
直
接
加
熱
）（

３
／
４
）
 

項
目

 
解
析
条
件
（
初
期
条
件
，
事
故
条
件
）
の
不
確
か
さ

 
条
件
設
定
の
考
え
方

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
 

解
析
条
件

 
最
確
条
件

 

事 故 条 件  

事 故 条 件  

起
因
事
象

 
給
水
流
量
の
全
喪
失

 
－
 

原
子
炉
水
位
の
低
下
の
観
点
で

厳
し
い
事
象
を
設
定

 

起
因
事
象
と
し
て
，
原
子
炉
水
位
の
低
下
の
観
点
で
厳
し
い
事

象
で
あ
る
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
等
の
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ

喪
失
を
仮
定
し
た
場
合
は
減
圧
操
作
が
不
要
と
な
る
。

 

起
因
事
象
と
し
て
，
原
子
炉
水
位
の
低
下
の
観
点
で
厳
し
い

事
象
で
あ
る
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
等
の
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン

ダ
リ
喪
失
を
仮
定
し
た
場
合
は
減
圧
操
作
が
不
要
と
な
る
。
 

安
全
機
能
の
喪
失

に
対
す
る
仮
定

 

高
圧
注
水
機
能
喪
失

 

低
圧
注
水
機
能
喪
失

 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
に
よ
る

 

原
子
炉
注
水
機
能
の
喪
失

 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失

 

－
 

高
圧

注
水

機
能

と
し

て
原

子
炉

隔
離

時
冷

却
系

及
び

高
圧

炉
心

ス
プ
レ
イ
系
の
機
能
喪
失
を
，
低

圧
注

水
機

能
と

し
て

残
留

熱
除

去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
及
び

低
圧

炉
心

ス
プ

レ
イ

系
の

機
能

喪
失
を
設
定
す
る
と
と
も
に
，
重

大
事

故
等

対
処

設
備

に
よ

る
原

子
炉
注
水
機
能
の
喪
失
を
設
定

 

ま
た
，
す
べ
て
の
非
常
用
デ
ィ
ー

ゼ
ル
機
等
の
機
能
喪
失
を
設
定

 

－
 

－
 

外
部
電
源

 
外
部
電
源
な
し

 
－
 

全
交

流
動

力
電

源
喪

失
を

想
定

す
る
た
め
，
外
部
電
源
な
し
を
設

定
 

高
温

ガ
ス

に
よ

る

配
管

等
の

ク
リ

ー

プ
破

損
や

漏
え

い

等
 

考
慮
し
な
い

 
発
生
す
る
可
能
性
は
否
定
で
き
な
い

 
原

子
炉

圧
力

を
厳

し
く

見
積

も

る
も
の
と
し
て
設
定

 

東
京

電
力

福
島

第
一

原
子

力
発

電
所

の
事

故
に

対
す

る
炉

心
・
格
納
容
器
の
推
定
の
評
価
に
お
い
て
，
炉
内
核
計
装
配
管

の
ド
ラ
イ
チ
ュ
ー
ブ
，
逃
が
し
安
全
弁
の
フ
ラ
ン
ジ
ガ
ス
ケ
ッ

ト
部

等
か

ら
の

気
相

漏
え

い
の

可
能

性
に

つ
い

て
言

及
さ

れ

て
い
る
。
本
仮
定
を
本
シ
ナ
リ
オ
に
対
し
て
考
慮
し
た
場
合
，

原
子
炉
圧
力
を
減
圧
さ
せ
る
こ
と
と
な
る
た
め
，
減
圧
の
規
模

に
よ

っ
て

は
原

子
炉

減
圧

操
作

を
し

な
く

と
も

高
圧

溶
融

物

放
出

/
格
納
容
器
雰
囲
気
直
接
加
熱
を
回
避
す
る
可
能
性
が
あ

る
。

 

事
象
進
展
に
対
す
る
影
響
と
し
て
は
，
気
相
部
漏
え
い
は
原
子

炉
水

位
が

燃
料

棒
有

効
長

底
部

を
十

分
下

回
っ

た
以

降
の

炉

心
ヒ
ー
ト
ア
ッ
プ
に
よ
る
影
響
と
推
定
で
き
，
本
シ
ナ
リ
オ
で

は
燃

料
棒

有
効

長
底

部
か

ら
燃

料
棒

有
効

長
の

20
％

上
の

位

置
に
て
減
圧
操
作
を
実
施
す
る
こ
と
か
ら
考
え
る
と
，
事
象
進

展
に
対
す
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間

に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

東
京

電
力

福
島

第
一

原
子

力
発

電
所

の
事

故
に

対
す

る
炉

心
・
格
納
容
器
の
推
定
の
評
価
に
お
い
て
，
炉
内
核
計
装
配

管
の
ド
ラ
イ
チ
ュ
ー
ブ
，
逃
が
し
安
全
弁
の
フ
ラ
ン
ジ
ガ
ス

ケ
ッ

ト
部

等
か

ら
の

気
相

漏
え

い
の

可
能

性
に

つ
い

て
言

及
さ
れ
て
い
る
。
本
仮
定
を
本
シ
ナ
リ
オ
に
対
し
て
考
慮
し

た
場
合
，
原
子
炉
圧
力
を
減
圧
さ
せ
る
こ
と
と
な
る
た
め
，

減
圧

の
規

模
に

よ
っ

て
は

原
子

炉
減

圧
操

作
を

し
な

く
と

も
高
圧
溶
融
物
放
出

/
格
納
容
器
雰
囲
気
直
接
加
熱
を
回
避

す
る
可
能
性
が
あ
る
。

 

事
象
進
展
に
対
す
る
影
響
と
し
て
は
，
気
相
部
漏
え
い
は
原

子
炉

水
位

が
燃

料
棒

有
効

長
底

部
を

十
分

下
回

っ
た

以
降

の
炉
心
ヒ
ー
ト
ア
ッ
プ
に
よ
る
影
響
と
推
定
で
き
，
本
シ
ナ

リ
オ

で
は

燃
料

棒
有

効
長

底
部

か
ら

燃
料

棒
有

効
長

の

20
％

上
の

位
置

に
て

減
圧

操
作

を
実

施
す

る
こ

と
か

ら
考

え
る
と
，
事
象
進
展
に
対
す
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，

評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
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表
２
 
解
析
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
高
圧
溶
融
物
放
出

/格
納
容
器
雰
囲
気
直
接
加
熱
）（

４
／
４
）

 

項
目

 
解
析
条
件
（
初
期
条
件
，
事
故
条
件
）
の
不
確
か
さ

 
条
件
設
定
の
考
え
方

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
 

解
析
条
件

 
最
確
条
件

 

機 器 条 件 

原
子

炉
ス

ク
ラ

ム
信
号

 

事
象
発
生
と
同
時
に

 

原
子
炉
ス
ク
ラ
ム

 

事
象
発
生
と
同
時
に

 

原
子
炉
ス
ク
ラ
ム

 

事
象
発
生
と
同
時
に
原
子
炉

ス
ク
ラ
ム
す
る
も
の
と
し
て

設
定

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進

展
に
与
え
る
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る

影
響
は
な
い
。

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進

展
に
与
え
る
影
響
は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ

に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

主
蒸
気
隔
離
弁

 
事
象
発
生
と
同
時
に
閉
止

 
原
子
炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル
２
）

 

主
蒸
気
が
原
子
炉
格
納
容
器

内
に
保
持
さ
れ
る
厳
し
い
条

件
と
し
て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
逃
が
し
安
全
弁
を
通
じ
て
原

子
炉

格
納

容
器

内
に

放
出

さ
れ

る
蒸

気
量

が
減

少
す

る
こ

と
か

ら
，

格
納

容
器

圧
力

及
び

温
度

の
上

昇
が

遅
く

な
る

が
，
操
作
手
順
に
変
わ
り
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操

作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
逃
が
し
安
全
弁
を
通
じ
て
原

子
炉

格
納

容
器

内
に

放
出

さ
れ

る
蒸

気
量

が
減

少
す

る
こ

と
か
ら
，
格
納
容
器
圧
力
及
び
温
度
の
上
昇
が
遅
く
な
る
こ

と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
余
裕
は

大
き
く
な
る
。

 

再
循
環
ポ
ン
プ

 
事
象
発
生
と
同
時
に
停
止

 
事
象
発
生
と
同
時
に
停
止

 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
に
よ

る
ポ
ン
プ
停
止
を
踏
ま
え
て

設
定

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進

展
に
与
え
る
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る

影
響
は
な
い
。

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進

展
に
与
え
る
影
響
は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ

に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

逃
が
し
安
全
弁

 

逃
が
し
弁
機
能

 

7.
58
～

7.
7
9M
Pa
[
ga
ge
]
 

36
7～

37
7
t/
h/
個

 

逃
が
し
弁
機
能

 

7.
5
8～

7.
79

M
P
a[

ga
ge

]
 

36
7～

3
77

t/
h
/
個

 

逃
が

し
安

全
弁

の
逃

が
し

弁

機
能
の
設
計
値
と
し
て
設
定

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進

展
に
与
え
る
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る

影
響
は
な
い
。

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進

展
に
与
え
る
影
響
は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ

に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

自
動
減
圧
機
能
付
き
逃
が
し
安
全
弁
の

２
個
を
開
す
る
こ
と
に
よ
る

 

原
子
炉
急
速
減
圧

 

自
動
減
圧
機
能
付
き
逃
が
し
安
全
弁
の

２
個
を
開
す
る
こ
と
に
よ
る

 

原
子
炉
急
速
減
圧

 

逃
が

し
安

全
弁

の
設

計
値

に

基
づ

く
蒸

気
流

量
及

び
原

子

炉
圧
力
の
関
係
か
ら
設
定

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進

展
に
与
え
る
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る

影
響
は
な
い
。

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進

展
に
与
え
る
影
響
は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ

に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

格
納

容
器

代
替

ス
プ
レ
イ
系
（
可

搬
型
）

 

原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
前
：

 

12
0
m3
/h
に
て
格
納
容
器
内
に
ス
プ
レ
イ

 

原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
前
：

 

12
0
m3
/
h
に
て
格
納
容
器
内
に
ス
プ
レ
イ

 

格
納

容
器

温
度

及
び

圧
力

抑

制
に

必
要

な
ス

プ
レ

イ
流

量

を
考
慮
し
て
設
定

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進

展
に
与
え
る
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る

影
響
は
な
い
。

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進

展
に
与
え
る
影
響
は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ

に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

ペ
デ

ス
タ

ル
代

替
注
水
系
（
可
搬

型
）

 

原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
後
：

 

崩
壊
熱
相
当
に
余
裕
を
見
た
注
水
量

 

に
て
ペ
デ
ス
タ
ル
に
注
水

 

原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
後
：

 

崩
壊
熱
相
当
に
余
裕
を
見
た
注
水
量

 

に
て
ペ
デ
ス
タ
ル
に
注
水

 

溶
融

炉
心

冷
却

が
継

続
可

能

な
流
量
と
し
て
設
定

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進

展
に
与
え
る
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る

影
響
は
な
い
。

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進

展
に
与
え
る
影
響
は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ

に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

残
留

熱
代

替
除

去
系

 
12
0
m3
/h
に
て
格
納
容
器
内
に
ス
プ
レ
イ

 
12

0
m3
/
h
に
て
格
納
容
器
内
に
ス
プ
レ
イ

 
残
留

熱
代

替
除

去
系

の
設

計

値
と
し
て
設
定

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進

展
に
与
え
る
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る

影
響
は
な
い
。

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進

展
に
与
え
る
影
響
は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ

に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

原
子

炉
補

機
代

替
冷
却
系

 

残
留
熱
代
替
除
去
系
か
ら
の
原
子
炉
補

機
代
替
冷
却
系
へ
の
伝
熱
容
量
：
約
６

MW
 

(サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
：

10
0℃

,海
水
温
度
30
℃
に
お
い
て

)
 

残
留
熱
代
替
除
去
系
か
ら
の
原
子
炉
補

機
代
替
冷
却
系
へ
の
伝
熱
容
量
：
約
６
MW

 

(サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
：

10
0℃

,海
水
温
度
3
0℃

に
お
い
て

)
 

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

の

設
計

値
（

残
留

熱
代

替
除

去

系
に

よ
る

格
納

容
器

ス
プ

レ

イ
流
量

12
0
m
3
/h

と
し
た
場

合
）
と
し
て
設
定

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進

展
に
与
え
る
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る

影
響
は
な
い
。

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進

展
に
与
え
る
影
響
は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ

に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

可
搬

式
窒

素
供

給
装
置

 

総
注
入
流
量
：

10
0
Nm

3
/h

 

・
窒
素
：

99
.9
Nm

3
/h

 

・
酸
素
：

0.
1N
m
3
/
h
 

ガ
ス
温
度
：

35
℃

 

総
注
入
流
量
：

1
0
0
Nm

3
/h

 

・
窒
素
：

9
9.

9
N
m3
/h

 

・
酸
素
：

0.
1
Nm

3
/h

 

ガ
ス
温
度
：

3
5
℃

 

総
注

入
量

は
原

子
炉

格
納

容

器
内

の
酸

素
濃

度
の

上
昇

抑

制
に

必
要

な
流

量
と

し
て

設

定
 

酸
素
注
入
流
量
は
純
度

99
.9

％
を

考
慮

し
て

残
り

す
べ

て

を
酸
素
と
し
て
設
定

 

ガ
ス

温
度

は
気

象
条

件
を

考

慮
し
て
設
定

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進

展
に
与
え
る
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る

影
響
は
な
い
。

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進

展
に
与
え
る
影
響
は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ

に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

コ
リ

ウ
ム

シ
ー

ル
ド

 

材
料
：
ジ
ル
コ
ニ
ア
耐
熱
材

 

侵
食
開
始
温
度
：
2,
10
0
℃

 

材
料
：
ジ
ル
コ
ニ
ア
耐
熱
材

 

侵
食
開
始
温
度
：
2,
10
0
℃

 

材
料
は
，
溶
融
炉
心
の
ド
ラ

イ
ウ
ェ
ル
サ
ン
プ
へ
の
流
入

を
防
止
す
る
観
点
か
ら
，
ジ

ル
コ
ニ
ア
耐
熱
材
を
設
定

 

侵
食

開
始

温
度

は
，

ジ
ル

コ

ニ
ア

耐
熱

材
の

侵
食

試
験

結

果
に
基
づ
き
設
定

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進

展
に
与
え
る
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る

影
響
は
な
い
。

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進

展
に
与
え
る
影
響
は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ

に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

添 3.2.4-6 











 



 

７
日
間
に
お
け
る
水
源
の
対
応
に
つ
い
て
（
高
圧
溶
融
物
放
出
／
格
納
容
器
雰
囲
気
直
接
加
熱
）

 

  ○
水
源

 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
／
西
２
）

※
：
約

7,
00
0m

3
（
約

3,
50
0m

3 ×
２
）

 

※
設
置
許
可
基
準
規
則

56
条
【
解
釈
】
1b
)項

を
満
足
す
る
た
め
の
代
替
淡
水
源
（
措
置
）

 

 

○
水
使
用
パ
タ
ー
ン

 

①
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る
ペ
デ
ス
タ
ル
注
水
 

原
子
炉
圧
力
容
器
下
鏡
部
温
度
が

30
0℃

に
到
達
し
た
時
点
で
開
始
し
，
ペ
デ
ス
タ
ル
水
位

2.
4m
（
注
水
量

22
5m

3 ）
到
達
後
停
止
 

 
②
ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る
ペ
デ
ス
タ
ル
注
水

 

 
 
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
以
降
，
崩
壊
熱
相
当
に
余
裕
を
見
た
量
で
注
水
 

 ○
時
間
評
価

 

事
象
発
生

1 2
時
間
ま
で
は
輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
／
西
２
）
を
水
源
と
し
て
ペ
デ
ス
タ
ル
注
水
を
実
施
す
る
た
め
，
輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
／
西
２
）
水
位
は

減
少
す
る
。
事
象
発
生
後
約

10
時
間
後
か
ら
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
の
プ
ー
ル
水
を
水
源
と
し
た
残
留
熱
代
替
除
去
系
の
運
転
を
実
施
す
る
。

 

 ○
水
源
評
価
結
果

 

時
間
評
価
の
結
果
か
ら
輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
／
西
２
）
が
枯
渇
す
る
こ
と
は
な
い
。
ま
た
，
７
日
間
の
対
応
を
考
慮
す
る
と
，
約

60
0m

3
必
要
と
な
り
，
十

分
に
水
量
を
確
保
し
て
い
る
た
め
対
応
可
能
で
あ
る
。

 

  
2 2
5
m3
＋
（
55
m3
/h
×
4.
6h
）
＋
（
35
m3
/h
×
2h
）
≒
60
0m

3  

添付資料 3.2.5 

添 3.2.5-1 



添 3.2.6-1 

添付資料 3.2.6 

 

７日間における燃料の対応について 

（高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱） 

 

保守的にすべての設備が，事象発生直後から７日間燃料を消費するものとして

評価する。 

 

時系列 合計 判定 

大量送水車 １台起動 

0.0652m3/h×24h×７日×１台＝10.9536m3 

７日間の 

軽油消費量 

約 71m3 

ディーゼル燃料

貯蔵タンクの容

量は約 730m3で

あり，７日間対

応可能 

大型送水ポンプ車 １台起動 

0.31m3/h×24h×７日×１台＝52.08m3 

可搬式窒素供給装置 １台起動 

0.036 m3/h×24h×７日×１台＝6.048m3 

ガスタービン発電機 １台起動 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

2.09m3/h×24h×７日×１台＝351.12m3 

７日間の 

軽油消費量 

約 352m3 

ガスタービン発

電機用軽油タン

クの容量は約

450m3であり，７

日間対応可能 

緊急時対策所用発電機 １台 

0.0469 m3/h×24h×７日×１台＝7.8792m3 

７日間の 

軽油消費量 

約８m3 

緊急時対策所用

燃料地下タンク

の容量は約 45m3

であり，７日間

対応可能 

 

添
付
資
料

2.1.6 



添 3.2.7-1 

添付資料 3.2.7 

 

常設代替交流電源設備の負荷（高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱） 

 

主要負荷リスト 

電源設備：ガスタービン発電機   定格出力：4,800kW 

起動 

順序 
主要機器 

負荷容量

(kW) 

負荷起動時の 

最大負荷容量

(kW) 

定常時の 

最大負荷容量

(kW) 

① ガスタービン発電機付帯設備 約 111 約 300 約 111 

② 代替所内電気設備負荷（自動投入負荷） 約 18 約 129 約 129 

③ 
充電器，非常用照明，非常用ガス処理系

他（Ｄ系高圧母線自動投入負荷） 
約 518 約 713 約 647 

④ 
格納容器水素濃度（ＳＡ），格納容器酸

素濃度（ＳＡ）監視設備 
約 20 約 667 約 667 

⑤ Ｂ－中央制御室送風機 約 180 約 1,062 約 847 

⑥ Ｂ－中央制御室非常用再循環送風機 約 30 約 939 約 877 

⑦ Ｂ－中央制御室冷凍機 約 300 約 1,379 約 1,177 

⑧ 
充電器，非常用照明，非常用ガス処理系

他（Ｃ系高圧母線自動投入負荷） 
約 359 約 1,598 約 1,536 

⑨ Ａ－淡水ポンプ（移動式代替熱交換設備） 約 110 約 1,706 約 1,646 

⑩ Ｂ－淡水ポンプ（移動式代替熱交換設備） 約 110 約 1,816 約 1,756 

⑪ 残留熱代替除去ポンプ 約 75 約 2,022 約 1,831 

⑫ Ｂ－燃料プール冷却水ポンプ 約 110 約 2,006 約 1,941 

  

常設代替交流電源設備の負荷積算イメージ 



3.3-1 

3.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 

3.3.1 格納容器破損モードの特徴，格納容器破損防止対策 

(1) 格納容器破損モード内のプラント損傷状態 

格納容器破損モード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」に至

る可能性のあるプラント損傷状態は，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の

設定」に示すとおり，ＴＱＵＶ，ＴＱＵＸ及びＬＯＣＡである。 

  

(2) 格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基本的考え方 

格納容器破損モード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」では，

発電用原子炉の運転中に運転時の異常な過渡変化，原子炉冷却材喪失事故（Ｌ

ＯＣＡ）が発生するとともに，非常用炉心冷却系等の安全機能の喪失が重畳す

る。このため，緩和措置がとられない場合には，溶融炉心と原子炉圧力容器外

の水が接触して一時的な格納容器圧力の急上昇が生じ，このときに発生するエ

ネルギが大きい場合に構造物が破壊され原子炉格納容器の破損に至る。 

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用による水蒸気爆発事象につ

いては，これまでに実ウランを用いて種々の実験が行われている。水蒸気爆発

は，溶融炉心が水中に落下し，細粒化して分散する際に蒸気膜を形成し，そこ

に何らかの外乱が加わることによって蒸気膜が崩壊した際に，瞬時の圧力伝播

を生じ，大きなエネルギを発生させる事象である。細粒化した溶融炉心を覆う

蒸気膜には安定性があり，何らかの外乱がなければ蒸気膜の崩壊は起こりにく

いという知見が実験等により得られている。ペデスタルに張られた水は準静的

であり，外乱が加わる要素は考えにくい。このことから，実機において水蒸気

爆発に至る可能性は極めて小さいと考えられる。 

（添付資料3.3.1, 3.3.2） 

また，水蒸気爆発とは別に，溶融炉心から原子炉冷却材への伝熱によって水

蒸気が発生することに伴う急激な格納容器圧力の上昇（以下「圧力スパイク」

という。）が発生する。 

上記のとおり，現実的には水蒸気爆発が発生する可能性は極めて小さいと考

えられることから，本評価では，圧力スパイクについてその影響を評価する。 

したがって，本格納容器破損モードでは，原子炉格納容器を冷却及び除熱し，

溶融炉心からペデスタルの水への伝熱による，水蒸気発生に伴う格納容器圧力

の上昇を抑制することにより，原子炉格納容器の破損を防止する。 

また，溶融炉心の落下後は，ペデスタル代替注水系（可搬型）によって溶融

炉心の冷却を実施する。その後，残留熱代替除去系又は格納容器フィルタベン

ト系によって原子炉格納容器の圧力及び温度を低下させる。 

さらに，原子炉格納容器内における水素燃焼を防止するため，原子炉格納容

器内の水素濃度及び酸素濃度が可燃領域に至るまでに，原子炉格納容器内へ窒

素を注入することによって，原子炉格納容器の破損を防止する。 

なお，本格納容器破損モードの有効性評価を実施する上では，重大事故等対

処設備による原子炉注水機能についても使用できないものと仮定し，原子炉圧

力容器破損に至るものとする。 

 

(3)  格納容器破損防止対策 

格納容器破損モード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」で想

定される事故シーケンスでは，ペデスタルへの溶融炉心落下を想定する。この
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状況では，ペデスタルにおける「溶融炉心・コンクリート相互作用」を緩和す

る観点から，溶融炉心落下前に格納容器代替スプレイ系（可搬型）によるペデ

スタルへの水張りを行うことから，溶融炉心落下時にはペデスタルに水が張ら

れた状態を想定する。なお，この水張り深さは，「原子炉圧力容器外の溶融燃

料－冷却材相互作用」に伴う圧力スパイクの発生を仮定した場合の影響を小さ

く抑えつつ，「溶融炉心・コンクリート相互作用」の緩和効果に期待できる深

さを考慮して2.4mとしている。 

また，その後の格納容器圧力及び温度の上昇を抑制する観点から，残留熱代

替除去系による原子炉格納容器除熱手段又は格納容器フィルタベント系によ

る原子炉格納容器除熱手段を整備する。なお，これらの原子炉圧力容器破損以

降の格納容器過圧・過温に対応する手順及び重大事故等対策は「3.1 雰囲気

圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」と同じである。 

本格納容器破損モードに至るまでの事象進展への対応，本格納容器破損モー

ドによる原子炉格納容器の破損防止及び原子炉格納容器の破損を防止した以

降の対応を含めた一連の重大事故等対策の概要は，「3.2 高圧溶融物放出／

格納容器雰囲気直接加熱」の3.2.1(3)のａ.からｋ.に示している。このうち，

本格納容器破損モードに対する重大事故等対策は，「3.2 高圧溶融物放出／

格納容器雰囲気直接加熱」の3.2.1(3)に示すｇ.及びｈ.である。なお，g.のペ

デスタルへの注水は，ペデスタルにおける「溶融炉心・コンクリート相互作用」

を緩和する観点から実施するものであるが，ペデスタルに溶融炉心が落下した

際の「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」への影響も考慮してペ

デスタルへの注水量及びペデスタルの水位を定めていることから，本格納容器

破損モードの対策として整理した。 

（添付資料3.3.3） 

本格納容器破損モードに至るまでの事象進展への対応，本格納容器破損モー

ドによる原子炉格納容器の破損防止及び原子炉格納容器の破損を防止した以

降の対応を含めた一連の重大事故等対策の概略系統図は「3.2 高圧溶融物放

出／格納容器雰囲気直接加熱」に示す第3.2.1-1(1)図から第3.2.1-1(4)図であ

る。このうち，本格納容器破損モードの重大事故等対策の概略系統図は「3.2 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」に示す第3.2.1-1(2)図及び第

3.2.1-1(3)図である。本格納容器破損モードに対応する手順及び必要な要員と

作業項目は「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」と同じである。 

 

3.3.2 格納容器破損防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本格納容器破損モードを評価する上で選定した評価事故シーケンスは，「1.2 

評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，プラント損傷状態をＴＱ

ＵＶとし，事象進展が早く炉心損傷までの時間余裕の観点で厳しい過渡事象を

起因事象とし，逃がし安全弁再閉失敗を含まない，「過渡事象＋高圧炉心冷却

失敗＋低圧炉心冷却失敗＋炉心損傷後の原子炉注水（重大事故等対策を含む）

失敗＋ＦＣＩ発生」である。ここで，逃がし安全弁再閉失敗を含まない事故シー

ケンスとした理由は，プラント損傷状態がＴＱＵＶであるため，事故対応に及

ぼす逃がし安全弁再閉の成否の影響は小さいと考え，発生頻度の観点で大きい

事故シーケンスを選定したためである。 

また，「1.2.2.1(3)c．原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」に
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示すとおり，プラント損傷状態の選定では，水蒸気爆発に対する条件設定の厳

しさを考慮し，溶融炉心の内部エネルギの観点でより厳しいと考えられるＴＱ

ＵＶを選定した。一方，プラント損傷状態をＬＯＣＡとする場合，事象発生直

後から原子炉冷却材が原子炉格納容器内に流出するため原子炉圧力容器破損

までの時間が短くなる。この時の圧力スパイクへの影響については，解析条件

のうち初期条件の不確かさとして評価する。 

さらに，本評価事故シーケンスにおいては，電源の復旧，注水機能の確保等，

必要となる事故対処設備が多く，原子炉格納容器への注水・除熱を実施するま

での対応時間を厳しく評価する観点から，全交流動力電源喪失の重畳を考慮す

る。 

なお，本評価事故シーケンスは，「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直

接加熱」及び「3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用」において有効性を評価

したシーケンスと同様のシーケンスである。本格納容器破損モード及び「3.5 

溶融炉心・コンクリート相互作用」ではプラント損傷状態をＴＱＵＶとし，「3.2 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」ではプラント損傷状態をＴＱＵＸ

としており，異なるプラント状態を選定している。しかしながら，どちらのプ

ラント損傷状態であっても原子炉水位が燃料棒有効長底部から燃料棒有効長

の 20％上の位置に到達した時点で逃がし安全弁の手動開操作によって原子炉

を減圧する手順であり，原子炉減圧以降も，溶融炉心の挙動に従って一連の流

れで生じる各格納容器破損モードを，定められた一連の手順に従って防止する

こととなる。このことから，これらの格納容器破損モードについては同様の

シーケンスで評価する。 

本評価事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒内温度変化，燃料

棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液

分離（水位変化）・対向流，炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーシ

ョン，構造材との熱伝達，原子炉圧力容器破損，原子炉格納容器における格納

容器各領域間の流動，炉心損傷後の原子炉格納容器における原子炉圧力容器外

ＦＣＩ（溶融炉心細粒化）並びに原子炉圧力容器外ＦＣＩ（デブリ粒子熱伝達）

が重要現象となる。 

よって，これらの現象を適切に評価することが可能であり，原子炉圧力容器

内及び原子炉格納容器内の熱水力モデルを備え，かつ，炉心損傷後のシビアア

クシデント特有の溶融炉心挙動に関するモデルを有するシビアアクシデント

総合解析コードＭＡＡＰにより格納容器圧力等の過渡応答を求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本評価

事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラ

メータに与える影響及び操作時間余裕を評価する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本評価事故シーケンスの有効性評価の条件は，「3.2 高圧溶融物放出／格

納容器雰囲気直接加熱」の条件と同じである。 

 

(3) 有効性評価の結果 

本評価事故シーケンスにおける原子炉圧力及び原子炉水位（シュラウド内外

水位）の推移を第 3.3.2－1(1)図及び第 3.3.2－1(2)図に，格納容器圧力，格

納容器温度，ペデスタルの水位及び注水流量の推移を第 3.3.2－1(3)図から第
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3.3.2－1(6)図に示す。 

 

ａ．事象進展 

事象進展は「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」と同じであ

る。 

 

ｂ．評価項目等 

圧力スパイクによって原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力の最大値

は，約193kPa[gage]に抑えられる。原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力

は，原子炉格納容器の限界圧力853kPa[gage]を下回るため，原子炉格納容器

バウンダリの機能は維持される。 

圧力スパイクによって原子炉格納容器バウンダリにかかる温度の最大値

は，約123℃に抑えられる。原子炉格納容器バウンダリにかかる温度は，原

子炉格納容器の限界温度の200℃を下回るため，原子炉格納容器バウンダリ

の機能は維持される。 

本評価では，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す

(5)の評価項目について，格納容器圧力をパラメータとして対策の有効性を

確認した。なお，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示

す(4)及び(8)の評価項目の評価結果については「3.2 高圧溶融物放出／格納

容器雰囲気直接加熱」及び「3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用」にて評

価項目を満足することを確認している。また，ペデスタルに落下した溶融炉

心及び原子炉格納容器の安定状態維持については「3.5溶融炉心・コンクリー

ト相互作用」にて確認している。 

（添付資料 3.5.1） 

 

3.3.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時

間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評

価するものとする。 

格納容器破損モード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」では，

重大事故等対処設備を含むすべての原子炉注水機能が喪失して炉心損傷及び原子

炉圧力容器破損に至り，溶融炉心がペデスタルの水中に落下して大きいエネルギ

を発生することが特徴である。 

また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，事象進展に有意な影響を与

えると考えられる操作として，格納容器代替スプレイ系（可搬型）によるペデス

タルへの注水操作（原子炉圧力容器破損前の初期水張り）とする。 

本評価事故シーケンスの有効性評価における現象の不確かさとしては，溶融炉

心落下速度，細粒化量，プール水とデブリ粒子の伝熱が挙げられる。溶融炉心落

下速度及び細粒化量の不確かさに対して，エントレインメント係数を変化させた

場合並びにプール水とデブリ粒子の伝熱の不確かさに対してデブリ粒子径を変化

させた場合の本格納容器破損モードに対する影響は小さいことを確認している。 

なお，これまでのＦＣＩ実験の知見からは，一部の二酸化ウラン混合物を用い

て実機条件よりも高い溶融物温度の条件のもとで実施された実験においてトリガ

なしで水蒸気爆発が発生している例が報告されているが，実機で想定される程度

の溶融物の温度において実施された実験においてトリガなしで水蒸気爆発が発生
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している例は確認されていないことから，実機条件においては原子炉格納容器の

損傷に至る大規模な原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用の発生の可能

性は低いと推定される。 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本評価事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う重要現象とは，

「1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すとおりで

あり，それらの不確かさの影響評価は以下のとおりである。 

 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化及び

燃料被覆管変形の不確かさとして，炉心ヒートアップに関するモデルは，Ｔ

ＭＩ事故についての再現性及びＣＯＲＡ実験についての再現性を確認して

いる。炉心ヒートアップの感度解析（ジルコニウム－水反応速度の係数につ

いての感度解析）では，炉心溶融開始時間及び炉心下部プレナムへの溶融炉

心移行の開始時間に対する感度は数分程度であり，影響は小さいことを確認

している。 

本評価事故シーケンスでは，原子炉圧力容器下鏡温度が300℃に到達した

時点でペデスタルへの初期水張り操作を実施するが，炉心下部プレナムへの

溶融炉心移行の開始時間の不確かさは小さく，炉心下部プレナムへ溶融炉心

が移行した際の原子炉圧力容器下鏡温度の上昇は急峻であることから，原子

炉圧力容器下鏡温度を操作開始の起点としているペデスタルへの初期水張

り操作に係る運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流の不

確かさとして，炉心モデル（炉心水位計算モデル）は，原子炉水位挙動につ

いて原子炉圧力容器内のモデルが精緻である解析コードＳＡＦＥＲの評価

結果との比較により水位低下幅は解析コードＭＡＡＰの評価結果の方が大

きく，解析コードＳＡＦＥＲに対して保守的であるものの，その差異は小さ

いことを確認していることから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動の不確かさとして，格納

容器モデル（原子炉格納容器の熱水力モデル）はＨＤＲ実験解析では区画に

よって格納容器温度を十数℃程度，格納容器圧力を１割程度高めに評価する

傾向を確認しているが，ＢＷＲの格納容器内の区画とは異なる等，実験体系

に起因するものと考えられ，実機体系においてはこの解析で確認された不確

かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体としては格納容器圧力及

び温度の傾向を適切に再現できており，また，格納容器圧力及び温度を操作

開始の起点としている運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与

える影響はない。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及び構造材との熱

伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モデルはＴＭＩ事故についての再現

性を確認している。また，炉心ノード崩壊のパラメータを低下させた感度解

析により原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいことを確認してい

る。リロケーションの影響を受ける可能性がある操作としては，原子炉圧力

容器下鏡温度が300℃に到達した時点でのペデスタルへの初期水張り操作が

あるが，炉心下部プレナムへの溶融炉心移行の開始時間の不確かさは小さく，
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炉心下部プレナムへ溶融炉心が移行した際の原子炉圧力容器下鏡温度の上

昇は急峻であることから，原子炉圧力容器下鏡温度を操作開始の起点として

いるペデスタルへの初期水張り操作に係る運転員等操作時間に与える影響

は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器破損の不確かさと

して，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損判定に用いる最大ひずみ（し

きい値）に関する感度解析により最大ひずみを低下させた場合に原子炉圧力

容器破損時間が早まることを確認している。本評価事故シーケンスでは，原

子炉圧力容器破損を操作開始の起点としている運転員等操作はないことか

ら，運転員等操作時間に与える影響はない。 

炉心損傷後の原子炉格納容器における溶融燃料－冷却材相互作用の不確

かさとして，溶融炉心の細粒化モデルにおけるエントレインメント係数及び

デブリ粒子径の感度解析により原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互

作用による圧力スパイクに与える影響は小さいことを確認している。本評価

事故シーケンスでは，原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用による

圧力スパイクを起点とした運転員等操作はないことから，運転員等操作時間

に与える影響はない。 

（添付資料3.3.4） 

 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化及び

燃料被覆管変形の不確かさとして，炉心ヒートアップに関するモデルは，Ｔ

ＭＩ事故についての再現性及びＣＯＲＡ実験についての再現性を確認して

いる。炉心ヒートアップの感度解析（ジルコニウム－水反応速度の係数につ

いての感度解析）では，格納容器圧力挙動への影響は小さいことを確認して

いることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流の不

確かさとして，炉心モデル（炉心水位計算モデル）は，原子炉水位挙動につ

いて原子炉圧力容器内のモデルが精緻である解析コードＳＡＦＥＲの評価

結果との比較により水位低下幅は解析コードＭＡＡＰの評価結果の方が大

きく，解析コードＳＡＦＥＲに対して保守的であるものの，その差異は小さ

いことを確認していることから，評価項目となるパラメータに与える影響は

小さい。 

原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動の不確かさとして，格納

容器モデル（原子炉格納容器の熱水力モデル）はＨＤＲ実験解析では区画に

よって格納容器温度を十数℃程度，格納容器圧力を１割程度高めに評価する

傾向を確認しているが，ＢＷＲの格納容器内の区画とは異なる等，実験体系

に起因するものと考えられ，実機体系においてはこの解析で確認された不確

かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体としては格納容器圧力及

び温度の傾向を適切に再現できていることから，評価項目となるパラメータ

に与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及び構造材との熱

伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モデルはＴＭＩ事故についての再現

性を確認している。また，炉心ノード崩壊のパラメータを低下させた感度解

析により原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいことを確認してお
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り，原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用による格納容器圧力上昇

に与える影響はほぼないことから，評価項目となるパラメータに与える影響

はない。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器破損の不確かさと

して，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損判定に用いる最大ひずみ（し

きい値）に関する感度解析により最大ひずみを低下させた場合に原子炉圧力

容器破損時間が早まることを確認しているが，原子炉圧力容器破損（事象発

生から約5.4時間後）に対して早まる時間は僅かであることから，評価項目

となるパラメータに与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉格納容器における溶融燃料－冷却材相互作用の不確

かさとして，エントレインメント係数及びデブリ粒子径の感度解析により，

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用による圧力スパイクに与え

る影響は小さいことを確認していることから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 

（添付資料3.3.4，3.3.5） 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，第3.2.2-1

表に示すとおりであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件とした場合

の影響を評価する。また，解析条件の設定に当たっては，評価項目となるパ

ラメータに対する余裕が小さくなるような設定があることから，その中で事

象進展に有意な影響を与えると考えられる項目に関する影響評価の結果を

以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度 33GWd/tに対応

したものとしており，その最確条件は平均的燃焼度約 30GWd/tであり，解

析条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，解析条件で設定してい

る崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなり，原子炉圧

力容器破損に至るまでの事象進展は緩和されるが，操作手順（原子炉圧力

容器下鏡温度に応じてペデスタルへの初期水張り操作を実施すること）に

変わりはないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の外部水源の温度は，解析条件の 35℃に対して最確条件は 31℃

以下であり，解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，ペデス

タルへの注水温度が低くなり，原子炉圧力容器破損時のペデスタルのプー

ル水温度が低くなるが，注水温度を操作開始の起点としている運転員等操

作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，格納容器空間体積（サ

プレッション・チェンバ）の空間部及び液相部，サプレッション・プール

水位，格納容器圧力及び格納容器温度は，解析条件の不確かさとして，ゆ

らぎにより解析条件に対して変動を与え得るが，事象進展に与える影響は

小さいことから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

事故条件の起因事象は，解析条件の不確かさとして，大破断ＬＯＣＡを

考慮した場合，原子炉冷却材の放出量が増加することにより原子炉圧力容

器破損に至るまでの事象進展は早まるが，操作手順（原子炉圧力容器下鏡
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温度に応じてペデスタルへの初期水張りを実施すること）に変わりはない

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料3.3.4，3.3.5） 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度 33GWd/tに対応

したものとしており，その最確条件は平均的燃焼度約 30GWd/tであり，解

析条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，解析条件で設定してい

る崩壊熱よりも小さくなるため，溶融炉心の持つエネルギが小さくなるこ

とから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の外部水源の温度は，解析条件の 35℃に対して最確条件は 31℃

以下であり，解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，ペデス

タルへの注水温度が低くなり，原子炉圧力容器破損時のペデスタルのプー

ル水温度が低くなるが，ペデスタルのプール水温度が低い場合は，顕熱に

よるエネルギの吸収量が多くなり，潜熱で吸収するエネルギが相対的に減

少し，圧力スパイクに寄与する水蒸気発生量が低下することで格納容器圧

力の上昇は緩和されることから，評価項目となるパラメータに対する余裕

は大きくなる。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，格納容器空間体積（サ

プレッション・チェンバ）の空間部及び液相部，サプレッション・プール

水位，格納容器圧力及び格納容器温度は，解析条件の不確かさとして，ゆ

らぎにより解析条件に対して変動を与え得るが，事象進展に与える影響は

小さいことから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

事故条件の起因事象は，原子炉圧力容器への給水はできないものとして

給水流量の全喪失を設定している。事故条件について，原子炉圧力容器外

の溶融燃料－冷却材相互作用による圧力スパイクを評価するにあたり，溶

融炉心落下時の崩壊熱の影響を確認する観点から感度解析を実施した。感

度解析は，事故シーケンスを「大破断ＬＯＣＡ＋ＥＣＣＳ注水機能喪失」

とし，本評価事故シーケンスの解析条件と同様，電源の有無に係らず重大

事故等対処設備による原子炉注水機能についても使用できないものと仮

定した場合，原子炉圧力容器破損のタイミングが早くなることを考慮した

ものである。その結果，第 3.3.3-1(1)図に示すとおり，事象発生から約

3.3 時間後に原子炉圧力容器破損に至り，圧力スパイクの最大値は約

301kPa[gage]であり，圧力スパイクの最大値は本評価の結果より高くなる

ものの，原子炉格納容器の限界圧力 853kPa[gage]以下であることから，評

価項目を満足する。 

（添付資料3.3.4，3.3.5） 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，「要員配置」，「移

動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の６要因

に分類し，これらの要因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，

運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータに与える影響

を評価し，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 



3.3-9 

操作条件の格納容器代替スプレイ系（可搬型）によるペデスタルへの注

水操作（原子炉圧力容器破損前の初期水張り）は，解析上の操作時間とし

て原子炉圧力容器下鏡温度が 300℃に到達した時点を設定している。運転

員等操作時間に与える影響として，原子炉圧力容器下鏡温度が 300℃に到

達するまでに事象発生から約 3.1時間の時間余裕があり，また，格納容器

代替スプレイ系（可搬型）によるペデスタルへの注水操作は原子炉圧力容

器下鏡温度を監視しながら溶融炉心の炉心下部プレナムへの移行を判断

し，水張り操作を実施するため，実態の操作開始時間は解析上の設定とほ

ぼ同等であり，操作開始時間に与える影響は小さいことから，運転員等操

作時間に与える影響も小さい。当該操作は，解析コード及び解析条件（操

作条件を除く）の不確かさにより操作開始時間は遅れる可能性があるが，

当該操作に対応する運転員，対策要員に他の並列操作はなく，また，現場

操作における評価上の所要時間には余裕を見込んで算定していることか

ら，他の操作に与える影響はない。 

（添付資料3.3.4） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の格納容器代替スプレイ系（可搬型）によるペデスタルへの注

水操作（原子炉圧力容器破損前の初期水張り）は，運転員等操作時間に与

える影響として，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であるこ

とから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

（添付資料3.3.4） 

 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となる

パラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確

認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の格納容器代替スプレイ系（可搬型）によるペデスタルへの注水操

作（原子炉圧力容器破損前の初期水張り）については，原子炉圧力容器下鏡温

度が 300℃に到達するまでの時間は事象発生から約 3.1時間あり，ペデスタル

への注水操作は原子炉圧力容器下鏡温度の上昇傾向を監視しながらあらかじ

め準備が可能である。また，溶融炉心落下前の格納容器代替スプレイ系（可搬

型）による水張りは約 1.9時間で完了することから，水張りを原子炉圧力容器

下鏡温度 300℃到達時点である事象発生から約 3.1時間後に開始すると，事象

発生から約 5.0時間後に水張りが完了する。事象発生から約 5.0時間後の水張

りの完了から，事象発生から約 5.4時間後の原子炉圧力容器破損までの時間を

考慮すると，ペデスタルへの注水操作は操作遅れに対して 0.4時間程度の時間

余裕がある。 

（添付資料3.3.4） 

 

(4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余

裕を確認した。その結果，解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作

時間に与える影響等を考慮した場合においても，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。このほか，評価項目となるパラメータに対して，対策の
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有効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

 

3.3.4 必要な要員及び資源の評価 

本評価事故シーケンスは，「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」と

同じであることから，必要な要員及び資源の評価は「3.2.4 必要な要員及び資源

の評価」と同じである。 

 

3.3.5 結論 

格納容器破損モード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」では，

運転時の異常な過渡変化又は原子炉冷却材喪失事故（ＬＯＣＡ）が発生するとと

もに，非常用炉心冷却系等の安全機能の喪失が重畳する。このため，溶融炉心と

原子炉圧力容器外の水が接触して一時的な圧力の急上昇が生じ，このときに発生

するエネルギが大きい場合に構造物が破壊され原子炉格納容器の破損に至ること

が特徴である。格納容器破損モード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互

作用」に対する格納容器破損防止対策としては，格納容器代替スプレイ系（可搬

型）によるペデスタル注水により原子炉圧力容器破損前にペデスタルへ 2.4mの水

張りを実施する手段を整備している。 

格納容器破損モード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」の評価

事故シーケンス「過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋炉心損傷後

の原子炉注水（重大事故等対策を含む）失敗＋ＦＣＩ発生」について，有効性評

価を行った。 

上記の場合には，水蒸気発生によって圧力スパイクが発生するが，原子炉格納

容器バウンダリにかかる圧力は，原子炉格納容器の限界圧力853kPa[gage]を下回

るため，原子炉格納容器バウンダリの機能は維持できる。また，安定状態を維持

できる。 

（添付資料 3.5.1） 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間

に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策

の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余裕について確認した結果，操

作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，緊急時対策要員にて確保可能である。また，

必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 以上のことから，格納容器代替スプレイ系（可搬型）によるペデスタルへの注

水等の格納容器破損防止対策は，選定した評価事故シーケンスに対して有効であ

ることが確認でき，格納容器破損モード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材

相互作用」に対して有効である。
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第 3.3.2-1(1)図 原子炉圧力の推移 
 

 
 

第 3.3.2-1(2)図 原子炉水位 (シュラウド内外水位) の推移 
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第 3.3.2-1(3)図 格納容器圧力の推移 

 

 
 

第 3.3.2-1(4)図 格納容器温度の推移 
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第 3.3.2-1(5)図 ペデスタル水位の推移 

 

 
 

第 3.3.2-1(6)図 注水流量の推移 
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第 3.3.3-1(1)図 格納容器圧力の推移（大破断ＬＯＣＡ＋ＥＣＣＳ機能喪失） 
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添付資料 3.3.1 

   

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用に関する知見の整理 

 

１．原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用の概要 

  炉心損傷後，溶融燃料と冷却材が接触すると，一時的な圧力の急上昇が生じ

る可能性がある。このときに発生するエネルギが大きいと構造物が破壊され原

子炉格納容器が破損する場合がある。溶融炉心と冷却材との接触及びそれに

伴って引き起こされる現象のことを「溶融燃料―冷却材相互作用（ＦＣＩ）」

と呼ぶ。また，ＦＣＩのうち，溶融炉心が水中に落下した際に溶融炉心の周囲

に形成される蒸気膜が，何らかの外乱によって崩壊した際に瞬時の圧力伝播を

生じ，大きなエネルギを発生させる事象を「水蒸気爆発」と呼び，溶融炉心か

ら原子炉冷却材への伝熱によって水蒸気が発生することに伴う急激な格納容

器圧力の上昇を「圧力スパイク」と呼ぶ。 

原子炉圧力容器底部から溶融炉心が流出し，ペデスタルで冷却材と接触する

ことで発生するＦＣＩを「原子炉圧力容器外の溶融燃料―冷却材相互作用（炉

外ＦＣＩ）」と呼ぶ。これまでの研究では，炉外ＦＣＩにおける水蒸気爆発現象

を以下のような段階的な過程によって説明するモデルが提唱されている。 

① 原子炉圧力容器から落下する溶融炉心（デブリジェット）が冷却材中に

落下する。冷却材と接触した溶融炉心は，その界面の不安定性により細

粒化して冷却材中に分散する（エントレイン）。細粒化した溶融炉心（以

下「デブリ粒子」と称す。）は，蒸気膜に覆われた状態で膜沸騰を伴う冷

却材との混合状態となる（粗混合）。 

② さらに，自発的もしくは外部からの圧力パルス等の外乱により，膜沸騰

が不安定化し（トリガリング），デブリ粒子と冷却材が直接接触する。 

③ デブリ粒子と冷却材の直接接触により，急速な熱の移動が発生し，急速

な蒸気発生・溶融炉心の微細化により，さらにデブリ粒子と冷却材の接

触を促進し（伝播），蒸気発生を促進する。この蒸気発生により圧力波が

発生する。 

④ 発生した圧力波が通過した後の高温高圧領域（元々は粗混合領域）の膨

張により運動エネルギが発生し，構造材を破壊する要因となる。 

水蒸気爆発が発生するためには，トリガリングが働く必要があり，さらにデ

ブリ粒子と冷却材の接触が瞬時に粗混合領域全体に伝播する必要がある。水蒸

気爆発に至らない場合でも，急速な蒸気発生による圧力上昇（圧力スパイク）

が発生する。 

 

２．水蒸気爆発が発生する可能性について 

これまでの代表的なＦＣＩの実験として，ＪＲＣイスプラ研究所で実施され

たＦＡＲＯ実験，ＫＲＯＴＯＳ実験，（旧）原子力発電技術機構で実施されたＣ
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ＯＴＥＬＳ実験，韓国原子力研究所で実施されたＴＲＯＩ実験等がある。これ

らの実験ではＵＯ２混合物と模擬溶融物としてアルミナ等を用いている。 

これまでの代表的なＦＣＩの実験から得られた知見については，解析コード

（ＭＡＡＰコード）［1］の「添付２ 溶融炉心と冷却材の相互作用について」に示

されている。これまでのＵＯ２混合物を用いた実験では，ＫＲＯＴＯＳ実験及

びＴＲＯＩ実験の一部の実験ケースにおいて，水蒸気爆発の発生が報告されて

いる。 

このうち，ＫＲＯＴＯＳ実験は，溶融炉心が水中に落下している時に容器の

底から圧縮ガスを供給し，膜沸騰を強制的に不安定化させて（外部トリガを与

えて）いるため，実機で起こるとは考えられない条件で実験した結果であるが，

機械的エネルギへの変換効率は最大でも 0.05％程度であり大規模な水蒸気爆

発に至っていない。また，外部トリガを与えた場合でも水蒸気爆発に至らなかっ

たケースが複数確認されている。 

ＴＲＯＩ実験については，No.10，12，13及び 14実験において，外部トリガ

がない条件で水蒸気爆発が観測されている。しかしながら，ＴＲＯＩ実験で用

いた溶融物の過熱度が実機条件の過熱度（300K程度）に比べてかなり高いこと

が水蒸気爆発の発生に至った理由と考えられ，実機条件に近い溶融物温度では

水蒸気爆発の発生可能性は小さいと考えられる。また，自発的に水蒸気爆発が

発生したとされる No.13 のエネルギ変換効率は 0.4％であり，ＫＲＯＴＯＳ実

験の例よりは大きくなるが，１％を下回る小さいものである。なお，溶融物の

温度を含め，実機を模擬した溶融物を用いた実験の中で水蒸気爆発が観測され

た例は，いずれも外部トリガがある条件で実施されたものである。 

 上述のとおり，溶融物の温度を含め，実機を模擬した溶融物を用いたＦＣＩ

実験において水蒸気爆発が発生したケースでは，水蒸気爆発のトリガを発生さ

せるための装置を用いている。水蒸気爆発のトリガは粗混合粒子の周囲に形成

される蒸気膜の崩壊に起因すると考えられており，上述の実験で用いられたト

リガ装置は蒸気膜を不安定化させる効果があると考えられるが，一方，実機条

件ではこのようなトリガ装置で発生させているような圧力外乱となる要因は考

えられない。 

以上のことから，実機において大規模な水蒸気爆発が発生する可能性は極め

て小さいと考えられ，原子炉格納容器健全性に与える影響はないと考える。 

 

３．参考文献 

[1]「沸騰水型原子力発電所 重大事故等対策の有効性評価に係るシビアアクシ

デント解析コード(ＭＡＡＰ)について」，東芝エネルギーシステムズ株式会

社，TLR-094，日立ＧＥニュークリア・エナジー株式会社，HLR-123，平成 30

年５月 

以 上 
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添付資料 3.3.2 

   

 

水蒸気爆発の発生を仮定した場合の原子炉格納容器の健全性への影響評価 

 

 

１．評価の目的 

水蒸気爆発現象は，粗混合，トリガリング，拡大伝播といった段階的な過程に

よって説明するモデルが提唱されており，これらをすべて満たさなければ大規模

な水蒸気爆発は発生しないと考えられている。 

溶融炉心が原子炉圧力容器の破損口から落下した際に水蒸気爆発が発生する

可能性は，これまでの知見からも極めて低いと考えられるが，水蒸気爆発が発生

した場合についても考慮し，原子炉格納容器の健全性に対する影響を確認してお

くことは，ペデスタルへの水張り等の格納容器破損防止対策の適切性を確認する

上でも有益な参考情報になると考える。このため，ここでは溶融炉心落下時の水

蒸気爆発の発生を仮定し，水蒸気爆発が生じた際の原子炉格納容器の健全性を評

価した。 

 

２．評価に用いた解析コード等 

水蒸気爆発の影響を評価するにあたっては，溶融燃料－冷却材相互作用によっ

て発生するエネルギ，発生エネルギによる圧力伝播挙動及び構造応答が重要な現

象となる。よって，これらの現象を適切に評価することが可能である水蒸気爆発

解析コードＪＡＳＭＩＮＥ，構造応答解析コードＡＵＴＯＤＹＮ－２Ｄにより圧

力伝播挙動及び構造応答，格納容器圧力等の過渡応答を求める。 

これらの解析コードに対して構築した評価モデル及び入力の詳細は添付資料

1.5.1の（3）に示している。溶融炉心の物性値はＪＡＳＭＩＮＥコードに付属

している溶融コリウム模擬のライブラリから，デブリ物性値が実機条件に近いと

考えられるライブラリを用いた。また，これらの解析コードへの入力条件の一部

は，シビアアクシデント総合解析コードＭＡＡＰを用いて評価した，「3.3 原子

炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」の評価結果を用いた。 

（添付資料 1.5.1） 

 

３．評価条件 

主要解析条件を表１に示す。ＭＡＡＰによる解析の結果から溶融炉心は原子炉

圧力容器底部の中央から落下するものとし，溶融炉心が原子炉圧力容器の破損口

から落下する際には，溶融炉心・コンクリート相互作用の緩和策として，ペデス

タルに水位 2.4mの水張りが実施されているものとした。 

なお，応力評価の対象としている内側鋼板（厚さ 32mm）及び外側鋼板（厚さ

38mm）の降伏応力は約 490MPaである。 
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４．評価結果 

水蒸気爆発に伴うエネルギ，ペデスタル内側及び外側鋼板の応力の推移を図１，

図２及び図３に示す。また，参考として，内側鋼板の周方向及び軸方向応力の推

移を図４に示す。外側鋼板の周方向及び軸方向応力の推移を図５に示す。 

水蒸気爆発の発生を想定した場合にペデスタルの水に伝達される運動エネル

ギの最大値は，約 14MJである。このエネルギを入力とし，ペデスタル内側及び

外側鋼板にかかる応力を解析した結果，ペデスタルの内側鋼板にかかる応力は約

233MPa，外側鋼板にかかる応力は約 140MPaとなった。これは内側及び外側鋼板

の降伏応力を大きく下回る値であり，かつ，弾性範囲内にあることから，原子炉

圧力容器の支持に支障が生じるものではない。なお，構造上，ペデスタル内側鋼

板にかかる応力の方が外側鋼板にかかる応力よりも大きくなる傾向があるが，原

子炉圧力容器の支持機能についてはペデスタルの外側鋼板のみで維持可能であ

る。 

以上の結果から，水蒸気爆発の発生を想定した場合であっても，原子炉圧力容

器の支持機能は維持され格納容器の健全性に支障がないことから，原子炉格納容

器バウンダリの機能を維持できることを確認した。 

 

以 上 
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図１ 水蒸気爆発によるエネルギの推移※１
 

 

 

図２ ペデスタル内側鋼板の応力の推移※１
 

 

 

図３ ペデスタル外側鋼板の応力の推移※１
 

最大応力（約 233MPa） 

最大運動エネルギ（約 14 MJ） 

この結果を用い，AUTODYN-2D で応力を解析 

ミーゼス相当応力 

降伏応力：490MPa 

最大応力（約 140MPa） 

ミーゼス相当応力 

降伏応力：490MPa 
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図４ 内側鋼板の周方向及び軸方向応力の推移※１
 

 

図５ 外側鋼板の周方向及び軸方向応力の推移※１
 

 

 

※１ ＪＡＳＭＩＮＥによって評価した水蒸気爆発による運動エネルギ（図１）

の最大値をＡＵＴＯＤＹＮへの時刻０での入力とし，ペデスタル鋼板の応

力の推移（図２～５）を評価している。このため，図１と図２～５の時刻

歴は一致しない。 

 

最大運動エネルギ（約 14.5MJ） 

この結果を用い，AUTODYN-2D で応力を解析 
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表
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要
解
析
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原
子
炉
圧
力
容
器
外
の
溶
融
燃
料
－
冷
却
材
相
互
作
用
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水
蒸
気
爆
発
の
評
価
）
）

 

解
析
コ
ー
ド

 
項
目

 
主
要
解
析
条
件

 
条
件
設
定
の
考
え
方

 

Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ

※
 

原
子
炉
圧
力
容
器
の
破
損
径

 
0.
2m
 

制
御
棒
駆
動
機
構
ハ
ウ
ジ
ン
グ
１
本
の
外
径
と
し
て
設
定

 

Ｊ
Ａ
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｎ
Ｅ

 

ペ
デ
ス
タ
ル
水
深

 
2.
4m
 

溶
融
炉
心
－
コ
ン
ク
リ
ー
ト
相
互
作
用
に
よ
る
格
納
容
器
破
損
防
止
対
策

と
し
て
，
落
下
し
た
溶
融
炉
心
を
微
粒
子
化
し
，
十
分
な
除
熱
量
を
確
保
す

る
た
め
，
予
め
水
張
り
を
行
う
も
の
と
し
て
手
順
上
定
め
て
い
る
値

 

ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
水
張
り
に

用
い
る
水
の
温
度

 
35
℃
 

外
部
水
源
の
水
温
と
し
て
設
定
 

粗
混
合
粒
子
径
 

４
mm
 

Ｆ
Ａ
Ｒ
Ｏ
試
験
結
果
に
お
け
る
デ
ブ
リ
粒
径
分
布
を
も
と
に
設
定

 

爆
発
計
算
時
の
微
粒
子
径

 
50
μ
m 

Ｆ
Ａ
Ｒ
Ｏ

,
Ｋ
Ｒ
Ｏ
Ｔ
Ｏ
Ｓ
等
の
各
種
試
験
結
果
に
お
け
る
デ
ブ
リ
粒
径
分

布
を
も
と
に
設
定
 

Ａ
Ｕ
Ｔ
Ｏ
Ｄ
Ｙ
Ｎ

－
２
Ｄ
 

溶
融
炉
心
－
冷
却
材
相
互
作

用
に
よ
る
発
生
エ
ネ
ル
ギ

 

Ｊ
Ａ
Ｓ
Ｍ
Ｉ
Ｎ
Ｅ
の

解
析
結
果
を
も
と
に

設
定
 

－
 

※
「
3.
3
原
子
炉
圧
力
容
器
外
の
溶
融
燃
料
－
冷
却
材
相
互
作
用
」
と
重
複
す
る
条
件
を
除
く
。
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添付資料 3.3.3 

ペデスタルへの水張り実施の適切性 

炉心の溶融が進展し，溶融炉心が原子炉圧力容器底部から流出するような場合

には，原子炉格納容器内で発生する種々の現象の発生を防止あるいは影響を緩和

することで，原子炉格納容器の破損を防止することが重要なマネジメントとなる。

原子炉圧力容器の外において発生する現象のうち，溶融炉心・コンクリート相互

作用（以下「ＭＣＣＩ」という。）に対してはその影響緩和の手段として，ペデ

スタルへの溶融炉心落下前の水張り（以下「初期水張り」という。）が有効な対

策となる。一方，初期水張りによって，原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相

互作用（以下「ＦＣＩ」という。）による急激な水蒸気発生に伴う原子炉格納容

器内圧力の急激な上昇（以下「圧力スパイク」という。）が生じるほか，実機条

件における大規模な水蒸気爆発の発生の可能性は低いと推定されるものの，水蒸

気爆発が発生する可能性も考慮に入れる必要がある。初期水張りの水深によって

想定される影響の程度は変化すると考えられることから，初期水張りを実施する

場合には，両者の影響を考慮して水位を決定する必要がある。以下に初期水張り

における水位設定の考え方を示す。

１．ペデスタルへの水張りのＦＣＩに対する影響 

ＦＣＩとして生じる主な現象は，圧力スパイクである。 

圧力スパイクは，水深が深い場合，顕熱によるエネルギの吸収量が多くなり，

潜熱で吸収するエネルギが相対的に減少し，水蒸気発生量が低下することで，

ピークが低くなる可能性がある一方，溶融炉心の粗混合量が多くなり，細粒化

した粒子から水への伝熱量が多くなることで，ピークが高くなる可能性もある。 

なお，ＦＣＩとして生じる現象としては水蒸気爆発も挙げられるが，水蒸気

爆発については，ＵＯ２主体の溶融物が水中に落下した場合に水蒸気爆発が発生

した実験例は僅かであること及び，水蒸気爆発が発生した実験は，外部トリガを

意図的に与えた場合，又は溶融物の温度が溶融炉心の温度を上回る程の極端に大
きな過熱度で実験した場合に限られることを確認している。[1-4]また，水深 1.3m 
以上の条件下での水蒸気爆発の発生は報告されておらず，実機条件に近い多くの
溶融物量を落下させた実験でも水蒸気爆発の発生は報告されていない。[2,5,6]これ

らを考慮すると，実機で水蒸気爆発が生じる可能性は小さいと考える。しかしな

がら，仮に水蒸気爆発が発生した場合を想定すると，水深が深い方が粗混合が促

進され，発生するエネルギが大きくなることから，構造壁への衝撃荷重が大きく

なると考えられる。 

２．ペデスタルへの水張りのＭＣＣＩに対する影響 

ペデスタルへの初期水張りに失敗し，溶融炉心落下後に注水を開始した場合，

これまでの知見[7-16]からは，溶融炉心上部にクラストが形成され，溶融炉心の

冷却が阻害される可能性が考えられる。 
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一方，初期水張りを実施することで，溶融物落下時に溶融炉心が粒子化され

るため，クラストの形成によるデブリ内部への熱の閉じ込めを抑制することが

でき，デブリ上面からの除熱と落下時の溶融炉心の急速な冷却(デブリクエン

チ)に期待できる。[5,6,17] 

 

３．初期水張りの水位について 

（１）水位の設定 

１．及び２．に示した通り，初期水張りの水位は，ＦＣＩの水蒸気爆発に

よる原子炉格納容器への影響の観点では低い方が良く，ＭＣＣＩによる原子

炉格納容器への影響の観点では高い方が良い。なお，添付資料 3.3.1「原子炉

圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用に関する知見の整理」で確認したよ

うに，水蒸気爆発が発生する可能性は小さいものと考えられるのに対し，ペ

デスタルに溶融炉心が落下するとＭＣＣＩは発生するため，ＭＣＣＩの影響

緩和を考慮する必要があるが，島根２号炉のペデスタル床面には，溶融炉心

に対して耐侵食性を有するジルコニア耐熱材を材料とするコリウムシールド

を設置しているため，ＭＣＣＩによるペデスタル下部のコンクリート侵食を

抑制できるという特徴がある。 

以上を踏まえ,島根２号炉においては，ＦＣＩの圧力スパイクを考慮しても

原子炉格納容器バウンダリの機能が維持され，ＭＣＣＩ緩和のための溶融炉

心の粒子化の効果に期待でき，さらにＦＣＩの水蒸気爆発が発生した場合の

影響を小さく抑えることができる水位として，初期水張り水位を 2.4m（コリ

ウムシールド上面からの水位）に設定している。初期水張り水位 2.4mにおけ

るＦＣＩ，ＭＣＣＩの影響や，水張りの実施可能性については，ＦＣＩ，Ｍ

ＣＣＩ各事象の有効性評価で示したとおり，問題がないものと考える。 

 

（２）水位の設定根拠 

ａ．ＦＣＩの影響の観点 

１．に示したとおり，実機では水蒸気爆発が発生する可能性は小さい。し

かしながら，仮にＦＣＩによる水蒸気爆発の発生を前提とした場合，ペデス

タルの水位について，水位が高い方が溶融炉心の細粒化割合が大きくなる傾

向がある。この場合，細粒化した粒子から水への伝熱量が多くなるので，水

蒸気爆発に伴いペデスタルに与えられる荷重は大きくなる。このことから，

ペデスタルの水深が 2.4mより深い場合の影響を評価し，問題がないことを確

認している。この詳細は４. に示す。 

 

ｂ. ＭＣＣＩの影響の観点 

原子炉圧力容器の下部から溶融炉心が落下するまでに，ペデスタルに溶融

炉心の冷却に十分な水位及び水量を確保することによって，溶融炉心が落下

時に粒子化され，粒子ベッドとして堆積することにより，デブリ冷却性の向

上が期待される。 

島根原子力発電所２号炉では，「3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用」に

示すとおり，全炉心に相当する量が溶融炉心としてペデスタルに落下し，落

下した溶融炉心はペデスタルに一様に拡がるものとしており，この場合の堆
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積高さは約１mとなる。しかしながら，デブリの堆積高さには不確かさがある

と考えられることから，この不確かさを考慮した場合におけるデブリ冠水評

価を実施し，初期水張りの水深の妥当性を確認した。 

 

（ａ）デブリの堆積高さ 

デブリの堆積形状を図１に示す。ポロシティを考慮したデブリ堆積高

さ debriH は式（１）で評価する。 

   PHHHH entsentdebri  11 00        式（１） 

ここで， 

0H  ：初期デブリ高さ[1.039m] 

sH  ：ペデスタル内構造物分のデブリ堆積高さ [0.17m] 

ent ：Ｒｉｃｏｕ-Ｓｐａｌｄｉｎｇ相関式[18]に基づく粒子化割合（0.38） 

P  ：ポロシティ[0.5] ＰＵＬｉＭＳ実験の知見（0.29～0.37）及びＭＡ

ＡＰコード説明書のデブリ除熱量検討で想定している範囲（0.26～

0.48）から保守的に設定 

 

式（１）からデブリ堆積高さは，約 1.6mとなる。 

 

（ｂ）デブリ堆積形状の不確かさ評価 

デブリが均一に堆積しない場合の堆積高さについて評価する。 

ＰＵＬｉＭＳ実験において確認されたデブリ堆積高さと拡がり距離の

アスペクト比を適用し，デブリ堆積形状を山状と想定すると，均一化し

た場合と比較して堆積高さが高くなる。 

ｂ．（ａ）の堆積高さに対して，アスペクト比を考慮した場合のデブ

リの堆積形状として，図２のように，連続層については，円柱状に堆積

した形状とし，その上に粒子状デブリが円錐状に堆積する形状を仮定す

る。ここで，アスペクト比は，ＰＵＬｉＭＳ試験で得られた１：14 を想

定する※。これを元に初期水張り2.4mにおける堆積高さを計算した結果，

堆積高さは約 1.9mとなる。計算方法は以下のとおりである。 

 

   ・連続層の円錐部分については，堆積高さが最大となるのは床全面に拡

がった場合であることから，ペデスタル径 5.745m にアスペクト比を考

慮すると，頂点部分の堆積高さは約 0.42mとなる。 

   ・円柱部分については，連続層のうち，円錐部分の体積を除いたものと

して求める。 

   ・粒子状デブリについては，連続層の上に一様に堆積すると仮定して求

める。 

   ・デブリ堆積高さは上述の連続層と粒子状デブリの堆積高さの合計とな

る。 

 

なお，デブリ堆積形状が山状の場合，均一化した場合と比較して溶融

炉心上部水プールとの伝熱面積が増加して，水位低下が早くなる可能性
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があるが，伝熱面積の増加分は１％程度である。したがって，伝熱面積

の増加によるペデスタル水位変化への影響は小さく，デブリ露出までの

時間への影響は小さい。 

 

※ ＰＵＬｉＭＳ実験のうち，溶融物量が比較的大きいＥ４実験において，

平均堆積高さ 41mm に対して，拡がり距離は 740mm×560mm となってい

る（表１，図３）。アスペクト比としては１：18～１：14 となってお

り，デブリ堆積高さの評価としては，保守的に，１：14 を適用し評価

を行う。 

ＰＵＬｉＭＳ実験は溶融物を水中に落下した実験であり，連続層と粒

子状デブリを含めたデブリ全体としての体積高さに関する知見として

適用できるものである。連続層と粒子状デブリを含めた全体を１：14

とするため，本評価では円柱状に堆積した連続層の上に粒子状デブリ

が円錐状に堆積する形状を仮定する。 

 

（ｃ）デブリ冠水評価 

粒子化したデブリの間隙に冷却水が浸入するため，デブリの冠水維持

評価の観点から粒子化したデブリの範囲を除いた水プール水深 entpoolH 

について式（２）で評価する。 

 

  PPHHH entpoolentpool  10          式（２） 

 

ここで， 

poolH ：水プール初期水深 [2.4m] 

0H  ：初期デブリ高さ[1.039m] 

ent  :Ｒｉｃｏｕ-Ｓｐａｌｄｉｎｇ相関式に基づく粒子化割合（0.38） 

P   ：ポロシティ[0.5]  

 

式（２）から粒子化したデブリの範囲を除いた水プール水深 entpoolH  は

約 2.005mとなる。ＭＡＡＰコードを用いた有効性評価の結果（デブリか

ら水プールへの限界熱流束を 800kW/m2（圧力依存性あり）と設定）から，

原子炉圧力容器破損後のペデスタル注水が実施されず，デブリ露出※まで

の時間は，過渡起因事象の場合で約 1.4 時間，ＬＯＣＡ起因事象の場合

で約 0.58時間であることから，粒子化したデブリの範囲を除いた水プー

ル水深条件であって，ペデスタル注水の開始が遅れた場合でも一定時間

冠水維持することが可能であることを確認した。 

また，ＭＣＣＩに対して保守的な評価条件を設定したうえで，初期水

張りの有効性を感度解析によって確認している。初期水張りの水位を

2.4mとした場合について，溶融炉心は全量落下するものとし，上面熱流

束を格納容器圧力への依存性を考慮しない800kW/m2一定とした場合であ

っても，ＭＣＣＩによる侵食量は数cm（800kW/m2（圧力依存あり）の場合，

床面０cm,壁面約４cmであるのに対し，800kW/m2（一定）の場合，床面０

cm,壁面約13cm）に留まることを確認していることから，現状の初期水張
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りの水位の設定に問題はないものと考える。感度解析の結果を図４に示

す。 

 

   ※ デブリが水面から露出する状態の悪影響として，以下が考えられること

から，これらの影響を防止するためデブリの冠水状態を維持する。 

① ＦＰ放出に関する悪影響 

水面から露出した部分のデブリは冷却されにくく高温状態を維持する

ため，その下に堆積するデブリの除熱も悪くなり，デブリの平均温度が

上昇する。この結果，高温のデブリからのＦＰ放出が継続する。また水

面から露出しているデブリから放出されたＦＰについては，水中で除去

される効果を期待できないことから，原子炉格納容器へのＦＰ放出量が

増加する。 

② 格納容器過温に対する悪影響 

水面から露出した部分のデブリは高温状態を維持するため，輻射や対

流によりペデスタル雰囲気や格納容器バウンダリを直接加熱する要因と

なる。この結果，原子炉格納容器の健全性に影響を与える可能性がある。 

③ ＭＣＣＩに対する悪影響 

水面から露出した部分のデブリは高温状態を維持するため，その下に

堆積するデブリの除熱も悪くなり，デブリの平均温度が上昇する。この

結果，ペデスタル床面のコリウムシールドやコンクリートの侵食量が増

加し，原子炉格納容器の健全性に影響を与える可能性がある。 

 

ｃ．まとめ 

ＦＣＩについては，これまでの試験結果から，実機において原子炉格納容

器の破損に至るような大規模な原子炉圧力容器外での水蒸気爆発の発生の可

能性は小さいと考える。なお，ＦＣＩの発生を前提とした評価においても，

ペデスタルの構造損傷に伴う原子炉格納容器の破損には至らず，十分な余裕

があることを確認しており，その水位が原子炉格納容器の健全性に影響を与

えるものではないと判断している。また，溶融炉心の粒子化の効果等による

ＭＣＣＩの影響緩和にも期待できる。 

上記を踏まえ，ペデスタルに溶融炉心が落下する状況に対しては，ペデス

タルに 2.4mの初期水張りまで注水を実施する運用としている。 

 

４．ペデスタルの水位上昇の影響 

炉心損傷後の事故対応として，ペデスタルへの初期水張り運用の手順を定め，

またペデスタル内外には，重大事故等発生時における貯水状況を把握するため

の計装設備を設けていることから，ペデスタル水位は適切に管理可能であるが，

ここでは，ＦＣＩの有効性評価で設定した原子炉圧力容器破損に至るシナリオ

において，ペデスタルへの初期水張りの水位が高い場合を想定し，その際のＦ

ＣＩへの影響を評価した。 

 

 ａ．原子炉圧力容器破損前のペデスタル水位上昇の可能性 

   格納容器スプレイによるペデスタルへの注水操作（原子炉圧力容器破損前
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の初期水張り）は，スプレイ水がペデスタル開口部である制御棒駆動機構搬

出入口よりペデスタル内に流入することによって貯水し，ペデスタル水位計

にて水位 2.4mを確認した後，注水を停止する手順としている。この流路にお

いて，原子炉格納容器内の上階フロアの床はグレーチングとなっており，ス

プレイ水が滞留するような機器や堰はない。ペデスタル開口部とドライウェ

ル床面の間には堰があるものの，ドライウェル床面に溜まった水は一様に上

昇し，制御棒駆動機構搬出入口は比較的大きな開口部であることから，スプ

レイ水はこの開口部を通じて，遅滞なくペデスタルに流れ込むと考えられる

ため，スプレイ水の原子炉格納容器内における滞留による影響は考えにくい。 

この操作においてペデスタル水位を上昇させる要因としては，停止操作判

断による時間遅れ及び操作実施後のスプレイ弁全閉までの間，ペデスタル内

へのスプレイ水の流入が継続することによって水位が上昇する可能性がある。

しかしながら，この要因によってペデスタル水位が上昇を続けたとしても，

制御棒駆動機構搬出入口下端位置（約 3.8m）以上の高さとなるには，ドライ

ウェル床面全体を拡がりながら水位が形成される必要があるため，その水位

上昇は緩やかであり，実態の事故対応において大幅な時間遅れが生じること

は考えにくいことから，制御棒駆動機構搬出入口下端位置（約 3.8m）よりも

高い水位となることはない。 

また，その他ペデスタル水位を上昇させる要因としては，注水の停止後に

ドライウェルサンプに貯まったスプレイ水が，ドライウェルサンプとペデス

タル床を接続するドレン配管及びコリウムシールドスリットを通じて，ドラ

イウェルサンプからペデスタルに流入する場合（逆流）が考えられる。ただ

し，この経路を通じて流入する流量は最大で約 1.5m3/h，ペデスタルの水位上

昇率は約 0.06m/h であり，注水を停止した後の原子炉圧力容器破損までの逆

流による水位上昇分は約３cm であることから，ＦＣＩに対して与える影響は

小さいと考えられる。なお，逆流を続けたとしても水頭圧の関係から，制御

棒駆動機構搬出入口下端位置（約 3.8m）よりも高い水位となることはない。 

 

ｂ．評価条件 

溶融炉心がペデスタルに落下する前に，ペデスタルに約 3.8m（制御棒駆動

機構搬出入口下端位置）の水位が形成されているものとした。 

また，ここでは現実的な溶融炉心の落下様態を想定した条件を適用し，そ

の他の解析条件は，添付資料 3.3.2において設定した評価条件と同様とした。 

 

ｃ．評価結果 

圧力スパイクに加え，水蒸気爆発による影響についても評価を実施した。

以下にその結果を示す。 

（１）圧力スパイク 

格納容器圧力の評価結果を図９に示す。原子炉圧力容器が破損して，溶

融炉心がペデスタルの水中に落下する際に圧力スパイクが生じているが，

圧力スパイクのピーク圧力は約 216kPa[gage]であり，水位 2.4mの場合の約

193kPa[gage]よりも高くなっている。 

この理由としては，初期水張り水位の上昇によってペデスタルの水量が
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多くなり，溶融炉心の粗混合量が増加し，水への伝熱量が増加したために，

圧力スパイク評価は厳しくなったものと考えられる。 

 

（２）水蒸気爆発 

水蒸気爆発に伴うエネルギ，ペデスタル内側及び外側の応力の推移を図

５，図６及び図７に示す。水蒸気爆発の発生を想定した場合にペデスタル

の水に伝達される運動エネルギの最大値は約 0.2MJ である。このエネルギ

を入力とし，ペデスタルの内側及び外側鋼板にかかる応力を解析した結果，

ペデスタルの内側鋼板にかかる応力は約 14MPa，外側鋼板にかかる応力は約

７MPaとなった。これはペデスタル内側及び外側鋼板の降伏応力（490MPa）

を十分に下回っており，原子炉格納容器破損に至るおそれはないと考える。 

また，初期水張りの水位が上昇すると，水面から原子炉圧力容器の底部

までの距離が短くなる。ペデスタルで水蒸気爆発が発生した場合には，発

生した水蒸気によって水塊がピストン状に押し上げられ，水塊が原子炉圧

力容器の底部に衝突する可能性が考えられるが，水面と原子炉圧力容器の

底部の距離が短くなることにより，衝突の可能性が高くなることが懸念さ

れる。 

水塊による水位上昇は，主にペデスタルの径Ｄと初期水位Ｈ０のアスペク

ト比（Ｈ０／Ｄ）によって整理できる。[19]初期水張り水位 2.4m の場合，ア

スペクト比が約 0.42となることから，水塊の上昇を含む最大水位は約 2.4m

となる。また，初期水張り水位約 3.8m の場合，アスペクト比が約 0.66 と

なることから，水塊の上昇を含む最大水位は約 7.2m となる。水位約 3.8m

の場合，水塊はコリウムシールド上面から約 7.2mまで上昇する可能性があ

るが，この高さはコリウムシールド上面から原子炉圧力容器の底部までの

高さである約 9.5mよりも低いことから，水塊が原子炉圧力容器の底部に衝

突することはなく，水塊による衝撃により，原子炉格納容器の支持機能の

健全性に与える影響はない。 

水蒸気爆発が発生した際の気相部の挙動については，ＪＡＳＭＩＮＥコ

ードを用い，添付資料 3.3.2 の評価条件（初期水張り水位 2.4m）における，

ペデスタルの空間部での格納容器圧力を評価した。評価結果を図８に示す。

水蒸気爆発時の粗混合粒子の細粒化と伝熱により，爆発源の膨張に伴う圧

力波が伝播する。圧力波は減衰するため，原子炉圧力容器底部に到達する

時点では 0.30MPa[abs]以下となる。0.30MPa 程度の圧力波によって原子炉

圧力容器が損傷に至ることは想定し難いことから，圧力波による原子炉圧

力容器への影響は無視できる程度と考える。原子炉格納容器への影響につ

いては，原子炉格納容器の構造上，ペデスタルにおいて発生した圧力波が

減衰されないまま原子炉格納容器上部に到達することは考えにくいが，仮

に 0.30MPa 程度の圧力波が原子炉格納容器上部の壁面に到達しても，原子

炉格納容器の限界圧力（0.853MPa[gage]）未満であることから，原子炉格

納容器が破損に至ることはない。 

 

以上の結果から，ペデスタルの水位を現状の初期水張り水位である 2.4m以

上に上昇させた場合であっても，ＦＣＩによって原子炉格納容器が破損に至



添 3.3.3-8 

るおそれはないと考える。このことから事故対応におけるドライウェルスプ

レイによるペデスタルへの初期水張り運用に対して，ＦＣＩの観点からの制

約は生じない。 

 

５．結論 

島根原子力発電所２号炉においては，ＦＣＩ が発生した場合の影響を低減し

つつ，溶融炉心の粒子化の効果等によるＭＣＣＩの影響緩和を期待できる水位

として，初期水張り水位を 2.4m に設定している。また，ペデスタルの水位が上

昇した場合であっても原子炉格納容器が破損に至るおそれはない。 

 

以 上 
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図１ デブリ堆積高さの概念図 

 

 

 

 

 

図２ デブリ堆積高さの概念図（不確かさ考慮） 

 

 

 

 

 

図３ ＰＵＬｉＭＳ実験結果（Ｅ４） 
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表１ ＰＵＬｉＭＳ実験条件と結果[20] 
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図４ ペデスタル壁面及び床面の侵食量の推移 

(初期水張り水位 2.4m，上面熱流束:800kW/m2相当（圧力依存なし）) 

 

  

溶融炉心がコンクリートを取り込み，溶融炉心とコンクリートの混合物の

温度がコンクリートの融点を下回り，コア・コンクリート反応が停止する 

ペデスタル壁面の侵食量：約 0.13m 

ペデスタル床面の侵食量 

ペデスタル壁面の侵食量 
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図５ 水蒸気爆発によるエネルギの推移（約 3.8m，現実的な想定）※１ 

 

 
図６ 水蒸気爆発によるペデスタル内側鋼板の応力の変化（約 3.8m，現実的な想定）※１ 

 

図７ 水蒸気爆発によるペデスタル外側鋼板の応力の変化（約 3.8m，現実的な想定）※１ 

 

※１ ＪＡＳＭＩＮＥによって評価した水蒸気爆発による運動エネルギ（図５）の最大値をＡ

ＵＴＯＤＹＮへの時刻０での入力とし，ペデスタル鋼板の応力の推移（図６，７）を評

価している。このため，図５と図６，７の時刻歴は一致しない。 

最大値（約 0.2MJ） 

最大応力（約 14MPa） 

最大応力（約 7MPa） 

降伏応力：490MPa 

ミーゼス相当応力 

降伏応力：490MPa 

ミーゼス相当応力 
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８
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図９ 格納容器圧力の推移（初期水張り水位約 3.8m） 

原子炉格納容器の限界圧力 853kPa[gage] 

原子炉圧力容器破損及びペデスタルへの

溶融炉心落下による格納容器圧力上昇 

最大圧力 約 216kPa[gage](約 5.4時間後) 

※ 圧力スパイク発生後は，溶融デブリが露出 

しない注水量でペデスタル注水を実施し， 

格納容器圧力の準静的な上昇を抑制する 

炉心下部プレナムへの溶融炉心移行 

逃がし安全弁の手動減圧により、 

サプレッション・チェンバへ蒸気が 

流出するため圧力が上昇 
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別紙 

 

粒子化割合の算出 

 

 ＲＰＶ破損時における流出する溶融炉心の粒子化割合を以下のＲｉｃｏｕ－Ｓ

ｐａｌｄｉｎｇ相関式によって評価している。本相関式は，ＭＡＡＰにおいても

実装されている。 

2

0,

22

0,

dj

djdj

ent
d

dd 
  

pool

dj

w
djdj HEdd 
















21

00, 2



 

ここで， 

ent   :粒子化割合 [-] 

0E   ：エントレインメント係数 [-] 

poolH  ：プール水深 [m] 

djd     ：プール底部におけるデブリジェット径 [m] 

0,djd    ：気相部落下を考慮した水面におけるデブリジェット径※１ [m] 

dj     ：デブリジェット密度 [kg/m３] 

w     ：水密度 [kg/m３] 

※１ 解析コードＭＡＡＰによる破損口径の拡大（アブレーション）を考慮 

評価条件は以下のとおり。 

 ・プール水深：2.4m（ぺデスタル水位） 

 ・デブリジェット密度： kg/m３（ＭＡＡＰ計算結果※２） 

・初期デブリジェット径：0.20m（ＣＲＤ案内管径） 

  ※２ 粒子化割合を大きく見積もる観点から，デブリ密度が小さい過渡事象シ

ーケンスの値を使用 

 

以上により評価した結果，粒子化割合は以下のとおり。 

・エントレンメント係数  の場合：約 29％ 

（ＭＡＡＰ推奨範囲の最確値※３） 

・エントレンメント係数  の場合：約 38％ 

（ＭＡＡＰ推奨範囲の最大値※３） 

 

  ※３ ＭＡＡＰコードにおけるエントレインメント係数は，ＦＡＲＯ実験の

ベンチマーク解析の不確かさの範囲から，  から  である。

また，不確かさの範囲のうち，およそ中間となる  を推奨範囲の

最確値としており，ＡＬＰＨＡ－ＭＪＢ実験の検証解析において，最

確値を用いることで実験結果とよく一致する結果が得られている。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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溶
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融
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／
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Ａ
Ｐ
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動
に
つ
い
て
，
解
析
結
果
は
測
定
デ
ー
タ

と
良
く
一
致
す
る
こ
と
を
確
認
し
た
。

 

Ｃ
Ｓ
Ｔ
Ｆ
実
験
解
析
で
は
，
格
納
容
器
温
度
及
び
非
凝
縮

性
ガ
ス
濃
度
の
挙
動
に
つ
い
て
，
解
析
結
果
が
測
定
デ
ー

タ
と
良
く
一
致
す
る
こ
と
を
確
認
し
た
。

 

Ｈ
Ｄ
Ｒ
実
験
解
析
で
は
区
画
に
よ
っ
て
格
納
容
器
温
度
を
十
数
℃
程
度
，
格
納
容
器
圧
力

を
１
割
程
度
高
め
に
評
価
す
る
傾
向
を
確
認
し
て
い
る
が
，
Ｂ
Ｗ
Ｒ
の
格
納
容
器
内
の
区

画
と
は
異
な
る
等
，
実
験
体
系
に
起
因
す
る
も
の
と
考
え
ら
れ
，
実
機
体
系
に
お
い
て
は

こ
の
解
析
で
確
認
さ
れ
た
不
確
か
さ
は
小
さ
く
な
る
も
の
と
推
定
さ
れ
る
。
し
か
し
，
全

体
と
し
て
は
格
納
容
器
圧
力
及
び
温
度
の
傾
向
を
適
切
に
再
現
で
き
て
お
り
，
ま
た
，
格

納
容
器
圧
力
及
び
温
度
を
操
作
開
始
の
起
点
と
し
て
い
る
運
転
員
等
操
作
は
な
い
こ
と
か

ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

Ｈ
Ｄ
Ｒ
実
験
解
析
で
は
区
画
に
よ
っ
て
格
納
容
器
温
度
を

十
数
℃
程
度
，
格
納
容
器
圧
力
を
１
割
程
度
高
め
に
評
価
す

る
傾
向
を
確
認
し
て
い
る
が
，
Ｂ
Ｗ
Ｒ
の
格
納
容
器
内
の
区

画
と
は
異
な
る
等
，
実
験
体
系
に
起
因
す
る
も
の
と
考
え
ら

れ
，
実
機
体
系
に
お
い
て
は
こ
の
解
析
で
確
認
さ
れ
た
不
確

か
さ
は
小
さ
く
な
る
も
の
と
推
定
さ
れ
る
。
し
か
し
，
全
体

と
し
て
は
格
納
容
器
圧
力
及
び
温
度
の
傾
向
を
適
切
に
再

現
で
き
て
い
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ

に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。
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表
１

  
解
析
コ
ー
ド
に
お
け
る
重
要
現
象
の
不
確
か
さ
が
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
原
子
炉
圧
力
容
器
外
の
溶
融
燃
料
－
冷
却
材
相
互
作
用
）（

２
／
２
）

 

【
Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ
】
 

分
類

 
重
要
現
象

 
解
析
モ
デ
ル

 
不
確
か
さ

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 

原
子

炉

圧
力

容

器
（
炉
心

損
傷
後
）
 

リ
ロ

ケ
ー

シ
ョ
ン

 
溶

融
炉

心
の

挙

動
モ
デ
ル

 

（
リ

ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン
）

 

・
Ｔ
Ｍ
Ｉ
事
故
解
析
に
お
け
る
炉
心
領
域
で
の
溶
融
進
展

状
態
に
つ
い
て
，
Ｔ
Ｍ
Ｉ
事
故
分
析
結
果
と
一
致
す
る

こ
と
を
確
認
し
た
。

 

・
リ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
進
展
が
早
ま
る
こ
と
を
想
定
し
，

炉
心
ノ
ー
ド
崩
壊
の
パ
ラ
メ
ー
タ
を
低
下
さ
せ
た
感
度

解
析
に
よ
り
影
響
を
確
認
し
た
。

 

・
Ｔ
Ｑ
Ｕ
Ｖ
，
大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
シ
ー
ケ
ン
ス
と
も
に
，

炉
心
溶
融
時
刻
，
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
時
刻
へ
の
影

響
が
小
さ
い
こ
と
を
確
認
し
た
。

 

溶
融
炉
心
の
挙
動
モ
デ
ル
は
Ｔ
Ｍ
Ｉ
事
故
に
つ
い
て
の
再
現
性
を
確
認
し
て
い
る
。
ま
た
，

炉
心
ノ
ー
ド
崩
壊
の
パ
ラ
メ
ー
タ
を
低
下
さ
せ
た
感
度
解
析
に
よ
り
原
子
炉
圧
力
容
器
破

損
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
を
確
認
し
て
い
る
。
リ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
影
響
を

受
け
る
可
能
性
が
あ
る
操
作
と
し
て
は
，
原
子
炉
圧
力
容
器
下
鏡
温
度
が

30
0
℃
に
到
達
し

た
時
点
で
の
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
初
期
水
張
り
操
作
が
あ
る
が
，
炉
心
下
部
プ
レ
ナ
ム
へ
の

溶
融
炉
心
移
行
の
開
始
時
間
の
不
確
か
さ
は
小
さ
く
，
炉
心
下
部
プ
レ
ナ
ム
へ
溶
融
炉
心

が
移
行
し
た
際
の
原
子
炉
圧
力
容
器
下
鏡
温
度
の
上
昇
は
急
峻
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
原
子

炉
圧
力
容
器
下
鏡
温
度
を
操
作
開
始
の
起
点
と
し
て
い
る
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
初
期
水
張
り

操
作
に
係
る
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

溶
融
炉
心
の
挙
動
モ
デ
ル
は
Ｔ
Ｍ
Ｉ
事
故
に
つ
い
て
の
再

現
性
を
確
認
し
て
い
る
。
ま
た
，
炉
心
ノ
ー
ド
崩
壊
の
パ
ラ

メ
ー
タ
を
低
下
さ
せ
た
感
度
解
析
に
よ
り
原
子
炉
圧
力
容

器
破
損
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
を
確
認
し
て

お
り
，
原
子
炉
圧
力
容
器
外
の
溶
融
燃
料
－
冷
却
材
相
互
作

用
に
よ
る
格
納
容
器
圧
力
上
昇
に
与
え
る
影
響
は
ほ
ぼ
な

い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影

響
は
な
い
。

 

構
造

材
と

の
熱
伝
達

 

原
子

炉
圧

力
容

器
破

損
 

溶
融

炉
心

の
挙

動
モ
デ
ル
（
原
子

炉
圧

力
容

器
破

損
モ
デ
ル
）

 

原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
に
影
響
す
る
項
目
と
し
て
，
制
御

棒
駆
動
機
構
ハ
ウ
ジ
ン
グ
溶
接
部
の
破
損
判
定
に
用
い

る
最
大
ひ
ず
み
（
し
き
い
値
）
を
パ
ラ
メ
ー
タ
と
し
た
感

度
解
析
を
行
い
，
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
時
刻
が
約

13

分
早
ま
る
こ
と
を
確
認
し
た
。
た
だ
し
，
仮
想
的
な
厳
し

い
条
件
に
基
づ
く
解
析
結
果
で
あ
り
，
実
機
に
お
け
る
解

析
へ
の
影
響
は
十
分
小
さ
い
と
判
断
さ
れ
る
。

 

制
御
棒
駆
動
機
構
ハ
ウ
ジ
ン
グ
溶
接
部
の
破
損
判
定
に
用
い
る
最
大
ひ
ず
み
（
し
き
い

値
）
に
関
す
る
感
度
解
析
よ
り
最
大
ひ
ず
み
を
低
下
さ
せ
た
場
合
に
原
子
炉
圧
力
容
器

破
損
時
間
が
早
ま
る
こ
と
を
確
認
し
て
い
る
。
 

本
評
価
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
で
は
，
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
を
操
作
開
始
の
起
点
と
し
て

い
る
運
転
員
等
操
作
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

制
御
棒
駆
動
機
構
ハ
ウ
ジ
ン
グ
溶
接
部
の
破
損
判
定
に
用

い
る
最
大
ひ
ず
み
（
し
き
い
値
）
に
関
す
る
感
度
解
析
よ
り

最
大
ひ
ず
み
を
低
下
さ
せ
た
場
合
に
原
子
炉
圧
力
容
器
破

損
が
早
ま
る
こ
と
を
確
認
し
て
い
る
が
，
原
子
炉
圧
力
容
器

破
損
（
事
象
発
生
か
ら
約

5.
4
時
間
後
）
に
対
し
て
早
ま
る

時
間
は
わ
ず
か
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ

メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

原
子

炉

格
納

容

器
（
炉
心

損
傷
後
）
 

原
子

炉
圧

力
容

器
外

Ｆ
Ｃ
Ｉ
（
溶

融
炉

心
細

粒
化
）

 

溶
融

炉
心

の
挙

動
モ
デ
ル

 

（
格

納
容

器
下

部
で

の
溶

融
炉

心
挙
動
）

 

原
子
炉
圧
力
容
器
外
Ｆ
Ｃ
Ｉ
現
象
に
関
す
る
項
目
と
し

て
エ
ン
ト
レ
イ
ン
メ
ン
ト
係
数
及
び
デ
ブ
リ
粒
子
径
を

パ
ラ
メ
ー
タ
と
し
て
感
度
解
析
を
行
い
，
原
子
炉
圧
力
容

器
外
Ｆ
Ｃ
Ｉ
に
よ
っ
て
生
じ
る
圧
力
ス
パ
イ
ク
へ
の
感

度
が
小
さ
い
こ
と
を
確
認
し
た
。

 

本
評
価
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
で
は
，
原
子
炉
圧
力
容
器
外
の
溶
融
燃
料

-冷
却
材
相
互
作
用
に

よ
る
圧
力
ス
パ
イ
ク
を
起
点
と
し
た
運
転
員
等
操
作
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作

時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

溶
融
炉
心
の
細
粒
化
モ
デ
ル
に
お
け
る
エ
ン
ト
レ
イ
ン
メ

ン
ト
係
数
及
び
デ
ブ
リ
粒
子
径
の
感
度
解
析
に
よ
り
，
Ｂ
Ｗ

Ｒ
に
お
い
て
は
原
子
炉
圧
力
容
器
外
の
溶
融
燃
料
－
冷
却

材
相
互
作
用
に
よ
る
圧
力
ス
パ
イ
ク
に
与
え
る
影
響
は
小

さ
い
こ
と
を
確
認
し
て
い
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る

パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

原
子

炉
圧

力
容

器
外

Ｆ
Ｃ
Ｉ
（
デ

ブ
リ

粒
子

熱
伝
達
）
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表
２
 
解
析
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
原
子
炉
圧
力
容
器
外
の
溶
融
燃
料
－
冷
却
材
相
互
作
用
）（

１
/４

）
 

項
目

 

解
析
条
件
（
初
期
条
件
，
事
故
条
件
及
び
機
器
条

件
）
の
不
確
か
さ

 
条
件
設
定
の
考
え
方

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 

解
析
条
件

 
最
確
条
件

 

初 期 条 件 

原
子
炉
熱
出
力

 
2,
43
6
MW
t
 

2
,4
35
M
Wt

以
下

 

（
実
績
値
）

 

定
格

原
子

炉
熱

出
力

と
し

て

設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
原
子
炉
停
止
後
の
崩
壊
熱
が
緩
和
さ
れ

る
。
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
へ
の
影
響
は
，

原
子
炉
停
止
後
の
崩
壊
熱
に
て
説
明
す
る
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
原
子
炉
停
止
後
の
崩
壊
熱
が
緩
和
さ
れ
る
。
最
確

条
件
と
し
た
場
合
の
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
，
原
子

炉
停
止
後
の
崩
壊
熱
に
て
説
明
す
る
。

 

原
子
炉
圧
力

 
6.
93
MP
a
[
ga
ge
]
 

約
6.
77
～

6.
7
9M
Pa
[
ga

g
e]

 

（
実
績
値
）

 

定
格

原
子

炉
圧

力
と

し
て

設

定
 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変

動
を
与
え
得
る
が
，
原
子
炉
圧
力
は
逃
が
し
安
全
弁
に
よ
り
制
御
さ

れ
る
た
め
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等

操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変
動
を
与
え

得
る
が
，
原
子
炉
圧
力
は
逃
が
し
安
全
弁
に
よ
り
制
御
さ
れ
る
た
め
事
象
進
展

に
及
ぼ
す
影
響
は
な
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る

影
響
は
な
い
。

 

原
子
炉
水
位

 
通
常
水
位
（
気
水
分
離

器
下
端
か
ら
＋

83
㎝
）
 

通
常
水
位
（
気
水
分
離

器
下
端
か
ら
約
＋

83
c
m～

約
＋

85
㎝
）

 

通
常

運
転

時
の

原
子

炉
水

位

と
し
て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変

動
を
与
え
う
る
が
，
ゆ
ら
ぎ
の
幅
は
事
象
発
生
後
の
水
位
低
下
量
に

対
し
て
非
常
に
小
さ
い
。
例
え
ば
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム

25
分
後
ま
で

の
崩
壊
熱
に
よ
る
原
子
炉
水
位
の
低
下
量
は
，
高
圧
が
維
持
さ
れ
た

状
態

で
も

通
常

運
転

水
位

か
ら

約
4.

6m
で

あ
る

の
に

対
し

て
ゆ

ら

ぎ
に

よ
る

水
位

変
動

幅
は

約
２

㎝
で

あ
り

非
常

に
小

さ
い

。
従

っ

て
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操

作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変
動
を
与
え

得
る
が
，
ゆ
ら
ぎ
の
幅
は
事
象
発
生
後
の
水
位
低
下
量
に
対
し
て
非
常
に
小
さ

い
。
例
え
ば
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム

25
分
後
ま
で
の
崩
壊
熱
に
よ
る
原
子
炉
水
位

の
低

下
量

は
，

高
圧

が
維

持
さ

れ
た

状
態

で
も
通

常
運

転
水

位
か

ら
約

4.
6m

で
あ
る

の
に

対
し

て
ゆ

ら
ぎ

に
よ

る
水

位
変

動
幅
は

約
２

㎝
で

あ
り

非
常
に

小
さ
い
。
従
っ
て
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項

目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

炉
心
流
量

 
35
.6
×
1
03
t
/
h
 

定
格
流
量
の

8
5～

1
04
%
 

（
実
測
値
）

 

定
格
炉
心
流
量
と
し
て
設
定

 

炉
心
の
反
応
度
補
償
の
た
め
初
期
値
は
変
化
す
る
が
，
事
象
発
生
後

早
期
に
原
子
炉
は
ス
ク
ラ
ム
す
る
た
め
，
初
期
炉
心
流
量
が
事
象
進

展
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与

え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

炉
心
の
反
応
度
補
償
の
た
め
初
期
値
は
変
化
す
る
が
，
事
象
発
生
後
早
期
に
原

子
炉
は
ス
ク
ラ
ム
す
る
た
め
，
初
期
炉
心
流
量
が
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は

小
さ
い

こ
と

か
ら

，
評

価
項

目
と

な
る

パ
ラ

メ
ー
タ

に
与

え
る

影
響

は
小
さ

い
。

 

燃
料

 
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
 

装
荷
炉
心
毎

 

９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
，
９
×

９
燃
料
（
Ｂ
型
）
は
熱
水
力
的

な
特
性
は
同
等
で
あ
り
，
そ
の

相
違

は
燃

料
棒

最
大

線
出

力

密
度

の
保

守
性

に
包

絡
さ

れ

る
こ
と
，
ま
た
，
９
×
９
燃
料

の
方

が
Ｍ

Ｏ
Ｘ

燃
料

よ
り

も

崩
壊
熱
が
大
き
く
，
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃

料
の

評
価

は
９

×
９

燃
料

（
A

型
）
の
評
価
に
包
絡
さ
れ
る
こ

と
を
考
慮
し
，
代
表
的
に
９
×

９
燃
料
（
Ａ
型
）
を
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
炉
心
に
装
荷
さ
れ
る
燃
料
は
装
荷
炉
心

毎
に
異
な
る
こ
と
と
な
る
が
，
装
荷
さ
れ
る
燃
料
で
あ
る
９
×
９
燃

料
（
Ａ
型
），

９
×
９
燃
料
（
Ｂ
型
），

Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
に
つ
い
て
，
９

×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
，
９
×
９
燃

料
（
Ｂ
型

）
の
燃
料
の
組
成

は
同

等
で
あ
り
，
ま
た
，
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
の
評
価
は
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）

の
評
価
に
包
絡
さ
れ
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か

ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
炉
心
に
装
荷
さ
れ
る
燃
料
は
装
荷
炉
心
毎
に
異
な

る
こ
と
と
な
る
が
，
装
荷
さ
れ
る
燃
料
で
あ
る
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
，
９
×

９
燃
料
（
Ｂ
型
）
，
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
の
う
ち
，
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
，
９
×
９
燃

料
（
Ｂ
型
）
の
燃
料
の
組
成
は
同
等
で
あ
り
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
小

さ
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
の
評
価
は
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
の
評
価
に
包
絡
さ
れ
，
評
価
項

目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
余
裕
は
大
き
く
な
る
。

 

原
子

炉
停

止
後

の
崩

壊
熱

 

AN
SI
/A
N
S
-5
.1

-1
97
9
 

（
燃
焼
度

33
GW
d/

t
）

 

AN
S
I/
A
NS

-5
.
1-
1
97

9
 

平
均
的
燃
焼
度
約

30
GW
d/

t
 

（
実
績
値
）

 

サ
イ

ク
ル

末
期

の
燃

焼
度

の

ば
ら
つ
き
を
考
慮
し
，
10
％
の

保
守
性
を
考
慮

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
解
析
条
件
で
設
定
し
て
い
る
崩
壊
熱
よ

り
も
小
さ
く
な
る
た
め
，
発
生
す
る
蒸
気
量
は
少
な
く
な
り
，
原
子

炉
圧
力
容
器
破
損
に
至
る
ま
で
の
事
象
進
展
は
緩
和
さ
れ
る
が
，
操

作
手
順
（
原
子
炉
圧
力
容
器
下
鏡
温
度
に
応
じ
て
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の

初
期

水
張

り
操

作
を

実
施

す
る

こ
と

）
に

変
わ

り
は

な
い

こ
と

か

ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
解
析
条
件
で
設
定
し
て
い
る
崩
壊
熱
よ
り
小
さ
く

な
る
た
め
，
溶
融
炉
心
の
持
つ
エ
ネ
ル
ギ
が
小
さ
く
な
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項

目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
余
裕
は
大
き
く
な
る
。

 

格
納

容
器

空
間

体
積

（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
）

 
7
,9
00
m
3
 

7,
90
0
m
3
 

（
設
計
値
）

 

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル

内
体

積
の

設

計
値
（
内
部
機
器
及
び
構
造
物

の
体
積
を
除
い
た
値
）
を
設
定

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
与

え
る
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響

は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

格
納

容
器

空
間

体
積

（
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
チ
ェ
ン
バ
）

 

空
間
部
：

4
,7
0
0m

3
 

液
相
部
：

2
,8
0
0m

3
 

空
間
部
：

4
,7

0
0
m3

 

液
相
部
：

2
,8

0
0
m3

 

（
設
計
値
）

 

サ
プ
レ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
内

体
積
の
設
計
値
（
内
部
機
器
及

び
構

造
物

の
体

積
を

除
い

た

値
）
を
設
定

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
与

え
る
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響

は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

添 3.3.4-3 



表
２
 
解
析
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
原
子
炉
圧
力
容
器
外
の
溶
融
燃
料
－
冷
却
材
相
互
作
用
）（

２
/４

）
 

項
目

 

解
析
条
件
（
初
期
条
件
，
事
故
条
件
及
び
機
器
条

件
）
の
不
確
か
さ

 
条
件
設
定
の
考
え
方

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 

解
析
条
件

 
最
確
条
件

 

初 期 条 件  

真
空
破
壊
装
置

 

3.
4
3k
P
a
（
ド
ラ
イ
ウ

ェ
ル
－
サ
プ
レ
ッ
シ

ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
間
差

圧
）

 

3.
4
3k
P
a
（
ド
ラ
イ
ウ

ェ
ル
－
サ
プ
レ
ッ
シ

ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
間
差

圧
）
（
設
計
値
）

 

真
空
破
壊
装
置
の
設
定
値

 
解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
与

え
る
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響

は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

プ
ー
ル
水
位

 

3.
61
m
 

（
NW
L）

 

約
3.
5
9m
～
約

3
.
6
3
m
 

（
実
測
値
）

 

通
常
運
転
時
の
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・
プ
ー
ル
水
位
と
し
て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変

動
を
与
え
得
る
が
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水

位
低
下
分
の
熱
容
量
は
通
常
水
位
時
に
対
し
て
非
常
に
小
さ
い
。
例

え
ば

，
通
常

水
位
の

熱
容
量

は
約

28
00

m3
 
相
当

で
あ
る

の
に
対

し

て
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
水
位
低
下
分
（
通
常
水
位

-0
.0
2m
分
）
の
熱
容

量
は
約

20
m
3
 相

当
分
で
あ
り
，そ

の
低
下
割
合
は
通
常
水
位
時
の
約

0.
7%
程
度
と
常
に
小
さ
い
。
従
っ
て
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は

小
さ

い
こ

と
か

ら
，

運
転

員
等

操
作

時
間

に
与

え
る

影
響

は
小

さ

い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変
動
を
与
え

得
る
が
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
低
下
分
の
熱
容
量

は
通
常
水
位
時
に
対
し
て
非
常
に
小
さ
い
。
例
え
ば
，
通
常
水
位
の
熱
容
量
は

約
28
00
m
3
 
相
当
で
あ
る
の
に
対
し
て
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
水
位
低
下
分
（
通
常

水
位

-
0.
02
m
分
）
の
熱
容
量
は
約

20
m
3
 
相
当
分
で
あ
り
，
そ
の
低
下
割
合
は

通
常
水
位
時
の
約

0.
7%
程
度
と
常
に
小
さ
い
。
従
っ
て
，
事
象
進
展
に
与
え
る

影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は

小
さ
い
。

 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

プ
ー
ル
水
温
度

 
35
℃

 
約
19
℃
～
約
3
5
℃

 

（
実
測
値
）

 

通
常
運
転
時
の
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
の
上
限
値

と
し
て
設
定

 

運
転

員
等

操
作

と
し

て
は

原
子

炉
圧

力
容

器
下

鏡
温

度
の

上
昇

を

起
点
と
し
て
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
注
水
操
作
を
行
う
こ
と
と
な
る
が
，

本
パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
る
影
響
を
受
け
る
こ
と
は
な
く
，
運
転
員
等
操

作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
解
析
条
件
で
設
定
し
て
い
る
水
温
よ
り
低
く
な

る
た
め
，
圧
力
ス
パ
イ
ク
へ
の
影
響
と
し
て
は
，
発
生
す
る
蒸
気
量
の
低
下
が

考
え
ら
れ
る
が
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
影
響
は
小
さ
い
。
 

格
納
容
器
圧
力

 
５

kP
a
[g
a
ge
]
 

約
５
kP
a[

g
ag
e]
～
約
７

kP
a[
g
ag

e
]
 

（
実
測
値
）

 

通
常
運
転
時
の
格
納
容
器
圧
力

と
し
て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変

動
を
与
え
得
る
が
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
格
納
容
器
圧
力
の
上
昇
に
与
え

る
影
響
は
小
さ
い
。
例
え
ば
，
事
象
発
生
か
ら
原
子
炉
圧
力
容
器
破

損
ま
で
の
圧
力
上
昇
率
（
平
均
）
は
約

5.
4時

間
で
約

18
8k
Pa
[g

ag
e]

で
あ
る
の
に
対
し
て
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
圧
力

上
昇
量
は
約
２

kP
a
で

あ
り
非
常
に
小
さ
い
。
従
っ
て
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
小
さ

い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変
動
を
与
え

得
る
が
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
格
納
容
器
圧
力
の
上
昇
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

例
え
ば
，
事
象
発
生
か
ら
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
ま
で
の
圧
力
上
昇
率
（
平
均
）

は
約
5.

4
時
間
で
約

1
88

kP
a[

ga
ge
]
で
あ
る
の
に
対
し
て
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
圧

力
上
昇
量
は
約
２
kP
a
で
あ
り
非
常
に
小
さ
い
。
従
っ
て
，
事
象
進
展
に
与
え

る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

は
小
さ
い
。

 

格
納
容
器
温
度

 
57
℃

 

約
45
℃
～
約
54
℃
程

度
 

（
実
測
値
）

 

通
常
運
転
時
の
格
納
容
器
温
度

と
し
て
設
定

 

運
転

員
等

操
作

と
し

て
は

原
子

炉
圧

力
容

器
下

鏡
温

度
の

上
昇

を

起
点

と
し

て
ペ

デ
ス

タ
ル

へ
の

注
水

操
作

を
行

う
こ

と
と

な
る

こ

と
か
ら
本
パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
る
影
響
を
受
け
る
こ
と
は
な
く
，
運
転

員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変
動
を
与
え

得
る
が
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
格
納
容
器
温
度
の
上
昇
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

例
え
ば
，
事
象
発
生
か
ら
圧
力
容
器
破
損
ま
で
の
温
度
上
昇
率
は
約

5.
5
時
間

で
約
70
℃
で
あ
る
の
に
対
し
て
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
温
度
上
昇
量
は
非
常
に
小
さ

い
。
従
っ
て
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ

メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

外
部
水
源
の
温
度

 
35
℃

 
3
1℃

以
下

 

（
実
績
値
）

 

屋
外
貯
水
槽
の
水
源
温
度
と
し

て
実
測
値
及
び
夏
季
の
外
気
温

度
を
踏
ま
え
て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
注
水
温
度
が
低
く
な

り
，
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
時
の
ペ
デ
ス
タ
ル
の
プ
ー
ル
水
温
度
が

低
く
な
る
が
，
注
水
温
度
を
操
作
開
始
の
起
点
と
し
て
い
る
運
転
員

等
操
作
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は

な
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
注
水
温
度
が
低
く
な
り
，
原
子

炉
圧
力
容
器
破
損
時
の
ペ
デ
ス
タ
ル
の
プ
ー
ル
水
温
度
が
低
く
な
る
が
，
ペ
デ

ス
タ
ル
の
プ
ー
ル
水
温
度
が
低
い
場
合
は
，
顕
熱
に
よ
る
エ
ネ
ル
ギ
の
吸
収
量

が
多
く
な
り
，
顕
熱
で
吸
収
す
る
エ
ネ
ル
ギ
が
相
対
的
に
減
少
し
，
圧
力
ス
パ

イ
ク
に

寄
与

す
る

水
蒸

気
の
発

生
量

が
低

下
す
る
こ

と
で

格
納

容
器

圧
力

の

上
昇
は
緩
和
さ
れ
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
余

裕
は
大
き
く
な
る
。
一
方
，
ト
リ
ガ
リ
ン
グ
の
発
生
を
前
提
と
し
た
水
蒸
気
爆

発
の
観
点
で
は
，
低
い
水
温
は
厳
し
め
の
評
価
を
与
え
る
が
，
水
温
の
変
化
に

対
す
る
水
蒸
気
爆
発
の
エ
ネ
ル
ギ
の
感
度
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と

な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

外
部
水
源
の
容
量

 
7
,0
00
m
3
 

7
,0
00
m
3
以
上

 

（
合
計
貯
水
量
）

 

輪
谷
貯
水
槽
の
水
量
を
参
考
に

，
最
確
条
件
を
包
絡
で
き
る
条

件
を
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
解
析
条
件
よ
り
も
水
源
容
量
の
余
裕

が
大
き
く
な
る
た
め
，
水
源
が
枯
渇
す
る
こ
と
は
な
く
，
運
転
員
等

操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

－
 

燃
料
の
容
量

 
1
,1
80

m3
 

1
,1
80

m
3
以
上

 

（
合
計
貯
蔵
量
）

 

発
電
所
構
内
に
貯
蔵
し
て
い
る

合
計
容
量
を
参
考
に
，
最
確
条

件
を
包
絡
で
き
る
条
件
を
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
解
析
条
件
よ
り
燃
料
容
量
の
余
裕
が

大
き
く
な
る
た
め
，
燃
料
が
枯
渇
す
る
こ
と
は
な
く
，
運
転
員
等
操

作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

－
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表
２
 
解
析
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
原
子
炉
圧
力
容
器
外
の
溶
融
燃
料
－
冷
却
材
相
互
作
用
）（

３
/４

）
 

項
目

 

解
析
条
件
（
初
期
条
件
，
事
故
条
件
及
び
機
器
条
件
）

の
不
確
か
さ

 
条
件
設
定
の
考
え
方

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 

解
析
条
件

 
最
確
条
件

 

事 故 条 件 

起
因
事
象

 
給
水
流
量
の
全
喪
失

 
－
 

原
子
炉
水
位
の
低
下
の
観
点
で

厳
し
い
事
象
を
設
定

 

大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
を
考
慮
し
た
場
合
，
原
子
炉
冷
却
材
の
流
出
量
が

増
加
す
る
こ
と
に
よ
り
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
に
至
る
ま
で
の
事

象
進
展
は
早
ま
る
が
，
操
作
手
順
（
原
子
炉
圧
力
容
器
下
鏡
温
度
に

応
じ
て
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
初
期
水
張
り
を
実
施
す
る
こ
と
）
に
変
わ

り
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な

い
。

 

（
添
付
資
料

3.
3.

5
）

 

溶
融
炉

心
落

下
時

の
崩

壊
熱

の
影

響
を

確
認

す
る
観

点
か

ら
感

度
解

析
を
実

施
し
た
。
感
度
解
析
は
，
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
を
「
大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
＋
Ｅ
Ｃ
Ｃ

Ｓ
注
水
機
能
喪
失
」
と
し
，
本
評
価
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
の
解
析
条
件
と
同
様
，

電
源
の

有
無

に
係

ら
ず

重
大

事
故

等
対

処
設

備
に
よ

る
原

子
炉

注
水

機
能
に

つ
い
て
も
使
用
で
き
な
い
も
の
と
仮
定
し
た
場
合
，
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
の

タ
イ
ミ
ン
グ
が
早
く
な
る
こ
と
を
考
慮
し
た
も
の
で
あ
る
。
そ
の
結
果
，
事
象

発
生
か
ら
約

3.
3時

間
後
に
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
に
至
り
，
圧
力
ス
パ
イ
ク

の
最
大
値
は
約

30
1
kP
a[
g
ag
e]
で
あ
り
，
圧
力
ス
パ
イ
ク
の
最
大
値
は
ベ
ー
ス

ケ
ー

ス
の

評
価

結
果

よ
り

高
く

な
る

も
の

の
，

格
納

容
器

の
限

界
圧

力
の

85
3k
Pa
[g

ag
e]
以
下
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
を
満
足
す
る
。

 

（
添
付
資
料

3.
3.

5
）

 

安
全
機
能
の
喪
失

に
対
す
る
仮
定

 

高
圧
注
水
機
能
喪
失

 

低
圧
注
水
機
能
喪
失

 

重
大
事
故
等
対
処
設
備

に
よ
る
原
子
炉
注
水
機

能
の
喪
失

 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失

 

－
 

高
圧
注
水
機
能
と
し
て
原
子
炉

隔
離
時
冷
却
系
及
び
高
圧
炉
心

ス
プ
レ
イ
系
の
機
能
喪
失
を
，

低
圧
注
水
機
能
と
し
て
低
圧
炉

心
ス
プ
レ
イ
系
，
低
圧
注
水
系

の
機
能
喪
失
を
設
定
す
る
と
と

も
に
，
重
大
事
故
等
対
処
設
備

に
よ
る
原
子
炉
注
水
機
能
の
喪

失
を
設
定

 

ま
た
，
す
べ
て
の
非
常
用
デ
ィ

ー
ゼ
ル
機
関
等
の
機
能
喪
失
を

設
定

 

－
 

－
 

外
部
電
源

 
外
部
電
源
な
し

 
－
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
を
想
定

す
る
た
め
，
外
部
電
源
な
し
を

設
定

 

添 3.3.4-5 



表
２
 
解
析
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
原
子
炉
圧
力
容
器
外
の
溶
融
燃
料
－
冷
却
材
相
互
作
用
）（

４
/４

）
 

項
目

 

解
析
条
件
（
初
期
条
件
，
事
故
条
件
及
び
機
器
条

件
）
の
不
確
か
さ

 
条
件
設
定
の
考
え
方

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 

解
析
条
件

 
最
確
条
件

 

機 器 条 件 

原
子

炉
ス

ク
ラ

ム
信

号
 

事
象
発
生
と
同
時
に

 

ス
ク
ラ
ム

 

事
象
発
生
と
同
時
に

 

ス
ク
ラ
ム

 

事
象
発
生
と
同
時
に
原
子
炉
ス

ク
ラ
ム
す
る
も
の
と
し
て
設
定

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
与

え
る
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響

は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

主
蒸
気
隔
離
弁

 
事
象
発
生
と
同
時
に

閉
止

 

原
子
炉
水
位
低
（
レ
ベ

ル
２
）

 

主
蒸
気
が
原
子
炉
格
納
容
器
内

に
保
持
さ
れ
る
厳
し
い
条
件
と

し
て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
逃
が
し
安
全
弁
を
通
じ
て
原
子
炉
格

納
容
器
内
に
放
出
さ
れ
る
蒸
気
量
が
減
少
す
る
こ
と
か
ら
，
格
納
容

器
圧
力
及
び
温
度
の
上
昇
が
遅
く
な
る
が
，
操
作
手
順
に
変
わ
り
は

な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。
 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
逃
が
し
安
全
弁
を
通
じ
て
原
子
炉
格
納
容
器
内

に
放
出
さ
れ
る
蒸
気
量
が
減
少
す
る
こ
と
か
ら
，
格
納
容
器
圧
力
及
び
温
度
の

上
昇
が
遅
く
な
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
余
裕

は
大
き
く
な
る
。

 

再
循
環
ポ
ン
プ

 
事
象
発
生
と
同
時
に

停
止

 

事
象
発
生
と
同
時
に

停
止

 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
に
よ
る

ポ
ン
プ
停
止
を
踏
ま
え
て
設
定

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
与

え
る
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響

は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

逃
が
し
安
全
弁

 

逃
が
し
弁
機
能

 

7.
5
8～

7.
79
MP
a
[
ga
ge
]
 

3
67
～

37
7
t/
h/
個

 

逃
が
し
弁
機
能

 

7.
58
～

7.
7
9M
Pa
[
ga

g
e]

 

36
7～

3
77

t
/h

/
個

 

逃
が
し
安
全
弁
の
逃
が
し
弁
機

能
の
設
計
値
と
し
て
設
定

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
与

え
る
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響

は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

自
動
減
圧
機
能
付
き

逃
が
し
安
全
弁
の
２

個
を
開
す
る
こ
と
に

よ
る
原
子
炉
減
圧

 

自
動
減
圧
機
能
付
き

逃
が
し
安
全
弁
の
２

個
を
開
す
る
こ
と
に

よ
る
原
子
炉
減
圧

 

逃
が
し
安
全
弁
の
設
計
値
に
基

づ
く
蒸
気
流
量
及
び
原
子
炉
圧

力
の
関
係
か
ら
設
定

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
与

え
る
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響

は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

格
納

容
器

代
替

ス
プ

レ
イ
系
（
可
搬
型
）

 

原
子
炉
圧
力
容
器
破

損
前
：

 

12
0m

3
/h
に
て
格
納
容

器
内
に
ス
プ
レ
イ

 

原
子
炉
圧
力
容
器
破

損
前
：

 

1
20
m
3
/
h
に
て
格
納
容

器
内
に
ス
プ
レ
イ

 

格
納
容
器
温
度
及
び
圧
力
抑
制

に
必
要
な
ス
プ
レ
イ
流
量
を
考

慮
し
て
設
定

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
与

え
る
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響

は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
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添 3.3.5-1 

添付資料 3.3.5 

プラント損傷状態をＬＯＣＡとした場合の圧力スパイクへの影響 

１．評価の目的 

今回の申請において示した解析ケース（以下，「ベースケース」という。）で

は，格納容器破損モード「原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」の評

価事故シーケンスのプラント損傷状態として，水蒸気爆発に対する条件設定の厳

しさを考慮し，溶融炉心の内部エネルギの観点でより厳しいと考えられるＴＱＵ

Ｖを選定しており，起因事象としては原子炉水位の低下の観点で最も厳しい給水

流量の全喪失を設定している。 

一方，起因事象として大破断ＬＯＣＡを仮定した場合，原子炉冷却材圧力バウ

ンダリからの原子炉冷却材の放出によって格納容器圧力が上昇することに加え，

原子炉圧力容器破損のタイミングが早くなり，圧力スパイクの最大値がベース

ケースに比べて高い値となる可能性が考えられる。

このため，解析条件のうち初期条件の不確かさとして，起因事象が大破断ＬＯ

ＣＡの場合の圧力スパイクへの影響を確認する。 

２．評価条件 

ベースケースの評価条件に対する変更点は以下のとおり。この他の評価条件は，

ベースケースの評価条件と同等である。 

・起因事象を大破断ＬＯＣＡとし，事故シーケンスを「大破断ＬＯＣＡ＋ＥＣ

ＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」とした。

・リロケーションに伴い原子炉圧力容器下鏡温度が急激に上昇するため，これに

備えた運転手順に従い，原子炉圧力容器下鏡温度 300℃到達後にペデスタル代

替注水系（常設）によるペデスタルへの注水を 200m3/hにて開始し，ペデスタ

ルの水位が 2.4mに到達していることを確認した後，ペデスタルへの注水を停

止するものとした。 

・原子炉圧力容器破損後には，ペデスタル代替注水系（常設）によるペデスタル

注水を実施するものとした。

３．評価結果 

格納容器圧力の評価結果を図１，格納容器温度の評価結果を図２に示す。 

事象発生から約 3.3 時間後に原子炉圧力容器破損に至り，溶融炉心がペデスタ

ルに落下した後は格納容器スプレイ（原子炉圧力容器破損後の注水）を開始する

ことによって，格納容器温度は低下する挙動を示している。圧力スパイクのピー

ク値は約 301kPa[gage]であり，圧力スパイクのピーク値はベースケースの結果よ

り高くなるものの，格納容器限界圧力の 853kPa[gage]を下回るため，原子炉格納
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容器バウンダリの機能は維持されることを確認した。 

（補足）過渡起因事象又はＬＯＣＡ事象の原子炉圧力容器破損時の各判断パラ

メータ挙動は下表のとおり。

「過渡起因事象」時 「ＬＯＣＡ事象」時 

原子炉圧力 「急激な低下」 

（原子炉圧力容器

高圧時） 

ペデスタル温度 「急激な低下」※１ 

ドライウェル圧力 「急激な上昇」 サプレッション・プー

ル水温度

「急激な上昇」 

ペデスタル温度 「急激な上昇」 ドライウェル水素濃度 「上昇開始」 

ペデスタル水温度 「急激な上昇」又は

「指示値喪失」 

ペデスタル水温度 「急激な上昇」又は

「指示値喪失」 

※１ ＬＯＣＡを起因とした事象発生時において原子炉注水が出来ない状況下においては，原

子炉圧力容器破損以前に原子炉圧力容器とドライウェルが破断口を通じて連通してい

るため，炉内の過熱蒸気がドライウェルに放出される。そのため，原子炉圧力容器破損

時には一次系の高温ガスがペデスタルに放出されない状況となり，原子炉圧力容器破

損時にペデスタルのプール水（ＬＯＣＡ破断水又は事前水張り水）とデブリが触れて

水蒸気が発生することで，ペデスタル雰囲気温度は急低下する傾向となる。 

以 上 
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図１ 格納容器圧力の推移 

 

 

図２ 格納容器温度の推移 

 

ドライウェル 

サプレッション・チェンバ 

原子炉格納容器の限界圧力 853kPa[gage] 

事前水張りのための格納容器スプレイ停止に

伴う格納容器圧力の上昇 

炉心下部プレナムへ

の溶融炉心移行 

事前水張りのための格納

容器スプレイに伴う格納

容器圧力の低下 
原子炉圧力容器破損及びペデスタルへの溶融炉心落

下による格納容器圧力上昇 

約 301kPa[gage]（約 3.3 時間後） 

※圧力スパイク発生後は，溶融デブリが露出 

しない注水量でペデスタル注水を実施し， 

格納容器圧力の準静的な上昇を抑制する。 

ドライウェル 

サプレッション・チェンバ（気相） 

サプレッション・チェンバ（液相） 

原子炉格納容器の限界温度 200℃ 

炉心下部プレナムへ

の溶融炉心移行 
事前水張りのための格納

容器スプレイ停止に伴う

格納容器温度の上昇 

事前水張りのための格納

容器スプレイに伴う格納

容器温度の低下 

原子炉圧力容器破損後の格納容器

スプレイによる格納容器温度低下 
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3.4 水素燃焼 

3.4.1 格納容器破損モードの特徴，格納容器破損防止対策 

(1) 格納容器破損モード内のプラント損傷状態 

格納容器破損モード「水素燃焼」に至る可能性のあるプラント損傷状態は，

確率論的リスク評価の結果からは抽出されない。このため，「1.2 評価対象の

整理及び評価項目の設定」に示すとおり，「水素燃焼」の観点で評価すること

が適切と考えられる評価事故シーケンスを選定する。 

 

(2) 格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基本的考え方 

格納容器破損モード「水素燃焼」では，ジルコニウム－水反応，水の放射線

分解，金属腐食，溶融炉心・コンクリート相互作用等によって発生する水素ガ

スによって原子炉格納容器内の水素濃度が上昇し，水の放射線分解によって発

生する酸素ガスによって原子炉格納容器内の酸素濃度が上昇する。このため，

緩和措置がとられない場合には，ジルコニウム－水反応等によって発生する水

素ガスと原子炉格納容器内の酸素ガスが反応することによって激しい燃焼が

生じ，原子炉格納容器の破損に至る。 

したがって，本格納容器破損モードは，窒素ガス置換による原子炉格納容器

内雰囲気の不活性化に加え，可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器内への

窒素注入によって，原子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度が可燃領域に至

ることを防止することにより，原子炉格納容器の破損を防止する。また，溶融

炉心・コンクリート相互作用による水素ガス発生に対しては「3.5 溶融炉心・

コンクリート相互作用」のとおり，ペデスタル注水によって水素ガス発生を抑

制する。 

なお，２号炉において重大事故が発生した場合，ジルコニウム－水反応によ

って水素濃度は 13vol％※１を大きく上回る。このため，本格納容器破損モード

による原子炉格納容器の破損を防止するうえでは，水素濃度及び酸素濃度が可

燃領域に至ることを防止することが重要であるが，特に酸素濃度が可燃領域に

至ることを防止することが重要である。また，水の放射線分解，金属腐食，溶

融炉心・コンクリート相互作用等による水素ガス発生の影響は小さい。 

※１ 原子炉格納容器内の水素濃度がドライ条件に換算して 13vol％以下又は

酸素濃度が 5vol％以下であれば爆轟を防止できると判断される。 

 

(3) 格納容器破損防止対策 

格納容器破損モード「水素燃焼」で想定される事故シーケンスに対して，窒

素ガス置換による原子炉格納容器内雰囲気の不活性化に加え，可搬式窒素供給

装置による原子炉格納容器内への窒素注入により，水素燃焼による原子炉格納

容器の破損を防止する。 

「3.4.2 格納容器破損防止対策の有効性評価」に示すとおり，格納容器破損

モード「水素燃焼」において評価対象とした事故シーケンスは，「3.1 雰囲気

圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.2残留

熱代替除去系を使用する場合」と同じであることから，格納容器破損防止対策

は「3.1.2.1 格納容器破損防止対策」と同じである。 

 

3.4.2 格納容器破損防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 
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本格納容器破損モードを評価するうえで選定した評価事故シーケンスは，

「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，酸素濃度が他の

プラント損傷状態よりも相対的に高くなる可能性が考えられ，炉心損傷を防止

できない事故シーケンスとして抽出されている「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）

＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」である。 

この事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器

過圧・過温破損）」の評価事故シーケンスと同じであることから，本格納容器

破損モードの評価事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 残留熱代替除去系を使用する

場合」と同じ評価事故シーケンスとした。また，評価事故シーケンスを「3.1.3

残留熱代替除去系を使用しない場合」の評価事故シーケンスとしない理由は，

「3.1.3 残留熱代替除去系を使用しない場合」では格納容器フィルタベント系

に期待することで，原子炉格納容器内の気体が排出され，水素ガス及び酸素ガ

スの絶対量が減少し，水素ガス及び酸素ガスの分圧が低下するとともに，サプ

レッション・チェンバのプール水の減圧沸騰等によって発生する水蒸気ととも

に原子炉格納容器外に排出され続けることで，水素ガス及び酸素ガスの分圧並

びに水素濃度及び酸素濃度が低く維持され，原子炉格納容器内での水素燃焼の

可能性が無視できる状態となるためである。 

（添付資料 3.4.1） 

本評価事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒内温度変化，燃料

棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液

分離（水位変化）・対向流，原子炉圧力容器におけるＥＣＣＳ注水（給水系・

代替注水設備含む），炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション，

構造材との熱伝達，放射線水分解等による水素ガス・酸素ガス発生，原子炉圧

力容器内ＦＰ挙動，原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，サプレ

ッション・プール冷却，スプレイ冷却，放射線水分解等による水素ガス・酸素

ガス発生並びに炉心損傷後の原子炉格納容器における原子炉格納容器内ＦＰ

挙動が重要現象となる。よって，これらの現象を適切に評価することが可能で

あり，原子炉圧力容器内及び原子炉格納容器内の熱水力モデルを備え，かつ，

炉心損傷後のシビアアクシデント特有の溶融炉心挙動に関するモデルを有す

るシビアアクシデント総合解析コードＭＡＡＰにより格納容器圧力，格納容器

温度，原子炉格納容器内の気相濃度等の過渡応答を求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本評価

事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラ

メータに与える影響及び操作時間余裕を評価する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本評価事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容

器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 残留熱代替除去系を使用する場合」と

同じであることから，有効性評価の条件は「3.1.2.2(2) 有効性評価の条件」

と同じである。このほかに，本評価事故シーケンスを評価する上で着目すべき

主要な解析条件を第 3.4.2－1 表に示す。また，主要な解析条件について，本

評価事故シーケンス特有の解析条件を以下に示す。 

 

a．初期条件 
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(a) 酸素濃度 

原子炉格納容器の初期酸素濃度，水の放射線分解によって発生する水素

ガス及び酸素ガス並びに可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器内へ

の窒素注入に伴い注入される酸素を考慮することとする。原子炉格納容器

の初期酸素濃度は，運転上許容される上限の 2.5vol％とする。 

 

b．事故条件 

(a) 炉心内のジルコニウム－水反応による水素ガス発生量 

炉心内のジルコニウム－水反応による水素ガス発生量は，解析コードＭ

ＡＡＰの評価結果から得られた値を用いた。これは，窒素ガス置換による

原子炉格納容器内雰囲気の不活性化によって運転中の原子炉格納容器内

の酸素濃度が低く管理されていること及び解析コードＭＡＡＰの評価結

果で水素濃度が 13vol％を超えることを考慮すると，酸素濃度の上昇の観

点から厳しいシーケンスとすることが適切と考えたためである。仮に全炉

心内のジルコニウム量の 75％が水と反応し，水素ガスが発生した場合，原

子炉格納容器内の水素濃度が増加するため，相対的に水の放射線分解で発

生する酸素ガスの濃度は低下する。 

(b) 水の放射線分解による水素ガス及び酸素ガスの発生割合 

水の放射線分解によって発生する水素ガス及び酸素ガスの発生量は，解

析コードＭＡＡＰで得られる崩壊熱をもとに評価する。ここで，水素ガス

及び酸素ガスの発生割合（Ｇ値(100eVあたりの分子発生量)，以下「Ｇ値」

という。）は，それぞれ 0.06，0.03とする。また，原子炉冷却材による放

射線エネルギの吸収割合は，原子炉圧力容器内については，ベータ線，ガ

ンマ線ともに 0.1，原子炉圧力容器外の核分裂生成物については，ベータ

線，ガンマ線ともに１とする。 

（添付資料 3.4.2） 

(c) 金属腐食等による水素ガス発生量 

原子炉格納容器内の亜鉛等の反応や炉内構造物の金属腐食によって発

生する水素ガスの発生量は，ジルコニウム－水反応による水素ガス発生量

に比べて多いが，水素ガスの発生は，原子炉格納容器内の水素濃度を上昇

させ，酸素濃度を低下させると考えられることから，金属腐食等による水

素ガス発生量は考慮しない。 

（添付資料 3.1.2.3） 

 

(3) 有効性評価の結果 

本評価事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容

器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 残留熱代替除去系を使用する場合」と同

じであることから，有効性評価の結果は「3.1.2.2 (4) 有効性評価の結果」と

同じである。この他に，本評価事故シーケンスを評価する上で着目すべき評価

結果として，格納容器圧力，格納容器温度，ドライウェル及びサプレッション・

チェンバ気相濃度（ウェット条件，ドライ条件）の推移を第 3.4.2－1(1)図か

ら第 3.4.2－1(6)図に，事象発生から７日後（168 時間後）の酸素濃度を第

3.4.2－2表に示す。 

 

ａ．事象進展 
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事象進展は 3.1.2.2(4)a．と同じである。 

上記の事象進展に伴い，主に炉心の露出から炉心再冠水までの間に，全炉

心内のジルコニウム量の約 7.8％が水と反応して水素ガスが発生する。また，

炉心再冠水に伴い，事象発生から約 1.8時間後にジルコニウム－水反応は停

止する。発生した水素ガスは原子炉圧力容器内で発生する蒸気とともに，破

断口からドライウェルに流入する。また，原子炉圧力容器内及びサプレッシ

ョン・チェンバ内における核分裂生成物による水の放射線分解により水素ガ

ス及び酸素ガスが発生する。残留熱代替除去系による原子炉格納容器除熱の

開始後は，ドライウェル内で蒸気の凝縮が進むことに伴い，原子炉格納容器

内の酸素濃度が相対的に上昇するが，事象発生から 12 時間後に，可搬式窒

素供給装置を用いた原子炉格納容器内への窒素注入操作を実施することで，

原子炉格納容器内酸素濃度の上昇が抑制される。 

 

ｂ．評価項目等 

原子炉格納容器内の水素濃度は，ウェット条件においても事象発生直後か

ら 13vol％を上回るが，ウェット条件における酸素濃度は，事象発生から７

日後までの間，可燃限界を上回ることはなく，酸素ガスの蓄積が最も進む事

象発生から７日後においても約 1.9vol％であり，可燃限界を下回る。 

ドライ条件では，事象発生の約４時間後から約 12 時間後までの間，ドラ

イウェルにおける酸素濃度が可燃限界である５vol％を上回る。この間，ウ

ェット条件では，ＬＯＣＡ後のブローダウンによって，ドライウェルに存在

する非凝縮性ガスが水蒸気と共にサプレッション・チェンバに送り込まれ，

破断口から供給される水蒸気でドライウェル内が満たされるため，ドライウ

ェル内のほぼ 100％が水蒸気となっている。そのため，この間のドライ条件

でのドライウェル内の気体組成は，ほぼ水の放射線分解によって生じる水素

ガス及び酸素ガスの割合となり，そのウェット条件での酸素ガス濃度は１

vol％未満（約 0.1vol％）である。また，ドライウェル内の非凝縮性ガス(水

素ガス，酸素ガス及び窒素ガス )の分圧の和は大気圧よりも低く，

0.006MPa[abs]未満(水素及び酸素の分圧の和は 0.002MPa[abs]未満)である。

この間のサプレッション・チェンバ内のウェット条件での水蒸気の濃度は約

３vol％であり，サプレッション・チェンバ内の全圧が 0.43MPa[abs]以上で

あることから，非凝縮性ガス(水素ガス，酸素ガス及び窒素ガス) の分圧は

少なくとも 0.42MPa[abs]以上である。このため，仮にドライウェル内の水蒸

気が凝縮してドライウェル内の圧力が低下し，相対的に水素濃度及び酸素濃

度が上昇しても，ドライウェル内の水素濃度及び酸素濃度が可燃限界を上回

る前に，サプレッション・チェンバから酸素濃度が 5.0vol％未満の気体が流

入する。このため，この間においてドライウェルの酸素濃度が現実に可燃限

界である５vol％を上回ることはない。事象発生の約 12時間後以降は，ドラ

イ条件を仮定しても酸素濃度は 5.0vol％未満で推移し，事象発生から７日後

の酸素濃度は，ドライウェルにおいて約 1.2vol％，サプレッション・チェン

バにおいて約 2.8vol％である。したがって，格納容器スプレイの誤動作等に

より水蒸気量が低下しても，可燃限界である５vol％に達することはない。 

その後も水素濃度及び酸素濃度を監視し，原子炉格納容器内の水素及び酸

素濃度が可燃領域に至る場合については，格納容器ベントによって，その水

素濃度及び酸素濃度を低減することで，安定状態を維持できる。 
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また，原子炉格納容器内は，原子炉冷却材の蒸発によって発生する水蒸気

で満たされるため，原子炉格納容器内がドライ条件となることは考えにくい。

なお，事象発生の 168 時間後における崩壊熱は約 7.27MWであるが，これに

相当する水蒸気発生量は約 1.4×10４Nm3/hである。このため，水素燃焼の可

能性の有無は，ウェット条件における気相濃度において判断することが妥当

であると考える。 

本評価では，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す

(6)の評価項目について，酸素濃度をパラメータとして対策の有効性を確認

した。また，(7)の評価項目について，可燃性ガスの燃焼が生じないことを

確認した。(7)の評価項目のうち，可燃性ガスの蓄積による(1)の評価項目へ

の影響については，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）」のうち，「3.1.2 残留熱代替除去系を使用する場合」にて評価項

目を満足することを確認している。 

なお，本評価は選定された評価事故シーケンスに対する，「1.2.2.2 有効

性を確認するための評価項目の設定」に示す(6)の評価項目について対策の

有効性を評価するものであり，ペデスタルに溶融炉心が落下しない場合の評

価であるが，溶融炉心がペデスタルに落下した場合の溶融炉心・コンクリー

ト相互作用による水素ガス発生の影響については，「3.5 溶融炉心・コンク

リート相互作用」において，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の

設定」に示す(6)及び(7)の評価項目について対策の有効性を確認できる。 

（添付資料 3.4.3） 

 

3.4.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

本評価事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 残留熱代替除去系を使用する場合」と同じであ

ることから，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価は「3.1.2.3 解析コ

ード及び解析条件の不確かさの影響評価」と同様である。よって以下では，格納

容器破損モード「水素燃焼」を評価する上で着目すべき不確かさの影響評価結果

を示す。 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本評価事故シーケンスにおける，解析コードにおける重要現象の不確かさの

影響評価は，「3.1.2.3(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価」

と同様である。 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，「3.1．

2.3(2)a.初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件」と同

様であるが，本評価事故シーケンスを評価するうえで，事象進展に有意な影

響を与えると考えられる項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の酸素濃度は，解析条件の 2.5vol％に対して最確条件は約

2.5vol％以下であり，解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，
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初期酸素濃度が低くなるため，本評価事故シーケンスにおける原子炉格納

容器内の酸素濃度推移が低く抑えられるが，本評価事故シーケンスにおい

ては原子炉格納容器内の酸素濃度を操作開始の起点としている運転員等

操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

事故条件の炉心内のジルコニウム－水反応による水素ガス発生量は，解

析条件の全炉心内のジルコニウム量の約 7.8％が水と反応して発生する水

素ガス量に対して最確条件は事象進展に依存するものであり，解析条件の

不確かさとして，最確条件とした場合は，水素ガス発生量が変動する可能

性があるが，本評価事故シーケンスにおいては水素ガス発生量を操作開始

の起点としている運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与え

る影響はない。 

事故条件の金属腐食等による水素ガス発生量は，最確条件とした場合は，

水素ガス発生量が増加するため，本評価事故シーケンスにおける原子炉格

納容器内の酸素濃度推移が低く抑えられるが，本評価事故シーケンスにお

いては原子炉格納容器内の酸素濃度を操作開始の起点としている運転員

等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

事故条件の水の放射線分解によるＧ値は，解析条件の水素ガス：0.06，

酸素ガス：0.03に対して最確条件は同じであるが，Ｇ値の不確かさにより

水の放射線分解による酸素ガス発生量が大幅に増加する場合，原子炉格納

容器内の酸素濃度が可燃領域又は爆轟領域となる可能性がある。その場合

には，格納容器フィルタベント系を使用し，原子炉格納容器内の気体を排

出する必要がある。なお，格納容器フィルタベント系に係る運転員等の操

作については，「3.1.3 残留熱代替除去系を使用しない場合」において，

成立性を確認している。 

（添付資料3.4.4） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の酸素濃度は，解析条件の 2.5vol％に対して最確条件は約

2.5vol％以下であり，解析条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，

初期酸素濃度が低くなるため，本評価事故シーケンスにおける原子炉格納

容器内の酸素濃度推移が低く抑えられることから，評価項目となるパラメ

ータに対する余裕は大きくなる。 

事故条件の炉心内のジルコニウム－水反応による水素ガス発生量は，解

析条件の全炉心内のジルコニウム量の約 7.8％が水と反応して発生する水

素ガス量に対して最確条件は事象進展に依存するものであり，解析条件の

不確かさとして，最確条件とした場合は，水素ガス発生量が変動する可能

性がある。炉心内のジルコニウム－水反応による水素ガス発生量は，運転

員等操作である低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水の操作開

始時間に依存して変動するが，低圧原子炉代替注水系（常設）による原子

炉注水の操作開始時間については，「3.1.2.3(2)b.操作条件」にて解析上

の操作開始時間と実態の操作開始時間はほぼ同等と評価しており，炉心内

のジルコニウム－水反応による水素ガス発生量に与える影響は小さい。仮

に低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水の操作開始が早まった

場合，第 3.4.3－1(1)図及び第 3.4.3－1(2)図に示すとおり，全炉心内の

ジルコニウム量の約 11.7％が水と反応し，炉心内のジルコニウム－水反応

による水素ガス発生量は５割程度増加するが，ウェット条件における酸素
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濃度は，酸素ガスの蓄積が最も進む事象発生から７日後においても約

1.9vol％であり，可燃限界を下回る。また，本評価における酸素濃度と同

等の値であることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。

また，仮に低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水の操作開始が

遅れた場合，第 3.4.3－1(3)図及び第 3.4.3－1(4)図に示すとおり，全炉

心内のジルコニウム量の約 6.2％が水と反応し，炉心内のジルコニウム－

水反応による水素ガス発生量は 16％程度減少するが，ウェット条件におけ

る酸素濃度は，酸素ガスの蓄積が最も進む事象発生から７日後においても

約 2.1vol％であり，可燃限界を下回る。また，本評価における酸素濃度と

同等の値であることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。 

事故条件の金属腐食等による水素ガス発生量は，最確条件とした場合は，

水素ガス発生量が増加するため，本評価事故シーケンスにおける原子炉格

納容器内の酸素濃度推移が低く抑えられることから，評価項目となるパラ

メータに対する余裕は大きくなる。 

事故条件の水の放射線分解によるＧ値は，解析条件の水素ガス：0.06，

酸素ガス：0.03に対して最確条件は同じであるが，Ｇ値の不確かさにより

水の放射線分解による酸素ガス発生量が大幅に増加する場合，原子炉格納

容器内の酸素濃度が可燃領域又は爆轟領域となる可能性がある。その場合

には，格納容器フィルタベント系を使用し，原子炉格納容器内の気体を排

出することが可能であるため，評価項目となるパラメータに与える影響は

ない。 

Ｇ値の不確かさにより水の放射線分解による酸素ガス発生量が大幅に

増加する場合について，設計基準事故対処設備である可燃性ガス濃度制御

系の性能評価に用いているＧ値（沸騰状態の場合，水素：0.4，酸素：0.2，

非沸騰状態の場合，水素：0.25，酸素：0.125）を使用した感度解析を実

施した。第 3.4.3－1(5)図から第 3.4.3－1(9)図に示すとおり，原子炉格

納容器内の酸素濃度は，ドライ条件において事象発生から約 85 時間で

4.4vol％に到達するが，格納容器フィルタベント系を用いた原子炉格納容

器内の気体の排出操作には十分な時間余裕がある。4.4vol％到達時点で原

子炉格納容器内の気体の排出操作を実施すると，水蒸気とともに非凝縮性

ガスが原子炉格納容器外に押し出され，また，原子炉格納容器内は，減圧

沸騰による原子炉冷却材の蒸発によって発生する水蒸気で満たされるた

め，原子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度はほぼ０vol％まで低下す

ることから，水素燃焼が発生することはない。 

格納容器フィルタベント系による対応が生じる場合，その対応フローは

「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」の

うち，「3.1.3 残留熱代替除去系を使用しない場合」と同じであり，格納

容器フィルタベント系の操作が必要となる時間は，「3.1.3 残留熱代替除

去系を使用しない場合」よりも，本感度解析による評価結果の方が遅いこ

とから，水素燃焼を防止する観点での事故対応は十分に可能となる。大気

中へのＣｓ－137 の総放出量の観点でも，本感度解析による評価結果の方

が，事象発生から原子炉格納容器内の気体の排出操作までの時間が長いこ

とから，「3.1.3 残留熱代替除去系を使用しない場合」の評価結果である

約 4.8TBq を超えることはなく，評価項目である 100TBq を十分に下回る。 
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（添付資料3.4.1，3.4.4，3.4.5） 

 

ｂ．操作条件 

本評価事故シーケンスにおける操作条件は，「3.1.2.3(2)b.操作条件」と

同様である。 

 

(3) 操作時間余裕の把握 

本評価事故シーケンスにおける操作時間余裕の把握は，「3.1.2.3(3)操作時

間余裕の把握」と同様である。 

 

(4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作

時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕

を確認した。その結果，解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作時

間に与える影響等を考慮した場合においても，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。このほか，評価項目となるパラメータに対して，対策の有

効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

 

3.4.4 必要な要員及び資源の評価 

本評価事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器

過圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 残留熱代替除去系を使用する場合」と同じで

あることから，必要な要員及び資源の評価は「3.1.2.4 必要な要員及び資源の評

価」と同じである。 

 

3.4.5 結論 

格納容器破損モード「水素燃焼」では，ジルコニウム－水反応等によって発生

した水素ガスと，水の放射線分解によって発生した酸素ガスが原子炉格納容器内

で反応することによって激しい燃焼が生じ，原子炉格納容器の破損に至ることが

特徴である。格納容器破損モード「水素燃焼」に対する格納容器破損防止対策と

しては，窒素ガス置換による原子炉格納容器内雰囲気の不活性化に加え，可搬式

窒素供給装置による原子炉格納容器内への窒素注入手段を整備している。 

格納容器破損モード「水素燃焼」では，酸素濃度が他のプラント損傷状態より

も相対的に高くなる可能性が考えられ，炉心損傷を防止できない事故シーケンス

として抽出されている評価事故シーケンス「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋Ｅ

ＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」について，有効性評価を行った。 

上記の場合においても，窒素ガス置換による原子炉格納容器内雰囲気の不活性

化及び可搬式窒素供給装置を用いた原子炉格納容器内への窒素注入により，酸素

濃度が可燃限界である５vol％以下となることから，水素燃焼に至ることはなく，

評価項目を満足している。また，安定状態を維持できる。 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間

に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策

の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余裕について確認した結果，操

作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員にて確保可能で
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ある。また，必要な水源，燃料及び電源も供給可能である。 

以上のことから，窒素ガス置換による原子炉格納容器内雰囲気の不活性化及び

可搬式窒素供給装置を用いた原子炉格納容器内への窒素注入手段等の格納容器破

損防止対策は，評価事故シーケンスに対して有効であることが確認でき，格納容

器破損モード「水素燃焼」に対して有効である。 
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第 3.4.2-1(1)図 格納容器圧力の推移 

 
 

 
 

第 3.4.2-1(2)図 格納容器温度の推移 
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第 3.4.2-1(3)図 ドライウェル気相濃度の推移（ウェット条件） 

 
 

 
 

第 3.4.2-1(4)図 サプレッション・チェンバ気相濃度の推移（ウェット条件） 
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第 3.4.2-1(5)図 ドライウェルの気相濃度の推移(ドライ条件)  

 
 

 
 

第 3.4.2-1(6)図 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移(ドライ条件) 
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第 3.4.3-1(1)図 事象発生から 25分後に注水を開始した場合のドライウェルの
気相濃度の推移(ウェット条件)  

 
 

 
 

第 3.4.3-1(2)図 事象発生から 25分後に注水を開始した場合のサプレッショ
ン・チェンバの気相濃度の推移(ウェット条件) 
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第3.4.3-1(3)図 事象発生から60分後に注水を開始した場合のドライウェルの
気相濃度の推移(ウェット条件) 

 
 

 
 

第 3.4.3-1(4)図 事象発生から 60分後に注水を開始した場合のサプレッショ
ン・チェンバの気相濃度の推移(ウェット条件)  
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第 3.4.3-1(5)図 Ｇ値を設計基準事故ベースとした場合の格納容器圧力の推移 
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第 3.4.3-1(6)図 Ｇ値を設計基準事故ベースとした場合のドライウェル 

の気相濃度の推移(ウェット条件)  

 
 

 
 

第 3.4.3-1(7)図 Ｇ値を設計基準事故ベースとした場合のサプレッション・チェ

ンバの気相濃度の推移(ウェット条件)  
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第 3.4.3-1(8)図 Ｇ値を設計基準事故ベースとした場合のドライウェル 

の気相濃度の推移(ドライ条件)  
 

 
第 3.4.3-1(9)図 Ｇ値を設計基準事故ベースとした場合のサプレッション・チェ

ンバの気相濃度の推移(ドライ条件)  
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添付資料 3.4.1 

 

Ｇ値を設計基準事故ベースとした場合の評価結果への影響 

 

１．はじめに 

今回の評価では，電力共同研究[1,2]の結果を踏まえ，水の放射線分解における水

素ガス及び酸素ガスのＧ値を G(H2)=0.06，G(02)=0.03 としている。今回の評価で

用いたＧ値は過去の複数回の実験によって測定した値であり，重大事故環境下で

の水の放射線分解の評価に適した値と考えるが，実験においてもＧ値にはばらつ

きが確認されたこと及び事故時の原子炉格納容器内の環境には不確かさがあるこ

とを考慮すると，Ｇ値については不確かさを考慮した取扱いが特に重要となる。 

実際の事故対応において，何らかの要因によって酸素濃度が今回の評価よりも

早く上昇する場合，事象発生から７日が経過する前に酸素濃度が５vol％を上回る

可能性が考えられる。ここでは何らかの要因によって酸素濃度が今回の評価より

も早く上昇する場合を想定し，酸素濃度の上昇速度の変化が評価結果及び事故対

応に与える影響を確認した。 

なお，基本的に，炉心損傷を伴う事故シーケンスでは，原子炉水位の低下や損

傷炉心への注水により多量の水蒸気が発生するため，原子炉格納容器内がドライ

条件となることは考えにくい。このため，水素燃焼の可能性の有無は，ウェット

条件における気相濃度によって判断した。 

 

２．評価条件 

今回の申請において示した解析ケース（以下,「ベースケース」という。）の評

価条件に対する変更点は以下のとおり。この他の評価条件は，ベースケースと同

等である。 

 

・水の放射線分解における水素ガス及び酸素ガスのＧ値を，沸騰状態においては

G(H2)=0.4，G(02)=0.2，非沸騰状態においては G(H2)=0.25，G(02)=0.125とした。

この値は設計基準事故対処設備である可燃性ガス濃度制御系の性能を評価する

際に用いている値であり，設計基準事故環境下に対しても一定の保守性を有す

る値である。設計基準事故環境下に比べ，重大事故環境下ではＧ値が低下する

傾向にあることから，重大事故環境下におけるＧ値の不確かさとして考慮する

には十分に保守的な値である。 

・事象発生から７日が経過する前に，水素濃度が可燃限界を上回り，酸素濃度が

ドライ条件で 4.4vol％及びウェット条件で 1.5vol％に到達する場合には，格納

容器フィルタベント系によって原子炉格納容器内の気体を環境中に排出し，原

子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度を低減する。 
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・サプレッション・チェンバ内の酸素濃度が 4.0vol％（ドライ条件）に到達する

場合には，可搬式窒素供給装置を用いた窒素供給をドライウェル側からサプレ

ッション・チェンバ側へ切り替える。 

 

３．評価結果 

評価結果を図１から図６に示す。また，評価結果のまとめを表１及び表２に示

す。 

事象発生約 12時間後からドライウェルへの窒素注入を開始し，その後，図６に

示すとおり，事象発生約 49 時間後にサプレッション・チェンバの酸素濃度が

4.0vol％（ドライ条件）に到達するため，窒素の注入をドライウェルからサプレ

ッション・チェンバへ切り替える。 

ドライ条件において，酸素濃度は事象発生から約 85時間後に 4.4vol％に到達し

た。このため，本評価では酸素濃度がドライ条件において 4.4vol％に到達した約

85 時間時点でウェットウェルベントを実施した。その結果，原子炉格納容器内の

水素濃度及び酸素濃度は大幅に低下し，水素濃度及び酸素濃度は可燃限界未満に

抑制された。実際の手順では，窒素の注入をドライウェルからサプレッション・

チェンバへ切り替えた後，ドライウェルの酸素濃度が 4.0vol％に到達した場合に，

再度窒素の注入をサプレッション・チェンバからドライウェルへ切り替えること

から，格納容器ベントは約 85時間よりも遅延される。 

なお，ドライ条件では，図５及び図６に示すとおり，事象発生の約３時間後か

ら約 17 時間後までの間，ドライウェルにおける酸素濃度が５vol％を上回る時間

帯があるが，図３及び図４に示すとおり，その時間帯には原子炉格納容器内の大

部分が水蒸気で占められているため，ドライ条件では放射線分解に伴って発生す

る水素ガス及び酸素ガスの体積割合が高くなり，酸素濃度が５vol％を超える結果

となっているものであり，ウェット条件における酸素濃度が 1.5vol％未満である

ことから水素燃焼が発生することはない。 

 

４．まとめ 

 何らかの要因によって酸素濃度が今回の評価よりも早く上昇する場合の評価結

果への影響を確認した結果，評価項目となる酸素濃度は，事象発生から７日が経

過する前に 4.4vol％に到達するが，格納容器フィルタベント系による環境中への

原子炉格納容器内の気体の排出によって水素濃度及び酸素濃度を可燃限界未満に

抑制できることを確認した。  

 今回の感度解析に用いたＧ値は十分に保守的と考えられる値を用いたことから，

仮に事故に至った場合でも，水の放射線分解に伴う酸素濃度の上昇速度は今回の

感度解析の結果を十分下回るものと考えられるが，仮に酸素濃度の上昇速度が今

回の感度解析の結果のとおりであっても，格納容器フィルタベント系による環境

中への原子炉格納容器内の気体の排出までに約 85時間の時間余裕があることを確

認した。 
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格納容器フィルタベント系による対応が生じる場合，その対応フローは大破断

ＬＯＣＡ後に格納容器フィルタベント系を使用するケースと同じであり，前述の

ケースよりも格納容器フィルタベント系による環境中への原子炉格納容器内の気

体の排出までの時間余裕が確保されることから，水素燃焼を防止する観点での事

故対応は十分に可能と考える。環境中に放出される核分裂生成物(Ｃｓ－137)の観

点でも，大破断ＬＯＣＡ後により短い時間(事象発生から約 32 時間)で格納容器フ

ィルタベント系による排出を実施する場合について評価し，評価項目である

100TBqを十分に下回ることを確認していることから，格納容器フィルタベント系

による対応は可能と考える。 

 

５．参考文献 

[１]「シビアアクシデントにおける可燃性ガスの挙動に関する研究」（ＢＷＲ電

力共同研究，平成 12年３月） 

[２]「事故時放射線分解に関する研究」（ＢＷＲ電力共同研究，昭和 63 年３月） 
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表１ Ｇ値の変更に伴う評価項目への影響（ウェット条件） 

項目 

感度解析 

（沸騰 ：G(H2)=0.4, 

G(02)=0.2 

非沸騰：G(H2)=0.25, 

G(02)=0.125） 

ベースケース 

（G(H2)=0.06,G(02)=0.03） 
評価項目 

酸素濃度 

（ドライウェル） 

事象発生から約 85 時間後に

ドライウェルにおいてドラ

イ 条 件 で の 酸 素 濃 度 が

4.4vol％に到達するが，約

85 時間時点でのウェットウ

ェルベントラインの開放に

よって，ドライウェル及びサ

プレッション・チェンバとも

に５vol％未満に低減。 

約 1.1vol％ 

(事象発生から 168 時間後) 

５vol％以下 
酸素濃度 

（サプレッショ

ン・チェンバ） 

約 1.9vol％ 

(事象発生から 168 時間後) 

 

表２ Ｇ値の変更に伴う評価項目への影響（ドライ条件） 

項目 

感度解析 

（沸騰 ：G(H2)=0.4, 

G(02)=0.2 

非沸騰：G(H2)=0.25, 

G(02)=0.125） 

ベースケース 

（G(H2)=0.06,G(02)=0.03） 
評価項目 

酸素濃度 

（ドライウェル） 

事象発生から約 85 時間後に

ドライウェルにおいてドラ

イ 条 件 で の 酸 素 濃 度 が

4.4vol％に到達するが，約 85

時間時点でのウェットウェ

ルベントラインの開放によ

って，ドライウェル及びサプ

レッション・チェンバともに

５vol％未満に低減。 

約 1.2vol％ 

(事象発生から168時間後) 

５vol％以下 
酸素濃度 

（サプレッショ

ン・チェンバ） 

約 2.8vol％ 

(事象発生から168時間後) 
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図１ 格納容器圧力の推移 

 

 

図２ 格納容器温度の推移 
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原子炉格納容器の限界圧力 853kPa[gage] 

残留熱代替除去系の格納容器スプレイに

よる圧力低下(約 10 時間後) 

 最大圧力 約 370kPa[gage] 

12 時間後の窒素注入開始の影響により格納

容器圧力は上昇するものの，格納容器スプ

レイにより圧力は安定して推移 

約 85 時間後にドライウェル気相部の酸素濃度

が 4.4vol%に到達するためウェットウェルベン

トを実施。これに伴い格納容器圧力が低下 

炉心損傷後の水素発生による急激な加圧 

水素の発生が収まり，

圧力は緩慢に上昇 

ドライウェル 

サプレッション・チェンバ 

原子炉格納容器の限界温度 200℃ 

炉内過熱蒸気が破断口から放出され温度が上昇 

 最高温度 約 197℃(壁面温度 約 142℃)(約 40 分後) 

 壁面最高温度 約 181℃(約 9.7 時間後) 

残留熱代替除去系の格納容器スプレイによる温度低下(約 10 時間後) 

格納容器スプレイを停止するため

ドライウェル温度が上昇 

ベントによりサプレッション・ 

チェンバ温度が低下 

ドライウェル 

サプレッション・チェンバ 
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図３ ドライウェルの気相濃度の推移(ウェット条件)  
 

 

図４ サプレッション・チェンバの気相濃度の推移(ウェット条件) 
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残留熱代替除去系の格

納容器スプレイによる

ドライウェル内の蒸気

凝縮により水蒸気濃度

が低下 

12 時間後のドライウェルへの 

窒素注入開始により窒素濃度上昇 

約 85 時間後にドライウェル

気相部の酸素濃度が 4.4vol%

に到達するためウェットウェ

ルベントを開放 

これに伴い原子炉格納容器内

の気体が原子炉格納容器外に

排出され，非凝縮性ガスの濃

度が低下，開放後も原子炉格

納容器内で発生し続ける水蒸

気の濃度が上昇する 

残留熱代替除去系の格納容器スプレイによるドライウェル内の蒸気凝縮により，サプレッシ

ョン・チェンバ内の非凝縮性ガスがドライウェルへ流入し，非凝縮性ガスの濃度が上昇 

冷却材喪失発生に伴う水蒸気の

流入により上昇 

ベント時にドライウェルから急激

にガスが流入するため，水素濃度が

一時的に上昇 

ジルコニウム

－水反応によ

り発生した水

素が流入 

残留熱代替除去系による除熱量が崩

壊熱を上回ってきたことによる温度

低下により，水蒸気濃度が低下 

水蒸気濃度の低下及び注入窒素のサプ

レッション・チェンバへの流入により

窒素濃度が上昇 

残留熱代替除去系の格納容器スプレイに

よるドライウェル内の蒸気凝縮により，

非凝縮性ガスがドライウェルへ流出 

水素の流入による窒素濃度の低下 

約 85時間後にドライウェル気相部の酸素濃度

が 4.4vol%に到達するためウェットウェルベ

ントを開放 

これに伴い原子炉格納容器内の気体が格納容

器外に排出され，非凝縮性ガスの濃度が低下，

開放後も原子炉格納容器内で発生し続ける水

蒸気の濃度が上昇する 

サプレッション・プール水の蒸発量が

増え，大きく水蒸気濃度が上昇 
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図５ ドライウェルの気相濃度の推移(ドライ条件)  

 

 

 

図６ サプレッション・チェンバの気相濃度の推移(ドライ条件) 
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酸素

ジルコニウム－水反応により発生し

た水素の流入による水素濃度上昇 

酸素濃度 4.4vol%到達 

(約 85 時間後) 

窒素注入による窒素濃度の上昇 

約 85 時間後にドライウェル気相部の酸素濃度が 4.4vol%に到達するため，ウェットウェルベントラインを開放 

これに伴い原子炉格納容器内の気体が原子炉格納容器外に排出される 

開放後，現実的には原子炉格納容器内で発生し続ける水蒸気が原子炉格納容器内の気相濃度のほぼ 100％を占め続けるが，ここで

ドライ条件を仮定すると，原子炉格納容器内の非凝縮性ガスは水の放射線分解による水素ガス及び酸素ガスのみとなるため，原子

炉格納容器内の気相濃度は水素：酸素＝２：１の存在割合となる 

実際には原子炉格納容器内の気相濃度のほぼ 100％が水蒸気で占められているため，酸素

濃度は 5vol％を下回る 

窒素ガスはブローダウンによって既にサプレッション・チェンバに移送されているため，

ここでドライ条件を仮定すると，原子炉格納容器内の非凝縮性ガスは水の放射線分解によ

る水素ガス及び酸素ガスのみとなり，原子炉格納容器内の気相濃度は水素：酸素＝２：１

の存在割合となる 

酸素濃度 4vol%到達(約 49 時間後) 

酸素濃度 4vol%到達で窒素注入を開始

するため，窒素濃度が上昇 

約 85 時間後にドライウェル気相部の酸素濃度が 4.4vol%に到達するため，ベントラインを開放 

これに伴い原子炉格納容器内の気体が原子炉格納容器外に排出される 

開放後，現実的には原子炉格納容器内で発生し続ける水蒸気が原子炉格納容器内の気相濃度のほぼ 100％を占め続けるが，

ここでドライ条件を仮定すると，原子炉格納容器内の非凝縮性ガスは水の放射線分解による水素ガス及び酸素ガスのみと

なるため，原子炉格納容器内の気相濃度は水素：酸素＝２：１の存在割合となる 

水素の流入に

よる窒素濃度

の低下 

ジルコニウム

－水反応によ

り発生した水

素が流入した

ことにより水

素濃度が上昇 
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添付資料 3.4.2 

 

水の放射線分解の評価について 

 

１．水の放射線分解の考慮 

水がγ線等の放射線エネルギを吸収すると非常に短時間の間に水の放射線分

解が起こり，Ｈ（水素原子），ＯＨラジカル，eaq
-(水和電子)，ＨＯ２ラジカル，

Ｈ＋（水素イオン）及び分子生成物のＨ２，Ｈ２Ｏ２（過酸化水素）を生じる。ま

た，これら反応と並行して以下の化学反応が生じ，Ｈ２がＯＨラジカルと反応し

て水に戻る等の再結合反応が起こる。なお，酸素ガスは過酸化水素の分解によっ

て生成される。 

     Ｈ２ ＋ ＯＨ → Ｈ ＋ Ｈ２Ｏ            式① 

     Ｈ ＋ Ｈ２Ｏ２ → ＯＨ ＋ Ｈ２Ｏ         式② 

     Ｈ ＋ ＯＨ → Ｈ２Ｏ                   式③ 

 格納容器破損モード「水素燃焼」における重大事故等対策の有効性評価では，

水の放射線分解による水素ガス及び酸素ガスの生成をモデル化している。 

島根原子力発電所２号炉は，運転中，原子炉格納容器内が窒素ガスで置換され

ている。炉心損傷に至った場合及びその後の原子炉圧力容器破損後には，ジルコ

ニウム－水反応やコア・コンクリート反応等，水素ガスについては多量に放出さ

れるメカニズムが考えられるものの，酸素ガスに関しては水の放射線分解が支配

的な生成プロセスである。水素ガスに関しては上記の反応によって比較的短時間

で可燃限界の濃度を超えることから，原子炉格納容器内の気体の濃度を可燃限界

以下に維持する観点では酸素濃度を低く維持することが重要となる。 

以下では，この酸素ガスの支配的な生成プロセスである水の放射線分解につい

て，本評価で用いた考え方を示す。 

 

２．水の放射線分解による水素ガス及び酸素ガス量の計算 

水の放射線分解による水素ガス及び酸素ガスの生成量は以下の式(1)で算出し

ている。 

     t
GE

Qn decay 






 2319 1002.6

1

100106.1
  (1) 

   式(1)のパラメータは以下のとおり。 

     n  ：水の放射線分解による水素（酸素）ガス発生量[mol] 

     decayQ ：崩壊熱[Ｗ] 

     E   ：放射線吸収割合[-] 

         －炉内   ：β線，γ線ともに 0.1 

         －炉外のＦＰ：β線，γ線ともに１ 
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     G   ：実効Ｇ値[分子/100eV] 

         －水素   ：G(H2)＝0.06 

         －酸素   ：G(O2)＝0.03 

     t   ：タイムステップ[sec] 

 

放射線吸収割合について，炉内については，炉心から放出される放射線が水に

吸収される割合を解析によって評価した結果，約１％となったことから，これを

保守的に考慮して 10％とした。また，炉外のＦＰについては水中に分散してい

ることを考慮し，保守的に放射線のエネルギの 100％が水の放射線分解に寄与す

るものとした。[１] 

今回はβ線及びγ線を考慮の対象とし，α線については考慮の対象としていな

い。α線については飛程が短いため，大部分が溶融炉心等に吸収されるものと考

え，α線による水の放射線分解への寄与は無視できるものとした。また，本評価

では電力共同研究（以下，「電共研」という。）において求めたＧ値を用いてい

るが，これはγ線源による照射によって得られた実験結果である。β線はγ線に

比べて飛程が短いことから溶融炉心等に吸収され易く，γ線源による実験結果の

Ｇ値をβ線に対して適用することは，放射線分解に伴う水素及び酸素濃度を多く

見積もる点で保守的な取り扱いと考えられる。 

放射線の吸収エネルギ 100eVあたりに生成する原子・分子数をＧ値と呼ぶ。Ｇ

値には水の放射線による分解作用のみを考慮した初期Ｇ値と，これに加えて放射

線分解による生成物が再結合して水分子等に戻る化学反応の効果を考慮した実

効Ｇ値がある。 

照射が始まり，放射線分解による生成物が増加すると，その生成物の濃度に応

じて生成物が再結合して水に戻る等の化学反応も増加するため，水素分子及び酸

素分子の生成割合は照射初期から徐々に低下する。水素濃度や酸素濃度と水の吸

収線量との関係の傾向は，一時的に水素濃度や酸素濃度の上昇ピークが現れるの

ではなく，水素濃度や酸素濃度の上昇が徐々に抑制されていく形の曲線となる。

原子炉格納容器内の濃度上昇というマクロな現象を評価する観点では再結合等

の化学反応の効果を含めた実効Ｇ値を用いることが適切と考えられるため，本評

価では実効Ｇ値を用いる。また，実効Ｇ値には電共研の実験結果[２]に基づく値

を用いた。これについては次項に示す。 

 

３．実効Ｇ値の設定について 

３．１ 実効Ｇ値の設定根拠とした電共研の実験結果[２] 

本評価における実効Ｇ値の設定根拠とした電共研「事故時放射線分解に関する

研究」[２]の実験結果を図１に示す。電共研の実験では，重大事故の際の原子炉

格納容器内の環境を想定した。図１は，非沸騰条件において，よう素イオン濃度

を炉心インベントリの 50％に相当する濃度とし，ジルコニウム－水反応割合は

5.5％とした場合の吸収線量と酸素濃度の相関を示している。 
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実効Ｇ値は吸収線量が 1×10４Ｇｙでの傾きから求めた。この吸収線量は事象

発生から約 1.5時間後までのサプレッション・プールでの吸収線量に相当する。

実効Ｇ値は吸収線量の増加とともに傾きが小さくなる傾向にあることから，事象

発生から約 1.5時間後の実効Ｇ値を用いることは保守的であり妥当と考える。 

 

３．２ 実効Ｇ値に影響を及ぼす因子 

水の放射線分解によって生成した水素ガスや過酸化水素は，ＯＨラジカルを介

した再結合反応によって水に戻るが，このときＯＨラジカルと反応し易い物質の

存在や，沸騰等による生成物の気相への移行があると，再結合反応が阻害され，

水素分子及び酸素分子が生成される。このため，実効Ｇ値はこれらの因子によっ

て変化する。 

実効Ｇ値に影響を及ぼす因子としては，よう素等の不純物濃度，液相中の水素

分子の濃度といった化学的因子の他に，ガスの気液移行速度（沸騰，非沸騰の違

い）といった物理的因子がある。 

本評価における実効Ｇ値の設定根拠とした電共研の実験結果に対して上記の

因子の影響を考慮する際に参照した電共研の実験結果を次に示す。また，電共研

の実験結果と本評価における各因子の相違と影響をまとめた結果を表１に示す。 

 

（１）よう素の影響 

体系中によう素等の不純物が存在すると，以下の化学反応が生じ，ＯＨラジ

カルがＯＨ－となるため，ＯＨラジカルを介した式①の再結合反応を阻害し，水

素分子の増加と同時に水素原子の生成が減少する。水素原子の減少により式②の

反応が減少することで過酸化水素の加水分解が促進され，酸素ガスの生成量が増

大するものと考えられる。 

     Ｉ－
 ＋ ＯＨ → Ｉ ＋ ＯＨ－            式④ 

水中のよう素濃度を変化させた場合の酸素ガスの発生割合を図２に示す。液相

単相条件下において，よう素イオン濃度は炉心インベントリの０～100％に相当

する濃度とした。図２のとおり，水中のよう素イオン濃度が高いほど，吸収線量

に対する酸素ガスの発生割合が高い。 

よう素以外の不純物として，ほう素，鉄，銅を添加した場合の酸素ガスの発生

割合を図３に示す。図３のとおり，不純物の添加による酸素ガスの発生割合への

影響は見られない。 

以上の結果から，よう素濃度に関して本評価における条件とほぼ同等の実験の

結果から求めた実効Ｇ値を用いることは妥当と考える。 

 

（２）溶存水素濃度の影響 

液相中の水素濃度が増加すると，ＯＨラジカルを介した再結合反応が進み，そ

の結果，水素ガスと酸素ガスの生成量が減少すると考えられる。 

水中の水素濃度を変化させた場合の酸素ガスの発生割合を図４に示す。液相単
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相条件下において，初期水素濃度はジルコニウム－水反応割合が０～50％で生成

した場合の水素濃度に相当する気相中濃度の気液平衡濃度とした。図４のとおり，

水中の水素濃度が高いほど，吸収線量に対する酸素ガスの発生割合が低い。 

したがって，水の放射線分解が進行し，液相中の水素濃度が上昇すると実効Ｇ

値は徐々に減少すると考えられる。また，ジルコニウム－水反応によって発生す

る水素ガスが液相中に溶解し，液相中の水素濃度が上昇する場合にも実効Ｇ値は

減少すると考えられる。 

よって，炉心損傷事故の状況としては比較的少ないと考えられるジルコニウム

－水反応割合 5.5％に相当する溶存水素濃度の実験結果から求めた実効Ｇ値を

用いることは妥当と考える。 

 

（３）初期酸素濃度の影響 

初期酸素濃度を変化させた場合の酸素ガスの発生割合を図３に示す。図３から

は，初期酸素濃度が酸素ガスの実効Ｇ値に与える影響は確認できない。このこと

から，初期酸素濃度は少なくとも数 vol％程度では，初期酸素濃度は酸素ガスの

実効Ｇ値に影響を及ぼすものではないと考える。 

 

（４）沸騰，非沸騰状態の影響 

非沸騰の場合には，水素ガス及び酸素ガスが比較的長期間液相に滞在できるた

め，再結合反応が起こりやすく，水素ガスと酸素ガスの生成量が減少すると考え

られる。一方，液相が沸騰している場合には，生成された水素ガス及び酸素ガス

がボイドに移行し短期間で気相に放出されるため，再結合反応が非沸騰状態に比

べ起こりにくく，水素ガスと酸素ガスの生成量が増加すると考えられる。 

沸騰状態における酸素濃度の変化を図５に示す。よう素イオン濃度を炉心イン

ベントリの 50％に相当する濃度とし，初期水素濃度はジルコニウム－水反応割

合が 5.0％で生成した場合の水素濃度に相当する気相中濃度の気液平衡濃度と

した。図５のとおり，沸騰状態であっても，吸収線量に対する酸素ガスの発生割

合は極めて低い。 

上記の結果に加え，本評価条件では，大部分の領域・期間が非沸騰状態である

と考えられることから，非沸騰状態の実効Ｇ値を採用することは妥当と考える。 

 

（５）温度の影響 

温度を室温（25℃）から 70℃まで変化させた場合の酸素濃度の変化を図６に

示す。図６のとおり，温度が高くなるほど再結合反応が促進されるため，実効Ｇ

値は小さくなる傾向となっている。また，オークリッジ国立研究所（ＯＲＮＬ）

による照射試験[３]でも，図７のとおり，温度依存性について同様の傾向が示さ

れている。 

本評価条件では，温度は室温を上回るため，室温での電共研の実験結果に基づ

く実効Ｇ値を用いることは保守的であり妥当と考える。 
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（６）ｐＨの影響 

ｐＨを 4，6.5，10とした場合の酸素濃度の変化を図８に示す。図８からは，

中性環境下で酸素ガスの実効Ｇ値は僅かに小さい傾向を示していることが分か

る。[２]しかしながら，その傾きの違いは僅かであることから，中性条件下の試

験で求めた実効Ｇ値を用いることに問題はないと考える。 

 

３．３ 実効Ｇ値への不純物の影響についての電共研の追加実験結果[１] 

電共研「シビアアクシデントにおける可燃性ガスの挙動に関する研究」[１]で

は，電線被覆材等に起因する有機物の影響について追加実験を行っており，有機

物をエタノールで模擬して液相中に添加し，酸素濃度の変化を測定している。実

験結果は図９，10 のとおり，実効Ｇ値を低減する効果があることが確認されて

いる。これは，エタノールは放射線場ではＯＨラジカルと反応してエタノールラ

ジカルとなり，還元剤として働いて酸素ガスを消費する反応に寄与するためであ

る。 

     ＣＨ３ＣＨ２ＯＨ  ＋ ＯＨ → ＣＨ３ＣＨＯＨ ＋ Ｈ２Ｏ       式⑤ 

ＣＨ３ＣＨＯＨ ＋ Ｏ２ → ＣＨ３ＣＯＨ ＋ ＨＯ２           式⑥ 

その他の不純物と合わせて影響をまとめた結果を表２に示す。なお，通常の想

定濃度範囲では，ＯＨラジカルの反応速度の観点から，実効Ｇ値への影響はよう

素イオンが支配的となることから，よう素イオンで不純物を代表させている。 

 

４．原子炉格納容器内の水素・酸素濃度の評価方法 

放射線分解を考慮した原子炉格納容器内の水素・酸素濃度の評価方法は次の

とおり。また，原子炉格納容器内の水素・酸素濃度の評価の流れを図 11に示す。 

・ＭＡＡＰ解析から得られるドライウェル及びサプレッション・チェンバの窒素

ガスモル数から，原子炉格納容器の初期酸素濃度を 2.5vol％としたときの酸

素ガスモル数と窒素ガスモル数を計算する。 

・ドライウェル及びサプレッション・チェンバにおける崩壊熱から，水の放射線

分解による酸素ガス発生量と水素ガス発生量を計算する。 

・水の放射線分解によって生成する水素ガス及び酸素ガスについては，ＭＡＡＰ

結果に基づいてドライウェルとサプレッション・チェンバ間の移行量を評価し，

移行量に応じてドライウェルとサプレッション・チェンバに分配する。 

・上記を重ね合わせることにより，原子炉格納容器内の気相濃度を計算する。 
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表１ 各種パラメータが酸素ガスの実効Ｇ値に与える影響 

パラメータ 
電共研の 

実験 
有効性評価 酸素の実効Ｇ値への影響と保守性 

吸収線量 ～1×10４Ｇｙ サプレッション・プール

での吸収線量は事象発生

から約 1.5 時間後に 1×

10４Ｇｙを超える。 

水素ガスの実効Ｇ値は吸収線量が多いほど

小さくなる傾向があり[２,３]，酸素ガスの実

効Ｇ値についても同様の傾向であることを

確認している[２]。酸素濃度の長期（７日間）

の推移を見る観点では，事象進展を考えた上

で事象発生から約 1.5 時間後の吸収線量に

相当する（1×10４Ｇｙ）で求めた実効Ｇ値を

用いることは，保守的であり妥当と考える。

（図１参照） 

よう素放出

割合 

 

50％ 

（立地審査指針

における仮想事

故条件を設定） 

約 79％ 水素ガスの実効Ｇ値はよう素濃度が高いほ

ど大きくなる傾向があり[２,４]，酸素ガスの

実効Ｇ値についても同様の傾向であること

を確認している[２]。しかしながら，図２を

参照すると，左記の程度の割合の相違であれ

ば，Ｇ値（測定データの傾き）に大きな違い

は表れないと考えられることから，有効性評

価において，電共研の実験結果に基づく実効

Ｇ値を用いることは妥当と考える。 

ジルコニウ

ム－水反応

割合（溶存

水素濃度） 

5.5％ 約 7.8％ 

 

水素ガスの実効Ｇ値は溶存水素濃度が高い

ほど小さくなる傾向があり[２,４]，酸素ガス

の実効Ｇ値についても同様の傾向であるこ

とを確認している[２]。このことから，ジル

コニウム－水反応割合が小さい電共研の実

験結果に基づく実効Ｇ値を用いることは妥

当と考える。（図４参照） 

初期酸素濃

度 

1.5vol％ 2.5vol％ 少なくとも初期酸素濃度数 vol％程度では，

初期酸素濃度は酸素ガスの実効Ｇ値に影響

を及ぼすものではないと考える。（図３参照）
[２] 

沸騰・非沸

騰 

非沸騰状態 炉内：沸騰状態 

サプレッションプール：

非沸騰状態 

沸騰状態では酸素ガスの実効Ｇ値はほぼ０

となる傾向がある。このことから，非沸騰状

態での電共研の実験結果に基づく実効Ｇ値

を用いることは妥当と考える。（図５参照）
[２]。 

温度 室温 室温以上 温度が高いほど，再結合反応が促進されるた

め実効Ｇ値は小さくなる傾向がある。事故時

には温度は室温を上回るため，室温での電共

研の実験結果に基づく実効Ｇ値を用いるこ

とは保守的であり妥当と考える。（図６，７

参照）[２,３] 

ｐＨ 中性 事故対応の中で変動する

可能性がある。 

中性環境下では酸素の実効Ｇ値は僅かに小

さい傾向を示すが，その差は小さい。このた

め，中性条件下の試験で求めた電共研の実験

結果に基づく実効Ｇ値を用いることに問題

はないと考える。（図８参照）[２] 

  



添 3.4.2-8 

表２ よう素以外の不純物が酸素ガスの実効Ｇ値に与える影響 

物質 発生原因 
シビアアクシデント環

境下における発生量 
酸素ガスの実効Ｇ値への影響 

金属イオン等 

（Ｆｅ，Ｃｕ） 

炉内構造物 等 ０～２ｐｐｍ 

（ＴＭＩ-２事故時の

冷却材中不純物濃度や

ＢＷＲプラント通常運

転時における金属濃度

等の評価を参考に設

定） 

よう素存在条件下において，金属イオン等

（Fe，Cu，B）が添加された場合の結果か

らは，実効Ｇ値へ影響は見られない。[２]

（図３参照） 

ホウ酸 制御棒材の酸

化，ＭＣＣＩ時

の化学反応 

約１×10－３mol/l 

（原子炉格納容器内で

の想定発生量とＳ／Ｃ

液相体積から概算） 

水のｐＨに影響するが，ｐＨの違いによる

実効Ｇ値への影響は小さい。[２] 

コンクリート 主成分の SiO2, 

CaO,Al2O3,MgO

などがＭＣＣＩ

時に放出 

 

安定な酸化物でエアロ

ゾルとして挙動し，水

にはほとんど溶けない 

安定な酸化物でエアロゾルとして挙動し，

水にはほとんど溶けないので，放射線分解

への影響は小さい。また，ＭＣＣＩ時に

CO2 が発生し水のｐＨに影響するが，ｐＨ

の変化によるＧ値への影響は小さい。[１，

２] 

有機物 電線被覆材など

の熱分解や放射

線分解 

約 1.1×10-6mol/l 

(格納容器内での想定

発生量とＳ／Ｃ液相体

積から概算) 

酸素ガスを消費する反応に寄与し，実効Ｇ

値を低減する。[１]（図９，10参照） 
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図１ 本評価における実効Ｇ値の設定根拠とした電共研の実験結果 

 

図２ 溶存酸素濃度と吸収線量の関係（よう素濃度を変化させた場合） 
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図３ 溶存酸素濃度及び不純物(Fe,Cu,B)の有無と吸収線量の関係 

（酸素濃度及び不純物(Fe,Cu,B)の添加量を変化させた場合） 

 

図４ 溶存酸素濃度と吸収線量の関係（溶存水素濃度を変化させた場合） 
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図５ 溶存酸素濃度と吸収線量の関係（沸騰状態） 

 

 

 

 

 

図６ 溶存酸素濃度と吸収線量の関係（温度を変化させた場合） 
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図７ 水素ガス発生量と吸収線量の関係（温度を変化させた場合）-ORNLによる 

試験 

 

 

 

図８ 溶存酸素濃度と吸収線量の関係（ｐＨを変化させた場合） 
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図９ 溶存酸素濃度と吸収線量の関係（エタノール添加なし） 

 

 

 

 

 

図 10 溶存酸素濃度と吸収線量の関係（エタノール添加あり） 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 11 水素・酸素濃度の評価フロー図 
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添付資料 3.4.3 

安定状態について（水素燃焼） 

 

水素燃焼の安定状態については以下のとおり。 

原子炉格納容器安定状態：本評価では，事象発生から約 10時間で原子炉補機代替

冷却系を接続し，残留熱代替除去系による原子炉格納

容器除熱を実施し，事象発生から約 12時間後に可搬式

窒素供給装置による原子炉格納容器内への窒素注入を

実施する。これにより，７日後まで格納容器ベントを

実施しない状態で原子炉格納容器の機能を維持可能な

事象進展となっている。 

【安定状態の維持について】 

本評価における格納容器ベントを実施しない状態を７日後以降も継続する場

合，酸素濃度（ドライ条件）は事象発生から約 100日以降にドライウェルにおい

て 4.4vol％に到達する。 

このため，事象発生から７日間が経過した以降も水素濃度及び酸素濃度を監視

するとともに，状況に応じて酸素濃度の低減（可燃性ガス濃度制御系の運転等）

を行い，原子炉格納容器内が可燃限界の濃度に到達することを防止する。また，

重大事故等対処設備以外の設備の機能の復旧等も考慮し，格納容器圧力及び温度

の低下操作や原子炉格納容器内の窒素ガス置換を試みる。これらの対応が困難で

あり，原子炉格納容器内の水素及び酸素濃度が可燃限界に到達する場合について

は，格納容器ベントにより，その水素及び酸素濃度を低減することにより安定状

態を維持できる。 
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添付資料 3.4.5 

 

原子炉注水開始時間の評価結果への影響 

 

１．はじめに 

今回の評価では，運転操作手順書等を踏まえ，原子炉圧力容器への注水開始時

刻を事象発生から 30分後としている。実際の事故対応においては原子炉圧力容

器への注水開始時刻が早まる又は遅れる可能性も想定される。水素燃焼のリスク

の観点では，ジルコニウム－水反応による水素ガス発生量が抑制され，相対的に

酸素濃度が高くなることで水素濃度及び酸素濃度がともに可燃領域に至る可能

性が考えられる。一方で，注水時点の炉心の状態によっては，ジルコニウム－水

反応が促進され，水素ガス発生量が増加する場合も考えられる。この場合には，

増加した水素ガスによって相対的に酸素濃度が低下すると考えられる。 

ここでは原子炉圧力容器への注水開始時刻が早まる又は遅れる場合を想定し，

原子炉圧力容器への注水開始時刻が評価結果に与える影響を確認した。 

 

２．評価条件 

今回の申請において示した解析ケース（以下「ベースケース」という。）の評

価条件に対する変更点は以下のとおり。この他の評価条件は，ベースケースと同

等である。 

 

（１）感度解析１（注水開始時刻が早まる場合） 

  ・原子炉圧力容器への注水開始時刻を事象発生から 25分後とした。25分は今

後の更なる事故対応能力の改善を見据えて設定した値である。 

 

（２）感度解析２（注水開始時刻が遅れる場合） 

・原子炉圧力容器への注水開始時刻をベースケースから 30分遅延することと

し,事象発生から 60分後とした。30分は，原子炉圧力容器への注水が遅れ

たとしても，溶融炉心が炉心プレナム下部に移行しない時間であることを確

認し，設定した値である。 

 

３．評価結果   

評価結果を図１から図８に示す。また，評価結果のまとめを表１に示す。各パ

ラメータの推移はベースケースとほぼ同等となり，事象発生から７日後の酸素濃

度も５vol％未満となった。 

 

４．まとめ 

原子炉圧力容器への注水開始時刻が早まる又は遅れることによる評価結果へ

の影響を確認した結果，評価項目となるパラメータである酸素濃度は，ベースケ

ースと同等となった。このことから，実際の事故対応においては原子炉圧力容器

への注水開始時刻が早まった又は遅れる場合においても水素燃焼のリスクの観

点での事故対応への影響はない。 

 

以上  
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表１ 原子炉圧力容器への注水開始時刻の変更に伴う評価項目への影響 

項目 

原子炉圧力容器への注水開始時刻 

評価 

項目 

感度解析１ 

（事象発生から

25分後） 

感度解析２ 

（事象発生から

60分後） 

ベースケース 

（事象発生から

30分後） 

全炉心内のジル

コニウム量に対

する酸化割合 

約 11.7％ 約 6.2％ 約 7.8％ 

― 
ジルコニウム－

水反応による水

素ガス発生量 

約 293kg 約 167kg 約 198kg 

ドライウェル 

酸素濃度 

(ウェット条件) 

約 1.1vol％ 

（事象発生から

168時間後） 

約 1.1vol％ 

（事象発生から

168時間後） 

約 1.1vol％ 

（事象発生から

168時間後） 
５vol％ 

以下 
サプレッショ

ン・チェンバ 

酸素濃度 

(ウェット条件) 

約 1.9vol％ 

（事象発生から

168時間後） 

約 2.1vol％ 

（事象発生から

168時間後） 

約 1.9vol％ 

（事象発生から

168時間後） 
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図１ 格納容器圧力の推移（感度解析１） 

 

 
図２ 格納容器温度の推移（感度解析１） 
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残留熱代替除去系の格納容器スプレイに

よる圧力低下(約 10 時間後) 

 最大圧力 約 403kPa[gage] 

12 時間後の窒素注入開始の影響により格納容器圧力は上昇するものの，

格納容器スプレイにより圧力は安定して推移 

原子炉格納容器の限界圧力 853kPa[gage] 

残留熱代替除去系による圧力低下に伴って，サプレッション・

チェンバ内の水蒸気量が減少して圧力が低下 

炉心損傷後の水素発生による急激な加圧 

水素の発生が収まり，

圧力は緩慢に上昇 

ドライウェル 

サプレッション・チェンバ 

原子炉格納容器の限界温度 200℃ 

炉内過熱蒸気が破断口から放出され温度が上昇 

 最高温度 約 205℃(壁面温度 約 144℃)(約 35 分後) 

 壁面最高温度 約 181℃(約 9.7 時間後) 

残留熱代替除去系の格納容器スプレイ開始による温度低下(約 10 時間後) 

ドライウェル 

サプレッション・チェンバ 
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図３ ドライウェルの気相濃度の推移(ウェット条件) （感度解析１） 

 

 
図４ サプレッション・チェンバの気相濃度の推移(ウェット条件)  

（感度解析１） 
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残留熱代替除去系の格納容器スプレイによるドライウェル内

の蒸気凝縮により水蒸気濃度が低下 

ジルコニウム－水反

応により発生した水

素の流入による上昇 

残留熱代替除去系の格納容器スプレイによるドライウェル内の蒸気凝縮により，サプレッシ

ョン・チェンバ内の非凝縮性ガスがドライウェルへ流入し，非凝縮性ガスの濃度が上昇 

12 時間後のドライウェルへの 

窒素注入開始により窒素濃度が上昇 

冷却材喪失発生に伴う水蒸気の

流入により上昇 

ジルコニウム

－水反応によ

り発生した水

素が流入 

水素の流入による窒素濃度の低下 

残留熱代替除去系による除熱量が崩壊熱を

上回ってきたことによる温度低下により，

水蒸気濃度が低下 

水蒸気濃度の低下及び注入窒素のサプレッショ

ン・チェンバへの流入により窒素濃度が上昇 

残留熱代替除去系の格納容器スプレイによるドライウェル

内の蒸気凝縮により，非凝縮性ガスがドライウェルへ流出 

サプレッション・プール水の蒸発量が

増え，大きく水蒸気濃度が上昇 
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図５ 格納容器圧力の推移（感度解析２） 

 

 
図６ 格納容器温度の推移（感度解析２） 
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炉心損傷後の水素発生による急激な加圧 

残留熱代替除去系の格納容器スプレイによる

圧力低下(約 10 時間後) 

 最大圧力 約 353kPa[gage] 

残留熱代替除去系による圧力低下に伴って，サプレッション・

チェンバ内の水蒸気量が減少して圧力が低下 

水素の発生が収まり，

圧力は緩慢に上昇 

ドライウェル 

サプレッション・チェンバ 

原子炉格納容器の限界圧力 853kPa[gage] 

12 時間後の窒素注入開始の影響により格納容器圧力は上昇するものの，

格納容器スプレイにより圧力は安定して推移 

原子炉格納容器の限界温度 200℃ 

炉内過熱蒸気が破断口から放出され温度が上昇 

 最高温度 約 188℃(壁面温度 約 145℃)(約 1.2 時間後) 

 壁面最高温度 約 185℃(約 8.7 時間後) 

残留熱代替除去系の格納容器スプレイによる温度低下(約 10 時間後) 

ドライウェル 

サプレッション・チェンバ 
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図７ ドライウェルの気相濃度の推移(ウェット条件) （感度解析２） 

 

 
図８ サプレッション・チェンバの気相濃度の推移(ウェット条件)  

（感度解析２） 
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残留熱代替除去系の格納容器スプレイによるドライウェル内

の蒸気凝縮により水蒸気濃度が低下 

ジルコニウム－水反

応により発生した水

素の流入による上昇 

残留熱代替除去系の格納容器スプレイによるドライウェル内の蒸気凝縮により，サプレッシ

ョン・チェンバ内の非凝縮性ガスがドライウェルへ流入し，非凝縮性ガス濃度が上昇 

12 時間後のドライウェルへの 

窒素注入開始により窒素濃度が上昇 

冷却材喪失発生に伴う水蒸気の

流入により上昇 

ジルコニウム

－水反応によ

り発生した水

素が流入 

残留熱代替除去系による除熱量が崩壊熱を上回って

きたことによる温度低下により，水蒸気濃度が低下 

残留熱代替除去系の格納容器スプレイによるドライウェル

内の蒸気凝縮により，非凝縮性ガスがドライウェルへ流出 

サプレッション・プール水の蒸発量が

増え，大きく水蒸気濃度が上昇 

水素の流入による窒素濃度の低下 

水蒸気濃度の低下及び注入窒素のサプレッショ

ン・チェンバへの流入により窒素濃度が上昇 
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3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用 

3.5.1 格納容器破損モードの特徴，格納容器破損防止対策 

(1) 格納容器破損モード内のプラント損傷状態 

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」に至る可能性のあ

るプラント損傷状態は，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示す

とおり，ＴＱＵＶ，ＴＱＵＸ及びＬＯＣＡである。 

 

(2) 格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基本的考え方 

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」では，発電用原子

炉の運転中に運転時の異常な過渡変化，原子炉冷却材喪失事故（ＬＯＣＡ）が

発生するとともに，非常用炉心冷却系等の安全機能の喪失が重畳する。このた

め，緩和措置がとられない場合には，原子炉圧力容器内の溶融炉心が原子炉格

納容器内へ流れ出し，溶融炉心からの崩壊熱や化学反応によって，ペデスタル

のコンクリートが侵食され，原子炉格納容器の構造部材の支持機能を喪失し，

原子炉格納容器の破損に至る。 

したがって，本格納容器破損モードでは，原子炉圧力容器の下部から溶融炉

心が落下する時点で，ペデスタルに溶融炉心の冷却に必要な水位及び水量を確

保し，かつ，溶融炉心の落下後は，ペデスタル代替注水系（可搬型）によって

溶融炉心を冷却すること及びペデスタルにコリウムシールドを設置すること

により，原子炉格納容器の破損を防止するとともに，溶融炉心・コンクリート

相互作用による水素ガス発生を抑制する。 

また，溶融炉心の落下後は，ペデスタル代替注水系（可搬型）によって溶融

炉心の冷却を実施する。その後，残留熱代替除去系又は格納容器フィルタベン

ト系によって原子炉格納容器の圧力及び温度を低下させる。 

さらに，長期的な原子炉格納容器内酸素濃度の上昇を抑制する観点から，可

搬式窒素供給装置を用いて原子炉格納容器内へ窒素供給することによって，原

子炉格納容器の破損を防止する。 

なお，本格納容器破損モードの有効性評価を実施する上では，重大事故等対

処設備による原子炉注水機能についても使用できないものと仮定し，原子炉圧

力容器破損に至るものとする。 

 

(3) 格納容器破損防止対策 

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」で想定される事故

シーケンスに対して，ペデスタルのコンクリートの侵食による原子炉圧力容器

の支持機能喪失を防止するため，格納容器代替スプレイ系（可搬型）及びペデ

スタル代替注水系（可搬型）によるペデスタル注水手段を整備する。また，ド

ライウェル機器ドレンサンプ及びドライウェル床ドレンサンプ（以下「ドライ

ウェルサンプ」という。）への溶融炉心の流入を防止し，溶融炉心が原子炉格

納容器バウンダリに接触することを防止するために，ペデスタルにコリウムシ

ールドを設置する。 

また，その後の格納容器圧力及び温度の上昇を抑制する観点から，残留熱代

替除去系による原子炉格納容器除熱手段又は格納容器フィルタベント系によ

る原子炉格納容器除熱手段を整備する。なお，これらの原子炉圧力容器破損以

降の格納容器過圧・過温に対応する手順及び重大事故等対策は「3.1 雰囲気

圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」と同じである。 
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本格納容器破損モードに至るまでの事象進展への対応，本格納容器破損モー

ドによる原子炉格納容器の破損防止及び原子炉格納容器の破損を防止した以

降の対応を含めた一連の重大事故等対策の概要は，「3.2 高圧溶融物放出／

格納容器雰囲気直接加熱」の 3.2.1(3)のａ.からｋ.に示している。このうち，

本格納容器破損モードに対する重大事故等対策は，「3.2 高圧溶融物放出／

格納容器雰囲気直接加熱」の 3.2.1(3)に示すｇ.からｊ.である。 

本格納容器破損モードに至るまでの事象進展への対応，本格納容器破損モー

ドによる原子炉格納容器の破損防止及び原子炉格納容器の破損を防止した以

降の対応を含めた一連の重大事故等対策の概略系統図は「3.2 高圧溶融物放

出／格納容器雰囲気直接加熱」に示す第 3.2.1-1(1)図から第 3.2.1-1(4)図で

ある。このうち，本格納容器破損モードに対する重大事故等対策の概略系統図

は「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」に示す第 3.2.1-1(2)図

から第 3.2.1-1(4)図である。本格納容器破損モードに対応する手順及び必要

な要員と作業項目は「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」と同

じである。 

 

3.5.2 格納容器破損防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本格納容器破損モードを評価する上で選定した評価事故シーケンスは，「1．

2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，プラント損傷状態をＴ

ＱＵＶとし，事象進展が早く炉心損傷までの時間余裕の観点で厳しい過渡事象

を起因事象とし，逃がし安全弁再閉失敗を含まない「過渡事象＋高圧炉心冷却

失敗＋低圧炉心冷却失敗＋炉心損傷後の原子炉注水（重大事故等対策を含む）

失敗＋デブリ冷却失敗」である。ここで，逃がし安全弁再閉失敗を含まない事

故シーケンスとした理由は，プラント損傷状態がＴＱＵＶであるため，事故対

応に及ぼす逃がし安全弁再閉の成否の影響は小さいと考え，発生頻度の観点で

大きい事故シーケンスを選定したためである。 

また，「1.2.2.1(3)e.溶融炉心・コンクリート相互作用」に示すとおり，プ

ラント損傷状態の選定では，ＬＯＣＡとＴＱＵＶを比較し，ＬＯＣＡの場合は

ペデスタルに原子炉冷却材が流入することで溶融炉心・コンクリート相互作用

が緩和される可能性等を考慮し，より厳しいと考えられるＴＱＵＶを選定した。 

また，本評価事故シーケンスにおいては，電源の復旧，注水機能の確保等，

必要となる事故対処設備が多く，格納容器への注水・除熱を実施するまでの対

応時間を厳しく評価する観点から，全交流動力電源喪失の重畳を考慮する。 

なお，本評価事故シーケンスは，「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直

接加熱」及び「3.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」において

有効性を評価したシーケンスと同様のシーケンスである。本格納容器破損モー

ド及び「3.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」ではプラント損

傷状態をＴＱＵＶとし，「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」で

はプラント損傷状態をＴＱＵＸとしており，異なるプラント損傷状態を選定し

ている。しかしながら，どちらのプラント損傷状態であっても原子炉水位が燃

料棒有効長底部から燃料棒有効長の 20％上の位置に到達した時点で逃がし安

全弁の手動開操作によって原子炉減圧する手順であり，原子炉減圧以降も，溶

融炉心の挙動に従って一連の流れで生じる各格納容器破損モードを，定められ

た一連の手順に従って防止することとなる。このことから，これらの格納容器
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破損モードについては同様のシーケンスで評価する。 

本評価事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒内温度変化，燃料

棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変化，気液

分離（水位変化）・対向流，炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーシ

ョン，構造材との熱伝達，下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達，原子炉圧力容

器破損，原子炉圧力容器内ＦＰ挙動，炉心損傷後の原子炉格納容器におけるペ

デスタル床面での溶融炉心の拡がり，原子炉圧力容器外ＦＣＩ（溶融炉心細粒

化），原子炉圧力容器外ＦＣＩ（デブリ粒子熱伝達），溶融炉心とペデスタルプ

ール水との伝熱，溶融炉心とコンクリートの伝熱並びにコンクリート分解及び

非凝縮性ガス発生が重要現象となる。 

よって，これらの現象を適切に評価することが可能であり，原子炉圧力容器

内及び原子炉格納容器内の熱水力モデルを備え，かつ，炉心損傷後のシビアア

クシデント特有の溶融炉心挙動に関するモデルを有するシビアアクシデント

総合解析コードＭＡＡＰによりペデスタルの床面及び壁面のコンクリートの

侵食量等の過渡応答を求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本評価

事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラ

メータに与える影響及び操作時間余裕を評価する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本評価事故シーケンスの有効性評価の条件は，「3.2 高圧溶融物放出／格納

容器雰囲気直接加熱」の条件と同じである。また，初期条件の初期酸素濃度並

びに事故条件の水素ガス及び酸素ガスの発生については，「3.4 水素燃焼」と

同じである。 

 

(3) 有効性評価の結果 

本評価事故シーケンスにおける原子炉圧力及び原子炉水位（シュラウド内外

水位）の推移を第 3.5.2－1(1)図及び第 3.5.2－1(2)図に，格納容器圧力，格

納容器温度，ドライウェル及びサプレッション・チェンバ気相濃度（ウェット

条件，ドライ条件），サプレッション・プール水位，ペデスタル水位並びに溶

融炉心・コンクリート相互作用によるペデスタル床面及び壁面のコンクリート

侵食量の推移を第 3.5.2－1(3)図から第 3.5.2－1(11)図に示す。 

 

ａ．事象進展 

事象進展は「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」と同じであ

る。 

 

ｂ．評価項目等 

ペデスタルにコリウムシールドを設置するとともに，溶融炉心落下前のペ

デスタルへの水張り及び溶融炉心落下後のペデスタルへの注水の継続によ

って，コンクリート侵食量はペデスタルの床面で０m，壁面で約 0.04m に抑

えられ，ペデスタルの溶融炉心は適切に冷却される。また，ＭＡＡＰコード

による評価において，コリウムシールドと溶融炉心の接触面温度は 2,100℃

未満であり，ペデスタル床面に設置したコリウムシールドの侵食は生じない。 

ペデスタル壁面のコンクリート侵食に対しては，コンクリート侵食が約
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1.6m 厚さの内側鋼板及びコンクリート部を貫通して外側鋼板まで到達しな

い限り，原子炉圧力容器の支持機能を維持できる。評価の結果，ペデスタル

壁面のコンクリート侵食量は約 0.04mに抑えられ，原子炉圧力容器の支持機

能を維持できる。 

ペデスタル床面のコンクリート侵食に対しては，ペデスタルの床面以下の

コンクリート厚さが約４mであり，ペデスタル床面のコンクリート侵食量は

０mであるため，原子炉圧力容器の支持機能を維持できる。 

また，溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガスの発生は，ペデ

スタル壁面についてはコンクリートの侵食量が約 0.04mであるため，約 11kg 

の可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガスが発生するが，ジルコニウム－水反

応によって約 423kg の水素ガスが発生することを考慮すると，溶融炉心・コ

ンクリート相互作用による可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガスの発生が

格納容器圧力に与える影響は小さい。このため，溶融炉心・コンクリート相

互作用による可燃性ガスの発生が格納容器圧力に与える影響は小さい。 

なお，ペデスタルへの溶融炉心落下後の本評価における水素濃度は，サプ

レッション・チェンバにおいて，ウェット条件で約 9.9vol％以上，ドライ条

件で約 24.7vol％以上となり，ドライ条件においては 13vol％を上回る。一

方，酸素濃度は水の放射線分解によって徐々に上昇するものの，事象発生か

ら７日後（168 時間後）においても酸素濃度はウェット条件で約 1.6vol％，

ドライ条件で約 2.5vol％であり，可燃限界である５vol％を下回る。溶融炉

心・コンクリート相互作用によって，可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガス

が発生するが，ジルコニウム－水反応によって発生する水素ガスも考慮する

と，原子炉格納容器内に存在する可燃性ガスとしては水素ガスが支配的であ

り，一酸化炭素の影響は無視できる。溶融炉心・コンクリート相互作用では

酸素ガスは発生しないため，溶融炉心・コンクリート相互作用により発生す

る可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガスを考慮することは原子炉格納容器

内の酸素濃度を下げる要因となり，上記の酸素濃度（ウェット条件で

1.6vol％，ドライ条件で 2.5vol％）以下になるものと考えられる。このため，

原子炉格納容器内での可燃性ガスの燃焼が発生するおそれはない。 

その後は，ペデスタルに崩壊熱相当に余裕を見た流量でのペデスタル注水

を行い，また，残留熱代替除去系による原子炉格納容器除熱を継続して行う

ことで，安定状態を維持できる。 

（添付資料 3.5.1） 

本評価では，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す

(8)の評価項目について，ペデスタル床面及び壁面のコンクリート侵食量※1

をパラメータとして対策の有効性を確認した。なお，「1.2.2.2 有効性を確

認するための評価項目の設定」に示す(4)及び(5)の評価項目の評価結果につ

いては「3.2 高圧溶融物放出/格納容器雰囲気直接加熱」及び「3.3 原子炉

圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」にて評価項目を満足することを確

認している。 

※１ 溶融炉心が適切に冷却されることについても，原子炉格納容器の構造

部材の支持機能が維持される範囲でペデスタル床面及び壁面のコンク

リートの侵食が停止することで確認した。 

なお，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(6)の評

価項目については「3.4 水素燃焼」において，(7)の評価項目については「3.1 
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雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」において，

それぞれ選定された評価事故シーケンスに対して対策の有効性を確認して

いるが，溶融炉心がペデスタルに落下した場合については，本評価において，

「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(6)及び(7)の評

価項目について対策の有効性を確認できる。 

 

3.5.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時

間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評

価するものとする。 

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」では，重大事故等対

処設備を含むすべての原子炉注水機能が喪失して炉心損傷及び原子炉圧力容器の

破損に至り，溶融炉心がペデスタルへ落下してコンクリートを侵食することが特

徴である。 

また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，事象進展に有意な影響を与

えると考えられる操作として，溶融炉心落下前の格納容器代替スプレイ系（可搬

型）による水張り操作及び溶融炉心落下後のペデスタル代替注水系（可搬型）に

よるペデスタルへの注水操作とする。 

本評価事故シーケンスの有効性評価における現象の不確かさとしては，溶融炉

心の粒子化，溶融炉心の拡がり，デブリから水への熱伝達，コンクリート種類が

挙げられる。 

本評価事故シーケンスの評価では，水による拡がり抑制に対して溶融炉心の拡

がりを抑制した場合，及び，デブリ上面の性状に対して上面熱流束を変化させた

場合の影響評価を実施する。なお，溶融炉心の粒子化の不確かさに対してエント

レインメント係数を変化させた場合，コンクリート種類に対して壁方向と床方向

の熱分配を変化させた場合の本格納容器破損モードに対する影響は小さいことを

確認している。これらの影響評価に加え，溶融炉心落下時の崩壊熱の影響を確認

する観点から原子炉圧力容器破損時の崩壊熱が大きくなるよう起因事象を大破断

ＬＯＣＡとした場合の影響評価を実施する。 

これらの影響評価の結果，運転員等操作時間に与える影響はなく，評価項目と

なるパラメータに与える影響として，原子炉圧力容器の支持機能を維持できるこ

とを確認している。 

また，原子炉圧力容器下鏡温度を監視し，300℃に到達した時点（事象発生から

約 3.1 時間後）でペデスタルへの初期水張りを行い，ペデスタルへの溶融炉心の

落下に対しては，ペデスタルの雰囲気温度，格納容器圧力等を監視することによ

って，原子炉圧力容器破損を認知し，ペデスタルへの注水を行うといった徴候を

捉えた対応によって，溶融炉心を確実に冷却できることを確認している。 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本評価事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う重要現象とは，

「1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すとおりであ

り，それらの不確かさの影響評価は以下のとおりである。 

 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化及び
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燃料被覆管変形の不確かさとして，炉心ヒートアップに関するモデルは，Ｔ

ＭＩ事故についての再現性及びＣＯＲＡ実験についての再現性を確認して

いる。炉心ヒートアップの感度解析（ジルコニウム－水反応速度の係数につ

いての感度解析）では，炉心溶融時間及び炉心下部プレナムへの溶融炉心移

行の開始時間に対する感度は数分程度であり，影響は小さいことを確認して

いる。本評価事故シーケンスでは，原子炉圧力容器下鏡温度が 300℃に到達

した時点でペデスタルへの初期水張り操作，原子炉圧力容器破損時点でペデ

スタルへの注水操作を実施するが，炉心下部プレナムへの溶融炉心移行の開

始時間の不確かさは小さく，炉心下部プレナムへ溶融炉心が移行した際の原

子炉圧力容器下鏡温度の上昇及び原子炉圧力容器破損時の格納容器圧力上

昇は急峻であることから，原子炉圧力容器下鏡温度及び原子炉圧力容器破損

を操作開始の起点としているペデスタルへの初期水張り操作及び原子炉圧

力容器破損時のペデスタルへの注水操作に係る運転員等操作時間に与える

影響は小さい。 

炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流の不

確かさとして，炉心モデル（炉心水位計算モデル）は，原子炉水位挙動につ

いて，原子炉圧力容器内のモデルが精緻である解析コードＳＡＦＥＲの評価

結果との比較により水位低下幅は解析コードＭＡＡＰの評価結果の方が大

きく，解析コードＳＡＦＥＲに対して保守的であるものの，その差異は小さ

いことを確認していることから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及び構造材との熱

伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モデルはＴＭＩ事故についての再現

性が確認している。また，炉心ノード崩壊のパラメータを低下させた感度解

析により原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいことを確認してい

る。リロケーションの影響を受ける可能性がある操作としては，原子炉圧力

容器下鏡温度が 300℃に到達した時点でのペデスタルへの初期水張り操作が

あるが，炉心下部プレナムへの溶融炉心移行の開始時間の不確かさは小さく，

炉心下部プレナムへ溶融炉心が移行した際の原子炉圧力容器下鏡温度の上

昇は急峻であることから，原子炉圧力容器下鏡温度を操作開始の起点として

いるペデスタルへの初期水張り操作に係る運転員等操作時間に与える影響

は小さい。原子炉圧力容器の破損の影響を受ける可能性がある操作としては，

溶融炉心落下後のペデスタルへの注水操作があるが，原子炉圧力容器破損時

間の不確かさは小さいことから，原子炉圧力容器の破損を起点としているペ

デスタルへの注水操作に係る運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における炉心下部プレナムでの溶融炉心の

熱伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モデルはＴＭＩ事故についての再

現性を確認している。また，炉心下部プレナムと溶融炉心の熱伝達に関する

感度解析により原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいことを確認

している。炉心下部プレナムでの溶融炉心の熱伝達の不確かさの影響を受け

る可能性がある操作としては，原子炉圧力容器下鏡温度が 300℃に到達した

時点でペデスタルへの初期水張り操作があるが，炉心下部プレナムでの溶融

炉心の熱伝達の不確かさは小さいことから，原子炉圧力容器下鏡温度を操作

開始の起点としているペデスタルへの初期水張り操作に係る運転員等操作

時間に与える影響は小さい。原子炉圧力容器破損の影響を受ける可能性があ

る操作としては，溶融炉心落下後のペデスタルへの注水操作があるが，原子
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炉圧力容器破損時間の不確かさは小さいことから，原子炉圧力容器の破損を

起点としているペデスタルへの注水操作に係る運転員等操作時間に与える

影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器破損の不確かさと

して，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損判定に用いる最大ひずみ（し

きい値）に関する感度解析により最大ひずみを低下させた場合に原子炉圧力

容器破損時間が早まることを確認しているが，原子炉圧力容器破損（事象発

生から約 5.4時間後）に対して，十数分早まる程度であり，ペデスタルへの

注水は中央制御室から速やかに実施可能な操作であることから，原子炉圧力

容器破損を操作開始の起点としているペデスタルへの注水操作に係る運転

員等操作時間に与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器内ＦＰ挙動の不確

かさとして，核分裂生成物（ＦＰ）挙動モデルはＰＨＥＢＵＳ－ＦＰ実験解

析により原子炉圧力容器内へのＦＰ放出の開始時間を適切に再現できるこ

とを確認している。ＰＨＥＢＵＳ－ＦＰ実験解析では，燃料被覆管破裂後の

ＦＰ放出について実験結果より急激な放出を示す結果が確認されたが，小規

模体系の模擬性が原因と推測され，実機の大規模な体系においてこの種の不

確かさは小さくなると推定される。本評価事故シーケンスでは，炉心損傷後

の原子炉圧力容器内ＦＰ放出を操作開始の起点としている運転員等操作は

ないことから，運転員等操作に与える影響はない。 

炉心損傷後の原子炉格納容器における溶融燃料－冷却材相互作用の不確

かさとして，溶融炉心の細粒化モデルにおけるエントレインメント係数，デ

ブリ粒子径の感度解析により，原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作

用による圧力スパイクに与える影響は小さいことを確認している。本評価事

故シーケンスでは，原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用による圧

力スパイクを起点とした運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に

与える影響はない。 

炉心損傷後の原子炉格納容器におけるペデスタル床面での溶融炉心の拡

がり及び溶融炉心とペデスタルのプール水の伝熱の不確かさとして，エント

レインメント係数，溶融炉心からのプール水への熱流束及び溶融プール－ク

ラスト間の熱伝達係数がコンクリート侵食量に影響を与えることを確認し

ている。また，コリウムシールド侵食量に対しても影響を与える可能性があ

るが，本評価事故シーケンスでは，コリウムシールド及びコンクリート侵食

を操作開始の起点としている運転員等操作はないことから，運転員等操作時

間に与える影響はない。 

炉心損傷後の原子炉格納容器における溶融炉心とコンクリート伝熱，コン

クリート分解及び非凝縮性ガス発生の不確かさとして，コリウムシールド及

びコンクリートの侵食量への影響が考えられる。本評価事故シーケンスでは，

コリウムシールド及びコンクリート侵食を操作開始の起点としている運転

員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。なお，炉

心損傷後の原子炉格納容器における溶融炉心とコンクリート伝熱，コンクリ

ート分解及び非凝縮性ガス発生の不確かさがコンクリート侵食に与える影

響に関しては，実験解析によりコンクリート侵食量を適切に評価できること

を確認している。また，ＭＡＡＰコードにおける溶融炉心から構造材への伝

熱は材質に依存しないモデルであり，コリウムシールドにも適用可能である。 
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（添付資料 3.5.2） 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化及び

燃料被覆管変形の不確かさとして，炉心ヒートアップに関するモデルは，Ｔ

ＭＩ事故についての再現性及びＣＯＲＡ実験についての再現性を確認して

いる。炉心ヒートアップの感度解析（ジルコニウム－水反応速度の係数につ

いての感度解析）では，炉心溶融時間及び炉心下部プレナムへの溶融炉心移

行の開始時間に対する感度は数分程度であり，影響は小さいことを確認して

いる。本評価事故シーケンスでは，原子炉圧力容器破損時点でペデスタルに

初期水張りが実施されていることから，評価項目となるパラメータに与える

影響は小さい。 

炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流の不

確かさとして，炉心モデル（炉心水位計算モデル）は，原子炉水位挙動につ

いて原子炉圧力容器内のモデルが精緻である解析コードＳＡＦＥＲの評価

結果との比較により，水位低下幅は解析コードＭＡＡＰ の評価結果の方が

大きく，解析コードＳＡＦＥＲに対して保守的であるものの，その差異は小

さいことを確認している。また，原子炉圧力容器破損時点でペデスタルに初

期水張りが実施されていることから，評価項目となるパラメータに与える影

響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及び構造材との熱

伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モデルはＴＭＩ事故についての再現

性を確認している。また，炉心ノード崩壊のパラメータを低下させた感度解

析により，原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいことを確認してい

る。本評価事故シーケンスでは，原子炉圧力容器破損時点でペデスタルに初

期水張りが実施されていることから，評価項目となるパラメータに与える影

響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における炉心下部プレナムでの溶融炉心の

熱伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モデルはＴＭＩ事故についての再

現性を確認している。また，炉心下部プレナムと溶融炉心の熱伝達に関する

感度解析により原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいことを確認

している。本評価事故シーケンスでは，原子炉圧力容器破損時点でペデスタ

ルに初期水張りが実施されていることから，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器破損の不確かさと

して，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損判定に用いる最大ひずみ（し

きい値）に関する感度解析により最大ひずみを低下させた場合に原子炉圧力

容器破損時間が早まることを確認しているが，原子炉圧力容器破損（事象発

生から約 5.4時間後）に対して，早まる時間はわずかであり，破損時間がわ

ずかに早まった場合においても，ペデスタルに初期水張りが実施されている

ことから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器内ＦＰ挙動の不確

かさとして，原子炉圧力容器内ＦＰ挙動と溶融炉心・コンクリート相互作用

による侵食量に関連はないことから，評価項目となるパラメータに与える影

響はない。 

炉心損傷後の原子炉格納容器における溶融燃料－冷却材相互作用の不確
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かさとして，エントレインメント係数の感度解析により溶融炉心の細粒化割

合がコンクリート侵食に与える感度は小さいことを確認しており，また，溶

融炉心の温度に対する感度は小さく，コリウムシールド侵食に与える感度に

ついても同様に小さいことから，評価項目となるパラメータに与える影響は

小さい。 

炉心損傷後の原子炉格納容器におけるペデスタル床面での溶融炉心の拡

がりについて，溶融炉心の拡がりを抑制した場合を想定した感度解析を実施

した。評価の体系として，水中に落下した溶融炉心が初期水張り水深と同じ

高さの円柱を形成し，円柱の上面から水によって除熱されるものとした。た

だし，円柱の側面部分も水に接していることを想定し，上面からの除熱量は

円柱上面の面積に側面の面積を加えた値とした。感度解析の結果，第 3.5.3

－1(1)図に示すとおり，コリウムシールド及びコンクリートの侵食は生じず，

原子炉圧力容器の支持機能を維持できる。また，溶融炉心とペデスタルのプ

ール水の伝熱の不確かさとして，エントレインメント係数，溶融炉心からの

プール水への熱流束及び溶融プール－クラスト間の熱伝達係数の感度解析

を踏まえ，コンクリートの侵食量について支配的な溶融炉心からのプール水

への熱流束についての感度解析を実施した。感度解析の結果，第 3.5.3－1(2)

図に示すとおり，コンクリート侵食量はペデスタルの床面で０m，壁面で約

0.13mに抑えられ，原子炉圧力容器の支持機能を維持できる。なお，本感度

解析では，ペデスタルでの溶融炉心・コンクリート相互作用によって約 41kg 

の可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガスが発生するが，本評価においてもジ

ルコニウム－水反応によって約 422kg の水素ガスが発生することを考慮す

ると，溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガス及びその他の非凝

縮性ガスの発生が格納容器圧力に与える影響は小さい。溶融炉心・コンクリ

ート相互作用による可燃性ガスの発生が，可燃性ガスの燃焼の可能性に及ぼ

す影響について，本評価におけるペデスタルへの溶融炉心落下後の原子炉格

納容器内の水素濃度は，サプレッション・チェンバにおいて，ウェット条件

で約 6.1vol％以上，ドライ条件で約 30.9vol％以上となり，ドライ条件にお

いては 13vol％を上回る。このことから，本感度解析において評価した，溶

融炉心・コンクリート相互作用に伴って発生する可燃性ガスの発生量を本評

価の結果に加えて原子炉格納容器内の気相濃度を評価しても，原子炉格納容

器内での可燃性ガスの燃焼の可能性には影響しない。 

なお，溶融炉心・コンクリート相互作用によって生じる約 41kg の気体の

内訳は，可燃性ガスである水素ガスが約 35kg，一酸化炭素が約６kg，その他

の非凝縮性ガスである二酸化炭素が１kg未満である。ジルコニウム－水反応

によって発生する水素ガスも考慮すると，原子炉格納容器内に存在する可燃

性ガスとしては水素ガスが支配的であり，一酸化炭素の影響は無視できる。 

一方，原子炉格納容器内の酸素濃度については，事象発生から７日後（168

時間後）においてもウェット条件で約 1.5vol％，ドライ条件で約 4.1vol％

であり，可燃限界である５vol％を下回る。溶融炉心・コンクリート相互作

用では酸素ガスは発生しないため，溶融炉心・コンクリート相互作用により

発生する可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガスを考慮することは原子炉格

納容器内の酸素濃度を下げる要因となる。このため，本感度解析ケースの溶

融炉心・コンクリート相互作用に伴って発生する可燃性ガス及びその他の非

凝縮性ガスの発生量を本評価の結果に加えて気相濃度を評価する場合，上記
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の酸素濃度（ウェット条件で 1.5vol％，ドライ条件で 4.1vol％）以下にな

るものと考えられる。このため，原子炉格納容器内での可燃性ガスの燃焼が

発生するおそれはない。 

（添付資料 3.5.2，3.5.3） 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，第 3.2.2-1

表に示すとおりであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件とした場合

の影響を評価する。また，解析条件の設定に当たっては，評価項目となるパ

ラメータに対する余裕が小さくなるような設定があることから，その中で事

象進展に有意な影響を与えると考えられる項目に関する影響評価の結果を

以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度 33GWd/tに対応

したものとしており，その最確条件は平均的燃焼度約 30GWd/tであり，解

析条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，解析条件で設定してい

る崩壊熱よりも小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなり，原子炉圧

力容器の破損に至るまでの事象進展は緩和されるが，操作手順（原子炉圧

力容器下鏡温度に応じてペデスタルへの初期水張り操作を実施すること

及び溶融炉心落下後にペデスタルへの注水操作を開始すること）に変わり

はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の溶融炉心からプールへの熱流束は，解析条件の 800kW/m2相当

（圧力依存あり）に対して最確条件は 800kW/m2相当（圧力依存あり）であ

り，最確条件とした場合は，解析条件と同様であるため，事象進展に与え

る影響はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件のコンクリート以外の構造材の扱いは，解析条件の内側鋼板及

びリブ鋼板は考慮しないことに対して，最確条件はコンクリート以外の構

造材を考慮することであり，解析条件の不確かさとして，最確条件とした

場合には，コンクリートより融点が高い内側鋼板，リブ鋼板の耐熱の効果

により，溶融炉心・コンクリート相互作用によるコンクリート侵食が抑制

されるが，コンクリート侵食量を操作開始の起点としている運転員等操作

はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。また，コリウム

シールドについては，機器条件にて考慮している。 

初期条件の原子炉圧力容器下部及びペデスタル内構造物の扱いは，解析

条件のペデスタルに落下する溶融物とは扱わないことに対して，最確条件

は部分的な溶融が生じ，ペデスタルに落下する可能性があり，解析条件の

不確かさとして，最確条件とした場合は，溶融物の発熱密度が下がるため，

溶融炉心・コンクリート相互作用によるコリウムシールド及びコンクリー

トの侵食は抑制されるが，コリウムシールド及びコンクリートの侵食を操

作開始の起点としている運転員等操作はないことから，運転員等操作時間

に与える影響はない。 

初期条件のペデスタル床面積は，解析条件のペデスタルの床面積に対し

て最確条件はペデスタルの床面積であり，最確条件とした場合は，解析条

件と同様であるため，事象進展に与える影響はないことから，運転員等操
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作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，格納容器空間体積（サ

プレッション・チェンバ）の空間部及び液相部，サプレッション・プール

水位，格納容器圧力及び格納容器温度は，解析条件の不確かさとして，ゆ

らぎにより解析条件に対して変動を与え得るが，事象進展に与える影響は

小さいことから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

事故条件の起因事象は，原子炉圧力容器への給水はできないものとして

給水流量の全喪失を設定しているが，起因事象の違いによって操作手順

（原子炉圧力容器下鏡温度に応じてペデスタルへの初期水張り操作を実

施すること及び原子炉圧力容器破損後にペデスタルへの注水操作を開始

すること）に変わりはないことから，運転員等操作時間に与える影響はな

い。 

機器条件のコリウムシールドの侵食開始温度は，解析条件の 2,100℃に

対して最確条件は 2,100℃であり，最確条件とした場合は，解析条件と同

様であるため，事象進展に影響はないことから，運転員等操作時間に与え

る影響はない。 

（添付資料 3.5.2） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度 33GWd/tに対応

したものとしており，その最確条件は平均的燃焼度約 30GWd/tであり，解

析条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，解析条件で設定してい

る崩壊熱よりも小さくなるため，溶融炉心の持つエネルギが小さくなるこ

とから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。  

初期条件の溶融炉心からプールへの熱流束は，解析条件の 800kW/m2相当

（圧力依存あり）に対して最確条件は 800kW/m2相当（圧力依存あり）であ

り，最確条件とした場合は，解析条件と同様であるため，事象進展に影響

はないことから，評価項目となるパラメータに与える影響はない。コンク

リートの侵食量に対しては，実験で確認されている侵食面における侵食の

不均一性等の影響を確認する観点から，コンクリート侵食量への影響が最

も大きい溶融炉心からプール水への熱流束について，感度解析を実施した。

感度解析の結果，第 3.5.3－1(2)図に示すとおり，コンクリート侵食量は

ペデスタルの床面で０m，壁面で約 0.13m に抑えられることから，原子炉

圧力容器の支持機能を維持できることを確認した。なお，本感度解析では，

ペデスタルでの溶融炉心・コンクリート相互作用によって約 41kg の可燃

性ガス及びその他の非凝縮性ガスが発生するが，本評価においてもジルコ

ニウム－水反応によって約 422kgの水素ガスが発生することを考慮すると，

溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガス及びその他の非凝縮性

ガスの発生が格納容器圧力に与える影響は小さい。 

溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガスの発生が，可燃性ガ

スの燃焼の可能性に及ぼす影響について，本感度解析におけるペデスタル

への溶融炉心落下後の原子炉格納容器内の水素濃度は，サプレッション・

チェンバにおいて，ウェット条件で約 6.1vol％以上，ドライ条件で約

30.9vol％以上となり，ドライ条件においては 13vol％を上回る。このこと

から，本感度解析において評価した，溶融炉心・コンクリート相互作用に

よって発生する可燃性ガスの発生量を本評価の結果に加えて原子炉格納
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容器内の気相濃度を評価しても，原子炉格納容器内での可燃性ガスの燃焼

の可能性には影響しない。なお，溶融炉心・コンクリート相互作用によっ

て生じる約 41kg の気体の内訳は，可燃性ガスである水素が約 35kg，一酸

化炭素が約６kg，その他の非凝縮性ガスである二酸化炭素が１kg未満であ

る。ジルコニウム－水反応によって発生する水素ガスも考慮すると，原子

炉格納容器内に存在する可燃性ガスとしては水素ガスが支配的であり，一

酸化炭素の影響は無視できる。 

一方，原子炉格納容器内の酸素濃度については，事象発生から７日後

（168 時間後）においてもウェット条件で約 1.5vol％，ドライ条件で約

4.1vol％であり，可燃限界である５vol％を下回る。溶融炉心・コンクリ

ート相互作用では酸素ガスは発生しないため，溶融炉心・コンクリート相

互作用により発生する可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガスを考慮する

ことは原子炉格納容器内の酸素濃度を下げる要因となる。このため，本感

度解析ケースの溶融炉心・コンクリート相互作用によって発生する可燃性

ガス及びその他の非凝縮性ガスの発生量を本評価の結果に加えて気相濃

度を評価する場合，上記の酸素濃度（ウェット条件で 1.5vol％，ドライ条

件で 4.1vol％）以下になるものと考えられる。このため，原子炉格納容器

内での可燃性ガスの燃焼が発生するおそれはない。 

初期条件のコンクリート以外の構造材の扱いは，解析条件の内側鋼板及

びリブ鋼板は考慮しないことに対して最確条件はコンクリート以外の構

造材を考慮することであり，解析条件の不確かさとして，最確条件とした

場合は，コンクリートより融点が高い内側鋼板，リブ鋼板の耐熱の効果に

より，溶融炉心・コンクリート相互作用によるコンクリート侵食が抑制さ

れることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。ま

た，コリウムシールドについては，機器条件にて考慮している。 

初期条件の原子炉圧力容器下部の構造物の扱いは，解析条件のペデスタ

ルに落下する溶融物とは扱わないことに対して最確条件は部分的な溶融

が生じ，ペデスタルに落下する可能性があり，解析条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，溶融物の発熱密度が下がるため，溶融炉心・コン

クリート相互作用によるコリウムシールド及びコンクリートの侵食は抑

制されることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件のペデスタル床面積は，解析条件のペデスタルの床面積に対し

て最確条件はペデスタルの床面積であり，最確条件とした場合は，解析条

件と同様であるため，事象進展に与える影響はないことから，評価項目と

なるパラメータに与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，格納容器空間体積（サ

プレッション・チェンバ）の空間部及び液相部，サプレッション・プール

水位，格納容器圧力及び格納容器温度は，解析条件の不確かさとして，ゆ

らぎにより解析条件に対して変動を与え得るが，事象進展に与える影響は

小さいことから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

事故条件について，溶融炉心・コンクリート相互作用によるコンクリー

ト侵食量を評価するにあたり，溶融炉心落下時の崩壊熱の影響を確認する

観点から感度解析を実施した。感度解析は，原子炉水位の低下の観点でよ

り厳しい事象であるＬＯＣＡ等の原子炉冷却材圧力バウンダリ喪失を仮

定し，事故シーケンスを「大破断ＬＯＣＡ＋ＥＣＣＳ注水機能喪失」とし，
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本評価事故シーケンスの解析条件と同様，電源の有無に係らず重大事故等

対処設備による原子炉注水機能についても使用出来ないものと仮定した。

この場合，事象発生直後から原子炉冷却材が原子炉格納容器内に流出する

ため，原子炉水位の低下が早く，原子炉圧力容器破損までの時間は約 3.3

時間となる。 

その結果，第 3.5.3－1(3)図に示すとおり，コンクリート侵食量はペデ

スタルの床面で０m，壁面では約 0.04m に抑えられ，原子炉圧力容器の支

持機能を維持できることを確認した。また，コンクリートの侵食量が僅か

であることから，本評価における溶融炉心・コンクリート相互作用による

可燃性ガスの発生量は原子炉格納容器内の気相濃度に及ぼす影響を与え

ない。このため，溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガスの蓄

積及び燃焼による格納容器圧力への影響はなく，原子炉格納容器内の気体

組成の推移は「3.5.2(3)b 評価項目等」と同じとなる。なお，本評価にお

けるペデスタルへの溶融炉心落下後の水素濃度は，ドライウェルにおいて，

ウェット条件で約 0.1vol％以上，ドライ条件で約 24.8vol％以上となり，

ドライ条件においては 13vol％を上回る。一方，酸素濃度は事象発生から

7 日後（168 時間後）においてもウェット条件で約 2.4vol％，ドライ条件

で約 2.9vol％であり，可燃限界である 5vol％を下回ることから，原子炉

格納容器内での可燃性ガスの燃焼が発生するおそれはない。 

機器条件のコリウムシールドの侵食開始温度は，解析条件の 2,100℃に

対して最確条件は 2,100℃であり，最確条件とした場合は，解析条件と同

様であるため，事象進展に影響はないことから，評価項目となるパラメー

タに与える影響はない。 

（添付資料 3.5.2，3.5.3） 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，「要員配置」，「移

動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の６要因

に分類し，これらの要因が，運転員等操作時間に与える影響を評価する。ま

た，運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータに与える影

響を評価し，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の溶融炉心落下前の格納容器代替スプレイ系（可搬型）による

水張り操作は，解析上の操作時間として原子炉圧力容器下鏡温度が 300℃

に到達した時点を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，

原子炉圧力容器下鏡温度が 300℃に到達するまでに事象発生から約 3.1 時

間の時間余裕があり，また，ペデスタルの水張り操作は原子炉圧力容器下

鏡温度を監視しながら溶融炉心の炉心下部プレナムへの移行を判断し，水

張り操作を実施するため，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等

であり，操作開始時間に与える影響は小さいことから，運転員等操作時間

に与える影響も小さい。当該操作は，解析コード及び解析条件（操作条件

を除く）の不確かさにより操作開始時間は遅れる可能性があるが，当該操

作に対応する運転員，対策要員に他の並列操作はなく，また，現場操作に

おける評価上の所要時間には余裕を見込んで算定していることから，他の

操作に与える影響はない。 
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操作条件のペデスタル代替注水系（可搬型）による溶融炉心落下後の 

ペデスタルへの注水操作は，解析上の操作開始時間として原子炉圧力容器

破損後（事象発生から約 5.4時間後）を設定している。運転員等操作時間

に与える影響として，原子炉圧力容器破損までに事象発生から約 5.4時間

の時間余裕があり，また，溶融炉心落下後にペデスタル注水が行われなか

った場合でも，溶融炉心落下前に張られた水が蒸発するまでには約 1.4時

間の時間余裕がある。溶融炉心落下後のペデスタルへの注水操作はペデス

タル温度，格納容器圧力等の傾向を監視しながら原子炉圧力容器破損を判

断して実施することとしており，実態の操作開始時間は解析上の設定とほ

ぼ同等であるため，操作開始時間に与える影響は小さいことから，運転員

等操作時間に与える影響も小さい。 

（添付資料 3.5.2） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の溶融炉心落下前の格納容器代替スプレイ系（可搬型）による 

水張り操作は，運転員等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時

間は解析上の設定とほぼ同等であることから，評価項目となるパラメータ

に与える影響は小さい。 

操作条件の溶融炉心落下後のペデスタルへのペデスタル代替注水系 

（可搬型）による注水操作は，運転員等操作時間に与える影響として，実

態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であることから，評価項目と

なるパラメータに与える影響は小さい。 

（添付資料 3.5.2） 

 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となる

パラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確

認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の溶融炉心落下前の格納容器代替スプレイ系（可搬型）による水張

り操作については，原子炉圧力容器下鏡温度が 300℃に到達するまでの時間は

事象発生から約 3.1時間あり，ペデスタルへの注水操作は原子炉圧力容器下鏡

温度の上昇傾向を監視しながらあらかじめ準備が可能である。また，溶融炉心

落下前の格納容器代替スプレイ系（可搬型）による水張りは約 1.9時間で完了

することから，水張りを事象発生から約 3.1時間後に開始すると，事象発生か

ら約 5.0時間後に水張りが完了する。事象発生から約 5.0時間後の水張りの完

了から，事象発生から約 5.4時間後の原子炉圧力容器破損までの時間を考慮す

ると，ペデスタルへの注水操作は操作遅れに対して 0.4時間程度の時間余裕が

ある。 

操作条件の溶融炉心落下後のペデスタルへのペデスタル代替注水系（可搬

型）による注水操作については，原子炉圧力容器破損までの時間は事象発生か

ら約 5.4時間あり，また，溶融炉心落下後にペデスタル注水が行われなかった

場合でも，溶融炉心落下前に張られた水が溶融炉心の崩壊熱及びジルコニウム

-水反応による発熱により蒸発するまでには約 1.4時間の時間余裕がある。 

（添付資料 3.5.2） 
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(4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作

時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕

を確認した。その結果，解析コード及び解析条件の不確かさが運転員等操作時

間に与える影響等を考慮した場合においても，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。このほか，評価項目となるパラメータに対して，対策の有

効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

  

3.5.4 必要な要員及び資源の評価 

本評価事故シーケンスは，「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」と

同じであることから，必要な要員及び資源の評価は「3.2.4 必要な要員及び資源

の評価」と同じである。 

 

3.5.5 結論 

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」では，運転時の異常

な過渡変化又は原子炉冷却材喪失事故（ＬＯＣＡ）が発生するとともに，非常用

炉心冷却系等の安全機能の喪失が重畳する。このため，原子炉圧力容器内の溶融

炉心が原子炉格納容器内へ流れ出し，溶融炉心からの崩壊熱や化学反応によって，

ペデスタルのコンクリートが侵食され，原子炉格納容器の構造部材の支持機能を

喪失し，原子炉格納容器の破損に至ることが特徴である。格納容器破損モード「溶

融炉心・コンクリート相互作用」に対する格納容器破損防止対策としては，格納

容器代替スプレイ系（可搬型）及びペデスタル代替注水系（可搬型）によるペデ

スタル注水手段を整備している。また，ペデスタルにコリウムシールドを設置し

ている。 

格納容器破損モード「溶融炉心・コンクリート相互作用」の評価事故シーケン

ス「過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋炉心損傷後の原子炉注水

（重大事故等対策を含む）失敗＋デブリ冷却失敗」について，有効性評価を行っ

た。 

上記の場合においても，格納容器代替スプレイ系（可搬型）及びペデスタル代

替注水系（可搬型）によるペデスタル注水を実施することにより，溶融炉心の冷

却が可能である。その結果，溶融炉心・コンクリート相互作用によってコンクリ

ート侵食量はペデスタル床面で０m，壁面で約 0.04mに抑えられ，原子炉圧力容器

の支持機能を維持できる。また，安定状態を維持できる。 

（添付資料 3.5.3） 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間

に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策

の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余裕について確認した結果，操

作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，緊急時対策要員にて確保可能である。また，

必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

以上のことから，格納容器代替スプレイ系（可搬型）及びペデスタル代替注水

系（可搬型）によるペデスタルへの注水等の格納容器破損防止対策は，選定した

評価事故シーケンスに対して有効であることが確認でき，格納容器破損モード「溶

融炉心・コンクリート相互作用」に対して有効である。 
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第 3.5.2－1(1)図 原子炉圧力の推移 
 

 
 

第 3.5.2－1(2)図 原子炉水位(シュラウド内外水位) の推移 
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第 3.5.2－1(3)図 格納容器圧力の推移 

 

 
 

第 3.5.2－1(4)図 格納容器温度の推移 
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第 3.5.2－1(5)図 ドライウェルの気相濃度の推移（ウェット条件） 

 

 
 

第 3.5.2－1(6)図 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移(ウェット条件) 
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第 3.5.2－1(7)図 ドライウェルの気相濃度の推移（ドライ条件） 

 

 
 

第 3.5.2－1(8)図 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移（ドライ条件） 
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第 3.5.2－1(9)図 サプレッション・プール水位の推移 

 

 
 

第 3.5.2－1(10)図 ペデスタル水位の推移 
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第 3.5.2－1(11)図 ペデスタル床面及び壁面のコンクリート侵食量の推移 

 

 
 

第 3.5.3－1(1)図 ペデスタル床面及び壁面のコンクリート侵食量の推移 
（溶融炉心の拡がりを抑制した場合） 
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第 3.5.3－1(2)図 ペデスタル床面及び壁面のコンクリート侵食量の推移 
（溶融炉心からプール水への熱流束を保守的に考慮する場合） 

 

 
 

第 3.5.3－1(3)図 ペデスタル床面及び壁面のコンクリート侵食量の推移 
（溶融炉心の崩壊熱を保守的に考慮する場合） 
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添付資料 3.5.1 

 

安定状態について（溶融炉心・コンクリート相互作用） 

 

溶融炉心・コンクリート相互作用時の安定状態については以下のとおり。 

原子炉格納容器安定状態：溶融炉心・コンクリート相互作用によるペデスタル床

面及び壁面の侵食が停止し，侵食の停止を継続するた

めの設備がその後も機能維持できると判断され，かつ，

必要な要員の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定さ

れる事象悪化のおそれがない場合，安定状態が確立さ

れたものとする。 

【安定状態の確立について】 

原子炉格納容器安定状態の確立について 

ペデスタル代替注水系（可搬型）によるペデスタルへの崩壊熱相当量の注水を継

続することにより，溶融炉心・コンクリート相互作用によるペデスタル床面及び

壁面の侵食の停止を維持でき，原子炉格納容器安定状態が確立される。 

また，重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必要な水源，燃

料及び電源を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

残留熱代替除去系を用いて又は残留熱除去系機能を復旧して除熱を行うことによ

り，安定状態後の更なる除熱が可能となる。 

安定状態後の措置に関する具体的な要件は以下のとおり。 

① 原子炉格納容器除熱機能として残留熱代替除去系の使用又は残留熱除去系の

復旧による冷却への移行 

② 原子炉格納容器内の水素・酸素濃度の制御を目的とした可燃性ガス濃度制御系

の復旧及び原子炉格納容器内への窒素ガス封入（パージ） 

③ 上記の安全機能の維持に必要な電源（外部電源），冷却水系等の復旧 

④ 長期的に維持される原子炉格納容器の状態（温度・圧力）に対し，適切な地震

力に対する原子炉格納容器の頑健性の確保 

（添付資料 2.1.1 別紙 1） 

 



 

解
析
コ
ー
ド
及
び
解
析
条
件
の
不
確
か
さ
の
影
響
評
価
に
つ
い
て
（
溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
相
互
作
用
）
 

表
１
 
解
析
コ
ー
ド
に
お
け
る
重
要
現
象
の
不
確
か
さ
が
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
相
互
作
用
）
（
１
／
３
）
 

【
Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ
】
 

分
類

 
重
要
現
象

 
解
析
モ
デ
ル

 
不
確
か
さ

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 

炉
心

 

崩
壊
熱

 

炉
心
モ
デ
ル
（
原

子
炉

出
力

及
び

崩
壊
熱
）

 

入
力
値
に
含
ま
れ
る
。

 
「
解
析
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ

ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
」
に
て
確
認

 

「
解
析
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作

時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
」

に
て
確
認

 

燃
料

棒
内

温
度
変
化

 

炉
心

モ
デ

ル

（
炉
心

熱
水
力

モ
デ
ル
）

 

溶
融
炉

心
の
挙

動
モ
デ

ル
（
炉

心
ヒ
ー

ト
ア
ッ

プ
）

 

Ｔ
Ｍ
Ｉ
事
故
解
析
に
お
け
る
炉
心
ヒ
ー
ト
ア
ッ
プ
時
の

水
素
発
生
，
炉
心
領
域
で
の
溶
融
進
展
状
態
に
つ
い
て
，

Ｔ
Ｍ
Ｉ
事
故
分
析
結
果
と
良
く
一
致
す
る
こ
と
を
確
認

し
た
。

 

Ｃ
Ｏ
Ｒ
Ａ
実
験
解
析
に
お
け
る
，
燃
料
被
覆
管
，
制
御
棒

及
び
チ
ャ
ン
ネ
ル
ボ
ッ
ク
ス
の
温
度
変
化
に
つ
い
て
，
測

定
デ
ー
タ
と
良
く
一
致
す
る
こ
と
を
確
認
し
た
。

 

炉
心
ヒ
ー
ト
ア
ッ
プ
速
度
の
増
加
（
燃
料
被
覆
管
酸
化
の

促
進
）
を
想
定
し
，
仮
想
的
な
厳
し
い
振
り
幅
で
は
あ
る

が
，
ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム

-
水
反
応
速
度
の
係
数
を
２
倍
と
し

た
感
度
解
析
に
よ
り
影
響
を
確
認
し
た
。

 

・
Ｔ
Ｑ
Ｕ
Ｖ
，
大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
シ
ー
ケ
ン
ス
と
も
に
炉

心
溶
融
の
開
始
時
刻
へ
の
影
響
は
小
さ
い
。

 

・
下
部
プ
レ
ナ
ム
へ
の
溶
融
炉
心
移
行
の
開
始
時
刻
は
，

ほ
ぼ
変
化
し
な
い
。

 

炉
心
ヒ
ー
ト
ア
ッ
プ
に
関
す
る
モ
デ
ル
は
，
Ｔ
Ｍ
Ｉ
事
故
に
つ
い
て
の
再
現
性
及
び
Ｃ
Ｏ

Ｒ
Ａ
実
験
に
つ
い
て
の
再
現
性
を
確
認
し
て
い
る
。

 

炉
心
ヒ
ー
ト
ア
ッ
プ
の
感
度
解
析
（
ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
－
水
反
応
速
度
の
係
数
に
つ
い
て
の

感
度
解
析
）
で
は
，
炉
心
溶
融
時
間
及
び
炉
心
下
部
プ
レ
ナ
ム
へ
の
溶
融
炉
心
移
行
の
開

始
時
間
に
対
す
る
感
度
は
数
分
程
度
で
あ
り
，
影
響
は
小
さ
い
こ
と
を
確
認
し
て
い
る
。

 

本
評
価
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
で
は
，
原
子
炉
圧
力
容
器
下
鏡
温
度
が
30
0℃

に
到
達
し
た
時
点

で
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
初
期
水
張
り
操
作
，
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
時
点
で
ペ
デ
ス
タ
ル
へ

の
注
水
操
作
を
実
施
す
る
が
，
炉
心
下
部
プ
レ
ナ
ム
へ
の
溶
融
炉
心
移
行
の
開
始
時
間
の

不
確
か
さ
は
小
さ
く
，
溶
融
炉
心
が
下
部
プ
レ
ナ
ム
へ
溶
融
炉
心
が
移
行
し
た
際
の
原
子

炉
圧
力
容
器
下
鏡
温
度
の
上
昇
は
及
び
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
時
の
格
納
容
器
圧
力
上
昇

は
急
峻
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
原
子
炉
圧
力
容
器
下
鏡
温
度
及
び
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
を

操
作
開
始
の
起
点
と
し
て
い
る
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
初
期
水
張
り
操
作
及
び
原
子
炉
圧
力
容

器
破
損
時
の
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
注
水
操
作
の
開
始
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

炉
心
ヒ
ー
ト
ア
ッ
プ
に
関
す
る
モ
デ
ル
は
，
Ｔ
Ｍ
Ｉ
事
故
に

つ
い
て
の
再
現
性
及
び
Ｃ
Ｏ
Ｒ
Ａ
実
験
に
つ
い
て
の
再
現

性
を
確
認
し
て
い
る
。
炉
心
ヒ
ー
ト
ア
ッ
プ
の
感
度
解
析

（
ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
－
水
反
応
速
度
の
係
数
に
つ
い
て
の
感

度
解
析
）
で
は
，
炉
心
溶
融
時
間
及
び
下
部
プ
レ
ナ
ム
へ
の

溶
融
炉
心
移
行
の
開
始
時
間
に
対
す
る
感
度
は
数
分
程
度

で
あ
り
，
影
響
は
小
さ
い
こ
と
を
確
認
し
て
い
る
。

 

本
評
価
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
で
は
，
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
時

点
で
ペ
デ
ス
タ
ル
に
初
期
水
張
り
が
実
施
さ
れ
て
い
る
こ

と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は

小
さ
い
。

 

燃
料

棒
表

面
熱
伝
達

 

燃
料

被
覆

管
酸
化

 

燃
料

被
覆

管
変
形

 

沸
騰
・
ボ
イ

ド
率
変
化

 

炉
心
モ
デ
ル
（
炉

心
水

位
計

算
モ

デ
ル
）

 

Ｔ
Ｑ
Ｕ
Ｘ
シ
ー
ケ
ン
ス
及
び
中
小
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
シ
ー

ケ
ン
ス
に
対
し
て
，
Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ
コ
ー
ド
と
Ｓ
Ａ
Ｆ
Ｅ
Ｒ
コ

ー
ド
の
比
較
を
行
い
，
以
下
の
傾
向
を
確
認
し
た
。

 

・
Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ
コ
ー
ド
で
は
Ｓ
Ａ
Ｆ
Ｅ
Ｒ
コ
ー
ド
で
考
慮
し

て
い
る
Ｃ
Ｃ
Ｆ
Ｌ
を
取
り
扱
っ
て
い
な
い
こ
と
等
か
ら

水
位
変
化
に
差
異
が
生
じ
た
も
の
の
水
位
低
下
幅
は
Ｍ

Ａ
Ａ
Ｐ
コ
ー
ド
の
方
が
保
守
的
で
あ
り
，
そ
の
後
の
注

水
操
作
に
よ
る
燃
料
棒
有
効
長
頂
部
ま
で
の
水
位
回
復

時
刻
は
両
コ
ー
ド
で
同
等
で
あ
る
。

 

原
子
炉
水
位
挙
動
に
つ
い
て
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
モ
デ
ル
が
精
緻
で
あ
る
解
析
コ
ー
ド

Ｓ
Ａ
Ｆ
Ｅ
Ｒ
の
評
価
結
果
と
の
比
較
に
よ
り
水
位
低
下
幅
は
解
析
コ
ー
ド
Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ
の
評

価
結
果
の
方
が
大
き
く
，
解
析
コ
ー
ド
Ｓ
Ａ
Ｆ
Ｅ
Ｒ
に
対
し
て
保
守
的
で
あ
る
も
の
の
，

そ
の
差
異
は
小
さ
い
こ
と
を
確
認
し
て
い
る
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る

影
響
は
小
さ
い
。

 

原
子
炉
水
位
挙
動
に
つ
い
て
原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
モ
デ

ル
が
精
緻
で
あ
る
解
析
コ
ー
ド
Ｓ
Ａ
Ｆ
Ｅ
Ｒ
の
評
価
結
果

と
の
比
較
に
よ
り
，
水
位
低
下
幅
は
解
析
コ
ー
ド
Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ

 

の
評
価
結
果
の
方
が
大
き
く
，
解
析
コ
ー
ド
Ｓ
Ａ
Ｆ
Ｅ
Ｒ
に

対
し
て
保
守
的
で
あ
る
も
の
の
，
そ
の
差
異
は
小
さ
い
こ
と

を
確
認
し
て
い
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー

タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。
ま
た
，
原
子
炉
圧
力
容
器
破

損
時
点
で
ペ
デ
ス
タ
ル
に
初
期
水
張
り
が
実
施
さ
れ
て
い

る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影

響
は
小
さ
い
。

 

気
液

分
離

（
水

位
変

化
）
・
対
向

流
 

添 3.5.2-1 

添付資料 3.5.2 



表
１
 
解
析
コ
ー
ド
に
お
け
る
重
要
現
象
の
不
確
か
さ
が
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
相
互
作
用
）
（
２
／
３
）
 

【
Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ
】
 

分
類

 
重
要
現
象

 
解
析
モ
デ
ル

 
不
確
か
さ

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 

原
子

炉

圧
力

容

器
（
炉
心

損
傷
後
）
 

リ
ロ

ケ
ー

シ
ョ
ン

 

溶
融

炉
心

の
挙

動
モ
デ
ル
（
リ
ロ

ケ
ー
シ
ョ
ン
）

 

・
Ｔ
Ｍ
Ｉ
事
故
解
析
に
お
け
る
炉
心
領
域
で
の
溶
融
進
展

状
態
に
つ
い
て
，
Ｔ
Ｍ
Ｉ
事
故
分
析
結
果
と
良
く
一
致

す
る
こ
と
を
確
認
し
た
。

 

・
リ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
早
ま
る
こ
と
を
想
定
し
，
炉
心
ノ

ー
ド
崩
壊
の
パ
ラ
メ
ー
タ
を
低
下
さ
せ
た
感
度
解
析
に

よ
り
影
響
を
確
認
し
た
。

 

・
Ｔ
Ｍ
Ｉ
，
大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
シ
ー
ケ
ン
ス
と
も
に
，
炉

心
溶
融
時
刻
，
原
子
炉
圧
力
容
器
の
破
損
時
刻
へ
の
影

響
が
小
さ
い
こ
と
を
確
認
し
た
。

 

溶
融
炉
心
の
挙
動
モ
デ
ル
は
Ｔ
Ｍ
Ｉ
事
故
に
つ
い
て
の
再
現
性
を
確
認
し
て
い
る
。
ま
た
，

炉
心
ノ
ー
ド
崩
壊
の
パ
ラ
メ
ー
タ
を
低
下
さ
せ
た
感
度
解
析
よ
り
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損

時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
を
確
認
し
て
い
る
。

 

リ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
影
響
を
受
け
る
可
能
性
が
あ
る
操
作
と
し
て
は
，
原
子
炉
圧
力
容
器

下
鏡
温
度
が

30
0
℃
に
到
達
し
た
時
点
で
の
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
初
期
水
張
り
操
作
が
あ
る

が
，
炉
心
下
部
プ
レ
ナ
ム
へ
の
リ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
開
始
時
間
の
不
確
か
さ
は
小
さ
く
，
溶

融
炉
心
が
炉
心
下
部
プ
レ
ナ
ム
へ
リ
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
し
た
際
の
原
子
炉
圧
力
容
器
下
鏡
温

度
の
上
昇
は
急
峻
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
原
子
炉
圧
力
容
器
下
鏡
温
度
を
操
作
開
始
の
起
点

と
し
て
い
る
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
初
期
水
張
り
操
作
に
係
る
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る

影
響
は
小
さ
い
。

 

原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
の
影
響
を
受
け
る
可
能
性
が
あ
る
操
作
と
し
て
は
，
溶
融
炉
心
落

下
後
の
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
注
水
操
作
が
あ
る
が
，
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
時
間
の
不
確
か

さ
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
を
起
点
と
し
て
い
う
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の

注
水
操
作
に
係
る
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

溶
融
炉
心
の
挙
動
モ
デ
ル
は
Ｔ
Ｍ
Ｉ
事
故
に
つ
い
て
の
再

現
性
を
確
認
し
て
い
る
。
ま
た
，
炉
心
ノ
ー
ド
崩
壊
の
パ
ラ

メ
ー
タ
を
低
下
さ
せ
た
感
度
解
析
に
よ
り
原
子
炉
圧
力
容

器
破
損
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
を
確
認
し
て

い
る
。
本
評
価
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
で
は
，
原
子
炉
圧
力
容
器

破
損
時
点
で
ペ
デ
ス
タ
ル
に
初
期
水
張
り
が
実
施
さ
れ
て

い
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る

影
響
は
小
さ
い
。

 

構
造

材
と

の
熱
伝
達

 

下
部

プ
レ

ナ
ム

で
の

溶
融

炉
心

の
熱
伝
達

 

溶
融

炉
心

の
挙

動
モ
デ
ル
（
下
部

プ
レ

ナ
ム

で
の

溶
融
炉
心
挙
動
）
 

・
Ｔ
Ｍ
Ｉ
事
故
解
析
に
お
け
る
下
部
プ
レ
ナ
ム
の
温
度
挙

動
に
つ
い
て
，
Ｔ
Ｍ
Ｉ
事
故
分
析
結
果
と
良
く
一
致
す

る
こ
と
を
確
認
し
た
。

 

・
下
部
プ
レ
ナ
ム
内
の
溶
融
炉
心
と
上
面
水
プ
ー
ル
と
の

間
の
限
界
熱
流
束
，
下
部
プ
レ
ナ
ム
ギ
ャ
ッ
プ
除
熱
量

に
係
る
係
数
に
対
す
る
感
度
解
析
を
行
い
，
原
子
炉
圧

力
容
器
破
損
時
刻
等
の
事
象
進
展
に
対
す
る
影
響
が
小

さ
い
こ
と
を
確
認
し
た
。

 

溶
融
炉
心
の
挙
動
モ
デ
ル
は
Ｔ
Ｍ
Ｉ
事
故
に
つ
い
て
の
再
現
性
を
確
認
し
て
い
る
。
ま
た
，

炉
心
下
部
プ
レ
ナ
ム
と
溶
融
炉
心
の
熱
伝
達
に
関
す
る
感
度
解
析
に
よ
り
原
子
炉
圧
力
容

器
破
損
時
間
に
与
え
る
影
響
が
小
さ
い
こ
と
を
確
認
し
て
い
る
。

 

炉
心
下
部
プ
レ
ナ
ム
で
の
溶
融
炉
心
の
熱
伝
達
の
不
確
か
さ
の
影
響
を
受
け
る
可
能
性
が

あ
る
操
作
と
し
て
は
，
原
子
炉
圧
力
容
器
下
鏡
温
度
が
30
0℃

に
到
達
し
た
時
点
で
の
ペ
デ

ス
タ
ル
へ
の
初
期
水
張
り
操
作
が
あ
る
が
，
炉
心
下
部
プ
レ
ナ
ム
で
の
溶
融
炉
心
の
熱
伝

達
の
不
確
か
さ
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
原
子
炉
圧
力
容
器
下
鏡
温
度
を
操
作
開
始
の
起
点

と
し
て
い
る
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
初
期
水
張
り
操
作
の
開
始
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
の
影
響
を
受
け
る
可
能
性
が
あ
る
操
作
と
し
て
は
，
溶
融
炉
心
落

下
後
の
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
注
水
操
作
が
あ
る
が
，
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
時
間
の
不
確
か

さ
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
を
起
点
と
し
て
い
る
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の

注
水
操
作
に
係
る
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

溶
融
炉
心
の
挙
動
モ
デ
ル
は
Ｔ
Ｍ
Ｉ
事
故
に
つ
い
て
の
再

現
性
を
確
認
し
て
い
る
。
ま
た
，
炉
心
下
部
プ
レ
ナ
ム
と
溶

融
炉
心
の
熱
伝
達
に
関
す
る
感
度
解
析
に
よ
り
原
子
炉
圧

力
容
器
破
損
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
を
確
認

し
て
い
る
。
本
評
価
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
で
は
，
原
子
炉
圧
力

容
器
破
損
時
点
で
ペ
デ
ス
タ
ル
に
初
期
水
張
り
が
実
施
さ

れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与

え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

原
子

炉
圧

力
容

器
破

損
 

溶
融
炉
心
の
挙

動
モ
デ
ル
（
原
子

炉
圧
力
容
器
破

損
モ
デ
ル
）

 

原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
に
影
響
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
し

て
，
制
御
棒
駆
動
機
構
ハ
ウ
ジ
ン
グ
溶
接
部
の
破
損
判
定

に
用
い
る
最
大
ひ
ず
み
（
し
き
い
値
）
を
パ
ラ
メ
ー
タ
と

し
た
感
度
解
析
を
行
い
，
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
時
刻
が

約
13
分
早
ま
る
こ
と
を
確
認
し
た
。
た
だ
し
，
仮
想
的
な

厳
し
い
条
件
に
基
づ
く
解
析
結
果
で
あ
り
，
実
機
に
お
け

る
解
析
へ
の
影
響
は
十
分
小
さ
い
と
判
断
さ
れ
る
。

 

制
御
棒
駆
動
機
構
ハ
ウ
ジ
ン
グ
溶
接
部
の
破
損
判
定
に
用
い
る
最
大
ひ
ず
み
（
し
き
い

値
）
に
関
す
る
感
度
解
析
よ
り
最
大
ひ
ず
み
を
低
下
さ
せ
た
場
合
に
原
子
炉
圧
力
容
器

破
損
時
間
が
早
ま
る
こ
と
を
確
認
し
て
い
る
が
，
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
（
事
象
発
生

か
ら
5.
4
時
間
後
）
に
対
し
て
，
十
数
分
早
ま
る
程
度
で
あ
り
，
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
注
水

は
中
央
制
御
室
か
ら
速
や
か
に
実
施
可
能
な
操
作
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
原
子
炉
圧
力
容

器
破
損
を
操
作
開
始
の
起
点
と
し
て
い
る
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
注
水
操
作
に
係
る
運
転
員

等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

制
御
棒
駆
動
機
構
ハ
ウ
ジ
ン
グ
溶
接
部
の
破
損
判
定
に
用

い
る
最
大
ひ
ず
み
（
し
き
い
値
）
に
関
す
る
感
度
解
析
よ
り

最
大
ひ
ず
み
を
低
下
さ
せ
た
場
合
に
原
子
炉
圧
力
容
器
破

損
（
事
象
発
生
か
ら
約

5.
4
時
間
後
）
に
対
し
て
，
早
ま
る

時
間
は
わ
ず
か
で
あ
り
，
破
損
時
間
が
わ
ず
か
に
早
ま
っ
た

場
合
に
お
い
て
も
，
ペ
デ
ス
タ
ル
に
初
期
水
張
り
が
実
施
さ

れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与

え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

原
子

炉
圧

力
容

器
内

Ｆ
Ｐ
挙
動

 

核
分
裂
生
成
物

（
Ｆ
Ｐ
）
挙
動

モ
デ
ル

 

Ｐ
Ｈ
Ｅ
Ｂ
Ｕ
Ｓ

-
Ｆ
Ｐ
実
験
解
析
に
よ
り
，
Ｆ
Ｐ
放
出
の

開
始
時
間
を
良
く
再
現
で
き
て
い
る
も
の
の
，
燃
料
被
覆

管
温
度
を
高
め
に
評
価
す
る
こ
と
に
よ
り
，
急
激
な
Ｆ
Ｐ

放
出
を
示
す
結
果
と
な
っ
た
。
た
だ
し
，
こ
の
原
因
は
実

験
の
小
規
模
な
炉
心
体
系
の
模
擬
に
よ
る
も
の
で
あ
り
，

実
機
の
大
規
模
な
体
系
に
お
い
て
こ
の
種
の
不
確
か
さ

は
小
さ
く
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。

 

本
評
価
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
で
は
，
炉
心
損
傷
後
の
原
子
炉
圧
力
容
器
内
Ｆ
Ｐ
放
出
を
操
作

開
始
の
起
点
と
し
て
い
る
運
転
員
等
操
作
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与

え
る
影
響
は
な
い
。

 

原
子
炉
圧
力
容
器
内
Ｆ
Ｐ
挙
動
と
溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ

ー
ト

相
互
作

用
に
よ

る
侵
食

量
に

関
連
は

な
い

こ
と
か

ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な

い
。
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表
１
 
解
析
コ
ー
ド
に
お
け
る
重
要
現
象
の
不
確
か
さ
が
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
相
互
作
用
）
（
３
／
３
）
 

【
Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ
】
 

分
類

 
重
要
現
象

 
解
析
モ
デ
ル

 
不
確
か
さ

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 

原
子

炉
格

納
容

器

（
炉

心
損

傷
後
）

 

原
子
炉
圧
力
容
器
外
Ｆ
Ｃ

Ｉ
（
溶
融
炉
心
細
粒
化
）

 

溶
融

炉
心

の

挙
動
モ
デ
ル

 

（
格

納
容

器

下
部

で
の

溶

融
炉

心
の

挙

動
）

 

原
子
炉
圧
力
容
器
外
Ｆ
Ｃ
Ｉ
現
象
に
関
す
る
項
目
と
し
て
エ

ン
ト
レ
イ
ン
メ
ン
ト
係
数
及
び
デ
ブ
リ
粒
子
径
を
パ
ラ
メ
ー

タ
と
し
て
感
度
解
析
を
行
い
，
原
子
炉
圧
力
容
器
外
Ｆ
Ｃ
Ｉ
に

よ
っ
て
生
じ
る
圧
力
ス
パ
イ
ク
へ
の
感
度
が
小
さ
い
こ
と
を

確
認
し
た
。

 

本
評
価
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
で
は
，
原
子
炉
圧
力
容
器
外
の
溶
融
燃
料
－

冷
却
材
相
互
作
用
に
よ
る
圧
力
ス
パ
イ
ク
を
起
点
と
し
た
運
転
員
等
操

作
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

エ
ン
ト
レ
イ
ン
メ
ン
ト
係
数
の
感
度
解
析
よ
り
溶
融
炉
心

の
細
粒
化
割
合
が
コ
ン
ク
リ
ー
ト
侵
食
に
与
え
る
感
度
は

小
さ
い
こ
と
を
確
認
し
て
お
り
，
ま
た
，
溶
融
炉
心
の
温
度

に
対
す
る
感
度
は
小
さ
く
，
コ
リ
ウ
ム
シ
ー
ル
ド
侵
食
に
与

え
る
感
度
に
つ
い
て
も
同
様
に
小
さ
い
と
考
え
ら
れ
る
こ

と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は

小
さ
い
。

 

原
子
炉
圧
力
容
器
外
Ｆ
Ｃ

Ｉ
（
デ
ブ
リ
粒
子
熱
伝
達
）
 

格
納
容
器
下
部
床
面
で
の

溶
融
炉
心
の
拡
が
り

 

溶
融
炉
心
の
拡
が
り
実
験
や
評
価
に
関
す
る
知
見
に
基
づ
き
，

落
下
し
た
溶
融
炉
心
は
床
上
全
体
に
均
一
に
拡
が
る
と
想
定

さ
れ
る
。
た
だ
し
，
堆
積
形
状
の
不
確
か
さ
が
想
定
さ
れ
る
た

め
，
個
別
プ
ラ
ン
ト
の
形
状
や
事
前
水
張
り
の
深
さ
を
踏
ま
え

て
，
拡
が
り
を
抑
制
し
た
感
度
解
析
等
の
取
扱
い
を
行
う
こ
と

が
適
切
と
考
え
ら
れ
る
。

 

本
評
価
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
で
は
，
コ
リ
ウ
ム
シ
ー
ル
ド
及
び
コ
ン
ク
リ

ー
ト
侵
食
を
操
作
開
始
の
起
点
と
し
て
い
る
運
転
員
等
操
作
は
な
い
こ

と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

溶
融
炉
心
の
拡
が
り
を
抑
制
し
た
場
合
を
想
定
し
た
感
度

解
析
を
実
施
し
た
。
感
度
解
析
の
結
果
，
コ
リ
ウ
ム
シ
ー
ル

ド
及
び
コ
ン
ク
リ
ー
ト
侵
食
は
生
じ
ず
，
原
子
炉
圧
力
容
器

の
支
持
機
能
を
維
持
で
き
る
。

 （
添
付
資
料

3.
5.

3
参
照
）

 

溶
融
炉
心
と
格
納
容
器
下

部
プ
ー
ル
水
の
伝
熱

 

溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
相
互
作
用
へ
の
影
響
の
観
点
で
，
 

エ
ン
ト
レ
イ
ン
メ
ン
ト
係
数
，

 
上
面
熱
流
束
及
び
溶
融
プ
ー

ル
か
ら
ク
ラ
ス
ト
へ
の
熱
伝
達
係
数
を
パ
ラ
メ
ー
タ
と
し
た

感
度
解
析
を
行
っ
た
。
評
価
の
結
果
，
コ
ン
ク
リ
ー
ト
侵
食
量

に
対
し
て
上
面
熱
流
束
の
感
度
が
支
配
的
で
あ
る
こ
と
を
確

認
し
た
。
ま
た
，
上
面
熱
流
束
を
下
限
値
と
し
た
場
合
で
も
，
 

コ
ン
ク
リ
ー
ト
侵
食
量
が

22
.
5
cm
程
度
に
収
ま
る
こ
と
を
確

認
し
た
。

 

上
記
の
感
度
解
析
は
，
想
定
さ
れ
る
範
囲
で
厳
し
い
条
件
を
与

え
て
感
度
を
確
認
し
た
も
の
で
あ
り
，

 
不
確
か
さ
を
考
慮
し

て
も
実
機
で
の
コ
ン
ク
リ
ー
ト
侵
食
量
は
感
度
解
析
よ
り
も

厳
し
く
な
る
こ
と
は
な
い
と
考
え
ら
れ
る
。

 

エ
ン
ト
レ
イ
ン
メ
ン
ト
係
数
，
溶
融
炉
心
か
ら
プ
ー
ル
水
へ

の
熱
流
束
及
び
溶
融
プ
ー
ル
－
ク
ラ
ス
ト
間
の
熱
伝
達
係

数
の
感
度
解
析
を
踏
ま
え
，
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
侵
食
量
に
つ

い
て
支
配
的
な
溶
融
炉
心
か
ら
プ
ー
ル
水
へ
の
熱
流
束
に

つ
い
て
の
感
度
解
析
を
実
施
し
た
。
コ
ン
ク
リ
ー
ト
侵
食
量

は
ペ
デ
ス
タ
ル
の
床
面
で
０
m
，
壁
面
で
約

0.
13

mに
抑
え
ら

れ
，
原
子
炉
圧
力
容
器
の
支
持
機
能
を
維
持
で
き
る
。
な
お
，

本
感
度
解
析
で
は
，
ペ
デ
ス
タ
ル
で
の
溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク

リ
ー
ト
相
互
作
用
に
よ
っ
て
約

41
kg
 
の
可
燃
性
ガ
ス
及
び

そ
の
他
の
非
凝
縮
性
ガ
ス
が
発
生
す
る
が
，
本
評
価
に
お
い

て
も
ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
－
水
反
応
に
よ
っ
て
約

4
22

kg
 
の
水

素
ガ
ス
が
発
生
す
る
こ
と
を
考
慮
す
る
と
，
溶
融
炉
心
・
コ

ン
ク
リ
ー
ト
相
互
作
用
に
よ
る
可
燃
性
ガ
ス
及
び
そ
の
他

の
非
凝
縮
性
ガ
ス
の
発
生
が
格
納
容
器
圧
力
に
与
え
る
影

響
は
小
さ
い
。

 

（
添
付
資
料

3.
5.

3
参
照
）

 

溶
融
炉
心
と
コ
ン
ク
リ
ー

ト
の
伝
熱

 

Ａ
Ｃ
Ｅ
実
験
解
析
及
び
Ｓ
Ｕ
Ｒ
Ｃ

-
４
実
験
解
析
よ
り
，
溶
融

炉
心
堆
積
状
態
が
既
知
で
あ
る
場
合
の
溶
融
炉
心
と
コ
ン
ク

リ
ー
ト
の
伝
熱
及
び
そ
れ
に
伴
う
コ
ン
ク
リ
ー
ト
侵
食
挙
動

に
つ
い
て
妥
当
に
評
価
で
き
る
こ
と
を
確
認
し
た
。

 

実
験
で
確
認
さ
れ
て
い
る
侵
食
の
不
均
一
性
に
つ
い
て
は
，

 

実
験
に
お
け
る
侵
食
の
ば
ら
つ
き
が
Ｍ
Ａ
Ａ
Ｐ
コ
ー
ド
の
予

測
侵
食
量
の

20
％
の
範
囲
内
に
収
ま
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
上

面
熱
流
束
の
感
度
に
比
べ
て
影
響
が
小
さ
い
こ
と
を
確
認
し

た
。

 

コ
ン
ク
リ
ー
ト
分
解
及
び

非
凝
縮
性
ガ
ス
発
生
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表
２
 
解
析
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
相
互
作
用
）（

１
／
４
）
 

項
目

 

解
析
条
件
（
初
期
条
件
，
事
故
条
件
及
び
機
器
条
件
）

の
不
確
か
さ

 
条
件
設
定
の
考
え
方

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 

解
析
条
件

 
最
確
条
件

 

初 期 条 件 

原
子
炉
熱
出
力

 
2,
4
36
M
Wt

 
2,
43
5M
W
t
以
下

 

（
実
績
値
）

 

定
格

原
子

炉
熱

出
力

と
し

て

設
定

 

最
確
条

件
と

し
た
場

合
は

，
原

子
炉

停
止
後

の
崩
壊

熱
が

緩
和
さ

れ

る
。
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
へ
の
影
響
は
，
原

子
炉
停
止
後
の
崩
壊
熱
に
て
説
明
す
る
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
原
子
炉
停
止
後
の
崩
壊
熱
が
緩
和
さ
れ
る
。
最
確

条
件
と
し
た
場
合
の
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
，
原
子

炉
停
止
後
の
崩
壊
熱
に
て
説
明
す
る
。

 

原
子
炉
圧
力

 
6.
9
3M
P
a[

g
ag
e]

 

約
6.
77
～

6
.7
9M
P
a[

g
ag

e]
 

（
実
績
値
）

 

定
格

原
子

炉
圧

力
と

し
て

設

定
 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変
動

を
与
え
得
る
が
，
原
子
炉
圧
力
は
逃
が
し
安
全
弁
に
よ
り
制
御
さ
れ
る

た
め
事
象
進
展
に
及
ぼ
す
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え

る
影
響
は
な
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変
動
を
与
え

得
る
が
，
原
子
炉
圧
力
は
逃
が
し
安
全
弁
に
よ
り
制
御
さ
れ
る
た
め
事
象
進
展

に
及
ぼ
す
影
響
は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な

い
。

 

原
子
炉
水
位

 
通
常
水
位
（
気
水
分
離

器
下
端
か
ら
＋

83
㎝
）
 

通
常
水
位
（
気
水
分
離

器
下
端
か
ら
約
＋

8
3c
m～

約
＋

85
㎝
）

 

通
常

運
転

時
の

原
子

炉
水

位

と
し
て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変
動

を
与
え
う
る
が
，
ゆ
ら
ぎ
の
幅
は
事
象
発
生
後
の
水
位
低
下
量
に
対
し

て
非
常
に
小
さ
い
。
例
え
ば
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム

25
分
後
ま
で
の
崩

壊
熱
に
よ
る
原
子
炉
水
位
の
低
下
量
は
，
高
圧
が
維
持
さ
れ
た
状
態
で

も
通
常
運
転
水
位
か
ら
約

4.
6m

で
あ
る
の
に
対
し
て
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る

水
位
変
動
幅
は
約
２
㎝
で
あ
り
非
常
に
小
さ
い
。
従
っ
て
，
事
象
進
展

に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る

影
響
は
小
さ
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変
動
を
与
え

得
る
が
，
ゆ
ら
ぎ
の
幅
は
事
象
発
生
後
の
水
位
低
下
量
に
対
し
て
非
常
に
小
さ

い
。
例
え
ば
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム

25
分
後
ま
で
の
崩
壊
熱
に
よ
る
原
子
炉
水
位

の
低
下
量
は
，
高
圧
が
維
持
さ
れ
た
状
態
で
も
通
常
運
転
水
位
か
ら
約

4.
6m

で

あ
る
の
に
対
し
て
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
水
位
変
動
幅
は
約
２
㎝
で
あ
り
非
常
に
小
さ

い
。
従
っ
て
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と

な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

炉
心
流
量

 
35
.6
×
10

3
t/

h
 

 

定
格
流
量
の

8
5～

10
4%

 

（
実
測
値
）

 

定
格
炉
心
流
量
と
し
て
設
定

 

炉
心
の
反
応
度
補
償
の
た
め
初
期
値
は
変
化
す
る
が
，
事
象
発
生
後
早

期
に
原
子
炉
は
ス
ク
ラ
ム
す
る
た
め
，
初
期
炉
心
流
量
が
事
象
進
展
に

及
ぼ
す
影
響
は
小
さ
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ

い
。

 

炉
心
の
反
応
度
補
償
の
た
め
初
期
値
は
変
化
す
る
が
，
事
象
発
生
後
早
期
に
原

子
炉
は
ス
ク
ラ
ム
す
る
た
め
，
初
期
炉
心
流
量
が
事
象
進
展
に
及
ぼ
す
影
響
は

小
さ
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

燃
料

 
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）

 
装
荷
炉
心
毎

 

９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
，
９
×

９
燃
料
（
Ｂ
型
）
は
熱
水
力
的

な
特
性
は
同
等
で
あ
り
，
そ
の

相
違

は
燃

料
棒

最
大

線
出

力

密
度

の
保

守
性

に
包

絡
さ

れ

る
こ
と
，
ま
た
，
９
×
９
燃
料

の
方

が
Ｍ

Ｏ
Ｘ

燃
料

よ
り

も

崩
壊
熱
が
大
き
く
，
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃

料
の

評
価

は
９

×
９

燃
料

（
A

型
）
の
評
価
に
包
絡
さ
れ
る
こ

と
を
考
慮
し
，
代
表
的
に
９
×

９
燃
料
（
Ａ
型
）
を
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
炉
心
に
装
荷
さ
れ
る
燃
料
は
装
荷
炉
心
毎

に
異
な

る
こ

と
と
な

る
が

，
装

荷
さ

れ
る
燃

料
で
あ

る
９

×
９
燃

料

（
Ａ
型
）
，
９
×
９
燃
料
（
Ｂ
型
）
，
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
に
つ
い
て
，
９
×
９

燃
料
（
Ａ
型
）
，
９
×
９
燃
料
（
Ｂ
型
）
の
燃
料
の
組
成
は
同
等
で
あ

り
，
ま
た
，
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
の
評
価
は
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
の
評
価
に

包
絡
さ
れ
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員

等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
炉
心
に
装
荷
さ
れ
る
燃
料
は
装
荷
炉
心
毎
に
異
な

る
こ
と
と
な
る
が
，
装
荷
さ
れ
る
燃
料
で
あ
る
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
，
９
×
９

燃
料
（
Ｂ
型
）
，
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
の
う
ち
，
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
，
９
×
９
燃
料

（
Ｂ
型
）
の
燃
料
の
組
成
は
同
等
で
あ
り
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
小
さ

い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。
Ｍ

Ｏ
Ｘ
燃
料
の
評
価
は
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
の
評
価
に
包
絡
さ
れ
，
評
価
項
目

と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
余
裕
は
大
き
く
な
る
。

 

原
子

炉
停

止
後

の

崩
壊
熱

 

A
NS
I/
A
NS

-5
.
1-

1
97
9
 

（
燃
焼
度

33
G
Wd
/
t
）

 

A
NS
I
/A
NS

-
5.
1-

1
97

9
 

炉
心
平
均
燃
焼
度
約

30
GW
d
/t

 

（
実
績
値
）

 

サ
イ

ク
ル

末
期

の
燃

焼
度

の

ば
ら
つ
き
を
考
慮
し
，
10
％
の

保
守
性
を
考
慮

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
解
析
条
件
で
設
定
し
て
い
る
崩
壊
熱
よ
り

も
小
さ
く
な
る
た
め
，
発
生
す
る
蒸
気
量
は
少
な
く
な
り
，
原
子
炉
圧

力
容
器
破
損
に
至
る
ま
で
の
事
象
進
展
は
緩
和
さ
れ
る
が
，
操
作
手
順

（
原
子

炉
圧

力
容
器

下
鏡

温
度

に
応

じ
て

ペ
デ

ス
タ

ル
へ

の
初
期

水

張
り
操

作
を

実
施
す

る
こ

と
及

び
溶

融
炉
心

落
下
後

に
ペ

デ
ス
タ

ル

へ
の
注
水
操
作
を
開
始
す
る
こ
と
）
に
変
わ
り
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運

転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
解
析
条
件
で
設
定
し
て
い
る
崩
壊
熱
よ
り
小
さ
く

な
る
た
め
，
溶
融
炉
心
の
持
つ
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
小
さ
く
な
る
こ
と
か
ら
，
評
価

項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
余
裕
が
大
き
く
な
る
。

 

格
納

容
器

空
間

体

積
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル

）
 

7,
90
0
m
3
 

7,
9
00
m
3
 

（
設
計
値
）

 

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル

内
体

積
の

設

計
値
（
内
部
機
器
及
び
構
造
物

の
体
積
を
除
い
た
値
）
を
設
定

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
与
え

る
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に

与
え
る
影
響

は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

格
納

容
器

空
間

体

積
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・
チ
ェ
ン
バ
）

 

空
間
部
：

4,
7
00
m
3
 

液
相
部
：

2,
8
00
m
3
 

空
間
部
：

4,
70

0
m3

 

液
相
部
：

2,
80

0
m3

 

（
設
計
値
）

 

サ
プ
レ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
内

体
積
の
設
計
値
（
内
部
機
器
及

び
構

造
物

の
体

積
を

除
い

た

値
）
を
設
定

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
与
え

る
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に

与
え
る
影
響

は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

添 3.5.2-4 



表
２
 
解
析
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
相
互
作
用
）（

２
／
４
）
 

項
目

 

解
析
条
件
（
初
期
条
件
，
事
故
条
件
及
び
機
器
条
件
）

の
不
確
か
さ

 
条
件
設
定
の
考
え
方

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 

解
析
条
件

 
最
確
条
件

 

初 期 条 件  

真
空
破
壊
装
置

 

3.
4
3k
P
a（

ド
ラ
イ
ウ
ェ

ル
－
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・
チ
ェ
ン
バ
間
差
圧
）
 

3
.4
3
kP
a
（
ド
ラ
イ
ウ

ェ
ル
－
サ
プ
レ
ッ
シ

ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
間
差

圧
）
（
設
計
値
）

 

真
空
破
壊
装
置
の
設
定
値

 
解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
与
え

る
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響

は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン

・
プ
ー
ル
水
位

 

3.
61
m
 

（
NW
L
）

 

約
3.
59
m
～
約

3
.6

3m
 

（
実
測
値
）

 

通
常

運
転

時
の

サ
プ

レ
ッ

シ

ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
と
し
て
設

定
 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変
動

を
与
え
得
る
が
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
低

下
分
の
熱
容
量
は
通
常
水
位
時
に
対
し
て
非
常
に
小
さ
い
。
例
え
ば
，

通
常
水
位
の
熱
容
量
は
約

28
00

m3
 
相
当
で
あ
る
の
に
対
し
て
，
ゆ
ら
ぎ

に
よ
る
水
位
低
下
分
（
通
常
水
位

-
0.

02
m
分
）
の
熱
容
量
は
約

20
m
3
 相

当
分
で
あ
り
，
そ
の
低
下
割
合
は
通
常
水
位
時
の
約

0.
7%
程
度
と
常
に

小
さ
い
。
従
っ
て
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，

運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変
動
を
与
え

得
る
が
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
低
下
分
の
熱
容
量

は
通
常
水
位
時
に
対
し
て
非
常
に
小
さ
い
。
例
え
ば
，
通
常
水
位
の
熱
容
量
は

約
28
00
m
3
 
相
当
で
あ
る
の
に
対
し
て
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
水
位
低
下
分
（
通
常
水

位
-
0.
02
m
分
）
の
熱
容
量
は
約

20
m
3
 相

当
分
で
あ
り
，
そ
の
低
下
割
合
は
通
常

水
位
時
の
約

0.
7%
程
度
と
常
に
小
さ
い
。
従
っ
て
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響

は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ

い
。

 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン

・
プ
ー
ル
水
温
度

 
3
5℃

 
約
19
℃
～
約
3
5℃

 

（
実
測
値
）

 

通
常

運
転

時
の

サ
プ

レ
ッ

シ

ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度
の
上
限

値
と
し
て
設
定

 

運
転
員

等
操

作
と
し

て
は

原
子
炉

圧
力

容
器

下
鏡
温

度
の

上
昇
を

起

点
と
し
て
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
注
水
を
行
う
こ
と
と
な
る
こ
と
か
ら
，
本

パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
り
影
響
を
受
け
る
こ
と
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時

間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
相
互
作
用
に
よ
る
侵
食
量
と
い
う
観
点
で
は
，
直

接
的
な
影
響
は
な
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影

響
は
な
い
。

 

格
納
容
器
圧
力

 
５

kP
a[
ga

ge
]
 

約
５
kP
a[

ga
ge
]
～
約
７

kP
a
[g
a
ge

]
 

（
実
測
値
）

 

通
常

運
転

時
の

格
納

容
器

圧

力
と
し
て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変

動
を
与
え
得
る
が
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
格
納
容
器
圧
力
の
上
昇
量
が
格
納

容
器
ベ
ン
ト
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。
例
え
ば
，
事
象
発
生
か

ら
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
ま
で
の
圧
力
上
昇
率
（
平
均
）
は
約

5.
4
時

間
で
約

18
8k
Pa

[g
ag

e]
で
あ
る
の
に
対
し
て
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
圧
力
上

昇
量
は
約
２
k
Pa
で
あ
り
非
常
に
小
さ
い
。
従
っ
て
，
事
象
進
展
に
与

え
る
影

響
は

小
さ
く

，
運

転
員
等

操
作

時
間

に
与
え

る
影

響
は
小

さ

い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変
動
を
与

え
得
る
が
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
格
納
容
器
圧
力
の
上
昇
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

例
え
ば
，
事
象
発
生
か
ら
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
ま
で
の
圧
力
上
昇
率
（
平
均
）

は
約
5.

4
時
間
で
約

18
8
kP

a[
ga
ge

]
で
あ
る
の
に
対
し
て
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
圧
力

上
昇
量
は
約
２

kP
a
で
あ
り
非
常
に
小
さ
い
。
従
っ
て
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影

響
は
小
さ
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

格
納
容
器
温
度

 
5
7℃

 

約
45
℃
～
約
5
4
℃
程

度
 

（
実
測
値
）

 

通
常

運
転

時
の

格
納

容
器

温

度
と
し
て
設
定

 

運
転
員

等
操

作
と
し

て
は

原
子
炉

圧
力

容
器

下
鏡
温

度
の

上
昇
を

起

点
と
し
て
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
注
水
を
行
う
こ
と
と
な
る
こ
と
か
ら
，
本

パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
り
影
響
を
受
け
る
こ
と
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時

間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
り
解
析
条
件
に
対
し
て
変
動
を
与

え
得
る
が
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
格
納
容
器
温
度
の
上
昇
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

例
え
ば
，
事
象
発
生
か
ら
圧
力
容
器
破
損
ま
で
の
温
度
上
昇
率
（
平
均
）
は
約

5.
4
時
間
で
約

66
℃
で
あ
る
の
に
対
し
て
，
ゆ
ら
ぎ
に
よ
る
温
度
上
昇
量
は
非
常

に
小
さ
い
。
従
っ
て
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
く
，
評
価
項
目
と
な

る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

外
部
水
源
の
温
度

 
3
5℃

 
31
℃
以
下

 

（
実
績
値
）

 

屋
外

貯
水

槽
の

水
源

温
度

と

し
て

実
測

値
及

び
夏

季
の

外

気
温
度
を
踏
ま
え
て
設
定

 

運
転
員

等
操

作
と
し

て
は

原
子
炉

圧
力

容
器

下
鏡
温

度
の

上
昇
を

起

点
と
し
て
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
注
水
操
作
の
開
始
と
な
る
こ
と
か
ら
，
本

パ
ラ
メ
ー
タ
に
よ
り
影
響
を
受
け
る
こ
と
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時

間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

外
部
水
源
の
温
度
が
低
い
場
合
，
溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
相
互
作
用
の
侵

食
量
と
い
う
観
点
で
は
溶
融
炉
心
か
ら
の
除
熱
が
促
進
さ
れ
る
こ
と
か
ら
，
評

価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
余
裕
は
大
き
く
な
る
。

 

外
部
水
源
の
容
量

 
7,
00
0
m
3
 

7,
0
00
m
3
以
上

 

（
合
計
貯
水
量
）

 

輪
谷

貯
水

槽
の

水
量

を
参

考

に
，
最
確
条
件
を
包
絡
で
き
る

条
件
を
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
解
析
条
件
よ
り
も
水
源
容
量
の
余
裕
が

大
き
く
な
る
た
め
，
水
源
が
枯
渇
す
る
こ
と
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作

時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

－
 

燃
料
の
容
量

 
1,
18
0
m
3
 

1,
1
80

m
3
以
上

 

（
合
計
貯
水
量
）

 

発
電

所
構

内
に

貯
蔵

し
て

い

る
合
計
容
量
を
参
考
に
，
最
確

条
件

を
包

絡
で

き
る

条
件

を

設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
解
析
条
件
よ
り
も
燃
料
容
量
の
余
裕
が

大
き
く
な
る
た
め
，
燃
料
が
枯
渇
す
る
こ
と
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作

時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

－
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表
２
 
解
析
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
相
互
作
用
）（

３
／
４
）
 

項
目

 

解
析
条
件
（
初
期
条
件
，
事
故
条
件
及
び
機
器
条
件
）

の
不
確
か
さ

 
条
件
設
定
の
考
え
方

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
 

解
析
条
件

 
最
確
条
件

 

初 期 条 件 

溶
融

炉
心

か
ら

プ
ー

ル
水
へ
の
熱
流
束

 

80
0k
W
/m

2
相
当

 

（
圧
力
依
存
あ
り
）

 

80
0k
W
/m

2
相
当

 

（
圧
力
依
存
あ
り
）

 

過
去

の
知

見
に

基
づ

き
事

前
水

張
り

の
効
果
を
考
慮
し
て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
解
析
条
件
と
同
様
で
あ
る
た
め
，
事

象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間

に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
解
析
条
件
と
同
様
で
あ
る
た
め
，
事
象
進
展

に
与
え
る
影
響
は
な
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与

え
る
影
響
は
な
い
。
コ
ン
ク
リ
ー
ト
侵
食
量
に
対
し
て
は
，
実
験
で
確
認

さ
れ
て
い
る
侵
食
面
に
お
け
る
侵
食
の
不
均
一
性
等
の
影
響
を
確
認
す

る
観
点
か
ら
，
コ
ン
ク
リ
ー
ト
侵
食
量
へ
の
影
響
が
最
も
大
き
い
溶
融
炉

心
か
ら
プ
ー
ル
水
へ
の
熱
流
束
に
つ
い
て
，
感
度
解
析
を
実
施
し
た
。
感

度
解
析
の
結
果
，
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
侵
食
量
は
ペ
デ
ス
タ
ル
の
床
面
で
０

m，
壁
面
で
約

0
.1
3m
に
抑
え
ら
れ
る
こ
と
か
ら
，
原
子
炉
圧
力
容
器
の
支

持
機
能
を
維
持
で
き
る
。

 
 
 

 
 

 
（
添
付
資
料

3.
5.
3
）

 

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
種

類
 

玄
武
岩
系

 

コ
ン
ク
リ
ー
ト

 

玄
武
岩
系

 

コ
ン
ク
リ
ー
ト

 

使
用

し
て

い
る

骨
材

の
種

類
か

ら
設

定
 

コ
ン

ク
リ

ー
ト

以
外

の
構
造
材
の
扱
い

 

内
側
鋼
板
及
び
リ
ブ

鋼
板
は
考
慮
し
な
い

 

コ
ン
ク
リ
ー
ト
以
外

 

の
素
材
を
考
慮
す
る

 

内
側

鋼
板

及
び

リ
ブ

鋼
板

に
つ

い
て

は
コ

ン
ク

リ
ー

ト
よ

り
も

融
点

が
高

い
こ
と
か
ら
保
守
的
に
考
慮
し
な
い

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
コ
ン
ク
リ
ー
ト
よ
り
融
点
が
高
い
内

側
鋼
板
，
リ
ブ
鋼
板
の
耐
熱
の
効
果
に
よ
り
，
溶
融
炉
心
・
コ
ン

ク
リ

ー
ト

相
互

作
用

に
よ

る
コ

ン
ク

リ
ー

ト
侵

食
が

抑
制

さ
れ

る
が
，
コ
ン
ク
リ
ー
ト
侵
食
量
を
操
作
開
始
の
起
点
と
し
て
い
る

運
転
員
等
操
作
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え

る
影
響
は
な
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
コ
ン
ク
リ
ー
ト
よ
り
融
点
が
高
い
内
側
鋼
板

，
リ
ブ
鋼
板
の
耐
熱
の
効
果
に
よ
り
，
溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
相
互

作
用
に
よ
る
コ
ン
ク
リ
ー
ト
侵
食
が
抑
制
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
た
め
，

評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
余
裕
が
大
き
く
な
る
。

 

原
子
炉
圧
力
容
器
下

部
の
構
造
物
の
扱
い

 

ペ
デ
ス
タ
ル
に
落
下

す
る
溶
融
物
と
は
扱

わ
な
い

 

部
分
的
な
溶
融
が
生
じ
，

ペ
デ
ス
タ
ル
に
落
下
す

る
可
能
性
が
あ
る

 

発
熱
密
度
を
下
げ
な
い
よ
う
保
守
的

に
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
溶
融
物
の
発
熱
密
度
が
下
が
る
た
め

，
溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
相
互
作
用
に
よ
る
コ
リ
ウ
ム
シ
ー

ル
ド
及
び
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
侵
食
が
抑
制
さ
れ
る
が
，
コ
リ
ウ
ム

シ
ー
ル
ド
及
び
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
侵
食
を
操
作
開
始
の
起
点
と

し
て
い
る
運
転
員
等
操
作
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時

間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
溶
融
物
の
発
熱
密
度
が
下
が
る
た
め
，
溶
融

炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
相
互
作
用
に
よ
る
コ
リ
ウ
ム
シ
ー
ル
ド
及
び
コ
ン

ク
リ
ー
ト
の
侵
食
が
抑
制
さ
れ
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ

ー
タ
に
対
す
る
余
裕
は
大
き
く
な
る
。

 

ペ
デ
ス
タ
ル
床
面
積

 
ペ
デ
ス
タ
ル
床
面
積

を
設
定

 

ペ
デ
ス
タ
ル
床
面
積
を

設
定

 

コ
リ
ウ
ム
シ
ー
ル
ド
を
床
面
に
設
置

す
る
た
め
，
そ
の
設
置
面
積
を
用
い
る

も
の
と
す
る

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に

与
え
る
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な

い
。

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
与
え
る

影
響
は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

事 故 条 件 

起
因
事
象

 
給
水
流
量
の
全
喪
失

 
－
 

原
子
炉
水
位
の
低
下
の
観
点
で
厳
し

い
事
象
を
設
定

 

起
因
事
象
の
違
い
に
よ
っ
て
操
作
手
順
（
原
子
炉
圧
力
容
器
下
鏡

温
度
に
応
じ
て
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
初
期
水
張
り
操
作
を
実
施
す

る
こ
と
及
び
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
後
に
ペ
デ
ス
タ
ル
へ
の
注

水
操
作
を
開
始
す
る
こ
と
）
に
変
わ
り
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転

員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

溶
融

炉
心

落
下

時
の

崩
壊

熱
の

影
響

を
確

認
す

る
観

点
か

ら
感

度
解

析

を
実
施
し
た
。
感
度
解
析
は
，
原
子
炉
水
位
の
低
下
の
観
点
で
厳
し
い
事

象
で

あ
る

Ｌ
Ｏ

Ｃ
Ａ

等
の

原
子

炉
冷

却
材

圧
力

バ
ウ

ン
ダ

リ
喪

失
を

仮

定
し
，
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
を
「
大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
＋
Ｅ
Ｃ
Ｃ
Ｓ
注
水
機
能

喪
失
」
と
し
，
本
評
価
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
の
解
析
条
件
と
同
様
，
電
源
の

有
無

に
係

ら
ず

重
大

事
故

等
対

処
設

備
に

よ
る

原
子

炉
注

水
機

能
に

つ

い
て
も
使
用
で
き
な
い
も
の
と
仮
定
し
た
。
こ
の
場
合
，
事
象
発
生
直
後

か
ら
原
子
炉
冷
却
材
が
原
子
炉
格
納
容
器
内
に
流
出
す
る
た
め
，
原
子
炉

水
位
の
低
下
が
早
く
，
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
ま
で
の
時
間
は
約

3.
3
時

間
と
な
る
。
そ
の
結
果
，
コ
ン
ク
リ
ー
ト
侵
食
量
は
ペ
デ
ス
タ
ル
の
床
面

で
０
m
，
壁
面
で
は
約

0
.0
4m
に
抑
え
ら
れ
，
原
子
炉
圧
力
容
器
の
支
持
機

能
を
維
持
で
き
る
こ
と
を
確
認
し
た
。
 

 
 
（
添
付
資
料

3.
5.
3
参
照
）
 

安
全
機
能
等
の
喪
失

に
対
す
る
仮
定

 

高
圧
注
水
機
能
喪
失

 

低
圧
注
水
機
能
喪
失

 

重
大
事
故
等
対
処
設

備
に
よ
る
原
子
炉
注

水
機
能
の
喪
失

 

全
交
流
動
力
電
源
喪

失
 

－
 

高
圧

注
水

機
能

と
し

て
原

子
炉

隔
離

時
冷

却
系

及
び

高
圧

炉
心

ス
プ

レ
イ

系
の
機
能
喪
失
を
，
低
圧
注
水
機
能
と

し
て
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
，
低
圧
注

水
系

の
機

能
喪

失
を

設
定

す
る

と
と

も
に
，
重
大
事
故
等
対
処
設
備
に
よ
る

原
子
炉
注
水
機
能
の
喪
失
を
設
定

 

ま
た
，
す
べ
て
の
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル

機
関
等
の
機
能
喪
失
を
設
定

 

－
 

－
 

外
部
電
源

 
外
部
電
源
な
し

 
－
 

全
交

流
動

力
電

源
喪

失
を

想
定

す
る

た
め
，
外
部
電
源
な
し
を
設
定
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表
２
 
解
析
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
相
互
作
用
）（

４
／
４
）
 

項
目

 

解
析
条
件
（
初
期
条
件
，
事
故
条
件
及
び
機
器
条
件
）

の
不
確
か
さ

 
条
件
設
定
の
考
え
方

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
 

解
析
条
件

 
最
確
条
件

 

機 器 条 件  

原
子

炉
ス

ク
ラ

ム
信

号
 

事
象
発
生
と
同
時
に

 

原
子
炉
ス
ク
ラ
ム

 

事
象
発
生
と
同
時
に

 

原
子
炉
ス
ク
ラ
ム

 

事
象

発
生

と
同

時
に

原
子

炉
ス

ク
ラ

ム
す
る
も
の
と
し
て
設
定

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に

与
え
る
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な

い
。

 

解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に

与
え
る

影
響
は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
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添付資料 3.5.3 

 

溶融炉心の崩壊熱及び溶融炉心からプール水への熱流束を保守的に考慮する場合， 

ペデスタル床面での溶融炉心の拡がりを抑制した場合のコンクリート侵食量 

及び溶融炉心・コンクリート相互作用によって発生する非凝縮性ガスの影響評価 

 

１．評価の目的 

今回の申請において示した解析ケース（以下「ベースケース」という。）では，

プラント損傷状態をＴＱＵＶとしており，溶融炉心からペデスタルのプール水へ

の熱流束は，その格納容器圧力への依存性を考慮している。これは，より厳しい

プラント損傷状態を設定したうえで，より現実的に溶融炉心からの除熱量を評価

する観点で設定したものである。 

ベースケースの条件設定に対し，崩壊熱又は溶融炉心からプール水への熱流束

（以下「上面熱流束」という。）についてコンクリート侵食量に対する感度を確認

した。崩壊熱についての感度を確認した理由は，プラント損傷状態をＬＯＣＡと

する場合，ＴＱＵＶの場合よりも早く原子力圧力容器が破損に至ることを確認し

たためである。上面熱流束についての感度を確認した理由は，解析コード（ＭＡ

ＡＰコード）［1］の「添付３ 溶融炉心・コンクリート相互作用について」において，

解析モデルの不確かさを整理し，感度解析対象として抽出し，その感度を確認し

たエントレインメント係数，上面熱流束及び溶融プール－クラスト間の熱伝達係

数のうち，上面熱流束がコンクリート侵食量に対して影響の大きいパラメータで

あることを確認したためである。 

また，ペデスタルに落下した溶融炉心について，ベースケースでは床面に一様

に拡がる評価モデルとして扱っているが，その挙動には不確かさがあると考えら

れる。この溶融炉心が均一に拡がらない場合の影響を確認するため，溶融炉心の

拡がりが抑制された場合の評価モデルを作成し，コンクリート侵食量を評価した。 

 

２．評価条件 

ベースケースの評価条件に対する変更点は以下のとおり。この他の評価条件は，

ベースケースと同等である。 

（１）ペデスタルの評価において溶融炉心の崩壊熱を保守的に考慮する場合 

・起因事象の不確かさを保守的に考慮するため，事故シーケンスを「大破断

ＬＯＣＡ＋ＥＣＣＳ注水機能喪失」とし，本評価事故シーケンスの評価条

件と同様，電源の有無にかかわらず重大事故等対処設備による原子炉注水

機能についても使用できないものと仮定した。この場合，事象発生直後か

ら原子炉冷却材が流出するため，原子炉圧力容器破損までの時間が早まり，

崩壊熱は大きくなる。 
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（２）ペデスタルの評価において上面熱流束を保守的に考慮する場合 

・ペデスタルに落下した後の上面熱流束をベースケースから変更し，

800kW/m2一定とした。これは，Kutateladze 型の水平平板限界熱流束相関

式において大気圧状態を想定した場合，上面熱流束が 800 kW/m2程度であ

ることを考慮し，保守的に設定した値である。なお，ベースケースでは上

面熱流束を 800 kW/m2（圧力依存有り）としている。ベースケースにおけ

る原子炉圧力容器破損後の格納容器圧力は，約 0.2MPa[gage]以上で制御さ

れていることから，ベースケースにおける上面熱流束は，約 1,300kW/m2

（格納容器圧力約 0.2MPa[gage]において）以上となる。 

 

（３）ペデスタルの評価において溶融炉心の拡がりを抑制する場合 

・溶融炉心が拡がらないことを想定した最も極端なケースとして，水中に落

下した溶融炉心は水中で拡がらず，初期水張り水深と同じ高さの円柱にな

るものとした。 

・評価体系（円柱）の高さは 2.4m（初期水張り高さ），底面積は約 11m2（ペ

デスタル床面積の約 2/5）とし，評価体系（円柱）の上面から水によって

除熱されるものとした。ただし，円柱の側面部分も水に接していることを

想定し，上面からの除熱量は円柱上面の面積に側面の面積を加えた値とし

た。 

 

３．評価結果 

（１）ペデスタルの評価において溶融炉心の崩壊熱を保守的に考慮する場合 

評価結果を図１に示す。評価の結果，コンクリート侵食量は床面で０m，壁

面で約 0.04m に抑えられることから，原子炉圧力容器の支持機能を維持でき

ることを確認した。コンクリートの侵食量が僅かであることから，本評価に

おける溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガスの発生量は原子炉

格納容器内の気相濃度に影響を与えない。このため，溶融炉心・コンクリー

ト相互作用に伴う可燃性ガスの発生による格納容器圧力への影響は無く，原

子炉格納容器内の気体組成の推移はベースケース（3.5.2(3)ｂ．参照）と同

じとなる。なお，本評価におけるペデスタルへの溶融炉心落下後の水素濃度

は，ドライウェルにおいて，ウェット条件で約 0.1vol％以上，ドライ条件で

約 24.8vol％以上となり，ドライ条件において 13vol％を上回る。一方，酸素

濃度は水の放射線分解によって徐々に上昇するものの，事象発生から７日後

（168 時間後）においてもウェット条件で約 2.4vol％，ドライ条件で約

2.9vol％であり，５vol％を下回ることから，原子炉格納容器内での可燃性ガ

スの燃焼が発生するおそれはない。 

 

（２）ペデスタルの評価において上面熱流束を保守的に考慮する場合 

評価結果を図２に示す。評価の結果，コンクリート侵食量は床面で０m，壁
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面で約 0.13m に抑えられ，原子炉圧力容器の支持機能を維持できることを確

認した。本感度解析ケースでは，溶融炉心・コンクリート相互作用によって

約 41kgの可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガスが発生するが，本評価におい

てもジルコニウム－水反応によって約 422kg の水素ガスが発生することを考

慮すると，溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガス及びその他の

非凝縮性ガスの発生が格納容器圧力に与える影響は小さい。 

溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガスの発生が，可燃性ガス

の燃料の可能性に及ぼす影響について，本評価におけるペデスタルへの溶融

炉心落下後の原子炉格納容器内の水素濃度は，サプレッション・チェンバに

おいて，ウェット条件で約 6.1vol％以上，ドライ条件で約 30.9vol％以上と

なり，ドライ条件において 13 vol％を上回る。このことから，本感度解析に

おいて評価した，溶融炉心・コンクリート相互作用に伴って発生する可燃性

ガスを，本評価の結果に加えたとしても，原子炉格納容器内での可燃性ガス

の燃焼の可能性には影響しない。なお，溶融炉心・コンクリート相互作用に

よって生じる約 41kgの気体の内訳は，可燃性ガスである水素ガスが約 35kg，

一酸化炭素が約６kg，その他の非凝縮性ガスである二酸化炭素が１kg未満で

ある。ジルコニウム－水反応によって発生する水素ガスも考慮すると，原子

炉格納容器内に存在する可燃性ガスとしては水素ガスが支配的であり，一酸

化炭素の影響は無視できる。 

一方，原子炉格納容器内の酸素濃度については，事象発生から７日後（168

時間後）においてもウェット条件で約 1.5vol％，ドライ条件で約 4.1vol％で

あり，可燃限界である５vol％を下回る。溶融炉心・コンクリート相互作用で

は酸素ガスは発生しないため，溶融炉心・コンクリート相互作用により発生

する可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガスを考慮することは原子炉格納容器

内の酸素濃度を下げる要因となる。このため，本感度解析ケースの溶融炉心・

コンクリート相互作用に伴って発生する可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガ

スの発生量を本評価の結果に加えて気相濃度を評価する場合，上記の酸素濃

度（ウェット条件で 1.5vol％，ドライ条件で 4.1vol％）以下になるものと考

えられる。このため，原子炉格納容器内での可燃性ガスの燃焼が発生するお

それはない。 

 

（３）ペデスタルの評価において溶融炉心の拡がりを抑制する場合 

評価結果を図３に示す。評価の結果，コリウムシールド及びコンクリート

の侵食は生じず，原子炉圧力容器の支持機能を維持できることを確認した。

溶融炉心・コンクリート相互作用によってコンクリート侵食は生じないこと

から可燃性ガス及びその他の非凝縮性ガスは発生せず，格納容器圧力や原子

炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度への影響はない。なお，本評価におけ

るペデスタルへの溶融炉心落下後の水素濃度は，サプレッション・チェンバ

において，ウェット条件で約 10.2vol％以上，ドライ条件で約 24.4vol％以上
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となり，ドライ条件において 13 vol％を上回る。一方，酸素濃度は水の放射

線分解によって徐々に上昇するものの，事象発生から７日後（168 時間後）

においても酸素濃度はウェット条件で約 1.6vol％，ドライ条件で約 2.6vol％

であり，５vol％を下回ることから，原子炉格納容器内での可燃性ガスの燃焼

が発生するおそれはない。 

 

４．まとめ 

溶融炉心の落下時刻の不確かさや解析モデルの不確かさの影響によってペデス

タルのコンクリート侵食量が増大する場合の保守的な条件設定が評価結果に与え

る影響を確認した結果，評価項目となるコンクリート侵食量は，最もコンクリー

ト侵食量が多い結果となった上面熱流束を保守的に考慮した場合であっても床面

で０m，壁面で約 0.13mであり，原子炉圧力容器の支持機能を維持できることを確

認した。 

また，溶融炉心・コンクリート相互作用による可燃性ガスの発生を考慮しても

格納容器圧力に与える影響は小さく，可燃性ガスの燃焼の観点でも燃料のリスク

を高めるものではないことを確認した。 

 

５．参考文献 

[1]「沸騰水型原子力発電所 重大事故等対策の有効性評価に係るシビアアクシデ

ント解析コード(ＭＡＡＰ)について」，東芝エネルギーシステムズ株式会社，

TLR-094，日立ＧＥニュークリア・エナジー株式会社，HLR-123，平成 30年５
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図１ ペデスタル床面及び壁面のコンクリート侵食量の推移 
（溶融炉心の崩壊熱を保守的に考慮する場合） 
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図２ ペデスタル床面及び壁面のコンクリート侵食量の推移 

（上面熱流束を保守的に考慮する場合） 
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図３ ペデスタル床面及び壁面のコンクリート侵食量の推移 
（溶融炉心の拡がりを抑制した場合） 
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4. 燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故 

4.1 想定事故１ 

4.1.1 想定事故１の特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 想定する事故 

「燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故」において，燃料プ

ールにおける燃料損傷防止対策の有効性を確認するために想定する事故の一

つには，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，想定事故

１として「燃料プールの冷却機能又は注水機能が喪失することにより，燃料プ

ール内の水の温度が上昇し，蒸発により水位が低下する事故」がある。 

 

(2) 想定事故１の特徴及び燃料損傷防止対策の基本的考え方 

想定事故１では，燃料プールの冷却機能及び注水機能が喪失することを想定

する。このため，燃料プール水温が徐々に上昇し，やがて沸騰して蒸発するこ

とによって燃料プール水位が緩慢に低下することから，緩和措置がとられない

場合には，燃料プール水位の低下により燃料が露出し，燃料損傷に至る。 

本想定事故は，燃料プールの冷却機能及び注水機能を喪失したことによって

燃料損傷に至る事故を想定するものである。このため，重大事故等対策の有効

性評価には，燃料プールの注水機能に対する重大事故等対処設備に期待するこ

とが考えられる。 

したがって，想定事故１では，燃料プールスプレイ系により燃料プールへ注

水することによって，燃料損傷の防止を図る。また，燃料プールスプレイ系に

より燃料プール水位を維持する。 

 
(3) 燃料損傷防止対策 

想定事故１における機能喪失に対して，燃料プール内の燃料が著しい損傷に

至ることなく，かつ，十分な冷却を可能とするため,燃料プールスプレイ系※１

による燃料プールへの注水手段を整備する。これらの対策の概略系統図を第

4.1.1－1図に，手順の概要を第 4.1.1－2図に示すとともに，重大事故等対策

の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における設備と操作手順の関係を

第 4.1.1－1表に示す。 

想定事故１において，重大事故等対策に必要な要員は，緊急時対策要員 24

名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，当直長１名，

当直副長１名，運転操作対応を行う運転員１名である。発電所構内に常駐して

いる要員のうち，通報連絡等を行う要員は５名，復旧班要員 16 名である。必

要な要員と作業項目について第 4.1.1－3図に示す。 

 

※１ 燃料プールスプレイ系として, 燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイ

ノズル使用）を想定する。なお，燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイ

ノズル使用）以外に，燃料プールスプレイ系（常設スプレイヘッダ使用）

による対応が可能である。 

 

ａ．燃料プールの冷却機能喪失確認  

燃料プールを冷却している系統が機能喪失することにより，燃料プール水

の温度が上昇する。中央制御室からの遠隔操作による燃料プールの冷却系の

再起動操作が困難な場合，燃料プールの冷却機能喪失であることを確認する。 



4.1-2 

燃料プールの冷却機能喪失を確認するために必要な計装設備は，燃料プー

ル水位・温度（ＳＡ）等である。 

 

ｂ．燃料プールの注水機能喪失確認 

燃料プールの冷却機能喪失の確認後，燃料プール水の温度上昇による蒸発

により燃料プール水位が低下することが想定されるため，復水輸送系等によ

る燃料プールへの注水準備を行う。中央制御室からの遠隔操作により燃料プ

ールへの注水準備が困難な場合，燃料プールの注水機能喪失であることを確

認する。 

燃料プールの注水機能喪失を確認するために必要な計装設備は，燃料プー

ル水位・温度（ＳＡ）等である。 

 

ｃ．燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水 

燃料プールスプレイ系の準備は冷却機能喪失による異常の認知を起点と

して開始する。準備が完了したところで，燃料プールスプレイ系による燃料

プールへの注水を開始し，燃料プール水位を維持する。その後，燃料プール

の冷却機能を復旧するとともに，燃料プールスプレイ系の間欠運転又は流量

調整により蒸発量に応じた注水を行うことで，必要な遮蔽※２を確保できる燃

料プール水位より高く維持する。 

燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水を確認するために必要

な計装設備は，燃料プール水位・温度（ＳＡ）等である。 

 

※２ 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv/hとする。想定事故１におけ

る原子炉建物原子炉棟４階での作業時間及び作業員の退避は２時間以内

であり，作業員の被ばく量は最大でも 20mSv となるため，緊急作業時に

おける被ばく限度の 100mSvに対して余裕がある。 

原子炉建物原子炉棟４階での作業は，燃料プールスプレイ系（可搬型

スプレイノズル使用）を使用する場合の可搬型スプレイノズル及びホー

スの設置が想定される。 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv/h は，定期検査作業時での原子

炉建物原子炉棟４階における線量率を考慮した値である。 

この線量率となる燃料プール水位は通常水位から約2.6m下の位置であ

る。 

（添付資料4.1.1，4.1.2） 

 

4.1.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

想定事故１で想定する事故は，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」

に示すとおり，「燃料プールの冷却機能又は注水機能が喪失することにより，

燃料プール内の水の温度が上昇し，蒸発により水位が低下する事故」である。 

想定事故１では，燃料プールの冷却機能喪失及び注水機能喪失に伴い燃料プ

ール水温が徐々に上昇し，やがて沸騰して蒸発することによって燃料プール水

位が緩慢に低下するが，燃料プールへの注水により，燃料プール水位が放射線

の遮蔽が維持される水位を確保できることを評価する。なお，燃料プール水位

が放射線の遮蔽が維持される水位を確保できることで，燃料棒有効長頂部は冠
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水が維持される。 

未臨界については，燃料がボロン添加ステンレス鋼製ラックセルに貯蔵され

ており，必要な燃料間距離をとる等の設計により水密度の状態によらず臨界未

満となるため，維持される。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，想定事故１における運

転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操

作時間余裕を評価する。 

（添付資料 4.1.1，4.1.2） 

 
(2) 有効性評価の条件 

想定事故１に対する初期条件も含めた主要な評価条件を第 4.1.2－1 表に示

す。また，主要な評価条件について，想定事故１特有の評価条件を以下に示す。 

なお，本評価では崩壊熱及び運転員の人数の観点から厳しい条件である，原

子炉運転停止中の燃料プールを前提とする。原子炉運転中の燃料プールは，崩

壊熱が原子炉運転停止中の燃料プールに比べて小さく事象進展が緩やかにな

ること，また，より多くの運転員による対応が可能であることから本評価に包

絡される。 

（添付資料 4.1.1） 

  

ａ．初期条件 

(a) 燃料プールの初期水位及び初期水温 

燃料プールの初期水位は通常水位とし，保有水量を厳しく見積もるため，

燃料プールと隣接する原子炉ウェルの間に設置されているプールゲート

は閉状態を仮定する。また，燃料プールの初期水温は，運転上許容される

上限の 65℃とする。 

(b) 崩壊熱 

燃料プールには貯蔵燃料の他に，原子炉停止後に最短時間（原子炉停止

後 10 日）で取り出された全炉心分の燃料が一時保管されていることを想

定して，燃料プールの崩壊熱は約 7.8MWを用いるものとする。 

なお，崩壊熱に相当する保有水の蒸発量は約 13m3/hである。 

 

ｂ．事故条件 

(a) 安全機能の喪失に対する仮定 

燃料プールの冷却機能及び注水機能として燃料プール冷却系，残留熱除

去系，復水輸送系等の機能を喪失するものとする。 

(b) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。 

外部電源が使用できない場合においても，燃料プールスプレイ系による

燃料プールへの注水は可能であり，外部電源がある場合と事象進展は同等

となるが，資源の評価の観点から厳しい評価条件となる外部電源が使用で

きない場合を想定する。 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 燃料プールスプレイ系 

燃料プールへの注水は，大量送水車１台を使用するものとし，崩壊熱に
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よる燃料プール水の蒸発量を上回る 48m3/h※３にて注水する。 

 

※３ 燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル使用），燃料プール

スプレイ系（常設スプレイヘッダ使用）の注水容量はともに 48m3/h

以上である。 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件  

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対する

仮定」に示す分類に従って以下のとおり設定する。 

(a)  燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水は，復旧班要員の移

動及び注水準備に必要な時間等を考慮して，事象発生約 7.9時間後から開

始する。 

 

(3) 有効性評価の結果 

想定事故１における燃料プール水位の推移を第 4.1.2－1 図に，燃料プール

水位と線量率の関係を第 4.1.2－2図に示す。 

 

ａ．事象進展 

燃料プールの冷却機能が喪失した後，燃料プール水温は約 4.4℃/hで上昇

し，事象発生から約 7.9時間後に 100℃に到達する。その後，蒸発により燃

料プール水位は低下し始めるが，事象発生から３時間 10 分後までに燃料プ

ールスプレイ系による燃料プールへの注水準備が完了し，事象発生から約

7.9時間経過した時点で燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水を

開始することから，燃料プール水位は低下しない。 

その後は，燃料プールの冷却機能を復旧するとともに，燃料プールスプレ

イ系により，蒸発量に応じた量を燃料プールに注水することで，燃料プール

水位を維持する。 

 

ｂ．評価項目等 

燃料プール水位は，第 4.1.2－1 図に示すとおり，水位低下することなく

通常水位のままであるため，燃料棒有効長頂部は冠水維持される。燃料プー

ル水は事象発生約 7.9時間で沸騰し，その後 100℃付近で維持される。 

また，第 4.1.2-2図に示すとおり，燃料プール水位は通常水位のままであ

るため，燃料プール周りの線量率は，約 1.0×10-3mSv/h以下であり，必要な

遮蔽の目安とした 10mSv/hと比べて低いことから，この水位において放射線

の遮蔽は維持されている。なお，線量率の評価点は原子炉建物原子炉棟４階

の燃料取替機台車床としている。 

燃料プールでは燃料がボロン添加ステンレス鋼製ラックセルに貯蔵され

ており，必要な燃料間距離をとる等の設計により水密度の状態によらず臨界

未満となるため，本事象においても未臨界は維持される。 

事象発生３時間 10 分後までに燃料プールスプレイ系による燃料プールへ

の注水準備が完了するため，燃料プールの水位が低下し始める事象発生約

7.9時間後から蒸発量に応じた燃料プールへの注水を継続することで安定状

態を維持できる。 

本評価では，「1.2.3.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す
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(1)から(3)の評価項目について，対策の有効性を確認した。 

（添付資料4.1.3，4.1.4） 

 

4.1.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与える影

響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価するもの

とする。 

想定事故１では，燃料プールの冷却機能及び注水機能が喪失することが特徴

である。また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，燃料プールスプレ

イ系による燃料プールへの注水操作とする。 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，第4.1.2-1

表に示すとおりであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件とした場合

の影響を評価する。また，評価条件の設定に当たっては，評価項目となるパ

ラメータに対する余裕が小さくなるような設定があることから，その中で事

象進展に有意な影響を与えると考えられる項目に関する影響評価の結果を

以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間へ与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約7.8MWに対して最確条件は約

7.8MW以下であり，評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，

評価条件で設定している燃料の崩壊熱より小さくなるため，燃料プール水

温の上昇及び燃料プール水位の低下は緩和されるが，注水操作は燃料の崩

壊熱に応じた対応をとるものではなく，冷却機能喪失による異常の認知を

起点とするものであることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の燃料プール水温は，評価条件の65℃に対して最確条件は約

17℃～約40℃であり，評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，

評価条件で設定している燃料プールの初期水温より低くなり，沸騰開始時

間は遅くなるため，時間余裕が長くなるが，注水操作は燃料プール水の初

期水温に応じた対応をとるものではなく，冷却機能喪失による異常の認知

を起点とするものであることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の燃料プール水位は，評価条件の通常水位に対して最確条件は

通常水位付近であり，評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，

評価条件での初期水位は通常水位を設定しているため，通常水位より低い

水位の変動を考慮した場合，燃料プール水位が燃料棒有効長頂部まで低下

する時間及び燃料プール水位の低下による異常の認知の時間は短くなる。

条件によっては想定する冷却機能喪失による異常認知より早くなり，それ

により操作開始が早くなるが，注水操作は冷却機能喪失による異常の認知

を起点として操作を開始するため，その起点より操作開始が遅くなること

はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期に地震起因のスロッシングが発生した場合，燃料プール水位が最大

で約1.1m低下するものの，放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達する

までの時間は事象発生から約1.1日後（10mSv/hの場合）であり，事象発生

から３時間10分後までに燃料プールスプレイ系による注水が可能となる

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 
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初期条件のプールゲートの状態は，評価条件のプールゲート閉に対して

最確条件はプールゲート開であり，評価条件の不確かさとして，最確条件

とした場合は，保有水量がプールゲート閉時と比べ２倍程度となり，燃料

プール水温の上昇及び蒸発による燃料プール水位の低下は緩和されるが，

注水操作はプールゲートの状態に応じた対応をとるものではなく，冷却機

能喪失による異常の認知を起点とするものであることから，運転員等操作

時間に与える影響はない。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 7.8MWに対して最確条件は約

7.8MW 以下であり，評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，

評価条件で設定している燃料の崩壊熱より小さくなることから，評価項目

となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の燃料プール水温は，評価条件の65℃に対して最確条件は約

17℃～約40℃であり，評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，

評価条件で設定している燃料プール水温より低くなるため，沸騰開始時間

は遅くなり，燃料プール水位の低下は緩和されることから，評価項目とな

るパラメータに対する余裕は大きくなる。 

また，自然蒸発，燃料プール水温及び温度の上昇の非一様性により，評

価で想定している沸騰による燃料プール水位低下開始時間より早く燃料

プール水位の低下が始まることも考えられる。しかし，自然蒸発による影

響は沸騰による水位の低下と比べて僅かであり，気化熱により燃料プール

水は冷却される。さらに，燃料プール水温の非一様性も沸騰開始後の気泡

上昇を駆動力とした対流により影響が小さくなることが考えられる。仮に，

事象発生直後から沸騰による燃料プール水位の低下が開始すると想定し

た場合であっても，燃料プール水位が放射線の遮蔽が維持される最低水位

に到達するまでの時間は事象発生から約1.4日（10mSv/hの場合），燃料プ

ール水位が燃料棒有効長頂部まで低下する時間は事象発生から約3.6日あ

り，事象発生から３時間10分後までに燃料プールスプレイ系による注水が

可能となることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

初期条件の燃料プール水位は，評価条件の通常水位に対して最確条件は

通常水位付近であり，評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，

評価条件での初期水位は通常水位を設定しているため，その変動を考慮し

た場合，燃料プールが通常水位から燃料棒有効長頂部まで低下する時間は

短くなるが，仮に初期水位を水位低警報レベル（通常水位から約0.27m 

下※４）とした場合であっても，放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達

するまでの時間は事象発生から約1.5日（10mSv/hの場合），燃料プール水

位が燃料棒有効長頂部まで低下する時間は事象発生から約3.8日あり，事

象発生から３時間10分後までに燃料プールスプレイ系による注水が可能

であることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

初期に地震起因のスロッシングが発生した場合，最大で約1.1mの水位の

低下が発生するが，燃料プール水位が放射線の遮蔽が維持される最低水位

に到達するまでの時間は事象発生から約1.1日（10mSv/hの場合），燃料棒

有効長頂部まで低下する時間は事象発生から約3.3日あり，事象発生から

３時間10分後までに燃料プールスプレイ系による注水が可能であること

から，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 
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初期条件のプールゲートの状態は，評価条件のプールゲート閉に対して

最確条件はプールゲート開であり，評価条件の不確かさとして，最確条件

とした場合は，保有水量がプールゲート閉時と比べ２倍程度となり，燃料

プール水温の上昇及び蒸発による燃料プール水位の低下は緩和されるこ

とから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

 

※４ 燃料プール水位低の警報設定値：通常水位－272㎜ 

（添付資料4.1.5） 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，「要員配置」，

「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」

の６要因に分類し，これらの要因が運転員等操作時間に与える影響を評価す

る。また，運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータに与

える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水操作は，評

価上の操作開始時間として事象発生から約7.9時間後を設定している。運

転員等操作時間に与える影響として，当該操作は他の操作との重複はなく，

燃料プールの冷却機能喪失による異常を認知した時点で注水準備に着手

可能であり，その準備操作にかかる時間は２時間50分を想定していること

から，実態の操作開始時間は想定している事象発生から約7.9時間後より

早まる可能性があり，運転員等操作時間に対する余裕は大きくなる。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水操作は，運

転員等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間が早まり，燃料

プール水位の回復を早める可能性があることから，評価項目となるパラメ

ータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料4.1.5） 

 

(2) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となる

パラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確

認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水操作について

は，放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間が事象発生から

約1.7日（10mSv/hの場合），燃料プール水位が燃料棒有効長頂部まで低下する

時間が事象発生から約3.9日であり，事故を検知して注水を開始するまでの時

間は事象発生から約7.9時間後と設定しているため，準備時間が確保できるこ

とから，時間余裕がある。 

（添付資料4.1.5） 

 

(3)まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与える影

響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。そ
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の結果，評価条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場

合においても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。この他，評

価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，

操作時間には時間余裕がある。 

 

4.1.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

想定事故１において，重大事故等対策時における必要な要員は，「4.1.1(3) 

燃料損傷防止対策」に示すとおり 24名である。「6.2 重大事故等対策時に必要

な要員の評価結果」で説明している緊急時対策要員の 43名で対処可能である。 

なお，今回評価した原子炉の運転停止中ではなく，原子炉運転中を想定した

場合，事象によっては，原子炉における重大事故又は重大事故に至るおそれの

ある事故の対応と，想定事故１の対応が重畳することも考えられる。しかし，

原子炉運転中を想定した場合，燃料プールに貯蔵されている燃料の崩壊熱が低

いため，操作時間余裕が十分長くあり（原子炉運転開始直後を考慮しても燃料

プール水が 100℃に到達するまで最低でも１日以上），原子炉における重大事

故又は重大事故に至るおそれのある事故の対応が収束に向かっている状態で

の対応となるため，緊急時対策要員により対応可能である。 

  

(2) 必要な資源の評価 

想定事故１において，必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2) 資源の評価

条件」の条件にて評価している。その結果を以下に示す。 

ａ．水源 

燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水については，７日間の対

応を考慮すると，約2,100m3の水が必要となる。水源として，輪谷貯水槽（西

１／西２）に約7,000m3の水を保有しており，水源を枯渇させることなく７

日間の注水継続実施が可能である。 

（添付資料4.1.6） 

 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機等による電源供給については，事象発生後７日間

最大負荷で運転した場合，運転継続に約700m3の軽油が必要となる。燃料プ

ールスプレイ系による燃料プールへの注水については，保守的に事象発生直

後からの大量送水車の運転を想定すると，７日間の運転継続に約11m3の軽油

が必要となる。合計約711m3の軽油が必要となる。ディーゼル燃料貯蔵タン

クにて約730m3の軽油を保有しており，この使用が可能であることから非常

用ディーゼル発電機等による電源供給，燃料プールスプレイ系による燃料プ

ールへの注水について，７日間の運転継続が可能である。 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，事象発生直後からの運

転を想定すると，７日間の運転継続に約８m3の軽油が必要となる。緊急時対

策所用燃料地下タンクにて約45m3の軽油を保有しており，この使用が可能で

あることから，緊急時対策所用発電機による電源供給について，７日間の継

続が可能である。 

                         （添付資料4.1.7） 
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ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼル発電機等によっ

て給電を行うものとする。重大事故等対策時に必要な負荷は，非常用ディー

ゼル発電機等の負荷に含まれることから，非常用ディーゼル発電機等による

電源供給が可能である。 

また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対しての電源供給が

可能である。 

 

4.1.5 結論 

想定事故１では，燃料プールの冷却系が機能喪失し，燃料プール水温が上昇

し，やがて沸騰して蒸発することによって燃料プール水位が緩慢に低下するこ

とから，緩和措置がとられない場合には，燃料プール水位の低下により燃料が

露出し，燃料損傷に至ることが特徴である。想定事故１に対する燃料損傷防止

対策としては，燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水手段を整備し

ている。 

想定事故１について有効性評価を実施した。 

上記の場合においても，燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水に

より，燃料プール水位を維持することができることから，放射線の遮蔽が維持

され，かつ，燃料損傷することはない。 

また，燃料プールでは燃料がボロン添加ステンレス鋼製ラックセルに貯蔵さ

れており，必要な燃料間距離をとる等の設計により水密度の状態によらず臨界

未満となるため，未臨界は維持される。 

その結果，燃料棒有効長頂部の冠水，放射線の遮蔽が維持される水位の確保

及び未臨界を維持できることから，評価項目を満足している。また，安定状態

を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に与える影響

及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余裕について確

認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，緊急時対策要員にて確保可能である。ま

た，必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

以上のことから，燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水等の燃料

損傷防止対策は，想定事故１に対して有効である。
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第 4.1.1－1図 「想定事故１」の重大事故等対策の概略系統図 

（燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水） 

 



 

 

第 4.1.1－2図 「想定事故１」の対応手順の概要

プラント前提条件 

・プラント停止後 10 日目 

・全燃料取出し及びプールゲート「閉」 

凡例 

：操作・確認 

：判断 

：操作及び判断 

：プラント状態（評価） 

：復旧班要員の作業 

：運転員と復旧班要員の共同作業 

：評価上考慮しない操作・確認 

原

子

炉

へ

の

注

水 

※１：中央制御室にて各機器の停止を，燃料プール水位・温度

（ＳＡ），状態表示ランプ，警報，ポンプ出口流量等によ

り確認する。 

※２：残留熱除去系及び燃料プール冷却系の再起動が困難な場

合，燃料プールの冷却機能が喪失したことを確認する。

燃料プールの冷却機能は，燃料プール水位・温度（ＳＡ），

状態表示ランプ，警報，ポンプ出口流量等により確認す

る。 

※３：重大事故等発生を通信連絡設備により確認した現場作業

員は退避を実施する。なお，すべての作業員が退避する

までの時間は，１時間 30 分程度である。 

※４：残留熱除去系，燃料プール補給水系及び復水輸送系の再

起動が困難な場合，燃料プールの注水機能が喪失である

ことを確認する。燃料プールの注水機能は，燃料プール

水位・温度（ＳＡ），状態表示ランプ，警報，ポンプ出口

流量等により確認する。 

※５：燃料プールへの注水は常設スプレイヘッダを使用する。 

常設スプレイヘッダが使用できない場合，可搬型スプ 

レイノズルによる燃料プールへの注水を実施する。 

評価上，可搬型スプレイノズルによる燃料プールへの  

注水を実施する。 

※６：燃料プール水位・温度（ＳＡ）にて確認する。 

※７：燃料プール水位（ＳＡ）にて確認する。 

燃料プール水温 100℃到達※６ 

 

（適宜実施） 

燃料プール 

冷却機能回復操作 

燃料プール 

注水機能回復操作 

非常用ディーゼル発電機等 

自動起動を確認 

燃料プール注水機能喪失確認※４ 

消火系による燃料プール注水 

Ⅰ 

燃料プール冷却機能喪失確認※２,３ 

燃料プールスプレイ系 

（可搬型スプレイノズル使用）起動準備※５ 

燃料補給準備 

可搬型設備への 

燃料補給 

燃料プール水位 

約 2.6m 低下（10mSv/h）※７ 

燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル使用）に

よる燃料プールへの注水を継続し，機能喪失している設

備の復旧に努める。復旧後は，注水系統によりスキマサ

ージタンクへの補給を確保し，残留熱除去系等による冷

却を実施する。 

燃料プールスプレイ系 

（可搬型スプレイノズル使用）準備完了 

燃料プールスプレイ系 

（可搬型スプレイノズル使用） 

による燃料プール注水開始 

 
<事象発生約 1.7 日後> 

 

（注水が実施できなかった場合） 
【約 7.9 時間】 

燃料プール水位維持の為 

注水継続 

<約 7.9 時間> 

【10 分】 

【  】：時刻（評価条件） 

< > ：時刻（評価結果） 

残留熱除去系／燃料プール冷却系  

停止確認※１ 

外部電源喪失発生 

4.1-11 

【０秒】 

【有効性評価の対象とはしていないが，他に取り得る手段】 

Ⅰ：消火系（消火栓を使用した場合，復水輸送系ラインを使用した場合） 

による燃料プールへの注水も実施可能である。 



 

 

 

責任者 当直長 1人
中央制御室監視

緊急時対策本部連絡

指揮者 当直副長 1人 運転操作指揮

指示者 1人 初動での指揮

連絡責任者

連絡担当者
4人 発電所内外連絡

運転員

（中央制御室）
復旧班要員

・ 外部電源喪失確認

・ 非常用ディーゼル発電機等自動起動確認

・ 残留熱除去系停止／燃料プール冷却系停止確認

・ 燃料プール冷却機能喪失確認

・ 燃料プール注水機能喪失確認

・ 燃料プール水位・温度監視

燃料プール

冷却機能回復操作
― ― ・ 残留熱除去系，燃料プール冷却系　機能回復

評価上考慮せず

対応可能な要員により対応する

燃料プール

注水機能回復操作
― ― ・ 残留熱除去系，燃料プール補給水系，復水輸送系　機能回復

評価上考慮せず

対応可能な要員により対応する

― ・ 放射線防護具準備

―

・ 大量送水車による燃料プールへの注水準備

　（大量送水車配置，ホース展張，接続）

・ 原子炉建物内ホース敷設，可搬型スプレイノズル準備

―
（2人）

a,b
・ 大量送水車による燃料プールへの注水

燃料プールスプレイ系による

常設スプレイヘッダを使用し

た燃料プール注水

― ― ・ 大量送水車による燃料プールへの注水

評価上考慮せず

注水不可の場合は可搬型スプレイノ

ズルにより対応する

― ・ 放射線防護具準備

― ・ ディーゼル燃料貯蔵タンクからタンクローリへの補給
タンクローリ残量に応じて適宜

ディーゼル燃料貯蔵タンクから補給

燃料補給作業 ― ・ 大量送水車への補給

必要人員数　合計
1人

A

16人

a～p

― 　　　　　適宜実施

―

（）内の数字は他の作業終了後，移動して対応する人員数。

2時間30分

燃料補給準備

―

2人

o～p

10分

―

2時間50分

― 　　　　　適宜実施

―

―

―

燃料プールスプレイ系による

可搬型スプレイノズルを使用

した燃料プール注水

―

14人

a～n

10分

―

　　　

状況判断
1人

A
― ―

10分

適宜実施

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作内容

　　事象発生

通報連絡等を行う

要員

運転員

（現場）

11 5 6 75 6 7 8 9 1050 60 1 2 3 4

想定事故１

経過時間（分） 経過時間（時間） 経過時間（日）

備考10 20 30 40

約7.9時間 燃料プール水温100℃到達

燃料プールスプレイ系による注水開始

原子炉運転中における燃料プールでの事故を想定した場合，事象によっては，原子炉における重大事故の対応と燃料プールにおける重大事故に至るおそれのある事故の対応が重畳することも考
えられる。しかし，燃料プールに貯蔵されている燃料の崩壊熱が低いことから時間余裕が十分長く（運転開始直後を考慮しても燃料プールの保有水が100℃に到達するまで１日以上），原子炉側
の事故対応が収束に向かっている状態での対応となるため，緊急時対策要員により対応可能である。

プラント状況判断

第 4.1.1－3図 「想定事故１」の作業と所要時間 

4.1-12 



 

4.1-13 

 
第 4.1.2-1図 燃料プール水位の推移（想定事故１） 

 

 

 
 

第 4.1.2-2図 燃料プール水位と線量率（想定事故１）
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第
4.
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1 －

1
表
 
「
想
定
事
故
１
」
の
重
大
事
故
等
対
策
に
つ
い
て

 

判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備

 

常
設
設
備
 

可
搬
型
設
備

 
計
装
設
備
 

燃
料
プ
ー
ル
の
冷
却
機
能
喪

失
確
認

 

燃
料
プ
ー
ル
を
冷
却
し
て
い
る
系
統
が
機
能
喪
失
す
る

こ
と
に
よ
り
，
燃
料
プ
ー
ル
水
の
温
度
が
上
昇
す
る
。

中
央
制
御
室
か
ら
の
遠
隔
操
作
に
よ
り
燃
料
プ
ー
ル
の

冷
却
系
の
再
起
動
操
作
が
困
難
な
場
合
，
燃
料
プ
ー
ル

の
冷
却
系
機
能
喪
失
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
。

 

【
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
】

 

【
デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク
】

 
－
 

【
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
】

 

【
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量
】

 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

燃
料
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
（
Ｓ
Ａ
）
（
燃
料
プ

ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
用
冷
却
設
備
を
含
む
）

 

燃
料
プ
ー
ル
の
注
水
機
能
喪

失
確
認

 

燃
料
プ
ー
ル
の
冷
却
系
機
能
喪
失
の
確
認
後
，
燃
料
プ

ー
ル
水
の
温
度
上
昇
に
よ
る
蒸
発
に
よ
り
燃
料
プ
ー
ル

水
位
が
低
下
す
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
た
め
，
復
水
輸

送
系
等
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
へ
の
注
水
準
備
を
行
う
。

中
央
制
御
室
か
ら
の
遠
隔
操
作
に
よ
り
燃
料
プ
ー
ル
へ

の
注
水
準
備
が
困
難
な
場
合
，
燃
料
プ
ー
ル
の
注
水
機

能
喪
失
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
。

 

－
 

－
 

【
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
】

 

【
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量
】

 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

燃
料
プ
ー
ル
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
（
高
レ
ン

ジ
・
低
レ
ン
ジ
）

(Ｓ
Ａ
)
  

燃
料
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
（
Ｓ
Ａ
）
（
燃
料
プ

ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
用
冷
却
設
備
を
含
む
）

 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系

（
常
設
ス
プ
レ
イ
ヘ
ッ
ダ
使

用
）
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
へ

の
注
水

 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
の
準
備
が
完
了
し
た
と
こ
ろ

で
，
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
（
常
設
ス
プ
レ
イ
ヘ
ッ

ダ
使
用
）
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
注
水
に
よ
り
，
燃
料
プ

ー
ル
水
位
を
維
持
す
る
。
そ
の
後
は
，
燃
料
プ
ー
ル
の

冷
却
系
を
復
旧
し
つ
つ
，
蒸
発
量
に
応
じ
た
水
量
を
注

水
す
る
こ
と
で
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
を
維
持
す
る
。

 

常
設
ス
プ
レ
イ
ヘ
ッ
ダ

 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク
 

大
量
送
水
車
 

タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

燃
料
プ
ー
ル
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
（
高
レ
ン

ジ
・
低
レ
ン
ジ
）

(Ｓ
Ａ
)
  

燃
料
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
（
Ｓ
Ａ
）（

燃
料
プ

ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
用
冷
却
設
備
を
含
む
）

 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に

よ
る
燃
料
プ
ー
ル
へ
の
注
水

 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
の
準
備
が
完
了
し
た
と
こ
ろ

で
，
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
注

水
に
よ
り
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
を
維
持
す
る
。
そ
の
後

は
，
燃
料
プ
ー
ル
の
冷
却
系
を
復
旧
し
つ
つ
，
蒸
発
量

に
応
じ
た
水
量
を
注
水
す
る
こ
と
で
，
燃
料
プ
ー
ル
水

位
を
維
持
す
る
。
 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク

 

可
搬
型
ス
プ
レ
イ
ノ
ズ
ル

 

大
量
送
水
車
 

タ
ン
ク
ロ
ー
リ
 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
Ｓ
Ａ
）
 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

燃
料
プ
ー
ル
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
（
高
レ
ン

ジ
・
低
レ
ン
ジ
）

(Ｓ
Ａ
)
  

燃
料
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
（
Ｓ
Ａ
）
（
燃
料
プ

ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
用
冷
却
設
備
を
含
む
）

 

【
 
】
：
重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
）

 

：
有
効
性
評
価
上
考
慮
し
な
い
操
作

 

4.1-14 
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1
表
 
主
要
評
価
条
件
（
想
定
事
故
１
）

 

項
目
 

主
要
評
価
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

初 期 条 件 

燃
料
プ
ー
ル
保
有
水
量
 

約
1,
59
9m

3  
保
有
水
量
を
厳
し
く
見
積
も
る
た
め
に
プ
ー
ル
ゲ
ー
ト
閉
の
状
況
を
想
定
 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
 

通
常
水
位
 

通
常
水
位
を
設
定
 

燃
料
プ
ー
ル
水
温
 

65
℃
 

運
転
上
許
容
さ
れ
る
上
限
値
と
し
て
設
定
 

燃
料
の
崩
壊
熱
 

約
7.
8M
W 

【
使
用
済
燃
料
】
 

 
取
出
時
平
均
燃
焼
度
：
 

 
・
９
×
９
燃
料

45
GW
d/
t 

 
・
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料

33
GW
d/
t 

原
子
炉
停
止
後
に
最
短
時
間
（
原
子
炉
停
止
後

1
0
日

※
１
）
で
取
り
出
さ
れ
た

全
炉
心
分
の
燃
料
が
，
過
去
に
取
り
出
さ
れ
た
貯
蔵
燃
料
と
合
わ
せ
て
，
使
用

済
燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
に
最
大
体
数
貯
蔵
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
想
定
し
，
Ｏ
Ｒ
Ｉ

Ｇ
Ｅ
Ｎ
２
を
用
い
て
算
出
 

ま
た
，
原
子
炉
停
止

1
0
日
後
に
お
い
て
は
，
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
の
方
が
９
×
９
燃

料
よ
り
も
崩
壊
熱
が
大
き
く
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
低
下
の
観
点
で
厳
し
い
た

め
，
燃
料
プ
ー
ル
に
お
け
る
使
用
済
燃
料
の
崩
壊
熱
は
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
を
考
慮
 

事 故 条 件 

安
全
機
能
の
喪
失
に
対
す
る
仮
定
 

燃
料
プ
ー
ル
の
冷
却
機
能
及
び

注
水
機
能
喪
失
 

燃
料
プ
ー
ル
の
冷
却
機
能
及
び
注
水
機
能
と
し
て
，
燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系
，
残

留
熱
除
去
系
，
復
水
輸
送
系
等
の
機
能
喪
失
を
設
定
 

外
部
電
源
 

外
部
電
源
な
し
 

外
部
電
源
の
有
無
は
事
象
進
展
に
影
響
し
な
い
こ
と
か
ら
，
資
源
の
観
点
で
厳

し
い
外
部
電
源
な
し
を
設
定

 

重 大 事 故

等 対 策 に

関 連 す る

機 器 条 件 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
 

48
m
3 /
h※

２
で
注
水
 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
ス
プ
レ
イ
ノ
ズ
ル
使
用
）
に
よ
る
注
水
を

想
定
 

設
備
の
設
計
を
踏
ま
え
て
設
定

 

重 大 事 故

等 対 策 に

関 連 す る

操 作 条 件 

燃
料

プ
ー

ル
ス

プ
レ

イ
系

に
よ

る
燃

料

プ
ー
ル
へ
の
注
水
 

事
象
発
生
か
ら
約

7.
9
時
間
後
 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
ス
プ
レ
イ
ノ
ズ
ル
使
用
）
の
系
統
構
成
に

必
要
な
準
備
時
間
は
２
時
間

50
分
で
あ
る
が
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
の
低
下
し

始
め
る
時
間
が
事
象
発
生
か
ら
約

7
.
9
時
間
後
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
て
設

定
 

※
１

 
島
根
２
号
炉
の
定
期
検
査
に
お
け
る
実
績
を
確
認
し
，
解
列
後
の
全
制
御
棒
全
挿
入
か
ら
原
子
炉
開
放
ま
で
の
最
短
時
間
で
あ
る
約
５
日
及
び
全
燃
料
取
り
出
し
の
最
短
時

間
約
５
日
を
考
慮
し
て
原
子
炉
停
止
後

10
日
を
設
定
。
原
子
炉
停
止
後

10
日
と
は
全
制
御
棒
全
挿
入
か
ら
の
時
間
を
示
し
て
い
る
。
通
常
停
止
操
作
に
お
い
て
原
子
炉
の
出

力
は
全
制
御
棒
全
挿
入
完
了
及
び
発
電
機
解
列
以
前
か
ら
徐
々
に
低
下
さ
せ
る
が
，
崩
壊
熱
評
価
は
ス
ク
ラ
ム
の
よ
う
な
瞬
時
に
出
力
を
低
下
さ
せ
る
保
守
的
な
計
算
条
件
と

な
っ
て
い
る
。
 

※
２

 
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
ス
プ
レ
イ
ノ
ズ
ル
使
用
）
及
び
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
（
常
設
ス
プ
レ
イ
ヘ
ッ
ダ
使
用
）
の
注
水
容
量
は
と
も
に

48
m3
/
h
以
上
で
あ
る
。
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添 4.1.1-1 

添付資料 4.1.1 

 

燃料プールの水位低下と遮蔽水位に関する評価について 

 

１．燃料プールの概要 

  図１に燃料プール等の平面図を示す。 

  定期事業者検査時において，多くの場合はプールゲートが開放され，燃料プ

ールは原子炉ウェル，蒸気乾燥器・気水分離器ピット（以下「ＤＳＰ」という。），

キャスク仮置ピットと繋がっているが，有効性評価においては，プールゲート

を閉鎖している場合を想定し，原子炉ウェル，ＤＳＰ及びキャスク仮置ピット

の保有水量は考慮しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 燃料プール等の平面図 

 

２．放射線の遮蔽の維持に必要な燃料プールの遮蔽水位について 
  図２に放射線の遮蔽の維持に必要な燃料プールの遮蔽水位について示す。 
  放射線の遮蔽の維持に必要な燃料プールの遮蔽水位は，その状況（必要とな

る現場及び操作する時間）によって異なる。重大事故等であることを考慮し，

例えば 10mSv/h の場合は，通常水位から約 2.6m※下の位置より高い遮蔽水位が

必要である。 
 ※ 放射線の遮蔽の維持に必要な燃料プール水位の算出方法については添付資料 4.1.2 に示す。 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図２ 放射線の遮蔽の維持に必要な燃料プールの遮蔽水位 

蒸気乾燥器・ 

気水分離器 

ピット（DSP） 

燃料プール 

 

ｷｬｽｸ 

仮置 

ﾋﾟｯﾄ 

原子炉ウェル 

使用済制御棒 

 

燃料集合体 

 

約 7.4m 

約 4.5m 

約 3.2m 

 

使用済

制御棒 

 燃料 

集合体 

通常水位 

約 2.6m 
約 3.9m 

約 4.2m 

約4.8m 

放射線の遮蔽が維持される 

最低水位（10mSv/hの場合） 

燃料棒有効長頂部 

約 13.5m 

 

約 14m 
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３．燃料プールの構造高さ，断面積及び保有水の容積について 
  図３に燃料プールの構造高さを，表１に燃料プールの断面積及び保有水の容

積を示す。 
 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

図３ 島根２号炉の燃料プールの構造高さ 

 

表１ 燃料プールの断面積及び保有水の容積 

領域 断面積（m２） 保有水の容積（m３） 

① 約 167 約 439 

② 約 167 約 704 

③ 約 95 約 456 

合 計 約 1,599 

 

  図３に示す各領域①～③の保有水の容積は，燃料プール容積から燃料プール

内の機器の容積を差し引くことで算出し，各領域の断面積については，①の

領域では燃料プールの寸法より求めた断面積を使用し，②，③の領域では求

めた各領域の容積から高さで除して求めた。なお，燃料プールの断面積につ

いては各領域での平均的な値を示しているが，燃料プール内に設置されてい

る機器は領域②又は領域③のプール下部であるため，保有水量に対する水位

の低下という観点で保守的な評価となっている。 

 

約 6.8m 

約 4.5m 

約 3.2m 

 

使用済

制御棒 

 燃料 

集合体 

約 2.6m 
約 3.9m 

約 4.8m 

約 4.2m 

① 

② 

③ 

通常水位 

放射線の遮蔽が維持される 

最低水位（10mSv/hの場合） 

燃料棒有効長頂部冠水部※ 

※有効性評価では保守的に燃料ハンドル上部

（燃料棒有効長頂部より 0.6m 程度高い位置） 

を燃料棒有効長頂部冠水部とする。 
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４．想定事故１における時間余裕 

燃料プールの冷却機能及び注水機能の喪失時における崩壊熱による燃料プ 
ール水位の沸騰までの時間，沸騰開始後の水位低下時間及び沸騰による水位低

下平均速度について，以下の式を用いて評価を行った。事象を保守的に評価す

るため，燃料プールの初期水温は，運転上許容される上限値である 65℃とす

る。また，発生する崩壊熱はすべて燃料プールの水温上昇及び蒸発に寄与する

ものとし，燃料プールの水面，壁面等からの放熱は考慮しない。 

○評価方法及び評価条件

①冷却機能喪失から沸騰（燃料プール水 100℃到達）までの時間

沸騰までの時間(h)=

（100[℃]-65[℃]）×燃料ﾌﾟｰﾙ保有水の比熱[kJ/㎏/℃]※1×燃料ﾌﾟｰﾙ水量[m
3

]×燃料ﾌﾟｰﾙ水密度 [kg/m
3

] ※2 

燃料崩壊熱[MW]×10
3

×3600 

②沸騰による蒸発量と沸騰開始から燃料棒有効長頂部冠水部まで水位が低下す

るまでの時間

燃料崩壊熱[MW]×10
3

×3600 

燃料ﾌﾟｰﾙ水密度[kg/m3]※2×蒸発潜熱[kJ/㎏]※3 

水位低下時間[h]= 

通常水位から燃料棒有効長頂部冠水部までの燃料ﾌﾟｰﾙ水量[m
3

]×燃料ﾌﾟｰﾙ水密度[kg/m
3

]※2×蒸発潜熱[kJ/kg]※3 

燃料崩壊熱[MW]×10
3

×3600 

③沸騰による燃料プール水位の低下平均速度

通常水位から燃料棒有効長頂部冠水部までの高低差[m] 

通常水位から燃料棒有効長頂部冠水部までの水位低下にかかる時間[h] 

燃料プールの下部は機器等が設置されており，保有水が少ないため，燃料プ

ールの下部では水位低下速度は早く，燃料プール上部では水位低下速度は遅い。

燃料棒有効長頂部に水位が到達するまでの時間評価では，保守的に一律の水位

低下速度を想定する。

1時間当たりの沸騰による蒸発量[m3/h]＝ 

水位低下速度[m/h]＝ 
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表２ 評価に使用する値 

プール保有水の比

熱※1（kJ/㎏/℃） 

プール水量 

（m3） 

プール水密度※2 

（kg/m3）  

燃料の崩壊熱 

（MW） 

4.185 約 1,599 958 約 7.8 

蒸発潜熱※3 

（kJ/Kg） 

通常水位から燃料

棒有効長頂部冠水

部までのプール水

量※4 （m3） 

通常水位から燃料

棒有効長頂部冠水

部までの高低差 

（m） 

通常水位から 2.6m

下までのプール水

量 

（m3） 

2,256.47 約 1,143 約 6.8 約 439 

※１：65℃から 100℃までの飽和水の比熱のうち，最小となる 65℃の値を採用。

（1999年蒸気表より） 

※２：65℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる 100℃の値を採用。

（1999年蒸気表より） 

※３：100℃の飽和水のエンタルピと100℃の飽和蒸気のエンタルピの差より算出。

（1999年蒸気表より） 

※４：保有水量の算出では燃料棒有効長頂部冠水部として燃料ハンドル上部（燃

料棒有効長頂部より 0.6m程度高い位置）を設定 

なお，①～③の式による算出については以下の保守的な仮定及び非保守的な

仮定に基づく評価である。 

＜保守的な仮定＞ 

・燃料プール水温の温度変化に対する比熱及び密度の評価にて，時間を短く評

価する最も厳しくなる値を想定している。 

・燃料プールの水面，壁面等からの放熱を考慮せず，崩壊熱がすべて燃料プー

ル水温上昇及び蒸発に寄与するものとしている。

＜非保守的な仮定＞ 

・簡易的な評価とするために燃料プール水温をすべて均一の温度とし，プール

全体が 100℃に到達した時間を沸騰開始としており，燃料プール水温の非一

様性を考慮していない。なお，発熱源は燃料プール下方に位置する燃料集合

体であり，自然対流の効果により非一様性は緩和される。 

非保守的な仮定を設定することを踏まえ，事象発生直後から沸騰による燃料

プール水位の低下が開始すると想定した場合の評価についても実施する。 

なお，注水等の操作時間余裕は十分に大きいことからこれらの評価の仮定に

よる影響は無視できる程度であると考える。 
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表３ 評価結果 

項目 算定結果 

燃料プール水温が 100℃に到達するまでの時間（h） 約 7.9 

燃料の崩壊熱による燃料プール保有水の蒸発量（m3/h） 約 13 

燃料プール水位が通常水位から約 2.6m低下するまでの時間（day） 約 1.7 

燃料棒有効長頂部冠水部まで燃料プール水位が低下するまでの時間（day） 約 3.9 

燃料プール水位の低下速度（m/h） 約 0.08 

燃料プールの冷却機能が喪失した場合，燃料の崩壊熱により燃料プール水温が

上昇し，事象発生から約 7.9時間後に沸騰が開始され，蒸発により燃料プールの

水位低下が始まる。この時の蒸発量は，約 13m3/hである。 

よって，燃料プール水位が放射線の遮蔽に必要な通常水位から約 2.6m(10mSv/h

の場合)下の位置まで低下するまでの時間は，事象発生から約 1.7 日後であり，重

大事故等対策として期待する燃料プールスプレイ系による注水操作の時間余裕は

十分にある。 

＜参考＞ 

有効性評価では崩壊熱が厳しい定期事業者検査中に全炉心燃料が燃料プール

に取り出される想定であり，通常運転中の想定は以下のとおりとなる。 

燃料プールの冷却機能が喪失した場合，燃料の崩壊熱により燃料プール水温

が上昇し，事象発生から約 1.1日後に沸騰が開始され，その後燃料プール水位

が放射線の遮蔽に必要な通常水位から約 2.6m(10mSv/hの場合)下の位置まで低

下するまでの時間は，事象発生から約 6.1日後となる。このように原子炉運転

中の燃料プールは，原子炉停止中の燃料プールに比べてさらに長い時間余裕が

ある。 

表４ 通常運転中の想定※ 

項目 算定結果 

燃料の崩壊熱（MW） 約 2.2 

燃料プール水温が 100℃に到達するまでの時間（day） 約 1.1 

崩壊熱による燃料プール保有水の蒸発量（m3/h） 約 3.7 

燃料プール水位が通常水位から約 2.6m低下するまでの時間（day） 約 6.1 

燃料棒有効長頂部冠水部まで燃料プール水位が低下するまでの時間（day） 約 14 

燃料プール水位の低下速度（m/h） 約 0.03 

※燃料プールの初期水温は保守的に有効性評価での想定と同様の 65℃とした。
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添付資料 4.1.2 

「水遮蔽厚に対する貯蔵中の燃料等からの線量率」の評価について 

１．燃料集合体の評価条件 

燃料プール内の使用済燃料貯蔵ラックに燃料がすべて満たされた状態を仮定

し，その時の燃料集合体を線源とする。 

評価条件を以下に示す。 

○線源形状 ：燃料プール内の使用済燃料貯蔵ラックに燃料がすべて満たされ 

た状態 

○線源材質 ：燃料集合体及び水を考慮（密度：  g/cm3） 

○ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，エネルギ４群とする。

○線源強度：文献※１に記載のエネルギあたりの線源強度を基に，９×９燃料

（Ａ型）の体積あたりの線源強度を式①で算出した。

①　　
／体）燃料集合体体積（）各群のエネルギ（

／体）出力（燃料集合体あたりの熱）（文献に記載の線源強度
）線源強度（ 

















3

11
13

cmMeV

WsWMeV
scm

  このときの線源条件は以下とする。なお，本評価で使用している線源強度

（文献値）に対する燃料照射期間は 10６時間（約 114年）であり，島根２号

炉の燃料照射期間を十分に包絡している。 

・燃料照射期間：106時間（無限照射）

・停止後の期間※２：10日（実績を考慮した値を設定）

・燃料集合体あたりの熱出力：4.35MW／体（９×９燃料（Ａ型））

・燃料集合体体積：約 7.1×104 cm３（９×９燃料（Ａ型））

※１ Blizard E. P. and Abbott L.S.,ed.,“REACTOR HANDBOOK.2nd ed. Vol.Ⅲ

Part B, SHIELDING”, INTERSCIENCE PUBLISHERS, New York, London, 

1962” 

※２ 原子炉停止後 10日とは全制御棒全挿入からの時間を示している。通常停

止操作において原子炉の出力は全制御棒全挿入完了及び発電機解列以前

から徐々に低下させるが，線源強度評価は崩壊熱評価と同様にスクラム

のような瞬時に出力を低下させる保守的な評価条件となっている。 

○評価モデル ：直方体線源

線量率評価は，ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードを用いており，その評価モデル

を図１に示す。また，評価により求めた線源強度を表１に示す。 

なお，評価モデルにおいては，燃料棒有効長以外の構造体は評価対象に含め

ていないが，実際の燃料集合体では，燃料棒有効長以外の構造体（上部タイプ

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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レート等）においても，放射化等により線源を有している。しかしながら，燃

料棒有効長以外の構造体の線源強度は，燃料棒有効長に比べて十分小さいと考

えられる。本線量評価は，燃料プールにおいて放射線の遮蔽が維持される水位

を評価するものであり，放射線の遮蔽が維持される水位（通常水位から約 2.6m

下）においては，燃料集合体由来の線量率は小さく（図７参照），線量率全体

の 0.1％未満の寄与であるため，評価結果に対する燃料棒有効長以外の構造体

からの影響は十分に無視できる。
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図１ 燃料集合体の線量率評価モデル 

表１ 燃料集合体の線源強度 

群 
ガンマ線 

エネルギ（MeV）

線源強度 

（cm-3・s-1） 

１ 1.0 4.3×1011 

２ 2.0 7.3×1010 

３ 3.0 1.2×109 

４ 4.0 2.6×107 

評価点 

（寸法は公称値を示す。） 

×：評価点（燃料取替機台車床） 

-T

mm 

mm 

mm 

空間（真空） 

プール水位 
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は上部ローラを，使用済制御棒中間部は中性子吸収材を，使用済

制御棒下部は下部ローラを代表としてモデル化している。使用済

制御棒中間部は制御棒を挿入時にのみ，使用済制御棒上部は挿入

時と引き抜き時の間，中性子が照射されるものとする。 

照射期間については，制御棒挿入時に照射される制御棒はすべ

てＨｆ型制御棒とし，制御棒照射量制限値（Ｈｆ型： ）

を炉心中央の平均熱中性子フラックスで除した値とした。制御棒

引き抜き時に照射される制御棒はすべてＢ４Ｃ型制御棒とし，

制御棒照射量制限値（Ｂ４Ｃ型： ）を炉底部熱中性子

フラックスで除した値とした。また，使用済制御棒下部は使用済

制御棒上部と同じ線源強度とする。 
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２．使用済制御棒の評価条件 

燃料プール内の使用済制御棒を線源とする評価条件を以下に示す。 

○線源形状 ：燃料プール内の制御棒貯蔵ハンガのすべてに使用済制御棒が満

たされた状態 

○線源材料 ：水（密度：0.958g/㎝ 3 ※）

※ 65℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる 100℃

の値を採用

○ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線はエネルギ 18群（ＯＲＩＧＥ

Ｎ群構造）とする。 

○線源強度 ：使用済制御棒を高さ方向に３領域に分割し，使用済制御棒上部

また，燃料プールには，タイプ別でかつ，冷却期間の異なる使用済制御棒

が混在して貯蔵されていることを想定し，貯蔵使用済制御棒全体の放射能を

保存して平均した線源強度を式②により算出した。

Σ{(制御棒ﾀｲﾌﾟ・冷却期間別の線源強度)×(制御棒ﾀｲﾌﾟ・冷却期間別の保管本数)} 

全貯蔵本数 

制御棒タイプはＨｆ型，Ｂ４Ｃ型の２タイプ，冷却期間は０～10サイクル

の 11種類，全貯蔵本数は 144本とした。

使用済制御棒の内訳は表２に示すとおり，定期検査ごとに取り出された照

射済制御棒の本数の実績を参考に，貯蔵数が最大となるように毎サイクルＨ

ｆ型とＢ４Ｃ型制御棒がそれぞれ取り出されることを想定した。 

○評価モデル ：直方体線源

線量率評価は，ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードを用いておりその評価モデルを図

２に示す。また，評価により求めた線源強度を表３に示す。

平均線源強度＝ …② 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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表２ 制御棒のタイプ別，冷却期間別の貯蔵本数 

タイプ
冷却期間 

（サイクル）

冷却期間 

（day） 

本数 

（本） 

Ｈｆ型 

制御棒 

０ 10 ９ 

１ 506 ４ 

２ 1002 ４ 

３ 1498 ４ 

４ 1994 ４ 

５ 2490 ４ 

６ 2986 ４ 

７ 3482 ４ 

８ 3978 ４ 

９ 4474 ４ 

10 4970 ５ 

Ｂ４Ｃ型 

制御棒 

０ 10 12 

１ 506 ８ 

２ 1002 ８ 

３ 1498 ８ 

４ 1994 ８ 

５ 2490 ８ 

６ 2986 ８ 

７ 3482 ８ 

８ 3978 ８ 

９ 4474 ８ 

10 4970 10 
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評価点 

図２ 使用済制御棒の線量率評価モデル 

 -T

mm 

mm 

空間（真空） 

プール水位 

 

mm

mm 

（寸法は公称値を示す。） 

×：評価点（燃料取替機台車床） 

 

mm

 

mm
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表３ 使用済制御棒の線源強度 
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○使用済制御棒の冠水時及び露出時の線量率評価モデルについて

使用済制御棒は次に示すようにステンレスの制御棒貯蔵ハンガにハンドル部

を通して格納されている。評価ではこの構造材を含めた使用済制御棒設置箇所

を直方体の線源としてモデル化している（図３）。本来線源が存在しない使用

済制御棒間にも線源が存在する想定をすることで，線源の体積としては約 1.9

倍となることから，実際よりも保守的なモデルとしている（図４）。 

  遮蔽評価をする際，線源材料にも密度を設定することで自己遮蔽等の評価を

行う。本評価ではこちらの設定を使用済制御棒が冠水時（①），一部露出時（②），

露出時（③）のいずれにおいても遮蔽性能の低い水として評価している。 

  実機体系では，露出時（③）において使用済制御棒間等は気中であるが，使

用済制御棒はステンレスや炭化ホウ素（またはハフニウム）等で構成されるた

め，それらの自己遮蔽効果を期待できる。評価モデル上はこれらを一様に水と

して評価しているが，ステンレスや炭化ホウ素等の自己遮蔽効果が高いことに

加え，線源以外にも制御棒貯蔵ハンガのような構造材があり，それらの遮蔽効

果により保守性を確保している。 

  冠水時（①），一部露出時（②）の状態においては使用済制御棒等の遮蔽効

果に加えて，制御棒間の隙間等の気中であった箇所に水が入る為，遮蔽効果は

さらに高まるが，評価においては露出時（③）と同様，水と設定して評価をす

ることでさらに保守的なモデルとなっている。 

  評価結果において，水位低下により使用済制御棒の露出が開始した際の現場

の線量率と，完全に露出した後の現場の線量率にあまり差異がないことは，評

価で上記に示すとおり冠水時（①）と露出時（③）を等しく，線源を水として

評価しているためである（図５）。 

＜参考＞ 

 一例としてＣｏ－60を線源とした時のガンマ線の実効線量透過率の１／10 
価層は水であると約 70cm であるのに対して，鉄（密度：7.86g/cm3）であると

約９cm となり，これらの遮蔽性能が水と比べて大きいことが分かる。 

  参考文献：アイソトープ手帳 11 版 公益社団法人日本アイソトープ協会 
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図３ 燃料プール概要図 
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直方体

・自己遮蔽等の遮蔽計算に
用いる密度：
水と同等
（密度：0.958g/cm3)

評価点

図４ 使用済制御棒の線量率評価モデル 
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距離を設定し，各評価点での線量率を合計 
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①冠水時
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使用済制御棒の側面図
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用いる密度：
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②一部露出時
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③露出時
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図５ 使用済制御棒の冠水時及び露出時の線量率評価モデル 
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用いる密度：水と同等 
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３．線量率の評価 

  線量率は，ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードを用いて評価している。 

一般的に点減衰核積分法では，線源領域を細分化し点線源で近似を行い，各

点線源から評価点までの媒質の通過距離から非散乱ガンマ線束を求める。これ

にビルドアップ係数を掛け，線源領域全空間で積分した後，線量率換算係数を

掛けることで評価点での線量率を求める。 

ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードでは，式③を用い，線量率を評価している。図

６にＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードの評価体系を示す。 
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･･･③ 

ｊ：エネルギ群番号 

ｉ：線源点番号 

ｋ：領域番号（遮蔽領域） 

Ｆj：線量率換算係数 

Ｓij：ｉ番目の線源点で代表される領域の体積で重みづけされたエネルギｊ群

の点線源強度 

Ｒi：ｉ番目の線源点と計算点の距離 

Ｂij：ビルドアップ係数 

μjk：領域ｋにおけるエネルギｊ群のγ線に対する線吸収係数 

ｔk：領域ｋをγ線が透過する距離 

これにより求められたエネルギ第ｊ群の線量率Ｄjから，すべての線源エネ

ルギ群について加えることによって全線量率を評価している。 

図６ ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードの評価体系 
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４．線量率を求める際の評価点と放射線遮蔽が維持される水位について 

（１）線量率を求める際の評価点

線源からの線量率を求める際に設定する評価点は，燃料プールの上部にあ

る燃料取替機台車床とした。なお，評価では図１及び図２の線量率評価モデル

に示すようにプール躯体による遮蔽は考慮せず，線源から評価点までの距離を

入力として評価している。 

（２）放射線の遮蔽が維持される水位

想定事故１,２及び運転停止中の各有効性評価において，原子炉建物原子炉

棟４階での作業時間及び作業員の退避は２時間以内であり，必要な放射線の遮

蔽の目安を 10mSv/h とすると作業員の被ばく量は最大でも 20mSv となるため，

緊急作業時における被ばく限度の 100mSv に対して余裕のある値である。目安

とした線量率は後述する定期検査作業時での原子炉建物原子炉棟４階におけ

る現場線量率の実績値についても考慮した値である。（詳細については「＜補

足＞必要な遮蔽の目安とした 10mSv/h の設定について」を参照）。 

想定事故１,２での必要な遮蔽水位は図７より約 4.8mとなり，開始水位から

約 2.6m低下した水位である。なお，通常時であっても作業によって現場線量

率が上昇することが考えられる。原子炉建物原子炉棟４階における作業の例と

して，蒸気乾燥器の取り外し作業の実績は，約１mSv/h（設置する遮蔽体の遮

蔽効果に期待した場合の値を示す，設置する遮蔽体の遮蔽効果に期待しない場

合は約 2.6mSv/h となる）であった。 
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図７ 放射線の遮蔽が維持される水位 

制御棒の自己遮蔽のモデルは露出後も露

出前と同様の水として評価をしているた

め，ほぼ同等の値となっている（露出前

の評価は大きな保守性を持っている）。 

約 2.6m 

約 4.8m 

通常水位 

燃料棒有効長頂部からの水位（m） 
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＜補足＞必要な遮蔽の目安とした 10mSv/h の設定について

① 緊急作業時における被ばく限度（100mSv）と現場での作業時間を踏まえた遮蔽

水位の目安について

＜原子炉建物原子炉棟４階での作業時間＞

・想定事故１，２において燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル使用）

を使用する場合の可搬型スプレイノズル及びホースの設置作業は，現場へのア

クセス及び現場操作を含めて２時間以内で実施可能である。また，原子炉運転

停止中における燃料損傷防止対策の有効性評価においては，原子炉建物原子炉

棟４階でのアクセス又は現場操作に期待していない。

・事象発生時に原子炉建物原子炉棟４階にいる一般作業員の退避については２時

間以内で実施可能である。

以上より，原子炉建物原子炉棟４階での作業時間及び作業員の退避は２時間以

内であり，必要な放射線の遮蔽の目安を 10mSv/hとすると作業員の被ばく量は最

大でも 20mSvとなるため，緊急作業時における被ばく限度の 100mSvに対して余

裕のある値である。 

② 定期検査作業時での原子炉建物原子炉棟４階における現場線量率の実績値

通常時であっても作業によって現場線量率が上昇することが考えられる。原

子炉建物原子炉棟４階における作業の例として，蒸気乾燥器の取り外し作業の

実績は約 2.6mSv/h（設置する遮蔽体の遮蔽効果に期待しない場合の測定点）及

び約１mSv/h（設置する遮蔽体の遮蔽効果に期待する場合の測定点）であった。

なお，蒸気乾燥器の移動範囲及び作業場所による線量率の測定点は図８に示

す。 

③ 蒸気乾燥器移動時に重大事故等が発生した場合の蒸気乾燥器からの影響につ

いて

蒸気乾燥器移動時の事故発生を想定した際，原子炉ウェル又はＤＳＰ廻りの

空間線量率は，②の遮蔽に期待できない測定点で示すように遮蔽の目安（10 

mSv/h）を超えることはないが，仮に②の遮蔽に期待できない測定点での空間線

量率が遮蔽の目安（10mSv/h）を超える場合であっても，有効性評価での重大事

故等対策において，移動中の蒸気乾燥器近傍での作業はなく，重大事故等対策

を実施する現場操作場所での空間線量率が必要な遮蔽の目安（10mSv/h）を超え

ることはない。

なお，作業員の退避についても同様である。 
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（ａ）蒸気乾燥器の移動範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｂ）遮蔽と測定点の位置（（ａ）の図の中で※で示す箇所の断面） 

 

図８ 蒸気乾燥器の移動範囲及び作業場所による線量率の測定点 
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添付資料 4.1.3 

安定状態について（想定事故１） 

想定事故１（燃料プールの冷却機能喪失及び注水機能喪失）の安定状態について

は以下のとおり。 

燃料プール安定状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設

備を用いた燃料プールへの注水により，燃料プール水位を

回復・維持することで，燃料の冠水，放射線遮蔽及び未臨

界が維持され，燃料プールの保有水の水温が安定し，かつ，

必要な要員の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定される

事象悪化のおそれがない場合，安定状態が確立されたもの

とする。 

【安定状態の確立について】 

燃料プールの安定状態の確立について 

燃料プールスプレイ系を用いた燃料プールへの注水を実施することで，燃料プ

ール水位が維持され，燃料プールの安定状態が確立される。 

また，重大事故等対策時に必要な要員が確保可能であり，また，必要な水源，

燃料及び電源を供給可能である。 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により安定状態を維持できる。 

また，燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水を継続し，残留熱除去系

又は燃料プール冷却系を復旧し，復旧後は復水輸送系等によりスキマサージタン

クへの補給を実施する。燃料プールの保有水を残留熱除去系等により冷却するこ

とによって，安定状態後の状態維持のための冷却が可能となる。

（添付資料 2.1.1 別紙 1参照） 
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添付資料 4.1.4 

 

燃料プール水沸騰・喪失時の未臨界性評価 

 

 島根２号炉の燃料プールでは，ボロン添加ステンレス鋼製ラックセルに燃料が

貯蔵されている。燃料プールには，通常は限られた体数の新燃料と使用済燃料が

貯蔵されるが，臨界設計については新燃料及びいかなる燃焼度の燃料を貯蔵して

も十分安全側の評価を得るように，炉心装荷時の無限増倍率として 1.30（ウラン

燃料の場合），1.23（ＭＯＸ燃料の場合）を仮定している。また，プール水温，

ラック製造公差，ボロン添加率及びラックセル内燃料配置それぞれについて最も

結果が厳しくなる状態で評価している。未臨界性評価の基本計算条件を表１に，

ラック形状が確保された状態を前提とした計算体系を図１に示す。 

 仮に燃料プール水が沸騰や喪失した状態及び燃料プールスプレイ系等が作動す

る状態を想定し，燃料プールの水密度が減少した場合を考えると，ラックセル内

で中性子を減速する効果が減少し，実効増倍率を低下させる効果がある。一方，

ラックセル間では水及びラックセルによる中性子を吸収する効果が減少するため，

隣接ラックへの中性子の流れ込みが強くなり，実効増倍率を増加させる効果が生

じる。 

 低水密度状態を想定した場合の燃料プールの実効増倍率は上記の２つの効果の

バランスにより決定されるため，ラックの材質・ピッチの組み合わせによっては

通常の冠水状態と比較して臨界評価結果が厳しくなる可能性がある。 

 そこで，島根２号炉の燃料プールにおいて水密度を 1.0～0.0g/cm3と変化させて

実効増倍率を評価したところ，中性子の強吸収体であるラックセル中のボロンの

効果により，実効増倍率を増加させる効果である隣接ラックへの中性子の流れ込

みが抑制されることから，水密度の減少に伴い実効増倍率は単調に減少する結果

が得られた。このため，水密度が減少する事象が生じた場合でも未臨界は維持さ

れることを確認した。解析結果を図２及び図３に示す。 

 なお，解析には米国オークリッジ国立研究所（ＯＲＮＬ）により米国原子力規

制委員会（ＮＲＣ）の原子力関連許認可評価用に作成された３次元多群輸送評価

コードであり，米国内及び日本国内の臨界安全評価に広く使用されているＳＣＡ

ＬＥシステムを用いた。 
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表１ 未臨界性評価の基本計算条件 

項目 
仕様 

ウラン燃料 ＭＯＸ燃料 

燃料仕様 

燃料種類 ９×９燃料（Ａ型） ＭＯＸ燃料 

濃縮度 235U濃縮度 

  wt％※１ 

核分裂性 Pu 富化度 

  wt％※２

235U濃縮度   wt% 

ペレット密度 理論密度の 97％ 理論密度の 95％ 

ペレット直径 0.96cm 1.04cm 

被覆管外径 1.12cm 1.23cm 

被覆管厚さ 0.71mm 0.86mm 

使用済燃料 

貯蔵ラック 

ラックタイプ たて置ラック式 

ラックピッチ  mm 

材料 ボロン添加ステンレス鋼 

ボロン濃度  wt％※３ 

板厚  mm 

内のり  mm 

※１ 未臨界性評価用燃料集合体（k∞=1.30 未燃焼組成，Gdなし）

※２ 未臨界性評価用燃料集合体（k∞=1.23 未燃焼組成，Gdなし）

※３ ボロン濃度の解析使用値は，製造公差下限値とする。

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



添 4.1.4-3 

図１ 燃料貯蔵ラックの計算体系 

図２ 実効増倍率の水密度依存性（ウラン燃料） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



添 4.1.4-4 

図３ 実効増倍率の水密度依存性（ＭＯＸ燃料） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



添 4.1.5-1 

評
価
条
件
の
不
確
か
さ
の
影
響
評
価
に
つ
い
て
（
想
定
事
故
１
）

 

表
１

 
評
価
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
想
定
事
故
１
）（

１
／
３
）

 

項
目

 

評
価
条
件
（
初
期
，
事
故
及
び
機
器
条
件
）

の
不
確
か
さ

 
条
件
設
定
の
考
え
方

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 

評
価
条
件

 
最
確
条
件

 

初 期 条 件
 

燃
料
プ
ー
ル

 

保
有
水
量

 
約

1
,5
99

m3
 

約
1
,5

99
m3
 

保
有

水
量

を
厳

し
く

見
積

も
る

た
め

に
プ
ー
ル
ゲ
ー
ト
閉
の
状
況
を
想
定

 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
及
び
プ
ー
ル
ゲ
ー
ト
の
状
態
の
不
確
か
さ
に

含
ま
れ
る
。

 
燃
料
プ
ー
ル
水
位
及
び
プ
ー
ル
ゲ
ー
ト
の
状
態
の
不
確
か
さ
に
含
ま
れ
る
。

 

燃
料
プ
ー
ル
の

初
期
水
位

 
通
常
水
位

 
通
常
水
位
付
近

 
通
常
水
位
を
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
評
価
条
件
で
の
初
期
水
位
は
通
常
水

位
を
設
定
し
て
い
る
た
め
，
通
常
水
位
よ
り
低
い
水
位
の
変
動
を

考
慮
し
た
場
合
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
が
燃
料
棒
有
効
長
頂
部
ま
で

低
下
す
る

時
間
及

び
燃
料
プ

ー
ル
水

位
の

低
下
に
よ

る
異
常

の

認
知
の
時
間
は
短
く
な
る
。
条
件
に
よ
っ
て
は
想
定
す
る
冷
却
機

能
喪
失
に
よ
る
異
常
認
知
よ
り
早
く
な
り
，
そ
れ
に
よ
り
操
作
開

始
が
早
く
な
る
が
，
注
水
操
作
は
冷
却
機
能
喪
失
に
よ
る
異
常
の

認
知
を
起
点
と
し
て
操
作
を
開
始
す
る
た
め
，
そ
の
起
点
よ
り
操

作
開
始
が
遅
く
な
る
こ
と
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時

間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

初
期
に
地
震
起
因
の
ス
ロ
ッ
シ
ン
グ
が
発
生
し
た
場
合
，
燃
料
プ

ー
ル
水
位
が
最
大
で
約

1.
1
m
（
ス
ロ
ッ
シ
ン
グ
量
：

18
0
m
3
※
1
）

低
下
す
る
も
の
の
，
放
射
線
の
遮
蔽
が
維
持
さ
れ
る
最
低
水
位
に

到
達
す
る
ま
で
の
時
間
は
事
象
発
生
か
ら
約

1.
1
日
後（

10
mS
v/

h

の
場
合
）
で
あ
り
，
事
象
発
生
か
ら
３
時
間

10
分
後
ま
で
に
燃

料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
注
水
が
可
能
と
な
る
こ
と
か
ら
，

運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
評
価
条
件
で
の
初
期
水
位
は
通
常
水
位
を
設
定
し
て

い
る
た
め
，
そ
の
変
動
を
考
慮
し
た
場
合
，
燃
料
プ
ー
ル
が
通
常
水
位
か
ら
燃
料

棒
有
効
長
頂
部
ま
で
低
下
す
る
時
間
は
短
く
な
る
が
，
仮
に
初
期
水
位
を
水
位
低

警
報
レ
ベ
ル
（
通
常
水
位
か
ら
約

0
.2

7
m
下
）
と
し
た
場
合
で
あ
っ
て
も
，
放
射

線
の
遮
蔽
が
維
持
さ
れ
る
最
低
水
位
に
到
達

す
る
ま
で
の
時
間
は
事
象
発
生
か

ら
約

1.
5
日
（

10
mS
v
/h

の
場
合
），

燃
料
プ
ー
ル
水
位
が
燃
料
棒
有
効
長
頂
部
ま

で
低
下
す
る
時
間
は
事
象
発
生
か
ら
約

3.
8
日
あ
り
，
事
象
発
生
か
ら
３
時
間

10

分
後
ま
で
に
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
注
水
が
可
能
と
な
る
こ
と
か
ら
，

評
価
条
件
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

初
期
に
地
震
起
因
の
ス
ロ
ッ
シ
ン
グ
が
発
生
し
た
場
合
，
最
大
で
約

1.
1
m（

ス
ロ

ッ
シ
ン
グ
量
：
1
80
m
3
※

1
）
の
水
位
の
低
下
が
発
生
す
る
が
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
が

放
射
線
の
遮
蔽
が
維
持
さ
れ
る
最
低
水
位
に
到
達
す
る
ま
で
の
時
間
は
事
象
発

生
か
ら
約

1.
1日

（
10
mS
v
/h
の
場
合
）
，
燃
料
棒
有
効
長
頂
部
ま
で
水
位
が
低
下

す
る
ま
で
の
時
間
は
事
象
発
生
か
ら
約

3.
3
日
あ
り
，
事
象
発
生
か
ら
３
時
間
10

分
後
ま
で
に
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
注
水
が
可
能
で
あ
る
こ
と
か
ら
，

評
価
条
件
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

燃
料
プ
ー
ル
の

初
期
水
温

 
6
5℃

 

約
17
℃
～
約

40
℃

 

（
実
績
値
）

 

運
転

上
許

容
さ

れ
る

上
限

値
と

し
て

設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
評
価
条
件
で
設
定
し
て
い
る
燃
料
プ

ー
ル
の
初
期
水
温
よ
り
低
く
な
り
，
沸
騰
開
始
時
間
は
遅
く
な
る

た
め
，
時
間
余
裕
が
長
く
な
る
が
，
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に

よ
る
燃
料
プ
ー
ル
へ
の
注
水
操
作
は
，
燃
料
プ
ー
ル
水
の
初
期
水

温
に
応
じ
た
対
応
を
と
る
も
の
で
は
な
く
，
冷
却
機
能
喪
失
に
よ

る
異
常
の
認
知
を
起
点
と
す
る
も
の
で
あ
る
た
め
，
運
転
員
等
操

作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
評
価
条
件
で
設
定
し
て
い
る
燃
料
プ
ー
ル
水
温
よ
り

低
く
な
る
た
め
，
沸
騰
開
始
時
間
は
遅
く
な
り
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
の
低
下
は
緩

和
さ
れ
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
余
裕
は
大
き
く

な
る
。

 

ま
た
，
自
然
蒸
発
，
燃
料
プ
ー
ル
水
温
及
び
温
度
上
昇
の
非
一
様
性
に
よ
り
，
評

価
で
想
定
し
て
い
る
沸
騰
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
水
位
低
下
開
始
時
間
よ
り
早
く

水
位
の
低
下
が
始
ま
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
る
。
し
か
し
，
自
然
蒸
発
に
よ
る
影
響

は
沸
騰
に
よ
る
水
位
低
下
と
比
べ
て
僅
か
で
あ
り
，
気
化
熱
に
よ
り
燃
料
プ
ー
ル

水
は
冷
却
さ
れ
る
。
さ
ら
に
，
燃
料
プ
ー
ル
の
水
温
の
非
一
様
性
も
沸
騰
開
始
後

の
気
泡
上
昇
を
駆
動
力
と
し
た
対
流
に
よ
り
影
響
は
小
さ
く
な
る
こ
と
が
考
え

ら
れ
る
。
仮
に
，
事
象
発
生
直
後
か
ら
沸
騰
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
水
位
の
低
下
が

開
始
す
る
と
想
定
し
た
場
合
で
あ
っ
て
も
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
が
放
射
線
の
遮
蔽

が
維
持
さ
れ
る
最
低
水
位
に
到
達
す
る
ま
で
の
時
間
は
事
象
発
生
か
ら
約
1.

4
日

（
10
mS
v/

h
の
場
合
）
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
が
燃
料
棒
有
効
長
頂
部
ま
で
低
下
す
る

時
間
は
事
象
発
生
か
ら
約

3.
6日

あ
り
，
事
象
発
生
か
ら
３
時
間

10
分
後
ま
で
に

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
注
水
が
可
能
と
な
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と

な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

添付資料 4.1.5 



添 4.1.5-2 

表
１

 
評
価
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
想
定
事
故
１
）（

２
／
３
）

 

項
目

 

評
価
条
件
（
初
期
，
事
故
及
び
機
器
条
件
）

の
不
確
か
さ

 
条
件
設
定
の
考
え
方

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 

評
価
条
件

 
最
確
条
件

 

初 期 条 件
 

燃
料
の
崩
壊

熱
 

約
7.
8M
W
 

【
使
用
済
燃
料
】

 

取
出
時
平
均
燃
焼

度
：

 

・
９
×
９
燃
料

45
GW
d/
t

・
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料

33
GW
d/
t

約
7.
8
MW

以
下

 

（
実
績
値
）

 

原
子
炉
停
止
後
に
最
短
時
間
（
原
子
炉

停
止
後

1
0
日
）
で
取
り
出
さ
れ
た
全

炉
心
分
の
燃
料
が
，
過
去
に
取
り
出
さ

れ
た
貯
蔵
燃
料
と
合
わ
せ
て
，
使
用
済

燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
に
最
大
体
数
貯
蔵

さ
れ
て
い
る
こ
と
を
想
定
し
，
Ｏ
Ｒ
Ｉ

Ｇ
Ｅ
Ｎ
２
を
用
い
て
算
出

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
評
価
条
件
で
設
定
し
て
い
る
燃
料
の

崩
壊
熱
よ
り
小
さ
く
な
る
た
め
，
燃
料
プ
ー
ル
水
温
の
上
昇
及
び

燃
料
プ
ー
ル
水
位
の
低
下
は
緩
和
さ
れ
る
が
，
注
水
操
作
は
，
燃

料
の
崩
壊
熱
に
応
じ
た
対
応
を
と
る
も
の
で
は
な
く
，
冷
却
機
能

喪
失
に
よ

る
異
常

の
認
知
を

起
点
と

す
る

も
の
で
あ

る
こ
と

か

ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
評
価
条
件
で
設
定
し
て
い
る
燃
料
の
崩
壊
熱
よ
り
小

さ
く
な
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
余
裕
は
大
き
く

な
る
。

 

プ
ー
ル
ゲ
ー

ト
の
状
態

プ
ー
ル
ゲ
ー
ト
閉

 

（
原
子
炉
ウ
ェ
ル

及
び
Ｄ
Ｓ
Ｐ
の
保

有
水
量
を
考
慮
し

な
い
）

 

プ
ー
ル
ゲ
ー
ト
開

 

（
原
子
炉
ウ
ェ
ル

及
び
Ｄ
Ｓ
Ｐ
の
保

有
水
量
を
考
慮
）

 

全
炉
心
燃
料
取
出
直
後
に
お
い
て
プ

ー
ル
ゲ
ー
ト
は
開
放
さ
れ
て
い
る
こ

と
が
想
定
さ
れ
る
が
，
燃
料
プ
ー
ル
保

有
水
量
を
厳
し
く
見
積
も
る
た
め
に

プ
ー
ル
ゲ
ー
ト
閉
を
想
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
保
有
水
量
が
プ
ー
ル
ゲ
ー
ト
閉
と
比

べ
２
倍
程
度
と
な
り
，
燃
料
プ
ー
ル
の
水
温
の
上
昇
及
び
蒸
発
に

よ
る
燃
料
プ
ー
ル
水
位
の
低
下
は
緩
和
さ
れ
る
が
，
燃
料
プ
ー
ル

ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
へ
の
注
水
操
作
は
，
プ
ー
ル
ゲ

ー
ト
の
状
態
に
応
じ
た
対
応
を
と
る
も
の
で
は
な
く
，
冷
却
機
能

喪
失
に
よ
る
異
常
の
認
知
を
起
点
と
す
る
も
の
で
あ
る
た
め
，
運

転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
保
有
水
量
は
プ
ー
ル
ゲ
ー
ト
閉
と
比
べ
２
倍
程
度
と

な
り
，
燃
料
プ
ー
ル
水
温
の
上
昇
や
蒸
発
に
よ
る
水
位
の
低
下
は
緩
和
さ
れ
る
こ

と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
余
裕
は
大
き
く
な
る
。

 

外
部
水
源
の

容
量

 
約

7
,0
00
m
3
 

約
7,
00
0
m3
以
上

 

（
合
計
貯
水
量
）

 

通
常
時
の
水
量
を
参
考
に
，
最
確
条
件

を
包
絡
で
き
る
条
件
を
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
評
価
条
件
よ
り
も
水
源
容
量
の
余

裕
が
大
き
く
な
る
た
め
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は

な
い
。

 

－
 

燃
料
の
容
量

 
1,
18
0
m3
 

1,
18
0
m3
以
上

 

（
合
計
貯
蔵
量
）

 

通
常
時
の
運
用
値
を
参
考
に
，
最
確
条

件
を
包
絡
で
き
る
条
件
を
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
評
価
条
件
よ
り
も
燃
料
容
量
の
余

裕
が
大
き
く
な
る
た
め
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は

な
い
。

 

－
 

※
１
 
本
評
価
値
は
，
燃
料
プ
ー
ル
へ
の
戻
り
水
の
影
響
を
考
慮
し
て
い
な
い
保
守
的
な
も
の
で
あ
り
，
こ
れ
ら
を
考
慮
す
る
と
ス
ロ
ッ
シ
ン
グ
量
が
小
さ
く
な
る
。



添 4.1.5-3 

表
１

 
評
価
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
想
定
事
故
１
）（

３
／
３
）

 

項
目

 

評
価
条
件
（
初
期
，
事
故
及
び
機
器
条

件
）
の
不
確
か
さ

 
条
件
設
定
の
考
え
方

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 

評
価
条
件

 
最
確
条
件

 

事 故 条 件
 

安
全
機
能
の
喪
失

に
対
す
る
仮
定

 

燃
料
プ
ー
ル
の

冷
却
機
能
及
び

注
水
機
能
喪
失

 

－
 

燃
料
プ
ー
ル
の
冷
却
機
能
及
び
注
水

機
能
と
し
て
燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系
，
残

留
熱
除
去
系
，
復
水
輸
送
系
等
の
機
能

喪
失
を
設
定

 

－
 

－
 

外
部
電
源

 
外
部
電
源
な
し

 
事
故
毎
に
変
化

 

外
部
電
源
の
有
無
は
事
象
進
展
に
影

響
し
な
い
こ
と
か
ら
，
資
源
の
観
点
で

厳
し
い
外
部
電
源
な
し
を
設
定

 

外
部
電
源
が
な
い
場
合
と
外
部
電
源
が
あ
る
場
合
で
は
，
事
象
進

展
は
同
じ
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影

響
は
な
い
。

 

外
部
電
源
が
な
い
場
合
と
外
部
電
源
が
あ
る
場
合
で
は
，
事
象
進
展
は
同
じ
で
あ

る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

機 器 条 件
 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ

レ
イ
系
に
よ
る
燃

料
プ
ー
ル
へ
の
注

水
流
量

48
m3
/h

 
4
8m

3
/h

 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
ス

プ
レ
イ
ノ
ズ
ル
使
用
）
に
よ
る
注
水
を

想
定

 

設
備
の
設
計
を
踏
ま
え
て
設
定

 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
注
水
操
作
は
，
注
水
流
量
を
起

点
に
開
始
す
る
操
作
で
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間

に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

評
価
条
件
で
設
定
し
て
い
る
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
注
水
流
量
は
，
燃

料
の
崩
壊
熱
に
相
当
す
る
保
有
水
の
蒸
発
量
（
最
大

13
m
3
/h
）
よ
り
大
き
く
，
注

水
操
作
開
始
以
降
の
流
量
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に

与
え
る
影
響
は
な
い
。
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表
２
 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
及
び
操
作
時
間
余
裕
（
想
定
事
故
１
）

 

項
目

 

評
価
条
件
（
操
作
条
件
）
の

 

不
確
か
さ

 

操
作
の
不
確
か
さ
要
因

 
運
転
員
等
操
作
時

間
に
与
え
る
影
響

 

評
価
項
目
と
な

る
パ
ラ
メ
ー
タ

に
与
え
る
影
響

 

操
作
時
間
余
裕

 
訓
練
実
績
等

 
評
価
上
の
操
作
開
始
時
間

 

評
価
上
の
操

作
開
始
時
間

 

評
価
設
定
の
考

え
方

 

操 作 条 件
 

燃
料
プ
ー
ル

ス
プ
レ
イ
系

に
よ
る
燃
料

プ
ー
ル
へ
の

注
水

事
象
発
生
か

ら
約

7.
9
時

間
後

 

燃
料
プ
ー
ル
ス

プ
レ
イ
系
（
可
搬

型
ス
プ
レ
イ
ノ

ズ
ル
使
用
）
の
系

統
構
成
に
必
要

な
準
備
時
間
は

２
時
間

50
分
で

あ
る
が
，
燃
料
プ

ー
ル
水
位
の
低

下
し
始
め
る
時

間
が
事
象
発
生

か
ら
約

7.
9
時

間
後
で
あ
る
こ

と
を
踏
ま
え
て

設
定

 

【
認
知
】

 

中
央
制
御
室
に
て
機
器
ラ
ン
プ
表
示
，
機
器
故
障
警
報
，
系
統
流
量
指
示
計
等
に
て
異
常
を
確

認
す
る
。
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
へ
の
注
水
操
作
の
開
始
は
事
象
発
生

か
ら
約

7
.9

時
間
後
で
あ
り
，
そ
れ
ま
で
に
燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系
等
の
故
障
に
よ
る
燃
料
プ
ー

ル
の
冷
却
機
能
及
び
注
水
機
能
の
喪
失
を
認
知
で
き
る
時
間
が
あ
る
。

【
要
員
配
置
】

 

当
該
操
作
は
復
旧
班
要
員
が
配
置
さ
れ
て
お
り
，
操
作
開
始
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

【
移
動
】

 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
用
い
る
大
量
送
水
車
及
び
原
子
炉
建
物
内
で
ホ
ー
ス
敷
設
を
行

う
復
旧
班
要
員
は
，
事
象
発
生
後
に
作
業
現
場
へ
移
動
す
る
こ
と
を
想
定
し
て
い
る
。
仮
に
地

震
等
の
外
部
事
象
が
起
因
事
象
の
場
合
に
，
ア
ク
セ
ス
ル
ー
ト
の
被
害
が
あ
っ
て
も
，
ホ
イ
ー

ル
ロ
ー
ダ
等
に
て
必
要
な
ア
ク
セ
ス
ル
ー
ト
を
仮
復
旧
で
き
る
体
制
と
し
て
お
り
，
操
作
開
始

時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

【
操
作
所
要
時
間
】

 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
へ
の
注
水
準
備
は
，
大
量
送
水
車
の
配
置
，
屋

外
及
び
原
子
炉
建
物
内
の
ホ
ー
ス
敷
設
，
可
搬
型
ス
プ
レ
イ
ノ
ズ
ル
の
設
置
，
ホ
ー
ス
接
続
及

び
ポ
ン
プ
起
動
操
作
で
あ
る
。

 

移
動
時
間
も
含
め
，
こ
れ
ら
準
備
操
作
に
２
時
間

50
分
を
想
定
し
て
お
り
，
他
の
操
作
は
な

い
た
め
，
燃
料
プ
ー
ル
冷
却
機
能
及
び
注
水
機
能
の
喪
失
を
認
知
し
た
時
点
で
注
水
準
備
が
可

能
で
あ
る
。

 

【
他
の
並
列
操
作
有
無
】

 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
へ
の
注
水
操
作
時
に
，
他
の
並
列
操
作
は
な

く
，
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

【
操
作
の
確
実
さ
】

 

現
場
操
作
は
，
操
作
の
信
頼
性
向
上
や
要
員
の
安
全
の
た
め

2
人

1
組
で
実
施
す
る
こ
と
と
し

て
お
り
，
誤
操
作
は
起
こ
り
に
く
く
，
誤
操
作
等
に
よ
り
操
作
時
間
が
長
く
な
る
可
能
性
は
低

い
。

 

当
該
操
作
は
他
の

操
作
と
の
重
複
は

な
く
，
燃
料
プ
ー
ル

冷
却
機
能
喪
失
に

よ
る
異
常
を
認
知

し
た
時
点
で
注
水

準
備
に
着
手
可
能

で
あ
り
，
そ
の
準
備

操
作
に
か
か
る
時

間
は
２
時
間

50
分

を
想
定
し
て
い
る

こ
と
か
ら
，
実
態
の

操
作
開
始
時
間
は

想
定
し
て
い
る
事

象
発
生
か
ら
約

7.
9
時
間
後
よ
り

早
ま
る
可
能
性
が

あ
り
，
運
転
員
等
操

作
時
間
に
対
す
る

余
裕
は
大
き
く
な

る
。

 

実
際
の
操
作
開

始
時
間
が
早
ま

り
，
燃
料
プ
ー
ル

水
位
の
回
復
を

早
め
る
可
能
性

が
あ
る
こ
と
か

ら
，
評
価
項
目
と

な
る
パ
ラ
メ
ー

タ
に
対
す
る
余

裕
は
大
き
く
な

る
。

放
射
線
の
遮
蔽
が

維
持
さ
れ
る
最
低

水
位
に
到
達
す
る

ま
で
の
時
間
が
事

象
発
生
か
ら
約

1.
7
日

（
10
mS
v/

h
），

燃
料

プ
ー
ル
水
位
が
燃

料
棒
有
効
長
頂
部

ま
で
水
位
が
低
下

す
る
ま
で
の
時
間

が
事
象
発
生
か
ら

約
3.
9
日
で
あ
り
，

事
故
を
検
知
し
て

注
水
を
開
始
す
る

ま
で
の
時
間
は
事

象
発
生
か
ら
約

7.
9
時
間
と
設
定

し
て
い
る
こ
と
か

ら
，
時
間
余
裕
が
あ

る
。

 

評
価
上
は
作
業
成
立
性
を
踏

ま
え
事
象
発
生
か
ら
約

7.
9

時
間
後
と
し
て
お
り
，
こ
の
う

ち
，
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系

に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
へ
の
注

水
準
備
は
，
所
要
時
間
２
時
間

50
分
想
定
の
と
こ
ろ
，
訓
練

実
績
で
は
約
２
時
間

25
分
で

あ
る
。
想
定
で
意
図
し
て
い
る

操
作
が
実
施
可
能
な
こ
と
を

確
認
し
た
。

 

大
量
送
水
車

へ
の
燃
料
補

給
 

事
象
発
生
か

ら
約

7.
9
時

間
後
以
降

 

大
量
送
水
車
等

へ
の
燃
料
補
給

は
解
析
条
件
で

は
な
い
が
，
解
析

で
想
定
し
て
い

る
操
作
の
成
立

や
継
続
に
必
要

な
作
業
。
作
業
成

立
性
を
踏
ま
え

設
定

 

大
量
送
水
車
の
燃
料
枯
渇
ま
で
に
実
施
す
れ
ば
よ
い
作
業
で
あ
り
，
大
量
送
水
車
に
よ
る
注
水

操
作
は
，
事
象
発
生
約

7
.
9
時
間
後
以
降
適
宜
実
施
す
る
も
の
で
あ
り
，
十
分
な
時
間
余
裕
が

あ
る
。

 

－
 

－
 

－
 

評
価
上
は
作
業
成
立
性
を
踏

ま
え
事
象
発
生
か
ら
約

7.
9

時
間
後
以
降
と
し
て
お
り
，
こ

の
う
ち
，
大
量
送
水
車
へ
の
給

油
作
業
は
，
所
要
時
間
２
時
間

30
分
想
定
の
と
こ
ろ
，
訓
練

実
績
で
は
約
２
時
間

12
分
で

あ
る
。
想
定
で
意
図
し
て
い
る

操
作
が
実
施
可
能
な
こ
と
を

確
認
し
た
。

 



７
日
間
に
お
け
る
水
源
の
対
応
に
つ
い
て
（
想
定
事
故
１
）

 

○
水
源

輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
／
西
２
）

※
：
約

7,
00
0 
m3

※
設
置
許
可
基
準
規
則

56
条
【
解
釈
】

1
b
)項

を
満
足
す
る
た
め
の
代
替
淡
水
源
（
措
置
）

○
水
使
用
パ
タ
ー
ン

①
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
へ
の
注
水

事
象
発
生
約

7.
9
時
間
後
か
ら
水
位
を
維
持
で
き
る
よ
う
崩
壊
熱
相
当
の
流
量
（

13
 m

3 /
h）

で
注
水
を
実
施
す
る
。

○
時
間
評
価

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
注
水
が
実
施
さ
れ
て
い
る
た
め
輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
／
西
２
）
水
量
は
減
少
す
る
。

○
水
源
評
価
結
果

事
象
発
生
約

7.
9
時
間
後
か
ら
崩
壊
熱
相
当
の
流
量
（

13
 m

3 /
h）

で
注
水
を
実
施
す
る
た
め
７
日
間
で
は
合
計
約

2,
10
0 
m3
の
水
量
が
必
要
と
な
り
，

十
分
に
水
量
を
確
保
し
て
い
る
た
め
対
応
可
能
で
あ
る
。
 

13
 m

3
/h
×
（
16
8h
-7
.9
h）

≒
2,
10
0
 m

3
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添付資料 4.1.7 

７日間における燃料の対応について（想定事故１） 

保守的にすべての設備が，事象発生直後から７日間燃料を消費するものとして

評価する。 

時系列 合計 判定 

非常用ディーゼル発電機 ２台起動※１ 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1.618m3/h×24h×７日×２台＝543.648m3 

７日間の 

軽油消費量 

約 711m3 

ディーゼル燃料

貯蔵タンクの容

量は約 730m3で

あり，７日間対

応可能 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 １台起動 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

0.927m3/h×24h×７日×１台＝155.736m3 

大量送水車 １台起動 

0.0652m3/h×24h×７日×１台＝10.9536m3 

緊急時対策所用発電機 １台 

0.0469 m3/h×24h×７日×１台＝7.8792m3 

７日間の 

軽油消費量 

約８m3 

緊急時対策所用

燃料地下タンク

の容量は約 45m3

であり，７日間

対応可能 

※１ 事故収束に必要な非常用ディーゼル発電機は１台であるが，保守的に非常用ディーゼ

ル発電機２台を起動させて評価した。

添
付
資
料

2.1.6
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4.2 想定事故２ 

4.2.1 想定事故２の特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 想定する事故

「燃料プールにおける重大事故に至るおそれがある事故」において，燃料プ

ールにおける燃料損傷防止対策の有効性を確認するために想定する事故の一

つには，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，想定事故

２として「サイフォン現象等により燃料プール内の水の小規模な喪失が発生し，

燃料プールの水位が低下する事故」がある。 

(2) 想定事故２の特徴及び燃料損傷防止対策の基本的考え方

想定事故２では，燃料プールの冷却系の配管破断によるサイフォン現象等に

より燃料プール内の水の小規模な漏えいが発生するとともに，燃料プール注水

機能が喪失することを想定する。このため，燃料プール水位が低下することか

ら，緩和措置がとられない場合には，燃料は露出し，燃料損傷に至る。 

本想定事故は，燃料プール水の漏えいによって燃料損傷に至る事故を想定す

るものである。このため，重大事故等対策の有効性評価には，燃料プール水の

漏えいの停止手段及び燃料プールの注水機能に対する重大事故等対処設備に

期待することが考えられる。 

したがって，想定事故２では，燃料プール水の漏えいの停止及び燃料プール

スプレイ系による燃料プールへの注水によって，燃料損傷の防止を図る。また，

燃料プールスプレイ系により燃料プール水位を維持する。

(3) 燃料損傷防止対策

想定事故２における機能喪失に対して，燃料プール内の燃料が著しい損傷に

至ることなく，かつ，十分な冷却を可能とするため，サイフォンブレイク配管

による漏えい停止機能及び燃料プールスプレイ系※１による燃料プールへの注

水手段を整備する。これらの対策の概略系統図を第 4.2.1－1 図に，手順の概

要を第 4.2.1－2 図に示すとともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。ま

た，重大事故等対策における設備と操作手順の関係を第 4.2.1－1表に示す。 

想定事故２において，重大事故等対策に必要な要員は，緊急時対策要員 26

名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，当直長１名，

当直副長１名，運転操作対応を行う運転員３名である。発電所構内に常駐して

いる要員のうち，通報連絡等を行う要員は５名，復旧班要員 16 名である。必

要な要員と作業項目について第 4.2.1－3図に示す。 

※1 燃料プールスプレイ系として, 燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイ

ノズル使用）を想定する。なお，燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイ

ノズル使用）以外に，燃料プールスプレイ系（常設スプレイヘッダ使用）

による対応が可能である。

ａ．燃料プール水位低下確認 

燃料プールを冷却している系統が停止すると同時に，燃料プールの冷却系

の配管破断によるサイフォン現象等により燃料プール内の水の小規模な漏

えいが発生し，燃料プール水位が低下することを確認する。 

燃料プールの水位低下を確認するために必要な計装設備は，燃料プール水



4.2-2 

位・温度（ＳＡ）等である。 

ｂ．燃料プールの注水機能喪失確認 

燃料プールの喪失した保有水を注水するため，復水輸送系等による燃料プ

ールへの注水準備を行う。中央制御室からの遠隔操作により燃料プールへの

注水準備が困難な場合，燃料プールへの注水機能喪失であることを確認する。 

燃料プールの注水機能喪失を確認するために必要な計装設備は，燃料プー

ル水位・温度（ＳＡ）等である。

ｃ．サイフォンブレイク配管による燃料プール漏えい停止確認 

燃料プールの水位低下に伴い発生する警報等により，燃料プールからの漏

えいを認知し，初期水位から燃料プール冷却系戻り配管水平部高さ付近まで

水位が低下するが，サイフォンブレイク配管により漏えいが停止することを

確認する。 

ｄ．燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水 

燃料プールスプレイ系の準備は水位低下に伴う異常の認知を起点として

冷却機能喪失又は注水機能喪失を確認し，開始する。準備が完了したところ

で，燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水を開始し，燃料プール

水位を維持する。その後は，燃料プールの冷却系を復旧するとともに，燃料

プールスプレイ系の間欠運転又は流量調整により蒸発量に応じた注水を行

うことで，必要な遮蔽※２を確保できる燃料プール水位より高く維持する。 

燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水を確認するために必要

な設備は，燃料プール水位・温度（ＳＡ）等である。 

※２ 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv/hとする。想定事故２におけ

る原子炉建物原子炉棟４階での作業時間及び作業員の退避は２時間以内

であり，作業員の被ばく量は最大でも 20mSv となるため，緊急作業時に

おける被ばく限度の 100mSvに対して余裕がある。 

原子炉建物原子炉棟４階での作業は，燃料プールスプレイ系（可搬型

スプレイノズル使用）を使用する場合における可搬型スプレイノズル及

びホースの設置が想定される。

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv/h は，定期検査作業時での原子

炉建物原子炉棟４階における線量率を考慮した値である。 

この線量率となる燃料プール水位は通常水位から約 2.6m下の位置であ

る。 

（添付資料 4.1.2） 

4.2.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法

想定事故２で想定する事故は，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」

に示すとおり，「サイフォン現象等により燃料プール内の水の小規模な喪失が

発生し，燃料プールの水位が低下する事故」である。 

なお，燃料プールの保有水の漏えいを防止するため，燃料プールには排水口

を設けない設計としており，また，燃料プール冷却系はスキマせきを越えてス



4.2-3 

キマサージタンクに流出する水を循環させる設計とするとともに，燃料プール

に入る配管には逆止弁を設け，配管からの漏えいがあってもサイフォン現象に

よる燃料プール水の流出を防止する設計としている。燃料プールに入る配管の

逆止弁は動力を必要としない設計であり，信頼性は十分高いと考えられるが，

本想定事故では開固着を想定する。

想定事故２では，残留熱除去系配管の破断発生後，サイフォン現象による燃

料プール水の漏えい及び崩壊熱による燃料プール水温の上昇，沸騰及び蒸発に

よって燃料プール水位は低下する。サイフォンブレイク配管による漏えい停止

及び燃料プールへの注水により，燃料プール水位が放射線の遮蔽が維持される

水位を確保できることを評価する。なお，燃料プール水位が放射線の遮蔽が維

持される水位を確保できることで，燃料棒有効長頂部は冠水が維持される。 

未臨界については，燃料がボロン添加ステンレス鋼製ラックセルに貯蔵され

ており，必要な燃料間距離をとる等の設計により水密度の状態によらず臨界未

満となるため，維持される。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，想定事故２における運

転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操

作時間余裕を評価する。 

  （添付資料 4.1.4，4.2.1） 

(2) 有効性評価の条件

想定事故２に対する初期条件も含めた主要な評価条件を第 4.2.2－1 表に示

す。また，主要な評価条件について，想定事故２特有の評価条件を以下に示す。 

なお，本評価では崩壊熱及び運転員の人数の観点から厳しい条件である，原

子炉運転停止中の燃料プールを前提とする。原子炉運転中の燃料プールは，崩

壊熱が原子炉運転停止中の燃料プールに比べて小さく事象進展が緩やかにな

ること，また，より多くの運転員による対応が可能であることから本評価に包

絡される。 

（添付資料 4.1.1） 

ａ．初期条件 

(a) 燃料プールの初期水位及び初期水温

燃料プールの初期水位は通常水位とし，保有水量を厳しく見積もるため，

燃料プールと隣接する原子炉ウェルの間に設置されているプールゲート

は閉状態を仮定する。また，燃料プールの初期水温は，運転上許容される

上限の 65℃とする。 

(b) 崩壊熱

燃料プールには貯蔵燃料の他に，原子炉停止後に最短時間（原子炉停止

後 10 日）で取り出された全炉心分の燃料が一時保管されていることを想

定して，燃料プールの崩壊熱は約 7.8MWを用いるものとする。 

なお，崩壊熱に相当する保有水の蒸発量は約 13m3/hである。 

ｂ．事故条件 

(a) 安全機能の喪失に対する仮定

燃料プールの冷却機能及び注水機能として燃料プール冷却系，残留熱除

去系，復水輸送系等の機能を喪失するものとする。 
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(b) 配管破断の想定

燃料プール水位が最も低下する可能性のあるサイフォン現象による漏

えいとして，残留熱除去系配管※３の全周破断を想定する。 

※３ 燃料プールに入る配管でサイフォン現象による漏えい発生の可能

性のあるものは，燃料プール冷却系の戻り配管以外になく，よって当

該配管に接続される系統のうち，配管内径及び破断時の高さ等の漏え

い発生時の影響を考慮して設定。 

(c) サイフォン現象による燃料プール水位の低下

燃料プール冷却系配管及び残留熱除去系配管に設置されている逆止弁

については，燃料プール冷却系の配管で想定される異物の弁への噛み込み

により開固着し，逆止弁の機能が十分に働かない状態を仮定する。このと

き，サイフォン現象により燃料プール水位は低下するが，サイフォンブレ

イク配管の効果により，燃料プール冷却系戻り配管水平部高さ付近（通常

水位から約 0.35m下）までの低下にとどまる。

なお，評価においては燃料プールの水位は，燃料プール冷却系戻り配管

水平部高さ付近まで瞬時に低下するものとする。 

（添付資料 4.2.1） 

(d) 外部電源

外部電源は使用できないものと仮定する。

外部電源が使用できない場合においても，燃料プールスプレイ系による

燃料プールへの注水は可能であり，外部電源がある場合と事象進展は同等

となるが，資源の評価の観点から厳しい評価条件となる外部電源が使用で

きない場合を想定する。 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 燃料プールスプレイ系

燃料プールへの注水は，大量送水車１台を使用するものとし，崩壊熱に

よる燃料プール水の蒸発量を上回る 48m3/h※４にて注水する。 

※４ 燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル使用），燃料プール

スプレイ系（常設スプレイヘッダ使用）の注水容量はともに 48m3/h 以

上である。

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対する

仮定」に示す分類に従って以下のとおり設定する。 

(a) 燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水は，復旧班要員の移動

及び注水準備に必要な時間等を考慮して，事象発生約 7.6時間後から開始

する。

(3) 有効性評価の結果

想定事故２における燃料プール水位の推移を第 4.2.2－1 図に，燃料プール

水位と線量率の関係を第 4.2.2-2図に示す。 

ａ．事象進展 

残留熱除去系配管の破断発生後，サイフォン現象によって，燃料プール水
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は漏えいし，燃料プール水位は燃料プール冷却系戻り配管水平部高さ付近ま

で低下する。スキマせきを越える水がなくなるためスキマサージタンクの水

位低下又は燃料プールの水位低下に伴い発生する警報により異常を認知す

る。燃料プール水位・温度（ＳＡ）等により，燃料プールからの漏えいが発

生したこと及びサイフォンブレイク配管によりサイフォン現象による漏え

いが停止したことを確認する。また，燃料プールの喪失した保有水を注水す

るため，復水輸送系等による水の注水準備を行うが復水輸送系等が使用不可

能な場合，燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水準備を行う。 

燃料プールの冷却機能が喪失した後，燃料プール水温は約 4.6℃/hで上昇

し，事象発生から約 7.6時間後に 100℃に達する。その後，蒸発により燃料

プール水位は低下し始めるが，事象発生から３時間 10 分後までに燃料プー

ルスプレイ系による燃料プールへの注水準備が完了し，事象発生から約 7.6

時間経過した時点で燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水を開

始することから，燃料プール水位は維持される。

その後は，燃料プールの冷却機能を復旧するとともに，燃料プールスプレ

イ系により，蒸発量に応じた量を燃料プールに注水することで，燃料プール

水位を維持する。

ｂ．評価項目等 

燃料プール水位は第 4.2.2-1図に示すとおり，通常水位から約 0.35m下ま

で低下するに留まり，燃料棒有効長頂部は冠水維持される。燃料プール水は

事象発生約 7.6時間で沸騰し，その後 100℃付近で維持される。 

また，第 4.2.2-2図に示すとおり，燃料プール水位が通常水位から約 0.35m

下の水位となった場合の線量率は約 1.0×10-3mSv/h以下であり，必要な遮蔽

の目安とした 10mSv/hと比べて低いことから，この水位において放射線の遮

蔽は維持される。なお，線量率の評価点は原子炉建物原子炉棟４階の燃料取

替機台車床としている。 

燃料プールでは燃料がボロン添加ステンレス鋼製ラックセルに貯蔵され

ており，必要な燃料間距離をとる等の設計により水密度の状態によらず臨界

未満となるため，本事象においても未臨界は維持される。 

事象発生約7.6時間後から燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注

水を行うことで蒸発量に応じた燃料プールへの注水を継続することで安定

状態を維持できる。 

本評価では，「1.2.3.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す

(1)から(3)の評価項目について，対策の有効性を確認した。

（添付資料 4.1.2，4.2.3） 

4.2.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与える影響，

評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価するものとす

る。 

想定事故２では，サイフォン現象等により燃料プール内の水の小規模な喪失が

発生し，燃料プールの水位が低下することが特徴である。また，不確かさの影響

を確認する運転員等操作は，燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水操

作とする。 
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(1) 評価条件の不確かさの影響評価

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，第4.2.2-1

表に示すとおりであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件とした場合

の影響を評価する。また，評価条件の設定に当たっては，評価項目となるパ

ラメータに対する余裕が小さくなるような設定があることから，その中で事

象進展に有意な影響を与えると考えられる項目に関する影響評価の結果を

以下に示す。

(a) 運転員等操作時間に与える影響

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約7.8MWに対して最確条件は約

7.8MW以下であり，評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，

評価条件で設定している燃料の崩壊熱より小さくなるため，燃料プール水

温の上昇及び水位の低下は緩和されるが，燃料プールスプレイ系による燃

料プールへの注水操作は燃料の崩壊熱に応じた対応をとるものではなく，

燃料プール水位の低下に伴う異常の認知を起点とした冷却機能喪失又は

注水機能喪失の確認を起点とするものであることから，運転員等操作時間

に与える影響はない。 

初期条件の燃料プール水温は，評価条件の65℃に対して最確条件は約

17℃～約40℃であり，評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，

評価条件で設定している燃料プールの初期水温より低くなり，沸騰開始時

間は遅くなるため，時間余裕が長くなるが，燃料プールスプレイ系による

燃料プールへの注水操作は燃料プール水の初期水温に応じた対応をとる

ものではなく，燃料プール水位の低下に伴う異常の認知を起点とした冷却

機能喪失又は注水機能喪失の確認を起点とするものであることから，運転

員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の燃料プール水位は，評価条件の通常水位に対して最確条件は

通常水位付近であり，評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，

評価条件での初期水位は通常水位を設定しているため，通常水位より低い

水位の変動を考慮した場合，燃料プール水位が燃料棒有効長頂部まで低下

する時間及び燃料プール水位の低下による異常の認知の時間は短くなる

が，燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水操作は初期水位に応

じた対応をとるものではなく，燃料プール水位の低下に伴う異常の認知を

起点とした冷却機能喪失又は注水機能喪失の確認を起点とするものであ

ることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期に地震起因のスロッシングが発生した場合，燃料プール水位が最大

で約1.1m低下するものの，放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達する

までの時間は事象発生から約1.1日後（10mSv/hの場合）であり，事象発生

から３時間10分後までに燃料プールスプレイ系による注水が可能となる

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件のプールゲートの状態は，評価条件のプールゲート閉に対して

最確条件はプールゲート開であり，評価条件の不確かさとして，最確条件

とした場合は，保有水量がプールゲート閉時と比べ２倍程度となり，燃料

プールの水温の上昇及び蒸発による燃料プール水位の低下は緩和される

が，燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水操作はプールゲート
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の状態に応じた対応をとるものではなく，燃料プール水位の低下に伴う異

常の認知を起点とした冷却機能喪失又は注水機能喪失の確認を起点とす

るものであることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

配管破断の想定及びサイフォン現象による燃料プール水位の低下は，破

断面積及び弁の開口面積に応じて水位低下速度が変動するが，本評価では，

サイフォンブレイク配管による漏えい停止を考慮しており，燃料プール水

位が燃料プール冷却系戻り配管水平部高さ付近（通常水位から約0.35m下）

まで瞬時に低下するものとしていることから，事象進展に影響はなく，ま

た，燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水操作は水位低下速度

に応じた対応をとるものではなく，水位低下に伴う異常の認知を起点とし

た冷却機能喪失又は注水機能喪失の確認を起点とするものであるため，運

転員等操作時間に与える影響はない。

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約7.8MWに対して最確条件は約

7.8MW以下であり，評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，

評価条件で設定している燃料の崩壊熱より小さくなることから，評価項目

となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の燃料プール水温は，評価条件の65℃に対して最確条件は約

17℃～約40℃であり，評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，

評価条件で設定している燃料プール水温より低くなるため，沸騰開始時間

は遅くなり，燃料プール水位の低下は緩和されることから，評価項目とな

るパラメータに対する余裕は大きくなる。 

また，自然蒸発，燃料プールの水温及び温度上昇の非一様性により，評

価で想定している沸騰による燃料プール水位の低下開始時間より早く燃

料プール水位の低下が始まることも考えられる。しかし，自然蒸発による

影響は沸騰による水位の低下と比べて僅かであり，気化熱により燃料プー

ル水は冷却される。さらに，燃料プール水温の非一様性も沸騰開始後の気

泡上昇を駆動力とした対流により影響が小さくなることが考えられる。仮

に，事象発生直後から沸騰による燃料プール水位の低下が開始すると想定

した場合であっても，燃料プール水位が放射線の遮蔽が維持される最低水

位に到達するまでの時間は事象発生から約1.2日（10mSv/hの場合），燃料

プール水位が燃料棒有効長頂部まで低下する時間は事象発生から約3.4日

あり，事象発生から３時間10分後までに燃料プールスプレイ系による注水

が可能であることから, 評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。

初期条件の燃料プール水位は，評価条件の通常水位に対して最確条件は

通常水位付近であり，評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，

評価条件での初期水位は通常水位を設定しているため，その変動を考慮し

た場合，燃料プール水位が初期水位から燃料棒有効長頂部まで低下する時

間は短くなるが，仮に初期水位を水位低警報レベル（通常水位から約0.27m

下※５）とした場合であっても，漏えいにより瞬時に水位が低下しサイフォ

ンブレイク配管により燃料プール冷却系戻り配管水平部高さ付近（通常水

位から約0.35m下）で停止するとしていることから，評価項目となるパラ

メータに与える影響はない。

初期に地震起因のスロッシングが発生した場合，最大で約1.1mの水位の
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低下が発生するが，燃料プール水位が放射線の遮蔽が維持される最低水位

に到達するまでの時間は事象発生から約1.1日（10mSv/hの場合），燃料プ

ール水位が通常水位から燃料棒有効長頂部まで低下する時間は事象発生

から約3.3日あり，事象発生から３時間10分後までに燃料プールスプレイ

系による注水が可能であることから，評価項目となるパラメータに与える

影響は小さい。 

初期条件のプールゲートの状態は，評価条件のプールゲート閉に対して

最確条件はプールゲート開であり，評価条件の不確かさとして，最確条件

とした場合は，保有水量がプールゲート閉時と比べ２倍程度となり，燃料

プール水温の上昇及び蒸発による燃料プール水位の低下は緩和されるこ

とから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

配管破断の想定及びサイフォン現象による燃料プール水位の低下は，破

断面積及び弁の開口面積に応じて水位低下速度が変動するが，本評価では，

サイフォンブレイク配管による漏えい停止を考慮しており，燃料プール水

位が燃料プール冷却系戻り配管水平部高さ付近（通常水位から約0.35m下）

まで瞬時に低下するものとしていることから，事象進展に影響はなく，評

価項目となるパラメータに与える影響はない。

※５ 燃料プール水位低の警報設定値：通常水位-272mm

（添付資料4.2.4） 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，「要員配置」，

「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」

の６要因に分類し，これらの要因が運転員等操作時間に与える影響を評価す

る。また，運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータに与

える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響

操作条件の燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水操作は，評

価上の操作開始時間として，事象発生から約7.6時間後を設定している。

運転員等操作時間に与える影響として，当該操作は他の操作との重複はな

く，燃料プールの冷却機能喪失又は水位低下による異常を認知した時点で

注水準備に着手可能であり，その準備操作にかかる時間は２時間50分を想

定していることから，実態の操作開始時間は想定している事象発生から約

7.6時間後より早まる可能性があり，運転員等操作時間に対する余裕は大

きくなる。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響

操作条件の燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水操作は，運

転員等操作時間に与える影響として，評価上の操作完了時間に対して，実

態に見込まれる操作完了時間が早くなる可能性がある。この場合，放射線

の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間余裕は，注水操作に対

して約1.5日（10mSv/hの場合）と操作に対して十分な時間余裕があること

から，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料4.2.4） 
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(2) 操作時間余裕の把握

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となる

パラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確

認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水操作は，放射線

の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間が約1.5日（10mSv/hの場

合），燃料プール水位が燃料棒有効長頂部まで低下する時間が約3.7日であり，

事故を検知して注水を開始するまでの時間は事象発生から約7.6時間後と設定

していることから，時間余裕がある。 

（添付資料4.2.4） 

(3) まとめ

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与える影

響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。そ

の結果，評価条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場

合においても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。この他，評

価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，

操作時間には時間余裕がある。 

4.2.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価

想定事故２において，重大事故等対策時における必要な要員は，「4.2.1(3)

燃料損傷防止対策」に示すとおり26名である。「6.2 重大事故等対策時に必要

な要員の評価結果」で説明している緊急時対策要員の43名で対処可能である。 

なお，今回評価した原子炉運転停止中ではなく，原子炉運転中を想定した場

合，事象によっては，原子炉における重大事故又は重大事故に至るおそれのあ

る事故の対応と，想定事故２の対応が重畳することも考えられる。しかし，原

子炉運転中を想定した場合，燃料プールに貯蔵されている燃料の崩壊熱が低い

ため，操作時間余裕が十分長くあり（原子炉運転開始直後を考慮しても燃料プ

ール水が100℃に到達するまで最低でも１日以上），原子炉における重大事故又

は重大事故に至るおそれのある事故の対応が収束に向かっている状態での対

応となるため，緊急時対策要員により対応可能である。 

(2) 必要な資源の評価

想定事故２において，必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2)資源の評価条

件」の条件にて評価している。その結果を以下に示す。 

ａ．水源 

燃料プールスプレイ系による燃料プール注水については，７日間の対応を

考慮すると，約2,100m3の水が必要である。水源として，輪谷貯水槽（西１

／西２）に約7,000m3の水量を保有しており，水源を枯渇させることなく７

日間の注水継続実施が可能である。 

（添付資料4.2.5） 

ｂ．燃料 
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非常用ディーゼル発電機等による電源供給については，事象発生後７日間

最大負荷で運転した場合，運転継続に約700m3の軽油が必要となる。燃料プ

ールスプレイ系による燃料プールへの注水については，保守的に事象発生直

後からの大量送水車の運転を想定すると，７日間の運転継続に約11m3の軽油

が必要となる。合計約711m3の軽油が必要となる。ディーゼル燃料貯蔵タン

クにて約730m3の軽油を保有しており，この使用が可能であることから非常

用ディーゼル発電機等による電源供給，燃料プールスプレイ系による燃料プ

ールへの注水について，７日間の運転継続が可能である。

緊急時対策所用発電機による電源供給については，事象発生直後からの運

転を想定すると，７日間の運転継続に約８m3の軽油が必要となる。緊急時対

策所用燃料地下タンクにて約45m3の軽油を保有しており，この使用が可能で

あることから，緊急時対策所用発電機による電源供給について，７日間の継

続が可能である。 

  （添付資料4.2.6） 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼル発電機等によっ

て給電を行うものとする。重大事故等対策時に必要な負荷は，非常用ディー

ゼル発電機等の負荷に含まれることから，非常用ディーゼル発電機等による

電源供給が可能である。 

また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対しての電源供給が

可能である。 

4.2.5 結論 

想定事故２では，燃料プールに入る配管からの漏えいが発生した際に逆止弁の

機能が十分に働かず，サイフォン現象等による燃料プール水の小規模な喪失が発

生し，かつ，燃料プールへの水の注水にも失敗して燃料プール水位が低下するこ

とで，やがて燃料が露出し燃料損傷に至ることが特徴である。想定事故２に対す

る燃料損傷防止対策としては燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水

手段を整備している。 

想定事故２について有効性評価を実施した。 

上記の場合においても，燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水によ

り，燃料プール水位を維持することができることから，放射線の遮蔽が維持され，

かつ，燃料損傷することはない。 

また，燃料プールでは燃料がボロン添加ステンレス鋼製ラックセルに貯蔵され

ており，必要な燃料間距離をとる等の設計により水密度の状態によらず臨界未満

となるため，未臨界は維持される。 

その結果，燃料棒有効長頂部の冠水，放射線の遮蔽が維持される水位の確保及

び未臨界を維持できることから，評価項目を満足している。また，安定状態を維

持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に与える影響及

び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余裕について確認

した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，緊急時対策要員にて確保可能である。また，
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必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

以上のことから，燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水等の燃料損

傷防止対策は，想定事故２に対して有効である。 
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第 4.2.1－1図 「想定事故２」の重大事故等対策の概略系統図 

（燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水） 
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第 4.2.1－2図 「想定事故２」の対応手順の概要

凡例 

：操作・確認 

：判断 

：操作及び判断 

：プラント状態（評価） 

：復旧班要員の作業 

：運転員と復旧班要員の共同作業 

：評価上考慮しない操作・確認 

※１：中央制御室にて各機器の停止を，燃料プール水位・温

度（ＳＡ），状態表示ランプ，警報，ポンプ出口流量等

により確認する。 

※２：残留熱除去系，燃料プール補給水系及び復水輸送系の

再起動が困難な場合，燃料プールの注水機能が喪失で

あることを確認する。燃料プールの注水機能は，燃料

プール水位・温度（ＳＡ），状態表示ランプ，警報，ポ

ンプ出口流量等により確認する。

※３：重大事故等発生を通信連絡設備により確認した現場作

業員は退避を実施する。なお，すべての作業員が退避

するまでの時間は，１時間 30 分程度である。 

※４：注水機能喪失により冷却機能を起動してもスキマサー

ジタンク水位低によりトリップするため機能喪失を判

断する。 

燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル使用）に

よる燃料プールへの注水を継続し，機能喪失している設

備の復旧に努める。復旧後は，注水系統によりスキマサ

ージタンクへの補給を確保し漏えい箇所隔離状態で実施

可能な系統により冷却を実施する。 

燃料プール注水機能喪失確認※２,３ 

燃料プール水位維持の為 

注水継続 

残留熱除去系／燃料プール冷却系 

停止確認※１ 

非常用ディーゼル発電機等 

自動起動を確認 

燃料プール水温 100℃到達※11 

燃料プール水位 

約 2.6m 低下（10mSv/h）※12 

（注水が実施できなかった場合） 

消火系による 

燃料プール注水 

【有効性評価の対象とはしていないが，他に取り得る手段】 

Ⅰ：消火系（消火栓を使用した場合，復水輸送系ラインを使用した場合） 

による燃料プールへの注水も実施可能である。 

Ⅰ 

原

子

炉

へ

の

注

水

燃料プール水位がサイフォン 

ブレイク配管付近にて安定確認※６ 

燃料プールスプレイ系 
（可搬型スプレイノズル使用） 
による燃料プール注水開始 

外部電源喪失発生 

燃料プール冷却機能喪失確認※４ 燃料プール注水機能回復操作 

【０秒】 

<事象発生約 1.5 日後> 

燃料プールスプレイ系 

（可搬型スプレイノズル使用）起動準備※７ 

燃料補給準備 

可搬型設備への 

燃料補給 

（適宜実施） 

燃料プール水位低警報発生 

サイフォンブレイク配管露出※５

燃料プール水位低下要因調査※８ 

燃料プール廻り漏えいなしを確認 

サイフォン現象による

燃料プール水漏えい判断※９ 

サイフォン現象漏えい箇所

弁閉止による隔離操作※10

燃料プール冷却機能回復操作 

【  】：時刻（評価条件） 

< > ：時刻（評価結果）

燃料プール水の漏えい発生 
（漏えい想定箇所：残留熱除去系配管） 

プラント前提条件 

・プラント停止後 10 日目

・全燃料取出し及びプールゲート「閉」

スキマサージタンク水位低下開始

燃料プール水位低下開始 

※５：サイフォンブレイク配管位置は通常水位から 0.15m 下

に位置している。 

※６：サイフォンブレイク配管の効果によりサイフォン現象

による漏えいは停止し，燃料プール水位がサイフォン

ブレイク配管位置付近（通常水位から約 0.35m 下）で

安定する。 

※７：燃料プールへの注水は常設スプレイヘッダを使用する。

常設スプレイヘッダが使用できない場合，可搬型スプ

レイノズルによる燃料プールへの注水を実施する。

評価上，可搬型スプレイノズルによる燃料プールへの

注水を実施する。

※８：下記により要因調査を実施する。

・「燃料プール漏洩」警報発生有無 

・「燃料プールゲート/圧力容器・格納容器間漏洩」 

警報発生有無 

・燃料プール冷却系廻りの漏えい有無

・残留熱除去系廻りの漏えい有無

※９：燃料プールからの漏えいの形跡が無いこと，サイフォ

ンブレイク配管の露出水位付近で燃料プール水位が安

定していることから，サイフォン現象により燃料プー

ル水が漏えいしていたと判断する。

※10：サイフォンブレイク配管により燃料プールからの漏え

いは停止しているが，破断箇所を系統から隔離するた

め弁により隔離操作を実施する。 

※11：燃料プール水位・温度（ＳＡ）にて確認する。

※12：燃料プール水位（ＳＡ）にて確認する。

燃料プールスプレイ系 

（可搬型スプレイノズル使用）準備完了 

【10 分】 

<約 7.6 時間> 

【約 7.6 時間】 



責任者 当直長 1人
中央制御室監視

緊急時対策本部連絡
プラント状況判断

指揮者 当直副長 1人 運転操作指揮

指示者 1人 初動での指揮

連絡責任者

連絡担当者
4人 発電所内外連絡

運転員

（中央制御室）
復旧班要員

・ 燃料プール水漏えい発生確認

・ 外部電源喪失確認

・ 非常用ディーゼル発電機等自動起動確認

・ 残留熱除去系停止／燃料プール冷却系停止確認

・ 燃料プール水位がサイフォンブレイク配管付近にて安定確認

・ 燃料プール注水機能喪失確認

・ 燃料プール冷却機能喪失確認

・ 燃料プール水位・温度監視

燃料プール

冷却機能回復操作
― ― ・ 残留熱除去系，燃料プール冷却系　機能回復

評価上考慮せず

対応可能な要員により対応する

燃料プール

注水機能回復操作
― ― ・ 残留熱除去系，燃料プール補給水系，復水輸送系　機能回復

評価上考慮せず

対応可能な要員により対応する

（1人）

A
― ・ 警報確認による要因調査 評価上考慮せず

― ― ・ 現場確認 評価上考慮せず

― ― ・ 隔離操作
評価上考慮せず

対応可能な要員により対応する

― ・ 放射線防護具準備

―

・ 大量送水車による燃料プールへの注水準備

（大量送水車配置，ホース展張，接続）

・ 原子炉建物内ホース敷設，可搬型スプレイノズル準備

―
（2人）

a,b
・ 大量送水車による燃料プールへの注水

燃料プールスプレイ系による

常設スプレイヘッダを使用し

た燃料プール注水

― ― ・ 大量送水車による燃料プールへの注水

評価上考慮せず

注水不可の場合は可搬型スプレイノ

ズルにより対応する

― ・ 放射線防護具準備

― ・ ディーゼル燃料貯蔵タンクからタンクローリへの補給
タンクローリ残量に応じて適宜

ディーゼル燃料貯蔵タンクから補給

燃料補給作業 ― ・ 大量送水車への補給

必要人員数　合計
1人

A

16人

a～p

2時間30分

― 適宜実施

2人

B,C

（）内の数字は他の作業終了後，移動して対応する人員数。

適宜実施

―

燃料補給準備

―

2人

o～p

10分

―

適宜実施

燃料プールスプレイ系による

可搬型スプレイノズルを使用

した燃料プール注水

―

14人

a～n

10分

― 2時間50分

―

―

―

燃料プール水位低下要因調査

― 10分

2人

B,C
1時間

―

状況判断
1人

A
― ―

10分

適宜実施

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作内容

　　事象発生

通報連絡等を行う

要員

運転員

（現場）

111050 60 1 75 6 7 8 9

想定事故２

経過時間（分） 経過時間（時間） 経過時間（日）

備考10 5 620 30 40 2 3 4

約7.6時間 燃料プール水温100℃到達

燃料プールスプレイ系による注水開始

原子炉運転中における燃料プールでの事故を想定した場合，事象によっては，原子炉における重大事故の対応と燃料プールにおける重大事故に至るおそれのある事故の対応が重畳すること
も考えられる。しかし，燃料プールに貯蔵されている燃料の崩壊熱が低いことから時間余裕が十分長く（運転開始直後を考慮しても燃料プールの保有水が100℃に到達するまで１日以上），
原子炉側の事故対応が収束に向かっている状態での対応となるため，緊急時対策要員により対応可能である。

第 4.2.1－3図 「想定事故２」の作業と所要時間 

4.2-14 



4.2-15 

第 4.2.2－1図 燃料プール水位の推移（想定事故２） 

第 4.2.2-2図 燃料プール水位と線量率（想定事故２） 
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表
 
「
想
定
事
故
２
」
の
重
大
事
故
等
対
策
に
つ
い
て
（
１
／
２
）

 

判
断
及
び
操
作

 
手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備

 

常
設
設
備
 

可
搬
型
設
備

 
計
装
設
備
 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
低

下
確
認

 

燃
料
プ
ー
ル
を
冷
却
し
て
い
る
系
統
が
機
能
喪
失
す
る
と
同
時

に
，
燃
料
プ
ー
ル
の
冷
却
系
の
配
管
破
断
に
よ
る
サ
イ
フ
ォ
ン
現

象
等
に
よ
り
燃
料
プ
ー
ル
内
の
水
の
小
規
模
な
漏
え
い
が
発
生

し
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
が
低
下
す
る
こ
と
を
確
認
す
る
。

 

【
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
】
 

【
デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン

ク
】

－
 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

燃
料
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
（
Ｓ
Ａ
）（

燃
料
プ

ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
用
冷
却
設
備
を
含
む
）

 

燃
料
プ
ー
ル
の
注
水

機
能
喪
失
確
認

 

燃
料
プ
ー
ル
の
水
位
低
下
分
を
注
水
す
る
た
め
，
復
水
輸
送
系
等

に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
へ
の
注
水
準
備
を
行
う
。
中
央
制
御
室
か
ら

の
遠
隔
操
作
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
へ
の
注
水
準
備
が
困
難
な
場

合
，
燃
料
プ
ー
ル
へ
の
注
水
機
能
喪
失
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す

る
。
 

－
 

－
 

【
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
】

 

【
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量
】

 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

燃
料
プ
ー
ル
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
（
高
レ

ン
ジ
・
低
レ
ン
ジ
）

(Ｓ
Ａ
)

燃
料
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
（
Ｓ
Ａ
）（

燃
料
プ

ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
用
冷
却
設
備
を
含
む
）

 

サ
イ
フ
ォ
ン
ブ
レ
イ

ク
配
管
に
よ
る
燃
料

プ
ー
ル
漏
え
い
停
止

確
認
 

燃
料
プ
ー
ル
の
水
位
低
下
に
伴
い
発
生
す
る
警
報
等
に
よ
り
，
燃

料
プ
ー
ル
か
ら
の
漏
え
い
を
認
知
し
，
初
期
水
位
か
ら
燃
料
プ
ー

ル
冷
却
系
戻
り
配
管
水
平
部
高
さ
付
近
ま
で
水
位
が
低
下
す
る

が
，
サ
イ
フ
ォ
ン
ブ
レ
イ
ク
配
管
に
よ
り
漏
え
い
が
停
止
す
る
こ

と
を
確
認
す
る
。
 

－
 

－
 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

燃
料
プ
ー
ル
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
（
高
レ

ン
ジ
・
低
レ
ン
ジ
）

(Ｓ
Ａ
)

燃
料
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
（
Ｓ
Ａ
）（

燃
料
プ

ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
用
冷
却
設
備
を
含
む
）

 

【
 
】
：
重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
）

 

：
有
効
性
評
価
上
考
慮
し
な
い
操
作
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表
 
「
想
定
事
故
２
」
の
重
大
事
故
等
対
策
に
つ
い
て
（
２
／
２
）

 

判
断
及
び
操
作

 
手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備

 

常
設
設
備
 

可
搬
型
設
備

 
計
装
設
備
 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ

イ
系
（
常
設
ス
プ
レ
イ

ヘ
ッ
ダ
使
用
）
に
よ
る

燃
料
プ
ー
ル
へ
の
注

水
 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
の
準
備
が
完
了
し
た
と
こ
ろ
で
，
燃
料

プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
（
常
設
ス
プ
レ
イ
ヘ
ッ
ダ
使
用
）
に
よ
る
燃

料
プ
ー
ル
へ
の
注
水
に
よ
り
燃
料
プ
ー
ル
の
水
位
を
維
持
す
る
。

そ
の
後
は
，
燃
料
プ
ー
ル
の
冷
却
系
を
復
旧
し
つ
つ
，
蒸
発
量
に

応
じ
た
水
量
を
注
水
す
る
こ
と
で
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
を
維
持
す

る
。
 

常
設
ス
プ
レ
イ
ヘ
ッ
ダ

 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク
 

大
量
送
水
車
 

タ
ン
ク
ロ
ー
リ

燃
料
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

燃
料
プ
ー
ル
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
（
高
レ

ン
ジ
・
低
レ
ン
ジ
）

(Ｓ
Ａ
)

燃
料
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
（
Ｓ
Ａ
）（

燃
料
プ

ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
用
冷
却
設
備
を
含
む
）

 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ

イ
系
に
よ
る
燃
料
プ

ー
ル
へ
の
注
水

 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
の
準
備
が
完
了
し
た
と
こ
ろ
で
，
燃
料

プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
注
水
に
よ
り
，
燃
料
プ

ー
ル
水
位
を
維
持
す
る
。
そ
の
後
は
，
燃
料
プ
ー
ル
の
冷
却
系
を

復
旧
し
つ
つ
，
蒸
発
量
に
応
じ
た
水
量
を
注
水
す
る
こ
と
で
，
燃

料
プ
ー
ル
水
位
を
維
持
す
る
。

 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク
 

可
搬
型
ス
プ
レ
イ
ノ
ズ
ル

 

大
量
送
水
車
 

タ
ン
ク
ロ
ー
リ

燃
料
プ
ー
ル
水
位
・
温
度
（
Ｓ
Ａ
）

 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

燃
料
プ
ー
ル
エ
リ
ア
放
射
線
モ
ニ
タ
（
高
レ

ン
ジ
・
低
レ
ン
ジ
）

(Ｓ
Ａ
)

燃
料
プ
ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
（
Ｓ
Ａ
）（

燃
料
プ

ー
ル
監
視
カ
メ
ラ
用
冷
却
設
備
を
含
む
）

 

【
 
】
：
重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
）

 

：
有
効
性
評
価
上
考
慮
し
な
い
操
作
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1
表
 
主
要
評
価
条
件
（
想
定
事
故
２
）
（
１
／
２
）

 

項
目
 

主
要
評
価
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

初 期 条 件 

燃
料
プ
ー
ル
保
有
水
量
 

約
1,
59
9m

3  
保
有
水
量
を
厳
し
く
見
積
も
る
た
め
に
プ
ー
ル
ゲ
ー
ト
閉
の
状
況
を
想
定
 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
 

通
常
水
位
 

通
常
水
位
を
設
定
 

燃
料
プ
ー
ル
水
温
 

65
℃
 

運
転
上
許
容
さ
れ
る
上
限
値
と
し
て
設
定
 

燃
料
の
崩
壊
熱
 

約
7.
8M
W 

【
使
用
済
燃
料
】
 

取
出
時
平
均
燃
焼
度
：
 

・
９
×
９
燃
料

45
GW
d/
t

・
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料

33
GW
d/
t

原
子
炉
停
止
後
に
最
短
時
間
（
原
子
炉
停
止
後

1
0
日

※
１
）
で
取
り
出
さ
れ
た
全

炉
心
分
の
燃
料
が
，
過
去
に
取
り
出
さ
れ
た
貯
蔵
燃
料
と
合
わ
せ
て
，
使
用
済
燃

料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
に
最
大
体
数
貯
蔵
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
想
定
し
，
Ｏ
Ｒ
Ｉ
Ｇ
Ｅ
Ｎ

２
を
用
い
て
算
出
 

ま
た
，
原
子
炉
停
止

1
0
日
後
に
お
い
て
は
，
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
の
方
が
９
×
９
燃
料

よ
り
も
崩
壊
熱
が
大
き
く
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
低
下
の
観
点
で
厳
し
い
た
め
，
燃

料
プ
ー
ル
に
お
け
る
使
用
済
燃
料
の
崩
壊
熱
は
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
を
考
慮
 

事 故 条 件 

安
全
機
能
の
喪
失
に
対
す
る
仮
定
 

燃
料
プ
ー
ル
の
冷
却
機
能
及

び
注
水
機
能
喪
失
 

燃
料
プ
ー
ル
の
冷
却
機
能
及
び
注
水
機
能
と
し
て
，
燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系
，
残
留

熱
除
去
系
，
復
水
輸
送
系
等
の
機
能
喪
失
を
設
定
 

配
管
破
断
の
想
定
 

残
留
熱
除
去
系
配
管
の
全
周

破
断
 

燃
料
プ
ー
ル
水
位
が
最
も
低
下
す
る
可
能
性
の
あ
る
サ
イ
フ
ォ
ン
現
象
に
よ
る

漏
え
い
と
し
て
，
残
留
熱
除
去
系
配
管
の
全
周
破
断
を
想
定

 

漏
え

い
に

よ
る

燃
料

プ
ー

ル
水

位
の

低

下
 

事
象
発
生
と
同
時
に
通
常
水

位
か
ら
約

0.
35
m
下
ま
で
低

下
 

燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系
配
管
に
設
置
さ
れ
て
い
る
逆
止
弁
に
つ
い
て
は
，
開
固
着
を

仮
定
す
る
。
サ
イ
フ
ォ
ン
ブ
レ
イ
ク
配
管
に
よ
り
サ
イ
フ
ォ
ン
現
象
に
よ
る
流
出

が
停
止
さ
れ
る
た
め
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
は
燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系
戻
り
配
管
水
平

部
高
さ
付
近
（
通
常
水
位
よ
り
約

0.
3
5
m
下
）
ま
で
の
低
下
に
と
ど
ま
る
 

な
お
，
こ
の
水
位
ま
で
瞬
時
に
低
下
す
る
も
の
と
す
る
 

外
部
電
源
 

外
部
電
源
な
し
 

外
部
電
源
の
有
無
は
事
象
進
展
に
影
響
し
な
い
こ
と
か
ら
，
資
源
の
観
点
で
厳
し

い
外
部
電
源
な
し
を
設
定
 

※
１

 
島
根
２
号
炉
の
定
期
検
査
に
お
け
る
実
績
を
確
認
し
，
解
列
後
の
全
制
御
棒
全
挿
入
か
ら
原
子
炉
開
放
ま
で
の
最
短
時
間
で
あ
る
約
５
日
及
び
全
燃
料
取
り
出
し
の
最
短
時

間
約
５
日
を
考
慮
し
て
原
子
炉
停
止
後

10
日
を
設
定
。
原
子
炉
停
止
後

10
日
と
は
全
制
御
棒
全
挿
入
か
ら
の
時
間
を
示
し
て
い
る
。
通
常
停
止
操
作
に
お
い
て
原
子
炉
の

出
力
は
全
制
御
棒
全
挿
入
完
了
及
び
発
電
機
解
列
以
前
か
ら
徐
々
に
低
下
さ
せ
る
が
，
崩
壊
熱
評
価
は
ス
ク
ラ
ム
の
よ
う
な
瞬
時
に
出
力
を
低
下
さ
せ
る
保
守
的
な
計
算
条

件
と
な
っ
て
い
る
。
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表
 
主
要
評
価
条
件
（
想
定
事
故
２
）（

２
／
２
）

 

項
目
 

主
要
評
価
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

重 大 事 故

等 対 策 に

関 連 す る

機 器 条 件 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
 

48
m
3 ／

h※
２
で
注
水
 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
ス
プ
レ
イ
ノ
ズ
ル
使
用
）
に
よ
る
注
水
を

想
定
 

設
備
の
設
計
を
踏
ま
え
て
設
定

 

重 大 事 故

等 対 策 に

関 連 す る

操 作 条 件 

燃
料

プ
ー

ル
ス

プ
レ

イ
系

に
よ

る
燃

料

プ
ー
ル
へ
の
注
水
 

事
象
発
生
か
ら
約

7.
6
時
間
後
 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
ス
プ
レ
イ
ノ
ズ
ル
使
用
）
の
系
統
構
成
に

必
要
な
準
備
時
間
は
２
時
間

50
分
で
あ
る
が
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
の
低
下
し

始
め
る
時
間
が
事
象
発
生
か
ら
約

7
.
6
時
間
後
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
て
設

定
 

※
２

 
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
ス
プ
レ
イ
ノ
ズ
ル
使
用
）
及
び
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
（
常
設
ス
プ
レ
イ
ヘ
ッ
ダ
使
用
）
の
注
水
容
量
は
と
も
に

48
m3
/
h
以
上
で
あ

る
。
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添付資料 4.2.1 

燃料プールの水位低下と遮蔽水位に関する評価について 

１．燃料プールの概要 

  添付資料 4.1.1と同様である。 

２．放射線の遮蔽の維持に必要な燃料プールの遮蔽水位について 

  添付資料 4.1.1と同様である。 

３．想定事故２における時間余裕 

  図１に示すように想定事故２では燃料プー

ル冷却系配管及び残留熱除去系配管に設置

されている逆止弁については開固着を仮定

する。サイフォンブレイク配管により，サイ

フォン現象による流出を防止するため，燃料

プール水位は燃料プール冷却系戻り配管水

平部高さ付近（通常水位から約 0.35m下）ま

での低下にとどまり，保守的にこの水位まで

瞬時に低下するものとする。 

配管破断により保有水が漏えいし，燃料プ

ール冷却系戻り配管水平部高さ付近（通常水

位から約 0.35m下）まで水位が低下した場合，

崩壊熱除去機能喪失に伴い，事象発生から約

7.6時間後に沸騰の開始により水位が低下す

る。

燃料プール水位が通常水位から放射線の遮蔽が維持される最低水位（通常水

位から約 2.6m下）まで低下する時間は，事象発生から約 1.5日であり，重大事

故等対策として期待している燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水

操作の時間余裕は十分ある（評価結果は表１の通り）。 

表１ 崩壊熱除去機能喪失及びサイフォン現象発生時の評価結果

項目 算定結果

燃料プール水温が 100℃に到達するまでの時間（h） 約 7.6

燃料の崩壊熱による燃料プール保有水の蒸発量（m3/h） 約 13

燃料プール水位が通常水位から約 2.6m低下するまでの時間（day） 約 1.5

燃料棒有効長頂部冠水部まで燃料プール水位が低下するまでの時間（day） 約 3.7

燃料プール水位の低下速度（m/h） 約 0.08

図１ 想定事故２の想定 

開固着を想定 

する逆止弁 
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添付資料4.2.2 

 

燃料プールのサイフォンブレイク配管について 

 

１．サイフォンブレイク配管の概要 

燃料プールは，第１図のように燃料プール冷却系により冷却及び水質管理さ

れている。燃料プールの保有水がサイフォン現象により漏えいする場合は，燃

料プール冷却系戻り配管に設置された逆止弁（２重化）により燃料プールの保

有水の漏えいを防止する設計としている。仮に，逆止弁が開固着により機能喪

失した状態でサイフォン現象が発生した場合は，サイフォンブレイク配管の開

放端のレベルまで水位が低下した時点でサイフォンブレイク配管の開放端から

空気が吸い込まれ，吸い込まれた空気が第２図③のように弁箱と開固着した弁

体との間に形成されている隙間（第３図②，③参照）を通過し，燃料プール冷

却系戻り配管へ流入することで，サイフォン現象による漏えいを停止すること

が可能な設計としている。 

なお，サイフォンブレイク配管は，現場での施工性を考慮し，逆止弁の弁蓋

に接続しているが，弁体等との干渉はなく，逆止弁の動作に影響はしないこと

から，サイフォン現象発生時の逆止弁機能に影響はない。また，弁箱と開固着

した弁体との間に形成される隙間部の面積（1780㎜2以上）は，サイフォンブレ

イク配管内面積（配管内面積：  ㎜2）より大きく，逆止弁開固着時にサイ

フォン現象が発生した場合であっても，逆止弁内部でサイフォンブレイク配管

からの空気の流路が確保されることで，サイフォン現象を停止することが可能

である。（第３図③参照） 

 

 
第１図 燃料プール冷却系系統概要図

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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②
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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２．サイフォンブレイク配管の機器仕様 

（１）サイフォンブレイク配管の寸法

サイフォンブレイク配管は，２本の燃料プール冷却系戻り配管（150A）に

それぞれ設置する，弁等の機器がない口径  の配管である。 

（２）サイフォンブレイク配管の設置レベル

サイフォンブレイク配管の設置位置及び燃料プール内のレベルを第４図に

示す。サイフォンブレイク配管の開放端は通常水位より下方（150㎜）に設置

されており，燃料プールの保有水がサイフォン現象で流出した場合において

も，水位低下を燃料プール冷却系戻り配管水平部（内面下端，通常水位より

下方（約280㎜））のレベルまでで留めることが可能である。 

 

 

第４図 燃料プール内のレベル相関図 

第５図 サイフォンブレイク配管設置レベル図 

燃料プール冷却

ポンプより 燃料プール冷却 

ポンプへ 

通常水位 

サイフォンブレイク配管（  ） 
燃料プール冷却系 

戻り配管（150A） 

 

燃料集合体 

使用済 

制御棒 

スキマ

サージ

タンク

第４図参照 

通常水位（EL42500） 

サイフォンブレイク配管（  ） 

燃料プール冷却系 

戻り配管（150A） 

低下水位（EL42224） 
※ 

※サイフォンブレイク配管の開放端を燃料

プール冷却系戻り配管水平部（内面下端）

より上方に設定することで，燃料プール冷

却系戻り配管水平部（内面下端）の位置で

流出は停止する。

（燃料プール冷却系戻り配管高さ） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

約 6.8m 

約 3.9m 

約 280㎜低下 150㎜ 

約 2.6m 
(遮蔽維持水位) 

約 4.2m 
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（３）サイフォン現象発生時の想定漏えい量

サイフォン現象が発生し，サイフォンブレイク配管の開放端まで水位

が低下すると，当該開放端から空気を吸込み，燃料プール冷却系戻り配

管水平部に空気が溜まり両側の配管内の水に力が伝わらなくなりサイフ

ォン現象を止めることができる（第５図参照）。 

この場合における漏えい量は約46.8m3（通常水位より下方約280㎜）と

なるが，想定事象２の解析で用いる漏えい量については，これに保守性

を持たせて約58.5m3（通常水位より下方約0.35m）で評価している。 

（４）想定被ばく線量率

燃料プールの保有水が流出した場合の，原子炉建物原子炉棟４階の被

ばく線量評価結果を第６図に示す。第６図より，燃料プールの水位が通

常水位から約0.35m下まで低下した場合においても原子炉建物原子炉棟

４階の雰囲気線量率は1.0×10-3mSv/h以下であることから，燃料プールは

サイフォン現象が発生した場合においても十分な遮蔽水位を確保するこ

とが可能である。

 

第６図 原子炉建物原子炉棟４階での被ばく線量率 

燃料棒有効長頂部からの水位（m） 

通常水位 
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３．サイフォンブレイク配管の健全性について 

（１）配管強度への影響について

サイフォンブレイク配管及びサイフォンブレイク配管が取り付けられ

ている燃料プール冷却系戻り配管は基準地震動Ｓｓに対し十分な耐震性

を有している。 

（２）人的要因による機能阻害について

サイフォンブレイク配管は，操作や作動機構を有さない構造であるこ

とから，誤操作や故障により機能喪失することはない。そのため，燃料

プール保有水のサイフォン現象による漏えいが発生した場合においても，

操作や作業を実施することはなく，サイフォンブレイク配管の開放端ま

で水位低下することで自動的にサイフォン現象を止めることが可能であ

る。 

（３）異物による閉塞について
燃料プールは，燃料プール冷却系の「スキマサージタンク」及び「ろ

過脱塩器」により，下記の不純物を除去し水質基準を満足する設計とな

っており，不純物によるサイフォンブレイク配管（口径  ）の閉塞を

防止することが可能である。 

・燃料プール水面上の空気中からの混入物

・燃料プールに貯蔵される燃料及び機器表面に付着した不純物

・燃料交換時に炉心から出る腐食生成物と核分裂生成物

・燃料交換作業，その他の作業の際の混入物

・燃料プール洗浄後の残留化学洗浄液又はフラッシング水

ａ．スキマサージタンクによる異物除去について 

スキマサージタンクには, 約800㎜×1170㎜の異物混入防止用金網

が設置されており，燃料プール水面に浮かぶ塵等の比較的大きな不純

物を除去することが可能である。 

ｂ．ろ過脱塩器による異物除去について 

ろ過脱塩器は，イオン交換樹脂により燃料プール水を浄化する設備

である。 

このろ過脱塩器のエレメントは目開き約25μm程度であり，サイフォ

ブレイク配管（口径ン  ）を閉塞させるような不純物の除去が可能

である。 

ｃ．燃料プールの巡視について 

燃料プールは，運転員により，１回／１日の巡視を実施することと

なっており，サイフォンブレイク配管を閉塞させる可能性がある浮遊

物等がないことを確認することができる。このような巡視で浮遊物等

を発見することにより，異物による閉塞を防止することが可能である。 

ｄ．地震等発生時における異物による閉塞の防止について 

燃料プールの近傍は異物混入防止エリアとして設定して,原則シー

ト養生を実施しない運用としている（プール脇の手すり等についても

同様）。ただし，定期検査時の汚染拡大防止及び作業エリア内での作業

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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を避けることができず，プール内への異物混入防止のために養生が必

要となる場合などの理由があるときには，必要箇所の養生を行うため，

これらの養生シートがスロッシング等によりプール内に流れ込む懸念

はある。 

地震発生時に原子炉建物基礎マット上で10gal以上の揺れが確認さ

れた場合に運転員がパトロールを実施することとしており，燃料プー

ル内に養生シート（黄色及び緑色）が落下している場合，発見するこ

とができる。また，地震発生時を含め中央制御室において燃料プール

水位に関する警報が発せられた場合，原子炉建物原子炉棟４階に設置

しているカメラを使用することで，中央制御室から燃料プール及びサ

イフォンブレイク配管開放端付近の状況を確認することができる（第

７図参照）。

燃料プール内に落下した養生シートは，速やかに除去が行えるよう

原子炉建物原子炉棟４階に除去用の治具を配備する。 

（配備する治具） 

①タモ，ケーブルフィッシャー

燃料プール上の養生シート片の除去

②ボートフック

サイフォンブレイク配管開放端に張り付いた養生シート片の除去

仮にサイフォン現象による漏えいが発生している状況で原子炉建物

原子炉棟４階の線量率が上昇してプール内に流れ込んだ浮遊物等を除

去できず，かつ浮遊物等によるサイフォンブレイク配管の閉塞が発生

した場合は漏えいが継続することとなる。 

ただし，スロッシングによりサイフォンブレイク配管の開放端が露

出している場合においては浮遊物等によるサイフォンブレイク配管の

閉塞は発生しないと考えられる。 

第７図 サイフォンブレイク配管設置位置図 
本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（４）落下物干渉による影響 

   サイフォンブレイク配管は開放端を鉛直下向きになるよう設置してい

るため，仮に燃料プール内に異物混入があっても異物が端部に付着し留

まることはない。 

また，床面上に敷設しているサイフォンブレイク配管については囲い

等を実施することにより，落下物による閉塞の影響を考慮した設計とす

る。 

 

 

（５）サイフォンブレイク配管の健全性確認方法について 

燃料プールの通常水位においてサイフォンブレイク配管の端部付近の

水のゆらぎを目視により確認するが，目視確認が困難な場合は聴診棒に

よる聴音により通水状況の確認を実施する。 

 

 

 
 

第８図 サイフォンブレイク配管の設置状況 

 

サイフォンブレイク配管端部 
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添付資料 4.2.3 

 

安定状態について（想定事故２） 

 

想定事故２（サイフォン現象等による燃料プール内の水の小規模な喪失）の安定

状態については以下のとおり。 

燃料プール安定状態：設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備を用いた燃

料プールへの注水により燃料プール水位を維持すること

で，燃料の冠水，放射線遮蔽及び未臨界が維持され，燃料

プールの保有水の温度が安定し，かつ，必要な要員の不足，

資源の枯渇等のあらかじめ想定される事象悪化のおそれが

ない場合，安定状態が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

燃料プールの安定状態の確立について 

燃料プールスプレイ系を用いた燃料プールへの注水を実施することで，燃料プ

ール水位が維持され，燃料プールの安定状態が確立される。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必要な水源，燃料及

び電源を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により安定状態を維持できる。 

また，燃料プールスプレイ系による燃料プールへの注水を継続し，残留熱除去

系又は燃料プール冷却系を復旧し，復旧後は復水輸送系等によりスキマサージタ

ンクへの補給を実施する。燃料プールの保有水を残留熱除去系等により冷却する

ことによって，安定状態後の状態維持のための冷却が可能となる。 

（添付資料 2.1.1 別紙 1参照） 
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燃
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設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
評
価
条
件
で
の
初
期
水
位
は
通
常
水
位

を
設
定
し
て
い
る
た
め
，
通
常
水
位
よ
り
低
い
水
位
の
変
動
を
考
慮

し
た
場
合
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
が
燃
料
棒
有
効
長
頂
部
ま
で
低
下
す

る
時
間
及
び

燃
料
プ
ー

ル
水
位
の

低
下
に

よ
る
異
常
の

認
知
の
時

間
は
短
く
な
る
が
，
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル

へ
の
注
水
操

作
は
初
期

水
位
に
応

じ
た
対

応
を
と
る
も

の
で
は
な

く
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
の
低
下
に
伴
う
冷
却
機
能
喪
失
又
は
注
水
機

能
喪
失
の
確
認
を
起
点
と
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等

操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

初
期
に
地
震
起
因
の
ス
ロ
ッ
シ
ン
グ
が
発
生
し
た
場
合
，
燃
料
プ
ー

ル
水
位
が
最
大
で
約

1
.1

m
（
ス
ロ
ッ
シ
ン
グ
量
：

18
0m

3
※
1
）
低
下

す
る
も
の
の
，
放
射
線
の
遮
蔽
が
維
持
さ
れ
る
最
低
水
位
に
到
達
す

る
ま
で
の
時
間
は
事
象
発
生
か
ら
約

1
.1

日
後
（

10
mS

v
/h

の
場
合
）

で
あ
り
，
事
象
発
生
か
ら
３
時
間

10
分
後
ま
で
に
燃
料
プ
ー
ル
ス

プ
レ
イ
系
に
よ
る
注
水
が
可
能
と
な
る
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作

時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
評
価
条
件
で
の
初
期
水
位
は
通
常
水
位
を
設
定
し
て

い
る
た
め
，
そ
の
変
動
を
考
慮
し
た
場
合
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
が
初
期
水
位
か
ら

燃
料
棒
有
効
長
頂
部
ま
で
低
下
す
る
時
間
は
短
く
な
る
が
，
仮
に
初
期
水
位
を
水

位
低
警
報
レ
ベ
ル
（
通
常
水
位
か
ら
約

0.
2
7
m
下
）
と
し
た
場
合
で
あ
っ
て
も
，

漏
え
い
に
よ
り
瞬
時
に
水
位
が
低
下
し
サ
イ
フ
ォ
ン
ブ
レ
イ
ク
配
管
に
よ
り
燃

料
プ
ー
ル
冷
却
系
戻
り
配
管
水
平
部
高
さ
付
近
（
通
常
水
位
か
ら
約

0.
35
m
 
下
）

で
停
止
す
る
と
し
て
い
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る

影
響
は
な
い
。

 

初
期
に
地
震
起
因
の
ス
ロ
ッ
シ
ン
グ
が
発
生
し
た
場
合
，
最
大
で
約

1
.1

m（
ス
ロ

ッ
シ
ン
グ
量
：
1
80
m
3
※

1
）
の
水
位
の
低
下
が
発
生
す
る
が
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
が

放
射
線
の
遮
蔽
が
維
持
さ
れ
る
最
低
水
位
に
到
達
す
る
ま
で
の
時
間
は
事
象
発

生
か
ら
約

1.
1
日
（
1
0m
Sv
/h

の
場
合
）
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
が
通
常
水
位
か
ら
燃

料
棒
有
効
長
頂
部
ま
で
低
下
す
る
時
間
は
事
象
発
生
か
ら
約

3.
3
日
あ
り
，
事
象

発
生
か
ら
３
時
間

10
分
後
ま
で
に
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
注
水
が
可

能
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ

い
。

 

燃
料
プ
ー
ル
の

初
期
水
温

 
65
℃

 

約
17
℃
～
約

40
℃

 

（
実
績
値
）

 

運
転

上
許

容
さ

れ
る

上
限

値
と

し

て
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
評
価
条
件
で
設
定
し
て
い
る
燃
料
プ
ー

ル
の
初
期
水

温
よ
り
低

く
な
り
，

沸
騰
開

始
時
間
は
遅

く
な
る
た

め
，
時
間
余
裕
が
長
く
な
る
が
，
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る

燃
料
プ
ー
ル
へ
の
注
水
操
作
は
，
燃
料
プ
ー
ル
水
の
初
期
水
温
に
応

じ
た
対
応
を
と
る
も
の
で
は
な
く
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
の
低
下
に
伴

う
異
常
の
認

知
を
起
点

と
し
た
冷

却
機
能

喪
失
又
は
注

水
機
能
喪

失
の
確
認
を
起
点
と
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作

時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
評
価
条
件
で
設
定
し
て
い
る
燃
料
プ
ー
ル
水
温
よ
り

低
く
な
る
た
め
，
沸
騰
開
始
時
間
は
遅
く
な
り
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
の
低
下
は
緩

和
さ
れ
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
余
裕
は
大
き
く

な
る
。

 

ま
た
，
自
然
蒸
発

,
燃
料
プ
ー
ル
の
水
温
及
び
温
度
上
昇
の
非
一
様
性
に
よ
り
，

評
価
で
想
定
し
て
い
る
沸
騰
に
よ
る
燃
料
プ

ー
ル
水
位
低
下
開
始
時
間
よ
り
早

く
燃
料
プ
ー
ル
水
位
の
低
下
が
始
ま
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
る
。
し
か
し
，
自
然
蒸

発
に
よ
る
影
響
は
沸
騰
に
よ
る
水
位
低
下
と
比
べ
て
僅
か
で
あ
り
，
気
化
熱
に
よ

り
燃
料
プ
ー
ル
水
は
冷
却
さ
れ
る
。
さ
ら
に
，
燃
料
プ
ー
ル
の
水
温
の
非
一
様
性

も
沸
騰
開
始
後
の
気
泡
上
昇
を
駆
動
力
と
し

た
対
流
に
よ
り
影
響
が
小
さ
く
な

る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
仮
に
，
事
象
発
生
直
後
か
ら
沸
騰
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル

の
水
位
低
下
が
開
始
す
る
と
想
定
し
た
場
合
で
あ
っ
て
も
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
が

放
射
線
の
遮
蔽
が
維
持
さ
れ
る
最
低
水
位
に

到
達
す
る
ま
で
の
時
間
は
事
象
発

生
か
ら
約

1.
2
日
（
1
0m
Sv
/h

の
場
合
）
，
燃
料
棒
有
効
長
ま
で
水
位
が
低
下
す
る

ま
で
の
時
間
は
事
象
発
生
か
ら
約

3
.
4
日
あ
り
，
事
象
発
生
か
ら
３
時
間

10
分

後
ま
で
に
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る

燃
料
プ
ー
ル
へ
の
注
水
が
可
能
で

あ
る
こ
と
か
ら

, 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

添付資料 4.2.4 
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表
１

 
評
価
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
想
定
事
故
２
）（

２
／
３
）

 

項
目

 

評
価
条
件
（
初
期
，
事
故
及
び
機
器
条
件
）

の
不
確
か
さ

 
条
件
設
定
の
考
え
方

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 

評
価
条
件

 
最
確
条
件

 

初 期 条 件
 

燃
料
の
崩
壊

熱
 

約
7.
8M
W
 

【
使
用
済
燃
料
】

 

取
出
時
平
均
燃
焼

度
：

 

・
９
×
９
燃
料

4
5G
W
d/
t
 

・
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料

 

3
3G
W
d/
t
 

約
7.
8M
W
以
下

 

（
実
績
値
）

 

原
子
炉
停
止
後
に
最
短
時
間
（
原
子
炉

停
止
後

1
0
日
）
で
取
り
出
さ
れ
た
全

炉
心
分
の
燃
料
が
，
過
去
に
取
り
出
さ

れ
た
貯
蔵
燃
料
と
合
わ
せ
て
，
使
用
済

燃
料

貯
蔵

ラ
ッ

ク
に

最
大

体
数

貯
蔵

さ
れ
て
い
る
こ
と
を
想
定
し
，
Ｏ
Ｒ
Ｉ

Ｇ
Ｅ
Ｎ
２
を
用
い
て
算
出

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
評
価
条
件
で
設
定
し
て
い
る
燃
料
の

崩
壊
熱
よ
り
小
さ
く
な
る
た
め
，
燃
料
プ
ー
ル
水
温
の
上
昇
及
び

燃
料
プ
ー
ル
水
位
の
低
下
は
緩
和
さ
れ
る
が
，
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ

レ
イ
系
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
へ
の
注
水
操
作
は
，
燃
料
の
崩
壊
熱

に
応
じ
た
対
応
を
と
る
も
の
で
は
な
く
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
の
低

下
に
伴
う

異
常
の

認
知
を

起
点
と

し
た
冷

却
機
能
喪

失
又
は

注

水
機
能
喪
失
の
確
認
を
起
点
と
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
運

転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
評
価
条
件
で
設
定
し
て
い
る
燃
料
の
崩
壊
熱
よ
り

小
さ
く
な
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
余
裕
は
大

き
く
な
る
。

 

プ
ー
ル
ゲ
ー

ト
の
状
態

 

プ
ー
ル
ゲ
ー
ト
閉

 

（
原
子
炉
ウ
ェ
ル

及
び
Ｄ
Ｓ
Ｐ
の
保

有
水
量
を
考
慮
し

な
い
）

 

プ
ー
ル
ゲ
ー
ト
開

 

（
原
子
炉
ウ
ェ
ル

及
び
Ｄ
Ｓ
Ｐ
の
保

有
水
量
を
考
慮
）

 

全
炉
心
燃
料
取
出
直
後
で
あ
る
た
め
，

プ
ー

ル
ゲ

ー
ト

は
開

放
さ

れ
て

い
る

こ
と
が
想
定
さ
れ
る
が
，
燃
料
プ
ー
ル

保
有

水
量

を
厳

し
く

見
積

も
る

た
め

に
プ
ー
ル
ゲ
ー
ト
閉
を
想
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
保
有
水
量
が
プ
ー
ル
ゲ
ー
ト
閉
と
比

べ
２
倍
程
度
と
な
り
，
燃
料
プ
ー
ル
の
水
温
の
上
昇
及
び
蒸
発
に

よ
る
燃
料
プ
ー
ル
水
位
の
低
下
は
緩
和
さ
れ
る
が
，
燃
料
プ
ー
ル

ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
へ
の
注
水
操
作
は
，
プ
ー
ル
ゲ

ー
ト
の
状
態
に
応
じ
た
対
応
を
と
る
も
の
で
は
な
く
，
燃
料
プ
ー

ル
水
位
の
低
下
に
伴
う
異
常
の
認
知
を
起
点
と
し
た
冷
却
機
能

喪
失
又
は
注
水
機
能
喪
失
の
確
認
を
起
点
と
す
る
も
の
で
あ
る

こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
保
有
水
量
は
プ
ー
ル
ゲ
ー
ト
閉
と
比
べ
２
倍
程
度

と
な
り
，
燃
料
プ
ー
ル
の
水
温
の
上
昇
や
蒸
発
に
よ
る
水
位
の
低
下
は
緩
和
さ

れ
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
余
裕
は
大
き
く
な

る
。

 

外
部
水
源
の

容
量

 
約

7,
0
00
m
3
 

約
7,
00
0
m
3
以
上

 

（
合
計
貯
水
量
）

 

通
常
時
の
水
量
を
参
考
に
，
最
確
条
件

を
包
絡
で
き
る
条
件
を
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
解
析
条
件
よ
り
も
水
源
容
量
の
余

裕
が
大
き
く
な
る
た
め
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は

な
い
。

 

－
 

燃
料
の
容
量

 
1,
18
0m

3
 

1
,1
8
0m

3
以
上

 

（
合
計
貯
蔵
量
）

 

通
常
時
の
運
用
値
を
参
考
に
，
最
確
条

件
を
包
絡
で
き
る
条
件
を
設
定

 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
に
は
，
解
析
条
件
よ
り
も
燃
料
容
量
の
余

裕
が
大
き
く
な
る
た
め
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は

な
い
。

 

－
 

※
１
 
本
評
価
値
は
，
燃
料
プ
ー
ル
へ
の
戻
り
水
の
影
響
を
考
慮
し
て
い
な
い
保
守
的
な
も
の
で
あ
り
，
こ
れ
ら
を
考
慮
す
る
と
ス
ロ
ッ
シ
ン
グ
量
は
小
さ
く
な
る
。

 



添 4.2.4-3 

表
１

 
評
価
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
想
定
事
故
２
）（

３
／
３
）

 

項
目

 

評
価
条
件
（
初
期
，
事
故
及
び
機
器

条
件
）
の
不
確
か
さ

 
条
件
設
定
の
考
え
方

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 

評
価
条
件

 
最
確
条
件

 

事 故 条 件
 

安
全
機
能
の
喪
失

に
対
す
る
仮
定

 

燃
料
プ
ー
ル
の

冷
却
機
能
喪
失

及
び
注
水
機
能

喪
失

 

－
 

燃
料
プ
ー
ル
の
冷
却
機
能
及
び
注
水

機
能
と
し
て
燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系
，
残

留
熱
除
去
系
，
復
水
輸
送
系
等
の
機
能

喪
失
を
設
定

 

－
 

－
 

配
管
破
断
の
想
定

 

残
留
熱
除
去
系

配
管
の
全
周
破

断
 

事
故
毎
に
変
化

 

燃
料

プ
ー

ル
水

位
が

最
も

低
下

す
る

可
能

性
の

あ
る

サ
イ

フ
ォ

ン
現

象
に

よ
る
漏
え
い
と
し
て
，
残
留
熱
除
去
系

配
管
の
全
周
破
断
を
想
定

 

配
管
破
断
の

想
定
及
び

サ
イ
フ
ォ

ン
現
象

に
よ
る
燃
料

プ
ー
ル
水

位
の
低
下
は
，
破
断
面
積
及
び
弁
の
開
口
面
積
に
応
じ
て
水
位
低
下

速
度
が
変
動
す
る
が
，
本
評
価
で
は
，
サ
イ
フ
ォ
ン
ブ
レ
イ
ク
配
管

に
よ
る
漏
え
い
停
止
を
考
慮
し
て
お
り
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
が
燃
料

プ
ー
ル
冷
却

系
戻
り
配

管
水
平
部

高
さ
付

近
（
通
常
水

位
か
ら
約

0.
35

m 
下
）
ま
で
瞬
時
に
低
下
す
る
も
の
と
し
て
い
る
こ
と
か
ら
，

事
象
進
展
に
影
響
は
な
く
，
ま
た
，
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
よ

る
燃
料
プ
ー

ル
へ
の
注

水
操
作
は

水
位
低

下
速
度
に
応

じ
た
対
応

を
と
る
も
の
で
は
な
く
，
水
位
低
下
に
伴
う
異
常
の
認
知
を
起
点
と

し
た
冷
却
機

能
喪
失
又

は
注
水
機

能
喪
失

の
確
認
を
起

点
と
す
る

も
の
で
あ
る
た
め
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

配
管
破
断
の
想
定
及
び
サ
イ
フ
ォ
ン
現
象
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
水
位
の
低
下

は
，
破
断
面
積
及
び
弁
の
開
口
面
積
に
応
じ
て
水
位
低
下
速
度
が
変
動
す
る

が
，
本
評
価
で
は
，
サ
イ
フ
ォ
ン
ブ
レ
イ
ク
配
管
に
よ
る
漏
え
い
停
止
を
考
慮

し
て
お
り
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
が
燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系
戻
り
配
管
水
平
部
高
さ

付
近
（
通
常
水
位
か
ら
約

0.
35
m 
下
）
ま
で
瞬
時
に
低
下
す
る
も
の
と
し
て
い

る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
影
響
は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に

与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

サ
イ
フ
ォ
ン
現
象

に
よ
る
燃
料
プ
ー

ル
水
位
の
低
下

事
象
発
生
と
同

時
に
通
常
水
位

か
ら
約

0.
35
m

ま
で
低
下

 

事
象
発
生
後
，
通

常
水
位
か
ら
約

0.
3
5m

ま
で

徐
々
に
低
下

 

サ
イ
フ
ォ
ン
ブ
レ
イ
ク
配
管
に
よ
り
，

サ
イ
フ
ォ
ン
現
象
に
よ
る
流
出
が
停

止
す
る
た
め
，
燃
料
プ
ー
ル
水
位
は
燃

料
プ
ー
ル
冷
却
系
戻
り
配
管
水
平
部

高
さ
付
近
（
通
常
水
位
よ
り

0
.3

5m

下
）
ま
で
の
低
下
に
と
ど
ま
り
，
保
守

的
に
こ
の
水
位
ま
で
瞬
時
に
低
下
す

る
こ
と
を
想
定

外
部
電
源

 
外
部
電
源
な
し

 
事
象
毎
に
変
化

 

外
部
電
源
の
有
無
は
事
象
進
展
に
影

響
し
な
い
こ
と
か
ら
，
資
源
の
観
点
で

厳
し
い
外
部
電
源
な
し
を
設
定

 

外
部
電
源
が
な
い
場
合
と
外
部
電
源
が
あ
る
場
合
で
は
，
事
象
進
展

は
同
じ
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は

な
い
。

 

外
部
電
源
が
な
い
場
合
と
外
部
電
源
が
あ
る
場
合
で
は
，
事
象
進
展
は
同
じ
で

あ
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

機 器 条 件
 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ

レ
イ
系
に
よ
る
燃

料
プ
ー
ル
へ
の
注

水
流
量

4
8m

3
/h

 
4
8m

3
/h

 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
ス

プ
レ
イ
ノ
ズ
ル
使
用
）
に
よ
る
注
水
を

想
定

 

設
備
の
設
計
を
踏
ま
え
て
設
定

 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
注
水
操
作
は
，
注
水
流
量
を
起
点

に
開
始
す
る
操
作
で
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与

え
る
影
響
は
な
い
。

 

評
価
条
件
で
設
定
し
て
い
る
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
注
水
流
量
は

崩
壊
熱
に
よ
る
保
有
水
の
蒸
発
量
（
最
大

1
3
m
3
/h
）
よ
り
大
き
く
，
注
水
操
作

開
始
以
降
の
流
量
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え

る
影
響
は
な
い
。
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表
２
 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
及
び
操
作
時
間
余
裕
（
想
定
事
故
２
）

 

項
目

 

評
価
条
件
（
操
作
条
件
）
の

 

不
確
か
さ

 

操
作
の
不
確
か
さ
要
因

 

運
転
員
等
操
作

時
間
に
与
え
る

影
響

 

評
価
項
目
と
な

る
パ
ラ
メ
ー
タ

に
与
え
る
影
響

 

操
作
時
間
余
裕

 
訓
練
実
績
等

 
評
価
上
の
操
作
開
始
時
間

 

評
価
上
の
操

作
開
始
時
間

 

評
価
設
定
の
考

え
方

 

操 作 条 件
 

燃
料
プ
ー
ル

ス
プ
レ
イ
系

に
よ
る
燃
料

プ
ー
ル
へ
の

注
水

 

事
象
発
生
か

ら
約

7.
6
時

間
後

 

燃
料
プ
ー
ル
ス

プ
レ
イ
系
（
可
搬

型
ス
プ
レ
イ
ノ

ズ
ル
使
用
）
の
系

統
構
成
に
必
要

な
準
備
時
間
は

２
時
間

50
分
で

あ
る
が
，
燃
料
プ

ー
ル
水
位
の
低

下
し
始
め
る
時

間
が
事
象
発
生

か
ら
約

7.
6
時

間
後
で
あ
る
こ

と
を
踏
ま
え
て

設
定

 

【
認
知
】

 

中
央
制
御
室
に
て
機
器
ラ
ン
プ
表
示
，
燃
料
プ
ー
ル
の
水
位
低
下
に
伴
い
発
生
す
る
警
報
，
系

統
流
量
指
示
計
等
に
て
異
常
を
確
認
す
る
。
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
へ

の
注
水
操
作
の
開
始
は
事
象
発
生
約

7
.6

時
間
後
で
あ
り
，
そ
れ
ま
で
に
燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系

等
の
配
管
破
断
に
よ
る
サ
イ
フ
ォ
ン
現
象
等
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
水
の
小
規
模
な
喪
失
の
発

生
と
，
燃
料
プ
ー
ル
の
冷
却
機
能
及
び
注
水
機
能
の
喪
失
を
認
知
で
き
る
時
間
が
あ
る
。

 

 【
要
員
配
置
】

 

当
該
操
作
は
復
旧
班
要
員
が
配
置
さ
れ
て
お
り
，
操
作
開
始
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

 【
移
動
】

 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
用
い
る
大
量
送
水
車
及
び
原
子
炉
建
物
内
で
ホ
ー
ス
を
敷
設
す

る
復
旧
班
要
員
は
，
事
象
発
生
後
に
作
業
現
場
へ
移
動
す
る
こ
と
を
想
定
し
て
い
る
。
仮
に
地

震
等
の
外
部
事
象
が
起
因
事
象
の
場
合
に
，
ア
ク
セ
ス
ル
ー
ト
の
被
害
が
あ
っ
て
も
，
ホ
イ
ー

ル
ロ
ー
ダ
等
に
て
必
要
な
ア
ク
セ
ス
ル
ー
ト
を
仮
復
旧
で
き
る
体
制
と
し
て
お
り
，
操
作
開
始

時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

 【
操
作
所
要
時
間
】

 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
へ
の
注
水
準
備
は
，
大
量
送
水
車
の
配
置
，
屋

外
及
び
原
子
炉
建
物
内
の
ホ
ー
ス
敷
設
，
可
搬
型
ス
プ
レ
イ
ノ
ズ
ル
の
設
置
，
ホ
ー
ス
接
続
及

び
ポ
ン
プ
起
動
操
作
で
あ
る
。

 

移
動
時
間
も
含
め
，
こ
れ
ら
準
備
操
作
に
２
時
間

50
分
を
想
定
し
て
お
り
，
他
の
操
作
は
な

い
た
め
，
燃
料
プ
ー
ル
冷
却
機
能
及
び
注
水
機
能
の
喪
失
を
認
知
し
た
時
点
で
注
水
準
備
が
可

能
で
あ
る
。

 

 【
他
の
並
列
操
作
有
無
】

 

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
へ
の
注
水
操
作
時
に
，
他
の
並
列
操
作
は
な

く
，
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

 【
操
作
の
確
実
さ
】

 

現
場
操
作
は
，
操
作
の
信
頼
性
向
上
や
要
員
の
安
全
の
た
め

2
人

1
組
で
実
施
す
る
こ
と
と
し

て
お
り
，
誤
操
作
は
起
こ
り
に
く
く
，
誤
操
作
等
に
よ
り
操
作
時
間
が
長
く
な
る
可
能
性
は
低

い
。

 

当
該
操
作
は
他

の
操
作
と
の
重

複
は
な
く
，
燃
料

プ
ー
ル
の
冷
却

機
能
喪
失
又
は

水
位
低
下
に
よ

る
異
常
を
認
知

し
た
時
点
で
注

水
準
備
に
着
手

可
能
で
あ
り
，
そ

の
準
備
操
作
に

か
か
る
時
間
は

２
時
間

5
0
分
を

想
定
し
て
い
る

こ
と
か
ら
，
実
態

の
操
作
開
始
時

間
は
想
定
し
て

い
る
事
象
発
生

か
ら
約

7.
6
時

間
後
よ
り
早
ま

る
可
能
性
が
あ

り
，
運
転
員
等
操

作
時
間
に
対
す

る
余
裕
は
大
き

く
な
る
。

 

評
価
上
の
操
作

完
了
時
間
に
対

し
て
，
実
際
に
見

込
ま
れ
る
操
作

完
了
時
間
が
早

く
な
る
可
能
性

が
あ
る
。
こ
の
場

合
，
放
射
線
の
遮

蔽
が
維
持
さ
れ

る
最
低
水
位
に

到
達
す
る
ま
で

の
時
間
余
裕
は
，

注
水
操
作
に
対

し
て
約

1.
5
日

（
10
mS
v/
h
の

場
合
）
と
操
作
に

対
し
て
十
分
な

時
間
余
裕
が
あ

る
こ
と
か
ら
，
評

価
項
目
と
な
る

パ
ラ
メ
ー
タ
に

対
す
る
余
裕
は

大
き
く
な
る
。

 

放
射
線
の
遮
蔽
が

維
持
さ
れ
る
最
低

水
位
ま
で
に
到
達

す
る
ま
で
の
時
間

が
約

1.
5
日

（
10

mS
v/

h 
の
場

合
）
，
燃
料
プ
ー
ル

水
位
が
燃
料
棒
有

効
長
ま
で
低
下
す

る
時
間
が
約

3
.7

日
で
あ
り
，
事
故
を

検
知
し
て
注
水
を

開
始
す
る
ま
で
の

時
間
は
事
象
発
生

か
ら
約

7.
6
時
間

後
と
設
定
し
て
い

る
こ
と
か
ら
，
時
間

余
裕
が
あ
る
。

 

評
価
上
は
作
業
成
立
性
を
踏
ま

え
事
象
発
生
か
ら
約

7
.6

時
間

後
と
し
て
お
り
，
こ
の
う
ち
，
燃

料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る

燃
料
プ
ー
ル
へ
の
注
水
準
備
は
，

所
要
時
間
２
時
間

50
分
想
定
の

と
こ
ろ
，
訓
練
実
績
で
は
約
２
時

間
25

分
で
あ
る
。
想
定
で
意
図

し
て
い
る
作
業
が
実
施
可
能
な

こ
と
を
確
認
し
た
。

 

大
量
送
水
車

へ
の
燃
料
補

給
 

事
象
発
生
か

ら
約

7.
6
時

間
後
以
降

 

大
量
送
水
車
等

へ
の
燃
料
補
給

は
解
析
条
件
で

は
な
い
が
，
解
析

で
想
定
し
て
い

る
操
作
の
成
立

や
継
続
に
必
要

な
作
業
。
作
業
成

立
性
を
踏
ま
え

設
定

 

大
量
送
水
車
の
燃
料
枯
渇
ま
で
に
実
施
す
れ
ば
よ
い
作
業
で
あ
り
，
大
量
送
水
車
に
よ
る
注
水

操
作
は
，
事
象
発
生
約

7
.
6
時
間
後
以
降
適
宜
実
施
す
る
も
の
で
あ
り
，
十
分
な
時
間
余
裕
が

あ
る
。

 

－
 

－
 

－
 

評
価
上
は
作
業
成
立
性
を
踏
ま

え
事
象
発
生
か
ら
約

7
.6

時
間

後
以
降
と
し
て
お
り
，
こ
の
う

ち
，
大
量
送
水
車
へ
の
給
油
作
業

は
，
所
要
時
間
２
時
間

30
分
想

定
の
と
こ
ろ
，
訓
練
実
績
で
は
約

２
時
間

12
分
で
あ
る
。
想
定
で

意
図
し
て
い
る
作
業
が
実
施
可

能
な
こ
と
を
確
認
し
た
。

 

 



７
日
間
に
お
け
る
水
源
の
対
応
に
つ
い
て
（
想
定
事
故
２
）

 

○
水
源

輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
／
西
２
）

※
：
約

7,
00
0 
m3
（
約

3,
50
0m

3 ×
２
）

※
設
置
許
可
基
準
規
則

56
条
【
解
釈
】

1
b
)項

を
満
足
す
る
た
め
の
代
替
淡
水
源
（
措
置
）

○
水
使
用
パ
タ
ー
ン

①
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
へ
の
注
水

事
象
発
生
約

7.
6
時
間
後
か
ら
水
位
を
維
持
で
き
る
よ
う
崩
壊
熱
相
当
の
流
量
（

13
 m

3 /
h）

で
注
水
を
実
施
す
る
。

○
時
間
評
価

燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル
注
水
が
実
施
さ
れ
て
い
る
た
め
輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
／
西
２
）
水
量
は
減
少
す
る
。

○
水
源
評
価
結
果

事
象
発
生
約

7.
6
時
間
後
か
ら
崩
壊
熱
相
当
の
流
量
（

13
 m

3 /
h）

で
注
水
を
実
施
す
る
た
め
７
日
間
で
は
合
計
約

2,
10
0 
m3
の
水
量
が
必
要
と
な
り
，

 

十
分
に
水
量
を
確
保
し
て
い
る
た
め
対
応
可
能
で
あ
る
。
 

13
 m

3
/h
×
（
16
8h
-7
.6
h）

≒
2,
10
0 

m3
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７日間における燃料の対応について（想定事故２） 

 

保守的にすべての設備が，事象発生直後から７日間燃料を消費するものとして

評価する。 

 

時系列 合計 判定 

非常用ディーゼル発電機 ２台起動※１ 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1.618m3/h×24h×７日×２台＝543.648m3 

７日間の 

軽油消費量 

約 711m3 

ディーゼル燃料

貯蔵タンクの容

量は約 730m3で

あり，７日間対

応可能 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 １台起動 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

0.927m3/h×24h×７日×１台＝155.736m3 

大量送水車 １台起動 

0.0652m3/h×24h×７日×１台＝10.9536m3 

緊急時対策所用発電機 １台 

0.0469 m3/h×24h×７日×１台＝7.8792m3 

７日間の 

軽油消費量 

約８m3 

緊急時対策所用

燃料地下タンク

の容量は約 45m3

であり，７日間

対応可能 

※１ 事故収束に必要な非常用ディーゼル発電機は１台であるが，保守的に非常用ディーゼ

ル発電機２台を起動させて評価した。 

 

添
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5.1-1 

5. 運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故 

5.1 崩壊熱除去機能喪失 

5.1.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障による

停止時冷却機能喪失）」に含まれる事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理

及び評価項目の設定」に示すとおり，「崩壊熱除去機能喪失＋崩壊熱除去・炉

心冷却失敗」及び「外部電源喪失＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」である。 

 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基本的考え方 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障による

停止時冷却機能喪失）」では，原子炉の運転停止中に残留熱除去系の故障によ

り，崩壊熱除去機能が喪失することを想定する。このため，燃料の崩壊熱によ

り原子炉冷却材が蒸発することから，緩和措置がとられない場合には，原子炉

水位の低下により燃料が露出し燃料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，崩壊熱除去機能を喪失したことによって燃料

損傷に至る事故シーケンスグループである。このため，運転停止中の原子炉に

おける燃料損傷防止対策の有効性評価には，崩壊熱除去機能に対する重大事故

等対処設備に期待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，運転員が異常を認知して，待

機中の残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水を行うことによって

燃料損傷の防止を図る。また，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転

による最終的な熱の逃がし場へ熱の輸送を行うことにより，原子炉を除熱する。 

 

(3) 燃料損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障による

停止時冷却機能喪失）」における機能喪失に対して，燃料が著しい損傷に至る

ことなく，かつ，十分な冷却を可能とするため，待機中の残留熱除去系（低圧

注水モード）による原子炉注水手段及び残留熱除去系（原子炉停止時冷却モー

ド）による原子炉除熱手段を整備する。また，原子炉補機冷却機能喪失により

残留熱除去機能が喪失した場合については「5.2 全交流動力電源喪失」にて燃

料損傷防止対策の有効性を確認する。これらの対策の概略系統図を第5.1.1－

1(1)図及び第5.1.1－1(2)図に，手順の概要を第5.1.1－2図に示すとともに，

重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における設備と操

作手順の関係を第5.1.1－1表に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにおいて，重大事故

等対策に必要な要員は，緊急時対策要員10名である。その内訳は次のとおりで

ある。中央制御室の運転員は，当直長１名，当直副長１名，運転操作対応を行

う運転員３名である。発電所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を行

う要員は５名である。必要な要員と作業項目について第5.1.1－3図に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目を重

要事故シーケンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，10名で対処可能で

ある。 

 

ａ．残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の故障に伴う崩壊熱除去機能喪
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失確認 

原子炉の運転停止中に残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の故障に

より，崩壊熱除去機能が喪失する。これにより，原子炉水温が上昇し 100℃

に到達する。運転員は原子炉水温の上昇等を確認し，崩壊熱除去機能喪失を

確認する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の故障に伴う崩壊熱除去機能喪

失を確認するために必要な計装設備は，残留熱除去系熱交換器出口温度等で

ある。 

ｂ．自動減圧機能付き逃がし安全弁による原子炉の低圧状態維持 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉水温が 100℃に到達し，原子炉圧力が上

昇することから，原子炉を低圧状態に維持するため，中央制御室からの遠隔

操作により自動減圧機能付き逃がし安全弁１個を開操作する。 

自動減圧機能付き逃がし安全弁による原子炉の低圧状態維持を確認する

ために必要な計装設備は，原子炉圧力（ＳＡ），原子炉圧力等である。 

ｃ．残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉冷却材が蒸発し，原子炉水位が低下する

ため，中央制御室からの遠隔操作により待機していた残留熱除去系（低圧注

水モード）運転による原子炉注水を開始し，原子炉水位を回復する。 

残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉注水を確認するために

必要な計装設備は，残留熱除去ポンプ出口流量等である。 

ｄ．残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による崩壊熱除去機能回復 

残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉水位回復後，中央制御

室及び現場にて残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）へ切替えを行い，

崩壊熱除去機能を回復する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による崩壊熱除去機能回復

を確認するために必要な計装設備は，残留熱除去系熱交換器入口温度等であ

る。 

崩壊熱除去機能回復後，自動減圧機能付き逃がし安全弁を全閉とし，原子

炉低圧状態の維持を停止する。 

5.1.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法

本事故シーケンスグループを評価するうえで選定した重要事故シーケンス

は，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，「崩壊熱除去機

能喪失（残留熱除去系機能喪失[フロントライン]）＋崩壊熱除去・炉心冷却失

敗」である。 

本重要事故シーケンスにおいて想定するプラント状態は，崩壊熱，原子炉冷

却材の保有水量及び注水手段の多様性の観点から，「ＰＯＳ－Ａ 格納容器及

び原子炉圧力容器の開放並びに原子炉ウェル満水への移行状態」が燃料棒有効

長頂部の冠水，放射線の遮蔽が維持される水位の確保及び未臨界の確保に対し

て，最も厳しい想定である。したがって，当該プラント状態を基本とし，他の

プラント状態も考慮した想定において評価項目を満足することを確認するこ
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とにより，運転停止中の他のプラント状態においても，評価項目を満足できる。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重要事故シーケンス

における運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える

影響及び操作時間余裕を評価する。 

（添付資料5.1.1，5.1.2） 

(2) 有効性評価の条件

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な評価条件を第5.1.2

－1表に示す。また，主要な評価条件について，本重要事故シーケンス特有の

評価条件を以下に示す。 

ａ．初期条件 

(a) 原子炉圧力容器の状態

原子炉圧力容器の未開放時について評価する。原子炉圧力容器の開放時

については，燃料の崩壊熱及び保有水量の観点から，未開放時の評価に包

絡される。 

(b) 崩壊熱

原子炉停止後の崩壊熱は，ＡＮＳＩ/ＡＮＳ－5.1－1979の式に基づくも

のとし，また，崩壊熱を厳しく見積もるために，原子炉停止１日後の崩壊

熱を用いる。このときの崩壊熱は約 14.0MWである。 

なお，崩壊熱に相当する原子炉冷却材の蒸発量は約 23m3/hである。 

（添付資料 5.1.3） 

(c) 原子炉水位及び原子炉水温

事象発生前の原子炉水位は通常運転水位とし，また，原子炉水温は 52℃

とする。 

(d) 原子炉圧力

原子炉の初期圧力は大気圧が維持されているものとする。また，事象発

生後において，水位低下量を厳しく見積もるために，原子炉圧力は大気圧

に維持されているものとする※１。 

※１ 実操作では残留熱除去系（低圧注水モード）の注水準備が完了した

後で原子炉減圧を実施することとなり，残留熱除去系（低圧注水モ

ード）の注水特性に応じて大気圧より高い圧力で注水が開始される

こととなる。大気圧より高い圧力下での原子炉冷却材の蒸発量は大

気圧下と比べ小さくなるため，原子炉圧力が大気圧に維持されてい

るとした評価は保守的な条件となる。 

ｂ．事故条件 

(a) 起因事象

起因事象として，運転中の残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の

故障によって，崩壊熱除去機能を喪失するものとする。 

(b) 安全機能喪失に対する仮定

起因事象の想定により，運転中の残留熱除去系（原子炉停止時冷却モー

ド）の機能が喪失するものとする。 

(c) 外部電源

外部電源は使用できないものと仮定する。
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外部電源が使用できない場合においても，非常用ディーゼル発電機にて

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水が可能であり，外部電

源がある場合と事象進展は同等となるが，資源の評価の観点で厳しい評価

条件となる外部電源が使用できない場合を想定する。 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 残留熱除去系（低圧注水モード）

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水流量は 1,136m3/h と

する。 

(b) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

伝熱容量は，熱交換器１基あたり約９MW（原子炉冷却材温度 52℃，海水

温度 30℃において）とする。 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対する

仮定」に示す分類に従って以下のとおり設定する。 

(a) 残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水は，残留熱除去系

（原子炉停止時冷却モード）故障に伴う崩壊熱除去機能喪失確認を考慮し，

事象発生から２時間後に実施するものとする。

(3) 有効性評価の結果

本重要事故シーケンスにおける原子炉水位の推移を第5.1.2－1図に，原子炉

水位と線量率の関係を第5.1.2－2図に示す。 

ａ．事象進展 

事象発生後，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の故障に伴い崩壊

熱除去機能が喪失することにより原子炉水温が上昇し，事象発生から約0.9

時間後に沸騰，蒸発することにより原子炉水位は低下し始める。残留熱除去

系（原子炉停止時冷却モード）の機能喪失に伴う原子炉水温の上昇により異

常を認知し，事象発生から２時間後に待機中の残留熱除去ポンプを起動し，

残留熱除去系（低圧注水モード）による注水を行う。 

原子炉水位回復から約30分後，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

へ切り替え，除熱を開始することによって，原子炉水温は低下する※２。 

※２ 原子炉冷却材の温度が 100℃の場合における残留熱除去系（原子炉停

止時冷却モード）１系統での除熱能力は，燃料の崩壊熱を上回るため，

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）への切替えを実施すること

で原子炉水温は低下する。 

実操作では残留熱除去系（低圧注水モード）の準備が完了した後で原子炉

減圧を実施することとなり，残留熱除去系（低圧注水モード）の注水特性に

応じて大気圧より高い圧力で注水が開始されることとなる。そのため，原子

炉圧力が大気圧で維持されているとした評価は保守的な条件となる。 

ｂ．評価項目等 

原子炉水位は，第5.1.2－1図に示すとおり，燃料棒有効長頂部の約4.0m上
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まで低下するに留まり，燃料は冠水維持される。 

原子炉圧力容器は未開放であり，第5.1.2－2図に示すとおり，必要な遮 

蔽※３が維持される水位である燃料棒有効長頂部の約1.8m上を下回ることが

ないため，放射線の遮蔽は維持される。なお，線量率の評価点は原子炉建物

原子炉棟４階の燃料取替機台車床としている。また，全制御棒全挿入状態が

維持されているため，未臨界は確保されている。 

原子炉水位回復後，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による除熱

を継続することで，長期的に安定状態を維持できる。 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す

(1)から(3)の評価項目について，対策の有効性を確認した。

※３ 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv/hとする。崩壊熱除去機能喪

失における原子炉建物原子炉棟４階での作業時間及び作業員の退避

は２時間以内であり，作業員の被ばく量は最大でも 20mSvとなるため，

緊急作業時における被ばく限度の 100mSvに対して余裕がある。 

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建物原子炉棟４

階での操作を必要な作業としていないが，燃料プールスプレイ系（可

搬型スプレイノズル使用）を使用した燃料プールへの注水について仮

に考慮し，可搬型スプレイノズル及びホースの設置にかかる作業時間

を想定した。 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv/hは，定期検査作業時での原

子炉建物原子炉棟４階における線量率を考慮した値である。 

この線量率となる水位は燃料棒有効長頂部の約1.8m上（通常水位か

ら約3.3m下）の位置である。 

（添付資料4.1.2，5.1.4，5.1.5，5.1.6） 

5.1.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与える影響，

評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，原子炉の運転停止中に残留熱除去系の故障により，

崩壊熱除去機能を喪失することが特徴である。また，不確かさの影響を確認する

運転員等操作は，待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水操

作とする。 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，第 5.1.2-1

表に示すとおりであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件とした場合

の影響を評価する。また，評価条件の設定に当たっては，評価項目となるパ

ラメータに対する余裕が小さくなるような設定があることから，その中で事

象進展に有意な影響を与えると考えられる項目に関する影響評価の結果を

以下に示す。

(a) 運転員等操作時間に与える影響

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 14.0MW に対して最確条件は

約 14.0MW 以下であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場

合は，評価条件で設定している燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉

水温の上昇及び原子炉水位の低下は緩和されるが，注水操作は崩壊熱に応
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じた対応をとるものではなく，崩壊熱除去機能喪失による異常の認知を起

点とするものであることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最確条件は約 29℃

～約 46℃であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，

事故事象ごとに異なる。原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12時間後

の燃料の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価すると，必要な

遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安とした 10mSv/hが維持される水

位）である燃料棒有効長頂部の約 1.8m 上の高さに到達するまでの時間は

事象発生から約 2.7 時間となることから，評価条件である原子炉水温が

52℃，原子炉停止から１日後の燃料の崩壊熱の場合の評価より時間余裕は

短くなるが，注水操作は原子炉水温に応じた対応をとるものではなく，崩

壊熱除去機能喪失による異常の認知を起点とするものであることから，運

転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に対して最確条件は

通常運転水位以上であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした

場合は，評価条件で設定している原子炉水位より高くなるため，原子炉水

位が燃料棒有効長頂部まで低下する時間は長くなるが，注水操作は原子炉

水位に応じた対応をとるものではなく，崩壊熱除去機能喪失による異常の

認知を起点とするものであることから，運転員等操作時間に与える影響は

ない。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して最確条件も大気圧

であり，評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件と

同様であるため，事象進展に与える影響はないことから，運転員等操作時

間に与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気圧より高い場合は，沸騰

開始時間は遅くなり，原子炉水位の低下は緩和されるが，注水操作は原子

炉圧力に応じた対応をとるものではなく，崩壊熱除去機能喪失による異常

の認知を起点とするものであることから，運転員等操作時間に与える影響

はない。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子炉圧力容器の未開

放に対して最確条件は事故事象ごとに異なるものであり，本評価条件の不

確かさとして，原子炉圧力容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，

事象進展に与える影響はないことから，運転員等操作時間に与える影響は

ない。原子炉圧力容器の開放時は，原子炉減圧操作が不要となるが，事象

進展に与える影響は小さいことから，運転員等操作時間に与える影響は小

さい。 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 14.0MW に対して最確条件は

約 14.0MW 以下であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場

合は，評価条件で設定している燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉

水温の上昇及び原子炉水位の低下は緩和されることから，評価項目となる

パラメータに対する余裕は大きくなる。仮に，原子炉停止後の時間が短く，

燃料の崩壊熱が大きい場合は，注水までの時間余裕が短くなることから，

評価項目に対する余裕は小さくなる。原子炉停止から 12 時間後の燃料の

崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価すると，必要な遮蔽が維
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持される水位（必要な遮蔽の目安とした 10mSv/hが維持される水位）であ

る燃料棒有効長頂部の約 1.8m 上の高さに到達するまでの時間は事象発生

から約 2.7時間，燃料棒有効長頂部到達まで事象発生から約 4.2時間とな

ることから，評価条件である原子炉停止１日後の評価より時間余裕は短く

なる。ただし，必要な放射線の遮蔽は維持され，原子炉注水までの時間余

裕も十分な時間が確保されていることから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最確条件は約 29℃

～約 46℃であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，

事故事象ごとに異なる。原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12時間後

の燃料の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価すると，必要な

遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安とした 10mSv/hが維持される水

位）である燃料棒有効長頂部の約 1.8m 上の高さに到達するまでの時間は

事象発生から約 2.7 時間となることから，評価条件である原子炉水温が

52℃かつ原子炉停止から１日後の燃料の崩壊熱の場合の評価より時間余

裕は短くなる。ただし，必要な放射線の遮蔽は維持され，原子炉注水まで

の時間余裕も十分な時間が確保されていることから，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に対して最確条件は

通常運転水位以上であり，評価条件の不確かさとして，最確条件とした場

合は，評価条件で設定している原子炉水位より高くなるため，原子炉水位

が燃料棒有効長頂部まで水位が低下する時間は長くなることから，評価項

目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して最確条件も大気圧

であり，評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件と

同様であるため，事象進展に与える影響はないことから，評価項目となる

パラメータに与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気圧より高い場合

は，沸騰開始時間が遅くなり，原子炉水位の低下は緩和されることから，

評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる※４。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子炉圧力容器の未開

放に対して最確条件は事故事象ごとに異なるものであり，本評価条件の不

確かさとして，原子炉圧力容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，

事象進展に与える影響はないことから，評価項目となるパラメータに与え

る影響はない。原子炉圧力容器の開放時は，原子炉減圧操作が不要となる

が，事象進展に与える影響は小さいことから，評価項目となるパラメータ

に与える影響は小さい。 

※４ 原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮した評価。 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，「要員配置」，

「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」

の６要因に分類し，これらの要因が運転員等操作時間に与える影響を評価す

る。また，運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータに与

える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

  (a) 運転員等操作時間に与える影響 
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操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）の注水操作は，評

価上の操作開始時間として，事象発生から２時間後を設定している。運転

員等操作時間に与える影響として，崩壊熱除去機能喪失による異常の認知

により原子炉注水の必要性を確認し操作を実施することは容易であり，評

価では事象発生から２時間後の注水操作開始を設定しているが，実態の注

水操作開始時間は早くなる可能性があることから，運転員等操作時間に対

する余裕は大きくなる。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）の注水操作は，運

転員等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間が早まり，原子

炉水位の低下を緩和する可能性があることから，評価項目となるパラメー

タに対する余裕は大きくなる。

（添付資料 5.1.1，5.1.6，5.1.7） 

(2) 操作時間余裕の把握

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となる

パラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確

認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）による注水操作につい

て，通常運転水位から放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの時

間は事象発生から約4.3時間，原子炉水位が燃料棒有効長頂部まで低下する時

間が事象発生から約6.1時間であり，事故を認知して注水を開始するまでの時

間は事象発生から２時間後であるため，準備時間が確保できることから，時間

余裕がある。 

（添付資料 5.1.1，5.1.6，5.1.7） 

(3) まとめ

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与える影

響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。そ

の結果，評価条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場

合においても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範

囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

5.1.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障による

停止時冷却機能喪失）」において，重大事故等対策時における必要な要員は，

「5.1.1(3) 燃料損傷防止対策」に示すとおり10名である。「6.2 重大事故等

対策時に必要な要員の評価結果」で説明している緊急時対策要員の43名で対処

可能である。 

(2) 必要な資源の評価

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障による
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停止時冷却機能喪失）」において，水源，燃料及び電源の資源は，「6.1(2) 資

源の評価条件」の条件にて評価している。その結果を以下に示す。 

  

ａ．水源 

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水については，必要な注

水量が少なく，また，サプレッション・チェンバのプール水を水源とするこ

とから，水源が枯渇することはないため，７日間の継続実施が可能である。 

 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機等による電源供給については，事象発生後７日間

最大負荷で運転した場合，運転継続に約700m3の軽油が必要となる。ディー

ゼル燃料貯蔵タンクにて約730m3の軽油を保有しており，この使用が可能で

あることから非常用ディーゼル発電機等による電源供給について，７日間の

継続が可能である。 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，事象発生直後からの運

転を想定すると，７日間の運転継続に約８m3の軽油が必要となる。緊急時対

策所用燃料地下タンクにて約 45m3の軽油を保有しており，この使用が可能で

あることから，緊急時対策所用発電機による電源供給について，７日間の継

続が可能である。 

（添付資料 5.1.8） 

 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼル発電機等によっ

て給電を行うものとする。重大事故等対策時に必要な負荷は，非常用ディー

ゼル発電機等の負荷に含まれることから，非常用ディーゼル発電機等による

電源供給が可能である。 

また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対しての電源供給が

可能である。 

 

5.1.5 結論  

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障による停

止時冷却機能喪失）」では，原子炉の運転停止中に残留熱除去系（原子炉停止時冷

却モード）の故障により，崩壊熱除去機能を喪失することが特徴である。事故シ

ーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障による停止時冷却

機能喪失）」に対する燃料損傷防止対策としては，残留熱除去系（低圧注水モード）

による原子炉注水手段及び残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による原子

炉除熱手段を整備している。 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障による停

止時冷却機能喪失）」の重要事故シーケンス「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系

機能喪失[フロントライン]）＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」について有効性評価

を行った。 

上記の場合においても，残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水及

び残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による原子炉除熱を実施することに

より，燃料損傷することはない。 

その結果，燃料棒有効長頂部の冠水，放射線遮蔽の維持及び未臨界の確保がで
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きることから，評価項目を満足している。また，安定状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に与える影響及

び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策の有効性が確認

できる範囲内において，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合

でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，緊急時対策要員にて確保可能である。また，

必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

以上のことから，残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水及び残留

熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による原子炉除熱等の燃料損傷防止対策は，

選定した重要事故シーケンスに対して有効であることが確認でき，事故シーケン

スグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障による停止時冷却機能喪

失）」に対して有効である。 
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第5.1.1－1(1)図 「崩壊熱除去機能喪失」の重大事故等対策の概略系統図 

        （原子炉停止時冷却失敗，原子炉減圧及び原子炉注水）  
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第5.1.1－1(2)図 「崩壊熱除去機能喪失」の重大事故等対策の概略系統図 

（原子炉停止時冷却）  



 

第 5.1.1－2図 「崩壊熱除去機能喪失」の対応手順の概要

外部電源喪失発生 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）によ

り冷却を継続し，機能喪失している設備の復旧

に努める。 

残留熱除去系（待機側） 

原子炉停止時冷却モードによる原子炉冷却※８ 

残留熱除去系（待機側） 

原子炉停止時冷却モード系統構成 

残留熱除去系（待機側） 

低圧注水モードによる原子炉への注水確認※６ 

高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系，低圧 

原子炉代替注水系（常設），復水輸送系，消火系， 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉注水 

【２時間】 

※６：注水前の原子炉最低水位は燃料棒有効長頂部（ＴＡＦ）から約 4.0m 上

（レベル３から約 43cm 下）となる。

※７：原子炉水位（広帯域）にて原子炉水位の回復を確認する。低圧注水モー

ドにより原子炉水位を通常運転水位まで回復後，低圧注水モードを停止

する。 

なお，原子炉停止時冷却モードを運転する際は，通常運転水位よりも高

く維持する。 

※８：原子炉水位回復後，原子炉停止時冷却モードへ切り替える。

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

再起動操作※２ 

非常用ディーゼル発電機等

自動起動を確認 

（起動失敗の場合） 

自動減圧機能付き逃がし安全弁１個 

による原子炉減圧※５ 

【有効性評価の対象とはしていないが，他に取り得る手段】 

Ⅰ：高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系による原子炉注水も実施可能である。 

残留熱除去系（低圧注水モード）と同等の流量は確保できないが，低圧原子炉代替注水系（常

設），復水輸送系，消火系による代替注水も実施可能である。 

注水開始時間は遅くなるが，低圧原子炉代替注水系（可搬型）による代替注水も実施可能で

ある。 

Ⅱ：原子炉補機冷却系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による崩壊熱除去がで

きない場合，原子炉補機代替冷却系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）によ

る崩壊熱除去も実施可能である。 

また，大型送水ポンプ車を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）又は原子炉浄化

系による崩壊熱除去も実施可能である。 

Ⅰ 

自動減圧機能付き逃がし安全弁「全閉」 

原子炉冷却材温度 100℃到達 <約 0.9 時間> 

残留熱除去系（待機側） 

低圧注水モード起動 

原子炉水位回復確認※７ 

燃料プール冷却系起動 

原子炉の状態が静定後，燃料プール 

冷却を再開する

凡例 

：操作・確認 

：判断 

：操作及び判断 

：プラント状態（評価） 

：復旧班要員の作業 

：運転員と復旧班要員の共同作業 

：評価上考慮しない操作・確認 

原

子

炉

へ

の

注

水

プラント前提条件 

・プラント停止後１日目

・原子炉圧力容器閉鎖中

・原子炉格納容器開放中

・主蒸気隔離弁全閉

・すべての非常用ディーゼル発電機待機中

・Ａ－残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転中

・Ｂ－残留熱除去系（低圧注水モード）待機中

・Ｃ－残留熱除去系（低圧注水モード）停止中

・原子炉水位 通常水位（気水分離器下端から＋83 ㎝）

【０秒】 

【  】：時刻（評価条件） 

< > ：時刻（評価結果）

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

停止を確認※１ 

現場作業員への退避指示※４ 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

再起動後のプラント状態確認にて 

「崩壊熱除去機能喪失」を確認※３ 

※１：中央制御室にて，機器ランプ表示，警報，ポンプ出口圧力，ポンプ出口流

量等にて確認する。 

※２：崩壊熱除去機能の喪失を模擬するため「熱交換器入口弁誤閉」を評価条件

とする。 

※３：実際は，再起動後から原子炉冷却材温度を継続監視するため，早期に崩壊

熱除去機能喪失を確認することができる。 

※４：重大事故等発生を通信連絡設備により確認した現場作業員は退避を実施

する。なお，すべての現場作業員の退避が完了するまでの時間は１時間 

30 分程度である。 

※５：実操作においては，作業員の退避後に操作を実施するが，評価上，原子炉

の水位低下量を厳しく見積もるために，原子炉水温が 100℃に到達した時

点で，自動減圧機能付き逃がし安全弁１個の手動操作によって原子炉圧力

が大気圧に維持されているものとする。 

運転していた残留熱除去系

の復旧操作 

原子炉補機冷却系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却

モード）以外による崩壊熱除去

・原子炉補機代替冷却系又は大型送水ポンプ車を用いた残留

熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による崩壊熱除去

・原子炉浄化系による崩壊熱除去

Ⅱ 

運転中の残留熱除去系故障確認※３ 

 
（起動失敗の場合） 
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責任者 当直長 1人
中央制御室監視

緊急時対策本部連絡

指揮者 当直副長 1人 運転操作指揮

指示者 1人 初動での指揮

連絡責任者

連絡担当者
4人 発電所内外連絡

運転員

（中央制御室）
復旧班要員

・ 外部電源喪失確認

・ 非常用ディーゼル発電機等自動起動確認

・ 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）停止確認 Ａ-残留熱除去ポンプ

・ 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）再起動 Ａ-残留熱除去ポンプ

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

機能喪失調査，機器復旧操作
― ― ・ 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）　機能回復

評価上考慮せず

対応可能な要員により対応する

現場作業員への退避指示 ― ― ・ 当直長による現場作業員への退避指示
評価上考慮せず

中央制御室で当直長が指示する

原子炉減圧操作
（1人）

A
― ・ 自動減圧機能付き逃がし安全弁　１個　手動開放操作

原子炉水位回復操作
（1人）

A
―

・ 残留熱除去系

　 （低圧注水モード）（待機側）起動／停止操作
 原子炉水位回復後，残留熱除去系（低圧注水モード）停止 Ｂ-残留熱除去ポンプ

（1人）

A
―

・ 残留熱除去系

　 （原子炉停止時冷却モード）（待機側）系統構成（中央制御室)
Ｂ-残留熱除去ポンプ

― ― ・ 放射線防護具準備

― ―
・ 残留熱除去系

　 （原子炉停止時冷却モード）（待機側）系統構成（現場）
Ｂ-残留熱除去ポンプ

（1人）

A
―

・ 残留熱除去系

　 （原子炉停止時冷却モード）（待機側）起動
Ｂ-残留熱除去ポンプ

（1人）

A
― ・ 原子炉冷却材温度調整 Ｂ-残留熱除去ポンプ

燃料プール冷却　再開
（1人）

A
― ・ 燃料プール冷却系再起動

評価上考慮せず

燃料プール水温66℃以下維持

必要人員数　合計
1人

A
―

（）内の数字は他の作業終了後，移動して対応する人員数。

停止中の崩壊熱除去機能喪失

経過時間（分） 経過時間（日）

備考10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140 150 160 170

運転員

（現場）

180 5 6 7

状況判断
1人

A
― ― 10分

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作内容

　事象発生

通報連絡等を行う

要員

　

―

― １時間30分以内に退避完了

― 10分

― 10分

残留熱除去系（低圧注水モード）から

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

への切替え

― 20分

2人

B,C

10分

20分

2人

B,C

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転

― 10分

―

　　　　　　残留熱除去系

　　　　　　　　（原子炉停止時冷却

　　　　　　　モード）運転継続

―
・燃料プール冷却水ポンプを再起動し燃料プールの冷却を再開する。

・必要に応じてスキマサージタンクへの補給を実施する。

2時間後 残留熱除去系（低圧注水モード）

による原子炉注水

2時間後 残留熱除去系（低圧注水モード）

による原子炉注水

約0.9時間後 原子炉冷却材温度100℃到達

プラント状況判断

2時間後 残留熱除去系（低圧注水モード）

による原子炉注水

約0.9時間後 原子炉冷却材温度100℃到達

プラント状況判断

適宜実施

5.1-14 

第 5.1.1－3図 「崩壊熱除去機能喪失」の作業と所要時間 
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第 5.1.2－1図 原子炉水位の推移 
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 第 5.1.2－2図 原子炉水位と線量率 
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1
表
 
「
崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失
」
の
重
大
事
故
等
対
策
に
つ
い
て

 

 

判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備

 

常
設
設
備
 

可
搬
型
設
備

 
計
装
設
備
 

残
留
熱
除
去
系

(原
子
炉
停
止

時
冷
却
モ
ー
ド

)の
故
障
に
伴

う
崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失
確

認
 

原
子
炉
の
運
転
停
止
中
に
残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停
止
時

冷
却
モ
ー
ド
）
の
故
障
に
よ
り
，
崩
壊
熱
除
去
機
能
が
喪
失

す
る
。
こ
れ
に
よ
り
，
原
子
炉
水
温
が
上
昇
し

1
00
℃
に
到

達
す
る
。
 

【
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
】

 

【
デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク
】
 

－
 

【
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量
】

 

【
残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
入
口
温
度
】

 

【
残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
出
口
温
度
】
 

自
動
減
圧
機
能
付
き
逃
が
し

安
全
弁
に
よ
る
原
子
炉
の
低

圧
状
態
維
持

 

崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失
に
よ
り
原
子
炉
水
温
が

1
00
℃
に
到

達
し
原
子
炉
圧
力
が
上
昇
す
る
こ
と
か
ら
，
原
子
炉
圧
力
を

低
圧
状
態
に
維
持
す
る
た
め
，
中
央
制
御
室
か
ら
の
遠
隔
操

作
に
よ
り
自
動
減
圧
機
能
付
き
逃
が
し
安
全
弁
１
個
を
開
操

作
す
る
。
 

自
動

減
圧

機
能

付
き

逃
が

し
安

全

弁
 

－
 

原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
圧
力
 

【
残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
入
口
温
度
】

 

【
残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
出
口
温
度
】

 

残
留
熱
除
去
系

(低
圧
注
水
モ

ー
ド

)運
転
に
よ
る
原
子
炉
注

水
 

崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失
に
よ
り
，
原
子
炉
冷
却
材
が
蒸
発
し

原
子
炉
水
位
が
低
下
す
る
た
め
，
中
央
制
御
室
か
ら
の
遠
隔

操
作
に
よ
り
待
機
し
て
い
た
残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ

ー
ド
）
運
転
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
開
始
し
，
原
子
炉
水
位

を
回
復
す
る
。
 

【
残
留
熱
除
去
系

 

（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）】

 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ

 

－
 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

【
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量
】

 

残
留

熱
除

去
系

(
原
子

炉
停

止

時
冷

却
モ

ー
ド

)
運
転

に
よ

る

崩
壊
熱
除
去
機
能
回
復

 

残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
運
転
に
よ
る
原
子
炉

水
位
回
復
後
，
中
央
制
御
室
及
び
現
場
に
て
残
留
熱
除
去
系

（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
）
へ
切
替

え
を
行
い
，
崩
壊

熱
除
去
機
能
を
回
復
す
る
。

 

崩
壊
熱
除
去
機
能
回
復
後
，
自
動
減
圧
機
能
付
き
逃
が
し
安

全
弁
を
全
閉
と
し
，
原
子
炉
低
圧
状
態
の
維
持
を
停
止
す
る
。 

【
残
留
熱
除
去
系

 

（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
）】

 
－
 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

【
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量
】

 

【
残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
入
口
温
度
】

 

【
 
】
：
重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
）
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1
表
 
主
要
評
価
条
件
（
崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失
）（

１
／
２
）

 

項
目
 

主
要
評
価
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

初 期 条 件 

原
子
炉
圧
力
容
器
の
状
態
 

原
子
炉
圧
力
容
器
の
未
開
放
 

燃
料
の
崩
壊
熱
及
び
保
有
水
量
の
観
点
か
ら
設
定
 

燃
料
の
崩
壊
熱
 

約
14
.0
MW
 

（
９
×
９
燃
料
(Ａ

型
)，

原
子
炉
停

止
１
日
後

※
１
）
 

平
衡
炉
心
燃
料
の
平
均
燃
焼
度

3
3
G
Wd
/
t
※
２
を
基
に
，

A
NS
I
/
A
N
S-
5
.
1-
1
9
79

に
て
算
出
し
た
原
子
炉
停
止
１
日
後
の
崩
壊
熱
と
し
て
設
定
 

ま
た
，
原
子
炉
停
止
１
日
後
に
お
い
て
は
，
９
×
９
燃
料
の
方
が
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料

よ
り
も
崩
壊
熱
が
大
き
く
，
原
子
炉
水
位
低
下
の
観
点
で
厳
し
い
た
め
，
Ｍ
Ｏ

Ｘ
燃
料
の
評
価
は
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
の
評
価
に
包
絡
さ
れ
る
こ
と
を
考
慮

し
，
代
表
的
に
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
を
設
定
 

原
子
炉
水
位
 

通
常
水
位
 

（
気
水
分
離
器
下
端
か
ら
+8
3
㎝
）
 

原
子
炉
停
止
１
日
後
の
水
位
 

原
子
炉
水
温
 

52
℃
 

原
子
炉
停
止
１
日
後
の
実
績
を
踏
ま
え
，
原
子
炉
は
残
留
熱
除
去
系
(
原
子
炉
停

止
時

冷
却

モ
ー

ド
)
に

て
冷

却
さ

れ
て

い
る

た
め

，
そ

の
設

計
温

度
で

あ
る

52
℃
を
設
定
 

原
子
炉
圧
力
 

大
気
圧
 

原
子
炉
停
止
１
日
後
の
実
績
を
考
慮
し
て
設
定
 

事 故 条 件 

起
因
事
象
，
安
全
機
能
の
喪
失
に
対
す
る
仮

定
 

残
留
熱
除
去
系
機
能
喪
失
 

運
転
中
の
残
留
熱
除
去
系
(原

子
炉
停
止
時
冷
却
モ
ー
ド

)の
故
障
を
仮
定
 

外
部
電
源
 

外
部
電
源
な
し
 

外
部
電
源
の
有
無
は
，
崩
壊
熱
除
去
機
能
の
喪
失
に
伴
う
原
子
炉
水
位
の
低
下

に
影
響
し
な
い
こ
と
か
ら
，
資
源
の
観
点
で
厳
し
い
外
部
電
源
な
し
を
設
定
 

※
１

 
原
子
炉
停
止
１
日
後
と
は
全
制
御
棒
全
挿
入
か
ら
の
時
間
を
示
し
て
い
る
。
通
常
停
止
操
作
に
お
い
て
原
子
炉
の
出
力
は
全
制
御
棒
全
挿
入
完
了
及
び
発
電
機
解
列

以
前
か
ら
徐
々
に
低
下
さ
せ
る
が
，
崩
壊
熱
評
価
は
ス
ク
ラ
ム
の
よ
う
な
瞬
時
に
出
力
を
低
下
さ
せ
る
保
守
的
な
計
算
条
件
と
な
っ
て
い
る
。
 

※
２

 
サ
イ
ク
ル
末
期
の
燃
焼
度
の
ば
ら
つ
き
を
考
慮
し
，

10
％
の
保
守
性
を
考
慮
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表
 
主
要
評
価
条
件
（
崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失
）（

２
／
２
）

 

項
目
 

主
要
評
価
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

重 大 事 故 等 対 策 に

関 連 す る 機 器 条 件 

残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
 

1,
13
6 
m3
/h

で
注
水
 

残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
モ
ー

ド
）
 

熱
交
換
器
１
基
あ
た
り
約
９
MW
（
原

子
炉
冷
却
材
温
度

52
℃
，
海
水
温
度

30
℃
に
お
い
て
）
 

残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
）
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

（
原
子
炉
水
位
回
復
後
は
崩
壊
熱
相
当
の
注
水
を
実
施
す
る
こ
と
で
水
位
を
維

持
す
る
が
，
残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
）
を
実
施
す
る
こ

と
で
原
子
炉
内
の
崩
壊
熱
を
除
去
で
き
る
た
め
，
注
水
が
不
要
と
な
る
）
 

重 大 事 故 等 対

策 に 関 連 す る

操 作 条 件 

残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
に
よ

る
原
子
炉
注
水
操
作
 

事
象
発
生
か
ら
２
時
間
後
 

残
留
熱
除
去
系
の
機
能
喪
失
に
伴
う
異
常
の
認
知
及
び
現
場
操
作
の
実
績
等
を

基
に
，
さ
ら
に
余
裕
を
考
慮
し
て
設
定
 

 



添 5.1.1-1 

添付資料 5.1.1 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失における 

燃料棒有効長頂部又は放射線の遮蔽が維持される目安の水位到達までの時間余裕と 

必要な注水量の計算方法について 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失により，燃料棒有効長頂部又

は放射線の遮蔽が維持される目安の水位到達までの時間余裕と必要な注水量について，以

下の式を用いて計算を行った。なお，事象を厳しく評価するため，発生する崩壊熱はすべ

て原子炉水温の上昇及び蒸発に寄与するものとし，原子炉圧力容器や水面からの放熱は考

慮しない。 

なお，5.1.2及び5.2.2の「燃料損傷防止対策の有効性評価」において，「１.原子炉圧力

上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮しない計算」を用いて評価を行っており，

添付資料5.1.7及び添付資料5.2.2の「評価条件の不確かさの影響評価について」の一部に

おいては，未開放状態の被ばく影響をより現実に近い想定として評価するため，「２．原子

炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮した計算」を用いた。 

１．原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮しない計算 

原子炉未開放状態において，原子炉圧力上昇に伴う原子炉冷却材の比エンタルピの上昇

により，大気圧下と比べて原子炉冷却材の蒸発量は抑制されるが，ここでは原子炉圧力容

器の状態によらず，保守的かつ簡易的な評価として大気圧下の原子炉冷却材の蒸発量を求

めた。 

(1) 100℃に至るまでの時間

100℃に至るまでの時間は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時，全交流動力電源喪失

時ともに約 0.95時間である。計算は次の式で行った。 

t1 ＝ ( h100 － h52 ) × Vc × ρ52 ／ ( Q × 3600 ) 

t1  ：100℃に至るまでの時間[h] 

h100  ：100℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝419.10 

h52 ：52℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝217.70 

Vc ：保有水の体積[m3] ＝ 

ρ52 ：52℃の水密度[kg/m3] ＝ 987 

Q ：崩壊熱[kW] ＝ 1.40×104 

(2) 燃料棒有効長頂部又は放射線の遮蔽が維持される水位に至るまでの時間

燃料棒有効長頂部又は放射線の遮蔽が維持される水位に至るまでの時間は，運転停止中

の崩壊熱除去機能喪失時，全交流動力電源喪失時で，それぞれ約 6.1 時間と約 4.3時間で

ある。計算は次の式で行った。 

t = t1 + t2 

t2 ＝ ( hs － h100 ) × Vu × ρ52 ／ ( Q × 3600 ) 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



（燃料棒有効長頂部までの保有水の体積）＝ 

（放射線の遮蔽が維持される水位までの保有水の体積）＝ 

添 5.1.1-2 

t ：燃料棒有効長頂部又は放射線の遮蔽が維持される水位に至るまでの時間[h] 

t2 ：100℃到達から燃料棒有効長頂部又は放射線の遮蔽が維持される水位に至るま

での時間[h] 

h100  ：100℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝419.10 

hs ：飽和蒸気の比エンタルピ[kJ/kg] ＝ 2675.57 

Vu ：保有水の体積[m3] 

ρ52  ：52℃の水密度[kg/m3] ＝ 987 

Q ：崩壊熱[kW] ＝ 1.40×104 

  また，注水前の蒸発量は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時，全交流動力電源喪失時

ともに約 23[m3/h]である。計算は次の式で行った。 

（注水前の蒸発量） ＝ ( Q × 3600 ) ／ (( hs － h100 ) × ρ100) 

ρ100  ：100℃の水密度[kg/m3] ＝ 958 

(3) 必要な注水量

崩壊熱によって喪失する原子炉冷却材を補うために必要な注水量は，運転停止中の崩壊

熱除去機能喪失時，全交流動力電源喪失時ともに約 21[m3/h]である。計算は次の式で行っ

た。 

f ＝ ( Q × 3600 ) ／ (( hs － hf ) × ρf) 

f ：必要な注水量[m3/h] 

ρf  ：注水（飽和水，水温 35℃）の密度[kg/m3] ＝ 994 

hs ：飽和蒸気の比エンタルピ[kJ/kg] ＝ 2675.57 

hf ：注水（飽和水，水温 35℃）の比エンタルピ[kJ/kg] ＝ 146.64 

Q ：崩壊熱[kW] ＝ 1.40×104 

(4) 注水中の蒸発量

注水中の蒸発量は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時，運転停止中の全交流動力電源

喪失時ともに 0[m3/h]である。注入された水を 100℃に上昇させる熱を崩壊熱から差し引

いた熱が蒸発に使われることから，計算は次の式で行った。 

Q × 3600 ＝ F × ρf × ( h100 － hf ) ＋ S × ρf × ( hs － h100 ) 

S ＝ ( Q × 3600 － F × ρf × ( h100 － hf )) ／ ( ρf × ( hs － h100 )) 

F  ：注水量[m3/h] 

（崩壊熱除去機能喪失時）＝ 1,136（残留熱除去系定格流量） 

（全交流動力電源喪失時）＝ 200（低圧原子炉代替注水系（常設）の設計値と 

して設定） 

S ：注水中の蒸発量[m3/h] （ただし，S≧0） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ρf ：注水（飽和水，水温 35℃）の密度[kg/m3] ＝ 994 

hs ：飽和蒸気の比エンタルピ[kJ/kg] ＝ 2675.57 

h100 ：100℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg] ＝ 419.10 

hf ：注水（飽和水，水温 35℃）の比エンタルピ[kJ/kg] ＝ 146.64 

Q ：崩壊熱[kW] ＝ 1.40×104 

２．原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮した計算 

（原子炉圧力容器が閉鎖状態での評価） 

(1) 逃がし安全弁（ＳＲＶ）の逃がし弁機能が作動する最低圧力に到達する時間等

5.1.2及び 5.2.2の「燃料損傷防止対策の有効性評価」においては原子炉圧力容器未開

放状態であるが，原子炉の大気圧状態が維持される想定にて計算を実施している。ただし，

実操作において崩壊熱除去機能が喪失した際の自動減圧機能付き逃がし安全弁による減

圧操作は原子炉の注水機能が確保された後となるため，原子炉圧力上昇による原子炉冷却

材蒸発の抑制効果に期待でき，原子炉冷却材の蒸発量は小さくなる。 

  閉鎖状態における原子炉の圧力上昇と水位の関係は下の式で計算できる。ここで逃がし

安全弁(ＳＲＶ)の逃がし弁機能が作動する最低圧力（7.58MPa[gage]）に到達する時間等

を求めた。 

Ms ／ ρs ＋ M1 ／ ρ1 ＝ Vall 

Ms ＋ M1 ＝ Mall

Δ（hs × Vs × ρs ＋ h1 × V1 × ρ1）＝ QΔt 

※初期状態の各変数は[0]，ＳＲＶ作動圧力到達時の各変数は[1]で表す

Ms ，M1 ：気相部の蒸発量，液相部の水量[kg] 

初期（大気圧，原子炉水温 52℃）： 

Ms0 ＝ 約  kg（飽和蒸気圧）， M10 ＝ 約 kg 

Mall ：原子炉圧力容器内の蒸気及び原子炉冷却材の総量[kg] ＝約 kg 

ρs ，ρ1 ：飽和蒸気の密度，水の密度[kg/m3] 

初期（大気圧，原子炉水温 52℃）： 

ρs0 ＝ 0.0912 kg/m3，ρ10 ＝ 987 kg/m3 

ＳＲＶ作動圧力到達時（7.58MPa[gage]，原子炉水温 292℃）： 

ρs1 ＝ 40.4 kg/m3，ρ11 ＝ 728 kg/m3 

Vs ，V1  ：気相部の体積，液相部の体積[m3] 

初期（大気圧，原子炉水温 52℃）： 

Vs0 ＝ 約  m3，V10 ＝ 約  m3

Vall ：原子炉圧力容器内の体積[m3] ＝ 約  m3

hs ，h1  ：飽和蒸気，水のエンタルピ[kJ/kg] 

初期（大気圧，原子炉水温 52℃）： 

 hs0 ＝ 2594.84 kJ/kg，h10 ＝ 217.70 kJ/kg 

ＳＲＶ作動圧力到達時（7.58MPa[gage]，原子炉水温 292℃）： 

 hs1 ＝ 2763.55 kJ/kg，h11 ＝ 1300.63 kJ/kg 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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  Q ：崩壊熱量[kJ/s] ＝ 1.40×104 kJ/s（原子炉停止１日後） 

  Δt ：事象発生後の時間[s] 

上記式より 

ＳＲＶ作動圧力到達時（7.58MPa[gage]，原子炉水温 292℃）の液相部の水量[kg] 
M11 ＝ 約 2.364×105 kg 

ＳＲＶ作動圧力到達時（7.58MPa[gage]，原子炉水温 292℃）の液相部の体積[m3] 

V11 ＝ 約 m3

事象発生後の時間[s] 

Δt ＝ 約 1.9×104[s] → ５時間以上 

となり，事象発生約５時間後までに約 2.5tの原子炉冷却材が蒸発する。ただし，熱膨張に

より原子炉冷却材の体積は約 82.8m3増加し，原子炉水位は燃料棒有効長頂部より約 8.69m

上（通常運転水位より約 3.59m高い位置）となる。ＳＲＶ作動圧力到達時（7.58MPa[gage]）

においては遮蔽評価に用いている 100℃の時の水の密度と比べて水の密度が約 0.76倍と減

少しているため，同等の遮蔽厚さに換算した場合，燃料棒有効長頂部より約 6.61m上（通

常運転水位より約 1.51m 高い位置）となり，事象発生前と同様原子炉冷却材による放射線

の遮蔽は維持される。 

 以上より，原子炉圧力容器が閉鎖状態において崩壊熱除去機能が喪失した場合も，逃が

し安全弁の作動等により原子炉内の保有水量が減少するまでの間（５時間以上），原子炉冷

却材による放射線の遮蔽は維持される。 

 なお，原子炉停止 12 時間後を想定した際，上記の原子炉停止１日後と同様の評価式を用

いて算出すると，ＳＲＶ作動圧力到達時（7.58MPa[gage]）までの時間は４時間以上となる。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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重要事故シーケンスの選定結果を踏まえた有効性評価の条件設定 

１．「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスの選定 

運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価「崩壊熱除去機能喪

失」の重要事故シーケンスの選定にあたっては，他の殆どの重要事故シーケンス

等の選定と同様に，ＰＲＡの結果から抽出された事故シーケンスグループから「実

用発電用原子炉に係る運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価

に関する審査ガイド」（以下「ガイド」という。）に示された着眼点を考慮し，重

要事故シーケンスを選定している。 

崩壊熱除去機能喪失の重要事故シーケンスとしては，ガイドに示された着眼点

に加えて事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」における評価内容との

差別化を図ることを考慮し，次の事故シーケンスを選定した。 

・崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系機能喪失[フロントライン]）＋崩壊熱除去・

炉心冷却失敗 

２．重要事故シーケンスに対する燃料損傷防止対策の選定 

有効性評価では，設計基準相当の設備の機能喪失を受けて燃料損傷に至る重要

事故シーケンスに対し，重大事故等対処設備を用いて燃料損傷を防止できること

を確認している。この観点では，すべての崩壊熱除去機能及び注水機能の喪失を

受け，重大事故等対処設備を用いて燃料損傷を防止するという評価も考えられる

が，この場合，事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」で選定される重

要事故シーケンスと同じ評価を実施することとなる。このため，「崩壊熱除去機能

喪失」の重要事故シーケンスの有効性評価では，ガイドの対策例を参照し，待機

中の残留熱除去系によって崩壊熱除去機能を確保し，燃料損傷を防止可能である

ことを確認している。 

３．プラント状態（ＰＯＳ）の選定 

重要事故シーケンスの選定プロセスでは，ＰＯＳについては選定していないた

め，有効性評価の評価条件を設定する際に選定している。崩壊熱除去機能の喪失

事象が発生した場合，代替の崩壊熱除去機能や炉心への注水機能を用いて燃料損

傷を防止することとなる。このため，ＰＯＳを選定するうえでは崩壊熱が高く，

原子炉圧力容器内の保有水量が少ないため，事象発生から燃料損傷までの時間余

裕が厳しいＰＯＳを選定することが適切と考える。停止時レベル１ＰＲＡにおけ

るＰＯＳの分類及び定期事業者検査工程を図１に，ＰＯＳの選定方法及び原子炉

圧力容器の開閉状態を表１に示す。崩壊熱の観点で最も厳しいＰＯＳは「Ｓ 原

子炉冷温停止への移行状態」であり，次に「Ａ 原子炉格納容器及び原子炉圧力

容器の開放並びに原子炉ウェル満水への移行状態」，その次が「Ｂ 原子炉ウェル

満水状態」という順となる。保有水の観点では原子炉水位が通常運転水位付近の

可能性があるＰＯＳ「Ｓ」，「Ａ」，「Ｃ 原子炉格納容器及び原子炉圧力容器の閉

鎖及び起動準備への移行状態」，「Ｄ 起動準備状態」が厳しい。 

次に崩壊熱除去・注水機能を持つ設備の事故時の使用可否について考えると，

ＰＯＳ「Ｓ」及び「Ｄ」の原子炉停止直後・起動準備状態において，給水系を除

添 5.1.2-1 
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く緩和設備が原子炉運転中と同様に待機状態又は早期復旧により使用可能な状態

である※。そのため，緩和設備についてはＰＯＳ「Ｓ」及び「Ｄ」以外のＰＯＳ「Ａ」

～「Ｃ」が厳しい条件となる。 

なお，原子炉圧力容器閉鎖時は原子炉圧力の上昇が考えられるが，トップベン

トから原子炉の減圧ができること，急激に原子炉圧力が上昇するようなものでは

ないこと，原子炉圧力が上昇しても自動減圧機能付き逃がし安全弁で減圧できる

ことから残留熱除去系（低圧注水モード）が使用できるとしている。また，原子

炉格納容器閉鎖時においても同様の考え方である。

このため，本評価においては，ＰＯＳ「Ｓ」の次に崩壊熱が高く，原子炉圧力

容器内の保有水量が少ないことに加え，使用可能な緩和設備が原子炉運転中より

少なくなるＰＯＳ「Ａ」を選定している。なお本評価では，原子炉圧力容器内の

保有水量が少なく，放射線の遮蔽が維持される水位に到達するまでの時間余裕の

観点から厳しい，原子炉圧力容器閉鎖状態を評価条件とした。 

※ 一例として後述する「添付資料 5.1.6 6．原子炉隔離時冷却系による注水につ

いて」で示すとおり，ＰＯＳ「Ｓ」及び「Ｄ」において原子炉圧力容器が閉鎖

状態であるため，原子炉圧力が上昇した後に原子炉隔離時冷却系の注水も使用

可能となる。一方，ＰＯＳ「Ａ」～「Ｃ」のうち原子炉圧力容器が開放状態で

ある場合には，原子炉圧力が上昇しないため原子炉隔離時冷却系が使用できな

くなる。

４．他の燃料損傷防止対策を想定した場合の影響 

本評価では，待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水の有

効性を確認しているが，別の燃料損傷防止対策として，低圧原子炉代替注水系（常

設）による原子炉注水が考えられるが，これについては「全交流動力電源喪失」

で選定される重要事故シーケンスにおいて，本評価と同じＰＯＳ「Ａ」でその有

効性を確認している。 
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圧
炉
心
ス

プ
レ
イ

系
LP

CI
  

:低
圧

注
水
系

A-
CW

T 
:復

水
輸
送
系

Aポ
ン
プ

B-
CW

T 
:復

水
輸
送
系

Bポ
ン
プ

C-
CW

T 
:復

水
輸
送
系

Cポ
ン
プ

FM
W 

  
:燃

料
プ
ー
ル

補
給
水

系

PC
V 
 :
原

子
炉
格

納
容
器

RP
V 
 :
原

子
炉
圧

力
容
器

LP
RM
 :
局

部
出
力

領
域
モ

ニ
タ

CR
D 
 :
制

御
棒
駆

動
機
構

:待
機

中
の
系

統

※
１

 
今
回
の

P
R

A
で
は
期
待
し
て
い
な
い
設
備
（

R
H

R
は
低
圧
注
水
モ
ー
ド
を
期
待
せ
ず
）

 



添 5.1.2-4 

表
１
 
各
プ
ラ
ン
ト
状
態
に
お
け
る
評
価
項
目
に
対
す
る
影
響
（
崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失
及
び
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
）

 

プ
ラ
ン
ト
状
態
（

PO
S
）

 
包
絡
事
象

 
重
大
事
故
等
対
処
設
備
等

 
原
子
炉
圧
力
容
器
蓋
の

 

開
閉
状
態

 

運
転
停
止
中
の
評
価

項
目

 

燃
料
有
効
長
頂
部
の

冠
水

 
放
射
線
の
遮
蔽
が
維
持
で

き
る

 

水
位
の
確
保

 
未
臨
界
の
確
保

 

S
 
原
子
炉
冷
温
停
止
へ
の

移
行
状
態

 

PO
S-

A
を
想
定
し
た
有
効

性
評
価
条
件
に
包
絡
。（

崩

壊
熱

や
保

有
水

量
を

PO
S-
S
と
同
等
の
も
の
を
使

用
し
て

い
る
た

め
）

 

・
原

子
炉

隔
離

時
冷

却
系

※
１

・
非

常
用

炉
心

冷
却

系
（

LP
CI
,L
PC
S
，

HP
CS
）
※
２

・
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）

・
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機

閉
鎖

 

有
効
性
評
価
に
お
い
て

PO
S-
S
と
同

等
の
崩
壊
熱
及
び
保
有
水
量
を
考
慮

し
て
お
り
，
P
O
S
-
A
に
比
べ
，
期
待
で

き
る
緩
和
設
備
が
多
い
こ
と
か
ら
，

PO
S-

A
を
想
定
し
た
有
効
性
評
価
の

条
件
に
包
絡
さ
れ
る
。

 

原
子
炉
が
未
開
放

で
あ

り
，
原
子
炉

圧
力
容
器
蓋
，
蒸
気
乾

燥
器
及
び
気

水
分
離
器
の
遮
蔽
に
も
期
待
で
き

る

こ
と
か

ら
，
必

要
な
遮

蔽
は

確
保
さ

れ
る
。
（
添
付
資
料

5
.
1
.6
）

 

プ
ラ
ン
ト
状
態

PO
S
-
A
に
同
じ
。

 

A
 

原
子
炉
格
納
容
器
及
び

原
子

炉
圧

力
容

器
の

開
放

並
び

に
原

子
炉

ウ
ェ
ル
満
水
へ
の
移
行

状
態

―
 

・
非

常
用

炉
心

冷
却

系
（

LP
CI
,L
PC
S
，

HP
CS
）
※
２

・
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）

・
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機

閉
鎖
→
開
放

 
有

効
性

評
価

に
て

評
価

項
目

を
満

足
す
る
こ

と
を
確
認
し
て

い
る
。

 

有
効

性
評

価
に

て
評

価
項

目
を
満

足

す
る
こ
と
を
確
認
し
て

い
る
。

 

（
原
子
炉
を
開
放
中
で
あ
り
，
原
子
炉

圧
力
容
器
蓋
，
蒸
気
乾
燥
器
及
び
気
水

分
離
器
の
遮
蔽
に
も
期
待
で
き
る

，
又

は
十

分
な

遮
蔽

水
位

が
確

保
さ

れ
て

い
る
こ
と
か
ら
，
必
要
な
遮
蔽
は
確
保

さ
れ
る
。
（
添
付
資
料

5
.
1
.
6
））

 

有
効

性
評

価
に

て
評

価
項

目
を
満

足
す
る
こ

と
を
確
認
し
て

い
る
。

 

制
御

棒
引

き
抜
き

に
係

わ
る
試
験

は
「

反
応
度
誤
投
入
」

に
包
絡
。

 

B
1
 

原
子
炉
ウ
ェ
ル
満
水
状

態
（

原
子
炉
ウ
ェ
ル
水

抜
き

開
始
ま
で

）
 

「
全

交
流

動
力

電
源

喪

失
(
PO

S
-
A)
」

及
び

「
燃

料
プ
ー
ル
想
定
事
故
１
」

に
包
絡
。

 

・
非
常
用
炉
心
冷
却
系
（

LP
CI
）
※
２

・
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機

・
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系

開
放

 

PO
S-

S
に
比
べ
，
崩
壊
熱
が
小
さ
く
，

ま
た

保
有

水
量

が
多

い
こ

と
か

ら

余
裕
時
間
が
長
い
も
の
の
，
点
検
等

に
よ

り
緩

和
設

備
が

少
な

く
な

る

こ
と
が
考
え

ら
れ
る
。
た

だ
し
，
低

圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）

や
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系
を
用
い

る
こ

と
で

燃
料

損
傷

を
回

避
で

き

る
こ
と
か
ら
，
崩
壊
熱
の
観
点
か
ら

厳
し

い
「

全
交

流
動

力
電

源
喪

失

(
PO

S
-
A)
」
及
び
「

燃
料
プ
ー
ル

 
想

定
事
故
１
」

に
包
絡
さ
れ
る
。

 

水
位

低
下
の

速
い
シ
ナ

リ
オ
で

あ
る

「
原
子
炉
冷
却

材
の
流
出
」

に
て

評

価
し
，
評
価
項
目
を
満
足
す
る
こ

と
を

確
認
し
て

い
る
。

 

※
燃

料
プ
ー
ル

に
お
け

る
放

射
線
の

遮
蔽
確

保
は

「
燃

料
プ
ー
ル

 
想

定

事
故
１
」

に
包
絡
さ
れ
る
。

プ
ラ
ン
ト
状
態

PO
S-

A
に
同
じ
。

 

燃
料
の
取
出
・
装
荷
に
係
わ
る

作
業
は
「

反
応
度
誤
投
入
」
に

包
絡
。

 

B
2
 

B
3
 

B
4
 

C
 

原
子
炉
格
納
容
器
及
び

原
子

炉
圧

力
容

器
の

閉
鎖

及
び

起
動

準
備

へ
の
移
行
状
態

 

PO
S
-
A
に
包
絡
さ
れ
る
。

 

・
非

常
用

炉
心

冷
却

系
（

LP
CI
,L
PC
S
，

HP
CS
）
※
２

・
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）

・
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機

開
放

→
閉

鎖
 

以
下

の
理

由
か

ら
P
O
S-

A
を
想
定

し
た

有
効

性
評

価
の

条
件

に
包

絡

さ
れ
る
。

 

・
崩
壊
熱
が
小
さ
い
。

・
緩

和
設

備
に
差
が
な

い
。

・
保
有
水
量
に
差
が
な

い
。

・
余
裕
時
間
が
長
い
。

原
子
炉
を
閉
鎖
中
で
あ

り
，
原
子
炉

圧
力
容
器
蓋
，
蒸
気
乾

燥
器
及
び
気

水
分

離
器

の
遮

蔽
に

も
期

待
で

き

る
，
又
は
十
分
な
遮
蔽

水
位
が
確
保

さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら

，
必
要
な
遮

蔽
は

確
保

さ
れ

る
。
（

添
付

資
料

5.
1.

6
）

 
プ
ラ
ン
ト
状
態

PO
S-

A
に
同
じ
。

 

D
 
起
動
準
備
状
態

 
閉
鎖

 

原
子
炉
が
未
開
放

で
あ

り
，
原
子
炉

圧
力
容
器
蓋
，
蒸
気
乾

燥
器
及
び
気

水
分
離
器
の
遮
蔽
に
も
期
待
で
き

る

こ
と
か

ら
，
必

要
な
遮

蔽
は

確
保
さ

れ
る
。
（
添
付
資
料

5
.
1
.6
）

 

※
１
 
原
子
炉
圧
力
が
上
昇
し
た
後
に
使
用
可
能
と
な
る

※
２

 
停
止
時
レ
ベ
ル
１

PR
A
で
は
，
保
守
的
に
期
待
し
て
い
な
い
設
備
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添付資料 5.1.3 

崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失評価における崩壊熱設定の考え方 

１．本評価における崩壊熱の設定 

運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価「崩壊熱除去機能

喪失」及び「全交流動力電源喪失」の重要事故シーケンスの有効性評価では，原

子炉スクラムによる原子炉停止から１日後※の崩壊熱を用いて原子炉水温の上昇

及び蒸発による原子炉水位の低下を評価している。 

一般に定期事業者検査期間が数十日であることを考慮すると，原子炉停止から

１日（24時間）後の崩壊熱を用いることは定期事業者検査期間から見ると保守的

な設定であると考えるが，仮に原子炉停止からの時間がより短い時点での崩壊熱

を用いれば，より厳しい評価条件となる。 

※ 原子炉停止から１日（24時間）後とは全制御棒全挿入からの時間を示している。

通常停止操作において原子炉の出力は全制御棒全挿入完了及び発電機解列以

前から徐々に低下させるが，崩壊熱評価はスクラムのような瞬時に出力を低下

させる保守的な計算条件となっている。具体的には制御棒の挿入開始及び発電

機解列の実績は，全制御棒全挿入完了を基準とするとそれぞれ８時間程度前，

５時間程度前となっており，実際の崩壊熱は評価値より小さくなる。

２．より厳しい崩壊熱を設定した場合の時間余裕への影響 

プラント停止時を復水器真空破壊からと考えると，通常，復水器真空破壊のタ

イミングは通常のプラント停止操作における全制御棒挿入完了から 12時間以上後

である。仮に，原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12時間後の崩壊熱によっ

て原子炉注水までの時間余裕を評価すると，燃料棒有効長頂部到達まで約 4.2時

間となる。原子炉停止から１日（24時間）後の原子炉注水までの時間余裕が約 6.1

時間であることから，時間余裕の観点では約２時間短くなるが，本重要事故シー

ケンスにおける「崩壊熱除去機能喪失」及び「全交流動力電源喪失」の事象発生

から原子炉注水開始までの対応は２時間であることから十分対応可能な範囲であ

る。

また，必要な遮蔽の確保の観点においても，現場作業員の退避までの時間余裕

が原子炉停止から１日（24時間）後の場合では約 4.3時間に対して，12時間後の

場合では約 2.7時間と短くなるものの，十分退避可能な範囲である（添付資料

5.1.6）。 

この様に，崩壊熱の設定によっては原子炉注水及び現場作業員の退避の時間余

裕に変動が生じるが，原子炉スクラムによる原子炉停止とし，13ヶ月運転に対し

て燃焼度を 10％増加させた場合の崩壊熱を用いていること及び原子炉注水までの

時間余裕の評価では崩壊熱の減衰を考慮していないこと等，様々な保守性を含め

た評価としていることから，本重要事故シーケンスにおいて，原子炉注水が間に

合わず燃料損傷に至る状況，現場作業員が過度な被ばくを受ける状況は想定し難

いものと考える。 

以 上 
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添付資料 5.1.4 

安定状態について（運転停止中（崩壊熱除去機能喪失）） 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時の安定状態については以下のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設

備を用いた炉心冷却により，炉心冠水が維持でき，また，

冷却のための設備がその後も機能維持できると判断され，

かつ，必要な要員の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定

される事象悪化のおそれがない場合，原子炉安定停止状態

が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉水温が上昇し，沸騰開始による原子炉水位の

低下が始まるが，待機していた残留熱除去系（低圧注水モード）による注水継続

により原子炉水位は回復し，炉心の冷却が維持される。 

その後，残留熱除去系（低圧注水モード）を残留熱除去系（原子炉停止時冷却

モード）に切り替え，原子炉除熱を開始することで冷温停止状態に移行し，原子

炉安定停止状態が確立される。

重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必要な水源，燃料及

び電源を供給可能である。 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により原子炉安定停止状態を維持できる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を行うことにより，安定停止状態後の

安定停止状態の維持が可能となる。（添付資料 2.1.1別紙１参照） 
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添付資料 5.1.5 

原子炉停止中における崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失時の 

原子炉格納容器の影響について 

運転停止中の有効性評価は，審査ガイドの評価項目※に基づき原子炉への注水を

行うことで燃料の冠水が維持されていることをもって，燃料の冷却が維持され燃

料損傷が防止できていることを確認している。 

※＜審査ガイドの評価項目＞ 

(a)燃料有効長頂部が冠水していること。

(b)放射線の遮蔽が維持される水位を確保すること。

(c)未臨界を確保すること（ただし，通常の運転操作における臨界，又は燃料

の健全性に影響を与えない一時的かつ僅かな出力上昇を伴う臨界は除く。）

この際，格納容器内圧力及び温度の挙動は評価対象とはしていないが，原子炉

補機代替冷却系又は格納容器ベントによる原子炉格納容器除熱により対応するこ

ととなる。 

１．プラント停止中における崩壊熱除去機能喪失時の原子炉格納容器の影響 

プラント停止中の有効性評価において，崩壊熱除去機能を喪失している期間は

「崩壊熱除去機能喪失」の事象発生約２時間後まで，「全交流動力電源喪失」の事

象発生から原子炉補機代替冷却系等による崩壊熱除去機能復旧の事象発生約 10時

間後までである。 

ここでは，代表として「全交流動力電源喪失」を前提に考察する。 

崩壊熱除去機能が喪失すると原子炉水温は上昇し，冷却機能喪失後 0.9時間程

度で沸騰を開始した後，水位が低下する。原子炉注水により燃料の冷却は維持さ

れるが，原子炉内の圧力が徐々に上昇するため,原子炉の減圧が必要となる。減圧

により原子炉内の熱量がサプレッション・チェンバへと移行し，格納容器内の温

度上昇や圧力上昇に至る。格納容器内の圧力上昇が 384kPa[gage]に到達する時間

は約 47時間であり，原子炉補機代替冷却系による崩壊熱除去機能復旧の時間余裕

は十分確保される。 

また，仮に原子炉補機代替冷却系による崩壊熱除去機能の復旧ができない場合

は格納容器ベントによる除熱を実施することとなるが，追加放出においては，既

に原子炉停止後の減圧操作により原子炉内へ放出されて気体廃棄物処理系で処理

されるため，格納容器内の放射性物質の量は，運転中の事故時と比べて非常に小

さく，考慮不要である。 

なお，原子炉圧力容器が閉鎖状態かつ原子炉格納容器開放状態で，全交流動力

電源喪失が発生する頻度は大きなものではないが，これらについても考察する。 

所員用エアロック等の開放により原子炉格納容器が開放されている場合，所員

用エアロック等を速やかに閉止することで，上記と同様の対応となる。 

原子炉格納容器の上部蓋を取り外している場合は，状況により速やかに原子炉

格納容器を閉鎖することが困難となり原子炉内から蒸気とともに熱量が原子炉格

納容器を経由して原子炉建物内に放出されることも考えられる。ただし，原子炉

建物壁面への吸熱及びブローアウトパネル開放等による環境への放熱により，原

子炉建物内の環境条件は必要な設備が機能喪失するほど悪化することはなく，原

子炉補機代替冷却系等を用いた原子炉又は格納容器冷却の開始により徐々に改善
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される。また，現場作業員の退避時及び公衆への放射線影響について，原子炉冷

却材中に含まれるよう素は微少であり，かつ，時間減衰による低減効果もあるた

め，有意なものとはならない。 

原子炉圧力容器を開放している場合は，原子炉内から放出された熱量は蒸気に

伴い原子炉建物内に放出され，原子炉建物壁面への吸熱，または環境へ放熱され

るが，この場合は崩壊熱量がさらに低下していること，原子炉ウェルが水張りさ

れているなど原子炉冷却材の量が増加していることから事象進展はより緩慢とな

る。 

 ＜参考＞ 

運転停止中における全交流動力電源喪失が発生した際の原子炉格納容器の圧力

をＭＡＡＰコードにより求めた。解析条件は表１，解析結果は表２及び表３とな

る。格納容器代替スプレイに期待するケース及び期待しないケースの２ケースの

評価を実施し，その結果，格納容器代替スプレイに期待しない場合であってもベ

ントまでの時間は事象開始から約47時間となった。
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表１ 解析条件（停止時ベントタイミングの確認） 

分類 項目 解析条件 

事
故
発
生
時
の
プ
ラ
ン
ト
状
態

崩壊熱 原子炉停止１日後 

原子炉圧力容器の想定 未開放 

原子炉初期水温 
約51℃（残留熱除去系（原子炉停止時冷却モ

ード）の設計温度52℃とほぼ同値）※ 

原子炉の初期圧力 大気圧相当 

原子炉格納容器の想定 未開放 

原子炉格納容器内の初期温度 

サプレッション・プール水温：約35℃

気相部：約64℃（通常運転時の温度57℃を包

絡する値）※

原子炉格納容器の初期圧力 大気圧相当 

低圧原子炉代替注水槽の水温 35℃ 

事
象
進
展

事象開始 

・全交流動力電源喪失発生

・水位低下に伴う非常用炉心冷却系の起動は

期待しない

事象発生２時間後 

・常設代替交流電源設備による電源供給開始

・自動減圧機能付き逃がし安全弁による減圧

・低圧原子炉代替注水系（常設）による注水

開始

低圧原子炉代替注水系（常設）

による原子炉注水 
200m3/h 

格納容器代替スプレイ 

実施に期待しない，又は格納容器代替スプレ

イ系(可搬型)によるＤ／Ｗスプレイ実施

（120m3/h）

ベントタイミング 
格納容器圧力384kPa[gage]到達，又はサプレ

ッション・プール水位通常水位＋約1.3ｍ到達 

※：有効性評価で想定する原子炉停止１日後の状態をＭＡＡＰにて評価するため，

詳細な設定が困難なパラメータは有効性評価で想定する設定値等と同等な値

となるようにした。 
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表２ 解析結果（停止時ベントタイミングの確認） 

分類 ベントタイミング 備考 

格納容器代替スプレイに 

期待するケース 

事象発生後 

約60時間 

サプレッション・プール水位

通常水位＋約1.3ｍ到達

格納容器代替スプレイに 

期待しないケース 

事象発生後 

約47時間 

格納容器圧力384kPa[gage]

到達 

表３ 解析結果（格納容器圧力及び温度※） 

分類 

事象発生10時間後 ベントタイミング時 

格納容器圧力

（MPa[gage]） 

格納容器温度

（℃） 

格納容器圧力

（MPa[gage]） 

格納容器温度

（℃） 

格納容器代

替スプレイ

に期待する

ケース

Ｓ／Ｃ：0.03 Ｄ／Ｗ：74 

Ｓ／Ｃ：0.35 

（事象発生後

約60時間） 

Ｓ／Ｃ：148 

（事象発生後

約60時間） 

格納容器代

替スプレイ

に期待しな

いケース 

Ｓ／Ｃ：0.03 Ｄ／Ｗ：74 

Ｓ／Ｃ：0.38 

（事象発生後

約47時間） 

Ｓ／Ｃ：150 

（事象発生後

約47時間） 

※：格納容器圧力及び温度はドライウェルとサプレッション・チェンバのうち，よ

り値が大きい側の結果を記載 

以 上 
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添付資料 5.1.6 

運転停止中 崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失時における 

放射線の遮蔽維持について 

運転停止中の「崩壊熱除去機能喪失」及び「全交流動力電源喪失」における放射線の遮蔽

維持について評価を行い，放射線の遮蔽維持に必要な水位（目安と考える 10mSv/h※）が維

持されることを確認したため，その結果を以下に示す。 

また，放射線の遮蔽を検討する際，原子炉圧力容器開放作業の流れ，原子炉圧力容器等構

造物及び原子炉水位が重要となるため，それらを考慮した評価とした。 

※ 必要な遮蔽の目安とする線量率は，「崩壊熱除去機能喪失」及び「全交流動力電源喪失」

における原子炉建物原子炉棟４階での作業時間及び作業員の退避は２時間以内であり，

作業員の被ばく量は最大でも 20mSvとなるため，緊急作業時の被ばく限度の 100mSvに対

して余裕がある 10mSv/h とした。

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建物原子炉棟４階での操作を必要な作

業としていないが，燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル使用）を使用した燃

料プールへの注水について仮に考慮し，可搬型スプレイノズル及びホースの設置にかか

る作業時間を想定した。

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv/hは，定期事業者検査作業時での原子炉建物原子

炉棟４階における線量率を考慮した値である。

この線量率となる水位は燃料棒有効長頂部の約 1.8m上（通常水位から約 3.3m下）の位

置である。

１．原子炉圧力容器開放作業の流れ 

①原子炉圧力容器開放作業の開始前，コンクリートハッチ取り外し，原子炉格納容器蓋取

り外し（図１中の１，２，３）

原子炉を停止後，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）で除熱可能な圧力に減圧

されるまでは，原子炉は主蒸気系を介して，復水器によって除熱される。残留熱除去系

（原子炉停止時冷却モード）による除熱を開始した後，復水器真空破壊を経て，復水器

による除熱を停止する。 

これらの原子炉の冷温停止状態に向けた操作と並行して，コンクリートハッチ及び原

子炉格納容器蓋の取り外し作業を実施する。 

②原子炉圧力容器蓋取り外し（図１中の４）

原子炉が冷温停止状態になった後，原子炉の水位を徐々に上昇させ，原子炉圧力容器

保温材及び原子炉圧力容器蓋を開放する（原子炉圧力容器開放時の水位はフランジ下

0.5m程度）。 

③蒸気乾燥器取り外し（図１中の５）
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水位を徐々に上昇させながら，蒸気乾燥器を蒸気乾燥器・気水分離器ピット（以下「Ｄ

ＳＰ」という。）へと移動する（蒸気乾燥器は気中移動）。 

④気水分離器取り外し（図１中の６）

気水分離器をＤＳＰへと移動する（気水分離器は水中移動）。 

 なお，原子炉起動に向けて実施する原子炉圧力容器閉鎖作業においては開放作業の逆の流

れで実施される。この状況においては原子炉圧力容器開放作業時に比べ，原子炉停止後の冷

却時間が長く燃料の崩壊熱及び線源強度が小さくなる。そのため，放射線の遮蔽維持におけ

る影響は原子炉圧力容器開放作業時に包絡される。 

（添付資料 5.1.2） 

図１ 原子炉圧力容器開放作業の流れ 

原子炉建物概略断面図 

原子炉格納容器蓋の取り外し 

原子炉圧力容器蓋の取り外し 蒸気乾燥器の取り外し 気水分離器の取り外し 

原子炉格納容器蓋 

原子炉圧力容器蓋 

蒸気乾燥器 

気水分離器 

原子炉建物天井クレーン 

ハッチ 

原子炉開放前 コンクリートハッチの取り外し

コンクリート 

１ ２ ３ 

４ ５ ６ 

原子炉圧力容器蓋の取り外し作業に向けて

フランジ部付近まで原子炉水位を上昇

島根２号炉では気中移動 
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２．原子炉圧力容器等構造物 

 

図２ 原子炉圧力容器等構造物の概要 

コンクリートハッチ

（厚さ約  mのコンクリート） 

原子炉格納容器蓋 

（厚さ約 mmの鋼材） 

原子炉圧力容器蓋 

（厚さ約 mmの鋼材） 

原子炉圧力容器フランジ 

通常運転水位 

気水分離器 

上部格子板

燃料
燃料 

約 17.4m 約 9.4m 

約 5.1m 

評価点（燃料取替機台車床（後述するコンクリートハッチ取り外し， 

原子炉格納容器蓋取り外し状態の作業現場を想定）） 

蒸気乾燥器 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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３．各状態における遮蔽維持について 

原子炉圧力容器開放作業時の各状態における現場の放射線遮蔽について以下に示す。 

①-1 原子炉圧力容器開放作業の開始前（図１中の１）

原子炉運転中，原子炉停止直後等はコンクリートハッチ，原子炉格納容器蓋及び原子

炉圧力容器蓋が閉鎖されており，また，蒸気乾燥器，気水分離器等も炉内に存在するた

め，炉心燃料等の線源からの放射線の多くはこれらに遮られ，原子炉建物原子炉棟４階

での線量率は十分小さくなる。そのため，原子炉圧力容器開放作業の開始前において，

原子炉水位低下に伴う放射線の遮蔽の評価は不要である。 

※ 一例としてCｏ－60を線源とした時の 10cm の鉄の実効線量透過率は約 8.2×10-2，

155cmのコンクリートの実効線量透過率は約 4.1×10-7と非常に小さくなる。

（参考：放射線施設の遮蔽計算実務（放射線）データ集 2012 公益財団法人 原子

力安全技術センター）

①-2 コンクリートハッチ取り外し，原子炉格納容器蓋取り外し（図１中の２，３）

コンクリートハッチ及び原子炉格納容器蓋の取り外し後は，これらの遮蔽効果には期待

できなくなるが，原子炉圧力容器蓋，蒸気乾燥器及び気水分離器の遮蔽効果に期待でき

る。さらに原子炉圧力容器蓋の取り外し作業に向けて原子炉の水位の上昇操作を実施す

るため，定期事業者検査毎に高さは異なるが原子炉の水位は徐々に上昇することになる。

この状態で原子炉建物原子炉棟４階にて原子炉圧力容器開放に向けた作業を実施してい

ることも考えるため，コンクリートハッチ及び原子炉格納容器蓋の遮蔽に期待しない場

合の現場線量率の評価が必要である。 

② 原子炉圧力容器蓋取り外し（図１中の４）

原子炉圧力容器蓋開放時はフランジ下 0.5m程度まで原子炉の水位を上昇させた後，開

放作業を実施する。この際，原子炉の水位上昇により炉心燃料及び上部格子板からの放

射線の影響は非常に小さくなる。また，原子炉の保有水量が多くなるため，100℃に至る

までの時間はさらに長くなる（約 1.2時間程度）。 

  仮に原子炉圧力容器蓋を取り外し中に全交流動力電源喪失事象等が発生した際を考え

ても，原子炉圧力容器蓋を完全に移動させていなければ，その遮蔽に期待できる。 

  また，原子炉圧力容器蓋を取り外した後の状態にて後述する全交流動力電源喪失事象

の水位低下（フランジ付近から約 1.1m低下）を仮定した場合も，原子炉水位がフランジ

よりさらに高い水位である可能性があること，炉心燃料及び上部格子板からの放射線影

響は後述する原子炉冷却材の流出の原子炉水位と線量率の関係（5.3 原子炉冷却材の流

出 第 5.3.2-2図）に包絡できることから，必要な遮蔽の目安とした 10mSv/hを超えるこ

とはない。 

なお，蒸気乾燥器及び気水分離器からの放射線影響においても線源強度が大きくない

こと，約 1.1mの水位低下により露出する蒸気乾燥器は通常作業でも気中移動させる設備

であることから，これらを考慮しても必要な遮蔽は維持される。 

以上より，原子炉水位低下に伴う放射線の遮蔽の評価は不要である。（上記の①-2での
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評価に包絡）。 

③ 蒸気乾燥器取り出し（図１中の５）及び④ 気水分離器取り外し（図１中の６）

蒸気乾燥器の取り外しに併せ，水位を上昇させていく状態であり，崩壊熱除去機能喪

失及び全交流動力電源喪失事象が発生した場合においても，沸騰開始及び水位低下まで

に十分に時間余裕があるため，原子炉水位低下に伴う放射線の遮蔽の評価は不要である。 

４．放射線の遮蔽維持に必要な水位 

 放射線の遮蔽維持に必要な水位（目安と考える 10mSv/h）は，３．の検討を踏まえ，「①

-2 コンクリートハッチ取り外し，原子炉格納容器蓋取り外し(図１中の２，３）」の状態

を想定して評価を行った。 

 線量率の算出は，「添付資料 4.1.2「水遮蔽厚に対する貯蔵中の燃料等からの線量率」

の評価について」と同様にＱＡＤ-ＣＧＧＰ２Ｒコードを用いて計算し，評価条件は以下

に示すものを用いた。 

  なお，評価点は燃料取替機台車床※とした。 

※ 原子炉停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失時の作業員の退避を想

定して評価点を設定した。コンクリートハッチ取り外し及び原子炉格納容器蓋取り

外し作業時において作業員は天井クレーン操作室等にいることが考えられるため，

より線源に近い燃料取替機台車床を代表としている。なお，停止作業中においては

作業員が原子炉格納容器内（Ｄ／Ｗ含む）に入って作業することも考えられるが，

炉心燃料からの放射線は遮蔽物（原子炉圧力容器，シュラウド，生体遮蔽（原子炉

遮蔽壁）等）により減衰されること，原子炉建物原子炉棟４階と同様に事故時に作

業員が退避することから，作業員の退避に関する被ばく影響は本評価に包絡される。 

（１）炉心燃料・炉内構造物の評価モデルと線源強度

  放射線源として燃料，上部格子板，気水分離器及び蒸気乾燥器をモデル化した。 

a．炉心燃料 

  評価条件を以下に示す。 

○ 線源形状：円柱線源（炉心のすべてに燃料がある状態）
○ 燃料棒有効長（mm）：

○ ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，エネルギ５群

○ 線源材質：燃料及び水（密度：  g/cm3） 

○ 線源強度：文献値※１に記載のエネルギあたりの線源強度を基に，９×９燃料（Ａ型）

の体積あたりの線源強度を式①で算出

①　　
／体）燃料集合体体積（）各群のエネルギ（

／体）出力（燃料集合体あたりの熱）（文献に記載の線源強度
）線源強度（ 

















3

11
13

cmMeV

WsWMeV
scm

このときの線源条件は以下となる。なお，本評価で使用している文献値は，燃料照射

期間 10６時間（約 114 年）と，島根２号炉の実績を包絡した条件で評価されており，

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



添 5.1.6-6 

島根２号炉に関する本評価においても適用可能である。 

・燃料照射期間：106時間（無限照射）

・原子炉停止後の期間※２：停止後 12 時間（原子炉未開放状態での実績を考慮して設

定した値）

・燃料集合体あたりの熱出力：4.35MW／体（９×９燃料（Ａ型））

・燃料集合体体積：約 7.1×104 cm３（９×９燃料（Ａ型））

※１ Blizard E. P. and Abbott L.S.,ed.,“REACTOR HANDBOOK.2nd ed. Vol.Ⅲ Part B,

SHIELDING”, INTERSCIENCE PUBLISHERS, New York, London, 1962” 

※２ 原子炉停止後の期間は全制御棒全挿入からの時間を示している。通常停止操作に

おいて原子炉の出力は全制御棒全挿入完了及び発電機解列以前から徐々に低下さ

せるが，線源強度評価は崩壊熱評価と同様にスクラムのような瞬時に出力を低下

させる保守的な評価条件となっている。 
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○ 評価モデル：円柱線源

線量率評価モデルを図３に示す。また，式①で算出した体積あたりの線源強度を表

１に示す。 

図３ 燃料の線量率評価モデル 

表１ 燃料の線源強度 

ガンマ線 

エネルギ（MeV）

線源強度 

（cm-3・s-1） 

1.0 9.8×1011 

2.0 1.6×1011 

3.0 4.7×109 

4.0 7.3×107 

5.0 2.0×107 

（寸法は公称値を示す。） 

単位：mm 

×：評価点（燃料取替機台車床） 

原子炉圧力容器蓋 

蒸気乾燥器 

シュラウドヘッド

燃料及び水 

線源（円注） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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b．上部格子板 

  評価条件を以下に示す。 

○ 線源形状：円柱線源としてモデル化

○ 線源の高さ（mm）：

○ ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，主要核種 60Coを想定して 1.5MeV

○ 線源材質：水と同等（密度：0.958g/cm3※）

※ 52℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる 100℃の値を採用

○ 線源強度は，機器表面の実測値（  Sv/h）より 8.7×109 Bq/cm3と算出 

線量率評価モデルを図４に示す。

 

図４ 上部格子板の線量率評価モデル 

（寸法は公称値を示す。） 

単位：mm 

×：評価点（燃料取替機台車床） 

原子炉圧力容器蓋 

蒸気乾燥器 

シュラウドヘッド

線源（円注） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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c．気水分離器 

  評価条件を以下に示す。 

○ 線源形状：円柱線源としてモデル化

○ 線源の高さ（mm）：

○ ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，主要核種 60Coを想定して 1.5MeV

○ 線源材質：水と同等（密度：0.958g/cm3※）

※ 52℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる 100℃の値を採用

○ 線源強度は，機器表面の実測値（  mSv/h）より 1.3×106 Bq/cm3と算出 

線量率評価モデルを図５に示す。

図５ 気水分離器の線量率評価モデル 

（寸法は公称値を示す。） 

単位：mm 

×：評価点（燃料取替機台車床） 

蒸気乾燥器 

原子炉圧力容器蓋 

線源（円注） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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d．蒸気乾燥器 

  評価条件を以下に示す。 

○ 線源形状：円柱線源としてモデル化

○ 線源の高さ（mm）：

○ ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，主要核種 60Coを想定して 1.5MeV

○ 線源材質：水と同等（密度：0.958g/cm3※）

※ 52℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる 100℃の値を採用

○ 線源強度は，機器表面の実測値（  mSv/h）より 1.3×106 Bq/cm3と算出 

線量率評価モデルを図６に示す。

図６ 蒸気乾燥器の線量率評価モデル 

（寸法は公称値を示す。） 

単位：mm 

×：評価点（燃料取替機台車床） 

原子炉圧力容器蓋 

線源（円注） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（２）遮蔽物の評価モデル

  原子炉圧力容器内の原子炉冷却材以外に放射線を遮蔽する構造物として，原子炉圧力容

器蓋，蒸気乾燥器，気水分離器をモデル化した。なお，蒸気乾燥器及び気水分離器は構造

が複雑であり，放射線の遮蔽物を平均化したモデルとするとストリーミング（放射線漏れ）

の影響により非保守的な評価となるため，線源を覆うような構造物のみ遮蔽物として考慮

した。 

a．原子炉圧力容器蓋 

評価条件を以下に示す。 

○ 遮蔽物形状：円柱遮蔽物としてモデル化

○ 遮蔽物の高さ（mm）： （圧力容器蓋の最薄部厚さ） 

で代表した 

 ○ 遮蔽物材質：  g/cm3）※ 平板（密度：

 ※ 原子炉圧力容器鋼板（ の密度は，同等である 

 線量率評価モデル（遮蔽）を図３～７に示す。  

図７ 原子炉圧力容器蓋の線量率評価モデル（遮蔽） 

b．蒸気乾燥器 

評価条件を以下に示す。 

○ 遮蔽物形状：円柱遮蔽物としてモデル化

○ 遮蔽物の高さ（mm）： （フード部の最薄部厚さ）

で代表した 

 ○ 遮蔽物材質： 平板（密度： g/cm3）※ 

※ 蒸気乾燥器の材質 ）の密度は，同等である

 線量率評価モデル（遮蔽）を図３～５及び８に示す。 

図８ 蒸気乾燥器の線量率評価モデル（遮蔽） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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c．気水分離器 

評価条件を以下に示す。 

○ 遮蔽物形状：円柱遮蔽物としてモデル化

○ 遮蔽物の高さ（mm）： （シュラウドヘッドの厚さ（気水分離器スワラーによる遮

蔽も考慮）） 

○ 遮蔽物材質： 平板（密度：  g/cm3）※ 

※ 気水分離器の材質（ ）の密度は，同等である  で代表した 

線量率評価モデル（遮蔽）を図３，４及び９に示す。

図９ 気水分離器の線量率評価モデル（遮蔽） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（３）現場の線量率の評価結果 

  (１)，(２)の条件を用いて評価した原子炉水位と現場の線量率の関係を図 10に示す。 

グラフより必要な遮蔽を確保できる水位（目安と考える 10mSv/h）は以下の仮定のもと

で「燃料棒有効長頂部の約 1.8m上」と求めた。 

 

図 10 原子炉水位と炉心燃料及び上部格子板等からの線量率 

 

 

 

 

必要な遮蔽を確保できる水位（目安と考える 10mSv/h） 

燃料棒有効長頂部の約 1.8m上 

燃料棒有効長頂部からの水位（m） 
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（４）必要な遮蔽を確保できる最低水位到達までの時間余裕 

 崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失時の事故発生時から放射線の遮蔽維持に

必要な水位到達までの時間を，「添付資料 5.1.1 1．原子炉圧力上昇による原子炉冷却材

蒸発の抑制効果を考慮しない計算」を用いて求めた。 

 計算は後述する「添付資料 5.1.7」の評価条件の不確かさを踏まえ，原子炉停止後 12

時間後と１日後の２ケースを実施した。 

 評価条件及び評価結果を表２に示す。 

 評価結果より，原子炉停止 12時間後及び原子炉停止１日後においては崩壊熱除去機能

喪失時の注水までの想定時間である事象発生から２時間後，全交流動力電源喪失時の注

水までの想定時間である事象発生から２時間後に対して十分であることが確認された。 

  

表２ 必要な遮蔽を確保できる最低水位到達までの時間余裕の評価条件と結果 

原子炉停止

後の時間 

原子炉初期

水温（℃） 

崩壊熱（kW） 必要な遮蔽

を確保でき

る水位到達

までの時間

余裕※1 

燃料棒有効

長頂部到達

までの時間

余裕 

残留熱除去

機能喪失時

の注水まで

の想定時間 

全交流動力

電源喪失時

の注水まで

の想定時間 

12時間 

（不確かさ

で確認する

ケース） 

100 1.67×104 約 2.7時間 約 4.2時間 2時間 2時間 

24時間 

（有効性評

価で確認す

るケース） 

52 1.40×104 約 4.3時間 約 6.1時間 2時間 2時間 

※１ 「添付資料 5.1.1 2.原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮した

計算」に示すように，原子炉の減圧操作実施までは，発生した崩壊熱の多くが飽和水の

顕熱として吸収されるため，必要な遮蔽を確保できる水位到達までの時間余裕はさらに

長くなる（原子炉停止 12時間後でも４時間以上の時間余裕がある）。 

 

５.事故時の退避について 

事故発生時の原子炉建物原子炉棟４階又は原子炉格納容器内にいる現場作業員の退避に

ついて確認した。 

事象発生時，当直長のページングによる退避指示，又は現場の状況変化により，作業員は

異常状態を認知し，２時間以内に原子炉建物原子炉棟４階又は原子炉格納容器内より退避す

る。また，運転員は作業員の退避が完了したことを確認し，自動減圧機能付き逃がし安全弁

の開操作を開始する。全交流動力電源喪失により現場の照明設備が消灯することも考えられ

るが，作業員はヘッドライト等のバッテリー式の照明を保有しており，線量が上昇する前（4．

より事象発生から最短約 2.7時間）の退避が十分可能である。 
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なお，作業者の避難が必要な場合は，避難指示及び立ち入り制限が実施されるため，作業

者は緊急作業を除き現場の安全性が確認される前に再入域することはない。 

復旧に際しては放射線汚染等を確認し，現場の安全性が確認された後実施する。 

 

６.原子炉隔離時冷却系による注水について 

原子炉隔離時冷却系の設計として，作動には 0.74MPa[gage]以上の原子炉圧力を必要とし

ており，原子炉停止時の初期圧力は大気圧程度まで低下しているため，評価において原子炉

隔離時冷却系による注水に期待していない。ただし，有効性評価で想定しているような原子

炉未開放状態において事象進展とともに原子炉の圧力が上昇し，原子炉隔離時冷却系による

注水が可能となることが考えられる。なお，原子炉隔離時冷却系の点検の準備として弁の電

源等に隔離操作（アイソレーション）を実施していることも考えられるが，これらの事故時

に原子炉隔離時冷却系での注水を必要とした際は運転員がただちに復旧を実施することが

可能であるため，原子炉隔離時冷却系の使用の問題とならない。 

 

７.まとめ 

 崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失時で想定する原子炉停止１日後において，必

要な遮蔽を確保できる水位を下回ることはない。 

 また，評価条件の不確かさを考慮して原子炉停止 12 時間後，原子炉初期水温 100℃の状

態を想定した場合でも，４．で評価した必要な遮蔽を確保できる水位到達までの時間余裕で

ある約 2.7時間に比べ十分時間がある。さらに，これらの時間余裕は「添付資料 5.1.1 ２．

原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮した計算」のとおり，原子炉圧力

上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮することでさらに長くなる。 

 以上より，運転員及び作業員が現場にいる間，放射線の遮蔽は維持される。 
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除
去
系
（
原
子
炉
停
止
時

冷
却
モ
ー
ド
）
に
て
冷
却

さ
れ
て
い
る
た
め
，
そ
の

設
計
温
度
で
あ
る

52
℃
を

設
定
 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
事
故
事
象
ご
と
に
異
な
る
。
原

子
炉
水
温
が

10
0℃

か
つ
原
子
炉
停
止
か
ら

12
時
間
後
の

燃
料
の
崩
壊
熱
を
用
い
て
原
子
炉
注
水
ま
で
の
時
間
余
裕

を
評
価
す
る
と
，
必
要
な
遮
蔽
が
維
持
さ
れ
る
水
位
（
必
要

な
遮
蔽
の
目
安
と
し
た

10
mS
v
/h

が
維
持
さ
れ
る
水
位
）
で

あ
る
燃
料
棒
有
効
長
頂
部
の
約

1.
8m

上
の
高
さ
に
到
達
す

る
ま
で
の
時
間
は
事
象
発
生
か
ら
約

2.
7
時
間
と
な
る
こ

と
か
ら
，
評
価
条
件
で
あ
る
原
子
炉
水
温
が

52
℃
か
つ
原

子
炉
停
止
か
ら
１
日
後
の
燃
料
の
崩
壊
熱
の
場
合
の
評
価

よ
り
時
間
余
裕
は
短
く
な
る
が
，
注
水
操
作
は
原
子
炉
水
温

に
応
じ
た
対
応
を
と
る
も
の
で
は
な
く
，
崩
壊
熱
除
去
機
能

喪
失
に
よ
る
異
常
の
認
知
を
起
点
と
す
る
も
の
で
あ
る
こ

と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
事
故
事
象
毎
に
異
な
る
。
原
子
炉
水
温

が
10
0℃

か
つ
原
子
炉
停
止
か
ら

12
時
間
後
の
燃
料
の
崩
壊
熱
を

用
い
て
原
子
炉
注
水
ま
で
の
時
間
余
裕
を
評
価
す
る
と
，
必
要
な
遮

蔽
が
維
持
さ
れ
る
水
位
（
必
要
な
遮
蔽
の
目
安
と
し
た

10
mS
v
/h

が

維
持
さ
れ
る
水
位
）
で
あ
る
燃
料
棒
有
効
長
頂
部
の
約

1.
8ｍ

上
の

高
さ
に
到
達
す
る
ま
で
の
時
間
は
事
象
発
生
か
ら
約

2.
7
時
間
と

な
る
こ
と
か
ら
，
評
価
条
件
で
あ
る
原
子
炉
水
温
が

52
℃
か
つ
原

子
炉
停
止
か
ら
１
日
後
の
燃
料
の
崩
壊
熱
の
場
合
の
評
価
よ
り
時

間
余
裕
は
短
く
な
る
。
た
だ
し
，
必
要
な
放
射
線
の
遮
蔽
は
維
持
さ

れ
，
原
子
炉
注
水
ま
で
の
時
間
余
裕
も
十
分
な
時
間
が
確
保
さ
れ
て

い
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は

小
さ
い
。
 

※
１

 
過
去
の
プ
ラ
ン
ト
停
止
操
作
実
施
時
の
全
制
御
棒
全
挿
入
か
ら
約

24
時
間
経
過
後
の
原
子
炉
水
温
の
実
績
デ
ー
タ
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表
１

 
評
価
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
(運

転
停
止
中

(
崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失
)
)（

２
／
３
）

 

項
目
 

評
価
条
件
（
初
期
，
事
故
及
び
機
器
条

件
）
の
不
確
か
さ
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
 

評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
 

評
価
条
件
 

最
確
条
件
 

初 期 条 件
 

原
子
炉
水
位
 

通
常
運
転
水
位
 

（
気
水
分
離
器

下
端
か
ら

+8
3

㎝
）
 

通
常
運
転
水
位
 

以
上
 

原
子
炉
停
止
１
日
後
の
水

位
 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
評
価
条
件
で
設
定
し
て
い
る
原

子
炉
水
位
よ
り
高
く
な
る
た
め
，
原
子
炉
水
位
が
燃
料
棒
有

効
長
頂
部
ま
で
低
下
す
る
時
間
は
長
く
な
る
が
，
注
水
操
作

は
原
子
炉
水
位
に
応
じ
た
対
応
を
と
る
も
の
で
は
な
く
，
崩

壊
熱
除
去
機
能
喪
失
に
よ
る
異
常
の
認
知
を
起
点
と
す
る

も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影

響
は
な
い
。
 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
評
価
条
件
で
設
定
し
て
い
る
原
子
炉
水

位
よ
り
高
く
な
る
た
め
，
原
子
炉
水
位
が
燃
料
棒
有
効
長
頂
部
ま
で

低
下
す
る
時
間
は
長
く
な
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ

ー
タ
に
対
す
る
余
裕
は
大
き
く
な
る
。
 

原
子
炉
圧
力
 

大
気
圧
 

大
気
圧

※
２
 

原
子
炉
停
止
１
日
後
の
実

績
を
考
慮
し
て
設
定
 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
評
価
条
件
と
同
様
で
あ
る
た

め
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員

等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
仮
に
，
原
子
炉
圧
力

が
大
気
圧
よ
り
高
い
場
合
は
，
沸
騰
開
始
時
間
は
遅
く
な

り
，
原
子
炉
水
位
の
低
下
は
緩
和
さ
れ
る
が
，
注
水
操
作
は

原
子
炉
圧
力
に
応
じ
た
対
応
を
と
る
も
の
で
は
な
く
，
崩
壊

熱
除
去
機
能
喪
失
に
よ
る
異
常
の
認
知
を
起
点
と
す
る
も

の
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

は
な
い
。
 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
評
価
条
件
と
同
様
で
あ
る
た
め
，
事
象

進
展
に
与
え
る
影
響
は
な
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ

ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
仮
に
，
原
子
炉
圧
力
が
大
気
圧
よ
り

高
い
場
合
は
，
沸
騰
開
始
時
間
が
遅
く
な
り
，
原
子
炉
水
位
の
低
下

は
緩
和
さ
れ
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す

る
余
裕
は
大
き
く
な
る
。
 

原
子
炉
圧
力
容
器

の
状
態
 

圧
力
容
器
未
開

放
 

事
故
毎
に
 

変
化
 

燃
料
の
崩
壊
熱
及
び
保
有

水
量
の
観
点
か
ら
設
定
 

原
子
炉
圧
力
容
器
の
未
開
放
時
は
，
評
価
条
件
と
同
様
で
あ

る
た
め
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運

転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

原
子
炉
圧
力
容
器
の
開
放
時
は
，
原
子
炉
減
圧
操
作
が
不
要

と
な
る
が
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か

ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。
 

原
子
炉
圧
力
容
器
の
未
開
放
時
は
，
評
価
条
件
と
同
様
で
あ
る
た

め
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
な
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な

る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

原
子
炉
圧
力
容
器
の
開
放
時
は
，
原
子
炉
減
圧
操
作
が
不
要
と
な
る

が
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と

な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。
 

燃
料
の
容
量
 

1
,1
8
0m

3  
1
,1
8
0m

3
以
上

 

（
合
計
貯
蔵
量
）
 

発
電
所
構
内
に
貯
蔵
し
て

い
る
合
計
容
量
を
参
考

に
，
最
確
条
件
を
包
絡
で

き
る
条
件
を
設
定
 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
解
析
条
件
よ
り
も
燃
料
容
量
の

余
裕
が
大
き
く
な
る
。
ま
た
，
事
象
発
生
直
後
か
ら
最
大
負

荷
運
転
を
想
定
し
て
も
燃
料
は
枯
渇
し
な
い
こ
と
か
ら
，
運

転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

－
 

※
２

 
原
子
炉
停
止
直
後
，
原
子
炉
圧
力
容
器
耐
圧
試
験
な
ど
の
特
殊
な
場
合
を
除
く
。
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表
１

 
評
価
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
(運

転
停
止
中

(
崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失
)
)（

３
／
３
）

 

項
目
 

評
価
条
件
（
初
期
，
事
故
及
び
機
器
条

件
）
の
不
確
か
さ
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
 

評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
 

評
価
条
件
 

最
確
条
件
 

事 故 条 件
 

起
因
事
象
，
安
全
機

能
の
喪
失
に
対
す

る
仮
定
 

残
留

熱
除

去
系

の
機
能
喪
失
 

－
 

運
転
中
の
残
留
熱
除
去
系

（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
モ

ー
ド
）
の
故
障
を
想
定
 

評
価
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進

展
に
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は

な
い
。
 

評
価
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に

影
響
は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は

な
い
。
 

外
部
電
源
 

外
部
電
源
な
し
 

事
故
毎
に
変
化
 

外
部
電
源
の
有
無
は
，
崩

壊
熱
除
去
機
能
の
喪
失
に

伴
う
原
子
炉
水
位
の
低
下

に
影

響
し

な
い

こ
と

か

ら
，
資
源
の
観
点
で
厳
し

い
外
部
電
源
な
し
を
設
定
 

外
部
電
源
が
な
い
場
合
と
外
部
電
源
が
あ
る
場
合
で
は
，
事

象
進
展
は
同
じ
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に

与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

外
部
電
源
が
な
い
場
合
と
外
部
電
源
が
あ
る
場
合
で
は
，
事
象
進

展
は
同
じ
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に

与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

機 器 条 件
 

残
留
熱
除
去
系
（
低

圧
注
水
モ
ー
ド
）
 

1
,1
3
6 
m
3 /
h
で

注
水
 

1
,1
3
6 
m
3 /
h
で

注
水
 

残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注

水
モ
ー
ド
）
の
設
計
値
と

し
て
設
定
 

評
価
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進

展
に
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は

な
い
。
 

評
価
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に

影
響
は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は

な
い
。
 

残
留
熱
除
去
系
（
原

子
炉
停
止
時
冷
却

モ
ー
ド
）
 

熱
交
換
器
１
基

あ
た
り
約
９

MW

（
原
子
炉
冷
却

材
温
度

52
℃
，

海
水
温
度

30
℃

に
お
い
て
）
 

熱
交
換
器
１
基

あ
た
り
約
９

MW

（
原
子
炉
冷
却

材
温
度

52
℃
，

海
水
温
度

30
℃

に
お
い
て
）
 

残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉

停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
）
の

設
計
値
と
し
て
設
定
 

評
価
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進

展
に
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は

な
い
。
 

評
価
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に

影
響
は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は

な
い
。
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表
２

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
及
び
操
作
時
間
余
裕
(運

転
停
止
中
(崩

壊
熱
除
去
機
能
喪
失
)
)（

１
／
２
）
 

項
目
 

評
価
条
件
（
操
作
条
件
）
の
不
確
か
さ
 

操
作
の
不
確
か
さ
要
因
 

運
転
員
等
操
作

時
間
に
与
え
る

影
響
 

評
価
項
目
と

な
る
パ
ラ
メ

ー
タ
に
与
え

る
影
響
 

操
作
時
間
余
裕
 

訓
練
実
績
等
 

評
価
上
の
操
作

開
始
時
間
 

条
件
設
定
の
 

考
え
方
 

操 作 条 件
 

待
機
中
の
残
留
熱

除
去
系
（
低
圧
注

水
モ
ー
ド
）
に
よ

る
注
水
操
作
 

事
象
発
生
か
ら

２
時
間
後
 

残
留
熱
除
去
系

の
機
能
喪
失
に

伴
う
異
常
の
認

知
及
び
現
場
操

作
の
実
績
等
を

基
に
，
さ
ら
に
余

裕
を
考
慮
し
て

設
定
 

【
認
知
】
 

評
価
で
は
残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
モ
ー

ド
）
の
故
障
発
生
か
ら
残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ

ー
ド
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
操
作
の
開
始
ま
で
，
逃
が

し
安
全
弁
の
手
動
減
圧
操
作
等
を
含
め
て
事
象
発
生

か
ら
２
時
間
後
を
設
定
し
て
い
る
が
，
原
子
炉
注
水
の

必
要
性
を
認
知
す
る
こ
と
は
容
易
で
あ
る
。
よ
っ
て
，

評
価
上
の
注
水
操
作
開
始
時
間
に
対
し
，
実
際
の
注
水

操
作
開
始
時
間
が
早
く
な
る
場
合
が
考
え
ら
れ
る
。
 

 【
要
員
配
置
】
 

中
央
制
御
室
内
で
の
操
作
の
み
で
あ
り
，
運
転
員
は
中

央
制
御
室
に
常
駐
し
て
い
る
こ
と
か
ら
，
操
作
開
始
時

間
に
与
え
る
影
響
な
し
。
 

 【
移
動
】
 

中
央
制
御
室
内
で
の
操
作
の
み
で
あ
り
，
操
作
開
始
時

間
に
与
え
る
影
響
な
し
。
 

 【
操
作
所
要
時
間
】
 

残
留
熱
除
去
系
の
ポ
ン
プ
起
動
操
作
及
び
注
入
弁
の

開
操
作
は
，
制
御
盤
の
操
作
ス
イ
ッ
チ
に
よ
る
操
作
の

た
め
，
簡
易
な
操
作
で
あ
る
。
ま
た
，
原
子
炉
水
位
の

低
下
に
対
し
て
操
作
に
要
す
る
時
間
は
短
い
。
 

 【
他
の
並
列
操
作
有
無
】
 

当
該
操
作
を
実
施
す
る
運
転
員
は
，
残
留
熱
除
去
系

（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
の
原
子
炉
注
水
操
作
時
に
他
の

並
列
操
作
は
な
く
，
操
作
開
始
時
間
に
与
え
る
影
響
は

な
し
。
 

 【
操
作
の
確
実
さ
】
 

中
央
制
御
室
に
お
け
る
操
作
は
，
制
御
盤
の
操
作
ス
イ

ッ
チ
に
よ
る
簡
易
な
操
作
の
た
め
，
誤
操
作
は
起
こ
り

に
く
く
，
そ
の
た
め
誤
操
作
等
に
よ
り
操
作
時
間
が
長

く
な
る
可
能
性
は
低
い
。
 

崩
壊
熱
除
去
機

能
喪
失
に
よ
る

異
常
の
認
知
に

よ
り
原
子
炉
注

水
の
必
要
性
を

確
認
し
操
作
を

実
施
す
る
こ
と

は
容
易
で
あ
り
，

評
価
で
は
事
象

発
生
か
ら
２
時

間
後
の
注
水
操

作
開
始
を
設
定

し
て
い
る
が
，
実

態
の
注
水
操
作

開
始
時
間
は
早

く
な
る
可
能
性

が
あ
る
こ
と
か

ら
，
運
転
員
等
操

作
時
間
に
対
す

る
余
裕
は
大
き

く
な
る
。
 

実
態
の
操
作

開
始
時
間
が

早
ま
り
，
原
子

炉
水
位
の
低

下
を
緩
和
す

る
可
能
性
が

あ
る
こ
と
か

ら
，
評
価
項
目

と
な
る
パ
ラ

メ
ー
タ
に
対

す
る
余
裕
は

大
き
く
な
る
。
 

通
常
運
転
水
位
か
ら
放
射
線
の
遮
蔽

が
維
持
さ
れ
る
最
低
水
位
に
到
達
す

る
ま
で
の
時
間
は
事
象
発
生
か
ら
約

4
.3

時
間
，
原
子
炉
水
位
が
燃
料
棒
有

効
長
頂
部
ま
で
低
下
す
る
時
間
が
事

象
発
生
か
ら
約

6.
1
時
間
で
あ
り
，
事

故
を
認
知
し
て
注
水
を
開
始
す
る
ま

で
の
時
間
は
事
象
発
生
か
ら
２
時
間

後
で
あ
る
た
め
，
準
備
時
間
が
確
保
で

き
る
こ
と
か
ら
，
時
間
余
裕
が
あ
る
。
 

評
価

上
は

作
業

成

立
性

を
踏

ま
え

事

象
発

生
か

ら
２

時

間
後
と
し
て
お
り
，

こ
の
う
ち
，
残
留
熱

除
去
系
（
低
圧
注
水

モ
ー
ド
）に

よ
る
原

子
炉

注
水

の
起

動

操
作
は
，所

要
時
間

1
0
分
想
定
の
と
こ

ろ
，
訓
練
実
績
で
は

約
２
分
で
あ
る
。
 

想
定

で
意

図
し

て

い
る

運
転

操
作

が

実
施

可
能

な
こ

と

を
確
認
し
た
。
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表
２

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
及
び
操
作
時
間
余
裕
(運

転
停
止
中
(崩

壊
熱
除
去
機
能
喪
失
)
)（

２
／
２
）
 

項
目
 

評
価
条
件
（
操
作
条
件
）
の
不
確
か
さ
 

操
作
の
不
確
か
さ
要
因
 

運
転
員
等
操
作

時
間
に
与
え
る

影
響
 

評
価
項
目
と

な
る
パ
ラ
メ

ー
タ
に
与
え

る
影
響
 

操
作
時
間
余
裕
 

訓
練
実
績
等
 

評
価
上
の
操
作

開
始
時
間
 

条
件
設
定
の
 

考
え
方
 

操 作 条 件
 

待
機
中
の
残
留
熱

除
去
系
（
 原

子
炉

停
止
時
冷
却
モ
ー

ド
）
に
よ
る
崩
壊

熱
除
去
機
能
復
旧
 

事
象
発
生
か
ら

２
時
間

30
分
後
 

運
転
手
順
書
等

を
踏
ま
え
て
設

定
 

残
留
熱

除
去

系
の

低
圧

注
水
モ

ー
ド
に

よ
り

原
子

炉

へ
の
注
水
を
実
施
し
て
い
る
こ
と
か
ら
，
原
子
炉
停
止

時
冷
却

モ
ー

ド
に

よ
る

崩
壊
熱

除
去
機

能
復

旧
に

は

時
間
余
裕
が
あ
る
。
 

－
 

－
 

－
 

評
価
上
は
作
業
成

立
性
を
踏
ま
え
，原

子
炉
水
位
回
復
か

ら
30

分
後
と
し
て

お
り
，
こ
の
う
ち
，

系
統
構
成
及
び
ポ

ン
プ
の
起
動
は
，所

要
時
間

30
分
想
定

の
と
こ
ろ
，
訓
練
実

績
等
で
は
約

16
分

で
あ
る
。
 

想
定
で
意
図
し
て

い
る
運
転
操
作
が

実
施
可
能
な
こ
と

を
確
認
し
た
。
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添付資料 5.1.8 

７日間における燃料の対応について（運転停止中（崩壊熱除去機能喪失）） 

保守的にすべての設備が，事象発生直後から７日間燃料を消費するものとして

評価する。 

時系列 合計 判定 

非常用ディーゼル発電機 ２台起動※１ 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1.618m3/h×24h×７日×２台＝543.648m3 ７日間の 

軽油消費量 

約 700m3 

ディーゼル燃料

貯蔵タンクの容

量は約 730m3で

あり，７日間対

応可能 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 １台起動 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

0.927m3/h×24h×７日×１台＝155.736m3 

緊急時対策所用発電機 １台 

0.0469 m3/h×24h×７日×１台＝7.8792m3 

７日間の 

軽油消費量 

約８m3 

緊急時対策所用

燃料地下タンク

の容量は約 45m3

であり，７日間

対応可能 

※１ 事故収束に必要な非常用ディーゼル発電機は１台であるが，保守的に非常用ディーゼ

ル発電機２台を起動させて評価した。 添
付
資
料

2.1.6
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5.2 全交流動力電源喪失 

5.2.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」に含まれる事故シーケンス

は，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，「外部電源喪失

＋交流電源喪失」及び「外部電源喪失＋直流電源喪失」である。 

 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基本的考え方 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」では，原子炉の運転停止中

に全交流動力電源が喪失することにより，原子炉の注水機能及び除熱機能が喪

失することを想定する。このため，燃料の崩壊熱により原子炉冷却材が蒸発す

ることから，緩和措置がとられない場合には，原子炉水位の低下により燃料が

露出し，燃料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，全交流動力電源が喪失したことによって燃料

損傷に至る事故シーケンスグループである。このため，運転停止中の原子炉に

おける燃料損傷防止対策の有効性評価には，全交流動力電源に対する重大事故

等対処設備に期待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，運転員が異常を認知して，常

設代替交流電源設備による電源供給，低圧原子炉代替注水系（常設）による原

子炉注水を行うことによって，燃料損傷の防止を図る。また，原子炉補機代替

冷却系を介した残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による最終的な熱の

逃がし場へ熱の輸送を行うことにより，原子炉を除熱する。 

 

(3) 燃料損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」における機能喪失に対して，

燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可能とするため，初期

の対策として常設代替交流電源設備による給電手段，低圧原子炉代替注水系

（常設）による原子炉注水手段を整備する。また，安定状態に向けた対策とし

て原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）に

よる原子炉除熱手段を整備する。これらの対策の概略系統図を第 5.2.1－1(1)

図及び第 5.2.1－1 (2)図に，手順の概要を第 5.2.1－2図に示すとともに，重

大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における設備と操作

手順の関係を第 5.2.1－1表に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにおいて，重大事故

等対策に必要な要員は，緊急時対策要員 29 名である。その内訳は次のとおり

である。中央制御室の運転員は，当直長１名，当直副長１名，運転操作対応を

行う運転員３名である。発電所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を

行う要員は５名，復旧班要員 19 名である。必要な要員と作業項目について第

5.2.1－3図に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目を重

要事故シーケンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，29 名で対処可能

である。 

 

ａ. 全交流動力電源喪失による残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）停止

確認 
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原子炉の運転停止中に全交流動力電源が喪失し，残留熱除去系（原子炉停

止時冷却モード）運転停止による崩壊熱除去機能が喪失する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止による崩壊熱除去機能

喪失を確認するために必要な計装設備は，残留熱除去ポンプ出口流量である。 

 

ｂ. 早期の電源回復不能判断及び対応準備 

中央制御室からの操作により外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機等

の起動ができず，非常用高圧母線（6.9kV）の電源回復ができない場合，早期

の電源回復不能と判断する。これにより，常設代替交流電源設備，原子炉補

機代替冷却系，低圧原子炉代替注水系（常設）の準備を開始する。 

 

ｃ．自動減圧機能付き逃がし安全弁による原子炉の低圧状態維持 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止により原子炉水温が

100℃に到達し，原子炉圧力が上昇することから，原子炉圧力を低圧状態に

維持するため，中央制御室からの遠隔操作により自動減圧機能付き逃がし安

全弁１個を開操作する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止による原子炉水温の上

昇を確認するために必要な計装設備は，原子炉圧力容器温度（ＳＡ）である。 

自動減圧機能付き逃がし安全弁による原子炉の低圧状態維持を確認するた

めに必要な計装設備は，原子炉圧力（ＳＡ），原子炉圧力等である。 

 

ｄ．低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水 

常設代替交流電源設備による交流電源供給を確認後，中央制御室からの遠

隔操作により低圧原子炉代替注水ポンプを手動起動し，低圧原子炉代替注水

系（常設）による原子炉注水を開始する。これにより，原子炉水位が回復す

る。 

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水を確認するために必要な

計装設備は，原子炉水位（広帯域），代替注水流量（常設）等である。 

 

ｅ．残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による崩壊熱除去機能回復 

原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系の準備が完了後，中央制御室

からの遠隔操作により残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転を再開

する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転の再開を確認するために必

要な計装設備は，残留熱除去系熱交換器入口温度等である。 

崩壊熱除去機能回復後，自動減圧機能付き逃がし安全弁を全閉とし，原子

炉低圧状態の維持を停止する。 

 

5.2.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価するうえで選定した重要事故シーケンス

は，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，「外部電源喪失

＋交流電源喪失」である。 

なお，「5.1 崩壊熱除去機能喪失」で考慮している原子炉補機冷却機能喪失

により残留熱除去機能が喪失した場合については，事象進展が同様なので併せ
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て本重要事故シーケンスにおいて燃料損傷防止対策の有効性を確認する。 

本評価で想定するプラント状態においては，崩壊熱，原子炉冷却材及び注水

手段の多様性の観点から，「ＰＯＳ－Ａ 格納容器及び原子炉圧力容器の開放

並びに原子炉ウェル満水への移行状態」が燃料棒有効長頂部の冠水，放射線の

遮蔽が維持される水位の確保及び未臨界の確保に対して，最も厳しい想定であ

る。したがって，当該プラント状態を基本とし，他のプラント状態も考慮した

想定において評価項目を満足することを確認することにより，運転停止中の他

のプラント状態においても，評価項目を満足できる。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重要事故シーケンス

における運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える

影響及び操作時間余裕を評価する。 

（添付資料 5.1.1，5.1.2） 

(2) 有効性評価の条件

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な評価条件を第5.2.2

－1表に示す。また，主要な評価条件について，本重要事故シーケンス特有の

評価条件を以下に示す。 

ａ．初期条件 

(a) 原子炉圧力容器の状態

原子炉圧力容器の未開放時について評価する。原子炉圧力容器の開放時に

ついては，燃料の崩壊熱及び保有水量の観点から，未開放時の評価に包絡さ

れる。 

(b) 崩壊熱

原子炉停止後の崩壊熱は，ＡＮＳＩ/ＡＮＳ-5.1-1979の式に基づくものと

し，また，崩壊熱を厳しく見積もるために，原子炉停止１日後の崩壊熱を

用いる。このときの崩壊熱は約 14.0MWである。 

なお，崩壊熱に相当する原子炉冷却材の蒸発量は約 23m3/hである。 

（添付資料 5.1.3） 

(c) 原子炉水位及び原子炉水温

事象発生前の原子炉水位は通常運転水位とし，また，原子炉水温は 52℃と

する。 

(d) 原子炉圧力

原子炉の初期圧力は大気圧が維持されているものとする。また，事象発

生後において，水位低下量を厳しく見積もるために，原子炉圧力は大気圧

に維持されているものとする※１。 

※１ 実操作では低圧原子炉代替注水系（常設）の注水準備が完了した後

で原子炉減圧を実施することとなり，低圧原子炉代替注水系（常設）

の注水特性に応じて大気圧より高い圧力で注水が開始されることと

なる。大気圧より高い圧力下での原子炉冷却材の蒸発量は大気圧下

と比べ小さくなるため，原子炉圧力が大気圧に維持されているとし

た評価は保守的な条件となる。 



5.2-4 

ｂ．事故条件 

(a) 起因事象

起因事象として，送電系統又は所内主発電設備の故障等によって，外部

電源を喪失するものとする。 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定

すべての非常用ディーゼル発電機等の機能喪失を想定し，全交流動力電源

を喪失するものとする。また，原子炉補機冷却系の機能喪失を重畳させる

ものとする。 

(c) 外部電源

外部電源は使用できないものと仮定する。起因事象として，外部電源を喪

失するものとしている。 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 低圧原子炉代替注水系（常設）

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水流量は 200m3/hとする。

(b) 原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

伝熱容量は，熱交換器１基あたり約 15.7MW（原子炉冷却材温度 100℃，

海水温度 30℃において）とする。 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対する

仮定」に示す分類に従って以下のとおり設定する。 

(a) 事象発生２時間までに常設代替交流電源設備によって交流電源の供給

を開始する。

(b) 低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，事象発生２時間

後から開始する。

(c) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は，軸受等の冷却が必要とな

るため，原子炉補機代替冷却系の準備が完了する事象発生 10 時間後から

開始する。

(3) 有効性評価の結果

本重要事故シーケンスにおける原子炉水位の推移を第 5.2.2－1 図に，原子

炉水位と線量率の関係を第 5.2.2－2図に示す。 

ａ．事象進展 

事象発生後，全交流動力電源喪失に伴い崩壊熱除去機能が喪失することに

より原子炉水温が上昇し，事象発生から約 0.9時間後に沸騰，蒸発すること

により原子炉水位は低下し始める。常設代替交流電源設備による交流電源の

供給を開始し，事象発生から２時間経過した時点で，低圧原子炉代替注水系

（常設）による原子炉注水を行うことによって，原子炉水位は燃料棒有効長

頂部の約 4.0m 上まで低下するにとどまる。原子炉水位回復後は，蒸発量に

応じた注水を実施することによって，原子炉水位を適切に維持することがで

きる。 

事象発生から 10 時間経過した時点で，原子炉補機代替冷却系を介した残

留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による原子炉除熱を開始することに
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よって，原子炉水温は低下する。 

 

ｂ．評価項目等 

原子炉水位は，第 5.2.2－1図に示すとおり，燃料棒有効長頂部の約 4.0m

上まで低下するに留まり，燃料は冠水を維持する。 

原子炉圧力容器は未開放であり，第 5.2.2－2 図に示すとおり，必要な遮

蔽※２が維持される水位である燃料棒有効長頂部の約 1.8m 上を下回ることが

ないため，放射線の遮蔽は維持される。なお，線量率の評価点は原子炉建物

原子炉棟４階の燃料取替機台車床としている。また，全制御棒全挿入状態が

維持されているため，未臨界は確保されている。 

なお，事象発生前に現場にいた作業員の退避における放射線影響について

は現場環境が悪化する前に退避が可能であるため，影響はない。 

事象発生２時間後から，常設代替交流電源設備により電源を供給された低

圧原子炉代替注水系（常設）の安定した原子炉注水を継続することから，長

期的に原子炉圧力容器及び原子炉格納容器の安定状態を継続できる。 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す

(1)から(3)の評価項目について，対策の有効性を確認した。 

※２ 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv/h とする。全交流動力電源喪失

における原子炉建物原子炉棟４階での作業時間及び作業員の退避は２

時間以内であり，作業員の被ばく量は最大でも 20mSv となるため，緊

急作業時における被ばく限度の 100mSvに対して，余裕がある。 

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建物原子炉棟４階

での操作を必要な作業としていないが，燃料プールスプレイ系（可搬型

スプレイノズル使用）を使用した燃料プールへの注水について仮に考慮

し，可搬型スプレイノズル及びホースの設置にかかる作業時間を想定し

た。 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv/h は，定期事業者検査作業時で

の原子炉建物原子炉棟４階における線量率を考慮した値である。 

この線量率となる水位は燃料棒有効長頂部の約 1.8m 上（通常水位か

ら約 3.3m下）の位置である。 

（添付資料4.1.2，5.1.5，5.1.6，5.2.1） 

 

5.2.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与える影響，

評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，原子炉の運転停止中に全交流動力電源が喪失し，残留

熱除去系（原子炉停止時冷却モード）等による崩壊熱除去機能を喪失することが特

徴である。また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，常設代替交流電源設

備による受電及び低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水操作並びに原子

炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による原子炉

除熱操作とする。 

 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，第 5.2.2
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－1表に示すとおりであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件とした

場合の影響を評価する。また，評価条件の設定に当たっては，評価項目とな

るパラメータに対する余裕が小さくなるような設定があることから,その中

で事象進展に有意な影響を与えると考えられる項目に関する影響評価の結

果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 14.0MW に対して最確条件は

約 14.0MW 以下であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場

合は，評価条件で設定している燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉

水温の上昇及び原子炉水位の低下は緩和されるが，注水操作や給電操作は

崩壊熱に応じた対応をとるものではなく，全交流動力電源の喪失による異

常の認知を起点とするものであることから，運転員等操作時間に与える影

響はない。 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最確条件は約 29℃

～約 46℃であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，

事故事象ごとに異なる。原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12時間後

の燃料の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価すると，必要な

遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安とした 10mSv/hが維持される水

位）である燃料棒有効長頂部の約 1.8m 上の高さに到達するまでの時間は

事象発生から約 2.7 時間となることから，評価条件である原子炉水温が

52℃，原子炉停止から１日後の燃料の崩壊熱の場合の評価より時間余裕は

短くなるが，注水操作や給電操作は原子炉水温に応じた対応をとるもので

はなく，全交流動力電源の喪失による異常の認知を起点とするものである

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に対して最確条件は

通常運転水位以上であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした

場合は，評価条件で設定している原子炉水位より高くなるため，原子炉水

位が燃料棒有効長頂部まで低下する時間は長くなるが，注水操作や給電操

作は原子炉水位に応じた対応をとるものではなく，全交流動力電源の喪失

による異常の認知を起点とする操作であることから，運転員等操作時間に与

える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して最確条件も大気圧で

あり，評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件と同

様であるため，事象進展に与える影響はないことから，運転員等操作時間

に与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気圧より高い場合は，沸騰開

始時間は遅くなり，原子炉水位の低下は緩和されるが，注水操作や給電操

作は原子炉圧力に応じた対応をとるものではなく，全交流動力電源の喪失

による異常の認知を起点とするものであることから，運転員等操作時間に

与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子炉圧力容器の未開

放に対して最確条件は事故事象ごとに異なるものであり，評価条件の不確

かさとして，原子炉圧力容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，

事象進展に与える影響はないことから，運転員等操作時間に与える影響は

ない。原子炉圧力容器の開放時は，原子炉減圧操作が不要となるが，事象

進展に与える影響は小さいことから，運転員等操作時間に与える影響は小
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さい。 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 14.0MW に対して最確条件は

約 14.0MW 以下であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場

合は，評価条件で設定している燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉

水温の上昇及び原子炉水位の低下は緩和されることから，評価項目となる

パラメータに対する余裕は大きくなる。仮に，原子炉停止後の時間が短く，

燃料の崩壊熱が大きい場合は，注水までの時間余裕が短くなることから，

評価項目に対する余裕は小さくなる。原子炉停止から 12 時間後の燃料の

崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価すると，必要な遮蔽が維

持される水位（必要な遮蔽の目安とした 10mSv/hが維持される水位）であ

る燃料棒有効長頂部の約 1.8m 上の高さに到達するまでの時間は事象発生

から約 2.7時間，燃料棒有効長頂部到達まで事象発生から約 4.2時間とな

ることから，評価条件である原子炉停止１日後の評価より時間余裕は短く

なる。ただし，本時間に対して作業員が現場から退避するまでの時間及び

原子炉注水までの時間は確保されているため放射線の遮蔽は維持され，原

子炉水位が燃料棒有効長頂部を下回ることはないことから，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最確条件は約 29℃

～約 46℃であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，

事故事象ごとに異なる。原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12時間後

の燃料の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価すると，必要な

遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安とした 10mSv/hが維持される水

位）である燃料棒有効長頂部の約 1.8m 上の高さに到達するまでの時間は

事象発生から約 2.7 時間となることから，評価条件である原子炉水温が

52℃かつ原子炉停止から１日後の燃料の崩壊熱の場合の評価より時間余

裕は短くなる。 

ただし，必要な放射線の遮蔽は維持され，原子炉注水までの時間余裕も

十分な時間が確保されていることから，評価項目となるパラメータに与え

る影響は小さい。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に対して最確条件は通

常運転水位以上であり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場

合は，評価条件で設定している原子炉水位より高くなるため，原子炉水位が

燃料棒有効長頂部まで低下する時間は長くなることから，評価項目となる

パラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して最確条件も大気圧で

あり，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件と同

様であるため，事象進展に与える影響はないことから，評価項目となるパラ

メータに与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気圧より高い場合は，沸

騰開始時間は遅くなり，原子炉水位の低下は緩和されることから，評価項目

となるパラメータに対する余裕は大きくなる※３。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子炉圧力容器の未開

放に対して最確条件は事故事象ごとに異なるものであり，本評価条件の不

確かさとして，原子炉圧力容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，
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事象進展に与える影響はないことから，評価項目となるパラメータに与え

る影響はない。原子炉圧力容器の開放時は，原子炉減圧操作が不要となる

が，事象進展に与える影響は小さいことから，評価項目となるパラメータ

に与える影響は小さい。 

※３ 原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮した評価。 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，「要員配置」，「移

動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」の６要因

に分類し，これらの要因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，

運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータに与える影響

を評価し，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧原子炉代替注水

系（常設）による原子炉注水操作は，評価上の操作開始時間として，事象

発生から２時間後を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，

常設代替交流電源設備からの受電操作についてはＳＡ低圧母線及び２系

列の非常用高圧母線の電源回復を想定しているが，低圧原子炉代替注水系

（常設）はＳＡ低圧母線の電源回復後に運転可能であり，原子炉注水操作

開始の時間が早まり，原子炉水位の回復が早まる可能性があることから，

運転員等操作時間に対する余裕は大きくなる。 

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，低圧原子炉代

替注水ポンプの起動操作が常設代替交流電源設備からの受電操作の影響

を受けるが，低圧原子炉代替注水系（常設）はＳＡ低圧母線の電源回復後

に運転可能であり，原子炉注水操作開始の時間が早まり，原子炉水位の回

復が早まる可能性があることから，運転員等操作時間に対する余裕は大き

くなる。 

操作条件の原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系（原子炉停止時

冷却モード）による原子炉除熱操作は，評価上の操作開始時間として，事

象発生から 10 時間後を設定している。運転員等操作時間に与える影響と

して，準備操作が想定より短い時間で完了することで操作開始時間が早ま

る可能性があることから，運転員等操作時間に対する余裕は大きくなる。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧原子炉代替注水

系（常設）による原子炉注水操作は，運転員等操作時間に与える影響とし

て，実態の操作開始時間が早まり，原子炉水位の低下を緩和する可能性が

あることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

操作条件の原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系（原子炉停止時

冷却モード）による原子炉除熱操作は，運転員等操作時間に与える影響と

して，操作開始時間は評価上の想定より早まる可能性があるが，原子炉へ

の注水をすでに実施していることから，評価項目となるパラメータに与え

る影響はない。 

（添付資料 5.1.1, 5.1.6, 5.2.2） 

 

(2) 操作時間余裕の把握 
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操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となる

パラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確

認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧原子炉代替注水系（常

設）による原子炉注水操作は，通常運転水位から放射線の遮蔽が維持される最

低水位に到達するまでの時間は事象発生から約 4.3時間，原子炉水位が燃料棒

有効長頂部まで低下する時間は事象発生から約 6.1時間であり，事故を認知し

て注水を開始するまでの時間が事象発生から２時間後であるため，準備時間が

確保できることから，時間余裕がある。 

操作条件の原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系（原子炉停止時冷却

モード）による原子炉除熱操作は，事象発生から 10時間後の操作であるため，

準備時間が確保できることから，時間余裕がある。仮に，操作が遅れる場合は，

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉への注水は継続する。 

（添付資料 5.1.1, 5.1.6, 5.2.2） 

 

(3) まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与える影

響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。そ

の結果，評価条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場

合においても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範

囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

 

5.2.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において，重大事故等対策

時に必要な要員は，「5.2.1(3) 燃料損傷防止対策」に示すとおり 29名である。

「6.2 重大事故等対策時に必要な要員の評価結果」で説明している緊急時対策

要員の 43名で対処可能である。 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において，水源，燃料及び

電源は，「6.1(2) 資源の評価条件」の条件にて評価している。その結果を以下

に示す。 

 

ａ．水源 

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水については，７日間の対

応を考慮すると，約 300m3の水が必要となる。水源として，低圧原子炉代替

注水槽に約 740m3及び輪谷貯水槽（西１／西２）に約 7,000m3の水を保有し

ている。これにより，必要な水源は確保可能である。また，事象発生２時間

30分後以降に輪谷貯水槽（西１／西２）の水を大量送水車により低圧原子炉

代替注水槽へ給水することで，低圧原子炉代替注水槽を枯渇させることなく

低圧原子炉代替注水槽を水源とした７日間の継続実施が可能である。 

（添付資料 5.2.3） 
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ｂ．燃料 

常設代替交流電源設備による電源供給については，保守的に事象発生直後

からの運転を想定すると，７日間の運転継続に約 352m3の軽油が必要となる。

ガスタービン発電機用軽油タンクにて約 450m3の軽油を保有しており，これ

らの使用が可能であることから，常設代替交流電源設備による電源供給につ

いて，７日間の継続が可能である。 

大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への給水については，保守的に事

象発生直後からの大量送水車の運転を想定すると，７日間の運転継続に約

11m3の軽油が必要となる。原子炉補機代替冷却系の大型送水ポンプ車につい

ては，事象発生直後からの大型送水ポンプ車の運転を想定すると，７日間の

運転継続に約 53m3の軽油が必要となる。合計約 64m3の軽油が必要となる。

ディーゼル燃料貯蔵タンクにて約 730m3の軽油を保有しており，これらの使

用が可能であることから，大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への給水

及び原子炉補機代替冷却系の運転について，７日間の継続が可能である。 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，事象発生直後からの運

転を想定すると，７日間の運転継続に約８m3の軽油が必要となる。緊急時対

策所用燃料地下タンクにて約45m3の軽油を保有しており，この使用が可能で

あることから，緊急時対策所用発電機による電源供給について，７日間の継

続が可能である。 

（添付資料 5.2.4） 

 

ｃ．電源 

常設代替交流電源設備の電源負荷については，重大事故対策等に必要な負

荷として，約 2,406kW 必要となるが，常設代替交流電源設備は連続定格容量

が約 4,800kWであり，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対しての電源供給が

可能である。 

蓄電池の容量については，交流電源が復旧しない場合を想定しても，不要

な直流負荷の切り離し等を行うことにより，24時間の直流電源供給が可能で

ある。 

（添付資料 5.2.5） 

 

5.2.5 結論  

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」では，原子炉の運転停止中に全

交流動力電源が喪失し，残留熱除去系等による崩壊熱除去機能を喪失することが特

徴である。事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」に対する燃料損傷防止

対策としては，初期の対策として，常設代替交流電源設備による交流電源供給手

段，低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水手段，安定状態に向けた対

策として，原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系（原子炉停止時冷却モー

ド）による原子炉除熱手段を整備している。 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」の重要事故シーケンス「外部

電源喪失＋交流電源喪失」について有効性評価を行った。 

上記の場合においても，常設代替交流電源設備による交流電源供給，低圧原子

炉代替注水系（常設）による原子炉注水及び原子炉補機代替冷却系を介した残留

熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による原子炉除熱を実施することにより，
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燃料損傷することはない。 

その結果，燃料棒有効長頂部の冠水，放射線遮蔽の維持及び未臨界の確保がで

きることから，評価項目を満足している。また，安定状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間及び評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。また，対策の有効性が確認できる範囲内にお

いて，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕があ

る。 

重大事故等対策時に必要な要員は，緊急時対策要員にて確保可能である。また，

必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

以上のことから，低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水及び原子炉

補機代替冷却系を介した残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による原子炉

除熱等の燃料損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して有効である

ことが確認でき，事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」に対して有効

である。 
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第5.2.1－1(1)図 「全交流動力電源喪失」の重大事故等対策の概略系統図 

（原子炉減圧及び原子炉注水） 
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第5.2.1－1(2)図 「全交流動力電源喪失」の重大事故等対策の概略系統図 

（原子炉停止時冷却） 

 
  



5.2.1－2図 「全交流動力電源喪失」の対応手順の概要

凡例 

：操作・確認 

：判断 

：操作及び判断 

：プラント状態（評価） 

：復旧班要員の作業 

：運転員と復旧班要員の共同作業 

：評価上考慮しない操作・確認 

残留熱除去系（原子炉停止時 

冷却モード）起動 

原子炉補機代替冷却系 

（移動式代替熱交換設備，

大型送水ポンプ車） 

起動準備及び系統構成 

非常用高圧母線受電※６ 

原子炉補機代替冷却系（移動式代替熱交換 

設備，大型送水ポンプ車）起動 

非常用ディーゼル発電機等

機能喪失を確認 

自動減圧機能付き逃がし安全弁１個 

による原子炉減圧※４ 

低圧原子炉代替注水系（常設）による 

原子炉への注水確認※７

低圧原子炉代替注水系（常設）により 

原子炉水位維持※８ 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

による原子炉冷却 

号炉間電力融通，高圧
発電機車による非常用

高圧母線受電 

復水輸送系，消火系， 
低圧原子炉代替注水
系（可搬型）による 

原子炉注水 

大量送水車による低圧原子炉 

代替注水槽への補給準備 

大量送水車による低圧原子炉 

代替注水槽への補給操作 

非常用高圧母線受電準備※５ 

燃料補給準備 

外部電源，非常用

ディーゼル発電機

等回復操作 

（起動失敗の場合） 

（起動失敗の場合） 

原子炉補機代替冷却系を使用した残留熱除去系

（原子炉停止時冷却モード）により冷却を継続

し，機能喪失している設備の復旧に努める。 

ＳＡ低圧母線受電 

低圧原子炉代替注水系（常設）停止 

Ⅰ 

Ⅱ 

【有効性評価の対象とはしていないが，他に取り得る手段】 

Ⅰ：常設代替交流電源設備が使用できない場合は，号炉間電力融通

又は高圧発電機車により電源を供給する。（電源容量により使

用できる設備が限られる。） 

Ⅱ：低圧原子炉代替注水系（常設）と同等の流量は確保できないが，

復水輸送系，消火系による代替注水も実施可能である。 

注水開始時間は遅くなるが，低圧原子炉代替注水系（可搬型）

による代替注水も実施可能である。 

Ⅲ：大型送水ポンプ車を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却モ

ード）又は原子炉浄化系による崩壊熱除去も実施可能である。 

原子炉冷却材温度 100℃到達 

【２時間後】 

※１：中央制御室にて，機器ランプ表示，警報，ポンプ出口圧力，ポ

ンプ出口流量等にて確認する。

※２：中央制御室からの遠隔操作により外部電源受電及び非常用ディ

ーゼル発電機等の起動ができず非常用高圧母線の電源回復がで

きない場合，早期の電源回復不能と判断する。 

※３：重大事故等発生を通信連絡設備により確認した現場作業員は退

避を実施する。なお，すべての現場作業員の退避が完了するま

での時間は１時間 30 分程度である。 

早期の電源回復不能を確認※２ 

原

子

炉

へ

の

注

水
全交流動力電源喪失 

常設代替交流電源設備起動 

低圧原子炉代替注水系（常設）起動 

（ケーブル接続後） 

自動減圧機能付き逃がし安全弁「全閉」 

燃料プール 

冷却系起動 

原子炉の状態が静定後，燃料プール 

冷却を再開する

（適宜実施） 

可搬型設備への 

燃料補給 

（適宜実施） 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

停止を確認※１ 

原子炉水位回復を確認 

現場作業員への 

退避指示※３ 

※４：実操作においては，作業員の退避後に操作を実施する

が，評価上，原子炉の水位低下量を厳しく見積もるた

めに，原子炉水温が 100℃に到達した時点で，自動減圧

機能付き逃がし安全弁１個の手動操作によって原子炉

圧力が大気圧に維持されているものとする。 

※５：復電時に不要な負荷が起動するのを防止するための負

荷切り離しを含む。 

※６：非常用高圧母線２系列のうち，１系列は移動式代替熱

交換設備ケーブル接続後に受電する。 

※７：注水前の原子炉最低水位は燃料棒有効長頂部（ＴＡＦ）

から約 4.0m 上（レベル３から約 43cm 下）となる。 

※８：原子炉水位回復後は，蒸発量に応じた原子炉注水を実

施し，原子炉水位を通常水位に維持する。評価上は考

慮していないが，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モ

ード）を運転する場合は，原子炉水位を高めに維持す

る。 

<約 0.9 時間> 

【  】：時刻（評価条件） 

< > ：時刻（評価結果）

【0 秒】 外部電源喪失発生 

プラント前提条件 

・プラント停止後１日目

・原子炉圧力容器閉鎖中

・原子炉格納容器開放中

・主蒸気隔離弁全閉

・Ａ－残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転中

・Ｂ－残留熱除去系（低圧注水モード）待機中

・Ｃ－残留熱除去系（低圧注水モード）停止中

・原子炉水位  通常水位（気水分離器下端から＋83 ㎝）

【10 時間後】 

原子炉補機代替冷却系を用いた残留熱除

去系（原子炉停止時冷却モード）以外に

よる崩壊熱除去 

・大型送水ポンプ車を用いた残留熱除去

系（原子炉停止時冷却モード）による

崩壊熱除去

・原子炉浄化系による崩壊熱除去

Ⅲ 

（起動失敗の場合） 
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第 5.2.1－3図 「全交流動力電源喪失」の作業と所要時間 
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責任者 当直長 1人
中央制御室監視

緊急時対策本部連絡

指揮者 当直副長 1人 運転操作指揮

指示者 1人 初動での指揮

連絡責任者

連絡担当者
4人 発電所内外連絡

運転員

（中央制御室）
復旧班要員

・ 外部電源喪失確認

・ 非常用ディーゼル発電機等機能喪失確認

・ 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）停止確認 Ａ－残留熱除去系

・ 早期の電源復旧不能判断

― ― ・ 非常用ディーゼル発電機等　機能回復

― ― ・ 外部電源　回復

現場作業員への退避指示 ― ― ・ 当直長による現場作業員への退避指示
評価上考慮せず

中央制御室で当直長が指示する

常設代替交流電源設備

起動操作

（1人）

A
― ・ 常設代替交流電源設備起動，受電操作

（1人）

A
― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電準備（中央制御室）

― ― ・ 放射線防護具準備

― ― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電準備（現場）

（1人）

A
― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電操作（中央制御室） 5分

― ― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電操作（現場） 5分

（1人）

A
― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電準備（中央制御室） 　　25分

― ― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電準備（現場） 25分

（1人）

A
― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電操作（中央制御室） 5分

― ― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電操作（現場） 5分

原子炉減圧操作
（1人）

A
― ・ 自動減圧機能付き逃がし安全弁　１個　手動開放操作 10分

原子炉補機海水系回復操作 － ― ・ 原子炉補機海水系　機能回復
評価上考慮せず

対応可能な要員により対応する

― ― ・ 注水弁電源切替え操作 20分

（1人）

A
― ・ 低圧原子炉代替注水系（常設）起動/運転確認/系統構成

低圧原子炉代替注水系

（常設）注水操作

（1人）

A
― ・ 低圧原子炉代替注水系（常設）注水弁操作

― ・ 放射線防護具準備

―
・ 大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への補給準備

　（大量送水車配置，ホース展張，接続）

―
（2人）

a,b
・ 大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への補給

―
（12人）

a～l
・ 資機材配置及びホース敷設，系統水張り，起動

― ・ 放射線防護具準備 10分

― ・ 電源ケーブル接続

― ― ・ 原子炉補機代替冷却系　系統構成

―
（2人）

c,d
・ 原子炉補機代替冷却系　運転状態監視

（1人）

A
― ・ 原子炉補機代替冷却系　冷却水流量調整 10分

― ・ 放射線防護具準備

― ・ ディーゼル燃料貯蔵タンクからタンクローリへの補給
タンクローリ残量に応じて適宜ディーゼル

燃料貯蔵タンクから補給

燃料補給作業 ― ・ 大量送水車，大型送水ポンプ車への補給

（1人）

A
―

・ 残留熱除去系

　 （原子炉停止時冷却モード）系統構成（中央制御室）
25分 Ｂ－残留熱除去系

― ―
・ 残留熱除去系

　 （原子炉停止時冷却モード）系統構成（現場）
20分 Ｂ－残留熱除去系

（1人）

A
―

・ 残留熱除去系

　 （原子炉停止時冷却モード）起動
10分 Ｂ－残留熱除去系

（1人）

A
―

・ 残留熱除去系

　 （原子炉停止時冷却モード）運転による原子炉状態監視
Ｂ－残留熱除去系

（1人）

A
― ・ 原子炉補機代替冷却系　冷却水流量調整 10分 評価上考慮せず

― ― ・ 原子炉補機代替冷却系　系統構成 30分

評価上考慮せず

燃料プール冷却系熱交換器への冷却水通水

操作

燃料プール冷却　再開
（1人）

A
― ・ 燃料プール冷却系再起動 10分

評価上考慮せず

燃料プール水温66℃以下維持

必要人員数　合計
1人

A

19人

a～s

残留熱除去系（低圧注水モー

ド）から残留熱除去系（原子

炉停止時冷却モード）への切

替え

―

（）内の数字は他の作業終了後，移動して対応する人員数。

2人

B,C

残留熱除去系

（原子炉停止時冷却モード）

運転

燃料プール冷却系　準備操作

―

（2人）

B,C

―
・燃料プール冷却水ポンプを再起動し燃料プールの冷却を再開する。

・必要に応じてスキマサージタンクへの補給を実施する。

（2人）

B,C

―

―

―

―

　　　　適宜実施

原子炉補機代替冷却系運転

― 　　　　　適宜実施

―

燃料補給準備

―

2人

r,s

10分

2時間30分

適宜実施

（2人）

B,C

1時間40分

―

3人

o,p,q

―

適宜実施

原子炉補機代替冷却系準備

操作

― 7時間20分

― 原子炉水位回復後，蒸発量に応じた注水

輪谷貯水槽（西１／西２）か

ら低圧原子炉代替注水槽への

補給

―
14人

a～n

10分

― 2時間10分

―

10分

―

―

低圧原子炉代替注水系

（常設）起動操作

（2人）

B,C

―

（2人）

B,C

Ｃ系非常用高圧母線受電操作

―

（2人）

B,C

35分

Ｄ系非常用高圧母線受電操作

―

（2人）

B,C

Ｃ系非常用高圧母線受電準備

―

― １時間30分以内に退避完了

― 10分

Ｄ系非常用高圧母線受電準備

― 25分

2人

B,C

10分

交流電源回復操作

―
評価上考慮せず

対応可能な要員により対応する
―

　

通報連絡等を行う

要員

運転員

（現場）

状況判断
1人

A
― ― 10分

23 24 5 6 7

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作内容

　

　事象発生

10 11 12 13 14 154 5 6 7 8 940 50 60 1 2 3

2時間10分

全交流動力電源喪失

経過時間（分） 経過時間（時間） 経過時間（日）

備考10 20 30

2時間後 低圧原子炉代替注水系(常設）による原子炉注水

10時間後 残留熱除去系による原子炉冷却

2時間後 低圧原子炉代替注水系(常設）による原子炉注水

10時間後 残留熱除去系による原子炉冷却

約0.9時間後 原子炉冷却材温度100℃到達

10分 常設代替交流電源設備による給電

プラント状況判断

10時間後 残留熱除去系による原子炉冷却

プラント状況判断



25.2-16 

第 5.2.2－1図 原子炉水位の推移 
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第 5.2.2－2図 原子炉水位と線量率 
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1
表
 
「
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
」
の
重
大
事
故
等
対
策
に
つ
い
て

 

判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備

 

常
設
設
備
 

可
搬
型
設
備

 
計
装
設
備
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
に
よ
る

残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停
止

時
冷
却
モ
ー
ド
）
停
止
確
認
 

原
子

炉
の

運
転

停
止

中
に

全
交

流
動

力
電

源
が

喪
失

し
，
残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
）

運
転
停
止
に
よ
る
崩
壊
熱
除
去
機
能
が
喪
失
す
る
。

 

所
内
常
設
蓄
電
式
直
流
電
源
設
備

 
－
 

【
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量
】

 

自
動
減
圧
機
能
付
き
逃
が
し
安

全
弁
に
よ
る
原
子
炉
の
低
圧
状

態
維
持

 

残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
）
運
転

停
止
に
よ
り
原
子
炉
水
温
が

10
0℃

に
到
達
す
る
こ
と

か
ら
，
原
子
炉
圧
力
を
低
圧
状
態
に
維
持
す
る
た
め
自

動
減

圧
機

能
付

き
逃

が
し

安
全

弁
１

個
を

開
操

作
す

る
。
 

所
内
常
設
蓄
電
式
直
流
電
源
設
備
 

常
設
代
替
直
流
電
源
設
備

 

自
動

減
圧

機
能

付
き

逃
が

し
安

全

弁
 

－
 

原
子
炉
圧
力
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
圧
力
 

原
子
炉
圧
力
容
器
温
度

(Ｓ
Ａ
) 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常

設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水

 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る
交
流
電
源
供
給
を

確
認
後
，
中
央
制
御
室
か
ら
の
遠
隔
操
作
に
よ
り
低
圧

原
子
炉
代
替
注
水
ポ
ン
プ
を
手
動
起
動
し
，
低
圧
原
子

炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
開
始

す
る
。
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備

 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ

ン
ク

デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク

 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽

 

大
量
送
水
車
 

タ
ン
ク
ロ
ー
リ

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

代
替
注
水
流
量
（
常
設
）
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水
位
 

残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停
止

時
冷
却
モ
ー
ド
）
運
転
に
よ
る

崩
壊
熱
除
去
機
能
回
復

 

原
子

炉
補

機
代

替
冷

却
系

を
介

し
た

残
留

熱
除

去
系

の
準
備
が
完
了
後
，
中
央
制
御
室
か
ら
の
遠
隔
操
作
に

よ
り
残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
）

運
転
を
再
開
す
る
。

 

崩
壊
熱
除
去
機
能
回
復
後
，
自
動
減
圧
機
能
付
き
逃
が

し
安
全
弁
を
全
閉
と
し
，
原
子
炉
低
圧
状
態
の
維
持
を

停
止
す
る
。
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備

 

ガ
ス

タ
ー

ビ
ン

発
電

機
用

軽
油

タ

ン
ク

デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク

 

【
残
留
熱
除
去
系

 

（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
）】

 

移
動
式
代
替
熱
交
換
設
備

 

大
型
送
水
ポ
ン
プ
車

 

タ
ン
ク
ロ
ー
リ

【
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量
】

 

【
残
留
熱
除
去
系
熱
交
換
器
入
口
温
度
】

 

【
 
】
：
重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
）
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1
表
 
主
要
評
価
条
件
（
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
）（

１
／
２
）
 

項
目
 

主
要
評
価
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

初 期 条 件 

原
子
炉
圧
力
容
器
の
状
態
 

原
子
炉
圧
力
容
器
の
未
開
放
 

燃
料
の
崩
壊
熱
及
び
保
有
水
量
の
観
点
か
ら
設
定
 

燃
料
の
崩
壊
熱
 

約
14
.0
MW
 

（
９
×
９
燃
料

(Ａ
型

)，
原
子
炉
停
止

１
日
後

※
１
）
 

平
衡
炉
心
燃
料
の
平
均
燃
焼
度

3
3
G
Wd
/
t
※
２
を
基
に
，

A
NS
I
/
A
N
S-
5
.
1-
1
9
79

に
て
算
出
し
た
原
子
炉
停
止
１
日
後
の
崩
壊
熱
と
し
て
設
定
 

ま
た
，
原
子
炉
停
止
１
日
後
に
お
い
て
は
，
９
×
９
燃
料
の
方
が
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料

よ
り
も
崩
壊
熱
が
大
き
く
，
原
子
炉
水
位
低
下
の
観
点
で
厳
し
い
た
め
，
Ｍ
Ｏ

Ｘ
燃
料
の
評
価
は
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
の
評
価
に
包
絡
さ
れ
る
こ
と
を
考
慮

し
，
代
表
的
に
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
を
設
定
 

原
子
炉
水
位
 

通
常
水
位
 

（
気
水
分
離
器
下
端
か
ら
+8
3
㎝
）
 

原
子
炉
停
止
１
日
後
の
水
位
 

原
子
炉
水
温
 

52
℃
 

原
子
炉
停
止
１
日
後
の
実
績
を
踏
ま
え
，
原
子
炉
は
残
留
熱
除
去
系
(
原
子
炉
停

止
時

冷
却

モ
ー

ド
)
に

て
冷

却
さ

れ
て

い
る

た
め

，
そ

の
設

計
温

度
で

あ
る

52
℃
を
設
定
 

原
子
炉
圧
力
 

大
気
圧
 

原
子
炉
停
止
１
日
後
の
実
績
を
考
慮
し
て
設
定
 

事 故 条 件 

起
因
事
象
 

外
部
電
源
喪
失
 

送
電
系
統
又
は
所
内
主
発
電
設
備
の
故
障
等
に
よ
っ
て
，
外
部
電
源
が
喪
失
す

る
も
の
と
し
て
設
定
 

安
全
機
能
の
喪
失
に
対
す
る
仮
定
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
 

す
べ
て
の
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
等
の
機
能
喪
失
を
想
定
 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
機
能
喪
失

 
原
子
炉
補
機
冷
却
系
の
機
能
喪
失
に
よ
り
崩
壊
熱
除
去
機
能
が
喪
失
し
た
場
合

を
包
含
す
る
条
件
と
し
て
設
定

 

外
部
電
源
 

外
部
電
源
な
し
 

起
因
事
象
と
し
て
，
外
部
電
源
が
喪
失
す
る
も
の
と
し
て
設
定
 

※
１

 
原
子
炉
停
止
１
日
後
と
は
全
制
御
棒
全
挿
入
か
ら
の
時
間
を
示
し
て
い
る
。
通
常
停
止
操
作
に
お
い
て
原
子
炉
の
出
力
は
全
制
御
棒
全
挿
入
完
了
及
び
発
電
機
解
列

以
前
か
ら
徐
々
に
低
下
さ
せ
る
が
，
崩
壊
熱
評
価
は
ス
ク
ラ
ム
の
よ
う
な
瞬
時
に
出
力
を
低
下
さ
せ
る
保
守
的
な
計
算
条
件
と
な
っ
て
い
る
。
 

※
２

 
サ
イ
ク
ル
末
期
の
燃
焼
度
の
ば
ら
つ
き
を
考
慮
し
，

10
％
の
保
守
性
を
考
慮
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1
表
 
主
要
評
価
条
件
（
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
）（

２
／
２
）

 

項
目
 

主
要
評
価
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

重 大 事 故 等 対 策 に

関 連 す る 機 器 条 件 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
 

20
0m

3 /
h
で
原
子
炉
注
水
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

原
子
炉
補

機
代
替

冷
却
系

を
介

し
た

残
留
熱
除

去
系
（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
）
 

熱
交

換
器

１
基

あ
た

り
約

15
.7
MW

（
原

子
炉

冷
却

材
温

度

10
0℃

，
海
水
温
度

30
℃
に
お
い

て
）
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
の
設
計
値
を
考
慮
し
て
設
定
 

重 大 事 故 等 対 策 に 関 連 す る 

操 作 条 件 

常
設
代
替

交
流
電

源
設
備

か
ら

の
受
電

及
び
低

圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉

注
水
操
作
 

事
象
発
生
か
ら
２
時
間
後
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
時
の
訓
練
実
績
を
踏
ま
え
た
操
作
の
時
間
及
び
系
統
構

成
の
時
間
に
余
裕
を
考
慮
し
て
設
定
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
運
転
操
作
 

事
象
発
生

10
時
間
後
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
の
準
備
期
間
を
考
慮
し
て
設
定
 

原
子
炉
補

機
代
替

冷
却
系

を
介

し
た
残

留
熱
除

去
系
（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
）
に
よ
る
原

子
炉
除
熱
操
作
 

事
象
発
生

10
時
間
後
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
を
介
し
た
残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
モ

ー
ド
）
に
よ
る
原
子
炉
除
熱
機
能
回
復
を
踏
ま
え
て
設
定
 

  



添 5.2.1-1 

添付資料 5.2.1 

 

安定状態について（運転停止中（全交流動力電源喪失）） 

 

運転停止中の全交流動力電源喪失の安定状態については以下のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設

備を用いた炉心冷却により，炉心冠水が維持でき，また，

冷却のための設備がその後も機能維持できると判断され，

かつ，必要な要員の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定

される事象悪化のおそれがない場合，原子炉安定停止状態

が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉水温が上昇し，沸騰開始による原子炉水位の

低下が始まるが，常設代替交流電源設備による交流電源の供給を開始した後，低

圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水により原子炉水位は回復し，炉心

の冷却が維持される。 

その後，原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系（原子炉停止時冷却モー

ド）により原子炉除熱を開始することで冷温停止状態に移行することができ，原

子炉安定停止状態が確立される。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必要な水源，燃料及

び電源を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料破損防止対策により原子炉安定停止状態を維持できる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を行うことにより，安定停止状態後の

安定停止状態の維持が可能となる。 

（添付資料 2.1.1別紙１参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

添 5.2.2-1 

評
価
条
件
の
不
確
か
さ
の
影
響
評
価
に
つ
い
て
(運

転
停
止
中
(全

交
流
動
力
電
源
喪
失

))
 

表
１

 
評
価
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
(運

転
停
止
中

(
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
)
)（

１
／
３
）
 

項
目
 

評
価
条
件
（
初
期
，
事
故
及
び
機
器
条

件
）
の
不
確
か
さ
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
 

評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
 

評
価
条
件
 

最
確
条
件
 

初 期 条 件
 

燃
料
の
崩
壊
熱
 

約
14
.
0M
W 

（
９
×
９
燃
料

（
Ａ
型
）
，
原
子

炉
停
止

1
日
後
）
 

約
14
MW

以
下

 

（
実
積
値
）
 

平
衡
炉
心
燃
料
の
平
均
燃

焼
度

33
GW
d/
t
※
２
を
基

に
，
A
NS
I
/A
N
S-
5
.1
-
19
7
9

に
て
算
出
し
た
原
子
炉
停

止
１
日
後
の
崩
壊
熱
と
し

て
設
定
 

ま
た
，
原
子
炉
停
止
１
日

後
に
お
い
て
は
，
９
×
９

燃
料
の
方
が
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料

よ
り
も
崩
壊
熱
が
大
き

く
，
原
子
炉
水
位
低
下
の

観
点
で
厳
し
い
た
め
，
Ｍ

Ｏ
Ｘ
燃
料
の
評
価
は
９
×

９
燃
料
（
Ａ
型
）
の
評
価

に
包
絡
さ
れ
る
こ
と
を
考

慮
し
，
代
表
的
に
９
×
９

燃
料
（
Ａ
型
）
を
設
定
 

停
止
後
の
時
間
に
つ
い
て

は
，
停
止
後
の
時
間
を
短

く
と
り
，
崩
壊
熱
が
厳
し

く
な
る
よ
う
に
１
日
後
の

状
態
を
想
定
 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
評
価
条
件
で
設
定
し
て
い
る
燃

料
の
崩
壊
熱
よ
り
小
さ
く
な
る
た
め
，
原
子
炉
水
温
の
上
昇

及
び
原
子
炉
水
位
の
低
下
は
緩
和
さ
れ
る
が
，
注
水
操
作
や

給
電
操
作
は
崩
壊
熱
に
応
じ
た
対
応
を
と
る
も
の
で
は
な

く
，
全
交
流
動
力
電
源
の
喪
失
に
よ
る
異
常
の
認
知
を
起
点

と
す
る
操
作
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与

え
る
影
響
は
な
い
。
 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
評
価
条
件
で
設
定
し
て
い
る
燃
料
の
崩

壊
熱
よ
り
小
さ
く
な
る
た
め
，
原
子
炉
水
温
の
上
昇
及
び
原
子
炉
水

位
の
低
下
は
緩
和
さ
れ
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー

タ
に
対
す
る
余
裕
は
大
き
く
な
る
。
仮
に
，
原
子
炉
停
止
後
の
時
間

が
短
く
，
燃
料
の
崩
壊
熱
が
大
き
い
場
合
は
，
注
水
ま
で
の
時
間
余

裕
が
短
く
な
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
に
対
す
る
余
裕
は
小
さ
く
な

る
。
原
子
炉
停
止
か
ら

12
時
間
後
の
燃
料
の
崩
壊
熱
を
用
い
て
原
子

炉
注
水
ま
で
の
時
間
余
裕
を
評
価
す
る
と
，
必
要
な
遮
蔽
が
維
持
さ

れ
る
水
位
（
必
要
な
遮
蔽
の
目
安
と
し
た

10
m
Sv
/h

が
維
持
さ
れ
る

水
位
）
で
あ
る
燃
料
棒
有
効
長
頂
部
の
約

1.
8m

上
の
高
さ
に
到
達
す

る
ま
で
の
時
間
は
約

2.
7
時
間
，
燃
料
棒
有
効
長
頂
部
到
達
ま
で
約

4
.2

時
間
と
な
る
こ
と
か
ら
，
評
価
条
件
で
あ
る
原
子
炉
停
止
１
日

後
の
評
価
よ
り
時
間
余
裕
は
短
く
な
る
。
た
だ
し
，
本
時
間
に
対
し

て
作
業
員
が
現
場
か
ら
退
避
す
る
ま
で
の
時
間
及
び
原
子
炉
注
水
ま

で
の
時
間
は
確
保
さ
れ
て
い
る
た
め
放
射
線
の
遮
蔽
は
維
持
さ
れ
，

原
子
炉
水
位
が
燃
料
棒
有
効
長
頂
部
を
下
回
る
こ
と
は
な
い
こ
と
か

ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。
 

原
子
炉
水
温
 

5
2℃

 

約
29
℃
～
約

4
6℃

※
１
 

（
実
績
値
）
 

原
子
炉
停
止
後
１
日
の
実

績
を
踏
ま
え
，
原
子
炉
は

残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉

停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
）
に

て
冷
却
さ
れ
て
い
る
た

め
，
そ
の
設
計
温
度
で
あ

る
52
℃
を
設
定
 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
事
故
事
象
ご
と
に
異
な
る
。
原

子
炉
水
温
が

10
0℃

か
つ
原
子
炉
停
止
か
ら

12
時
間
後
の

燃
料
の
崩
壊
熱
を
用
い
て
原
子
炉
注
水
ま
で
の
時
間
余
裕

を
評
価
す
る
と
，
必
要
な
遮
蔽
が
維
持
さ
れ
る
水
位
（
必
要

な
遮
蔽
の
目
安
と
し
た

10
mS
v
/h

が
維
持
さ
れ
る
水
位
）
で

あ
る
燃
料
棒
有
効
長
頂
部
の
約

1.
8m

上
の
高
さ
に
到
達
す

る
ま
で
の
時
間
は
約

2.
7
時
間
と
な
る
こ
と
か
ら
，
評
価
条

件
で
あ
る
原
子
炉
水
温
が

52
℃
，
原
子
炉
停
止
か
ら
１
日

後
の
燃
料
の
崩
壊
熱
の
場
合
の
評
価
よ
り
時
間
余
裕
は
短

く
な
る
が
，
注
水
操
作
や
給
電
操
作
は
原
子
炉
水
温
に
応
じ

た
対
応
を
と
る
も
の
で
は
な
く
，
全
交
流
動
力
電
源
の
喪
失

に
よ
る
異
常
の
認
知
を
起
点
と
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
か

ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
事
故
事
象
ご
と
に
異
な
る
。
原
子
炉
水

温
が

10
0℃

か
つ
原
子
炉
停
止
か
ら

12
時
間
後
の
燃
料
の
崩
壊
熱
を

用
い
て
原
子
炉
注
水
ま
で
の
時
間
余
裕
を
評
価
す
る
と
，
必
要
な
遮

蔽
が
維
持
さ
れ
る
水
位
（
必
要
な
遮
蔽
の
目
安
と
し
た

10
m
Sv
/
h
が

維
持
さ
れ
る
水
位
）
で
あ
る
燃
料
棒
有
効
長
頂
部
の
約

1.
8m

上
の
高

さ
に
到
達
す
る
ま
で
の
時
間
は
約

2.
7
時
間
と
な
る
こ
と
か
ら
，
評

価
条
件
で
あ
る
原
子
炉
水
温
が

52
℃
か
つ
原
子
炉
停
止
か
ら
１
日

後
の
燃
料
の
崩
壊
熱
の
場
合
の
評
価
よ
り
時
間
余
裕
は
短
く
な
る
。

た
だ
し
，
必
要
な
放
射
線
の
遮
蔽
は
維
持
さ
れ
，
原
子
炉
注
水
ま
で

の
時
間
余
裕
も
十
分
な
時
間
が
確
保
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
評
価

項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。
 

※
１

 
過
去
の
プ
ラ
ン
ト
停
止
操
作
実
施
時
の
全
制
御
棒
全
挿
入
か
ら
約

24
時
間
経
過
後
の
原
子
炉
水
温
の
実
績
デ
ー
タ

 

添付資料 5.2.2 
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表
１

 
評
価
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
(運

転
停
止
中

(
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
)
)（

２
／
３
）

 

項
目
 

評
価
条
件
（
初
期
，
事
故
及
び
機
器
条

件
）
の
不
確
か
さ
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
 

評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
 

評
価
条
件
 

最
確
条
件
 

初 期 条 件
 

原
子
炉
水
位
 

通
常
運
転
水
位
 

（
気
水
分
離
器

下
端
か
ら

+8
3

㎝
）
 

通
常
運
転
水
位

以
上
 

原
子
炉
停
止
１
日
後
の
水

位
 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
評
価
条
件
で
設
定
し
て
い
る
原

子
炉
水
位
よ
り
高
く
な
る
た
め
，
原
子
炉
水
位
が
燃
料
棒
有

効
長
頂
部
ま
で
低
下
す
る
時
間
は
長
く
な
る
が
，
注
水
操
作

や
給
電
操
作
は
原
子
炉
水
位
に
応
じ
た
対
応
を
と
る
も
の
で

は
な
く
，
全
交
流
動
力
電
源
の
喪
失
に
よ
る
異
常
の
認
知
を

起
点
と
す
る
操
作
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間

に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
評
価
条
件
で
設
定
し
て
い
る
原
子
炉

水
位
よ
り
高
く
な
る
た
め
，
原
子
炉
水
位
が
燃
料
棒
有
効
長
頂
部

ま
で
低
下
す
る
時
間
は
長
く
な
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る

パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
余
裕
は
大
き
く
な
る
。
 

原
子
炉
圧
力
 

大
気
圧
 

大
気
圧

※
２
 

原
子
炉
停
止
１
日
後
の
実

績
を
考
慮
し
て
設
定
 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
評
価
条
件
と
同
様
で
あ
る
た
め
，

事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操

作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
仮
に
，
原
子
炉
圧
力
が
大

気
圧
よ
り
高
い
場
合
は
，
沸
騰
開
始
時
間
は
遅
く
な
り
，
原

子
炉
水
位
の
低
下
は
緩
和
さ
れ
る
が
，
注
水
操
作
や
給
電
操

作
は
原
子
炉
圧
力
に
応
じ
た
対
応
を
と
る
も
の
で
は
な
く
，

全
交
流
動
力
電
源
の
喪
失
に
よ
る
異
常
の
認
知
を
起
点
と
す

る
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る

影
響
は
な
い
。
 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
評
価
条
件
と
同
様
で
あ
る
た
め
，
事

象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
な
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ

ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
仮
に
，
原
子
炉
圧
力
が
大
気

圧
よ
り
高
い
場
合
は
，
沸
騰
開
始
時
間
は
遅
く
な
り
，
原
子
炉
水

位
の
低
下
は
緩
和
さ
れ
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ

ー
タ
に
対
す
る
余
裕
は
大
き
く
な
る
。

原
子
炉
圧
力
容
器

の
状
態
 

原
子
炉
圧
力
容

器
未
開
放
 

事
故
毎
に
変
化
 

炉
心
の
崩
壊
熱
及
び
保
有

水
量
の
観
点
か
ら
設
定
 

原
子
炉
圧
力
容
器
の
未
開
放
時
は
，
評
価
条
件
と
同
様
で
あ

る
た
め
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
な
い
こ
と
か
ら
，
運

転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

原
子
炉
圧
力
容
器
の
開
放
時
は
，
原
子
炉
減
圧
操
作
が
不
要

と
な
る
が
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，

運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。
 

原
子
炉
圧
力
容
器
の
未
開
放
時
は
，
評
価
条
件
と
同
様
で
あ
る
た

め
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
な
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と

な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

原
子
炉
圧
力
容
器
の
開
放
時
は
，
原
子
炉
減
圧
操
作
が
不
要
と
な

る
が
，
事
象
進
展
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
評
価
項

目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。
 

低
圧
原
子
炉
代
替

注
水
系
（
常
設
）

水
源
温
度
 

3
5℃

 
3
1℃

以
下
 

（
実
績
値
）
 

屋
外
貯
水
槽
の
水
源
温
度

と
し
て
実
績
値
及
び
夏
季

の
外
気
温
度
を
踏
ま
え
て

設
定
 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
評
価
条
件
で
設
定
し
て
い
る
水

温
よ
り
も
低
く
な
る
可
能
性
が
あ
り
，
原
子
炉
注
水
後
の
原

子
炉
水
位
の
回
復
が
早
く
な
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
が
，
注

水
操
作
や
給
電
操
作
の
開
始
は
注
水
源
の
温
度
に
応
じ
た
対

応
を
と
る
も
の
で
は
な
く
，
全
交
流
動
力
電
源
の
喪
失
に
よ

る
異
常
の
認
知
を
起
点
と
す
る
操
作
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
運

転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
評
価
条
件
で
設
定
し
て
い
る
水
温
よ

り
も
低
く
な
る
可
能
性
が
あ
り
，
原
子
炉
注
水
後
の
原
子
炉
水
位

の
回
復
が
早
く
な
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ

メ
ー
タ
に
対
す
る
余
裕
は
大
き
く
な
る
。

外
部
水
源
の
容
量
 

7
,7
4
0m

3  
7
,7
4
0m

3
以
上

 

（
合
計
貯
水
量
）
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽

及
び
輪
谷
貯
水
槽
（
西
１

／
西
２
）
の
水
量
を
参
考

に
，
最
確
条
件
を
包
絡
で

き
る
条
件
を
設
定
 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
解
析
条
件
よ
り
も
水
源
容
量
の

余
裕
が
大
き
く
な
る
た
め
，
水
源
が
枯
渇
す
る
こ
と
は
な
く
，

運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

－
 

燃
料
の
容
量
 

1
,1
8
0m

3  
1
,1
8
0m

3
以
上

 

（
合
計
貯
蔵
量
）
 

発
電
所
構
内
に
貯
蔵
し
て

い
る
合
計
容
量
を
参
考

に
，
最
確
条
件
を
包
絡
で

き
る
条
件
を
設
定
 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
解
析
条
件
よ
り
燃
料
容
量
の
余

裕
が
大
き
く
な
る
た
め
，
燃
料
が
枯
渇
す
る
こ
と
は
な
く
，

運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

－
 

※
２

 
原
子
炉
停
止
直
後
，
原
子
炉
圧
力
容
器
耐
圧
試
験
な
ど
の
特
殊
な
場
合
を
除
く
。
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表
１

 
評
価
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
(運

転
停
止
中

(
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
)
)（

３
／
３
）

 

項
目
 

評
価
条
件
（
初
期
，
事
故
及
び
機
器
条

件
）
の
不
確
か
さ
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
 

評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
 

評
価
条
件
 

最
確
条
件
 

事 故 条 件
 

起
因
事
象
 

外
部
電
源
喪
失
 

－
 

送
電
系
統
又
は
所
内
主
発

電
設
備
の
故
障
等
に
よ
っ

て
，
外
部
電
源
が
喪
失
す

る
も
の
と
し
て
設
定
 

評
価
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進

展
に
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は

な
い
。
 

評
価
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に

影
響
は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は

な
い
。
 

安
全
機
能
の
喪
失

に
対
す
る
仮
定
 

全
交
流
動
力
電

源
喪
失
 

－
 

す
べ
て
の
非
常
用
デ
ィ
ー

ゼ
ル
発
電
機
等
の
機
能

喪
失
を
想
定

原
子
炉
補
機
冷

却
系
機
能
喪
失
 

－
 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
の
機

能
喪
失
に
よ
り
残
留
熱
除

去
機
能
が
喪
失
し
た
場
合

を
包
含
す
る
条
件
と
し
て

設
定
 

外
部
電
源
 

外
部
電
源
な
し
 

事
故
毎
に
変
化
 

起
因
事
象
と
し
て
，
外
部

電
源
が
喪
失
す
る
も
の
と

し
て
設
定
 

外
部
電
源
が
な
い
場
合
と
外
部
電
源
が
あ
る
場
合
で
は
，
事

象
進
展
は
同
じ
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に

与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

外
部
電
源
が
な
い
場
合
と
外
部
電
源
が
あ
る
場
合
で
は
，
事
象
進

展
は
同
じ
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に

与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

機 器 条 件
 

低
圧
原
子
炉
代
替

注
水
系
（
常
設
）
 

2
00
m
3 /
h
で
原
子

炉
注
水
 

2
00
m
3 /
h
で
原
子

炉
注
水
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系

（
常
設
）
の
設
計
値
と
し

て
設
定
 

評
価
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進

展
に
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は

な
い
。
 

評
価
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に

影
響
は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は

な
い
。
 

原
子
炉
補
機
代
替

冷
却
系
を
介
し
た

残
留
熱
除
去
系

（
原
子
炉
停
止
時

冷
却
モ
ー
ド
）
 

熱
交
換
器
１
基

あ
た
り
約

15
.
7 

M
W（

原
子
炉
冷
却

材
温
度

10
0℃

，

海
水
温
度

30
℃

に
お
い
て
）
 

熱
交
換
器
１
基

あ
た
り
約

15
.
7 

M
W（

原
子
炉
冷
却

材
温
度

10
0℃

，

海
水
温
度

30
℃

に
お
い
て
）
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系

の
設
計
値
を
考
慮
し
て
設

定
 

評
価
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進

展
に
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は

な
い
。
 

評
価
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に

影
響
は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は

な
い
。
 



添 5.2.2-4 

表
２

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
及
び
操
作
時
間
余
裕
(運

転
停
止
中
(全

交
流
動
力
電
源
喪
失
)
)（

１
／
５
）
 

項
目
 

評
価
条
件
（
操
作
条
件
）
の
不
確
か
さ
 

操
作
の
不
確
か
さ
要
因
 

運
転
員
等
操
作
時
間
に

与
え
る
影
響
 

評
価
項
目
と
な
る
パ

ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る

影
響
 

操
作
時
間
余
裕
 

訓
練
実
績
等
 

評
価
上
の
操
作

開
始
時
間
 

条
件
設
定
の
 

考
え
方
 

操 作 条 件
 

常
設
代
替
交

流
電
源
設
備

か
ら
の
受
電

及
び
低
圧
原

子
炉
代
替
注

水
系
（
常
設
）

に
よ
る
原
子

炉
注
水
 

事
象
発
生
か
ら

２
時
間
後
 

全
交
流
動
力
電

源
喪
失
時
の
訓

練
実
績
を
踏
ま

え
た
操
作
の
時

間
及
び
系
統
構

成
の
時
間
に
余

裕
を
考
慮
し
て

設
定
 

【
認
知
】
 

中
央
制
御
室
に
て
外
部
電
源
受
電
及
び
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発

電
機
等
に
よ
る
非
常
用
高
圧
母
線
の
電
源
回
復
が
で
き
な
い
場

合
，
早
期
の
電
源
回
復
不
可
と
判
断
し
，
こ
れ
に
よ
り
常
設
代

替
交
流
電
源
設
備
及
び
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
の

準
備
を
開
始
す
る
手
順
と
し
て
い
る
。
こ
の
認
知
に
係
る
時
間

と
し
て

10
分
間
を
想
定
し
て
い
る
た
め
，
認
知
遅
れ
等
に
よ
り

操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

【
要
員
配
置
】
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
か
ら
の
受
電
操
作
の
た
め
に
，
中
央

制
御
室
に
て
常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
の
起
動
操
作
お
よ
び
受

電
操
作
を
行
う
運
転
員
と
，
現
場
に
て
常
設
代
替
交
流
電
源
設

備
か
ら
の
受
電
準
備
お
よ
び
受
電
操
作
を
行
う
運
転
員
（
現
場
）

が
配
置
さ
れ
て
い
る
。
常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
の
起
動
操
作

お
よ
び
受
電
準
備
を
行
う
運
転
員
は
，
常
設
代
替
交
流
電
源
設

備
か
ら
の
受
電
準
備
の
た
め
の
負
荷
切
り
離
し
操
作
を
行
っ
て

い
る
期
間
，
他
の
操
作
を
担
っ
て
い
な
い
。
こ
の
た
め
，
要
員

配
置
が
操
作
開
始
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
し
。
ま
た
，
低
圧

原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
操
作
に
つ

い
て
は
，
中
央
制
御
室
内
で
の
操
作
の
み
で
あ
り
，
運
転
員
は

中
央
制
御
室
に
常
駐
し
て
い
る
こ
と
か
ら
，
操
作
開
始
時
間
に

与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

【
移
動
】
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
か
ら
の
受
電
操
作
を
行
う
運
転
員

（
現
場
）
は
，
中
央
制
御
室
か
ら
操
作
現
場
ま
で

10
分
間
程
度

で
移
動
可
能
で
あ
る
た
め
，
移
動
が
操
作
開
始
時
間
に
与
え
る

影
響
は
な
い
。
ま
た
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に

よ
る
原
子
炉
注
水
操
作
に
つ
い
て
は
，
中
央
制
御
室
内
で
の
操

作
の
み
で
あ
り
，
操
作
開
始
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

【
操
作
所
要
時
間
】
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
の
起
動
操
作
等
を
行
う
運
転
員
，
常

設
代
替
交
流
電
源
設
備
か
ら
の
受
電
準
備
を
行
う
運
転
員
及
び

運
転
員
（
現
場
）
，
非
常
用
高
圧
母
線
の
受
電
操
作
を
行
う
運
転

員
（
現
場
）
の
操
作
内
容
及
び
操
作
所
要
時
間
は
以
下
の
と
お

り
。
こ
れ
ら
の
作
業
は
並
行
し
て
行
う
た
め
，
操
作
所
要
時
間

は
最
長
で
１
時
間

10
分
間
と
な
る
。
 

［
非
常
用
高
圧
母
線
Ｄ
系
の
受
電
準
備
を
行
う
運
転
員
（
中
央

制
御
室
）
：
操
作
所
要
時
間
；
合
計

25
分
間
］
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設

備
か
ら
の
受
電
操
作
に

つ
い
て
は
Ｓ
Ａ
低
圧
母

線
及
び
２
系
列
の
非
常

用
高
圧
母
線
の
電
源
回

復
を
想
定
し
て
い
る

が
，
低
圧
原
子
炉
代
替

注
水
系
（
常
設
）
は
Ｓ

Ａ
低
圧
母
線
の
電
源
回

復
後
に
運
転
可
能
で
あ

り
，
原
子
炉
注
水
操
作

開
始
の
時
間
が
早
ま

り
，
原
子
炉
水
位
の
回

復
が
早
ま
る
可
能
性
が

あ
る
こ
と
か
ら
，
運
転

員
等
操
作
時
間
に
対
す

る
余
裕
は
大
き
く
な

る
。
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水

系
（
常
設
）
に
よ
る
原

子
炉
注
水
操
作
は
，
低

圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ

ン
プ
の
起
動
操
作
が
常

設
代
替
交
流
電
源
設
備

か
ら
の
受
電
操
作
の
影

響
を
受
け
る
が
，
低
圧

原
子
炉
代
替
注
水
系

（
常
設
）
は
Ｓ
Ａ
低
圧

母
線
の
電
源
回
復
後
に

運
転
可
能
で
あ
り
，
原

子
炉
注
水
操
作
開
始
の

時
間
が
早
ま
り
，
原
子

炉
水
位
の
回
復
が
早
ま

る
可
能
性
が
あ
る
こ
と

か
ら
，
運
転
員
等
操
作

時
間
に
対
す
る
余
裕
は

大
き
く
な
る
。

実
態
の
操
作
開
始
時

間
が
早
ま
り
，
原
子

炉
水
位
の
低
下
を
緩

和
す
る
可
能
性
が
あ

る
こ
と
か
ら
，
評
価

項
目
と
な
る
パ
ラ
メ

ー
タ
に
対
す
る
余
裕

は
大
き
く
な
る
。
 

通
常
運
転
水
位
か

ら
放
射
線
の
遮
蔽

が
維
持
さ
れ
る
最

低
水
位
に
到
達
す

る
ま
で
の
時
間
は

事
象
発
生
か
ら
約

4
.3

時
間
後
，
原
子

炉
水
位
が
燃
料
棒

有
効
長
頂
部
ま
で

水
位
が
低
下
す
る

ま
で
の
時
間
は
事

象
発
生
か
ら
約

6
.1

時
間
後
で
あ

り
，
事
故
を
認
知
し

て
注
水
を
開
始
す

る
ま
で
の
時
間
が

事
象
発
生
か
ら
２

時
間
後
で
あ
る
た

め
，
準
備
時
間
が
確

保
で
き
る
こ
と
か

ら
，
時
間
余
裕
が
あ

る
。
 

評
価
上
の
操
作
開
始
時

間
と
し
て
，
事
象
発
生

か
ら
２
時
間
後
と
し
て

お
り
，
こ
の
う
ち
，

常

設
代
替
交
流
電
源
設
備

か
ら
の
受
電
操
作

は
，

運
転
員
に
よ
る
常
設
代

替
交
流
電
源
設
備
の
起

動
操
作
，
並
び
に
現
場

及
び
中
央
制
御
室
の
運

転
員
に
よ
る
受
電
前
準

備
及
び
受
電
操
作
を
並

行
し
て
実
施
し
，

所
要

時
間
１
時
間

20
分
想
定

の
と
こ
ろ
，

訓
練
実
績

で
は
約

48
分
で
あ
る
。
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水

系
（
常
設
）
に
よ
る
原

子
炉
注
水
に
お
け
る
低

圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ

ン
プ
を
起
動
，
低
圧
原

子
炉
代
替
注
水
系
（
常

設
）
の
弁
操
作
に
よ
る

系
統
構
成
は
，

所
要
時

間
10

分
想
定

の
と

こ

ろ
，
訓
練
実
績

で
は
約

８
分
で
可
能
で
あ
る
見

込
み
を
得
た
。

想
定
で
意
図
し
て
い
る

運
転
操
作
が
実
施
可
能

な
こ
と
を
確
認
し
た
。
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表
２

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
及
び
操
作
時
間
余
裕
(運

転
停
止
中
(全

交
流
動
力
電
源
喪
失
)
)（

２
／
５
）
 

項
目
 

評
価
条
件
（
操
作
条
件
）
の
不
確
か
さ
 

操
作
の
不
確
か
さ
要
因
 

運
転
員
等
操
作
時
間
に

与
え
る
影
響
 

評
価
項
目
と
な
る
パ

ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る

影
響
 

操
作
時
間
余
裕
 

訓
練
実
績
等
 

評
価
上
の
操
作

開
始
時
間
 

条
件
設
定
の
 

考
え
方
 

操 作 条 件
 

常
設
代
替
交

流
電
源
設
備

か
ら
の
受
電

及
び
低
圧
原

子
炉
代
替
注

水
系
（
常
設
）

に
よ
る
原
子

炉
注
水
 

事
象
発
生
か
ら

２
時
間
後
 

全
交
流
動
力
電

源
喪
失
時
の
訓

練
実
績
を
踏
ま

え
た
操
作
の
時

間
及
び
系
統
構

成
の
時
間
に
余

裕
を
考
慮
し
て

設
定
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
か
ら
の
受
電
前
準
備
と
し
て
，
負

荷
抑
制
の
た
め
の
切
り
離
し
及
び
操
作
ス
イ
ッ
チ
の
切
保
持

等
の
所
要
時
間
に

25
分
間
を
想
定
 

［
起
動
操
作
等
を
行
う
運
転
員
：
操
作
所
要
時
間
；
合
計

10
分

間
］
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
の
起
動
及
び
受
電
操
作
の
所
要
時

間
に

10
分
間
を
想
定
 

［
非

常
用

高
圧

母
線

Ｄ
系

の
受

電
準

備
を

行
う

運
転

員
(
現

場
)：

操
作
所
要
時
間
；
合
計

35
分
間
］

 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
か
ら
の
受
電
前
準
備
と
し
て
，
負

荷
抑
制
の
た
め
の
切
り
離
し
操
作
を
行
う
。
操
作
の
所
要
時

間
は

35
分
間
を
想
定
 

［
非
常
用

高
圧
母
線

Ｄ
系
の
受

電
操
作
を
行
う

運
転
員

(
中
央

制
御
室
及
び
現
場

)：
操
作
所
要
時
間
；
合
計
５
分
間
］
 

緊
急
用
交
流
高
圧
母
線
の
遮
断
器
の
投
入
後
の
非
常
用
高
圧

母
線
の
受
電
操
作
の
所
要
時
間
に
５
分
間
を
想
定
 

［
非
常
用
高
圧
母
線
Ｃ
系
の
受
電
準
備
を
行
う
運
転
員
（
中
央

制
御
室
）
：
操
作
所
要
時
間
；
合
計

25
分
間
］
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
か
ら
の
受
電
前
準
備
と
し
て
，
負

荷
抑
制
の
た
め
の
切
り
離
し
及
び
操
作
ス
イ
ッ
チ
の
切
保
持

等
の
所
要
時
間
に

25
分
間
を
想
定
 

［
非

常
用

高
圧

母
線

Ｃ
系

の
受

電
準

備
を

行
う

運
転

員
(
現

場
)：

操
作
所
要
時
間
；
合
計

25
分
間
］

 
常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
か
ら
の
受
電
前
準
備
と
し
て
，
負

荷
抑
制
の
た
め
の
切
り
離
し
操
作
を
行
う
。
操
作
の
所
要
時

間
は

25
分
間
を
想
定
 

［
非
常
用

高
圧
母
線

Ｃ
系
の
受

電
操
作
を
行
う

運
転
員

(
中
央

制
御
室
及
び
現
場

)：
操
作
所
要
時
間
；
合
計
５
分
間
］
 

緊
急
用
交
流
高
圧
母
線
の
遮
断
器
の
投
入
後
の
非
常
用
高
圧

母
線
の
受
電
操
作
の
所
要
時
間
に
５
分
間
を
想
定
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
準
備

の
操
作
は
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
の
弁
操
作
に

よ
る
系
統
構
成
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
の
起
動

で
あ
り
，
い
ず
れ
も
中
央
制
御
室
に
お
け
る
制
御
盤
の
操
作
ス

イ
ッ
チ
に
よ
る
操
作
で
あ
り
，
時
間
余
裕
を
含
め
て
操
作
時
間

10
分
を
想
定
す
る
。
 

   

－
 

－
 

－
 

－
 

   



 

 

添 5.2.2-6 

表
２

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
及
び
操
作
時
間
余
裕
(運

転
停
止
中
(全

交
流
動
力
電
源
喪
失
)
)（

３
／
５
）
 

項
目
 

評
価
条
件
（
操
作
条
件
）
の
不
確
か
さ
 

操
作
の
不
確
か
さ
要
因
 

運
転
員
等
操
作
時
間
に

与
え
る
影
響
 

評
価
項
目
と
な
る
パ

ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る

影
響
 

操
作
時
間
余
裕
 

訓
練
実
績
等
 

評
価
上
の
操
作

開
始
時
間
 

条
件
設
定
の
 

考
え
方
 

操 作 条 件
 

常
設
代
替
交

流
電
源
設
備

か
ら
の
受
電

及
び
低
圧
原

子
炉
代
替
注

水
系
（
常
設
）

に
よ
る
原
子

炉
注
水
 

事
象
発
生
か
ら

２
時
間
後
 

全
交
流
動
力
電

源
喪
失
時
の
訓

練
実
績
を
踏
ま

え
た
操
作
の
時

間
及
び
系
統
構

成
の
時
間
に
余

裕
を
考
慮
し
て

設
定
 

【
他
の
並
列
操
作
有
無
】
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
の
起
動
操
作
等
を
行
う
運
転
員

(現

場
)と

受
電
準
備
を
行
う
運
転
員

(現
場
)の

並
列
操
作
は
あ
る

が
，
そ
れ
を
加
味
し
て
操
作
の
所
要
時
間
を
算
定
し
て
い
る
た

め
，
操
作
開
始
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
ま
た
，
低
圧
原

子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
操
作
は
，
常

設
代
替
交
流
電
源
設
備
か
ら
の
受
電
操
作
に
お
け
る
非
常
用
高

圧
母
線
へ
の
受
電
操
作
後
に
実
施
す
る
。

 

 【
操
作
の
確
実
さ
】
 

現
場
操
作
は
，
操
作
の
信
頼
性
の
向
上
や
要
員
の
安
全
の
た
め

２
人
１
組
で
実
施
す
る
こ
と
と
し
て
お
り
，
誤
操
作
は
起
こ
り

に
く
く
，
誤
操
作
等
に
よ
り
操
作
時
間
が
長
く
な
る
可
能
性
は

低
い
。
ま
た
，
中
央
制
御
室
内
の
制
御
盤
操
作
は
，
操
作
ス
イ

ッ
チ
に
よ
る
簡
易
な
操
作
の
た
め
，
誤
操
作
は
起
こ
り
に
く
く
，

そ
の
た
め
誤
操
作
等
に
よ
り
操
作
時
間
が
長
く
な
る
可
能
性
は

低
い
。
 

－
 

－
 

－
 

－
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表
２

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
及
び
操
作
時
間
余
裕
(運

転
停
止
中
(全

交
流
動
力
電
源
喪
失
)
)（

４
／
５
）
 

項
目
 

評
価
条
件
（
操
作
条
件
）
の
不
確
か
さ
 

操
作
の
不
確
か
さ
要
因
 

運
転
員
等
操
作
時
間
に

与
え
る
影
響
 

評
価
項
目
と
な
る
パ

ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る

影
響
 

操
作
時
間
余
裕
 

訓
練
実
績
等
 

評
価
上
の
操
作

開
始
時
間
 

条
件
設
定
の
 

考
え
方
 

操 作 条 件
 

原
子
炉
補
機

代
替
冷
却
系

運
転
操
作
 

事
象
発
生
 

10
時
間
後
 

原
子
炉
補
機
代

替
冷
却
系
の
準

備
期
間
を
考
慮

し
て
設
定
 

【
認
知
】
 

中
央
制
御
室
に
て
外
部
電
源
受
電
及
び
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発

電
機
等
に
よ
る
非
常
用
高
圧
母
線
の
電
源
回
復
が
で
き
な
い
場

合
，
早
期
の
電
源
回
復
不
可
と
判
断
し
，
こ
れ
に
よ
り
原
子
炉

補
機
代
替
冷
却
系
の
準
備
を
開
始
す
る
手
順
と
し
て
い
る
た

め
，
認
知
遅
れ
等
に
よ
り
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

【
要
員
配
置
】
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
の
準
備
操
作
は
，
中
央
制
御
室
で
の

操
作
を
行
う
運
転
員
，
現
場
に
て
弁
操
作
を
行
う
運
転
員
，
現

場
に
て
大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
に
よ
る
移
動
式
熱
交
換
設
備
へ
の

海
水
補
給
，
移
動
式
代
替
熱
交
換
設
備
に
よ
る
冷
却
水
供
給
の

ホ
ー
ス
敷
設
，
接
続
等
を
行
う
専
任
の
復
旧
班
要
員
が
配
置
さ

れ
て
い
る
。
ホ
ー
ス
敷
設
，
接
続
等
は
現
場
に
て
復
旧
班
要
員

が
実
施
す
る
こ
と
と
な
る
が
，
本
操
作
を
行
う
要
員
は
，
操
作

が
終
わ
る
ま
で
の
期
間
，
他
の
操
作
を
担
っ
て
い
な
い
。
よ
っ

て
，
操
作
開
始
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

【
移
動
】
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
に
用
い
る
大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
，
移

動
式
代
替
熱
交
換
設
備
は
車
両
で
あ
り
，
自
走
に
て
作
業
現
場

へ
移
動
す
る
こ
と
を
想
定
し
て
い
る
。
仮
に
地
震
等
の
外
部
事

象
が
起
因
事
象
の
場
合
に
，
ア
ク
セ
ス
ル
ー
ト
の
被
害
が
あ
っ

て
も
，
ホ
イ
ー
ル
ロ
ー
ダ
等
に
て
必
要
な
ア
ク
セ
ス
ル
ー
ト
を

仮
復
旧
で
き
る
体
制
と
し
て
お
り
，
操
作
開
始
時
間
に
与
え
る

影
響
は
な
い
。
 

【
操
作
所
要
時
間
】
 

復
旧
班
要
員
の
準
備
操
作
は
，
各
機
器
の
設
置
作
業
及
び
弁
・

ス
イ
ッ
チ
類
の
操
作
に
移
動
時
間
を
含
め
て
７
時
間

20
分
の
作

業
時
間
を
想
定
し
て
い
る
が
，
訓
練
実
績
を
踏
ま
え
る
と
，
よ

り
早
期
に
準
備
操
作
が
完
了
す
る
見
込
み
で
あ
る
。
ま
た
，
運

転
員
（
現
場
）
の
行
う
現
場
系
統
構
成
は
，
操
作
場
所
は
原
子

炉
建
物
及
び
廃
棄
物
処
理
建
物
で
あ
り
，
移
動
を
含
め
て
２
時

間
10

分
の
操
作
時
間
を
想
定
し
て
い
る
。
よ
っ
て
，
操
作
開
始

時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

準
備
操
作
が
想
定
よ
り

短
い
時
間
で
完
了
す
る

こ
と
で
操
作
開
始
時
間

が
早
ま
る
可
能
性
が
あ

る
こ
と
か
ら
，
運
転
員

等
操
作
時
間
に
対
す
る

余
裕
は
大
き
く
な
る
。
 

操
作
開
始
時
間
は
評

価
上
の
想
定
よ
り
早

ま
る
可
能
性
が
あ
る

が
，
原
子
炉
へ
の
注

水
を
す
で
に
実
施
し

て
い
る
こ
と
か
ら
，

評
価
項
目
と
な
る
パ

ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る

影
響
は
な
い
。

事
象
発
生
約

10
時

間
後
の
操
作
で
あ

る
た
め
，
準
備
時
間

が
確
保
で
き
る
こ

と
か
ら
，
時
間
余
裕

が
あ
る
。
仮
に
，
操

作
が
遅
れ
る
場
合

は
，
低
圧
原
子
炉
代

替
注
水
系
（
常
設
）

に
よ
る
原
子
炉
へ

の
注
水
は
継
続
す

る
。
 

評
価
上
は
作
業
成
立
性

を
踏
ま
え
事
象
発
生
か

ら
1
0
時
間
後
と
し
て
お

り
，
こ
の
う
ち
，
各
機

器
の

設
置

作
業

及
び

弁
・
ス
イ
ッ
チ
類
の
操

作
は
，
所
要
時
間
７
時

間
20

分
想
定

の
と

こ

ろ
，
訓
練
実
績

で
は
，

約
５
時

間
41

分
で

あ

る
。
ま
た
，

運
転
員
に

よ
る
常
設
代
替
交
流
電

源
設
備
に
よ
る
電
源
確

保
，
復
旧
班

要
員
に
よ

る
大
型
送
水
ポ
ン
プ
車

に
よ
る
移
動
式
代
替
熱

交
換
設
備
へ
の
海
水
補

給
，
復
旧
班

要
員
に
よ

る
移
動
式
代
替
熱
交
換

設
備
に
よ
る
冷
却
水
供

給
を
並
行
し
て
実
施

す

る
こ
と
で
，

想
定
で
意

図
し
て
い
る
運
転
操
作

が
実
施
可
能
な
こ
と
を

確
認
し
た
。
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表
２

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
及
び
操
作
時
間
余
裕
(運

転
停
止
中
(全

交
流
動
力
電
源
喪
失
)
)（

５
／
５
）
 

項
目
 

評
価
条
件
（
操
作
条
件
）
の
不
確
か
さ
 

操
作
の
不
確
か
さ
要
因
 

運
転
員
等
操
作
時
間

に
与
え
る
影
響
 

評
価
項
目
と
な
る
パ

ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る

影
響
 

操
作
時
間
余
裕
 

訓
練
実
績
等
 

評
価
上
の
操
作

開
始
時
間
 

条
件
設
定
の
 

考
え
方
 

操 作 条 件
 

原
子
炉
補
機

代
替
冷
却
系

運
転
操
作
 

事
象
発
生
 

10
時
間
後
 

原
子
炉
補
機
代

替
冷
却
系
の
準

備
期
間
を
考
慮

し
て
設
定
 

【
他
の
並
列
操
作
有
無
】
 

復
旧
班
要
員
に
よ
る
準
備
操
作
は
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
へ

の
補
給
に
係
る
系
統
構
成
作
業
後
に
行
う
操
作
で
あ
り
，
他
の
並

列
操
作
は
無
い
こ
と
か
ら
，
操
作
開
始
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な

い
。
 

 【
操
作
の
確
実
さ
】
 

復
旧
班
要
員
，
運
転
員
の
現
場
操
作
は
，
操
作
の
信
頼
性
の
向
上

や
要

員
の

安
全

の
た

め
２

人
１

組
で

実
施

す
る

こ
と

と
し

て
お

り
，
誤
操
作
は
起
こ
り
に
く
く
，
誤
操
作
等
に
よ
り
操
作
時
間
が

長
く
な
る
可
能
性
は
低
い
。
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原
子
炉
補
機

代
替
冷
却
系

を
介
し
た
残

留
熱
除
去
系

（
原
子
炉
停

止
時
冷
却
モ

ー
ド
）
に
よ

る
原
子
炉
除

熱
操
作
 

事
象
発
生
 

10
時
間
後
 

原
子
炉
補
機
代

替
冷
却
系
を
介

し
た
残
留
熱
除

去
系
（
原
子
炉
停

止
時
冷
却
モ
ー

ド
）
に
よ
る
原
子

炉
除
熱
機
能
回

復
を
踏
ま
え
て

設
定
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
を
介
し
た
残
留
熱
除
去
系
に
よ
る
原
子

炉
停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
運
転
操
作
は
，
原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系

運
転
操
作
に
引
き
続
き
実
施
す
る
操
作
で
あ
り
，
運
転
操
作
ま
で

の
時
間
は
，
事
象
発
生
か
ら
約

10
時
間
あ
り
時
間
余
裕
が
あ
る
。
 

運
転

員
等

操
作

時
間

に
与

え
る

影
響

と
し

て
，

準
備

操
作

が
想

定
よ

り
短

い
時

間
で

完
了

す
る

こ
と

で
操

作
開

始
時

間
が

早
ま

る
可

能
性

が
あ

る
こ

と
か

ら
，

運
転

員
等

操
作

時
間

に
対

す
る

余
裕

は
大

き
く

な

る
。
 

操
作

開
始

時
間

は
評

価
上

の
想

定
よ

り
早

ま
る

可
能

性
が

あ
る

が
，

原
子

炉
へ

の
注

水
を

す
で

に
実

施
し

て
い

る
こ

と
か

ら
，

評
価

項
目

と
な

る
パ

ラ
メ

ー
タ

に
与

え
る

影
響
は
な
い
。
 

事
象
発
生
か
ら

10

時
間

後
の

操
作

で

あ
る
た
め
，
準
備
時

間
が

確
保

で
き

る

こ
と
か
ら
，
時
間
余

裕
が
あ
る
。
仮
に
，

操
作

が
遅

れ
る

場

合
は
，
低
圧
原
子
炉

代
替

注
水

系
（

常

設
）
に
よ
る
原
子
炉

へ
の

注
水

は
継

続

す
る
。
 

評
価
上
は
作
業
成
立
性

を
踏
ま
え
事
象
発
生
か

ら
1
0
時
間
後
と
し
て
お

り
，
こ
の
う
ち
，

系
統

構
成
及
び
ポ
ン
プ
の
起

動
は
，
所
要
時
間

35
分

想
定
の
と
こ
ろ
，

訓
練

実
績
等
か
ら
，
約

19
分

で
操
作
可
能
で
あ
る
見

込
み
を
得
た

。
想
定
で

意
図
し
て
い
る
運
転
操

作
が
実
施
可
能
な
こ
と

を
確
認
し
た
。
 

低
圧
原

子
炉

代
替
注

水
槽

へ
の
水
補
給
 

事
象
発
生
 

２
時
間

30
分
後

以
降
 

低
圧

原
子

炉
代

替
注

水
槽

へ
の

水
補
給
は
，
解
析

条
件

で
は

な
い

が
，
解
析
で
想
定

し
て

い
る

操
作

の
成

立
や

継
続

に
必
要
な
作
業
。

作
業

成
立

性
を

踏
ま
え
設
定
 

評
価
上
は
作
業
成
立
性
を
踏
ま
え
事
象
発
生
か
ら
２
時
間

30
分

後
以
降
，
適
宜
開
始
と
し
て
い
る
が
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽

の
水
源
枯
渇
ま
で
に
実
施
す
れ
ば
良
い
作
業
で
あ
り
，
低
圧
原
子

炉
代
替
注
水
槽
の
保
有
水
の
み
で
事
象
発
生
か
ら
約

32
時
間
後

ま
で
注
水
可
能
で
あ
る
こ
と
か
ら
十
分
な
時
間
余
裕
が
あ
る
。
 

－
 

－
 

－
 

評
価
上
は
作
業
成
立
性

を
踏
ま
え
事
象
発
生
か

ら
２
時
間

30
分
後
以
降

と
し
て
お
り
，
こ
の
う

ち
，
輪
谷
貯
水
槽
か
ら

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水

槽
へ
の
補
給
の
系
統
構

成
は
，
所
要
時
間
２
時

間
10

分
想
定

の
と

こ

ろ
，
訓
練
実
績
で
は
，

約
１
時

間
41

分
で

あ

る
。
想
定
で
意
図
し
て

い
る
運
転
操
作
が
実
施

可
能
な
こ
と
を
確
認
し

た
。
 

 



 

７
日
間
に
お
け
る
水
源
の
対
応
に
つ
い
て
（
運
転
停
止
中
（
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
）
）
 

 

○
水
源

 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
：
約

74
0m

3
 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
／
西
２
）

※
：
約

7,
00
0m

3
（
約

3,
50
0m

3 ×
２
）

 

※
設
置
許
可
基
準
規
則

56
条
【
解
釈
】

1
b)
項
を
満
足
す
る
た
め
の
代
替
淡
水
源
（
措
置
）

 

 

○
水
使
用
パ
タ
ー
ン

 

①
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水

 

事
象
発
生
２
時
間
後
か
ら
，
原
子
炉
水
位
回
復
ま
で
最
大
流
量
（
20
0m

3
/h
）
で
 

注
水
す
る
。
原
子
炉
水
位
回
復
後
は
，
崩
壊
熱
に
応
じ
た
注
水
量
で
注
水
す
る
。

 

 
 ②
輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
／
西
２
）
か
ら
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
へ
の
移
送

 

事
象
発
生
２
時
間

30
分
後
か
ら
大
量
送
水
車
を
用
い
て

12
0m

3 /
h
で
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
へ
移
送
す
る
。

 

 

○
時
間
評
価
（
右
上
図
）

 

事
象
発
生
後
か
ら
２
時
間
後
か
ら
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
を
水
源
と
し
て
原
子
炉
注
水
を
実
施
す
る
た
め
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水
量
は
減
少
す
る
。

事
象
発
生
２
時
間

30
分
後
か
ら
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
へ
の
補
給
を
開
始
す
る
た
め
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
水
量
は
回
復
す
る
。
事
象
発
生
後
約

10

時
間
後
か
ら
，
残
留
熱
除
去
系
の
運
転
を
開
始
し
，
以
降
は
安
定
し
て
冷
却
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

 

○
水
源
評
価
結
果

 

時
間
評
価
の
結
果
か
ら
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
が
枯
渇
す
る
こ
と
は
な
い
。
ま
た
，
７
日
間
の
対
応
を
考
慮
す
る
と
，
約

30
0m

3
必
要
と
な
る
。
低
圧
原

子
炉
代
替
注
水
槽
に
約

74
0m

3
及
び
輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
／
西
２
）
に
約

7,
00
0m

3
の
水
を
保
有
す
る
こ
と
か
ら
，
必
要
水
量
は
確
保
可
能
で
あ
り
，
安
定

し
て
冷
却
を
継
続
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
。

 

添付資料 5.2.3 

添 5.2.3-1 



添 5.2.4-1 

添付資料 5.2.4 

 

７日間における燃料の対応について（運転停止中（全交流動力電源喪失）） 

 

保守的にすべての設備が，事象発生直後から７日間燃料を消費するものとして

評価する。 

 

時系列 合計 判定 

大量送水車 １台起動 

0.0652m3/h×24h×７日×１台＝10.9536m3 ７日間の 

軽油消費量 

約 64m3 

ディーゼル燃料

貯蔵タンクの容

量は約 730m3で

あり，７日間対

応可能 

大型送水ポンプ車 １台起動 

0.31m3/h×24h×７日×１台＝52.08m3 

ガスタービン発電機 １台起動 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

2.09m3/h×24h×７日×１台＝351.12m3 

７日間の 

軽油消費量 

約 352m3 

ガスタービン発

電機用軽油タン

クの容量は約

450m3であり，７

日間対応可能 

緊急時対策所用発電機 １台 

0.0469 m3/h×24h×７日×１台＝7.8792m3 

７日間の 

軽油消費量 

約８m3 

緊急時対策所用

燃料地下タンク

の容量は約 45m3

であり，７日間

対応可能 

 

添
付
資
料

2.1.6 



添 5.2.5-1 

添付資料 5.2.5 

 

常設代替交流電源設備の負荷（運転停止中（全交流動力電源喪失）） 

 

主要負荷リスト 

電源設備：ガスタービン発電機  定格出力：4,800kW 

起動 

順序 
主要機器 

負荷容量

(kW) 

負荷起動時の 

最大負荷容量

(kW) 

定常時の 

最大負荷容量

(kW) 

① ガスタービン発電機付帯設備 約 111 約 300 約 111 

② 代替所内電気設備負荷（自動投入負荷） 約 18 約 129 約 129 

③ 
充電器，非常用照明，非常用ガス処理系

他（Ｄ系高圧母線自動投入負荷） 
約 518 約 713 約 647 

④ 低圧原子炉代替注水ポンプ 約 210 約 989 約 857 

⑤ 低圧原子炉代替注水設備非常用送風機 約 15 約 927 約 872 

⑥ 
充電器，非常用照明，非常用ガス処理系

他（Ｃ系高圧母線自動投入負荷） 
約 359 約 1,293 約 1,231 

⑦ Ａ－淡水ポンプ（移動式代替熱交換設備） 約 110 約 1,401 約 1,341 

⑧ Ｂ－淡水ポンプ（移動式代替熱交換設備） 約 110 約 1,511 約 1,451 

⑨ Ｂ－残留熱除去ポンプ 約 560 約 2,415 約 1,786 

⑩ Ｂ－中央制御室送風機 約 180 約 2,181 約 1,966 

⑪ Ｂ－中央制御室非常用再循環送風機 約 30 約 2,058 約 1,996 

⑫ Ｂ－中央制御室冷凍機 約 300 約 2,498 約 2,296 

⑬ Ｂ－燃料プール冷却水ポンプ 約 110 約 2,471 約 2,406 

 

常設代替交流電源設備の負荷積算イメージ 
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5.3 原子炉冷却材の流出 

5.3.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」に含まれる事故シーケンス

は，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，「原子炉冷却材

の流出（残留熱除去系切替時の冷却材流出）＋流出隔離・炉心冷却失敗」，「原

子炉冷却材の流出（原子炉浄化系ブロー時の冷却材流出）＋流出隔離・炉心冷

却失敗」，「原子炉冷却材の流出（制御棒駆動機構点検時の冷却材流出）＋流出

隔離・炉心冷却失敗」及び「原子炉冷却材の流出（局部出力領域モニタ交換時

の冷却材流出）＋流出隔離・炉心冷却失敗」である。 

 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基本的考え方 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」では，原子炉の運転停止中

に，原子炉冷却材圧力バウンダリに接続された系統から，運転員の誤操作等に

より系外への原子炉冷却材の流出が発生することを想定する。このため，原子

炉冷却材の流出に伴い原子炉冷却材が減少することから，緩和措置がとられな

い場合には，原子炉水位の低下により燃料が露出し，燃料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，原子炉冷却材の流出によって燃料損傷に至る

事故シーケンスグループである。このため，運転停止中の原子炉における燃料

損傷防止対策の有効性評価には，注水機能に対する重大事故等対処設備に期待

することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，原子炉圧力容器からの原子炉

冷却材流出の停止や，残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水を行

うことで必要量の原子炉冷却材を確保することによって，燃料損傷の防止を図

る。また，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による最終的な熱の

逃がし場へ熱の輸送を行うことにより，原子炉を除熱する。 

 

(3) 燃料損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」における機能喪失に対して，

燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可能とするため，運転

員による原子炉冷却材流出の停止及び残留熱除去系（低圧注水モード）による

原子炉注水手段を整備する。これらの対策の概略系統図を第5.3.1－1(1)図及

び第5.3.1－1(2)図に，手順の概要を第5.3.1－2図に示すとともに，重大事故

等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における設備と操作手順の

関係を第5.3.1－1表に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにおいて，重大事故

等対策に必要な要員は，緊急時対策要員 10 名である。その内訳は次のとおり

である。中央制御室の運転員は，当直長１名，当直副長１名，運転操作対応を

行う運転員３名である。発電所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を

行う要員は５名である。必要な要員と作業項目について第 5.3.1－3図に示す。 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目を重

要事故シーケンスと比較し，必要な要員数を確認した結果，10名で対処可能で

ある。 

 

ａ．原子炉冷却材圧力バウンダリ外への原子炉冷却材流出確認 



5.3-2 

原子炉の運転停止中に原子炉冷却材圧力バウンダリに接続された系統か

ら，運転員の誤操作等により系外への原子炉冷却材の流出が発生する。なお，

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の吸い込み配管の高さは燃料棒有

効長頂部以下にあるため，本事故シーケンスの水位低下量においては崩壊熱

除去機能は維持される。 

原子炉冷却材圧力バウンダリ外への原子炉冷却材流出を確認するために

必要な計装設備は，サプレッション・プール水位（ＳＡ）等である。 

 

ｂ．原子炉冷却材圧力バウンダリ外への原子炉冷却材流出停止確認 

原子炉冷却材圧力バウンダリに接続された系統から漏えいしている箇所

の隔離を行うことで，原子炉冷却材流出が停止することを確認する。 

隔離操作完了により，正常な原子炉停止時冷却モードの運転となる。 

原子炉冷却材圧力バウンダリ外への原子炉冷却材流出停止を確認するた

めに必要な計装設備は，サプレッション・プール水位（ＳＡ）等である。 

 

ｃ．残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉注水 

原子炉冷却材流出により低下した原子炉水位を回復するため，中央制御室

からの遠隔操作により残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉注

水を開始し，原子炉水位を回復する。 

残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉注水を確認するために

必要な計装設備は，残留熱除去ポンプ出口流量等である。 

 

5.3.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価するうえで選定した重要事故シーケンス

は，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，事象認知まで

に要する時間（点検作業に伴う原子炉冷却材の流出事象は検知が容易）及び原

子炉冷却材の流出量の観点から「原子炉冷却材の流出（残留熱除去系切替時の

冷却材流出）＋流出隔離・炉心冷却失敗」である※１。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は通常，２系統あるうち１系統を

用いて，崩壊熱除去を実施しており，作業や点検等に伴い系統切替えを実施す

る場合がある。系統切替えに当たって，原子炉冷却材が系外に流出しないよう

に系統構成を十分に確認して行うが，操作の誤り等によって原子炉冷却材が系

外に流出する事象を想定している。 

「残留熱除去系切替時の冷却材流出」は原子炉冷却材流出事象発生時の検知

が他の作業等よりも困難な事象であり，原子炉圧力容器の上蓋が開放されてい

る「ＰＯＳ－Ｂ 原子炉ウェル満水状態」が検知性及び放射線遮蔽の考慮の観

点で最も厳しい想定である。なお，燃料棒有効長頂部まで原子炉水位が低下す

るまでの時間余裕という観点では原子炉未開放状態が厳しくなるが，その場合

であっても約1.3時間の時間余裕※２があり，かつ，原子炉水位計による警報発

生，緩和設備の起動等に期待できるため，原子炉開放時と比べて速やかな検知

と注水が可能であり，評価項目を満足できる。したがって，当該プラント状態

を基本とし，他のプラント状態も考慮した想定において評価項目を満足するこ

とを確認することにより，運転停止中の他のプラント状態においても，評価項

目を満足できる。 



5.3-3 

本重要事故シーケンスでは，操作の誤り等による原子炉冷却材の系外流出に

より原子炉水位が低下するが，燃料棒有効長頂部の冠水及び未臨界を維持でき

ることを評価する。さらに，原子炉水位が放射線の遮蔽が維持される水位を確

保できることを評価する。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重要事故シーケンス

における運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える

影響及び操作時間余裕を評価する。 

※１ 残留熱除去系切替え時の冷却材流出による流出量は他の原子炉冷却材

流出事象と比べて流出量が大きい（島根原子力発電所２号炉 確率論的リス

ク評価(ＰＲＡ)について 補足説明資料1.1.2.c-3 冷却材流出事象の流出

量及び余裕時間の算出方法について） 

※２ 原子炉冷却材の流出により原子炉水位が通常運転水位から燃料棒有効

長頂部まで低下するまでの時間 

（添付資料5.3.1，5.3.2） 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な評価条件を第5.3.2

－1表に示す。また，主要な評価条件について，本重要事故シーケンス特有の

評価条件を以下に示す。 

 

ａ．初期条件 

(a) 原子炉圧力容器の状態 

原子炉圧力容器の開放時について評価する。原子炉未開放時においては

原子炉水位計による警報発生，緩和設備の起動等に期待できる。 

(b) 原子炉水位及び原子炉水温 

事象発生前の原子炉の初期水位は，原子炉ウェル満水の水位とし，保有

水量を厳しく見積もるため，燃料プールと原子炉ウェルの間に設置されて

いるプールゲートは閉を仮定する。また，原子炉水温は 52℃とする。 

 

ｂ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の系統切替

え時に原子炉冷却材が流出するものとする。具体的には，ミニマムフロー

弁の閉操作忘れの人的過誤による原子炉冷却材のサプレッション・チェン

バへの流出を想定し，流出量は約 94m3/hとする。 

(b) 崩壊熱による原子炉水温の上昇及び蒸発 

本想定事象では崩壊熱除去機能喪失を仮定した場合も，事象発生から安

定状態に至る時間に対して，原子炉水温が 100℃に到達するまでの時間が

事象発生から５時間以上と長いため，崩壊熱による原子炉水温の上昇及び

蒸発については，考慮しない。 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼル発電機によっ

て給電を行うものとする。 
 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 残留熱除去系（低圧注水モード） 
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残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水流量は 1,136m3/h と

する。 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対す

る仮定」に示す分類に従って以下のとおり設定する。 

(a) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転中の残留熱除去ポンプミ

ニマムフロー弁閉止及び待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）による

原子炉注水は，原子炉水位低下確認後，原因調査を開始し，事象発生から

２時間後に実施するものとする。 

なお，本評価事象においては漏えい箇所の隔離が容易であるため，残留

熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水操作は残留熱除去ポンプミ

ニマムフロー弁閉止操作完了後に実施するものとしている。ただし，両操

作とも水位低下を認知して実施する操作であり，事象によっては原子炉注

水操作を残留熱除去ポンプミニマムフロー弁閉止操作完了前に実施する

こともある。 

（添付資料 5.3.2） 

 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉水位の推移を第5.3.2－1図に，原子炉

水位と線量率の関係を第5.3.2－2図に示す。 

 

ａ．事象進展 

事象発生後，原子炉冷却材が流出することにより，原子炉水位は低下し始

めるが，原子炉水位の低下により異常事象を認知し，事象発生から２時間経

過した時点で，残留熱除去ポンプミニマムフロー弁閉止操作完了後，待機中

の残留熱除去ポンプを起動し，残留熱除去系（低圧注水モード）による原子

炉注水を行う。 

その後は，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転により崩壊熱除

去機能を回復する。 

線量率の評価点は原子炉建物原子炉棟４階の燃料取替機台車床としてお

り，燃料棒有効長頂部の約15m上の水位での線量率は1.0×10-3mSv/h以下であ

り，この水位において放射線の遮蔽は維持されている。 

 

ｂ．評価項目等 

原子炉水位は第 5.3.2－1 図に示すとおり，燃料棒有効長頂部の約 15m 上

まで低下するに留まり，燃料は冠水維持される。 

第 5.3.2－2 図に示すとおり，必要な遮蔽※３が維持できる水位である燃料

棒有効長頂部の約 2.5m 上を下回ることがないため，放射線の遮蔽は維持さ

れる。なお，線量率の評価点は原子炉建物原子炉棟４階の燃料取替機台車床

としている。 

また，全制御棒全挿入状態が維持されているため，未臨界は確保されてい

る。 

原子炉水位回復後，残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水を

停止し，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による原子炉圧力容
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器除熱を行うことで，安定状態を維持できる。 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す

(1)から(3)の評価項目について，対策の有効性を確認した。 

※３ 必要な遮蔽の目安とした線量率は10mSv/hとする。原子炉冷却材流出

における原子炉建物原子炉棟４階での作業時間及び作業員の退避は２

時間以内であり，作業員の被ばく量は最大でも20mSvとなるため，緊急

作業時における被ばく限度の100mSvに対して余裕がある。 

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建物原子炉棟４階で

の操作を必要な作業としていないが，燃料プールスプレイ系（可搬型ス

プレイノズル使用）を使用した燃料プールへの注水について仮に考慮し，

可搬型スプレイノズル及びホースの設置にかかる作業時間を想定した。 

必要な遮蔽の目安とした線量率10mSv/hは，定期事業者検査作業時での

原子炉建物原子炉棟４階における線量率を考慮した値である。 

この線量率となる水位は燃料棒有効長頂部の約2.5m上（原子炉ウェル

満水から約14m下）の位置である。 

（添付資料 4.1.2, 5.1.6，5.3.3） 

 

5.3.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与える影

響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価するもの

とする。 

本重要事故シーケンスは，事象進展が緩やかであり，運転員等操作である待

機中の残留熱除去系（低圧注水モード）により，水位を回復させることが特徴

である。また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，原子炉冷却材流出

の停止操作及び待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水操

作とする。 

 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，第 5.3.2

－1表に示すとおりであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件とした

場合の影響を確認する。また，評価条件の設定に当たっては，評価項目に対

する余裕が小さくなるような設定があることから,その中で事象進展に有意

な影響を与えると考えられる項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の原子炉ウェル満水に対して最確条

件とした場合は，事故事象ごとに異なり，原子炉ウェル水張り実施中にお

いては，評価条件よりも原子炉初期水位は低くなるが，既に原子炉注水を

実施しており，また原子炉冷却材流出の停止のための隔離操作は，原子炉

冷却材流出の認知を起点とする操作であることから，運転員等操作時間に

与える影響はない。 

初期条件のプールゲートの状態は評価条件のプールゲート閉に対して

最確条件はプールゲート開であり，評価条件の不確かさとして，最確条件

とした場合は，評価条件で設定している保有水量より多くなるため，原子

炉水位が燃料棒有効長頂部まで低下する時間は長くなるが，原子炉冷却材
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流出の停止及び注水操作は原子炉冷却材流出の認知を起点とする操作で

あることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子炉圧力容器の開放

に対して最確条件は事故事象ごとに異なる。原子炉圧力容器の未開放時は，

原子炉水位計による警報発生，緩和設備の起動等により原子炉冷却材流出

の認知が早まるため，運転員等操作時間が早くなり，原子炉圧力容器の開

放時は，評価条件と同様となるが，原子炉冷却材流出の停止及び注水操作

は原子炉冷却材流出の認知を起点とする操作であることから，運転員等操

作時間に与える影響はない。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の原子炉水位及び原子炉圧力容器の状態について，評価条件の

原子炉圧力容器の開放及び原子炉ウェル満水に対して最確条件は事故事

象ごとに異なる。原子炉圧力容器の開放時は,原子炉ウェルの水張りを実

施しているため初期水位が原子炉ウェル満水と高い位置となるが，原子炉

圧力容器等の遮蔽に期待できず，また原子炉水位計の警報による運転員の

認知に期待できないため，速やかな認知が困難である。一方，原子炉圧力

容器の未開放時は，原子炉圧力容器の開放時と比べて，初期水位が低い位

置であるが，原子炉圧力容器等の遮蔽に期待でき，かつ，原子炉水位計に

よる警報発生，緩和設備の起動等により原子炉冷却材流出の認知が早まる

ため，放射線の遮蔽を維持できる燃料棒有効長頂部の約 1.8m 上に到達す

るまでの時間（事象発生から約 50分）までの認知が可能である。 

このため，現場作業員の退避時の被ばくを考慮した際も必要な放射線の

遮蔽は維持されることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小

さい。また，原子炉水位が燃料棒有効長頂部まで低下する時間は約 1.3時

間の時間余裕があり，認知後すぐに隔離による原子炉冷却材流出の停止操

作及び原子炉注水操作を行えるため，操作時間が十分あることから，評価

項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

初期条件のプールゲートの状態において評価条件のプールゲート閉に

対して，最確条件はプールゲート開であり，本評価条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，評価条件で設定している保有水量より多くなるた

め，原子炉水位が燃料棒有効長頂部まで低下する時間は長くなることから，

評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，「要員配置」，

「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実さ」

の６要因に分類し，これらの要因が運転員等操作時間に与える影響を評価す

る。また，運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータに与

える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の原子炉冷却材流出の停止操作は，評価上の操作開始時間とし

て，事象発生から２時間後を設定している。運転員等操作時間に与える影

響として，実態の運転操作においては，運転員の残留熱除去系系統切替え

時のプラント状態確認による早期の認知に期待できるため，評価の想定と

比べ，早く事象を認知できる可能性があり，評価上の操作開始時間に対し，
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実態の原子炉冷却材流出の停止操作が早くなることから，運転員等操作時

間に対する余裕は大きくなる。 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）の注水操作は，評

価上の操作開始時間として，原子炉水位の低下に伴う異常の認知及び現場

操作の時間を考慮し，事象発生から２時間後を設定している。運転員等操

作時間に与える影響として，原子炉水位低下時に原子炉注水の必要性を認

知することは容易であり，評価では事象発生から２時間後の原子炉注水操

作開始を設定しているが，実態は運転員の残留熱除去系系統切替え時のプ

ラント状態確認による早期の認知に期待でき，速やかに原子炉注水操作を

実施するため，その開始時間は早くなることから，運転員等操作時間に対

する余裕は大きくなる。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の原子炉冷却材流出の停止操作は，運転員等操作時間に与える

影響として，実態の操作開始時間が早まり，原子炉水位の低下を緩和する

可能性があることから，評価項目となるパラメータに与える余裕は大きく

なる。 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）の注水操作は，運

転員等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間が早まり，原子

炉水位の低下を緩和する可能性があることから，評価項目となるパラメー

タに与える余裕は大きくなる。 

（添付資料 5.3.4） 

 

(2) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となる

パラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確

認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の原子炉冷却材流出の停止操作について，必要な遮蔽が確保される

最低水位に到達するまでの時間は事象発生から約10時間後であり，事故を認知

して漏えい箇所の隔離が完了し，原子炉注水を開始するまでの時間は事象発生

から２時間後であることから，時間余裕がある。 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）の注水操作について，

必要な遮蔽が確保される最低水位に到達するまでの時間は事象発生から約10

時間後であり，事故を認知して原子炉注水を開始するまでの時間は事象発生か

ら２時間後であることから，時間余裕がある。 

（添付資料5.3.4） 

 

(3) まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間に与える影

響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を確認した。そ

の結果，評価条件の不確かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場

合においても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範

囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

 

5.3.4 必要な要員及び資源の評価 



5.3-8 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」において，重大事故等対策

時における必要な要員は，「5.3.1(3) 燃料損傷防止対策」に示すとおり10名で

ある。「6.2 重大事故等対策時に必要な要員の評価結果」で説明している緊急

時対策要員の43名で対処可能である。 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」において，必要な水源，燃

料及び電源は，「6.1(2) 資源の評価条件」の条件にて評価している。その結果

を以下に示す。 

 

ａ．水源 

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水については，必要な注

水量が少なく，また，サプレッション・チェンバのプール水を水源とするこ

とから，枯渇することはないため，７日間の継続実施が可能である。 

 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機等による電源供給については，事象発生後７日間

最大負荷で運転した場合，運転継続に約 700m3の軽油が必要となる。ディー

ゼル燃料貯蔵タンクにて約 730m3の軽油を保有しており，これらの使用が可

能であることから，非常用ディーゼル発電機等による電源供給について，７

日間の継続が可能である。 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，事象発生直後からの運

転を想定すると，７日間の運転継続に約８m3の軽油が必要となる。緊急時対

策所用燃料地下タンクにて約 45m3の軽油を保有しており，この使用が可能で

あることから，緊急時対策所用発電機による電源供給について，７日間の継

続が可能である。 

（添付資料5.3.5） 
 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼル発電機等によっ

て給電を行うものとする。重大事故等対策時に必要な負荷は，非常用ディー

ゼル発電機等は負荷に含まれることから，非常用ディーゼル発電機等による

電源供給が可能である。 

また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対しての電源供給が

可能である。 

 

5.3.5 結論  

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」では，系統切替え操作の誤

り等によって原子炉冷却材が系外に流出することで原子炉圧力容器内の保有

水量が減少し，燃料損傷に至ることが特徴である。事故シーケンスグループ「原

子炉冷却材の流出」に対する燃料損傷防止対策としては，原子炉冷却材流出の

停止及び残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水手段を整備してい

る。 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」の重要事故シーケンス「原

子炉冷却材の流出（残留熱除去系切替時の冷却材流出）＋流出隔離・炉心冷却
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失敗」について有効性評価を実施した。 

上記の場合においても，残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水

を行うことにより，燃料は露出することなく燃料棒有効長頂部は冠水している

ため，燃料損傷することはない。 

その結果，燃料棒有効長頂部の冠水，放射線の遮蔽の維持及び制御棒の全挿

入状態が維持されており未臨界の確保ができることから，評価項目を満足して

いる。また，安定状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に与える影響

及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策の有効性が

確認できる範囲内において，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れ

た場合でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，緊急時対策要員にて確保可能である。ま

た，必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

以上のことから，残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水等の燃

料損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して有効であることが確

認でき，事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」に対して有効である。 
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第5.3.1－1(1)図 「原子炉冷却材の流出」の重大事故等対策の概略系統図 

（原子炉停止時冷却系統構成失敗） 

  



5.3-11 

 

 

 

 
 

第 5.3.1－1(2)図 「原子炉冷却材の流出」の重大事故等対策の概略系統図 

（漏えい箇所の隔離操作，原子炉注水及び原子炉停止時冷却） 

  



 

第 5.3.1－2図 「原子炉冷却材の流出」の対応手順の概要

【有効性評価の対象とはしていないが，他に取り得る手段】 

Ⅰ：高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系による原子炉注水

も実施可能である。 

残留熱除去系（低圧注水モード）と同等の流量は確保できな

いが，低圧原子炉代替注水系（常設），復水輸送系，消火系

による代替注水も実施可能である。 

注水開始時間は遅くなるが，低圧原子炉代替注水系（可搬型）

による代替注水も実施可能である。 

Ⅱ：原子炉補機冷却系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却

モード）による崩壊熱除去ができない場合，原子炉補機代替

冷却系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）に

よる崩壊熱除去も実施可能である。 

また，大型送水ポンプ車を用いた残留熱除去系（原子炉停止

時冷却モード）又は原子炉浄化系による崩壊熱除去も実施可

能である。 

プラント前提条件 

・原子炉ウェル満水 

・全燃料装荷＆プールゲート「閉」 

・Ａ－残留熱除去系（低圧注水モード） 待機中 

・Ｂ－残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 運転中 

・Ｃ－残留熱除去系 点検に伴い待機除外中 

外部電源喪失発生 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）によ

り冷却を継続し，機能喪失している設備の復旧

に努める。 

ミニマムフロー弁を全閉とした原子炉 

停止時冷却モード運転号機にて除熱継続 

原子炉水位回復確認※11 

残留熱除去系（低圧注水モード）による 

原子炉への注水確認 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

再起動※２ 

 

非常用ディーゼル発電機等 

自動起動を確認 

高圧炉心スプレイ系，低圧炉心

スプレイ系，低圧原子炉代替  

注水系（常設），復水輸送系，   

消火系，低圧原子炉代替注水系 

（可搬型）による原子炉注水 

（起動失敗の場合） 

残留熱除去系（停止側） 

低圧注水モード待機へ切替え 

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

運転号機切替え 

Ⅰ 

残留熱除去系（低圧注水モード） 

待機号機起動 

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

停止を確認※１ 

【  】：時刻（評価条件） 

< > ：時刻（評価結果） 

サプレッション・プールへの原子炉冷却材 
流出停止，原子炉水位低下停止※10 

※１：中央制御室にて，機器ランプ表示，警報，ポンプ出口圧力，ポ

ンプ出口流量等を確認する。 

※２：外部電源喪失により停止した側の残留熱除去系を原子炉停止時

冷却モードで再起動する 

※３：作業等により残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転号

機の切替えを想定する。 

※４：人的過誤を仮定するため，待機側のミニマムフロー弁を全開の

まま電源を切ることを想定する 

※５：原子炉停止時冷却モード切替え準備完了後時に原子炉圧力容器

からの水頭圧よりサプレッション・プールへの流出は始まり，

プラント状態（原子炉水位，原子炉水温度等）確認により原子

炉冷却材流出は確認できるが，評価上考慮しない。 

※６：流出量は約 94m3/h，原子炉水位低下速度は約 0.93m/h である。 

※７：１時間毎の中央制御室監視により，原子炉水位低下を検知する。

実際は，原子炉停止時冷却モード切替え時にプラント状態（原

子炉水位，原子炉水温度等）を確認する。そのため，早期に冷

却材流出は確認することができる。 

なお，原子炉水位による監視ができない場合でも，サプレッシ

ョン・プール水位による異常を検知することは可能である。 

※８：重大事故等発生を通信連絡設備により確認した現場作業員は退

避を実施する。なお，すべての現場作業員の退避が完了するま

での時間は１時間 30 分程度である。 

※９：原子炉水位低下及びサプレッション・プール水位上昇により，

サプレッション・チェンバとのバウンダリ喪失を判断し，隔離

操作を実施する。 

隔離操作完了により，正常な原子炉停止時冷却モードの運転と

なる。 

※10：隔離成功時の原子炉ウェル最低水位は，燃料棒有効長頂部  

（ＴＡＦ）から約 15m 上（原子炉ウェルオーバーフローレベル

から約 1.9m 下）となる。なお，サプレッション・プールの水

位上昇は約 16cm となる。 

※11：原子炉水位（定検時水張用）により原子炉水位回復を確認後，

低圧注水モードを停止する。 

燃料プール冷却系起動 

原子炉の状態が静定後，燃料 

プール冷却を再開する 

残留熱除去系（低圧注水モード）待機号機を 

原子炉停止時冷却モードへ切替え準備※３ 

原子炉ウェルの水頭圧により 

原子炉冷却材流出開始※５ 

<約１時間> 

原子炉補機冷却系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却

モード）以外による崩壊熱除去 

・原子炉補機代替冷却系又は大型送水ポンプ車を用いた残留

熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による崩壊熱除去 

・原子炉浄化系による崩壊熱除去 

Ⅱ 

【0 秒】 
サプレッション・プールへの原子炉冷却材 

流出による原子炉水位低下開始※６ 

原子炉停止時冷却モード切替え時のプラント状態 

確認にて「原子炉水位低下」を確認※５ 

原子炉水位の低下を確認※７ 

現場作業員への退避指示※８ 原子炉水位低下調査 

ミニマムフロー弁 

「開」のまま電動弁電源「切」操作※４ 

 ミニマムフロー弁「開」確認， 

隔離操作※９ 

残留熱除去系（低圧注水モード）待機号機を 

原子炉停止時冷却モードへ切替え準備完了 

運転中の残留熱除去系（原子炉

停止時冷却モード）停止 

（隔離失敗の場合） 
【２時間後】 

原

子

炉

へ

の

注

水 
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凡例 

：操作・確認 

：判断 

：操作及び判断 

：プラント状態（評価） 

：復旧班要員の作業 

：運転員と復旧班要員の共同作業 

：評価上考慮しない操作・確認 



 

　事象発生

責任者 当直長 1人
中央制御室監視

緊急時対策本部連絡

指揮者 当直副長 1人 運転操作指揮

指示者 1人 初動での指揮

連絡責任者

連絡担当者
4人 発電所内外連絡

運転員

（中央制御室）
復旧班要員

・ 外部電源喪失確認

・ 残留熱除去系

　 （原子炉停止時冷却モード）（運転側）停止確認
Ｂ－残留熱除去ポンプ

・ 非常用ディーゼル発電機等自動起動確認

残留熱除去系

（原子炉停止時冷却モード）

再起動

（1人）

A
―

・ 残留熱除去系

　 （原子炉停止時冷却モード）（運転側）起動
Ｂ－残留熱除去ポンプ

（1人）

A
―

・ 残留熱除去系

　 （原子炉停止時冷却モード）（待機側）系統構成（中央制御室)
Ａ－残留熱除去ポンプ

― ―
・ 残留熱除去系

　 （原子炉停止時冷却モード）（待機側）系統構成（現場）
Ａ－残留熱除去ポンプ

（1人）

A
―

・ 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）（運転側)から

　 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）（待機側)へ切替え操作

Ｂ－残留熱除去ポンプから

Ａ－残留熱除去ポンプ

現場作業員への退避指示 ― ― ・ 当直長による現場作業員への退避指示

評価上考慮せず

中央制御室で当直長が指示す

る

（1人）

A
― ・ 原子炉水位，温度監視

（1人）

A
―

・ 残留熱除去系

　 （低圧注水モード）（停止側） 系統構成（中央制御室）
Ｂ－残留熱除去ポンプ

― ―
・ 残留熱除去系

　 （低圧注水モード）（停止側） 系統構成（現場）
Ｂ－残留熱除去ポンプ

（1人）

A
― ・ 原子炉水位低下調査／隔離操作

原子炉冷却材流出停止により

正常な原子炉停止時冷却モー

ド運転が開始される

― ― ・ 放射線防護具準備

― ― ・ 原子炉水位低下調査／隔離準備操作

（1人）

A
― ・ 残留熱除去系（低圧注水モード）起動操作 Ｂ－残留熱除去ポンプ

燃料プール冷却　再開
（1人）

A
― ・ 燃料プール冷却系再起動

評価上考慮せず

燃料プール水温66℃以下維持

必要人員数　合計
1人

A
―

原子炉冷却材の流出

必要な要員と作業項目

経過時間（分） 経過時間（日）

備考0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140 150 160 170 5 6 7

手順の項目

実施箇所・必要人員数

操作内容

　　約1時間後　原子炉水位低下検知

通報連絡等を行う

要員 　　2時間後　サプレッション・プールへの原子炉冷却材流出停止

　　　　　 　残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水

運転員

（現場）

状況判断
1人

A
― ― 10分

― 10分

残留熱除去系

（原子炉停止時冷却モード）

切替え操作

― 20分

2人

B,C
20分

― 20分

― 　　　　　１時間30分以内に退避完了

原子炉水位回復操作

― 適宜監視

― 20分

（2人）

B,C
20分

― 60分

（2人）

B,C

10分

50分

― 10分  原子炉水位回復後，残留熱除去系（低圧注水モード）停止

―
・燃料プール冷却水ポンプを再起動し燃料プールの冷却を再開する。

・必要に応じてスキマサージタンクへの補給を実施する。

2人

B,C

（）内の数字は他の作業終了後，移動して対応する人員数。

適宜実施

第 5.3.1－3図 「原子炉冷却材の流出」の作業と所要時間 
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第 5.3.2－1図 原子炉水位の推移 
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第 5.3.2－2図 原子炉水位と線量率 
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1
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1
表
 
「
原
子
炉
冷
却
材
の
流
出
」
の
重
大
事
故
等
対
策
に
つ
い
て

 

 

判
断
及
び
操
作
 

手
順
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備

 

常
設
設
備
 

可
搬
型
設
備

 
計
装
設
備
 

原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン

ダ
リ
外
へ
の
原
子
炉
冷
却
材

流
出
確
認

 

運
転
停
止
中
に
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
に
接
続
さ

れ
た
系
統
か
ら
，
運
転
員
の
誤
操
作
等
に
よ
り
系
外
へ
の
原

子
炉
冷
却
材
の
流
出
が
発
生
す
る
。

 

【
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
】

 

【
デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク
】
 

－
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
） 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン

ダ
リ
外
へ
の
原
子
炉
冷
却
材

流
出
停
止
確
認

 

原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
に
接
続
さ
れ
た
系
統
か
ら

漏
え
い
し
て
い
る
箇
所
の
隔
離
を
行
う
こ
と
で
，
原
子
炉
冷

却
材
流
出
が
停
止
す
る
こ
と
を
確
認
す
る
。

 

－
 

－
 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
位
（
Ｓ
Ａ
） 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水

モ
ー
ド
）
運
転
に
よ
る
原
子

炉
注
水

 

原
子
炉
冷
却
材
流
出
に
よ
り
低
下
し
た
原
子
炉
水
位
を
回
復

す
る
た
め
，
待
機
し
て
い
た
残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ

ー
ド
）
運
転
で
原
子
炉
注
水
を
実
施
す
る
。

 

【
残
留
熱
除
去
系

 

（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）】

 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ

 

－
 

【
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
流
量
】

 

原
子
炉
水
位
（
Ｓ
Ａ
）
 

原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

【
 
】
：
重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
）
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第
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3.
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1
表
 
主
要
評
価
条
件
（
原
子
炉
冷
却
材
の
流
出
）
 

 

項
目
 

主
要
評
価
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

初 期 条 件 

原
子
炉
圧
力
容
器
の
状
態
 

原
子
炉
圧
力
容
器
の
開
放
 

線
量
率
の
影
響
を
確
認
す
る
た
め
，
原
子
炉
圧
力
容
器
の
開
放
状
態
を
想
定
 

原
子
炉
水
位
 

原
子
炉
ウ
ェ
ル
満
水
 

原
子
炉
圧
力
容
器
が
開
放
状
態
で
の
水
位
を
想
定
 

原
子
炉
水
温
 

52
℃
 

残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
）
の
設
計
値
を
設
定
 

原
子
炉
圧
力
 

大
気
圧
 

原
子
炉
圧
力
容
器
の
開
放
を
想
定
 

プ
ー
ル
ゲ
ー
ト
の
状
態
 

閉
 

保
有
水
が
少
な
い
プ
ー
ル
ゲ
ー
ト
閉
を
想
定
 

事 故 条 件 

起
因
事
象
 

原
子
炉
冷
却
材
の
流
出
 

残
留
熱
除
去
系
切
替
え
時
の
原
子
炉
冷
却
材
流
出
を
想
定
 

ミ
ニ
マ
ム
フ
ロ
ー
ラ
イ
ン
に
残
留
熱
除
去
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
が
掛
か
っ
た
場
合

の
最
大
流
出
量
 

原
子
炉
冷
却
材
の
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ

ン
バ
へ
の
流
出
量
 

約
94
m3
/h
 

崩
壊
熱
に
よ
る
原
子
炉
水
温
の
上
昇
及
び

蒸
発
 

考
慮
し
な
い
 

原
子
炉
水
温
が

1
00
℃
に
到
達
す
る
ま
で
の
時
間
が
長
く
，
事
象
進
展
に
影
響

し
な
い
こ
と
か
ら
設
定
 

外
部
電
源
 

外
部
電
源
な
し
 

外
部
電
源
の
有
無
は
，
原
子
炉
冷
却
材
の
流
出
に
伴
う
原
子
炉
水
位
の
低
下
に

影
響
し
な
い
こ
と
か
ら
，
資
源
の
観
点
で
厳
し
い
外
部
電
源
な
し
を
設
定
 

重 大 事 故

等 対 策 に

関 連 す る

機 器 条 件 

残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
 

1,
13
6 
m3
/h

で
注
水
 

残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

重 大 事 故 等 対 策 に 

関 連 す る 操 作 条 件 

原
子
炉
冷
却
材
流
出
の
停
止
 

事
象
発
生
か
ら
２
時
間
後
 

原
子
炉
水
位
の
低
下
に
伴
う
異
常
の
認
知
及
び
現
場
操
作
の
実
績
等
を
基
に
，

さ
ら
に
時
間
余
裕
を
考
慮
し
て
設
定
 

残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
に
よ

る
原
子
炉
注
水
操
作
 

事
象
発
生
か
ら
２
時
間
後
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添付資料 5.3.1 

原子炉冷却材の流出における運転停止中の線量率評価について 

運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価では「放射線遮蔽

が維持される水位を確保すること」との基準が定められている。 

以下に原子炉冷却材の流出における現場線量率の評価を示す。 

なお，線量率の評価において，原子炉圧力容器は原子炉未開放の場合，原子炉

圧力容器等の遮蔽に期待でき，認知も容易であるため，原子炉開放を想定した。

また，原子炉圧力容器の開放作業中において，基本的に原子炉冷却材の流出のお

それのある作業を実施しないこと，原子炉ウェル等に注水を実施している状態で

あることより，評価において気水分離器及び蒸気乾燥器のＤＳＰへの取り出しが

完了し，原子炉ウェルが満水の状態を想定した。 

１．炉心燃料・炉内構造物の線源強度 

放射線源として燃料及び上部格子板をモデル化した。 

(１)炉心燃料

評価条件を以下に示す。

○ 線源形状：円柱線源（炉心のすべてに燃料がある状態）

○ 燃料棒有効長（mm）：

○ ガンマ線エネルギ:計算に使用するガンマ線は，エネルギ４群

○ 線源材質:燃料及び水 (密度  g/cm3) 

○ 線源強度：文献値※１に記載のエネルギあたりの線源強度を基に，９×９

燃料（Ａ型）の体積あたりの線源強度を式①で算出

①　　
／体）燃料集合体体積（）各群のエネルギ（

／体）出力（燃料集合体あたりの熱）（文献に記載の線源強度
）線源強度（ 

















3

11
13

cmMeV

WsWMeV
scm

このときの線源条件は以下となる。なお，本評価で使用している文献値

は，燃料照射期間 10６時間（約 114年）と，島根２号炉の実績を包絡し

た条件で評価されており，島根２号炉に関する本評価においても適用可

能である。 

・燃料照射期間 ：106時間（無限照射）

・原子炉停止後の期間※２：停止後３日(実績を考慮した値を設定)

・燃料集合体あたりの熱出力：4.35MW／体（９×９燃料（Ａ型））

・燃料集合体体積：約 7.1×104 cm３（９×９燃料（Ａ型））

※１ Blizard E. P. and Abbott L.S.,ed.,“REACTOR HANDBOOK.2nd ed.

Vol.Ⅲ Part B, SHIELDING”, INTERSCIENCE PUBLISHERS, New York, 

London, 1962 

※２ 原子炉停止後の期間は全制御棒全挿入からの時間を示している。通

常停止操作において原子炉の出力は全制御棒全挿入完了及び発電

機解列以前から徐々に低下させるが，線源強度評価は崩壊熱評価と

同様にスクラムのような瞬時に出力を低下させる保守的な計算条

件となっている。 
本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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○ 評価モデル：円柱線源

線量率評価モデルを図１に示す。また，式①で算出した体積あたりの線

源強度を表１に示す。 

図１ 燃料の線量率計算モデル 

表１ 燃料の線源強度 

ガンマ線 

エネルギ（MeV）

線源強度 

（cm-3・s-1） 

1.0 6.1×1011 

2.0 1.1×1011 

3.0 2.0×109 

4.0 3.1×107 

 

評価点 

空間（真空） 

燃料及び水 

（寸法は公称値を示す。） 

単位：mm 

×：評価点（燃料取替機台車床） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



添 5.3.1-3 

（２）上部格子板

評価条件を以下に示す。

○ 線源形状：円柱線源としてモデル化

○ 線源の高さ（mm）：

○ ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，主要核種 60Coを想定し

て 1.5MeV 

○ 線源材質： 水と同等(密度 0.958g/cm3※)

※ 52℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる 100℃の値を採用

○線源強度は，機器表面の実測値（  Sv/h）より 8.7×109 (Bq/cm3)

と算出

線量率評価モデルを図２に示す。 

図２ 上部格子板の線量率評価モデル 

２．線量率の評価 

線量率は，「添付資料 4.1.2｢水遮蔽厚に対する貯蔵中の燃料等からの線量

率｣の評価について」と同様にＱＡＤ-ＣＧＧＰ２Ｒコードを用いて計算してい

る。 

評価点については保守的に燃料取替機台車床とした。 

 

空間（真空） 

（寸法は公称値を示す。） 

単位：mm 

×：評価点（燃料取替機台車床） 

評価点 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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３．現場の線量率の評価結果 

１，２の条件を用いて評価した原子炉水位と現場の線量率の関係を図３に示す。 

図３ 原子炉水位と線量率 

水位の低下 

（燃料棒有効長頂

部から約 15m上） 

原子炉ウェル

満水 

燃料を線源とした線量率

が支配的な水位 

必要な遮蔽を確保できる水位（10mSv/h） 

燃料棒有効長頂部の約 2.5m上 

燃料棒有効長頂部からの水位（m） 
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添付資料 5.3.2 

 

原子炉冷却材流出評価におけるＰＯＳ選定の考え方 

 

１．本評価におけるＰＯＳの決定 

運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価，「原子炉冷却材

の流出」(以下「原子炉冷却材流出」という。)の重要事故シーケンスの評価で

は，次節に示すとおり，定期事業者検査中に実施する作業等を確認し，原子炉

冷却材流出が生じ得る作業を抽出した後，各々の作業を比較して重要事故シー

ケンスとする作業を選定した。定期事業者検査中に各作業等が実施される時期

はおおむね決まっているため，ＰＯＳについては，選び得るＰＯＳを比較して

決定した。 

 

２．原子炉冷却材流出評価の対象とした作業等 

重要事故シーケンスの選定にあたり，定期事業者検査中に原子炉冷却材流出

が想定され得るとして抽出した作業等は次の４つである。この４つの作業等か

ら，本評価では「残留熱除去系切替時の冷却材流出」を選定した。選定の理由

は，発生時に想定される原子炉冷却材流出速度が大きいこと※，原子炉浄化系ブ

ローは原子炉水位の変化に特に注目する作業であること，他の２事象は点検・

交換であり，発生時の検知の可能性が本事象よりも高いと考えられることによ

るものである。 

(1) 制御棒駆動機構点検時の冷却材流出 

(2) 局部出力領域モニタ交換時の冷却材流出 

(3) 原子炉浄化系ブロー時の冷却材流出 

(4) 残留熱除去系切替時の冷却材流出 

※ 残留熱除去系切替時の冷却材流出による流出量は他の原子炉冷却材流出

事象と比べて流出量が大きい（島根原子力発電所２号炉 確率論的リスク評

価(ＰＲＡ)について 補足説明資料1.1.2.c-3 冷却材流出事象の流出量及

び余裕時間の算出方法について） 

 

＜残留熱除去系切替時の冷却材流出発生時の流出量の算出＞ 

 流出量は

より算出した。 

 

 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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：約 94m3/h 

３．ＰＯＳを選定するうえで考慮した点 

定期事業者検査中に残留熱除去系切替を実施する時期としては，残留熱除去

系の運転や待機の系統を変化させる場合があり，この作業は定期事業者検査中

のほぼ全域で生じ得る。このため，ＰＯＳについてはいずれの場合も選び得る。 

そのうえで，本評価ではＰＯＳの選定において以下の点を考慮した。 

(1) 崩壊熱による原子炉水温の上昇及び蒸発

崩壊熱による原子炉冷却材の減少を厳しく評価する観点では，原子炉停止後

の時間が短いＰＯＳの方が適切である。ただし，残留熱除去系（原子炉停止時

冷却モード）の吸い込み配管の高さは燃料棒有効長頂部以下にあり，本事故シ

ーケンスの水位低下量においては崩壊熱除去機能は維持されるため，崩壊熱の

違いによる時間余裕への影響はない。 

(2) 原子炉圧力容器内の保有水量

原子炉圧力容器内の保有水量の観点では，原子炉ウェル満水の状態が最も余

裕があり，原子炉圧力容器が通常水位(ＮＷＬ)に近いほど厳しい条件となる。

ただし，原子炉水位が通常運転水位の場合においても，燃料棒有効長頂部まで

低下する時間は約 1.3時間の時間余裕があり，原子炉注水までの時間余裕を確

保できる。 

(3) 発生時の検知性

発生時の検知性の観点では，原子炉圧力容器の上蓋が閉止されている場合，

原子炉水位低下の警報発生や緩和設備の起動などに期待できるが，原子炉圧力

容器の上蓋が開放されている場合，これらの機能には期待できない。 

(4) 原子炉水位低下時の作業環境

原子炉水位低下時の作業環境への影響の観点では，原子炉圧力容器の上蓋が

閉止されている場合，原子炉水位が低下しても十分に遮蔽されるため作業環境

には影響が生じないが，原子炉圧力容器の上蓋が開放されている場合，原子炉

水位が大きく低下すると十分な遮蔽効果が期待できなくなり，作業環境への影

響が表れる。 

４．ＰＯＳの選定結果と考察 

「残留熱除去系切替時の冷却材流出」は原子炉冷却材流出事象発生時の検知が

他の作業等よりも困難な事象である。このため，３. (1)から(4)のうち，(3)の

検知性の観点で厳しいＰＯＳを選定することが適切と考える。この観点では，原

子炉圧力容器の上蓋が開放されている，ＰＯＳ－Ｂ,Ｃが選定される。ＰＯＳ－

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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Ｃは原子炉浄化系ブローによる原子炉ウェルの水位低下から始まり，途中で原子

炉圧力容器の上蓋が閉鎖されるＰＯＳであり，原子炉圧力容器の上蓋が開放され

ている状態での原子炉水位について，特に注意が払われるＰＯＳであることから，

本重要事故シーケンスでは，ＰＯＳ－Ｂを代表として選定することが適切と考え

る。 

なお，燃料棒有効長頂部まで水位が低下するまでの時間余裕という観点では原

子炉未開放であるＰＯＳ－Ｓ，Ａ，Ｃ，Ｄの「残留熱除去系切替時の冷却材流出」

が厳しくなるが，その場合であっても約 1.3時間の時間余裕※があり，かつ原子

炉水位計による警報発生や緩和設備の起動などに期待できるため，原子炉開放時

と比べて速やかな検知と注水が可能である。 

※ 原子炉冷却材流出により原子炉水位が通常運転水位から燃料棒有効長頂部

まで水位が低下するまでの時間

以上 
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添
付
資
料

5.
3
.4

 
評
価
条
件
の
不

確
か

さ
の

影
響

評
価

に
つ

い
て

(
運

転

停
止

中
(
原

子
炉
冷

却
材

の
流

出
)
)
」

に
包
絡
さ
れ
る

 

・
非
常
用
炉
心
冷

却
系
（

LP
CI
,L
PC
S,
 

HP
CS
）

※
２
 

・
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）

 

・
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発

電
機

 

閉
鎖
→
開
放

 

有
効
性
評
価
で

の
PO

S
-
B
の
想
定
に
比
べ
，

原
子

炉
未

開
放

状
態

で
は

原
子
炉
水
位
計
に

よ
る

警
報
発

生
及

び
緩

和
設
備

の
起
動

等
に

よ
り
原
子
炉
冷
却
材
流
出
の
認
知
が
早
ま
り
，

運
転
員
等
操
作
時
間
が
早
く
な
る
た
め
，
「
添

付
資
料

5.
3
.4

 
評
価
条
件
の
不
確
か
さ
の
影

響
評

価
に

つ
い

て
（

(
運

転
停
止

中
(
原
子

炉

冷
却
材
の
流
出

))
」
に
包
絡
さ
れ
る

 

有
効
性
評
価
で

の
P
O
S
-
B
の
想
定
に
比
べ
，

原

子
炉

未
開

放
状

態
で

は
原
子
炉
水
位
計
に
よ
る

警
報

発
生

及
び

緩
和

設
備

の
起

動
等

に
よ

り
原

子
炉
冷
却
材
流
出
の
認
知
が
早
ま
り
，
運
転
員
等

操
作
時
間
が
早
く
な
る
た
め
，「
添
付
資
料

5.
3.
4
 

評
価

条
件

の
不

確
か

さ
の

影
響

評
価

に
つ

い
て

(
運
転
停
止
中

(原
子
炉
冷
却
材
の
流
出

))
」
に
包

絡
さ
れ
る

 

プ
ラ

ン
ト

状
態

PO
S
-
B

に
同
じ

 

制
御

棒
引

き
抜

き
に

係

わ
る

試
験

は
「

反
応

度

誤
投
入
」
に
包

絡
 

B
1
 

原
子

炉
ウ

ェ
ル

満
水

状
態

（
原

子
炉

ウ
ェ

ル
水

抜
き

開
始

ま

で
）

 

－
 

・
非
常
用
炉
心
冷

却
系
（

LP
CI
）
※
２

 

・
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発

電
機

 

・
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系

 

開
放

 

有
効

性
評
価

に
て

評
価
項

目
を
満

足
す
る

こ

と
を
確
認
し
て
い
る

 

（
有

効
性
評

価
で

確
認

し
て
い

る
「
残

留
熱

除
去

系
切
替

時
の

冷
却

材
流
出

」
に
他

の
冷

却
材

流
出
事

象
（

原
子

炉
浄
化

系
ブ
ロ

ー
時

の
冷

却
材
流

出
，

制
御

棒
駆
動

系
点
検

時
の

冷
却

材
流
出

，
局

部
出

力
モ
ニ

タ
交
換

時
の

冷
却
材
流
出
）
は
包
絡
さ
れ
る
）

 

有
効
性
評
価
に
て
評
価
項
目
を
満
足
す
る
こ
と

を
確
認
し
て
い
る
 

（
有
効
性
評
価
で
確
認
し
て
い
る
「
残

留
熱

除

去
系
切
替
時

の
冷
却
材

流
出

」
に
他
の
冷
却
材

流
出
事
象
（
原
子

炉
浄
化
系
ブ
ロ

ー
時
の
冷

却

材
流
出
，
制
御
棒
駆
動
系
点
検
時
の
冷
却
材
流

出
，
局
部
出
力
モ
ニ
タ
交
換
時
の
冷
却
材
流
出
）

は
包
絡
さ
れ
る
）
 

有
効
性
評
価
に
て
評
価
項

目
を
満
足
す
る
こ
と
を
確

認
し
て
い
る
 

燃
料
の
取
出
・
装
荷
に

係
わ
る
作
業
は
「
反
応

度
誤
投
入
」
に
包
絡
 

B
2
 

B
3
 

B
4
 

C
 

格
納

容
器

及
び

原
子

炉
圧

力
容

器
の

閉
鎖

及
び

起
動

準
備

へ
の

移
行
状
態

 

冷
却

材
流

出
事

象
の

要
因

と
な

る
作

業
と
し
て
「
残
留
熱
除
去
系
の
切
り
替

え
操
作
」
及
び
「
原
子
炉
浄
化
系
ブ
ロ

ー
操
作
」
が
考
え
ら
れ
る
が
，
原
子
炉

未
開

放
状

態
で

は
原

子
炉

水
位

計
に

よ
る

警
報

発
生

及
び

緩
和

設
備

の
起

動
等

に
よ

り
原

子
炉

冷
却

材
流

出
の

認
知
が
早
ま
り
，
運
転
員
等
操
作
時
間

が
早
く
な
る
た
め
，「

添
付
資
料

5.
3.

4
 

評
価

条
件

の
不

確
か

さ
の

影
響

評
価

に
つ

い
て

(
運

転
停

止
中

(
原

子
炉

冷

却
材
の
流
出

))
」
に
包
絡
さ
れ
る
 

・
非
常
用
炉
心
冷

却
系
（

LP
CI
,L
PC
S,
 

HP
CS
）

※
２
 

・
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）

 

・
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発

電
機

 

開
放

→
閉

鎖
 

有
効
性
評
価
で
の

PO
S-

B
の
想
定
に
比
べ
，

原
子

炉
未

開
放

状
態

で
は

原
子

炉
水

位
計

に
よ

る
警

報
発

生
及

び
緩

和
設

備
の

起
動

等
に

よ
り

原
子

炉
冷

却
材

流
出

の
認

知
が

早
ま

り
，
運

転
員

等
操

作
時

間
が

早
く

な
る

た
め

，
「

添
付
資
料

5
.3

.4
 
評
価

条
件
の
不

確
か

さ
の

影
響

評
価

に
つ

い
て

(
運

転
停

止

中
(原

子
炉
冷
却
材
の
流
出

))
」
に

包
絡

さ
れ

る
 

有
効
性
評
価
で
の

PO
S
-
B
の
想
定
に
比
べ
，
原

子
炉
未
開
放
状
態
で
は
原
子
炉
水
位
計
に
よ
る

警
報
発
生
及
び
緩
和
設
備
の
起
動
等
に
よ
り
原

子
炉
冷
却
材
流
出
の
認
知
が
早
ま
り
，
運
転
員

等
操

作
時

間
が

早
く

な
る

た
め

，
「

添
付

資
料

5.
3.
4 
評
価
条
件
の
不
確
か
さ
の
影
響
評
価

に

つ
い

て
(
運

転
停

止
中

(
原

子
炉

冷
却

材
の

流

出
))
」
に
包
絡
さ
れ
る
 

プ
ラ

ン
ト

状
態

PO
S
-
B

に
同
じ

 

制
御

棒
引

き
抜

き
に

係

わ
る

試
験

は
「

反
応

度

誤
投
入
」
に
包

絡
 

D
 
起
動
準
備
状
態

 
閉
鎖

 

※
１
 
原
子
炉
圧
力
が
上
昇
し
た
後
に
使
用
可
能
と
な
る

 
 

 
※
２

 
停
止
時
レ
ベ
ル
１

PR
A
で
は
，
保
守
的
に
期
待
し
て
い
な
い
設
備

 



添 5.3.3-1 

添付資料 5.3.3 

 

安定状態について(運転停止中(原子炉冷却材の流出)) 

 

運転停止中の原子炉冷却材の流出の安定状態については以下のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，原子炉冷却材の流出が停止し，設計基準事故

対処設備及び重大事故等対処設備を用いた炉心冷却によ

り，炉心冠水が維持でき，また，冷却のための設備がその

後も機能維持できると判断され，かつ，必要な要員の不足

や資源の枯渇等のあらかじめ想定される事象悪化のおそれ

がない場合，原子炉安定停止状態が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

事象発生直後から原子炉冷却材の流出により原子炉水位が低下するが，事象発

生から２時間後に原子炉冷却材の流出を停止させ，残留熱除去系（低圧注水モー

ド）による原子炉注水を行うことで原子炉水位が回復する。その後，残留熱除去

系（低圧注水モード）による原子炉注水を停止し，残留熱除去系（停止時冷却モ

ード）にて冷却することで，冷温停止状態を維持することができ，原子炉安定停

止状態が確立される。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必要な水源，燃料及

び電源を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により原子炉安定停止状態を維持できる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を行うことにより，安定停止状態後の

安定停止状態の維持が可能となる。 

（添付資料 2.1.1別紙１参照） 

 

 

 



 

 

添 5.3.4-1 

評
価
条
件
の
不
確
か
さ
の
影
響
評
価
に
つ
い
て

(運
転
停
止
中
(原

子
炉
冷
却
材
の
流
出

))
 

表
１
 
評
価
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
１
／
２
）
 

項
目
 

評
価
条
件
（
初
期
，
事
故
及
び
機
器
条
件
）

の
不
確
か
さ
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
 

評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
 

評
価
条
件
 

最
確
条
件
 

初 期 条 件
 

 原
子
炉
水
位
 

 

原
子
炉
ウ
ェ
ル
満

水
 

 

事
故
毎
に
変
化
 

 原
子
炉
圧
力
容
器
が
開

放
状
態
で
の
水
位
を
想

定
 

 最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
事
故
事
象
ご
と
に
異
な

り
，
原
子
炉
ウ
ェ
ル
水
張
り
実
施
中
に
お
い
て
は
，
評

価
条
件
よ
り
も
原
子
炉
初
期
水
位
は
低
く
な
る
が
，
既

に
原
子
炉
注
水
を
実
施
し
て
お
り
，
ま
た
原
子
炉
冷
却

材
流
出
の
停
止
の
た
め
の
隔
離
操
作
は
，
原
子
炉
冷
却

材
流
出
の
認
知
を
起
点
と
す
る
操
作
で
あ
る
こ
と
か

ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
事
故
事
象
毎
に
異
な
り
，
原
子
炉
ウ
ェ
ル

の
水
張
り
実
施
中
に
お
い
て
は
，
評
価
条
件
よ
り
も
原
子
炉
初
期
水
位

は
低
く
な
る
が
，
原
子
炉
注
水
が
実
施
さ
れ
て
い
る
た
め
，
原
子
炉
水

位
の
低
下
は
起
こ
ら
ず
，
ま
た
，
通
常
こ
れ
ら
の
期
間
に
は
残
留
熱
除

去
系
の
系
統
切
替
操
作
は
実
施
し
な
い
こ
と
か
ら
事
象
進
展
に
与
え
る

影
響
は
な
く
，評

価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。 

原
子
炉
圧
力
容
器
が
未
開
放
の
場
合

,原
子
炉
水
初
期
水
位
が
通
常
運

転
水
位
付
近
に
あ
る
場
合
も
想
定
さ
れ
る
が
，
燃
料
棒
有
効
長
頂
部
ま

で
原
子
炉
水
位
が
低
下
す
る
ま
で
の
時
間
は
約

1.
3
時
間
の
時
間
余
裕

が
あ
り
，
原
子
炉
注
水
操
作
を
行
え
る
。

 

ま
た
，
原
子
炉
圧
力
容
器
が
未
開
放
状
態
の
場
合
，
原
子
炉
水
位
計
に

よ
る
警
報
発
生
等
の
認
知
（

10
分
程
度
）
，
緩
和
設
備
の
起
動
，
事
故

後
の
作
業
員
の
退
避
（

20
分
程
度
）
に
比
べ
て
，
放
射
線
の
遮
蔽
を
維

持
で
き
る
原
子
炉
水
位
に
到
達
す
る
ま
で
の
時
間
（
約

50
分
）
ま
で
の

認
知
が
可
能
で
あ
り
，
放
射
線
の
遮
蔽
は
維
持
さ
れ
る
。
 

以
上
よ
り
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。 

原
子
炉
圧
力
 

大
気
圧
 

大
気
圧
 

原
子
炉
圧
力
容
器
の
開

放
を
想
定
 

評
価
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事

象
進
展
に
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え

る
影
響
は
な
い
。
 

評
価
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象
進
展
に
影
響

は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

原
子
炉
圧
力
容
器

の
状
態
 

原
子
炉
圧
力
容
器

の
開
放
 

事
故
毎
に
変
化
 

線
量
率
の
影
響
の
観
点

を
確
認
す
る
た
め
，
原

子
炉
圧
力
容
器
が
開
放

状
態
を
想
定
 

最
確
条
件
は
事
故
事
象
ご
と
に
異
な
る
。
原
子
炉
圧
力

容
器
の
未
開
放
時
は
，
原
子
炉
水
位
計
に
よ
る
警
報
発

生
及
び
緩
和
設
備
の
起
動
等
に
よ
り
原
子
炉
冷
却
材

流
出
の
認
知
が
早
ま
る
た
め
，
運
転
員
等
操
作
時
間
が

早
く
な
り
，
原
子
炉
圧
力
容
器
の
開
放
時
は
，
評
価
条

件
と
同
様
と
な
る
が
，
原
子
炉
冷
却
材
流
出
の
停
止
及

び
注
水
操
作
は
原
子
炉
冷
却
材
流
出
の
認
知
を
起
点

と
す
る
操
作
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時
間

に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

原
子
炉
圧
力
容
器
の
開
放
時
は

,原
子
炉
ウ
ェ
ル
の
水
張
り
を
実
施
し

て
い
る
た
め
初
期
水
位
が
原
子
炉
ウ
ェ
ル
満
水
と
高
い
位
置
と
な
る

が
，
原
子
炉
圧
力
容
器
等
の
遮
蔽
に
期
待
で
き
ず
，
ま
た
原
子
炉
水
位

計
の
警
報
に
よ
る
運
転
員
の
認
知
に
期
待
で
き
な
い
た
め
，
速
や
か
な

認
知
が
困
難
で
あ
る
。
一
方
，
原
子
炉
圧
力
容
器
の
未
開
放
時
は
，
原

子
炉
圧
力
容
器
の
開
放
時
と
比
べ
て
，
初
期
水
位
が
低
い
位
置
で
あ
る

が
，
原
子
炉
圧
力
容
器
等
の
遮
蔽
に
期
待
で
き
，
か
つ
，
原
子
炉
水
位

計
に
よ
る
警
報
発
生
，
緩
和
設
備
の
起
動
等
に
よ
り
原
子
炉
冷
却
材
流

出
の
認
知
が
早
ま
る
た
め
，
放
射
線
の
遮
蔽
を
維
持
で
き
る
燃
料
棒
有

効
長
頂
部
の
約

1.
8m

上
に
到
達
す
る
ま
で
の
時
間
（
約

50
分
）
ま
で

の
認
知
が
可
能
で
あ
る
。
こ
の
た
め
，
現
場
作
業
員
の
退
避
時
の
被
ば

く
を
考
慮
し
た
際
も
必
要
な
放
射
線
の
遮
蔽
は
維
持
さ
れ
る
こ
と
か

ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。
ま
た
，

原
子
炉
水
位
が
燃
料
棒
有
効
長
頂
部
ま
で
低
下
す
る
時
間
は
約

1.
3
時

間
の
時
間
余
裕
が
あ
り
，
認
知
後
す
ぐ
に
隔
離
に
よ
る
原
子
炉
冷
却
材

流
出
の
停
止
操
作
及
び
原
子
炉
注
水
操
作
を
行
え
る
た
め
，
操
作
時
間

が
十
分
あ
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影

響
は
小
さ
い
。
 

添付資料 5.3.4 
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表
１
 
評
価
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
２
／
２
）
 

項
目
 

評
価
条
件
（
初
期
，
事
故
及
び
機
器
条
件
）

の
不
確
か
さ
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
 

評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
 

評
価
条
件
 

最
確
条
件
 

初 期 条 件
 

プ
ー
ル
ゲ
ー
ト
の

状
態
 

閉
 

開
 

保
有
水
が
少
な
い
プ
ー
ル
ゲ
ー
ト

閉
を
想
定
 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
評
価
条
件
で
設
定
し
て
い
る

保
有
水
量
よ
り
多
く
な
る
た
め
，
原
子
炉
水
位
が
燃
料
棒

有
効
長
頂
部
ま
で
低
下
す
る
時
間
は
長
く
な
る
が
，
原
子

炉
冷
却
材
流
出
の
停
止
及
び
注
水
操
作
は
原
子
炉
冷
却

材
流
出
の
認
知
を
起
点
と
す
る
操
作
で
あ
る
こ
と
か
ら
，

運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
評
価
条
件
で
設
定
し
て
い
る

保
有
水
量
よ
り
多
く
な
る
た
め
，
原
子
炉
水
位
が
燃
料
棒

有
効
長
頂
部
ま
で
低
下
す
る
時
間
は
長
く
な
る
こ
と
か

ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
余
裕
は
大

き
く
な
る
。
 

燃
料
の
容
量
 

1
,1
8
0m

3  
1
,1
8
0m

3
以
上

 

（
合
計
貯
蔵
量
）
 

発
電
所
構
内
に
貯
蔵
し
て
い
る
合

計
容
量
を
参
考
に
，
最
確
条
件
を

包
絡
で
き
る
条
件
を
設
定
 

最
確
条
件
と
し
た
場
合
は
，
解
析
条
件
よ
り
も
燃
料
容
量

の
余
裕
は
大
き
く
な
る
た
め
，
燃
料
が
枯
渇
す
る
こ
と
は

な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

－
 

事 故 条 件
 

起
因
事
象
 

原
子
炉
冷
却
材
の

流
出
 

－
 

残
留
熱
除
去
系
切
替
時
の
原
子
炉

冷
却
材
流
出
を
想
定
 

ミ
ニ
マ
ム
フ
ロ
ー
ラ
イ
ン
に
残
留

熱
除
去
系
ポ
ン
プ
出
口
圧
力
が
か

か
っ
た
場
合
の
最
大
流
出
量
 

評
価
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象

進
展
に
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影

響
は
な
い
。
 

評
価
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象

進
展
に
影
響
は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に

与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

原
子
炉
冷
却
材
の

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・
チ
ェ
ン
バ
へ

の
流
出
量
 

約
94
m
3 /
h 

約
94
m
3 /
h 
以
下

 

崩
壊
熱
に
よ
る
原

子
炉
水
温
の
上
昇

及
び
蒸
発
 

考
慮
し
な
い
 

－
 

原
子
炉
水
温
が

10
0℃

に
到
達
す

る
ま
で
の
時
間
が
長
く
，
事
象
進

展
に
影
響
し
な
い
こ
と
か
ら
，
考

慮
し
な
い
。
 

外
部
電
源
 

外
部
電
源
な
し
 

事
故
毎
に
変
化
 

外
部
電
源
の
有
無
は
，
原
子
炉
冷

却
材
の
流
出
に
伴
う
原
子
炉
水
位

の
低
下
に
影
響
し
な
い
こ
と
か

ら
，
資
源
の
評
価
の
観
点
で
厳
し

く
な
る
外
部
電
源
な
し
を
想
定
 

外
部
電
源
が
な
い
場
合
と
外
部
電
源
が
あ
る
場
合
で
は
，

事
象
進
展
は
同
じ
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
運
転
員
等
操
作
時

間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

外
部
電
源
が
な
い
場
合
と
外
部
電
源
が
あ
る
場
合
で
は
，

事
象
進
展
は
同
じ
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る

パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

機 器 条 件
 

残
留
熱
除
去
系

（
低
圧
注
水
モ
ー

ド
）
 

1
,1
3
6m

3 /
h
で
注
水
 

1
,1
3
6m

3 /
h
以
上
で

注
水
 

残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー

ド
）
の
設
計
値
と
し
て
設
定
 

評
価
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象

進
展
に
影
響
は
な
く
，
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影

響
は
な
い
。
 

評
価
条
件
と
最
確
条
件
が
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
事
象

進
展
に
影
響
は
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に

与
え
る
影
響
は
な
い
。
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表
２
 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
及
び
操
作
時
間
余
裕
（
１
／
２
）
 

項
目
 

評
価
条
件
（
操
作
条
件
）
の
不
確
か
さ
 

操
作
の
不
確
か
さ
要
因
 

運
転
員
等
操
作
時
間

に
与
え
る
影
響
 

評
価
項
目
と
な
る
パ

ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る

影
響
 

操
作
時
間
余
裕
 

訓
練
実
績
等
 

評
価
上
の
操
作

開
始
時
間
 

条
件
設
定
の
 

考
え
方
 

操 作 条 件
 

原
子
炉
冷
却
材
 

流
出
の
停
止
 

事
象
発
生
か
 

ら
２
時
間
後
 

原
子
炉
水
位
の

低
下
に
伴
う
異

常
の
認
知
及
び

現
場
操
作
の
実

績
等
を
基
に
，
さ

ら
に
時
間
余
裕

を
考
慮
し
て
設

定
 

【
認
知
】
 

評
価
で
は
，
１
 時

間
毎
の
中
央
制
御
室
監
視
に
よ
り
，

原
子
炉
ウ
ェ
ル
水
位
低
下
を
検
知
す
る
こ
と
を
想
定
し

て
い
る
。
実
際
は
，
残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停
止
時
冷

却
モ
ー
ド
）
切
替
時
に
プ
ラ
ン
ト
状
態
（
原
子
炉
ウ
ェ
ル

水
位
，
原
子
炉
水
温
等
）
確
認
に
よ
り
，
早
期
に
原
子
炉

冷
却
材
流
出
を
認
知
で
き
る
可
能
性
が
あ
る
。
 

【
要
員
配
置
】
 

運
転
員
に
よ
る
操
作
の
み
で
あ
り
，
運
転
員
は
中
央
制
御

室
に
常
駐
し
て
い
る
こ
と
か
ら
，
操
作
開
始
時
間
に
与
え

る
影
響
は
な
い
。
 

【
移
動
】
 

漏
え
い
隔
離
の
た
め
の
ミ
ニ
マ
ム
フ
ロ
ー
弁
の
閉
操
作

に
は
，
原
子
炉
建
物
の
現
場
に
お
い
て
当
該
弁
の
電
源
を

復
旧
す
る
必
要
が
あ
る
。
中
央
制
御
室
か
ら
原
子
炉
建
物

の
現
場
ま
で
の
ア
ク
セ
ス
ル
ー
ト
上
に
ア
ク
セ
ス
を
阻

害
す
る
設
備
は
な
く
，
操
作
開
始
時
間
に
与
え
る
影
響
は

な
い
。
 

【
操
作
所
要
時
間
】
 

原
子
炉
ウ
ェ
ル
水
位
低
下
調
査
に
お
け
る
，
漏
え
い
箇
所

の
特
定
及
び
隔
離
に
１
時
間
を
想
定
し
て
い
る
。
漏
え
い

箇
所
の
隔
離
は
，
現
場
に
お
け
る
ミ
ニ
マ
ム
フ
ロ
ー
弁
の

電
源
復
旧
と
中
央
制
御
室
に
お
け
る
当
該
弁
の
遠
隔
閉

操
作
で
あ
る
。
１

 弁
の
み
の
操
作
で
あ
り
，
操
作
開
始

時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

【
他
の
並
列
操
作
有
無
】
 

原
子
炉
ウ
ェ
ル
水
位
低
下
調
査
に
お
け
る
漏
え
い
箇
所

の
特
定
及
び
隔
離
操
作
に
対
応
す
る
運
転
員
に
他
の
並

列
操
作
は
な
く
，
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

【
操
作
の
確
実
さ
】
 

漏
え
い
隔
離
操
作
等
の
現
場
操
作
は
，
操
作
の
信
頼
性
向

上
や
要
員
の
安
全
の
た
め
２

 人
１
 組

で
実
施
す
る
こ

と
と
し
て
お
り
，
誤
操
作
は
起
こ
り
に
く
く
，
誤
操
作
等

に
よ
り
操
作
時
間
が
長
く
な
る
可
能
性
は
低
い
。
 

実
態
の
運
転
操
作
に

お
い
て
は
，
運
転
員

の
残
留
熱
除
去
系
系

統
切
替
時
の
プ
ラ
ン

ト
状
態
確
認
に
よ
る

早
期
の
認
知
に
期
待

で
き
る
た
め
，
評
価

の
想
定
と
比
べ
，
早

く
事
象
を
認
知
で
き

る
可
能
性
が
あ
り
，

評
価
上
の
操
作
開
始

時
間
に
対
し
，
実
態

の
原
子
炉
冷
却
材
流

出
の
停
止
操
作
が
早

く
な
る
こ
と
か
ら
，

運
転
員
等
操
作
時
間

に
対
す
る
余
裕
は
大

き
く
な
る
。

実
態
の
操
作
開
始
時

間
が
早
ま
り
，
原
子

炉
水
位
の
低
下
を
緩

和
す
る
可
能
性
が
あ

る
こ
と
か
ら
，
評
価

項
目
と
な
る
パ
ラ
メ

ー
タ
に
与
え
る
余
裕

は
大
き
く
な
る
。
 

必
要
な
遮
蔽
が
維
持
さ

れ
る
最
低
水
位
に
到
達

す
る
ま
で
の
時
間
は
事

象
発
生
か
ら
約

10
時
間

後
で
あ
り
，
事
故
を
認

知
し
て
原
子
炉
注
水
を

開
始
す
る
ま
で
の
時
間

は
事
象
発
生
か
ら
２

 

時
間
後
で
あ
る
こ
と
か

ら
，
時
間
余
裕
が
あ
る
。 

評
価
上
は
作
業
成
立

性
を
踏
ま
え
事
象
発

生
か
ら
２
時
間
後
と

し
て
お
り
，
こ
の
う

ち
，
現
場
に
お
け
る

ミ
ニ
マ
ム
フ
ロ
ー
弁

の
電
源
復
旧
と
中
央

制
御
室
に
お
け
る
当

該
弁
の
遠
隔
閉
操
作

は
，
訓
練
実
績
で
は

約
７
分
で
あ
る
。
想

定
で
意
図
し
て
い
る

運
転
操
作
が
実
施
可

能
な
こ
と
を
確
認
し

た
。
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表
２
 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
及
び
操
作
時
間
余
裕
（
２
／
２
）

 

項
目
 

評
価
条
件
（
操
作
条
件
）
の
不
確
か
さ
 

操
作
の
不
確
か
さ
要
因
 

運
転
員
等
操
作
時
間

に
与
え
る
影
響
 

評
価
項
目
と
な
る
パ

ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る

影
響
 

操
作
時
間
余
裕
 

訓
練
実
績
等
 

評
価
上
の
操
作

開
始
時
間
 

条
件
設
定
の
 

考
え
方
 

操 作 条 件
 

待
機
中
の
残
留
熱

除
去
系
（
低
圧
注

水
モ
ー
ド
）
の
注

水
操
作
 

事
象

発
生

か
ら

２
時
間
後
 

原
子

炉
水

位
の

低
下

に
伴

う
異

常
の

認
知

及
び

現
場

操
作

の
実

績
等
を
基
に
，
さ

ら
に

時
間

余
裕

を
考

慮
し

て
設

定
 

【
認
知
】
 

原
子
炉
冷
却
材
流
出
時
に
原
子
炉
注
水
の
必
要
性
を
認

知
す
る
こ
と
は
容
易
で
あ
り
，
よ
っ
て
，
評
価
上
の
原
子

炉
注
水
操
作
開
始
時
間
に
対
し
，
実
際
の
原
子
炉
注
水
操

作
開
始
時
間
は
早
く
な
る
可
能
性
が
あ
る
。
 

 【
要
員
配
置
】
 

中
央
制
御
室
内
で
の
操
作
の
み
で
あ
り
，
運
転
員
は
中
央

制
御
室
に
常
駐
し
て
い
る
こ
と
か
ら
，
操
作
開
始
時
間
に

与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

 【
移
動
】
 

中
央
制
御
室
内
で
の
操
作
の
み
で
あ
り
，
操
作
開
始
時
間

に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

 【
操
作
所
要
時
間
】
 

残
留
熱
除
去
系
の
ポ
ン
プ
起
動
操
作
及
び
注
入
弁
の
開

操
作
は
，
制
御
盤
の
操
作
ス
イ
ッ
チ
に
よ
る
操
作
の
た

め
，
簡
易
な
操
作
で
あ
る
。
操
作
時
間
は
特
に
設
定
し
て

い
な
い
が
，
原
子
炉
水
位
の
低
下
に
対
し
て
操
作
に
要
す

る
時
間
は
短
い
。
 

 【
他
の
並
列
操
作
有
無
】
 

当
該
操
作
を
実
施
す
る
運
転
員
は
，
残
留
熱
除
去
系
（
低

圧
注
水
モ
ー
ド
）
の
原
子
炉
注
水
操
作
時
に
他
の
並
列
操

作
は
な
く
，
操
作
開
始
時
間
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。
 

 【
操
作
の
確
実
さ
】
 

中
央
制
御
室
に
お
け
る
操
作
は
，
制
御
盤
の
操
作
ス
イ
ッ

チ
に
よ
る
簡
易
な
操
作
の
た
め
，
誤
操
作
は
起
こ
り
に
く

く
，
そ
の
た
め
誤
操
作
等
に
よ
り
操
作
時
間
が
長
く
な
る

可
能
性
は
低
い
。
 

原
子
炉
水
位
低
下
時

に
原
子
炉
注
水
の
必

要
性
を
認
知
す
る
こ

と
は
容
易
で
あ
り
，

評
価
で
は
事
象
発
生

か
ら
２
時
間
後
の
原

子
炉
注
水
操
作
開
始

を
設
定
し
て
い
る

が
，
実
態
は
運
転
員

の
残
留
熱
除
去
系
系

統
切
替
時
の
プ
ラ
ン

ト
状
態
確
認
に
よ
る

早
期
の
認
知
に
期
待

で
き
，
速
や
か
に
原

子
炉
注
水
操
作
を
実

施
す
る
た
め
，
そ
の

開
始
時
間
は
早
く
な

る
こ
と
か
ら
，
運
転

員
等
操
作
時
間
に
対

す
る
余
裕
は
大
き
く

な
る
。
 

実
態
の
操
作
開
始
時

間
が
早
ま
り
，
原
子

炉
水
位
の
低
下
を
緩

和
す
る
可
能
性
が
あ

る
こ
と
か
ら
，
評
価

項
目
と
な
る
パ
ラ
メ

ー
タ
に
対
す
る
余
裕

は
大
き
く
な
る
。
 

必
要
な
遮
蔽
が
確
保
さ

れ
る
最
低
水
位
に
到
達

す
る
ま
で
の
時
間
は
事

象
発
生
か
ら
約

10
時
間

後
で
あ
り
，
事
故
を
認

知
し
て
原
子
炉
注
水
を

開
始
す
る
ま
で
の
時
間

は
事
象
発
生
か
ら
２
時

間
後
で
あ
る
こ
と
か

ら
，
時
間
余
裕
が
あ
る
。 

評
価
上
は
作
業
成
立

性
を
踏
ま
え
事
象
発

生
か
ら
２
時
間
後
と

し
て
お
り
，
こ
の
う

ち
，
残
留
熱
除
去
系

の
ポ
ン
プ
起
動
操
作

及
び
注
入
弁
の
開
操

作
は
，
所
要
時
間

10

分
想
定
の
と
こ
ろ
，

訓
練
実
績
で
は
約
２

分
で
あ
る
。
想
定
で

意
図
し
て
い
る
運
転

操
作
が
実
施
可
能
な

こ
と
を
確
認
し
た
。
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添付資料 5.3.5 

 

７日間における燃料の対応について(運転停止中(原子炉冷却材の流出)) 

 

保守的にすべての設備が，事象発生直後から７日間燃料を消費するものとして

評価する。 

 

時系列 合計 判定 

非常用ディーゼル発電機 ２台起動※１ 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

1.618m3/h×24h×７日×２台＝543.648m3 ７日間の 

軽油消費量 

約 700m3 

ディーゼル燃料

貯蔵タンクの容

量は約 730m3で

あり，７日間対

応可能 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 １台起動 

（燃費は保守的に最大負荷時を想定） 

0.927m3/h×24h×７日×１台＝155.736m3 

緊急時対策所用発電機 １台 

0.0469 m3/h×24h×７日×１台＝7.8792m3 

７日間の 

軽油消費量 

約８m3 

緊急時対策所用

燃料地下タンク

の容量は約 45m3

であり，７日間

対応可能 

※１ 事故収束に必要な非常用ディーゼル発電機は１台であるが，保守的に非常用ディーゼ

ル発電機２台を起動させて評価した。 

 

添
付
資
料

2.1.6 
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5.4 反応度の誤投入 

5.4.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」に含まれる事故シーケンスは，

「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，「反応度の誤投

入」である。 

 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基本的考え方 

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」では，原子炉の運転停止中に制

御棒の誤引抜き等によって，燃料に反応度が投入されることを想定する。この

ため，緩和措置がとられない場合には，原子炉は臨界に達し，急激な反応度投

入に伴う出力上昇により燃料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，臨界又は臨界近傍の炉心において反応度の誤

投入により，原子炉出力が上昇することによって，燃料損傷に至る事故シーケ

ンスグループである。このため，運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対

策の有効性評価には，原子炉保護機能及び原子炉停止機能に対する設備に期待

することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，異常な反応度の投入に対して 

スクラムによる負の反応度の投入により，未臨界を確保し，燃料損傷の防止を

図る。 

（添付資料 5.4.1） 

 

(3) 燃料損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」に対して，燃料が著しい損傷に

至ることなく，かつ，十分な冷却を可能とするため，原子炉停止機能により原

子炉をスクラムし，未臨界とする。手順の概要を第 5.4.1－1 図に示すととも

に，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における設備

と操作手順の関係を第 5.4.1－1表に示す。 

本事故シーケンスにおいては，重大事故等対策はすべて自動で作動するため，

対応に必要な要員は不要である。 

なお，スクラム動作後の原子炉の状態確認において，中央制御室の運転員１

名で実施可能である。 

 

ａ．誤操作による反応度誤投入 

運転停止中に制御棒の誤引抜き等によって，燃料に反応度が投入される。 

制御棒の誤引抜き等による反応度の誤投入を確認するために必要な計装

設備は，中性子源領域計装である。 

 

ｂ．反応度誤投入後のスクラム 

制御棒の誤操作による反応度の投入により，中間領域計装の中性子束高信

号（各レンジフルスケールの 95％）が発信し，原子炉はスクラムする。制御

棒が全挿入し，原子炉は未臨界状態となる。 

原子炉のスクラムを確認するために必要な計装設備は，中性子源領域計装

である。 
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5.4.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価するうえで選定した重要事故シーケンス

は，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，「停止中に実施

される検査等により，最大反応度価値を有する制御棒１本が全引抜きされてい

る状態から，他の１本の制御棒が操作量の制限を超える誤った操作によって引

き抜かれ，異常な反応度の投入を認知できずに燃料の損傷に至る事故」である。

運転停止中の原子炉においては，不用意な臨界の発生を防止するため，停止余

裕（最大反応度価値を有する１本の制御棒が引き抜かれても炉心を未臨界に維

持できること）を確保できるように燃料を配置するとともに，通常は原子炉モ

ードスイッチを燃料交換位置として，１本を超える制御棒の引抜きを防止する

インターロックを維持した状態で必要な制御棒の操作が実施される。 

しかしながら，運転停止中の原子炉においても，検査等の実施に伴い原子炉

モードスイッチを起動位置として複数の制御棒の引抜きを実施する場合があ

る。このような場合，制御棒の引抜きは原則としてノッチ操作とし，中性子束

の監視を行いながら実施している。 

本重要事故シーケンスでは，誤操作によって制御棒の引抜きが行なわれるこ

とにより異常な反応度が投入されるため，炉心における核分裂出力，出力分布

変化，反応度フィードバック効果，制御棒反応度効果，燃料棒内温度変化，燃

料棒表面熱伝達及び沸騰遷移が重要現象となる。 

よって，この現象を適切に評価することが可能である反応度投入事象解析コ

ードＡＰＥＸ及び単チャンネル熱水力解析コードＳＣＡＴ（ＲＩＡ用）により

炉心平均中性子束及び燃料エンタルピの過渡応答を求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重要

事故シーケンスにおける評価項目となるパラメータに与える影響を評価する。 

さらに，解析コード及び解析条件の不確かさのうち，評価項目となるパラメ

ータに与える影響があるものについては，「5.4.3(3) 感度解析」において，

それらの不確かさを考慮した影響評価を実施する。 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な解析条件を第5.4.2

－1表に示す。また，主要な解析条件について，本重要事故シーケンス特有の

解析条件を以下に示す。 

ａ．初期条件 

(a) 炉心状態 

燃料交換後における余剰反応度の大きな炉心での事象発生を想定して，

評価する炉心状態は，平衡炉心のサイクル初期とする。 

(b) 実効増倍率 

事象発生前の炉心の実効増倍率は 1.0とする。 

(c) 原子炉出力，原子炉圧力，燃料被覆管表面温度及び原子炉冷却材温度 

事象発生前の原子炉出力は定格値の 10-8，原子炉圧力は 0.0MPa[gage]，

燃料被覆管表面温度及び原子炉冷却材温度は 20℃とする。また，燃料エン

タルピの初期値は８kJ/kgとする。 
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ｂ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，運転停止中の原子炉において，制御棒１本が全引抜き

されている状態から，他の１本の制御棒が操作量の制限を超える誤った操

作によって連続的に引き抜かれる事象を想定する。 

(b) 誤引抜きされる制御棒 

誤引抜きされる制御棒は，投入される反応度を厳しく評価するため，最

大反応度価値を有する制御棒の斜め隣接※１の制御棒とする。誤引抜きされ

る制御棒１本の反応度価値は約 1.75％Δk※２である。引抜制御棒反応度曲

線※２を第 5.4.2－1図に示す。 

※１ 制御棒密度の偏りが少なくなるよう市松模様の引抜パターンを作

成し，高い制御棒価値を生じる引抜パターンとならないようにして

いる。 

※２ 三次元沸騰水型原子炉模擬計算コード（ＬＯＧＯＳ）による解析結

果 

 

なお，通常，制御棒１本が全引抜きされている状態の未臨界度は深く，

また，仮に他の 1本の制御棒が操作量の制限を超えた場合でも，臨界近接

で引き抜かれる制御棒の反応度価値が核的制限値を超えないように管 

理※３している。これらを踏まえ，本評価においては，誤引抜きされる制御

棒の反応度価値が，管理値を超える事象を想定した。 

※３ 原子炉起動時及び停止時冷温臨界試験は，臨界近接時における制御

棒の最大反応度価値が 1.0％Δk以下となるように管理。また，制御

棒価値ミニマイザ又は複数の運転員による制御棒の引抜手順の監視

を実施。なお，原子炉停止余裕検査においても同様の監視を実施。 

 (c) 外部電源 

制御棒の引抜操作には外部電源が必要となる。外部電源が失われた状態

では反応度誤投入事象が想定できないことも踏まえ，外部電源は使用でき

るものとする。 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 制御棒の引抜速度 

制御棒は，引抜速度の上限値 9.1㎝/sにて連続で引き抜かれるものとす

る※４。引抜制御棒反応度曲線を第 5.4.2－1図に示す。 

※４ 複数の制御棒を引き抜く試験において，対象制御棒の連続引抜きの

実施が可能な手順としている場合を除き，引抜操作はノッチ操作と

している。そのため，ここでは人的過誤等によって連続引抜きされ

ることを想定する。 

(b) 原子炉スクラム信号 

中間領域計装の中性子束高（各レンジフルスケールの 95％）信号で原子

炉はスクラムするものとする。スクラム反応度曲線を第 5.4.2－2 図に示

す。なお，原子炉スクラム信号の発信を想定する際の中間領域計装のバイ

パス状態は，Ａ，Ｂチャンネルとも引抜制御棒に最も近い検出器が１個ず

つバイパス状態にあるとする。 
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ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件はない。 

 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける燃料エンタルピ及び炉心平均中性子束の推

移を第5.4.2－3図に示す。 

 

ａ．事象進展 

制御棒の引抜開始から約10秒後に中間領域計装の中性子束高スクラム信

号（各レンジフルスケールの95％）が発信し，原子炉はスクラムする。 

このとき，投入される反応度は約1.14ドル（投入反応度最大値：約0.69％

Δk）であるが，原子炉出力は第5.4.2-3図に示すとおり，定格出力の約12.2％

まで上昇するにとどまる。 

また，燃料エンタルピは最大で約50kJ/kgであり，「発電用軽水型原子炉施

設の反応度投入事象に関する評価指針」に示されている燃料棒の内圧と原子

炉冷却材圧力の差に応じた許容設計限界のうち最も厳しいしきい値である

272kJ/kg（65cal/g）を超えることはない。燃料エンタルピの増分の最大値

は約42kJ/kgであり，「発電用軽水型原子炉施設の反応度投入事象における燃

焼の進んだ燃料の取扱いについて」に示された燃料ペレット燃焼度

65,000MWd/t以上の燃料に対するペレット－被覆管機械的相互作用を原因と

する破損を生じるしきい値の目安である，ピーク出力部燃料エンタルピの増

分で167kJ/kg（40cal/g）を用いた場合においても，これを超えることはな

く燃料の健全性は維持される。 

 

ｂ．評価項目等 

制御棒の引抜きによる反応度の投入に伴い一時的に臨界に至るものの，原

子炉スクラムにより未臨界は確保される。なお，原子炉水位に有意な変動は

ないため，燃料棒有効長頂部は冠水を維持しており，放射線の遮蔽は維持さ

れる。 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に示す

(1)から(3)の評価項目について，対策の有効性を確認した。 

（添付資料5.4.2） 

 

5.4.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時

間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評

価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，自動作動する原子炉保護系により，原子炉をスクラ

ムすることで，プラントを安定状態に導くことが特徴である。このため，運転員

等操作はなく，操作時間が与える影響等は不要である。 

 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本重要事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う重要現象とは，

「1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すとおりであ

り，それらの不確かさの影響評価は以下のとおりである。 
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ａ．運転員等操作時間に与える影響 

本重要事故シーケンスは，「5.4.2(2) 有効性評価の条件」に示すとおり，

運転員等操作には期待しないことから，運転員等操作時間に与える影響はな

い。 

 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

ドップラ反応度フィードバックの不確かさとして，実験により解析コード

は７～９％と評価されていることから，これを踏まえ解析を行う必要がある。

また，臨界試験との比較により,実効遅発中性子割合の不確かさは約４％と

評価されていることから，これを踏まえて解析を行う必要がある。この不確

かさを考慮した感度解析を「(3) 感度解析」にて実施する。 

制御棒反応度の不確かさは約９％と評価されていることから，これを踏ま

え解析を行う必要がある。また，臨界試験との比較により,実効遅発中性子

割合の不確かさは約４％と評価されていることから，これを踏まえて解析を

行う必要がある。この不確かさを考慮した感度解析を「(3) 感度解析」にて

実施する。 

（添付資料5.4.3） 

 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，第5.4.2

－1表に示すとおりであり，それらの条件設定を設計値等，最確条件とした

場合の影響を確認する。また，解析条件の設定に当たっては，評価項目に対

する余裕が小さくなるような設定があることから，その中で事象進展に有意

な影響を与えると考えられる項目に関する影響の結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

本重要事故シーケンスは，「5.4.2(2) 有効性評価の条件」に示すとお

り，運転員等操作には期待しないため，運転員等操作時間に与える影響は

ない。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心状態においては装荷炉心ごとに制御棒反応度価値やスクラム反応

度等の特性が変化するため，投入反応度が大きくなるおそれがある。その

ため，評価項目に対する余裕は小さくなるが，「(5) 解析条件の不確かさ

が評価項目となるパラメータに与える影響評価」にて，投入される反応度

について確認している。 

実効増倍率が 0.99 の場合は，制御棒引抜開始直後は反応度が投入され

ず，臨界到達までにかかる時間が追加で必要となり，炉心平均中性子束及

び燃料エンタルピが上昇するタイミングが遅くなる。また投入される反応

度も約 1.00ドル（燃料エンタルピ最大値：約 14kJ/kg，燃料エンタルピの

増分の最大値：約 6kJ/kg）と小さく１ドル位置近傍における反応度印加率

も緩やかとなることから，燃料エンタルピの上昇率も小さく評価項目とな

るパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期出力は炉心状態ごとに異なり，評価項目となるパラメータに影響を

与えるため，その不確かさが与える影響を評価した。初期出力の不確かさ

により評価項目に対する余裕が変化するが，「(5) 解析条件の不確かさが
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評価項目となるパラメータに与える影響評価」において，初期出力の不確

かさの影響を確認している。 

初期燃料温度は炉心状態ごとに異なり，評価項目となるパラメータに影

響を与えるため，その不確かさが与える影響を評価した。初期燃料温度の

不確かさにより評価項目に対する余裕が変化するが，「(5) 解析条件の不

確かさが評価項目となるパラメータに与える影響評価」において，初期燃

料温度の不確かさの影響を確認している。 

制御棒引抜阻止は，本評価において期待していないが，これに期待した

場合，中間領域計装の中性子束高信号（各レンジフルスケールの90％）が

発信すると制御棒引抜きが阻止される。ただし，本評価では制御棒の誤引

抜きにより反応度が急激に投入されるため，中間領域計装の中性子束高信

号（各レンジフルスケールの90％）による制御棒引抜阻止信号と中性子束

高信号（各レンジフルスケールの95％）による原子炉スクラム信号がほぼ

同時に発信することから，制御棒引抜阻止に期待した場合でも評価項目と

なるパラメータに与える影響は小さい。 

 

ｂ．操作条件 

本重要事故シーケンスは，「5.4.2(2) 有効性評価の条件」に示すとおり，

運転員等操作には期待しないため，運転員等操作に関する条件はない。 

（添付資料5.4.3） 

 

(3) 感度解析 

解析コードの不確かさによりドップラ反応度フィードバック効果と制御棒

反応度効果は評価項目となるパラメータに影響を与えることから本重要事故

シーケンスにおいて感度解析を行う。 

ドップラ反応度を＋10％とした場合に投入される反応度は約 1.14 ドル（燃

料エンタルピの最大値は約 48kJ/kg，増分の最大値は約 40kJ/kg），－10％と

した場合に投入される反応度は約 1.14 ドル（燃料エンタルピの最大値は約

52kJ/kg，増分の最大値は約 44kJ/kg）である。 

スクラム反応度を＋10％とした場合に投入される反応度は約 1.14 ドル（燃

料エンタルピの最大値は約 48kJ/kg，増分の最大値は約 40kJ/kg），－10％と

した場合に投入される反応度は約 1.14 ドル（燃料エンタルピの最大値は約

53kJ/kg，増分の最大値は約 45kJ/kg）である。 

引抜制御棒反応度を＋10％とした場合に投入される反応度は約 1.16 ドル

（燃料エンタルピの最大値は約 63kJ/kg，増分の最大値は約 55kJ/kg），－10％

とした場合に投入される反応度は約 1.12 ドル（燃料エンタルピの最大値は約

39kJ/kg，増分の最大値は約 31kJ/kg）である。 

実効遅発中性子割合を＋10％とした場合に投入される反応度は約 1.11 ドル

（燃料エンタルピの最大値は約 45kJ/kg，増分の最大値は約 37kJ/kg），－10％

と投入される反応度は約 1.17 ドル（燃料エンタルピの最大値は約 56kJ/kg，

増分の最大値は約 48kJ/kg）である。 

以上より，これらの不確かさを考慮しても燃料エンタルピ増加に伴う燃料の

破損は生じないことから，評価項目を満足する。 

（添付資料5.4.3） 
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(4) 操作時間余裕の把握 

本重要事故シーケンスは，「5.4.2(2) 有効性評価の条件」に示すとおり，

運転員等操作には期待しないことから，操作時間余裕に関する影響はない。 

 

(5) 解析条件の不確かさが評価項目となるパラメータに与える影響評価 

解析条件の不確かさにより投入される反応度が大きくなることも考えられ，

評価項目となるパラメータに影響を与えることから，炉心状態の変動による評

価項目となるパラメータに与える影響について確認した。 

以下の保守的な想定をした評価においても，投入される反応度は約 1.21 ド

ル（燃料エンタルピの最大値は約 68kJ/kg，増分の最大値は約 60kJ/kg）にと

どまることから，不確かさが評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

・サイクル初期及びサイクル末期の炉心状態において，９×９燃料（Ｂ型）平

衡炉心，９×９燃料（Ａ型）及びＭＯＸ燃料 228体を装荷した平衡炉心，９

×９燃料（Ｂ型）及びＭＯＸ燃料 228体を装荷した平衡炉心の反応度印加率

を包絡する引抜制御棒反応度曲線を用いた場合 

初期出力は炉心状態ごとに異なり，評価項目となるパラメータに影響を与え

るため，その不確かさが与える影響を評価した。定格の 10-8の 10 倍及び 1／

10 倍とした場合の感度解析を行い，有効性評価での結果（投入される反応度

は約 1.14 ドル，燃料エンタルピの最大値は約 50kJ/kg，増分の最大値は約

42kJ/kg）と大きく差異がなく，投入される反応度は約 1.11ドル，燃料エンタ

ルピの最大値は約 33kJ/kg，増分の最大値は約 25kJ/kg（10倍）及び投入され

る反応度は約 1.16 ドル，燃料エンタルピの最大値は約 69kJ/kg，増分の最大

値は約 61kJ/kg（１／10倍）であることから，初期出力の不確かさが与える影

響は小さい。 

初期燃料温度は炉心状態ごとに異なり，評価項目となるパラメータに影響を

与えるため，その不確かさが与える影響を評価した。初期燃料温度を 60℃と

した場合の感度解析を実施し，有効性評価での結果（投入される反応度は約

1.14ドル，燃料エンタルピの最大値は約 50kJ/kg，増分の最大値は約 42kJ/kg）

と大きく差異がなく，投入される反応度は約 1.15 ドル，燃料エンタルピの最

大値は約 64kJ/kg，増分の最大値は約 49kJ/kgであることから，初期燃料温度

の不確かさが与える影響は小さい。 

（添付資料5.4.3，5.4.4） 

 

(6) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作

時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕

を確認した。その結果，解析条件の不確かさが評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。 

 

5.4.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」において，重大事故等対策は自

動で作動するため，対応に必要な要員はいない。 
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(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」において，必要な水源，燃料及

び電源の評価結果は以下のとおりである。 

ａ．水源 

本重要事故シーケンスの評価では，原子炉注水は想定していない。 

 

ｂ．燃料 

本重要事故シーケンスの評価では，燃料の使用は想定していない。 

 

ｃ．電源 

本重要事故シーケンスの評価では，外部電源喪失は想定していない。 

 

5.4.5 結論  

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」では，誤操作により過剰な制御棒

の引抜きが行われ，臨界に至る反応度が投入されることで，原子炉が臨界に達し

燃料損傷に至ることが特徴である。事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」

に対する燃料損傷防止対策としては，原子炉停止機能を整備している。 

事故シーケンスグループ「反応度の誤投入」の重要事故シーケンス「停止中に

実施される検査等により，最大反応度価値を有する制御棒１本が全引抜きされて

いる状態から，他の１本の制御棒が操作量の制限を超える誤った操作によって引

き抜かれ，異常な反応度の投入を認知できずに燃料の損傷に至る事故」について

有効性評価を行った。 

上記の場合においても，原子炉停止機能により，燃料が損傷することはなく，

未臨界を維持することが可能である。 

その結果，燃料棒有効長頂部の冠水，放射線遮蔽の維持及び未臨界の確保がで

きることから，評価項目を満足している。また，安定状態を維持できる。 

解析条件の不確かさについて確認した結果，評価項目となるパラメータに与え

る影響は小さい。 

本事故シーケンスグループにおける島根２号炉の重大事故等対策は自動で作動

するため，対応に必要な要員はいない。スクラム動作後の原子炉の状態確認にお

いて，中央制御室の運転員１名で実施可能である。 

以上のことから，原子炉停止機能の燃料損傷防止対策は，選定した重要事故シ

ーケンスに対して有効であることが確認でき，事故シーケンスグループ「反応度

の誤投入」に対して有効である。 
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第 5.4.1－1図 「反応度の誤投入」の対応手順の概要 

 

 

複数本の制御棒引き抜き操作を開始 

ＣＲ－１の全引き抜き操作 

全制御棒全挿入により未臨界達成 

※１：人的過誤としてＣＲ－２の連続引き抜きを想定する。 

ＣＲ－２を「ノッチ」操作で引き抜き 【0秒】 

<約 10秒> 

プラント前提条件 

・複数本の制御棒引抜操作（原子炉停止余裕検査，炉心

増倍率測定等を考慮した設定） 

・中間領域計装Ａ，Ｂチャンネルそれぞれ引抜制御棒に

最も近い検出器が１個ずつバイパス状態 

・原子炉モードスイッチ「起動」位置 

制御棒 

ＣＲ－１：最大反応度価値制御棒全引抜き 

ＣＲ－２：ＣＲ－１の斜め隣接の制御棒 

凡例 

：操作・確認 

：判断 

：操作及び判断 

：プラント状態（解析） 

：復旧班要員の作業 

：運転員と復旧班要員の共同作業 

：解析上考慮しない操作・確認 

原

子

炉

へ

の

注

水 

 

 

ＣＲ－２の引き抜き操作開始 

ＣＲ－２の連続引き抜き操作※１ 

原子炉スクラム信号発生 

 中間領域計装の中性子束高 

（レンジ１目盛りのフルスケール 95％） 

制御棒引抜阻止信号発生 

 中間領域計装の中性子束高 

（レンジ１目盛りのフルスケールの 90％） 

【  】：時刻（解析条件） 

< > ：時刻（解析結果） 

（正規の操作手順） 
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第 5.4.2－1図 反応度の誤投入における引抜制御棒反応度曲線 
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第 5.4.2－2図 反応度の誤投入におけるスクラム反応度曲線 
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第 5.4.2－3図 反応度の誤投入における推移 
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値
が
核
的
制
限
値
を
超
え
な
い
よ
う
管
理

※
３
し
て
い
る
。
こ
れ
ら
を
踏
ま
え
，
本

評
価
に
お
い
て
は
，
誤
引
抜
き
さ
れ
る
制
御
棒
の
反
応
度
価
値
が
，
管
理
値
を
超
え
る
事
象
を
想

定
 

外
部
電
源
 

外
部
電
源
あ
り
 

制
御
棒
引
抜
操
作
に
は
外
部
電
源
が
必
要
と
な
る
た
め
，
外
部
電
源
あ
り
を
設
定

 

※
１

 
制
御
棒
密
度
の
偏
り
が
少
な
く
な
る
よ
う
市
松
模
様
の
引
抜
パ
タ
ー
ン
を
作
成
し
，
高
い
制
御
棒
価
値
を
生
じ
る
引
抜
パ
タ
ー
ン
と
な
ら
な
い
よ
う
に
し
て
い
る
。
 

※
２

 
三
次
元
沸
騰
水
型
原
子
炉
模
擬
計
算
コ
ー
ド
（
Ｌ
Ｏ
Ｇ
Ｏ
Ｓ
）
に
よ
る
解
析
結
果
 

※
３

 
臨
界
近
接
時
に
お
け
る
制
御
棒
の
最
大
反
応
度
価
値
は

1.
0％

Δ
k
以
下
で
あ
る
こ
と



 

2
.4

-1
5
 

5.4-15 

第
5.
4.
2
－
1
表
 
主
要
解
析
条
件
（
運
転
停
止
中
の
反
応
度
の
誤
投
入
）（

２
／
２
）
 

項
目
 

主
要
解
析
条
件
 

条
件
設
定
の
考
え
方
 

重 大 事 故 等 対 策 に 関 連 す る 機 器 条 件 

制
御
棒
引
抜
速
度
 

9.
1
㎝
/s
 

制
御
棒
引
抜
速
度
の
上
限
値
を
設
定
 

中
間
領
域
計
装
バ
イ
パ
ス
状
態
 

Ａ
，
Ｂ
チ
ャ
ン
ネ
ル
そ
れ
ぞ
れ
１
個
 

Ａ
，
Ｂ
チ
ャ
ン
ネ
ル
と
も
に
引
抜
制
御
棒
に
最
も
近
い
検
出
器
が
１
個
ず
つ
バ
イ
パ

ス
状
態
に
あ
る
と
す
る
 

制
御
棒
引
抜
阻
止
信
号
 

期
待
し
な
い
 

制
御
棒
の
引
抜
き
が
制
限
さ
れ
な
い
こ
と
に
よ
り
，
制
御
棒
の
誤
操
作
の
量
が
増
加

す
る
も
の
と
し
て
設
定
 

原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
信
号
 

中
性
子
束
高
 

（
中
間
領
域
計
装
）
 

中
間
領
域
計
装
の
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
機
能
に
よ
り
設
定

※
 

※
 
複
数
の
制
御
棒
引
抜
き
を
伴
う
検
査
を
実
施
す
る
際
に
お
い
て
，
当
直
長
ら
が
最
初
の
制
御
棒
引
抜
開
始
前
に
原
子
炉
保
護
系
計
装
が
動
作
不
能
で
な
い
こ
と
（
指
示
値
の
異

常
有
無
確
認
，
定
期
事
業
者
検
査
安
全
保
護
系
設
定
値
確
認
試
験
（
核
計
装
）
等
），

制
御
棒
の
ス
ク
ラ
ム
ア
キ
ュ
ム
レ
ー
タ
の
圧
力
等
を
確
認
す
る
こ
と
で
，
必
要
な
安
全
保

護
系
が
正
常
に
動
作
す
る
こ
と
を
確
認
す
る
運
用
と
な
っ
て
い
る
。
そ
の
た
め
，
本
事
象
に
お
い
て
も
ス
ク
ラ
ム
信
号
の
機
能
に
期
待
で
き
る
。
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添付資料 5.4.1 

 

反応度の誤投入事象の代表性について 

 

有効性評価では反応度の誤投入事象として，「停止中に実施される検査等に

より，最大反応度価値を有する制御棒 1 本が全引抜きされている状態から，他

の 1 本の制御棒が操作量の制限を超える誤った操作によって引き抜かれ，異常

な反応度の投入を認知できずに燃料の損傷に至る事故」を想定している。これ

は，運転停止中に実施する停止時冷温臨界試験や原子炉停止余裕検査を考慮し

た想定であり，その試験の制御棒誤引抜事象の代表性について以下に示す。 

１．運転停止中において，制御棒を複数引き抜く試験 

運転停止中の通常の原子炉においては，停止余裕（最大反応度価値を有する

１本の制御棒が引き抜かれても炉心を未臨界に維持できること）を確保した燃

料配置に加え，原子炉モードスイッチを「燃料交換」位置にすることで複数の

制御棒の引抜きを阻止するインターロックを維持し，不用意な臨界の発生を防

止している。しかし，「原子炉停止余裕検査」と「停止時冷温臨界試験」の実

施時においては，原子炉モードスイッチを「起動」位置として複数の制御棒の

引抜きを実施する。そのため，これらの試験中に人的過誤が発生すると，想定

を超える反応度が投入される可能性がある。 

それぞれの試験の概要や対象となる制御棒等は以下のとおり。 

 

a．停止時冷温臨界試験 

試験の目的：臨界予測精度の維持・向上のためのデータベースの蓄積 

試験内容 ：原子炉の起動前及び停止後に冷温状態で実施する（いずれも原

子炉圧力容器は未開放）。あらかじめ定めた制御棒操作手順に

則り，順番に対象となる制御棒引抜きを実施し，臨界状態確認

後に，制御棒パターン，原子炉冷却材温度，ペリオド等のデー

タを採取する。なお，臨界近傍での制御棒の引抜きに際しては，

１ノッチ引抜きごとに試験担当者で未臨界を確認している。 

 

対象制御棒：評価ケースにより異なる。臨界状態が確認されるまで，複数本

の制御棒の引抜きを実施。臨界近傍で引き抜く制御棒の価値は

小さいものを取り扱う。 

 

事故防止対策：制御棒価値ミニマイザによる監視（又は制御棒を操作する運

転員以外の運転員による監視） 

 

b．原子炉停止余裕検査 

試験の目的：停止余裕（最大反応度価値を有する１本の制御棒が引き抜かれ
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ても炉心を未臨界に維持できること）の確認 

試験内容 ：燃料取替及び燃料集合体炉内配置検査の完了後，以下の手順で

実施する。 

①最大価値を有する制御棒（CR-1）の全引抜き 

②最大価値を有する制御棒（CR-1）を補正位置 N※１まで挿入 

※１ 最大反応度価値を有する制御棒（CR-1）の対角隣接の

制御棒（CR-2）について停止余裕の確認に必要な引抜

位置 

③最大価値を有する制御棒（CR-1）の斜め隣接の制御棒（CR-2）

を補正位置 Nまで引抜き 

④最大価値を有する制御棒（CR-1）を再度全引抜き 

この状態の炉心が未臨界であることを確認する。なお，制御

棒の引抜きに際しては，１ノッチ引抜きごとに検査担当者で

未臨界を確認している。 

対象制御棒：最大価値を有する制御棒の斜め隣接の制御棒１本 

最大価値を有する制御棒の斜め隣接の制御棒のうち反応度の

補正に必要な価値を有していて印加反応度が大きすぎないよ

うに選択 

     事故防止対策：制御棒を操作する運転員以外の運転員による監視 

 

２．想定する人的過誤 

想定を超えた反応度が投入されるおそれのある人的過誤として下記の「燃料

の誤装荷」，「制御棒の選択誤り」及び「制御棒の連続引抜き」について検討

した。 

2-1.単一の人的過誤 

ａ．燃料の誤装荷 

燃料の誤装荷は，誤配置や燃料・制御棒の装荷順序の誤りにより，想定

以上の反応度が投入されることが考えられる。これらは燃料交換が燃料取

替機により自動で装荷位置まで移動され，かつ作業員による配置の確認が

実施されている。このため，本事象が発生しても適切に認知がされるため，

反応度の連続投入及び急激な反応度の投入は考えられない。 

 

b．制御棒の選択誤り 

操作する制御棒の選択を誤るとその反応度価値は変化する。停止時冷温

臨界試験や原子炉停止余裕検査では事前に対象となる制御棒の価値が臨界

近傍で大きくならないよう評価により対象を選定しており，その制御棒パ

ターンは制御棒価値ミニマイザ又は運転員及び運転操作助勢者により監視

されているため，これらのパターンを外れた制御棒が選択されることは考

えづらい。また，選択誤りが発生した場合においても臨界付近での制御棒
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引抜操作は１ノッチずつであるため，反応度の急激な投入は考えられない。 

 

c．制御棒の連続引抜き 

運転員及び検査員による制御棒及び中性子源領域計装の確認を実施して

おり，人的過誤発生時も認知が容易である。しかし，これらの認知は運転

員及び運転操作助勢者並びに検査員に期待しているため，有効性評価では

これらの認知に期待せず，制御棒が連続引抜きされることを想定する。 

 

2-2.人的過誤の重畳 

人的過誤として抽出した「a．燃料の誤装荷」,「b．制御棒の選択誤り」及び

「c．制御棒の連続引抜き」の重畳事象の発生について検討した。反応度の投入

速度等の理由※２から，検討するべき人的過誤の重畳は「b．制御棒の選択誤り」

＋「c．制御棒の連続引抜き」のみであると考えられる。したがって，以下に「b．

制御棒の選択誤り」＋「c．制御棒の連続引抜き」の評価を示す。 

評価の結果，人的過誤の重畳は発生の可能性が低く，また発生した場合であ

っても必ず臨界に至るとは限らず，即発臨界に至るような事象はさらに起こり

にくいと考えられることから，有効性評価では単一の人的過誤である「c．制御

棒の連続引き抜き」について検討する。 

※２ 「c．制御棒の連続引抜き」を含まない人的過誤が重畳した場合は，制御

棒が反応度の投入速度が遅く，即発臨界に至らない。また，「a．燃料の

誤装荷」については燃料取替機により機械的に自動で選択されるため，

運転員等の作業時の誤りにより間違った配置になることはなく，またデ

ータの入力についても複数の担当者による確認を多重に実施しているこ

と，及び燃料集合体炉内配置検査を実施していることから，誤装荷単一

の過誤の発生確率でも十分低いと考えられ，他の過誤との重畳事象は考

慮不要であると考えられる。 

•「b．制御棒の選択誤り」＋「c．制御棒の連続引抜き」の重畳 

人的過誤の重畳を考慮すべき試験は「1．運転停止中において，制御棒を複数

引き抜く試験」に示すとおり，原子炉停止余裕検査及び停止時冷温臨界試験で

ある。通常，停止時冷温臨界試験では機械的に制御棒の選択の誤りを防止して

いる※３。したがって，この機能を使用している場合は，人的過誤による制御棒

の選択の誤りは発生しないため，人的過誤の重畳の考慮は不要である。しかし，

これらの機能に期待しない場合であっても，操作する運転員以外の運転員が 1

名以上監視にあたることで試験の実施が許容されている(試験の手順書)ため，

制御棒価値ミニマイザ等の機械的な誤操作の防止機能に期待しない状況で発生

する人的過誤の確率について検討した。 

図１ に「c.制御棒の連続引抜き」，図２ に「b.制御棒の選択誤り」＋「c.

制御棒の連続引抜き」の重畳（人的過誤に従属性を考えた場合）におけるＨＲ

Ａツリー及び人的過誤の確率を示す。 
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その結果，「c．制御棒の連続引抜き」の単一の人的過誤に比べて「b．制御

棒の選択誤り」＋「c．制御棒の連続引抜き」の重畳を考慮した場合，発生確率

が小さくなっていることが分かる。なお,ここでの評価は同じ操作者・指示者に

よる「b.制御棒の選択誤り」と「c.制御棒の連続引抜き」の人的過誤の従属性

については，NUREG/CR-6883の SPAR-H 手法における従属性レベルの選定フロー

（表１）に基づき,高従属と設定した。 

同じ操作者・指示者による「b.制御棒の選択誤り」及び「c.制御棒の連続引

抜き」の過誤の従属性は，作業内容の差異やステップごとに実施していること

から独立事象として考えることもでき,その場合についても併せて評価した（図

３）。

以上のように人的過誤が発生する確率は低く，また，これらの人的過誤が重

畳しても必ず臨界に至るとは限らず（対象の制御棒価値が大きくない等），即

発臨界に至るような事象はさらに起こりにくいと考えられる。 

※３ 制御棒価値ミニマイザによる予め定められた制御棒以外の引抜防止
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人的過誤の内容 
過誤確率値 

（中央値） 
ＥＦ 備考 

F11 
検査担当者の指示誤りによる制

御棒の連続引抜き 
3.0E-03 ３ 

NUREG/CR-1278 手順書を用いる時のオミッションエラー 

[チェック表が正しく用いられている場合の長い操作(10 項目以上)] 

特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは 1 を設定 

F12 
運転操作担当者や運転操作助勢

者による過誤回復失敗 
5.3E-02 ３ 

NUREG/CR-6883(SPAR-H)の[低従属] 

F11 の操作に対して，時間的な間隔，作業者の相違があるため，低従属とする 

特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは 1 を設定 

F2 
運転操作担当者による制御棒の

連続引抜き 
3.0E-03 ３ 

NUREG/CR-1278 手順書を用いる時のオミッションエラー 

[チェック表が正しく用いられている場合の長い操作(10 項目以上)] 

特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは 1 を設定 

※ 運転操作担当者による制御棒の連続引抜きにおける過誤回復については十分期待できるものであるが投入される反応度の不確かさがあるため,期待しない。 

 
人的過誤（平均値） ＥＦ 

4.0E-03 2.8 

 

図１ 「c．制御棒の連続引抜き」のＨＲＡツリー及び人的過誤確率 

 

  

F12 

失敗 

成功 失敗 

F2 

F11 

検査担当者の
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人的過誤の内容 
過誤確率値 

（中央値） 
ＥＦ 備考 

F11 
検査担当者の指示誤りによる

制御棒の選択誤り 
3.0E-03 ３ 

NUREG/CR-1278 手順書を用いる時のオミッションエラー 

[チェックが正しく用いられている場合の長い操作(10 項目以上)] 

特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは 1 を設定 

F12 
運転操作担当者や運転操作助

勢者による過誤回復失敗 
5.3E-02 ３ 

NUREG/CR-6883(SPAR-H)の[低従属] 

F11 の操作に対して，時間的な間隔，作業者の相違があるため，低従属とする 

特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは 1 を設定 

F13 
検査担当者の指示誤りによる

制御棒の連続引抜き 
5.0E-01 ２ 

NUREG/CR-6883(SPAR-H)の[高従属] 

F11 の操作と作業内容が異なるが，作業者，操作場所は同一であるため，高従属とする 

特に高いストレスとはならないため，ストレスファタは 1 を設定 

(過誤回復には期待しない) 

F21 
運転操作担当者による制御棒

の連続引抜き 
5.3E-02 ３ 

NUREG/CR-6883(SPAR-H)の[低従属] 

F11 の操作と作業内容が異なり，操作と時間的な間隔，作業者の相違があるため，低従属と

する 

特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは 1 を設定 

F31 
運転操作担当者による制御棒

の選択誤り 
3.0E-03 ３ 

NUREG/CR-1278 手順書を用いる時のオミッションエラー 

[チェック表が正しく用いられている場合の長い操作(10 項目以上)] 

特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは１を設定 

F32 

検査担当者や運転操作助勢者

による制御棒の選択誤りに対

する過誤回復失敗 

5.3E-02 ３ 

NUREG/CR-6883(SPAR-H)の[低従属] 

F31 の操作に対して，時間的な間隔，作業者の相違があるため，低従属とする 

特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは１を設定 

F33 
検査担当者の指示誤りによる

制御棒の 連続引抜き 
5.3E-02 ３ 

NUREG/CR-6883(SPAR-H)の[低従属] 

F31 の操作と作業内容が異なり，操作と時間的な間隔，作業者の相違があるため，低従属と

する 

特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは 1 を設定 

F41 
運転操作担当者による制御棒

の連続引抜き 
5.0E-01 ２ 

NUREG/CR-6883(SPAR-H)の[高従属] 

F31 の操作と作業内容が異なるが，作業者，操作場所は同一であるため，高従属する 

特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは 1 を設定 

(過誤回復には期待しない) 

※ 運転操作担当者による制御棒の連続引抜きにおける過誤回復については十分期待できるものであるが投入される反応度の不確かさがあるため，期待しない。 

※ ＨＲＡツリー及び人的過誤の確率は複数の制御棒を引き抜く停止時冷温臨界試験を想定して評価する。 

 

人的過誤（平均値） ＥＦ 

3.1E-04 3.5 

 

図２ 「b．制御棒の選択誤り」＋「c．制御棒の連続引抜き」 

（人的過誤に従属性を考えた場合）のＨＲＡツリー及び人的過誤確率 

 

  

F12 

失敗 

成功 

失敗 

F32 

F11 

F13 

失敗 成功 

成功 

F21 

F31 

F33 

F41 

失敗 
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人的過誤の内容 
過誤確率値 

（中央値） 
ＥＦ 備考 

F11 
検査担当者の指示誤りによ

る制御棒の選択誤り 
3.0E-0.3 ３ 

NUREG/CR-1278 手順書を用いるときのオミッションエラー 

[チェック表が正しく用いられている場合の長い操作(10 項目以上)] 

特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは 1 を設定 

F12 
運転操作担当者や運転操作

助勢者による過誤回復失敗 
5.3E-0.2 ３ 

NUREG/CR-6883(SPAR-H)の[低従属] 

F11 の操作に対して，時間的な間隔，作業者の相違があるため，低従属とする 

特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは 1 を設定 

F13 
検査担当者の指示誤りによ

る制御棒の連続引抜き 
3.0E-0.3 ３ 

NUREG/CR-1278 手順書を用いる時のオミッションエラー 

[チェック表が正しく用いられている場合の長い操作(10 項目以上)] 

特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは 1 を設定 

※制御棒の選択誤りとの従属性は作業内容が異なり，操作は試験要領に従ってステッ

プごとに実施していることから完全独立とする 

F14 
運転操作担当者や運転操作

助勢者による過誤回復失敗 
5.3E-0.2 ３ 

NUREG/CR-6883(SPAR-H)の[低従属] 

F13 の操作に対して，時間的な間隔，作業者の相違があるため，低従属とする 

特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは 1 を設定 

F21 
運転操作担当者による制御

棒の連続引き抜き 
3.0E-03 ３ 

NUREG/CR-1278 手順書を用いる時のオミッションエラー 

[チェック表が正しく用いられている場合の操作(10 項目以上)] 

特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは 1 を設定 

※制御棒の選択誤りとの従属性は作業内容が異なり，操作は試験要領に従ってステッ

プごとに実施していることから完全独立とする 

F31 
運転操作担当者による制御

棒の選択誤り 
3.0E-03 ３ 

NUREG/CR-1278 手順書を用いるときのオミッションエラー 

[チェック表が正しく用いられている場合の長い操作(10 項目以上)] 

特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは 1 を設定 

F32 

検査担当者や運転操作助勢

者による制御棒の選択誤り

に対する過誤回復失敗 

5.3E-0.2 ３ 

NUREG/CR-6883(SPAR-H)の[低従属] 

F31 の操作に対して，時間的な間隔，作業者の相違があるため，低従属とする 

特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは 1 を設定 

F33 
検査担当者の指示誤りによ

る制御棒の連続引抜き 
3.0E-0.3 ３ 

NUREG/CR-1278 手順書を用いる時のオミッションエラー 

[チェック表が正しく用いられている場合の長い操作(10 項目以上)] 

特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは 1 を設定 

※制御棒の選択誤りとの従属性は作業内容が異なり，操作は試験要領に従ってステッ

プごとに実施していることから完全独立とする 

F34 
運転操作担当者や運転操作

助勢者による過誤回復失敗 
5.3E-0.2 ３ 

NUREG/CR-6883(SPAR-H)の[低従属] 

F33 の操作に対して，時間的な間隔，作業者の相違があるため，低従属とする 

特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは 1 を設定 

F41 
運転操作担当者による制御

棒の連続引抜き 
3.0E-0.3 ３ 

NUREG/CR-1278 手順書を用いる時のオミッションエラー 

[チェック表が正しく用いられている場合の長い操作(10 項目以上)] 

特に高いストレスとはならないため，ストレスファクタは 1 を設定 

※制御棒の選択誤りとの従属性は作業内容が異なり，操作は試験要領に従ってステッ

プごとに実施していることから完全独立とする 

※ 運転操作担当者による制御棒の連続引抜きにおける過誤回復については十分期待できるものであるが投入される反応度の不確かさがあるため，期待しない。 

※ 制御棒の選択誤りと連続引抜きの従属性については，時間的な間隔（ステップごとに操作を確認）しているのに加え，作業内容が異なることから完全独立（従

属性なし）とする。 

※ ＨＲＡツリー及び人的過誤の確率は複数の制御棒の引抜きを実施する停止時冷温臨界試験を想定して評価する。 

 
人的過誤（平均値） ＥＦ 

2.0E-06 4.2 

 

図３ 「b.制御棒の選択誤り」＋「c.制御棒の連続引抜き」 

(それぞれの人的過誤を独立事象とした場合)のＨＲＡツリー及び人的過誤確率  

F12 

失敗 成功 

失敗 

F32 

F11 

F13 

失敗 

成功 

成功 

F21 

F31 

F33 

F41 失敗 

F14 

F34 
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表 1  SPAR-H手法における従属性レベルの選定フロー 

（NUREG/CR-6883 から抜粋） 

 

 

３．過去に発生した反応度投入事例 

過去に発生した反応度投入事象例としては，平成 11年志賀原子力発電所１号

炉原子炉緊急停止事故があるが，島根２号炉では運用上の対策及び設備対策が

実施されていることから，事象発生の確率が低いと考えられるため，有効性評

価で想定する反応度誤投入事象として選定不要と考える。 

 

・平成 11年志賀原子力発電所１号炉 原子炉緊急停止事故（北陸） 

原子炉停止機能強化工事の機能確認試験時にアイソレ誤り及び弁のシートパ

スにより制御棒が引き抜かれ，アキュームレータに圧力が充填されていなかっ

たことで，直ちに制御棒が挿入されず，臨界に至った。 

上記の事象を踏まえ，島根２号炉では，次の対策を講じている。 

ａ．ＨＣＵ隔離時のＣＲＤリターンライン運転手順の整備 

ｂ．原子炉－ＣＲＤ冷却水ヘッダ間差圧上昇時のＣＲＤポンプ自動トリップ

インターロックの設置 

また，仮に同様の事象が起きた場合についての炉心挙動解析が実施されてお

り，即発臨界に至る可能性はあるものの，炉心損傷はしないことが確認されて

いる（参考文献 日本原子力学会誌 Vol.49,No.10（2007） 671-675 北陸電力（株）

志賀原子力発電所 1号機で発生した臨界時の炉心挙動解析） 

 

・島根２号炉における制御棒部分挿入事象 

  島根２号炉においては，制御棒の誤引抜け事象等により反応度が誤投入され

た事象の発生実績はないが，平成 24 年４月，第 17 回定期検査開始に伴い全炉

心燃料（560体）を燃料プールへ取り出した後の原子炉内において全引抜状態と

していた制御棒 137 体中，１体（H-13）が部分挿入されていることを確認した。 
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  この事象は，当該隔離弁（ユニット H-13 の駆動水挿入管隔離弁）において，

前回点検実施以降の開閉操作時にシステムのネジ部にかじりが生じ，干渉して

いたため全閉ができず，当該隔離弁操作時に弁棒のストロークまで確認してい

なかったため中間開状態であることに気付かなかったことが原因である。 

ただし，本事象は全燃料取り出し状態であったこと，および制御棒が挿入側

に動作した事象であることから，反応度が投入された事象ではない。 

  なお，当事象への対策として，以下の対策を行った。 

  ａ．当該ＨＣＵ隔離弁の弁体・ステム・ガイドの交換を実施。 

  ｂ．ＨＣＵエアベント作業実施前の駆動水挿入管隔離弁・引抜隔離弁の状態

確認について，操作員の手での開閉確認に加えて，開閉状態を表すマー

キングにより確認を行うように要領書の改正を実施。 

 

４．重要事故シーケンスの選定 

有効性評価では１～３章を踏まえ，停止時冷温臨界試験及び原子炉停止余裕

検査の検査時に人的過誤により制御棒が連続的に引き抜かれる事象を想定した。 

この時，誤引抜きされる制御棒は，以下の点を考慮して「最大反応度価値を

有する制御棒の斜め隣接の制御棒」を反応度誤投入の代表性のあるものとして

選定した。 

・引き抜かれる制御棒の反応度価値が管理値※４を超えるもの 

・停止時冷温臨界試験や原子炉停止余裕検査での試験対象や事故防止の対策 

・一般的に臨界近傍まで複数の制御棒を引き抜いていくと，１本あたりの制御

棒価値は相対的に低下していく傾向にあること 

・設計により挿入可能な制御棒のうち最大反応度価値制御棒１本が引き抜かれ

た状態であっても未臨界が維持されていること 

以上より，反応度の誤投入事象として，「停止中に実施される検査等により，

最大反応度価値を有する制御棒 1 本が全引抜きされている状態から，他の 1 本

の制御棒が操作量の制限を超える誤った操作によって引き抜かれ，異常な反応

度の投入を認知できずに燃料の損傷に至る事故」を代表性のあるシナリオとし

ている。 

※４ 核的制限値を超えないように設定している管理値：臨界近接時における

制御棒の最大反応度価値は 1.0％Δk 以下（「９×９燃料が装荷され，Ｍ

ＯＸ燃料が装荷されるまでのサイクル」において核的制限値を超えない

ように管理している値であり，「ＭＯＸ燃料を装荷したサイクル以降」

における核的制限値） 
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添付資料 5.4.2 

安定状態について 

（運転停止中（反応度の誤投入）） 

運転停止中の反応度の誤投入の安定状態については以下のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設

備を用いた炉心冷却により，炉心冠水が維持でき，また，

冷却のための設備がその後も機能維持できると判断され，

かつ，必要な要員の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定

される事象悪化のおそれがない場合，原子炉安定停止状態

が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

運転停止中に制御棒の誤引抜き等によって，燃料に反応度が投入されるが，中間

領域計装の中性子束高スクラム信号により原子炉はスクラムし，制御棒全挿入と

なり，原子炉は未臨界状態となり，原子炉安定停止状態が確立される。 

重大事故等対策は自動で作動するため，対応に必要な要員はいない。 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により原子炉安定停止状態を維持できる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を行うことにより，安定停止状態後の安

定停止状態の維持が可能となる。 



 

解
析
コ
ー
ド
及
び
解
析
条
件
の
不
確
か
さ
の
影
響
評
価
に
つ
い
て
（
運
転
停
止
中
（
反
応
度
の
誤
投
入
）
）
 

 

表
1 

解
析
コ
ー
ド
に
お
け
る
重
要
現
象
の
不
確
か
さ
が
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
反
応
度
の
誤
投
入
）
 

分
類

 
重
要
現
象

 
解
析
モ
デ
ル

 
不
確
か
さ

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 

炉
心

 

（
核
）

 

核
分
裂
出
力

 

・
一
点
近
似
動
特
性
モ
デ
ル
（
炉
出

力
）

 

・
出
力
分
布
は
二
次
元
拡
散
モ
デ
ル

 

・
核
定
数
は
三
次
元
体
系
の
炉
心
を

空
間
効

果
を

考
慮

し
二

次
元

体
系

に
縮
約

 

考
慮
し
な
い

 

停
止
時
の
制
御
棒
の
誤
引
抜
き
は
，

中
性

子
領

域
計

装
の

中
性

子
束

高

の
信
号
の
発
生
に
よ
り
，
原
子
炉
は

ス
ク
ラ
ム
し
，
事
象
は
未
臨
界
と
な

り
収
束
す
る
こ
と
か
ら
，
運
転
員
の

操
作
を
介
し
な
い
。

 

し
た
が
っ
て
，
解
析
コ
ー
ド
の
不
確

か
さ

が
運

転
員

等
操

作
時

間
に

与

え
る
影
響
は
な
い
。

 

ド
ッ
プ
ラ
反
応
度
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
及
び
制
御
棒
反
応
度
効
果
の
不
確
か
さ
に
含
め
ら
れ
る
。

 

出
力
分
布
変
化

 

・
Ｒ
Ｚ
二
次
元
拡
散
モ
デ
ル

 

・
エ
ン
タ
ル
ピ
ス
テ
ッ
プ
の
進
行
に

伴
う
相
対
出
力
分
布
変
化
を
考
慮

 

考
慮
し
な
い

 

三
次
元
沸
騰
水
型
原
子
炉
模
擬
計
算
コ
ー
ド
（
Ｌ
Ｏ
Ｇ
Ｏ
Ｓ
）
に
て
評
価
し
た
核
定
数
を
Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｘ
コ
ー
ド
の

二
次
元
領
域
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縮
約
す
る
過
程
で
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軸
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じ
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価
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マ
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ザ
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理
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い
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※
 

・
ド
ッ
プ
ラ
反
応
度
フ
ィ
ー
ド

バ
ッ
ク
効
果
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７
～
９
％

 

・
実
効
遅
発
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４
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実
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が
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棒
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動
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計
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実
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発
中
性
子
割
合
：
４
％

 

実
験
結
果
と
解
析
コ
ー
ド
の
評
価
結
果
と
の
比
較
か
ら
，
制
御
棒
反
応
度
の
不
確
か
さ
は
約
９
％
程
度
あ
る
こ

と
か
ら
，
こ
れ
を
踏
ま
え
て
解
析
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

 

ま
た
，
実
効
値
初
中
性
子
割
合
の
不
確
か
さ
は
，
臨
界
試
験
の
結
果
と
解
析
コ
ー
ド
の
評
価
結
果
と
の
比
較
に

よ
り
，
約
４
％
と
評
価
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
こ
れ
を
踏
ま
え
て
解
析
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

 

炉
心

 

（
燃
料
）

 

燃
料

棒
内

温
度

変
化

 

・
熱
伝
導
モ
デ
ル

 

・
燃
料
ペ
レ
ッ
ト

-被
覆
管
ギ
ャ
ッ
プ

熱
伝
達
モ
デ
ル

 

考
慮
し
な
い

 

「
反
応
度
投
入
事
象
評
価
指
針
」
に
お
い
て
燃
料
棒
内
メ
ッ
シ
ュ
の
「
制
御
棒
落
下
」
解
析
結
果
へ
の
影
響
は

０
％
と
報
告
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら

,
類
似
の
事
象
で
あ
る
本
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
に
つ
い
て
も
，
評
価
項
目
と
な

る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

燃
料

棒
表

面
熱

伝
達

 

・
単
相
強
制
対
流
：
Di

tt
us

-B
oe
lt
e
r

の
式

 

・
核
沸
騰
状
態
：

J
e
ns

-
Lo

t
te
s
の

式
 

・
膜
沸
騰
状
態
（
低
温
時
）
:
Ｎ
Ｓ
Ｒ

Ｒ
の
実

測
デ

ー
タ

に
基

づ
い

て
導

出
さ
れ
た
熱
伝
達
相
関
式

 

考
慮
し
な
い

 

本
事
象
で
は
即
発
臨
界
と
な
り
，
急
激
な
出
力
上
昇
が
生
じ
る
が
，
ス
ク
ラ
ム
反
応
度
印
加
に
よ
り
出
力
は
速

や
か
に
降
下
し
，
燃
料
エ
ン
タ
ル
ピ
は
そ
の
数
秒
後
に
最
大
値
と
な
る
。
こ
の
よ
う
な
短
時
間
の
事
象
で
あ
る

こ
と
か
ら
，
燃
料
棒
表
面
熱
伝
達
の
不
確
か
さ
が
燃
料
エ
ン
タ
ル
ピ
の
最
大
値
に
及
ぼ
す
影
響
は
ほ
と
ん
ど
な

い
。
そ
の
た
め
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

沸
騰
遷
移

 
・

低
温

時
：

Ro
hs
e
no
w
-G
r
if
fi
t
h
の

式
及
び
Ku

ta
te
l
a
d
ze
の
式

 
考
慮
し
な
い

 

事
象
を
通
じ
て
の
表
面
熱
流
束
は
限
界
熱
流
束
に
対
し
て

十
分
小
さ
く
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
，
沸
騰
遷
移
の

判
定
式
の
不
確
か
さ
が
燃
料
エ
ン
タ
ル
ピ
の
最
大
値
に
与
え
る
影
響
は
ほ
と
ん
ど
な
く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ

ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
影
響
は
小
さ
い
。

 

※
 

Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｘ
は
断
熱
モ
デ
ル
に
基
づ
く
ド
ッ
プ
ラ
反
応
度
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
モ
デ
ル
を
採
用
し
，
減
速
材
温
度
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
及
び
減
速
材
ボ
イ
ド
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
は
考
慮
し
な
い
。
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表
２

 
解
析
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
反
応
度
の
誤
投
入
）（

１
／
２
）

 

項
目

 
解
析
条
件
（
初
期
条
件
，
事
故
条
件
）
の
不
確
か
さ

 
条
件
設
定
の
考
え
方

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 
解
析
条
件

 
最
確
条
件

 

初 期 条 件

炉
心
状
態

 
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）（

単
一
炉

心
）
平
衡
炉
心
サ
イ
ク
ル
初
期

 
装
荷
炉
心
毎

 
燃
焼
度
毎

 
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
平
衡
炉
心
，
９
×
９

燃
料
（
Ｂ
型
）
平
衡
炉
心
，
９
×
９
燃
料
（
Ａ

型
）
及
び
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料

22
8
体
を
装
荷
し
た

平
衡
炉
心
，
９
×
９
燃
料
（
Ｂ
型
）
及
び
Ｍ

Ｏ
Ｘ
燃
料

22
8
体
を
装
荷
し
た
平
衡
炉
心

は
，
特
性
は
ほ
ぼ
同
等
で
あ
る
こ
と
か
ら
，

９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
を
代
表
的
な
炉
心
と

し
て
設
定

 
引
抜
制
御
棒
の
価
値
が
大
き
く
な
る
サ
イ

ク
ル
初
期
炉
心
を
設
定

停
止
時
の
制
御
棒
の
誤
引
抜
き
は
，

中
性
子
領
域
計
装
の
中
性
子
束
高
の

信
号
の
発
生
に
よ
り
，
原
子
炉
は
ス

ク
ラ
ム
し
，
事
象
は
未
臨
界
と
な
り

収
束
す
る
こ
と
か
ら
，
運
転
員
の
操

作
を
介
し
な
い
。

し
た
が
っ
て
，
解
析
コ
ー
ド
の
不
確
か

さ
が

運
転

員
等

操
作

時
間

に
与

え
る

影
響
は
な
い
。

実
炉
心
に
お
い
て
は
，
装
荷
炉
心
毎
，
燃
焼
度
毎
に
制
御
棒
反
応
度
価
値
や
ス
ク
ラ

ム
反
応
度
等
の
特
性
が
変
化
す
る
。

こ
れ
ら
の
影
響
に
つ
い
て
は
以
下
の
保
守
的

な
想
定
を
し
た
評
価
に
お
い
て
も
投

入
さ
れ
る
反
応
度
は
約

1
.2
1
ド
ル
（
燃
料
エ
ン
タ
ル
ピ
最
大
値
：
約

6
8k
J/
kg
，
燃

料
エ
ン
タ
ル
ピ
の
増
分
の
最
大
値
：
約

60
kJ

/k
g
）
に
と
ど
ま
る
こ
と
か
ら
，
不
確

か
さ
が
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
小
さ
い
。

・
サ
イ
ク
ル
初
期
及
び
サ
イ
ク
ル
末
期
の
炉
心
状
態
に
お
い
て
，
９
×
９
燃
料
（
Ｂ

型
）
平
衡
炉
心
，
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
及
び
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料

22
8
体
を
装
荷
し
た

平
衡
炉
心
，
９
×
９
燃
料
（
Ｂ
型
）
及
び
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料

22
8
体
を
装
荷
し
た
平
衡

炉
心
の
反
応
度
印
加
率
を
包
含
す
る
引
抜
制
御
棒
反
応
度
曲
線
を
用
い
た
場
合

実
効
増
倍
率

 
1.
0
 

0
.9
9
（
設
計
目
標
値
）
以
下

 
原
子
炉
は
臨
界
状
態
に
あ
る
も
の
と
し
て

設
定

 
実
効
増
倍
率
が

0.
99
の
場
合
は
，

制
御
棒
引

抜
開
始
直
後
は
反
応
度
が
投
入
さ

れ

ず
，
臨
界
到
達
ま
で
に
か
か
る
時
間
が
追
加
で
必
要
と
な
り
，
炉
心
平
均
中
性
子
束

及
び
燃
料
エ
ン
タ
ル
ピ
が
上
昇
す
る
タ
イ
ミ
ン
グ
が
遅
く
な
る
。
ま
た
投
入
さ
れ
る

反
応
度
も
約

1.
00
ド
ル
（
燃
料
エ
ン
タ
ル
ピ
最
大
値
：
約

1
4k
J
／

k
g
，
燃
料
エ
ン
タ

ル
ピ
の
増
分
の
最
大
値
：
約

6k
J
／

kg
）
と
小
さ
く
１
ド
ル
位
置
近
傍
に
お
け
る
反

応
度
印
加
率
も
緩
や
か
と
な
る
こ
と
か
ら
，
燃
料
エ
ン
タ
ル
ピ
の
上
昇
率
も
小
さ
く

評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
余
裕
が
大
き
く
な
る
。

原
子
炉
出
力

 
定
格
出
力
の

1
0
-
8
 

定
格
出
力
の

 
1
0-

8
程
度

原
子
炉
は
低
温
状
態
に
あ
る
も
の
と
し
て

設
定

 
炉
心
状
態
毎
に
初
期
出
力
は
異
な
る
が
，
長
期
停
止
の
影
響
を
含
め
初
期
出
力
の
不

確
か
さ
が
与
え
る
影
響
を
確
認
で
き
る
よ
う

に
感
度
解
析
の
ふ
り
幅
を
設
定
し
て

い
る
。

 

定
格
出
力
の

10
-
8
の

10
倍
及
び

1/
10
倍
と
し
た
場
合
の
感
度
解
析
結
果
を
行
い
，
結

果
は
以
下
の
通
り
と
な
っ
た
。

 

・
定
格
出
力
の

10
-
7 ：
約

1.
11
ド
ル
（
燃
料
エ
ン
タ
ル
ピ
の
最
大
値
：
約

33
k
J/
kg
，

燃
料
エ
ン
タ
ル
ピ
の
増
分
の
最
大
値
：
約

25
k
J/
kg
）

 

・
定
格
出
力
の

10
-
9
:
約
1.
16
ド
ル
（
燃
料
エ
ン
タ
ル
ピ
の
最
大
値
：
約

69
kJ

/k
g
，

燃
料
エ
ン
タ
ル
ピ
の
増
分
の
最
大
値
：
約

61
k
J/
kg
）

 

有
効
性
評
価
で
の
結
果
（
約

1.
14
ド
ル
，
燃
料
エ
ン
タ
ル
ピ
の
最
大
値
：
約

50
kJ

/k
g
，

燃
料
エ
ン
タ
ル
ピ
の
増
分
の
最
大
値
：
約

42
kJ
/k
g
）
と
大
き
く
差
異
の
な
い
こ
と

か
ら
，
初
期
出
力
の
不
確
か
さ
が
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は

小
さ
い
。

 

原
子
炉
圧
力

 
0.
0M
P
a[
g
ag
e]

 
0.
0M

P
a
[g

ag
e
]
程
度

 
原
子
炉
停
止
時
の
圧
力
を
設
定

 
解
析
条
件
と
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影

響
は
な
い
。

 

燃
料

被
覆

管
表

面
温

度
及

び
原

子
炉

冷
却
材
温
度

 

20
℃

 
事
故
事
象
毎

 
2
0℃

以
上

 
原

子
炉

冷
却

材
温

度
の

下
限

値
と

し
て

運
用
し
て
い
る
値
で
あ
り
，
反
応
度
の
観
点
か

ら
は
保
守
的
な
値
と
し
て
設
定

 

初
期
燃
料
被
覆
管
表
面
温
度
は
炉
心
状
態
毎
に
異
な
り
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ

ー
タ
に
影
響
を
与
え
る
た
め
，
そ
の
不
確
か
さ

※
が
与
え
る
影
響
を
評
価
し
た
。

 

初
期
燃
料
温
度
を

60
℃
と
し
た
場
合
の
感
度
解
析
を
実
施
し
，
結
果
は
以
下
の
通
り

と
な
っ
た
。

 

・
初
期
燃
料
温
度

60
℃
：
約
1.
1
5
ド
ル
（
燃
料
エ
ン
タ
ル
ピ
の
最
大
値
は
約

64
kJ

/k
g
，

燃
料
エ
ン
タ
ル
ピ
の
増
分
の
最
大
値
：
約

49
k
J/
kg
）

 

有
効
性
評
価
で
の
結
果
（
約

1.
14
ド
ル
，
燃
料
エ
ン
タ
ル
ピ
の
最
大
値
：
約

50
kJ

/k
g
，

燃
料
エ
ン
タ
ル
ピ
の
増
分
の
最
大
値
：
約

42
kJ
/k
g
）
と
大
き
く
差
異
の
な
い
こ
と

か
ら
，
初
期
出
力
の
不
確
か
さ
が
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は

小
さ
い
。

 

燃
料
エ
ン
タ
ル
ピ

 
８

kJ
／

kg
 

８
kJ
／
k
g
以
上

 
原
子
炉
冷
却
材
温
度

20
℃
に
お
け
る
燃
料

エ
ン
タ
ル
ピ
を
設
定

※
本
評
価
で
評
価
対
象
と
し
た
９
×
９
燃
料
で
は
，
初
期
の
燃
料
被
覆
管
表
面
温
度
お
よ
び
冷
却
材
温
度
を
高
く
設
定
し
た
場
合
に
，
Ｇ
ｄ
の
燃
料
や
Ｐ
ｕ
の
蓄
積
に
よ
り
，
結
果
が
厳

し
く
な
る
場
合
が
あ
る
。

添 5.4.3-2 



表
２

 
解
析
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
反
応
度
の
誤
投
入
）（

２
／
２
）

 

項
目

 
解
析
条
件
（
初
期
条
件
，
事
故
条
件
）
の
不
確
か
さ

 
条
件
設
定
の
考
え
方

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響

 
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響

 
解
析
条
件

 
最
確
条
件

 

事 故 条 件
 

起
因
事
象

 
制
御
棒
の
誤
引
抜
き

 
－
 

運
転
停
止
中
の
原
子
炉
に
お
い
て
，
制
御
棒
１
本
が

全
引
抜
き
さ
れ
て
い
る
状
態
か
ら
，
他
の
１
本
の
制

御
棒
が
操
作
量
の
制
限
を
超
え
る
誤
っ
た
操
作
に

よ
っ
て
連
続
的
に
引
き
抜
か
れ
る
事
象
を
想
定
す

る
。

 

停
止
時
の
制
御
棒
の
誤
引
抜
き
は
，

中
性
子
領
域
計
装
の
中
性
子
束
高
の

信
号
の
発
生
に
よ
り
，
原
子
炉
は
ス

ク
ラ
ム
し
，
事
象
は
未
臨
界
と
な
り

収
束
す
る
こ
と
か
ら
，
運
転
員
の
操

作
を
介
し
な
い
。

し
た
が
っ
て
，
解
析
コ
ー
ド
の
不
確
か

さ
が

運
転

員
等

操
作

時
間

に
与

え
る

影
響
は
な
い
。

解
析
条
件
と
同
様
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え

る
影
響
は
な
い
。

 

誤
引
抜
き
さ
れ
る

制
御
棒

 
最
大
反
応
度
価
値
を
有
す
る
制

御
棒
の
斜
め
隣
接
の
制
御
棒

 
－
 

運
転
停
止
中
に
実
施
す
る
複
数
の
制
御
棒
引
抜
き

を
伴
う
検
査
等
を
考
慮
し
，
全
引
抜
き
さ
れ
て
い
る

制
御
棒
の
斜
め
隣
接

※
１
の
制
御
棒
と
す
る
。
誤
引
抜

き
さ
れ
る
制
御
棒
１
本
の
反
応
度
価
値
は
約

1
.7

5％
Δ
k※

２
と
す
る
。

 
な
お
，
通
常
，
制
御
棒
１
本
が
全
引
抜
き
さ
れ
て
い

る
状
態
の
未
臨
界
度
は
深
く
，
ま
た
，
仮
に
他
の
１

本
の
制
御
棒
が
操
作
量
の
制
限
を
超
え
た
場
合
で

も
，
臨
界
近
接
で
引
き
抜
か
れ
る
制
御
棒
の
反
応
度

価
値
が
核
的
制
限
値
を
超
え
な
い
よ
う
管
理

※
３
し

て
い
る
。
こ
れ
ら
を
踏
ま
え
，
本
評
価
に
お
い
て
は
，

誤
引
抜
き
さ
れ
る
制
御
棒
の
反
応
度
価
値
が
，
管
理

値
を
超
え
る
事
象
を
想
定

 

－
 

外
部
電
源

 
外
部
電
源
あ
り

 
－
 

制
御
棒
引
抜
操
作
に
は
外
部
電
源
が
必
要
と
な
る

た
め
，
外
部
電
源
あ
り
を
設
定

 
－
 

機 器 条 件

制
御
棒
引
抜
速
度

 
9.
1
㎝
／
s
 

9.
1
㎝
／
s
以
下

 
制
御
棒
引
抜
速
度
の
上
限
値
と
し
て
設
定

 
解
析
上
で
は
引
抜
速
度
の
上
限
値
を
設
定
し
て
い
る
が
，
最
確
条
件
で
は
上
限

値
に
比
べ
て
遅
い
引
抜
速
度
で
あ
り
，
投
入
反
応
度
が
小
さ
く
な
る
た
め
，
評

価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
余
裕
は
大
き
く
な
る
。

 

中
間

領
域

計
装

バ
イ
パ
ス
状
態

Ａ
，
Ｂ
チ
ャ
ン
ネ
ル

 
そ
れ
ぞ
れ
１
個

 
バ
イ
パ
ス
な
し

 
Ａ
，
Ｂ
チ
ャ
ン
ネ
ル
と
も
引
抜
制
御
棒
に
最
も
近
い

検
出
器
が
そ
れ
ぞ
れ
１
個
バ
イ
パ
ス
に
あ
る
も
の

と
し
て
設
定

 
中
間
領
域
計
装
バ
イ
パ
ス
状
態
が
な
い

場
合

は
ス
ク
ラ
ム
信
号
の
応
答
が
早

く
な
り
，
投
入
反
応
度
が
小
さ
く
な
る
た
め
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ

に
対
す
る
余
裕
は
大
き
く
な
る
。

 

制
御

棒
引

抜
阻

止
信
号

 
期
待
し
な
い

 
（
中
間
領
域
計
装
の
中
性
子
束

高
（
各
レ
ン
ジ
フ
ル
ス
ケ
ー
ル

の
90
％
）
）

 

期
待
す
る

 
（
中
間
領
域
計
装
の
中
性
子

束
高
（
各
レ
ン
ジ
フ
ル
ス
ケ

ー
ル
の

9
0％

）
）

 

制
御
棒
の
引
抜
き
が
制
限
さ
れ
な
い
こ
と
に
よ
り
，

制
御
棒
の
誤
操
作
の
量
が
増
加
す
る
も
の
と
し
て

設
定

 

制
御
棒
引
抜
阻
止
に
期
待
し
た
場
合
，
中
間
領
域
計
装
の
中
性
子
束
高
（
各
レ

ン
ジ
フ
ル
ス
ケ
ー
ル
の

90
％
）
が
発
信
す
る
と
制
御
棒
引
抜
き
が
停
止
す
る
。

た
だ
し
，
本
評
価
で
は
制
御
棒
の
誤
引
抜
き
に
よ
り
反
応
度
が
急
激
に
投
入
さ

れ
る
と
中
性
子
束
高
（
各
レ
ン
ジ
フ
ル
ス
ケ
ー
ル
の

95
％
）
に
よ
る
ス
ク
ラ
ム

信
号
が
ほ
ぼ
同
時
に
発
信
す
る
た
め
，
制
御
棒
引
抜
き
に
期
待
し
た
場
合
で
も

評
価
項
目
に
与
え
る
影
響
は
ほ
と
ん
ど
な
い
。

原
子

炉
ス

ク
ラ

ム
信
号

 
中
間
領
域
計
装
の
中
性
子
束
高

（
各
レ
ン
ジ
フ
ル
ス
ケ
ー
ル
の

9
5％

）
 

中
間
領
域
計
装
の
中
性
子
束

高
（
各
レ
ン
ジ
フ
ル
ス
ケ
ー

ル
の

95
％
）

中
間
領
域
計
装
の
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
機
能
に
よ
り

設
定

 
解
析
条
件
と
最
確
条
件
は
同
様
で
あ
る

こ
と

か
ら
，
事
象
進
展
に
影
響
は
な

く
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
は
な
い
。

 

※
１

 
制
御
棒
密
度
の
偏
り
が
少
な
く
な
る
よ
う
市
松
模
様
の
引
抜
パ
タ
ー
ン
を
作
成
し
，
高
い
制
御
棒
価
値
を
生
じ
る
引
抜
パ
タ
ー
ン
と
な
ら
な
い
よ
う
に
し
て
い
る
。

※
２

 
三
次
元
沸
騰
水
型
原
子
炉
模
擬
計
算
コ
ー
ド
（
Ｌ
Ｏ
Ｇ
Ｏ
Ｓ
）
に
よ
る
解
析
結
果

※
３

 
原
子
炉
起
動
時
及
び
冷
温
臨
界
試
験
時
は
，
臨
界
近
接
時
に
お
け
る
制
御
棒
の
最
大
反
応
度
価
値
が

1.
0%
Δ
k
以
下
と
な
る
よ
う
に
管
理
。
ま
た
，
制
御
棒
ミ
ニ
マ
イ
ザ
又

は
複
数
の
運
転
員
に
よ
る
制
御
棒
の
引
抜
手
順
の
監
視
を
実
施
。
な
お
，
原
子
炉
停
止
余
裕
検
査
に
お
い
て
も
同
様
の
監
視
を
実
施
。
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添付資料 5.4.4 

 

反応度誤投入における炉心の状態等の不確かさについて 

 

反応度誤投入事象の評価において炉心状態を「平衡炉心のサイクル初期」とし，

「最大反応度価値制御棒及びその斜め隣接の制御棒」が引き抜かれる想定をして

評価している。実炉心においてはこれらの想定と異なり，９×９燃料（Ｂ型）平

衡炉心，９×９燃料（Ａ型）及びＭＯＸ燃料 228体を装荷した平衡炉心，９×９

燃料（Ｂ型）及びＭＯＸ燃料 228体を装荷した平衡炉心の場合，事象発生時期が

サイクル末期である場合に加え，引抜制御棒価値，引抜制御棒反応度曲線，スク

ラム反応度曲線，実効遅発中性子割合等のパラメータに不確かさがあるため,有効

性評価での想定とこれらの不確かさの影響について以下にまとめた。 

 

１．感度解析の条件 

炉心状態の不確かさの影響を考慮するパラメータとして「解析コードのＡＰＥ

Ｘ」の重要現象の特定を参考に「引抜制御棒価値」,「引抜制御棒反応度曲線」,

「スクラム反応度曲線」及び「実効遅発中性子割合」の４つについて表１に示す

感度解析を実施した。 

なお，原子炉初期出力及び初期燃料温度については解析条件の不確かさの影響

評価にて感度解析を実施していることから今回対象としていない。また，出力分

布変化については，三次元沸騰水型原子炉模擬計算コード（ＬＯＧＯＳ）にて評

価した核定数をＡＰＥＸコードの二次元領域へ縮約する過程で，軸方向及び径方

向に不確かさが生じるが，引抜制御棒価値を制御棒価値ミニマイザ管理値である

1.0％Δkよりも厳しい1.75％Δkに設定し,さらに局所ピーキング係数が燃焼寿命

を通じた最大値（燃焼度０MWd/tにおける値）となるように設定することで，最高

出力燃料集合体の最高出力燃料棒の燃料エンタルピを評価していることから，今

回対象としていない。また，二次元領域への縮約操作に伴う不確かさが燃料エン

タルピへ与える影響は小さいことを，米国での設計認証申請において適用実績が

あり，縮約を介さずに炉心三次元体系で動特性解析を行うことができる三次元動

特性解析コードＴＲＡＣＧによる影響評価等によって確認している。 

・引抜制御棒価値 

「９×９燃料が装荷され，ＭＯＸ燃料が装荷されるまでのサイクル」におい

て核的制限値を超えないように管理している値，「ＭＯＸ燃料を装荷したサイ

クル以降」における核的制限値（臨界近接時においては最大反応度価値を1.0％

Δk 以下とすること）を考慮し，引抜制御棒価値 1.0％Δk をノミナル条件と

して設定した。本制御棒価値は，炉心状態によらずそれ以下に管理する管理値

であることから，感度解析でも同一の条件とした。 

・引抜制御棒反応度曲線 

有効性評価において表１に示す９×９燃料（Ａ型）平衡炉心サイクル初期 
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を想定している。 

ノミナル条件としてサイクル初期及びサイクル末期での引抜制御棒反応度

曲線を 1.0％Δkに規格したものを考慮した。 

不確かさ評価としてサイクル初期及びサイクル末期の炉心状態において,

１ドル位置における引抜制御棒反応度印加率が９×９燃料（Ｂ型）平衡炉心，

９×９燃料（Ａ型）及びＭＯＸ燃料 228体を装荷した平衡炉心，９×９燃料

（Ｂ型）及びＭＯＸ燃料 228体を装荷した平衡炉心での印加率の変動を包絡

するように設定した。 

 感度解析に用いたサイクル初期及びサイクル末期の引抜制御棒反応度曲線

を図１, 図２ に示す。 

・スクラム反応度曲線 

有効性評価において表１に示すサイクル初期を想定して評価を実施してお

り，感度解析においてはサイクル末期の炉心状態のスクラム反応度曲線の影

響についても確認した。 

・実効遅発中性子割合 

有効性評価において表１に示すサイクル初期を想定して評価を実施してお

り，感度解析においてはサイクル末期の炉心状態の実効遅発中性子割合の影

響及びＭＯＸ燃料 228体を装荷した平衡炉心における実効遅発中性子割合の

影響についても確認した。 

 

２．感度解析の結果 

解析結果を表２にまとめた。サイクル初期及びサイクル末期並びに９×９燃料

（Ｂ型）平衡炉心，９×９燃料（Ａ型）及びＭＯＸ燃料 228体を装荷した平衡炉

心，９×９燃料（Ｂ型）及びＭＯＸ燃料 228体を装荷した平衡炉心の炉心状態の

不確かさを考慮したケースにおいても，最大の投入反応度は感度解析（サイクル

末期，９×９燃料（Ｂ型）平衡炉心，９×９燃料（Ａ型）及びＭＯＸ燃料 228体

を装荷した平衡炉心，９×９燃料（Ｂ型）及びＭＯＸ燃料 228 体を装荷した平衡

炉心での印加率の変動を包含）の約 1.21 ドルで，燃料エンタルピの最大値は約

68kJ/kgであり，「発電用軽水型原子炉施設の反応度投入事象に関する評価指針」

に示された燃料の許容設計限界値以下である。また，燃料エンタルピの増分の最

大値は約 60 kJ/kg であり，ペレット燃焼度 65,000MWd/t以上の燃料に対するＰＣ

ＭＩ破損しきい値の目安としてピーク出力部燃料エンタルピの増分で 167 kJ/kg

（40cal/g）を用いた場合においても，これを超えることはなく燃料の健全性は維

持される。 

そのため，これらの不確かさを考慮しても,燃料エンタルピの増加に伴う燃料の

破損は発生せず，事象は収束して安定状態に導かれることが分かった。 
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表
１

 
反
応
度
の
誤
投
入
に
お
け
る
炉
心
の
状
態
等
の
不
確
か
さ
感
度
解
析
項
目

 

 

項
目
 

有
効
性
評
価
解
析
 

ノ
ミ
ナ
ル
ケ
ー
ス
 

（
サ

イ
ク
ル
初
期
）
 

不
確
か
さ
評
価
 

（
サ
イ
ク
ル
初
期
）
 

ノ
ミ
ナ
ル
ケ
ー
ス
 

（
サ
イ
ク
ル
末
期
）
 

不
確
か
さ
評
価
 

（
サ
イ
ク
ル
末
期
）
 

引
抜
制
御
棒
価
値
 

1.
75
％
Δ
k 

1.
0％

Δ
k 

1.
0％

Δ
k 

1
.
0％

Δ
k 

1
.
0％

Δ
k 

引
抜
制
御
棒
反
応

度
曲
線
 

サ
イ
ク
ル
初
期
炉

心
の
Ｌ
Ｏ
Ｇ
Ｏ
Ｓ

解
析
結
果
 

有
効

性
評
価
解
析
の

反
応

度
曲
線
を
制
御

棒
価
値

1.
0％

Δ
k 

に
規

格
化
 

１
ド
ル
位
置
に
お
け
る
引
抜
制
御

棒
反
応
度
曲
線
の
反
応
度
印
加
率

が
ノ
ミ
ナ
ル
ケ
ー
ス
（
サ
イ
ク
ル

初
期
）
の

1.
75

倍
※

1  
に
な
る
よ

う
に
補
正
す
る
。
た
だ
し
，
引
抜

制
御
棒
反
応
度
が

1.
0％

Δ
k 
を

超
え
る
部
分
に
つ
い
て
は
，
1.
0％

Δ
k
で
一
定
と
す
る
。
 

サ
イ
ク
ル
末
期
炉
心
の
Ｌ
Ｏ
Ｇ

Ｏ
Ｓ
 解

析
結
果
（
制
御
棒
価
値

1.
0％

Δ
k
 に

規
格
化
）
 

１
ド
ル
位
置
に
お
け
る
引
抜
制
御

棒
反
応
度
曲
線
の
反
応
度
印
加
率

が
ノ
ミ
ナ
ル
ケ
ー
ス
（
サ
イ
ク
ル

末
期
）
の

1.
5
倍

※
2 
に
な
る
よ
う

に
補
正
す
る
。
た
だ
し
，
引
抜
制

御
棒
反
応
度
が

1.
0％

Δ
k
を
超

え
る
部
分
に
つ
い
て
は
，

1
.0
％

Δ
k
で
一
定
と
す
る
。
 

ス
ク
ラ
ム
反
応
度

曲
線
 

サ
イ
ク
ル
初
期
炉

心
の
Ｌ
Ｏ
Ｇ
Ｏ
Ｓ

解
析
結
果
 

変
更
な
し
 

変
更
な
し
 

サ
イ
ク
ル
末
期
炉
心
の
Ｌ
Ｏ
Ｇ

Ｏ
Ｓ
解
析
結
果
 

サ
イ
ク
ル
末
期
炉
心
の
Ｌ
Ｏ
Ｇ
Ｏ

Ｓ
解
析
結
果
 

実
効
遅
発
中
性
子

割
合
 

サ
イ
ク
ル
初
期
炉

心
に
対
応
し
た
値
 

変
更
な
し
 

Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
装
荷
に
よ
る
変
動

を

考
慮
し
た
値
と
し
て

0.
88

倍
 

(0
.0
05
3/
0.
00
60
≒
0.
88
)※

3  

サ
イ
ク
ル
末
期
相
当
の
値
と
し

て
0.
88

倍
(0
.
0
05
3
/
0.
0
0
60
≒

0.
88
)※

４
 

サ
イ
ク
ル
末
期
か
つ
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料

装
荷
に
よ
る
変
動
を
考
慮
し
た
値

と
し
て

0
.
81

倍

(
0
.
0
04
9
/
0
.0
0
6
0≒

0
.8
1
)※

５
 

※
１

 
制
御
棒
落
下
事
故
解
析
に
お
け
る
落
下
制

御
棒
反
応
度
曲
線
(サ

イ
ク
ル
初
期
低
温
時
)よ

り
９
×
９
燃
料
（
Ｂ
型
）
平
衡
炉
心
，
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
及
び
Ｍ
Ｏ
Ｘ

燃
料

22
8
体
を
装
荷
し
た
平
衡
炉
心
，
９
×
９
燃

料
（
Ｂ
型
）
及
び
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料

22
8
体
を
装
荷
し
た
平
衡
炉
心
の
反
応
度
印
加
率
の
変
動
を
包
含
す
る
よ
う
に
ふ
り
幅
を

設
定

。
 

※
２

 
制
御
棒
落
下
事
故
解
析
に
お
け
る
落
下
制

御
棒
反
応
度
曲
線
(サ

イ
ク
ル
末
期
低
温
時
)よ

り
９
×
９
燃
料
（
Ｂ
型
）
平
衡
炉
心
，
９
×
９
燃
料
（
Ａ
型
）
及
び
Ｍ
Ｏ
Ｘ

燃
料

22
8
体
を
装
荷
し
た
平
衡
炉
心
，
９
×
９
燃

料
（
Ｂ
型
）
及
び
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料

22
8
体
を
装
荷
し
た
平
衡
炉
心
の
反
応
度
印
加
率
の
変
動
を
包
含
す
る
よ
う
に
ふ
り
幅
を

設
定

。
 

※
３

 
実
効
遅
発
中
性
子
割
合
の
設
置
変
更
許
可

申
請
書
記
載
値
(ウ

ラ
ン
炉
心
平
衡
サ
イ
ク
ル
初
期
 
: 
0.
00
60
，
Ｍ
Ｏ
Ｘ
炉
心
平
衡
サ
イ
ク
ル

初
期
：
0
.0
0
5
3)
よ
り
算
出

。
 

※
４

 
実
効
遅
発
中
性
子
割
合
の
設
置
変
更
許
可

申
請
書
記
載
値
(ウ

ラ
ン
炉
心
平
衡
サ
イ
ク
ル
初
期
 
: 
0.
00
60
，
ウ
ラ
ン
炉
心
平
衡
サ
イ
ク
ル
末
期
：
0
.0
0
5
3)
よ
り
算
出

。
 

※
５

 
実
効
遅
発
中
性
子
割
合
の
設
置
変
更
許
可

申
請
書
記
載
値
(ウ

ラ
ン
炉
心
平
衡
サ
イ
ク
ル
初
期
 
: 
0.
00
60
，
Ｍ
Ｏ
Ｘ
炉
心
平
衡
サ
イ
ク
ル
末
期
：

0
.0
0
4
9)
よ
り
算
出

。
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表
２

 
反
応
度
誤
投
入
に
お
け
る
炉
心
の
状
態
等
の
不
確
か
さ
の
感
度
解
析
結
果

 

項
 
 
目
 

単
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図１．引抜制御棒反応度曲線（サイクル初期） 
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図２．引抜制御棒反応度曲線（サイクル末期） 
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6.必要な要員及び資源の評価 

6.1 必要な要員及び資源の評価条件 

(1) 要員の評価条件 

ａ．各事故シーケンスにおける要員については，２号炉の重大事故等対策時に

おいて対応可能であるか評価を行う。 

 

ｂ．各事故シーケンスにおいては，発電所構内に常駐している緊急時対策要員

により，必要な作業対応が可能であることを評価する。 

なお，発電所構外からの参集要員については，実際の運用では，参集次

第作業対応は可能であるが，評価上は見込まないものとする。 

 

ｃ．可搬型設備操作において，事象発生後から使用開始することとして要員を

評価する。 

 

(2) 資源の評価条件 

ａ．全般 

(a) 重大事故等対策の有効性評価において，通常系統からの給水及び給電が

不可能となる事象についての水源，燃料及び電源に関する評価を実施する。

また，前提として，有効性評価の条件（各重要事故シーケンス等特有の解

析条件又は評価条件）を考慮する。 

(b) 水源，燃料及び電源については，２号炉において重大事故等が発生した

場合を想定して消費量を評価する。 

 

ｂ．水源 

(a) 原子炉への注水において，水源となる低圧原子炉代替注水槽の保有水量

（約740m3：有効水量）が，輪谷貯水槽（西１／西２）から大量送水車を

用いた水の移送を開始するまでに枯渇しないことを評価する。 

(b) 低圧原子炉代替注水槽については，輪谷貯水槽（西１／西２）からの水

の移送について，大量送水車を用いて必要注水量以上が補給可能であるこ

とを評価する。 

(c) 原子炉，原子炉格納容器及び燃料プールへの注水において，水源となる

輪谷貯水槽（西１／西２）の保有水量（約7,000m3）が枯渇しないことを

評価する。 

(d) 水源の評価については，必要注水量が多い重要事故シーケンス等が水源

（必要水量）として厳しい評価となることから，重要事故シーケンス等を

評価し成立性を確認することで，他の事故シーケンスグループ等も包絡さ

れることを確認する。 
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ｃ．燃料 

(a) 常設代替交流電源設備，大型送水ポンプ車，大量送水車，可搬式窒素供

給装置，非常用ディーゼル発電機等及び緊急時対策所用発電機のうち，

事故シーケンスグループ等における事故収束に必要な設備を考慮して消

費する燃料（軽油）が備蓄している軽油量にて７日間の運転継続が可能

であることを評価する。

(b) 全交流動力電源喪失の発生又は重畳を想定しない事故シーケンスにつ

いては，非常用ディーゼル発電機等からの給電による燃料消費量の評価を

行う。また，外部電源喪失を想定しない場合においても，仮に外部電源が

喪失し非常用ディーゼル発電機等から給電することを想定し，燃料消費量

の確認を行う。常設代替交流電源設備からの給電を想定する事故シーケン

スグループ等においては，常設代替交流電源設備からの給電による燃料消

費量の評価を行う。 

この場合，燃料（軽油）の備蓄量として，ディーゼル燃料貯蔵タンク（約

730m3）の容量を考慮する。 

(c) 全交流動力電源喪失の発生又は重畳を想定する事故シーケンスについ

ては，常設代替交流電源設備からの給電による燃料消費量の評価を行う。

この場合，燃料（軽油）の備蓄量として，ガスタービン発電機用軽油タン

ク（約450m3）の容量を考慮する。

(d) 緊急時対策所用発電機の使用を想定する事故シーケンスグループ等に

ついては，緊急時対策所用発電機の燃料消費量の評価を行う。 

 この場合，燃料（軽油）の備蓄量として，緊急時対策所用燃料地下タン

ク（約45m3）の容量を考慮する。

(e) 燃料消費量の計算においては，電源設備等が保守的に事象発生直後から

燃料を消費することを想定し算出する。 

ｄ．電源 

(a) 全交流動力電源喪失の発生又は重畳を想定する事故シーケンスにおい

ては，常設代替交流電源設備により，有効性評価において考慮する設備に

電源供給を行い，その最大負荷が常設代替交流電源設備の連続定格容量

（約4,800kW）未満となることを評価する。 

(b) 全交流動力電源喪失の発生又は重畳を想定しない事故シーケンスにお

いては，非常用ディーゼル発電機等からの給電を考慮し，また，外部電源

喪失を想定しない事故シーケンスにおいても，保守的に外部電源が喪失す

るものとして，非常用ディーゼル発電機等から給電するものとして評価す

る。 

  外部電源が喪失するものとした場合，常設代替交流電源設備により，有

効性評価で考慮する設備に電源供給を行う事故シーケンスグループ等に

ついては，その最大負荷が，常設代替交流電源設備の連続定格容量（約
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4,800kW）未満となることを評価する。 

(c) 各事故シーケンスにおける対策に必要な設備は，重要事故シーケンス等

の対策設備に包絡されるため，重要事故シーケンス等を評価し成立性を確

認することで，他の事故シーケンスグループ等も包絡されることを確認す

る。 

 

6.2 重大事故等対策時に必要な要員の評価結果 

(1) 必要な要員の評価結果 

各事故シーケンスグループにおいて，重大事故等対策時に必要な操作項目，

必要な要員数及び移動時間を含めた各操作の所要時間について確認した。 

島根２号炉において，原子炉運転中を想定する。原子炉運転中に必要な要員

数が最も多い事故シーケンスグループ等は，「2.3.1 全交流動力電源喪失（外

部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋ＨＰＣＳ失敗」，「2.3.2 全交流動力電源喪失（外

部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋高圧炉心冷却失敗」，「2.3.3 全交流動力電源喪失

（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋直流電源喪失」，「2.3.4 全交流動力電源喪失

（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋ＳＲＶ再閉失敗＋ＨＰＣＳ失敗」，「2.4.1 崩

壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）」，「3.1.2 雰囲気圧力・温度に

よる静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使用する場合）」，

「3.1.3 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留

熱代替除去系を使用しない場合）」，「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直

接加熱」，「3.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」，「3.4 水素

燃焼」，「3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用」であり，必要な要員は31名

である。必要な作業対応は，発電所構内に常駐している緊急時対策要員の初動

体制の要員45名で対処可能である。これらの要員数を夜間及び休日（平日の勤

務時間帯以外）においても確保可能である。 

また，島根２号炉において，原子炉運転停止中を想定する。原子炉運転停止

中に必要な要員数が最も多い事故シーケンスグループ等は，「5.2 全交流動力

電源喪失」の事象であり，必要な要員は29名である。必要な作業対応は，発電

所構内に常駐している緊急時対策要員の初動体制の要員43名で対処可能であ

る。これらの要員数を夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）においても確保

可能である。 

また，燃料プールに燃料が取り出されている期間において，必要な要員が最

も多い事故シーケンスグループ等は，「4.2 想定事故２」であり，必要な要員

は26名である。必要な作業対応は，発電所構内に常駐している緊急時対策要員

の初動体制の要員43名で対処可能である。これらの要員数を夜間及び休日（平

日の勤務時間帯以外）においても確保可能である。 

（添付資料 6.1.1，6.2.1，6.2.2） 
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6.3 重大事故等対策時に必要な水源，燃料及び電源の評価結果 

事象発生後７日間は，外部からの支援がない場合においても，必要量以上の水

源，燃料及び電源の供給が可能である。 

(1) 水源の評価結果

ａ．原子炉及び原子炉格納容器への注水 

原子炉及び原子炉格納容器への注水における水源評価において，最も厳し

くなる事故シーケンスグループ等は「2.1 高圧・低圧注水機能喪失」及び

「2.4.2 崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）」である。 

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水及び格納容器代替スプレ

イ系（可搬型）による格納容器スプレイについては，約3,600m3の水が必要

となる。

水源として，低圧原子炉代替注水槽に約740m3及び輪谷貯水槽（西１／西

２）に約7,000m3の水を保有しており，低圧原子炉代替注水槽及び輪谷貯水

槽（西１／西２）を水源とした７日間の注水継続が可能である。

ｂ．燃料プールへの注水 

燃料プールへの注水における水源評価において，最も厳しくなる事故シー

ケンスグループ等は，「4.1 想定事故１」及び「4.2 想定事故２」である。

大量送水車による燃料プール注水において，約2,100m3の水が必要となる。 

水源として，輪谷貯水槽（西１／西２）に約7,000m3の水を保有しており，

輪谷貯水槽（西１／西２）を水源とした７日間の注水継続が可能である。 

（添付資料6.3.1） 

(2) 燃料の評価結果

ａ．全交流動力電源喪失の発生又は重畳を考慮しない場合 

全交流動力電源喪失の発生又は重畳を考慮しない場合の燃料評価におい

て，最も燃料の消費量が厳しくなる事故シーケンスグループ等は，「2.1 高

圧・低圧注水機能喪失」，「2.4.2 崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故

障した場合）」，「2.6 ＬＯＣＡ時注水機能喪失」である。 

非常用ディーゼル発電機等による電源供給については，保守的に事象発生

直後からの運転を想定すると７日間の運転継続に約700m3の軽油が必要とな

る。常設代替交流電源設備による電源供給については，保守的に事象発生直

後からの運転を想定すると，７日の運転継続に約352m3の軽油が必要となる。

大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への給水については，保守的に事象

発生直後からの大量送水車の運転を想定すると，７日間の運転継続に約11m3

の軽油が必要となる。 

７日間の運転継続に必要な軽油は，これらを合計して約1,063m3の軽油が

必要となる。 
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さらに，緊急時対策所用発電機による電源供給については，事象発生直後

からの運転を想定すると，７日間の運転継続に約８m3の軽油が必要となる。 

よって，事故対応に必要な軽油は，ディーゼル燃料貯蔵タンクにて約730m3，

ガスタービン発電機用軽油タンクにて約450m3，緊急時対策所用燃料地下タ

ンクにて約45m3を備蓄しているため，必要量の軽油を供給可能である。 

 

ｂ．全交流動力電源喪失の発生又は重畳を考慮した場合 

全交流動力電源喪失の発生又は重畳を考慮した場合の燃料評価において，

最も燃料の消費量が厳しくなる事故シーケンスグループ等は，「3.1.2 雰囲

気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去

系を使用する場合）」，「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」，

「3.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」，「3.4 水素燃焼」，

「3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用」である。 

常設代替交流電源設備による電源供給については，保守的に事象発生直後

からの運転を想定すると，７日間の運転継続に約352m3の軽油が必要となる。

大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への補給又はペデスタル代替注水

系（可搬型）によるペデスタル注水については，保守的に事象発生直後から

の運転を想定すると，７日間の運転継続に約11m3の軽油が必要となる。原子

炉補機代替冷却系の大型送水ポンプ車については，保守的に事象発生直後か

らの大型送水ポンプ車の運転を想定すると，７日間の運転継続に約53m3の軽

油が必要となる。可搬式窒素供給装置による格納容器への窒素供給について

は，保守的に事象発生直後からの可搬式窒素供給装置の運転を想定すると，

７日間の運転継続に約７m3の軽油が必要となる。 

７日間の運転継続に必要な軽油は，これらを合計して約423m3の軽油が必

要となる。 

さらに，緊急時対策所用発電機による電源供給については，事象発生直後

からの運転を想定すると，７日間の運転継続に約８m3の軽油が必要となる。 

よって，事故対応に必要な軽油は，ディーゼル燃料貯蔵タンクにて約730m3，

ガスタービン発電機用軽油タンクにて約450m3，緊急時対策所用燃料地下タ

ンクにて約45m3を備蓄しているため，必要量の軽油を供給可能である。 

（添付資料6.3.1） 

 

(3) 電源の評価結果 

全交流動力電源喪失の発生又は重畳を考慮する場合に評価上，最も負荷が厳

しくなる事故シーケンスグループ等は，「2.3.1 全交流動力電源喪失（外部

電源喪失＋ＤＧ失敗）＋ＨＰＣＳ失敗」，「2.3.2 全交流動力電源喪失（外

部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋高圧炉心冷却失敗」，「2.3.3 全交流動力電源喪

失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋直流電源喪失」，「2.3.4 全交流動力電源

喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋ＳＲＶ再閉失敗＋ＨＰＣＳ失敗」である。
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常設代替交流電源設備の電源負荷については，重大事故等対策時に必要な負荷

として，約4,268kWが必要となるが，常設代替交流電源設備の連続定格容量で

ある4,800kW未満であることから，必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

なお，全交流動力電源喪失の発生又は重畳を考慮しない場合は，非常用ディ

ーゼル発電機等による電源供給を想定しているが，重大事故等対策に必要な負

荷は，非常用ディーゼル発電機等の負荷に含まれることから，非常用ディーゼ

ル発電機等による電源供給が可能である。 

また，直流電源については外部電源喪失時においても，非常用ディーゼル発

電機等又は常設代替交流電源設備により交流電源を充電器盤に供給すること

で継続的な直流電源の供給が可能である。なお，事故シーケンスグループ「2.3 

全交流動力電源喪失」においては，交流電源が事象発生後24時間復旧しない場

合を想定しており，この場合でも直流電源負荷の切り離し及び所内常設蓄電式

直流電源設備への切替えの実施により，事象発生後24時間の連続した直流電源

の供給が可能である。 

（添付資料 6.3.1） 
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添付資料 6.1.1 

 

他号炉との同時被災時における必要な要員及び資源について 

 

島根原子力発電所２号炉（以下「２号炉」という。）運転中に重大事故等が発

生した場合，他号炉及び２号炉の燃料プールについても重大事故等が発生すると

想定し，それらの対応を含めた同時被災時に必要な要員及び資源について整理す

る。 

なお，島根原子力発電所１号炉（以下「１号炉」という。）は，廃止措置中で

あり，保有する燃料からの崩壊熱の継続的な除去が必要となる。 

また，島根原子力発電所３号炉（以下「３号炉」という。）については，初装

荷燃料装荷前のため，燃料からの崩壊熱除去が不要である。 

そのため，他号炉を含めた同時被災が発生すると，他号炉への対応が必要とな

り，２号炉への対応に必要な要員及び資源の十分性に影響を与えるおそれがある。

また，必要な要員及び資源が十分であっても，同時被災による他号炉の状態によ

り，２号炉への対応が阻害されるおそれもある。 

以上を踏まえ，他号炉を含めた同時被災時に必要な要員及び資源の十分性を確

認するとともに，他号炉における高線量場の発生を前提として２号炉重大事故等

対応の成立性を確認する。 

また, ２号炉の燃料プールを含めた事故対応においても当該号炉の要員及び

資源が十分であることを併せて確認する。 

 

１．同時被災時に必要な要員及び資源の十分性 

(1) 想定する重大事故等 

東京電力福島第一原子力発電所の事故及び共通要因による複数炉の重大事

故等の発生の可能性を考慮し，１，２号炉について，全交流動力電源喪失及

び燃料プールでのスロッシングの発生を想定する。なお，１号炉の燃料プー

ルにおいて，全保有水喪失を想定した場合は自然対流による空気冷却での使

用済燃料の冷却維持が可能と考えられるため※１，必要な要員及び資源を検討

する本事象では，燃料プールへの注水実施が必要となるスロッシングの発生

を想定した。 

また，不測の事態を想定し，１号炉において事象発生直後に内部火災が発

生していることを想定する。なお，水源評価に際しては１号炉における消火

活動による水の消費を考慮する。 

２号炉について，有効性評価の各シナリオのうち，必要な要員及び資源（水

源，燃料及び電源）ごとに最も厳しいシナリオを想定する。 

第１表に想定する各号炉の状態を示す。上記に対して，７日間の対応に必

要な要員，必要な資源，２号炉の対応への影響を確認する。 
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※１ 技術的能力 添付資料1.0.16 「重大事故等時における停止号炉の影響

について」参照 

(2) 必要となる対応操作，必要な要員及び資源の整理

「(1) 想定する重大事故等」にて必要となる対応操作，必要な要員及び７

日間の対応に必要となる資源について，第２表及び第１図のとおり整理する。 

(3) 評価結果

１号炉にて「(1) 想定する重大事故等」が発生した場合の必要な要員及び

必要な資源についての評価結果を以下に示す。 

ａ．必要な要員の評価 

重大事故等発生時に必要な１号炉の対応操作及び２号炉の燃料プールの

対応操作については，緊急時対策要員及び８時間以降を目安に発電所外か

ら参集する要員にて対応可能である。 

ｂ．必要な資源の評価 

(a) 水源

２号炉においては，水源の使用量が最も多い「2.1 高圧・低圧注水機

能喪失」及び「2.4.2 崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場

合）」を想定すると，原子炉注水及び格納容器スプレイの実施のため，７

日間で約 3,600m3の水が必要となる。また，第３表に示すとおり，２号炉

における燃料プールへの注水量（通常水位までの回復，水位維持）は，

７日間の対応を考慮すると，約 574m3の水が必要となる（合計約 4,174m3）。 

２号炉における水源として，低圧原子炉代替注水槽に約 740m3及び輪谷

貯水槽（西１／西２）に約 7,000m3の水を保有しているため，原子炉及び

燃料プールの対応に必要な水源は確保可能である（合計約 7,740m3）。 

１号炉において，スロッシングによる水位低下を想定しても，遮へい

に必要な水位を維持しており，燃料プール水温が 100℃に到達するのは約

11 日後であり，７日間で燃料プールへの注水は必要ない。なお，スロッ

シングによる水位低下を回復させるために必要な水量を考慮すると，約

180m3となる。

１号炉における水源として，第３表に示す必要な水量を純水タンク，

ろ過水タンク等にて確保する運用であることから，２号炉における水源

を用いなくても１号炉の７日間の対応が可能である※２。 

内部火災に対する消火活動に必要な水源は約 32m3 であり，ろ過水タン

クに必要な水量が確保されるため，２号炉における水源を用いなくても

７日間の対応が可能である。 

なお，１号炉においても，燃料プール水がサイフォン現象により流出
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する場合に備え，２号炉と同様のサイフォンブレイク配管を設け，サイ

フォン現象による燃料プール水の流出を停止することが可能な設計とし

ている。 

また，スロッシングによる水位低下に伴う原子炉建物５階（燃料取替

階）の線量率の上昇はないが，線量率上昇により，原子炉建物５階（燃

料取替階） での燃料プールへの注水操作が困難になる場合に備え，高圧

発電機車により給電した消火系，復水輸送系，補給水系による当該現場

作業を必要としない注水手段を確保している。 

１号炉の注水及び給電に用いる設備の台数と共用の関係は第４表に示

すとおりである。高圧発電機車は１号炉用として，１台確保している。

また，高圧発電機車を用いることで復水輸送系，補給水系，消火系等へ

の給電も実施可能である。 

※２  燃料プールの通常水位までの回復を想定した場合，１号炉にお

いては，内部火災に対する消火活動に必要な水源と合わせ，合計

約 212m3 の水が必要となる。（１，２号炉で合計約 786m3） 

したがって，燃料プールの通常水位までの回復及び運転中の原

子炉での事故対応を想定すると，１，２号炉にて合計 4,386m3 の水

が必要である。 

２号炉の低圧原子炉代替注水槽及び輪谷貯水槽（西１／西２）

における保有水は約 7,740m3 であり，ろ過水タンク，純水タンク等

の確保される保有水量は約 2,800m3 以上である（合計約 10,540m3

以上）。 

これらの合計量は，２号炉の重大事故等対応及び１号炉の内部

火災への対応を実施したうえで，１号炉の燃料プールの水位を通

常水位まで回復させ，その後７日間の水位維持を可能となる水量

である。７日以降については十分時間余裕があるため，外部から

の水源供給や支援等にも期待できることから，１号炉の燃料プー

ルの水位維持は可能である。 

(b) 燃料（軽油）

２号炉において，軽油の使用量が最も多い「2.1 高圧・低圧注水機

能喪失」，「2.4.2 崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）」，

「2.6 ＬＯＣＡ時注水機能喪失」を想定すると，非常用ディーゼル発

電機（２台）の７日間の運転継続に約544m3※３，高圧炉心スプレイ系デ

ィーゼル発電機の７日間の運転継続に約156m3※３，ガスタービン発電機

の７日間の運転継続に約352m3※３，低圧原子炉代替注水槽への補給及び

燃料プールスプレイ系に使用する大量送水車の７日間の運転継続に約

11m3※３の軽油が必要となる。（合計約1,063m3） 
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ディーゼル燃料貯蔵タンク及びガスタービン発電機用軽油タンクに

て合計約1,180m3の軽油を保有しており，これらの使用が可能であるこ

とから，２号炉の原子炉及び燃料プールの事故対応について，７日間の

対応は可能である。 

１号炉の燃料プールの注水設備への電源供給に使用する軽油の使用

量として，保守的に最大負荷で高圧発電機車を起動した場合を想定して

おり，事象発生から７日間使用した場合に必要な燃料消費量は，約19m3

である。 

１号炉の燃料プールの注水設備に使用する軽油の使用量として，大量

送水車を想定しており，７日間で必要な燃料消費量は，11m3となる。 

なお，１号炉における内部火災が発生した場合の消火活動に対しても，

化学消防自動車及び小型動力ポンプ付水槽車の７日間の運転継続を仮

定すると約10m3※３必要となる。（合計約40m3） 

１号炉のディーゼル発電機燃料地下タンクにて約78m3の軽油を保有

しており，これらの使用が可能であることから，１号炉の燃料プールの

事故対応及び内部火災の消火活動について，７日間の対応は可能である。 

緊急時対策所用燃料地下タンクはすべての事故シーケンスグループ

等で使用を想定するが，同時被災の有無に関わらず緊急時対策所用発電

機の７日間の運転継続に約８m3※３の軽油が必要となる。緊急時対策所用

燃料地下タンクに約45 m3の軽油を保有していることから，原子炉及び

燃料プールの７日間の対応は可能である。 

※３ 保守的に事象発生直後から運転を想定し，燃費は最大負荷時を

想定する。 

(c) 電源

高圧発電機車による電源供給により，重大事故等の対応に必要な負荷

（計器類）に電源供給が可能である。なお，高圧発電機車による給電が

できない場合に備え，可搬型計測器接続の手順を用意している。 

(4) ２号炉の重大事故等時の対応への影響について

「(3)評価結果」に示すとおり，重大事故等時に必要となる対応操作は，緊

急時対策要員及び８時間以降を目安に発電所外から参集する要員にて対応可

能であることから，２号炉の重大事故等に対応する要員に影響を与えない。 

２号炉の各資源にて原子炉及び燃料プールにおける７日間の対応が可能で

あり，また，１号炉の各資源にて１号炉の燃料プール及び内部火災における

７日間の対応が可能である。 

以上のことから，１号炉に重大事故等が発生した場合にも，２号炉の重大

事故等時対応への影響はない。 
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２．１号炉における高線量場発生による２号炉対応への影響 

「１．同時被災時に必要な要員及び資源の十分性」で想定する事故時の１号炉

の燃料プールにおいて，スロッシング等の水位低下による現場線量率上昇は，以

下の資料で示すとおり，２号炉の重大事故時対応に影響するものではない。 

技術的能力 「添付資料 1.0.16 重大事故等発生時における停止号炉の影響に

ついて」 

「添付資料 1.0.2 補足資料 6 １～３号炉同時発災時におけるア

クセスルートへの影響」

３．まとめ 

「１．同時被災時に必要な要員及び資源の十分性」及び「２．他号炉におけ

る高線量場発生による２号炉対応への影響」に示すとおり，高線量場の発生を

含め，１号炉に重大事故等が発生した場合にも，２号炉の重大事故等の対応は

可能である。 
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操
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型
動
力
ポ
ン
プ
付
水
槽
車
：
約

5
m3

（
0
.
0
2
5
 
m3
/
ｈ
×
24
ｈ
×
7
日
×
1
台
）
 

各
注
水
系
に
よ
る
燃
料
プ
ー
ル

へ
の
注
水
（
復
水
輸
送
系
，
燃

料
プ
ー
ル
補
給
水
系
，
消
火
系
，

大
量
送
水
車
に
よ
る
燃
料
プ
ー

ル
へ
の
給
水
，
２
号
炉
は
有
効

性
評
価
の
シ
ナ
リ
オ
を
想
定
）

各
注

水
系

に
よ

る
燃
料

プ
ー

ル
及

び
格
納

容

器
へ
の
給
水
を
行
い
，
燃
料
プ
ー
ル
か
ら
の
崩

壊
熱
の
継
続
的
な
除
去
を
行
う
。
 

運
転
員
，
復
旧
班
要
員
，
 

８
時

間
以

降
を

目
安

に
発

電
所

外
か
ら
参
集
す
る
要
員
 

○
水
源
（
詳
細
は
第
３
表
参
照
）

・
１
号
炉
：

1
8
0m

3

・
２
号
炉
：

4
,
1
7
4m

3※

※
２
号
炉
に
つ
い
て
は
有
効
性
評
価
「
2.
1
 
高

圧
・
低
圧
注
水
機
能
喪
失
」
，
「

2.
4
.
2
 
崩

壊
熱
除
去
機
能
喪
失
（
残
留
熱
除
去
系
が
故

障
し

た
場

合
）
」

で
想

定
し

て
い

る
水

源

(
3
,
6
0
0m

3 )
も
含
む

○
燃
料

・
１
号
炉
 
大
量
送
水
車
：
1
1m

3

（
0
.
0
6
5
2
m3
/ｈ

×
24
ｈ
×
7日

×
１
台
）

・
２
号
炉
 
大
量
送
水
車
：
1
1
m3

（
0
.
0
6
5
2
m3
/
ｈ
×
24
ｈ
×
7
日
×
１
台
）

高
圧
発
電
機
車
に
よ
る
給
電
，

受
電
 

高
圧
発
電
機
車
に
よ
る
給
電
，
受
電
操
作
を
実

施
す
る
。
 

運
転
員
，
復
旧
班
要
員
，
 

８
時

間
以

降
を

目
安

に
発

電
所

外
か
ら
参
集
す
る
要
員
 

○
燃
料

高
圧
発
電
機
車
：

19
m
3

（
0
.
1
1m

3 /
ｈ
×
2
4ｈ

×
7
日
×
1
台
）

燃
料
給
油
作
業
 

大
量

送
水

車
及

び
高
圧

発
電

機
車

に
給
油

を

行
う
 

復
旧
班
要
員
 

－
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第３表 １，２号炉の必要な水量 

１号炉 ２号炉 

廃止措置中※１ 運転中※１ 

炉 燃料プール 炉 燃料プール 

炉心燃料 全燃料取り出し 装荷済 

原子炉開放状態 開放（プールゲート閉） 未開放（プールゲート閉） 

水位 

― 

ＮＷＬ 

重要事故シー

ケンス（2.1

高圧・低圧注

水機能喪失，

2.4.2 崩壊

熱除去機能喪

失（残留熱除

去系が故障し

た場合））によ

る 

ＮＷＬ 

想定するプラントの

状態 

スロッシング

による漏えい

＋全交流動力

電源喪失 

スロッシングに

よる漏えい

＋全交流動力電

源喪失 

スロッシング

溢水量※２（m3） 
180 180 

65℃到達までの時間

（hr） 
111 17.94 

100℃到達までの 

時間（hr） 
266.4 43.07 

必要な注水量①※３

（m3） 
－ 394 

事象発生からTAF到

達までの時間（hr） 
1,579 306.03 

通常水位（オーバー

フロー水位）から必

要な遮へい水位※４ま

での水位差（m） 

5.6 2.6 

必要な注水量②※３

（m3） 
180 574 

※１ 廃止措置中の１号炉は平成27年４月時点での崩壊熱により算出。２号炉はプラン

ト停止50日後の崩壊熱により算出。

※２ １号炉の溢水量は，２号炉の評価結果に基づきスロッシングによる溢水量を設定

（１号炉の燃料プールは２号炉に比べて保有水量や表面積が小さいため溢水量

は少なくなると考えられる）。 

※３ 「必要な注水量①」：蒸発による水位低下防止に必要な注水量。「必要な注水量

②」：通常水位までの回復及びその後７日間通常水位を維持するために必要な注

水量。

※４ ２号炉原子炉建物原子炉棟４階（燃料取替階）での現場の線量率が10mSv/h以下

となる水位（遮へい水位の計算に用いた１号炉の線源の強度は保守的に設定（実

際の保管体数798体に対して1539体保管している前提で評価）） 



添
 
6.
1.
1-
0

第
４
表
 
１
号
炉
の
注
水
及
び
給
電
に
用
い
る
設
備
の
台
数

 

記
載
は
設
置
台
数
で
あ
り
，
（
）
内
は
そ
の
系
統
の
み
で
注
水
す
る
の
に
必
要
な
台
数

１
号
炉
 

備
考
 

注
水
設
備
 

復
水
輸
送
系

 
３
(１

) 
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
時
は
高
圧
発
電
機
車
に
よ
る
給
電
を
実
施
す
る
こ
と

で
使
用
可
能

 

補
給
水
系

 
３
(１

) 
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
時
は
高
圧
発
電
機
車
に
よ
る
給
電
を
実
施
す
る
こ
と

で
使
用
可
能

 

消
火
系

 
２
(１

) 
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
時
は
高
圧
発
電
機
車
に
よ
る
給
電
を
実
施
す
る
こ
と

で
使
用
可
能

 

大
量
送
水
車

 
１
(１

) 
十
分
時
間
余
裕
が
あ
る
た
め
，
１
台
を
用
い
て
，
必
要
な
箇
所
に
順
次
注
水

を
実
施
し
て
い
く
こ
と
が
可
能

 

給
電
設
備
 

高
圧
発
電
機
車

 
１
(１

) 
十
分
時
間
余
裕
が
あ
る
た
め
，
１
台
を
用
い
て
，
必
要
な
箇
所
に
順
次
給
電

を
実
施
し
て
い
く
こ
と
が
可
能
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添
 
6.
1.
1-
1

（
）
内
の
数
字
は
他
の
作
業
終
了
後
，
移
動
し
て
対
応
す
る
人
員
数

 

※
：
当
直
長
含
む
人
数
 

 

第
１
図
 
１
号
炉
に
お
け
る
各
作
業
と
所
要
時
間

 

運
転

員

（
中

央
制

御
室

）

※

運
転

員

（
現

場
）

復
旧

班
要

員
消

防
チ

ー
ム

１
人 A

―
―

―
プ

ラ
ン

ト
状

況
判

断

（
１

人
）

A
―

―
―

プ
ラ

ン
ト

監
視

（
給

電
不

可
能

な
場

合
は

，
可

搬
型

計
測

器
接

続
に

よ
る

計
器

監

視
）

（
１

人
）

A
―

―
―

火
災

状
況

確
認

1
0
分

―
１

人
―

消
防

チ
ー

ム

に
て

対
応

火
災

現
場

確
認

・
消

火
活

動

―
―

―
―

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
　

機
能

回
復

（
解

析
上

考
慮

せ
ず

）
対

応
可

能
な

要
員

に
よ

り
，

対
応

す
る

。

（
１

人
）

A
―

参
集

要
員

に
て

対
応

―
復

水
輸

送
系

，
補

給
水

系
，

消
火

系
に

よ
る

燃
料

プ
ー

ル
注

水

（
１

人
）

A
―

参
集

要
員

に
て

対
応

―
大

量
送

水
車

に
よ

る
燃

料
プ

ー
ル

注
水

（
復

水
輸

送
系

等
に

よ
る

注
水

が
不

可
能

な
場

合
）

―
―

参
集

要
員

に
て

対
応

―
高

圧
発

電
機

車
に

よ
る

給
電

・
受

電

―
―

参
集

要
員

に
て

対
応

―
燃

料
補

給
作

業

共
通

２
号

炉
の

作
業

を
優

先
に

適
宜

実
施

適
宜

実
施

１
号

炉

「
全

交
流

動
力

電
源

喪
失

及
び

燃
料

プ
ー

ル
の

ス
ロ

ッ
シ

ン
グ

並

び
に

火
災

発
生

」
を

想
定

1
0
分

適
宜

実
施

消
火

活
動

継
続

実
施

２
号

炉
の

作
業

を
優

先
に

適
宜

実
施

２
号

炉
の

作
業

を
優

先
に

適
宜

実
施

号
炉

実
施

箇
所

・
必

要
人

員
数

操
作

項
目

　
事

象
発

生

　
　

参
集

要
員

に
よ

る
作

業
開

始

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

経
過

時
間

（
時

間
）

備
考

1
2

3
4

7
8

添 6.1.1-10 

な
お
，
２
号
炉
に
お
い
て
原
子
炉
運
転
中
を
想
定
し
た
場
合
，
原
子
炉
側
と
燃
料
プ
ー
ル
側
と
の
重
大
事
故
等
対
応
の
重
畳
も
考
え
ら
れ
る
が
，
運
転
中
に
燃
料
プ

ー
ル
に
貯
蔵
さ
れ
て
い
る
燃
料
の
崩
壊
熱
が
低
い
こ
と
か
ら
（
第
３
表
参
照
）
，
原
子
炉
側
の
事
故
対
応
が
収
束
に
向
か
っ
て
い
る
状
態
で
の
対
応
と
な
り
，
緊
急

時
対
策
要
員
や
参
集
要
員
に
よ
り
対
応
可
能
で
あ
る
。
ま
た
プ
ラ
ン
ト
状
態
の
監
視
に
お
い
て
も
，
原
子
炉
側
で
期
待
し
て
い
る
運
転
員
が
併
せ
て
燃
料
プ
ー
ル
側

を
監
視
で
き
る
た
め
，
現
在
の
要
員
で
の
対
応
が
可
能
で
あ
る
。
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添付資料 6.2.1 

重大事故等対策の要員の確保及び所要時間について 

重大事故等の発生時においては，緊急時警戒体制を発令し，緊急時対策要員

を招集することで事故の対応にあたる。夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）

において，初動体制として，発電所構内に常駐している緊急時対策要員 45名（運

転停止中においては 43名）により，迅速な対応を図ることとしている。 

表１及び表２に各事故シーケンスにおける作業に必要な要員数を示す。 

運転中に最も多く要員を必要とするのは，「2.3.1 全交流動力電源喪失（外

部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋ＨＰＣＳ失敗」，「2.3.2 全交流動力電源喪失（外部

電源喪失＋ＤＧ失敗）＋高圧炉心冷却失敗」，「2.3.3 全交流動力電源喪失（外

部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋直流電源喪失」，「2.3.4 全交流動力電源喪失（外部

電源喪失＋ＤＧ失敗）＋ＳＲＶ再閉失敗＋ＨＰＣＳ失敗」，「2.4.1 崩壊熱除去

機能喪失（取水機能が喪失した場合）」，「3.1.2 雰囲気圧力・温度による静的

負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使用する場合）」，「3.1.3 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去

系を使用しない場合）」，「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」，

「3.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」，「3.4 水素燃焼」，

「3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用」である。事象発生後に必要な要員は，

当直長１名，当直副長１名，運転員５名，通報連絡等を行う要員５名及び復旧

班要員 19名の合計 31名であることから，初動体制の要員（45名）で事故対応

が可能である。 

また，運転停止中最も多く要員を必要とするのは，「5.2 全交流動力電源喪

失」である。事象発生後に必要な要員は，当直長１名，当直副長１名，運転員

３名，通報連絡等を行う要員５名及び復旧班要員 19 名の合計 29 名であること

から，初動体制の要員（43名）で事故対応が可能である。 

燃料プールに燃料を取り出している期間中に最も要員を必要とするのは，

「4.2 想定事故２」の事象である。必要な要員は，当直長１名，当直副長１名，

運転員３名，通報連絡等を行う要員５名及び復旧班要員 16 名の合計 26 名であ

ることから，初動体制の要員（43名）で対応が可能である。 

各事故シーケンス等において必要な作業については，初動体制の要員により

実施可能である。 

以上より，重大事故等対策の成立性に問題がないことを確認した。 



 

 

表
１

 
運
転
中
の
各
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
に
お
け
る
初
動
要
員
（
１
／
２
）

 

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス

 

緊
急
時
対
策
要
員

 
必
要

 

要
員
数

 
当
直
長

 
当
直
副
長

 
運
転
員

 
合
計

 
通
報
連
絡
等

 

を
行
う
要
員

 
復
旧
班
要
員

 
自
衛
消
防
隊
長

 

消
防
チ
ー
ム

 

運
転
補
助

要
員
 

合
計

 

発
電
所
に
常
駐
し
て
い
る
要
員

 
１
 

１
 

５
 

７
 

５
 

2
4 

７
 

２
 

3
8 

4
5 

2
.
1 

高
圧
・
低
圧
注
水
機
能
喪
失

 
１
 

１
 

３
 

５
 

５
 

1
8 

－
 

－
 

2
3 

2
8 

2
.
2 

高
圧
注
水
・
減
圧
機
能
喪
失

 
１
 

１
 

３
 

５
 

５
 

－
 

－
 

－
 

５
 

1
0 

2
.
3
.1
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
（
外
部
電
源
喪
失
＋

 
Ｄ
Ｇ
失
敗
）
＋
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
失
敗

 
１
 

１
 

５
 

７
 

５
 

1
9 

－
 

－
 

2
4 

3
1 

2
.
3
.2
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
（
外
部
電
源
喪
失
＋

 
Ｄ
Ｇ
失
敗
）
＋
高
圧
炉
心
冷
却
失
敗

 
１
 

１
 

５
 

７
 

５
 

1
9 

－
 

－
 

2
4 

3
1 

2
.
3
.3
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
（
外
部
電
源
喪
失
＋

 
Ｄ
Ｇ
失
敗
）
＋
直
流
電
源
喪
失

 
１
 

１
 

５
 

７
 

５
 

1
9 

－
 

－
 

2
4 

3
1 

2
.
3
.4
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
（
外
部
電
源
喪
失
＋

 
Ｄ
Ｇ
失
敗
）
＋
Ｓ
Ｒ
Ｖ
再
閉
失
敗
＋
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
失
敗

 
１
 

１
 

５
 

７
 

５
 

1
9 

－
 

－
 

2
4 

3
1 

2
.
4
.1
 

崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失
（
取
水
機
能
が
喪
失
し
た
場
合
）

 
１
 

１
 

５
 

７
 

５
 

1
9 

－
 

－
 

2
4 

3
1 

2
.
4
.2
 

崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失
（
残
留
熱
除
去
系
が
故
障
し
た
場
合
）
 

１
 

１
 

３
 

５
 

５
 

1
8 

－
 

－
 

2
3 

2
8 

2
.
5 

原
子
炉
停
止
機
能
喪
失

 
１
 

１
 

４
 

６
 

５
 

－
 

－
 

－
 

５
 

1
1 

2
.
6 

L
O
C
A
時
注
水
機
能
喪
失

 
１
 

１
 

３
 

５
 

５
 

1
8 

－
 

－
 

2
3 

2
8 

2
.
7 

格
納
容
器
バ
イ
パ
ス

 
（
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
イ
ス
シ
ス
テ
ム
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
）

 
１
 

１
 

３
 

５
 

５
 

－
 

－
 

－
 

５
 

1
0 

：
必
要
な
要
員
数
が
最
大
と
な
る
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
を
示
す
。
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表
１

 
運
転
中
の
各
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
に
お
け
る
初
動
要
員
（
２
／
２
）

 

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス

 

緊
急
時
対
策
要
員

 
必
要
 

要
員
数

 
当
直
長

 
当
直
副
長

 
運
転
員

 
合
計

 
通
報
連
絡
等

 

を
行
う
要
員

 
復
旧
班
要
員

 
自
衛
消
防
隊
長

 

消
防
チ
ー
ム

 

運
転
補
助

要
員

 
合
計

 

発
電
所
に
常
駐
し
て
い
る
要
員

 
１
 

１
 

５
 

７
 

５
 

2
4 

７
 

２
 

3
8 

4
5 

3
.
1
.2
 

雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷

 
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）

 
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
す
る
場
合

 

１
 

１
 

５
 

７
 

５
 

1
9 

－
 

－
 

2
4 

3
1 

3
.
1
.3
 

雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷

 
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）

 
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
し
な
い
場
合

 

１
 

１
 

５
 

７
 

５
 

1
9 

－
 

－
 

2
4 

3
1 

3
.
2 

高
圧
溶
融
物
放
出
／
格
納
容
器
雰
囲
気
直
接
加
熱

 
１
 

１
 

５
 

７
 

５
 

1
9 

－
 

－
 

2
4 

3
1 

3
.
3 

原
子
炉
圧
力
容
器
外
の
溶
融
燃
料
－
冷
却
材
相
互
作
用

 
１
 

１
 

５
 

７
 

５
 

1
9 

－
 

－
 

2
4 

3
1 

3
.
4 

水
素
燃
焼

 
１
 

１
 

５
 

７
 

５
 

1
9 

－
 

－
 

2
4 

3
1 

3
.
5 

溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
相
互
作
用

 
１
 

１
 

５
 

７
 

５
 

1
9 

－
 

－
 

2
4 

3
1 

：
必
要
な
要
員
数
が
最
大
と
な
る
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
を
示
す
。
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表
２

 
燃
料
プ
ー
ル
に
お
け
る
重
大
事
故
に
至
る
お
そ
れ
の
あ
る
事
故
及
び
運
転
停
止
中
の
原
子
炉
に
お
け
る
重
大
事
故
に
至
る
お
そ
れ
が
あ
る

事
故
の
各
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
に
お
け
る
初
動
要
員

 

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス

 

緊
急
時
対
策
要
員

 
必
要

 

要
員
数

 
当
直
長

 
当
直
副
長

 
運
転
員

 
合
計

 
通
報
連
絡
等

を
行
う
要
員

 
復
旧
班
要
員

 
自
衛
消
防
隊
長

 

消
防
チ
ー
ム

 

運
転
補
助

要
員
 

合
計

 

発
電
所
に
常
駐
し
て
い
る
要
員

 
１
 

１
 

３
 

５
 

５
 

2
4 

７
 

２
 

3
8 

4
3 

4
.
1 

想
定
事
故
１

 
１
 

１
 

１
 

３
 

５
 

1
6 

－
 

－
 

2
1 

2
4 

4
.
2 

想
定
事
故
２

 
１
 

１
 

３
 

５
 

５
 

1
6 

－
 

－
 

2
1 

2
6 

5
.
1 

崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失

 
１
 

１
 

３
 

５
 

５
 

－
 

－
 

－
 

５
 

1
0 

5
.
2 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失

 
１
 

１
 

３
 

５
 

５
 

1
9 

－
 

－
 

2
4 

2
9 

5
.
3 

原
子
炉
冷
却
材
の
流
出

 
１
 

１
 

３
 

５
 

５
 

－
 

－
 

－
 

５
 

1
0 

5
.
4 

反
応
度
の
誤
投
入

※
１
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

※
１
：
本
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
に
お
い
て
，
重
大
事
故
等
対
策
は
す
べ
て
自
動
で
作
動
す
る
た
め
，
「
－
」
と
す
る
。
な
お
，
ス
ク
ラ
ム
動
作
後
の
原
子
炉
の
状
態
確
認
に
お
い
て
，
中
央
制
御

室
の
運
転
員

1
名
で
実
施
可
能
で
あ
る
。

 

 
 

：
燃
料
プ
ー
ル
に
お
け
る
重
大
事
故
に
至
る
お
そ
れ
の
あ
る
事
故
及
び
運
転
停
止
中
の
原
子
炉
に
お
け
る
重
大
事
故
に
至
る
お
そ
れ
が
あ
る
事
故
の
そ
れ
ぞ
れ
に
お
い
て
，
必
要
な
要
員

 

数
が
最
大
と
な
る
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
を
示
す
。
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添付資料6.2.2 

重要事故シーケンス等以外の事故シーケンスの 

要員の評価について 

1. はじめに

各事故シーケンスグループの有効性評価で，重要事故シーケンス等の事故対応

に必要な要員について評価している。各事故シーケンスグループ等のその他の事

故シーケンスについては本資料にて，重要事故シーケンス等の作業項目を基に必

要な要員数を確認する。 

2. 重要事故シーケンス等以外の事故シーケンスにおける要員の評価結果

重要事故シーケンス等以外の事故シーケンスにおいて,重大事故等対策の実施

に必要な作業項目を抽出し，各事故シーケンスグループ等の重要事故シーケンス

と比較し，必要な要員数を確認した。その結果は，表１から表３及び別紙のとお

りである。 

なお，評価の結果，最も要員が必要となる事故シーケンスにおいても最大 31

名（運転停止中では 29名）であり，緊急時対策要員の 45名（原子炉運転停止中

は 43名）以内で重大事故等の対応が可能である。 

3. 必要な要員の評価方法

(1) 重要事故シーケンス等以外の事故シーケンスの要員については，対応する

重要事故シーケンスと比較し，対応可能であるか評価を行う。

(2) 各事故シーケンスの評価においても，対応する重要事故シーケンスと同様

又は保守的な条件で評価する。

(3) 事故発生初期の状況判断時に対応する確認行為については，これまでの重

要事故シーケンスと同様に，中央制御室のすべての運転員で対応するた

め，要員数としての評価は不要とする。

(4) 運転員の操作及び移動についても重要事故シーケンスと同様の考え方にて

評価を行う。

(5) 「運転中の原子炉における重大事故」の評価は，別紙「必要な要員数の観

点での評価事故シーケンスの代表性の整理」に示すとおり，要員の観点で

厳しいＰＤＳ及び炉心損傷後の事故シーケンスを考慮しても，現在の要員

数で重大事故への対応は可能であり，必要な要員数を考慮しても評価事故

シーケ

ヱスは代表性を有していることを確認する。
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表
１
 
運
転
中
の
原
子
炉
に
お
け
る
重
大
事
故
に
至
る
お
そ
れ
が
あ
る
事
故
の
評
価
結
果
（
１
／
６
）
 

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス

 

グ
ル
ー
プ

 

重
要
事
故
 

シ
ー
ケ
ン
ス

そ
の
他
の
事
故
 

シ
ー
ケ
ン
ス

事
象
進
展
及
び
人
数
の
増
減
理
由

 
必
要
 

要
員
数
 

重
要
事
故
 

シ
ー
ケ
ン
ス
に

必
要
な
要
員
数

高
圧
・
低
圧
注
水

 

機
能
喪
失

 

過
渡
事
象
＋
高
圧

炉
心
冷
却
失
敗
＋

低
圧
炉
心
冷
却
失

敗
 

2.
1-
①
 

過
渡
事
象
＋
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
健
全
性

（
Ｓ
Ｒ
Ｖ
再
閉
）
失
敗
＋
高
圧
炉
心
冷
却

（
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
）
失
敗
＋
低
圧
炉
心
冷
却
失

敗
 

・
「
給
水
流
量
の
全
喪
失
」
発
生
後
，
原
子
炉
水
位
が
低
下
し
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
す
る
（
起
因
事
象
は
原
子
炉
水
位
低
下
の
観
点
で
厳
し
い
「
給
水
流
量
の
全
喪
失
」

を
想
定
）
。

・
主
蒸
気
隔
離
弁
の
閉
鎖
に
よ
り
原
子
炉
圧
力
は
上
昇
し
，
逃
が
し
安
全
弁
が
開
放
さ
れ
る
。
こ
の
時
，
逃
が
し
安
全
弁
の
再
閉
に
失
敗
し
，
原
子
炉
圧
力
は
低
下
を
始

め
る
が
，
そ
の
後
原
子
炉
の
減
圧
を
実
施
し
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
開
始
す
る
こ
と
で
原
子
炉
水
位
は
回
復
す
る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
原
子
炉
の
減
圧
の
み
（
逃
が
し
安
全
弁
の
再
閉
失
敗
に
よ
る
減
圧
の
有
無
）
で
あ
る
が
，
必
要
な
操
作
は
同
様
で
あ
る
た
め
，
要

員
に
増
減
な
し
。

28
 

28
 

2.
1-
②
 

手
動
停
止
＋
高
圧
炉
心
冷
却
失
敗
＋
低

圧
炉
心
冷
却
失
敗
 

・
原
子
炉
手
動
停
止
後
，
「
給
水
流
量
の
全
喪
失
」
の
発
生
を
想
定
す
る
。

・
原
子
炉
は
高
圧
状
態
に
あ
る
た
め
原
子
炉
の
減
圧
操
作
後
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
開
始
す
る
こ
と
で
原
子
炉
水
位
は
回
復
す
る
。
 

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
操
作
と
の
差
異
は
原
子
炉
停
止
後
に
事
故
が
発
生
す
る
こ
と
で
あ
り
，
事
象
進
展
は
緩
や
か
と
な
る
が
，
必
要
な
操
作
は
同
様
で
あ
る
た
め
，

要
員
に
増
減
な
し
。

28
 

2.
1-
③
 

手
動
停
止
＋
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
健
全
性

（
Ｓ
Ｒ
Ｖ
再
閉
）
失
敗
＋
高
圧
炉
心
冷
却

（
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
）
失
敗
＋
低
圧
炉
心
冷
却
失

敗
 

・
原
子
炉
手
動
停
止
後
，
「
給
水
流
量
の
全
喪
失
」
の
発
生
を
想
定
す
る
。

・
主
蒸
気
隔
離
弁
の
閉
鎖
に
よ
り
原
子
炉
圧
力
は
上
昇
し
，
逃
が
し
安
全
弁
が
開
放
さ
れ
る
。
こ
の
時
，
逃
が
し
安
全
弁
の
再
閉
に
失
敗
し
，
原
子
炉
圧
力
は
低
下
を
始

め
る
が
，
そ
の
後
原
子
炉
の
減
圧
を
実
施
し
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
開
始
す
る
こ
と
で
原
子
炉
水
位
は
回
復
す
る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
原
子
炉
の
減
圧
の
起
点
及
び
原
子
炉
停
止
後
に
事
故
が
発
生
す
る
こ
と
で
あ
り
，
必
要
な
操
作
は
同
様
で
あ
る
た
め
，
要
員
に
増

減
な
し
。

28
 

2.
1-
④
 

サ
ポ
ー
ト
系
喪
失
＋
高
圧
炉
心
冷
却
失

敗
＋
低
圧
炉
心
冷
却
失
敗

・
サ
ポ
ー
ト
系
１
区
分
の
喪
失
の
場
合
，
一
般
的
に
他
の
区
分
が
健
全
で
あ
る
た
め
対
応
手
段
が
著
し
く
制
限
さ
れ
る
状
態
で
は
な
い
が
，
事
象
を
厳
し
く
す
る
た
め
起

因
事
象
と
し
て
緩
和
設
備
へ
の
影
響
が
大
き
い
「
交
流
電
源
故
障
（
１
区
分
）
」
を
設
定
し
，
原
子
炉
停
止
操
作
後
に
「
給
水
流
量
の
全
喪
失
」
の
発
生
を
想
定
す
る
。 

・
原
子
炉
の
減
圧
操
作
後
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
開
始
す
る
こ
と
で
原
子
炉
水
位
は
回
復
す
る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
原
子
炉
停
止
後
に
事
故
が
発
生
す
る
こ
と
及
び
交
流
電
源
故
障
が
区
分
１
の
場
合
，
残
留
熱
除
去
系
（
Ａ
）
の
注
入
弁
へ
の
重
大

事
故
等
対
策
に
よ
る
電
源
供
給
が
必
要
に
な
る
が
，
要
員
に
増
減
な
し
。

28
 

2.
1-
⑤
 

サ
ポ
ー
ト
系
喪
失
＋
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ

健
全
性
（
Ｓ
Ｒ
Ｖ
再
閉
）
失
敗
＋
高
圧
炉

心
冷
却
（
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
）
失
敗
＋
低
圧
炉
心

冷
却
失
敗

・
サ
ポ
ー
ト
系
１
区
分
の
喪
失
の
場
合
，
一
般
的
に
他
の
区
分
が
健
全
で
あ
る
た
め
対
応
手
段
が
著
し
く
制
限
さ
れ
る
状
態
で
は
な
い
が
，
事
象
を
厳
し
く
す
る
た
め
起

因
事
象
と
し
て
緩
和
設
備
へ
の
影
響
が
大
き
い
「
交
流
電
源
故
障
（
１
区
分
）
」
を
設
定
し
，
原
子
炉
停
止
操
作
後
に
「
給
水
流
量
の
全
喪
失
」
の
発
生
を
想
定
す
る
。 

・
主
蒸
気
隔
離
弁
の
閉
鎖
に
よ
り
原
子
炉
圧
力
は
上
昇
し
，
逃
が
し
安
全
弁
が
開
放
さ
れ
る
。
こ
の
時
，
逃
が
し
安
全
弁
の
再
閉
に
失
敗
し
，
原
子
炉
圧
力
は
低
下
を
始

め
る
が
，
そ
の
後
原
子
炉
の
減
圧
を
実
施
し
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
開
始
す
る
こ
と
で
原
子
炉
水
位
は
回
復
す
る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
原
子
炉
停
止
後
に
事
故
が
発
生
す
る
こ
と
，
原
子
炉
の
減
圧
の
起
点
及
び
交
流
電
源
故
障
が
区
分
１
の
場
合
，
残
留
熱
除
去
系
（
Ａ
）

の
注
入
弁
へ
の
電
源
供
給
が
必
要
に
な
る
が
，
要
員
に
増
減
な
し
。
 

28
 

高
圧

注
水
・

減
圧

機
能
喪
失

 

過
渡
事
象
＋
高
圧

炉
心
冷
却
失
敗
＋

原
子
炉
減
圧
失
敗

 

2.
2-
①
 

手
動
停
止
＋
高
圧
炉
心
冷
却
失
敗
＋
原

子
炉
減
圧
失
敗
 

・
原
子
炉
手
動
停
止
後
，
「
給
水
流
量
の
全
喪
失
」
の
発
生
，
低
圧
非
常
用
炉
心
冷
却
系
の
た
め
の
手
動
減
圧
の
失
敗
を
想
定
す
る
。

・
代
替
自
動
減
圧
作
動
回
路
を
用
い
た
逃
が
し
安
全
弁
の
動
作
に
よ
り
原
子
炉
が
減
圧
し
，
低
圧
非
常
用
炉
心
冷
却
系
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
開
始
す
る
こ
と
で
原
子
炉

水
位
は
回
復
す
る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
原
子
炉
停
止
後
に
事
故
が
発
生
す
る
こ
と
で
あ
り
，
事
象
進
展
は
緩
や
か
と
な
る
が
，
必
要
な
操
作
は
同
様
で
あ
る
た
め
，
要
員

に
増
減
な
し
。

10
 

10
 

2.
2-
②
 

サ
ポ
ー
ト
系
喪
失
＋
高
圧
炉
心
冷
却
失

敗
＋
原
子
炉
減
圧
失
敗

・
サ
ポ
ー
ト
系
１
区
分
の
喪
失
の
場
合
，
一
般
的
に
他
の
区
分
が
健
全
で
あ
る
た
め
対
応
手
段
が
著
し
く
制
限
さ
れ
る
状
態
で
は
な
い
が
，
事
象
を
厳
し
く
す
る
た
め
起

因
事
象
と
し
て
緩
和
設
備
へ
の
影
響
が
大
き
い
「
交
流
電
源
故
障
（
１
区
分
）
」
を
設
定
し
，
原
子
炉
停
止
操
作
後
に
「
給
水
流
量
の
全
喪
失
」
の
発
生
，
手
動
減
圧

の
失
敗
を
想
定
す
る
。

・
代
替
自
動
減
圧
作
動
回
路
を
用
い
た
逃
が
し
安
全
弁
の
動
作
に
よ
り
原
子
炉
が
減
圧
し
，
低
圧
非
常
用
炉
心
冷
却
系
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
開
始
す
る
こ
と
で
原
子
炉

水
位
は
回
復
す
る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
原
子
炉
停
止
後
に
事
故
が
発
生
す
る
こ
と
及
び
使
用
で
き
る
低
圧
非
常
用
炉
心
冷
却
系
の
系
統
数
の
み
で
あ
り
，
必
要
な
操
作
は

同
様
で
あ
る
た
め
，
要
員
に
増
減
な
し
。

10
 

添 6.2.2-2 



表
１
 
運
転
中
の
原
子
炉
に
お
け
る
重
大
事
故
に
至
る
お
そ
れ
が
あ
る
事
故
の
評
価
結
果
（
２
／
６
）
 

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
 

グ
ル
ー
プ
 

重
要
事
故
 

シ
ー
ケ
ン
ス

そ
の
他
の
事
故
 

シ
ー
ケ
ン
ス

事
象
進
展
及
び
人
数
の
増
減
理
由
 

必
要
 

要
員
数
 

重
要
事
故
 

シ
ー
ケ
ン
ス
に

必
要
な
要
員
数

全
交
流
動
力
電
源
喪
失

 

（
外
部
電
源
喪
失
＋
Ｄ
Ｇ
失
敗
）

＋
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
失
敗

 

外
部
電
源
喪
失
＋
交
流
電
源
（
Ｄ
Ｇ
－

Ａ
，
Ｂ
）
失
敗
＋
高
圧
炉
心
冷
却
（
Ｈ

Ｐ
Ｃ
Ｓ
）
喪
失
 

重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
以
外
の

シ
ー
ケ
ン
ス
な
し

31
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失

 

（
外
部
電
源
喪
失
＋
Ｄ
Ｇ
失
敗
）

＋
高
圧
炉
心
冷
却
失
敗

 

外
部
電
源
喪
失
＋
交
流
電
源
（
Ｄ
Ｇ
－

Ａ
，
Ｂ
）
失
敗
＋
高
圧
炉
心
冷
却
失
敗
 

重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
以
外
の

シ
ー
ケ
ン
ス
な
し

31
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失

 

（
外
部
電
源
喪
失
＋
Ｄ
Ｇ
失
敗
）

＋
直
流
電
源
喪
失

 

外
部
電
源
喪
失
＋
直
流
電
源
（
区
分

１
，
２
）
失
敗
＋
高
圧
炉
心
冷
却
（
Ｈ

Ｐ
Ｃ
Ｓ
）
失
敗
 

重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
以
外
の

シ
ー
ケ
ン
ス
な
し

31
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失

 

（
外
部
電
源
喪
失
＋
Ｄ
Ｇ
失
敗
）

＋
Ｓ
Ｒ
Ｖ
再
閉
失
敗
＋
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ

失
敗
 

外
部
電
源
喪
失
＋
交
流
電
源
（
Ｄ
Ｇ
－

Ａ
，
Ｂ
）
失
敗
＋
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
健

全
性
（
Ｓ
Ｒ
Ｖ
再
閉
）
失
敗
＋
高
圧
炉

心
冷
却
（
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
）
失
敗
 

重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
以
外
の

シ
ー
ケ
ン
ス
な
し

31
 

添 6.2.2-3 



表
１
 
運
転
中
の
原
子
炉
に
お
け
る
重
大
事
故
に
至
る
お
そ
れ
が
あ
る
事
故
の
評
価
結
果
（
３
／
６
）
 

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス

 

グ
ル
ー
プ

 

重
要
事
故
 

シ
ー
ケ
ン
ス

そ
の
他
の
事
故

 

シ
ー
ケ
ン
ス

事
象
進
展
及
び
人
数
の
増
減
理
由
 

必
要
 

要
員
数
 

重
要
事
故
 

シ
ー
ケ
ン
ス
に

必
要
な
要
員
数

崩
壊
熱
除
去
機
能

 

喪
失
 

過
渡
事
象
＋
崩
壊
熱

除
去
失
敗
 

2.
4-
①
 

過
渡
事
象
＋
高
圧
炉
心
冷
却
失
敗

＋
崩
壊
熱
除
去
失
敗
 

・
「
給
水
流
量
の
全
喪
失
」
発
生
後
，
原
子
炉
水
位
が
低
下
し
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
す
る
（
起
因
事
象
は
原
子
炉
水
位
低
下
の
観
点
で
厳
し
い
「
給
水
流
量
の
全
喪
失
」
を
想
定
）
。 

・
原
子
炉
の
減
圧
後
に
低
圧
非
常
用
炉
心
冷
却
系
又
は
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
開
始
す
る
こ
と
で
原
子
炉
水
位
は
回
復
す
る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
原
子
炉
水
位
を
回
復
す
る
系
統
が
異
な
る
こ
と
で
あ
る
が
，
必
要
な
操
作
は
同
様
で
あ
る
た
め
，
要
員
に
増
減
な
し
。

28
 

[崩
壊
熱
除
去
 

機
能
喪
失
] 

28
 

[取
水
機
能
 

喪
失
] 

31
 

2.
4-
②
 

過
渡
事
象
＋
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
健

全
性
（
Ｓ
Ｒ
Ｖ
再
閉
）
失
敗
＋
崩
壊

熱
除
去
失
敗
 

・
「
給
水
流
量
の
全
喪
失
」
発
生
後
，
原
子
炉
水
位
が
低
下
し
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
す
る
（
起
因
事
象
は
原
子
炉
水
位
低
下
の
観
点
で
厳
し
い
「
給
水
流
量
の
喪
失
」
を
想
定
）
。 

・
主
蒸
気
隔
離
弁
の
閉
鎖
に
よ
り
原
子
炉
圧
力
は
上
昇
し
，
逃
が
し
安
全
弁
が
開
放
さ
れ
る
。
こ
の
時
，
逃
が
し
安
全
弁
の
再
閉
に
失
敗
し
，
原
子
炉
圧
力
は
低
下
を
始
め
，
原

子
炉
隔
離
時
冷
却
系
が
停
止
す
る
が
，
非
常
用
炉
心
冷
却
系
又
は
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
開
始
す
る
こ
と
で
原
子
炉
水
位
は
回
復
す
る
。
 

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
原
子
炉
の
減
圧
（
逃
が
し
安
全
弁
の
再
閉
失
敗
に
よ
る
減
圧
）
及
び
原
子
炉
の
減
圧
に
伴
い
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
が
停
止
し
，
他
の
注

水
手
段
に
よ
り
原
子
炉
水
位
を
回
復
す
る
こ
と
で
あ
る
が
，
必
要
な
操
作
は
同
様
で
あ
る
た
め
，
要
員
に
増
減
な
し
。

28
 

2.
4-
③
 

過
渡
事
象
＋
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
健

全
性
（
Ｓ
Ｒ
Ｖ
再
閉
）
失
敗
＋
高
圧

炉
心
冷
却
（
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
）
失
敗
＋
崩

壊
熱
除
去
失
敗
 

・
「
給
水
流
量
の
全
喪
失
」
発
生
後
，
原
子
炉
水
位
が
低
下
し
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
す
る
（
起
因
事
象
は
原
子
炉
水
位
低
下
の
観
点
で
厳
し
い
「
給
水
流
量
の
全
喪
失
」
を
想
定
）
。 

・
主
蒸
気
隔
離
弁
の
閉
鎖
に
よ
り
原
子
炉
圧
力
は
上
昇
し
，
逃
が
し
安
全
弁
が
開
放
さ
れ
る
。
こ
の
時
，
逃
が
し
安
全
弁
の
再
閉
に
失
敗
し
，
原
子
炉
圧
力
は
低
下
を
始
め
，
原

子
炉
隔
離
時
冷
却
系
が
停
止
す
る
が
，
原
子
炉
の
減
圧
を
実
施
し
，
低
圧
非
常
用
炉
心
冷
却
系
又
は
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
開
始
す
る
こ

と
で
原
子
炉
水
位
は
回
復
す
る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
原
子
炉
の
減
圧
（
逃
が
し
安
全
弁
の
再
閉
失
敗
に
よ
る
減
圧
）
及
び
原
子
炉
水
位
を
回
復
す
る
系
統
が
異
な
る
こ
と
で
あ
る
が
，
必
要
な

操
作
は
同
様
で
あ
る
た
め
，
要
員
に
増
減
な
し
。

28
 

2.
4-
④
 

手
動
停
止
＋
崩
壊
熱
除
去
失
敗

 

・
原
子
炉
手
動
停
止
後
，
「
給
水
流
量
の
全
喪
失
」
の
発
生
を
想
定
す
る
。

・
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
及
び
原
子
炉
減
圧
後
の
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
開
始
す
る
こ
と
で
原
子
炉
水
位
は
回
復
す
る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
原
子
炉
停
止
後
に
事
故
が
発
生
す
る
こ
と
で
あ
り
，
事
象
進
展
は
緩
や
か
と
な
る
が
，
必
要
な
操
作
は
同
様
で
あ
る
た
め
，
人
数
に
増
減

な
し
。

28
 

2.
4-
⑤
 

手
動
停
止
＋
高
圧
炉
心
冷
却
失
敗

＋
崩
壊
熱
除
去
失
敗
 

・
原
子
炉
手
動
停
止
後
，
「
給
水
流
量
の
全
喪
失
」
の
発
生
を
想
定
す
る
。

・
原
子
炉
の
減
圧
後
に
低
圧
非
常
用
炉
心
冷
却
系
又
は
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
開
始
す
る
こ
と
で
原
子
炉
水
位
は
回
復
す
る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
原
子
炉
停
止
後
に
事
故
が
発
生
す
る
こ
と
及
び
原
子
炉
水
位
を
回
復
す
る
系
統
が
異
な
る
こ
と
で
あ
る
が
，
必
要
な
操
作
は
同
様
で
あ
る

た
め
，
要
員
に
増
減
な
し
。

28
 

2.
4-
⑥
 

手
動
停
止
＋
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
健

全
性
（
Ｓ
Ｒ
Ｖ
再
閉
）
失
敗
＋
崩
壊

熱
除
去
失
敗
 

・
原
子
炉
手
動
停
止
後
，
「
給
水
流
量
の
全
喪
失
」
の
発
生
を
想
定
す
る
。

・
主
蒸
気
隔
離
弁
の
閉
鎖
に
よ
り
原
子
炉
圧
力
は
上
昇
し
，
逃
が
し
安
全
弁
が
開
放
さ
れ
る
。
こ
の
時
，
逃
が
し
安
全
弁
の
再
閉
に
失
敗
し
，
原
子
炉
圧
力
は
低
下
を
始
め
，
原

子
炉
隔
離
時
冷
却
系
が
停
止
す
る
が
，
非
常
用
炉
心
冷
却
系
又
は
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
開
始
す
る
こ
と
で
原
子
炉
水
位
は
回
復
す
る
。
 

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
原
子
炉
停
止
後
に
事
故
が
発
生
す
る
こ
と
，
原
子
炉
の
減
圧
（
逃
が
し
安
全
弁
の
再
閉
失
敗
に
よ
る
減
圧
）
及
び
原
子
炉
の
減
圧
に
伴
い

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
が
停
止
し
，
他
の
注
水
手
段
に
よ
り
原
子
炉
水
位
を
回
復
す
る
こ
と
で
あ
る
が
，
必
要
な
操
作
は
同
様
で
あ
る
た
め
，
要
員
に
増
減
な
し
。

28
 

2.
4-
⑦
 

手
動
停
止
＋
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
健

全
性
（
Ｓ
Ｒ
Ｖ
再
閉
）
失
敗
＋
高
圧

炉
心
冷
却
（
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
）
失
敗
＋
崩

壊
熱
除
去
失
敗
 

・
原
子
炉
手
動
停
止
後
，
「
給
水
流
量
の
全
喪
失
」
の
発
生
を
想
定
す
る
。

・
主
蒸
気
隔
離
弁
の
閉
鎖
に
よ
り
原
子
炉
圧
力
は
上
昇
し
，
逃
が
し
安
全
弁
が
開
放
さ
れ
る
。
こ
の
時
，
逃
が
し
安
全
弁
の
再
閉
に
失
敗
し
，
原
子
炉
圧
力
は
低
下
を
始
め
，
原

子
炉
隔
離
時
冷
却
系
が
停
止
す
る
が
，
原
子
炉
の
減
圧
を
実
施
し
，
低
圧
非
常
用
炉
心
冷
却
系
又
は
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
開
始
す
る
こ

と
で
原
子
炉
水
位
は
回
復
す
る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
原
子
炉
停
止
後
に
事
故
が
発
生
す
る
こ
と
，
原
子
炉
の
減
圧
（
逃
が
し
安
全
弁
の
再
閉
失
敗
に
よ
る
減
圧
）
及
び
原
子
炉
水
位
を
回
復
す

る
系
統
が
異
な
る
こ
と
で
あ
る
が
，
必
要
な
操
作
は
同
様
で
あ
る
た
め
，
要
員
に
増
減
な
し
。

28
 

添 6.2.2-4 



表
１
 
運
転
中
の
原
子
炉
に
お
け
る
重
大
事
故
に
至
る
お
そ
れ
が
あ
る
事
故
の
評
価
結
果
（
４
／
６
）
 

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス

 

グ
ル
ー
プ

 

重
要
事
故
 

シ
ー
ケ
ン
ス

そ
の
他
の
事
故
 

シ
ー
ケ
ン
ス

事
象
進
展
及
び
人
数
の
増
減
理
由
 

必
要
 

要
員
数
 

重
要
事
故
 

シ
ー
ケ
ン
ス
に

必
要
な
要
員
数

崩
壊
熱
除
去
機
能

 

喪
失
 

過
渡
事
象
＋
崩
壊
熱

除
去
失
敗
 

2.
4-
⑧
 

サ
ポ
ー
ト
系
喪
失
＋
崩
壊

熱
除
去
失
敗

・
サ
ポ
ー
ト
系
１
区
分
の
喪
失
の
場
合
，
一
般
的
に
他
の
区
分
が
健
全
で
あ
る
た
め
対
応
手
段
が
著
し
く
制
限
さ
れ
る
状
態
で
は
な
い
が
，
事
象
を
厳
し
く
す
る
た
め
起
因
事
象
と
し
て

緩
和
設
備
へ
の
影
響
が
大
き
い
「
交
流
電
源
故
障
（
１
区
分
）
」
を
設
定
し
，
原
子
炉
停
止
時
後
に
「
給
水
流
量
の
全
喪
失
」
の
発
生
を
想
定
す
る
。

・
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
等
又
は
原
子
炉
の
減
圧
後
に
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
開
始
す
る
こ
と
で
原
子
炉
水
位
は
回
復
す
る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
原
子
炉
停
止
後
に
事
故
が
発
生
す
る
こ
と
及
び
交
流
電
源
故
障
が
区
分
１
の
場
合
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
で
注
水
す
る
場
合
は
，

残
留
熱
除
去
系
（
Ａ
）
の
注
入
弁
へ
の
重
大
事
故
等
対
策
に
よ
る
電
源
供
給
が
必
要
に
な
る
が
，
要
員
に
増
減
な
し
。

28
 

[崩
壊
熱
除
去
 

機
能
喪
失
] 

28
 

[取
水
機
能
 

喪
失
] 

31
 

2.
4-
⑨
 

サ
ポ
ー
ト
系
喪
失
＋
高
圧

炉
心
冷
却
失
敗
＋
崩
壊
熱

除
去
失
敗

・
サ
ポ
ー
ト
系
１
区
分
の
喪
失
の
場
合
，
一
般
的
に
他
の
区
分
が
健
全
で
あ
る
た
め
対
応
手
段
が
著
し
く
制
限
さ
れ
る
状
態
で
は
な
い
が
，
事
象
を
厳
し
く
す
る
た
め
起
因
事
象
と
し
て

緩
和
設
備
へ
の
影
響
が
大
き
い
「
交
流
電
源
故
障
（
１
区
分
）
」
を
設
定
し
，
原
子
炉
停
止
後
に
「
給
水
流
量
の
全
喪
失
」
の
発
生
を
想
定
す
る
。

・
原
子
炉
の
減
圧
後
に
低
圧
非
常
用
炉
心
冷
却
系
又
は
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
開
始
す
る
こ
と
で
原
子
炉
水
位
は
回
復
す
る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
原
子
炉
停
止
後
に
事
故
が
発
生
す
る
こ
と
及
び
原
子
炉
水
位
を
回
復
す
る
系
統
が
異
な
る
こ
と
で
あ
る
が
，
必
要
な
操
作
は
同
様
で
あ
る
た
め
，

要
員
に
増
減
な
し
。
ま
た
，
交
流
電
源
故
障
が
区
分
１
の
場
合
，
残
留
熱
除
去
系
（
Ａ
）
の
注
入
弁
へ
の
重
大
事
故
等
対
策
に
よ
る
電
源
供
給
が
必
要
に
な
る
が
，
要
員
に
増
減
な
し
。
 

28
 

2.
4-
⑩
 

サ
ポ
ー
ト
系
喪
失
＋
圧
力

バ
ウ
ン
ダ
リ
健
全
性
（
Ｓ

Ｒ
Ｖ
再
閉
）
失
敗
＋
崩
壊

熱
除
去
失
敗

・
サ
ポ
ー
ト
系
１
区
分
の
喪
失
の
場
合
，
一
般
的
に
他
の
区
分
が
健
全
で
あ
る
た
め
対
応
手
段
が
著
し
く
制
限
さ
れ
る
状
態
で
は
な
い
が
，
事
象
を
厳
し
く
す
る
た
め
起
因
事
象
と
し
て

緩
和
設
備
へ
の
影
響
が
大
き
い
「
交
流
電
源
故
障
（
１
区
分
）
」
を
設
定
し
，
原
子
炉
停
止
後
に
「
給
水
流
量
の
全
喪
失
」
の
発
生
を
想
定
す
る
。

・
主
蒸
気
隔
離
弁
の
閉
鎖
に
よ
り
原
子
炉
圧
力
は
上
昇
し
，
逃
が
し
安
全
弁
が
開
放
さ
れ
る
。
こ
の
時
，
逃
が
し
安
全
弁
の
再
閉
に
失
敗
し
，
原
子
炉
圧
力
は
低
下
を
始
め
，
原
子
炉
隔

離
時
冷
却
系
が
停
止
す
る
が
，
非
常
用
炉
心
冷
却
系
又
は
原
子
炉
の
減
圧
後
に
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
注
水
を
開
始
す
る
こ
と
で
原
子
炉
水
位
は
回
復
す
る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
原
子
炉
停
止
後
に
事
故
が
発
生
す
る
こ
と
，
原
子
炉
の
減
圧
（
逃
が
し
安
全
弁
の
再
閉
失
敗
に
よ
る
減
圧
）
，
原
子
炉
の
減
圧
に
伴
い
原
子
炉
隔

離
時
冷
却
系
が
停
止
し
，
他
の
注
水
手
段
に
よ
り
原
子
炉
水
位
を
回
復
す
る
こ
と
で
あ
る
が
，
必
要
な
操
作
は
同
様
で
あ
る
た
め
，
要
員
に
増
減
な
し
。
ま
た
，
交
流
電
源
故
障
が
区

分
１
の
場
合
，
残
留
熱
除
去
系
（
Ａ
）
の
注
入
弁
へ
の
重
大
事
故
等
対
策
に
よ
る
電
源
供
給
が
必
要
に
な
る
が
，
要
員
に
増
減
な
し
。

28
 

2.
4-
⑪
 

サ
ポ
ー
ト
系
喪
失
＋
圧
力

バ
ウ
ン
ダ
リ
健
全
性
（
Ｓ

Ｒ
Ｖ
再
閉
）
失
敗
＋
高
圧

炉
心
冷
却
（
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
）

失
敗
＋
崩
壊
熱
除
去
失
敗

・
サ
ポ
ー
ト
系
１
区
分
の
喪
失
の
場
合
，
一
般
的
に
他
の
区
分
が
健
全
で
あ
る
た
め
対
応
手
段
が
著
し
く
制
限
さ
れ
る
状
態
で
は
な
い
が
，
事
象
を
厳
し
く
す
る
た
め
起
因
事
象
と
し
て

緩
和
設
備
へ
の
影
響
が
大
き
い
「
交
流
電
源
故
障
（
１
区
分
）
」
を
設
定
し
，
原
子
炉
停
止
後
に
「
給
水
流
量
の
全
喪
失
」
の
発
生
を
想
定
す
る
。

・
主
蒸
気
隔
離
弁
の
閉
鎖
に
よ
り
原
子
炉
圧
力
は
上
昇
し
，
逃
が
し
安
全
弁
が
開
放
さ
れ
る
。
こ
の
時
，
逃
が
し
安
全
弁
の
再
閉
に
失
敗
し
，
原
子
炉
圧
力
は
低
下
を
始
め
，
原
子
炉
隔

離
時
冷
却
系
は
停
止
す
る
が
，
原
子
炉
の
減
圧
後
に
低
圧
非
常
用
炉
心
冷
却
系
又
は
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
注
水
を
開
始
す
る
こ
と
で
原
子
炉
水
位
は
回
復
す
る
。 

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
原
子
炉
停
止
後
に
事
故
が
発
生
す
る
こ
と
，
原
子
炉
の
減
圧
（
逃
が
し
安
全
弁
の
再
閉
失
敗
に
よ
る
減
圧
）
，
原
子
炉
水
位
を
回
復
す
る
系
統
が

異
な
る
こ
と
で
あ
る
が
，
必
要
な
操
作
は
同
様
で
あ
る
た
め
，
要
員
に
増
減
な
し
。
ま
た
，
交
流
電
源
故
障
が
区
分
１
の
場
合
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
で
注
水
す
る
場

合
は
，
残
留
熱
除
去
系
（
Ａ
）
の
注
入
弁
へ
の
重
大
事
故
等
対
策
に
よ
る
電
源
供
給
が
必
要
に
な
る
が
，
要
員
に
増
減
な
し
。

28
 

添 6.2.2-5 



表
１
 
運
転
中
の
原
子
炉
に
お
け
る
重
大
事
故
に
至
る
お
そ
れ
が
あ
る
事
故
の
評
価
結
果
（
５
／
６
）
 

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス

 

グ
ル
ー
プ

 

重
要
事
故
 

シ
ー
ケ
ン
ス

そ
の
他
の
事
故
 

シ
ー
ケ
ン
ス

事
象
進
展
及
び
人
数
の
増
減
理
由
 

必
要
 

要
員
数
 

重
要
事
故
 

シ
ー
ケ
ン
ス
に

必
要
な
要
員
数

崩
壊
熱
除
去
機
能

喪
失
 

過
渡
事
象
＋
崩
壊
熱

除
去
失
敗
 

2.
4-
⑫
 

冷
却
材
喪
失
（
小
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ

Ａ
）
＋
崩
壊
熱
除
去
失
敗
 

・
「
外
部
電
源
喪
失
＋
小
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
」
発
生
後
，
原
子
炉
水
位
が
低
下
し
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
す
る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
，
原
子
炉
冷
却
材
が
原
子
炉
格
納
容
器
に
漏
え
い
す
る
こ
と
で
，
格
納
容
器
圧
力
の
上
昇
が
早
く
な
る
こ
と
で
あ
る
が
，
必
要
な
操
作
は
同
様

で
あ
る
た
め
，
要
員
に
増
減
な
し
。

28
 

[崩
壊
熱
除
去
 

機
能
喪
失
] 

28
 

[取
水
機
能
 

喪
失
] 

31
 

2.
4-
⑬
 

冷
却
材
喪
失
（
中
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ

Ａ
）
＋
崩
壊
熱
除
去
失
敗
 

・
「
外
部
電
源
喪
失
＋
中
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
」
発
生
後
，
原
子
炉
水
位
が
低
下
し
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
す
る
。

・
中
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
に
よ
り
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
の
原
子
炉
注
水
の
継
続
に
期
待
で
き
な
い
が
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
開
始
す
る
こ
と
で
原
子
炉
水
位
は
維

持
さ
れ
る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
，
原
子
炉
の
減
圧
に
伴
い
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
の
機
能
に
期
待
出
来
な
い
こ
と
及
び
原
子
炉
冷
却
材
が
原
子
炉
格
納
容
器
に
漏
え
い
す
る
こ

と
で
，
格
納
容
器
圧
力
の
上
昇
が
早
く
な
る
こ
と
で
あ
る
が
，
必
要
な
操
作
は
同
様
で
あ
る
た
め
，
要
員
に
増
減
な
し
。

28
 

2.
4-
⑭
 

冷
却
材
喪
失
（
大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ

Ａ
）
＋
崩
壊
熱
除
去
失
敗
 

・
「
外
部
電
源
喪
失
＋
大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
」
発
生
後
，
原
子
炉
水
位
が
低
下
し
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
す
る
。

・
大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
に
よ
り
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
の
機
能
に
期
待
で
き
な
い
が
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
開
始
す
る
こ
と
で
原
子
炉
水
位
は
回
復
す
る
。

・
重
大
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
，
原
子
炉
の
減
圧
に
伴
い
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
の
機
能
に
期
待
出
来
な
い
こ
と
及
び
原
子
炉
冷
却
材
が
原
子
炉
格
納
容
器
に
漏
え
い
す
る
こ

と
で
，
格
納
容
器
圧
力
の
上
昇
が
早
く
な
る
こ
と
で
あ
る
が
，
必
要
な
操
作
は
同
様
で
あ
る
た
め
，
要
員
に
増
減
な
し
。

28
 

2.
4-
⑮
 

冷
却
材
喪
失
（
小
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ

Ａ
）
＋
高
圧
炉
心
冷
却
失
敗
＋

崩
壊
熱
除
去
失
敗
 

・
「
外
部
電
源
喪
失
＋
小
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
」
発
生
後
，
原
子
炉
水
位
が
低
下
し
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
す
る
。

・
原
子
炉
の
減
圧
後
に
低
圧
非
常
用
炉
心
冷
却
系
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
開
始
す
る
こ
と
で
原
子
炉
水
位
は
回
復
す
る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
，
原
子
炉
冷
却
材
が
原
子
炉
格
納
容
器
に
漏
え
い
す
る
こ
と
で
，
格
納
容
器
圧
力
の
上
昇
が
早
く
な
る
こ
と
及
び
原
子
炉
水
位
を
回
復
す
る
系

統
が
異
な
る
こ
と
で
あ
る
が
，
必
要
な
操
作
は
同
様
で
あ
る
た
め
，
要
員
に
増
減
な
し
。

28
 

2.
4-
⑯
 

冷
却
材
喪
失
（
中
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ

Ａ
）
＋
高
圧
炉
心
冷
却
失
敗
＋

崩
壊
熱
除
去
失
敗
 

・
「
外
部
電
源
喪
失
＋
中
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
」
発
生
後
，
原
子
炉
水
位
が
低
下
し
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
す
る
。

・
原
子
炉
の
減
圧
後
に
低
圧
非
常
用
炉
心
冷
却
系
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
開
始
す
る
こ
と
で
原
子
炉
水
位
は
回
復
す
る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
，
原
子
炉
冷
却
材
が
原
子
炉
格
納
容
器
に
漏
え
い
す
る
こ
と
で
，
格
納
容
器
圧
力
の
上
昇
が
早
く
な
る
こ
と
及
び
原
子
炉
水
位
を
回
復
す
る
系

統
が
異
な
る
こ
と
で
あ
る
が
，
必
要
な
操
作
は
同
様
で
あ
る
た
め
，
要
員
に
増
減
な
し
。

28
 

2.
4-
⑰
 

冷
却
材
喪
失
（
大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ

Ａ
）
＋
高
圧
炉
心
冷
却
失
敗
＋

崩
壊
熱
除
去
失
敗
 

・
「
外
部
電
源
喪
失
＋
大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
」
発
生
後
，
原
子
炉
水
位
が
低
下
し
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
す
る
。

・
低
圧
非
常
用
炉
心
冷
却
系
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
開
始
す
る
こ
と
で
原
子
炉
水
位
は
破
断
口
位
置
ま
で
回
復
す
る
。

・
重
大
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
，
原
子
炉
冷
却
材
が
原
子
炉
格
納
容
器
に
漏
え
い
す
る
こ
と
で
，
格
納
容
器
圧
力
の
上
昇
が
早
く
な
る
こ
と
及
び
原
子
炉
水
位
を
回
復
す
る
系

統
が
異
な
る
こ
と
で
あ
る
が
，
必
要
な
操
作
は
同
様
で
あ
る
た
め
，
要
員
に
増
減
な
し
。

28
 

添 6.2.2-6 



表
１
 
運
転
中
の
原
子
炉
に
お
け
る
重
大
事
故
に
至
る
お
そ
れ
が
あ
る
事
故
の
評
価
結
果
（
６
／
６
）
 

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス

 

グ
ル
ー
プ

 

重
要
事
故
 

シ
ー
ケ
ン
ス

そ
の
他
の
事
故

 

シ
ー
ケ
ン
ス

事
象
進
展
及
び
人
数
の
増
減
理
由
 

必
要
 

要
員
数
 

重
要
事
故
 

シ
ー
ケ
ン
ス
に

必
要
な
要
員
数

崩
壊
熱
除
去
機
能

 

喪
失
 

過
渡
事
象
＋
崩
壊
熱

除
去
失
敗
 

2.
4-
⑱
 

外
部
電
源
喪
失
＋
交
流
電
源

（
Ｄ
Ｇ
－
Ａ
，
Ｂ
）
失
敗

 

・
「
外
部
電
源
喪
失
」
発
生
後
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
す
る
。

・
主
蒸
気
隔
離
弁
の
閉
鎖
に
よ
り
原
子
炉
圧
力
は
上
昇
し
，
逃
が
し
安
全
弁
が
開
放
さ
れ
る
。
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
等
又
は
原
子
炉
の
減
圧
後
に
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常

設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
開
始
す
る
こ
と
で
原
子
炉
水
位
は
回
復
す
る
。

 

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
原
子
炉
水
位
を
回
復
す
る
系
統
が
異
な
る
こ
と
で
あ
る
が
，
必
要
な
操
作
は
同
様
で
あ
る
た
め
，
要
員
に
増
減
な
し
。

28
 

[崩
壊
熱
除
去
 

機
能
喪
失
] 

28
 

[取
水
機
能
 

喪
失
] 

31
 

2.
4-
⑲
 

外
部
電
源
喪
失
＋
交
流
電
源

（
Ｄ
Ｇ
－
Ａ
，
Ｂ
）
失
敗
＋
圧

力
バ
ウ
ン
ダ
リ
健
全
性
（
Ｓ
Ｒ

Ｖ
再
閉
）
失
敗
 

・
「
外
部
電
源
喪
失
」
発
生
後
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
す
る
。

・
主
蒸
気
隔
離
弁
閉
鎖
に
よ
り
原
子
炉
圧
力
は
上
昇
し
，
逃
が
し
安
全
弁
が
開
放
さ
れ
る
。
こ
の
時
，
逃
が
し
安
全
弁
の
再
閉
に
失
敗
し
，
原
子
炉
圧
力
は
低
下
を
始
め
，
原
子

炉
隔
離
時
冷
却
系
が
停
止
す
る
が
，
原
子
炉
の
減
圧
後
に
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
開
始
す
る
こ
と
で
原
子
炉
水
位
は
回
復
す
る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
原
子
炉
の
減
圧
（
逃
が
し
安
全
弁
の
再
閉
失
敗
に
よ
る
減
圧
）
及
び
原
子
炉
の
減
圧
に
伴
い
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
が
停
止
し
，
他
の
注

水
手
段
に
よ
り
原
子
炉
水
位
を
回
復
す
る
こ
と
で
あ
る
が
，
必
要
な
操
作
は
同
様
で
あ
る
た
め
，
要
員
に
増
減
な
し
。

28
 

2.
4-
⑳
 

外
部
電
源
喪
失
＋
直
流
電
源

（
区
分
１
，
２
）
失
敗
 

・
「
外
部
電
源
喪
失
」
発
生
後
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
す
る
。

・
主
蒸
気
隔
離
弁
閉
鎖
に
よ
り
原
子
炉
圧
力
は
上
昇
し
，
逃
が
し
安
全
弁
が
開
放
さ
れ
る
。
「
直
流
電
源
喪
失
」
に
よ
っ
て
電
源
設
備
の
制
御
電
源
は
喪
失
し
て
い
る
た
め
，
高

圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
，
ま
た
は
「
所
内
常
設
畜
電
式
直
流
電
源
設
備
」
へ
の
切
替
え
操
作
に
よ
る
直
流
電
源
の
給
電
に
よ
り
逃
が
し
安
全
弁
に
よ
る
急
速
減
圧
を
実
施
し
，

原
子
炉
の
減
圧
後
に
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
開
始
す
る
こ
と
で
原
子
炉
水
位
は
回
復
す
る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
交
流
電
源
が
喪
失
し
て
い
る
こ
と
で
あ
る
が
，
必
要
な
操
作
は
同
様
で
あ
る
た
め
，
要
員
に
増
減
な
し
。

28
 

原
子
炉
停
止
機
能

 

喪
失
 

過
渡
事
象
＋
原
子
炉

停
止
失
敗
 

2.
5-
①
 

冷
却
材
喪
失
（
小
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ

Ａ
）
＋
原
子
炉
停
止
失
敗

 

・
「
小
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
」
発
生
後
，
格
納
容
器
漏
え
い
判
断
に
よ
り
出
力
低
下
後
，
原
子
炉
手
動
ス
ク
ラ
ム
を
実
施
す
る
が
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
に
失
敗
す
る
。

・
代
替
制
御
棒
挿
入
機
能
及
び
代
替
原
子
炉
再
循
環
ポ
ン
プ
ト
リ
ッ
プ
機
能
に
よ
り
原
子
炉
出
力
は
低
下
し
，
未
臨
界
に
至
る
。

・
給
水
系
，
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
及
び
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
り
注
水
を
行
い
，
炉
心
冠
水
維
持
さ
れ
る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
，
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
対
応
が
必
要
な
こ
と
で
あ
る
が
，
中
央
制
御
室
の
運
転
員
に
よ
っ
て
実
施
さ
れ
る
た
め
要
員
数
は
変
化
し
な
い
。

11
 

11
 

2.
5-
②
 

冷
却
材
喪
失
（
中
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ

Ａ
）
＋
原
子
炉
停
止
失
敗

 

・
「
中
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
」
発
生
後
，
格
納
容
器
圧
力
上
昇
に
よ
り
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
信
号
が
発
生
す
る
が
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
に
失
敗
す
る
。

・
代
替
制
御
棒
挿
入
機
能
及
び
代
替
原
子
炉
再
循
環
ポ
ン
プ
ト
リ
ッ
プ
機
能
に
よ
り
原
子
炉
出
力
は
低
下
し
，
未
臨
界
に
至
る
。

・
給
水
系
，
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
（
初
期
）
及
び
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
り
原
子
炉
注
水
を
行
い
，
炉
心
冠
水
維
持
さ
れ
る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
対
応
が
必
要
な
こ
と
で
あ
る
が
，
中
央
制
御
室
の
運
転
員
に
よ
っ
て
実
施
さ
れ
る
た
め
要
員
数
は
変
化
し
な
い
。

11
 

2.
5-
③
 

冷
却
材
喪
失
（
大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ

Ａ
）
＋
原
子
炉
停
止
失
敗

 

・
「
大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
」
発
生
後
，
原
子
炉
水
位
が
低
下
し
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
信
号
が
発
生
す
る
が
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
に
失
敗
す
る
。

・
代
替
制
御
棒
挿
入
機
能
に
よ
り
原
子
炉
出
力
は
低
下
し
，
未
臨
界
に
至
る
。

・
非
常
用
炉
心
冷
却
系
に
よ
る
注
水
を
行
い
，
炉
心
冠
水
維
持
さ
れ
る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
対
応
が
必
要
な
こ
と
で
あ
る
が
，
中
央
制
御
室
の
運
転
員
に
よ
っ
て
実
施
さ
れ
る
た
め
要
員
数
は
変
化
し
な
い
。

11
 

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
時
注
水

 

機
能
喪
失

 

冷
却
材
喪
失
（
中
破
断

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
）
＋
高
圧
炉

心
冷
却
失
敗
＋
低
圧

炉
心
冷
却
失
敗
 

2.
6-
①
 

冷
却
材
喪
失
（
小
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ

Ａ
）
＋
高
圧
炉
心
冷
却
失
敗
＋

低
圧
炉
心
冷
却
失
敗
 

・
「
小
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
」
発
生
後
，
原
子
炉
水
位
が
低
下
し
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
す
る
。

・
原
子
炉
水
位
は
低
下
を
始
め
る
が
，
そ
の
後
，
急
速
減
圧
を
実
施
し
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
開
始
す
る
こ
と
で
原
子
炉
水
位
は
回
復
す

る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
，
冷
却
材
の
漏
え
い
量
で
あ
り
，
事
象
進
展
は
緩
や
か
と
な
る
が
，
必
要
な
操
作
は
同
様
で
あ
る
た
め
，
要
員
に
増
減
な
し
。

28
 

28
 

2.
6-
②
 

冷
却
材
喪
失
（
小
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ

Ａ
）
＋
高
圧
炉
心
冷
却
失
敗
＋

原
子
炉
減
圧
失
敗
 

・
「
小
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
」
発
生
後
，
原
子
炉
水
位
が
低
下
し
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
す
る
。

・
原
子
炉
水
位
が
低
下
す
る
た
め
，
低
圧
非
常
用
炉
心
冷
却
系
を
準
備
後
，
原
子
炉
の
減
圧
を
試
み
る
が
失
敗
す
る
。

・
代
替
自
動
減
圧
作
動
回
路
を
用
い
た
逃
が
し
安
全
弁
の
動
作
に
よ
り
原
子
炉
が
減
圧
し
，
低
圧
非
常
用
炉
心
冷
却
系
に
よ
り
原
子
炉
水
位
は
回
復
す
る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
，
低
圧
非
常
用
炉
心
冷
却
系
が
使
用
で
き
る
こ
と
で
あ
り
，
要
員
数
は
減
少
す
る
。

10
 

2.
6-
③
 

冷
却
材
喪
失
（
中
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ

Ａ
）
＋
高
圧
炉
心
冷
却
失
敗
＋

原
子
炉
減
圧
失
敗
 

・
「
中
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
」
発
生
後
，
原
子
炉
水
位
が
低
下
し
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
す
る
。

・
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
に
よ
り
原
子
炉
水
位
を
維
持
す
る
が
，
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
事
象
に
よ
り
原
子
炉
圧
力
が
低
下
す
る
た
め
機
能
喪
失
す
る
。
ま
た
，
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
の
注

水
お
よ
び
原
子
炉
の
減
圧
を
試
み
る
が
失
敗
す
る
。

・
代
替
自
動
減
圧
作
動
回
路
を
用
い
た
逃
が
し
安
全
弁
の
動
作
に
よ
り
原
子
炉
が
減
圧
し
，
低
圧
非
常
用
炉
心
冷
却
系
に
よ
り
原
子
炉
水
位
は
回
復
す
る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
，
低
圧
非
常
用
炉
心
冷
却
系
が
使
用
で
き
る
こ
と
で
あ
り
，
要
員
数
は
減
少
す
る
。

10
 

格
納
容
器
バ
イ
パ
ス

 

（
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
イ
ス

シ
ス
テ
ム
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
）

格
納
容
器
バ
イ
パ
ス
 

（
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
イ
ス

シ
ス
テ
ム
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
）

重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
以
外
の

シ
ー
ケ
ン
ス
な
し

10
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表
２
 
燃
料
プ
ー
ル
に
お
け
る
重
大
事
故
に
至
る
お
そ
れ
が
あ
る
事
故
の
評
価
結
果

 

想
定
す
る
事
故
 

そ
の
他
の
事
故
 

シ
ー
ケ
ン
ス

事
象
進
展
及
び
人
数
の
増
減
理
由
 

必
要
 

要
員
数
 

重
要
事
故
 

シ
ー
ケ
ン
ス
に

必
要
な
要
員
数

想
定
事
故
１

 

（
冷
却
機
能
又
は
注
水
機
能
喪
失
）

 
想
定
事
故
以
外
の
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
な
し

 
24
 

想
定
事
故
２

 

（
燃
料
プ
ー
ル
内
の
水
の
小
規
模
な
喪
失
）
 

想
定
事
故
以
外
の
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
な
し

 
26
 

添 6.2.2-8 



表
３
 
運
転
停
止
中
の
原
子
炉
に
お
け
る
重
大
事
故
に
至
る
お
そ
れ
の
あ
る
事
故
の
評
価
結
果

 

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス

 

グ
ル
ー
プ

 

重
要
事
故
 

シ
ー
ケ
ン
ス

そ
の
他
の
事
故

 

シ
ー
ケ
ン
ス

事
象
進
展
及
び
人
数
の
増
減
理
由
 

必
要
 

要
員
数
 

重
要
事
故
 

シ
ー
ケ
ン
ス
に

必
要
な
要
員
数

崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失

 

崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失
＋

崩
壊
熱
除
去
・
炉
心
冷
却

失
敗
 

5.
1-
①
 

外
部
電
源
喪
失
＋
崩
壊
熱
除

去
・
炉
心
冷
却
失
敗

 

・
外
部
電
源
喪
失
後
，
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
に
よ
り
非
常
用
電
源
は
確
保
す
る
も
の
の
，
残
留
熱
除
去
系
及
び
原
子
炉
補
機
冷
却
系
の
再
起
動
に
失
敗
す
る
こ
と
に
よ

り
，
原
子
炉
冷
却
材
の
温
度
が
上
昇
す
る
。
本
事
象
に
対
し
て
，
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
同
様
，
待
機
中
の
残
留
熱
除
去
系
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
実
施
す
る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
に
対
す
る
評
価
で
は
外
部
電
源
喪
失
を
仮
定
し
て
お
り
，
必
要
な
要
員
数
は
同
様
で
あ
る
た
め
，
人
数
に
増
減
な
し
。

10
 

10
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失

 
外
部
電
源
喪
失
＋
交
流
電

源
喪
失
 

5.
2-
①
 

外
部
電
源
喪
失
＋
直
流
電
源

喪
失
 

・
起
因
事
象
と
し
て
「
外
部
電
源
喪
失
」
及
び
「
直
流
電
源
喪
失
」
を
想
定
し
，
崩
壊
熱
除
去
系
及
び
注
水
系
喪
失
に
よ
り
原
子
炉
冷
却
材
の
温
度
が
上
昇
し
，
蒸
発
に
よ
り

水
位
が
低
下
す
る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
異
な
り
，
「
直
流
電
源
喪
失
」
に
よ
っ
て
電
源
設
備
の
制
御
電
源
は
喪
失
し
て
い
る
た
め
，
必
要
な
操
作
で
あ
る
「
低
圧
注
水
モ
ー
ド
運
転
に
よ

る
原
子
炉
注
水
」
及
び
「
原
子
炉
停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
に
よ
る
原
子
炉
の
除
熱
」
操
作
の
替
わ
り
に
，
「
常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る
交
流
電
源
供
給
及
び
低
圧
原
子

炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
」
が
必
要
と
な
る
。
た
だ
し
，
操
作
に
対
す
る
必
要
な
要
員
数
は
同
様
で
あ
る
た
め
，
人
数
に
増
減
な
し
。

29
 

29
 

原
子
炉
冷
却
材
の
流
出
 

原
子
炉
冷
却
材
の
流
出

（
残
留
熱
除
去
系
切
替
時

の
冷
却
材
流
出
）
＋
流
出

隔
離
・
炉
心
冷
却
失
敗
 

5.
3-
①
 

原
子
炉
冷
却
材
の
流
出
（
制

御
棒
駆
動
機
構
点
検
時
の
冷

却
材
流
出
）
＋
流
出
隔
離
・

炉
心
冷
却
失
敗
 

・
起
因
事
象
が
「
原
子
炉
冷
却
材
の
流
出
（
制
御
棒
駆
動
機
構
点
検
時
の
冷
却
材
流
出
）
」
と
な
り
，
事
象
の
認
知
が
早
く
な
る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
起
因
事
象
の
み
で
あ
り
，
事
象
進
展
は
緩
や
か
と
な
る
が
，
必
要
な
操
作
は
同
様
で
あ
る
た
め
，
人
数
に
増
減
な
し
。

10
 

10
 

5.
3-
②
 

原
子
炉
冷
却
材
の
流
出
（
局

部
出
力
領
域
モ
ニ
タ
交
換
時

の
冷
却
材
流
出
）
＋
流
出
隔

離
・
炉
心
冷
却
失
敗

 

・
起
因
事
象
が
「
原
子
炉
冷
却
材
の
流
出
（
局
部
出
力
領
域
モ
ニ
タ
交
換
時
の
冷
却
材
流
出
）
」
と
な
り
，
事
象
の
認
知
が
早
く
な
る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
起
因
事
象
の
み
で
あ
り
，
事
象
進
展
は
緩
や
か
と
な
る
が
，
必
要
な
操
作
は
同
様
で
あ
る
た
め
，
人
数
に
増
減
な
し
。

10
 

5.
3-
③
 

原
子
炉
冷
却
材
の
流
出
（
原

子
炉
浄
化
系
ブ
ロ
ー
時
の
冷

却
材
流
出
）
＋
流
出
隔
離
・

炉
心
冷
却
失
敗
 

・
起
因
事
象
が
「
原
子
炉
冷
却
材
の
流
出
（
原
子
炉
浄
化
系
ブ
ロ
ー
時
の
冷
却
材
流
出
）
」
と
な
る
。

・
重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
と
の
差
異
は
起
因
事
象
の
み
で
あ
り
，
事
象
進
展
は
緩
や
か
と
な
る
が
，
必
要
な
操
作
は
同
様
で
あ
る
た
め
，
人
数
に
増
減
な
し
。

10
 

反
応
度
の
誤
投
入

 
反
応
度
の
誤
投
入
 

重
要
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
以
外

の
シ
ー
ケ
ン
ス
な
し
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別紙 

必要な要員数の観点での評価事故シーケンスの代表性の整理 

設置許可基準規則第 37 条第２項に規定されている「重大事故が発生した場合」

の評価では，各格納容器破損モードに至るおそれのあるＰＤＳの中から，当該破

損モードに至る場合にその破損モードが最も厳しく表れると考えられるＰＤＳを

選定し，そのＰＤＳに属する事故シーケンスの中から最も厳しい事故シーケンス

を評価事故シーケンスとして選定している。ここでは，各ＰＤＳ及び炉心損傷後

の対応に必要な要員数の観点から，評価事故シーケンスの代表性を整理する。 

今回のＰＲＡにより抽出したＰＤＳを表１に示す。また，設置許可基準規則第

37 条第１項の「重大事故に至るおそれがある事故が発生した場合」の評価結果を

もとに，各ＰＤＳによる炉心損傷を防止するために必要な要員数を合わせて示す。 

なお，表１のうち，ＴＷ（崩壊熱除去機能喪失），ＴＣ（原子炉停止機能喪失）

は格納容器先行破損事象であり，ＩＳＬＯＣＡ（インターフェイスシステムＬＯ

ＣＡ）は格納容器バイパス事象である。いずれも炉心損傷の前に原子炉格納容器

が機能喪失するＰＤＳであるため，評価事故シーケンスの選定の起点となるＰＤ

Ｓの選定対象からは除外している。 

本来，重大事故等対処設備に期待しないＰＲＡから抽出された各ＰＤＳは，表

１の炉心損傷防止に必要な数の要員が適切な対応をとることによって炉心損傷を

防止できるものであるが，何らかの対応の失敗によって炉心損傷に至るものと仮

定する。 

この仮定のうえでも，評価事故シーケンスの起点（事象発生時）において必要

な要員数は，表１の炉心損傷防止に必要な人数であり，この観点で最も厳しいＰ

ＤＳは，全交流動力電源喪失（ＳＢＯ）を伴うＰＤＳ（長期ＴＢ，ＴＢＵ，ＴＢ

Ｐ及びＴＢＤ）の 31 名である。 

次に，重大事故等対処設備に期待しない場合，各格納容器破損モードに進展し

得るＰＤＳ，その中で要員数の観点で厳しいＰＤＳ及び評価シーケンスの起点と

して選定したＰＤＳを表２に示す。 

格納容器破損モード格納容器過圧破損，格納容器過温破損及び水素燃焼では，

ＬＯＣＡをＰＤＳ に選定したうえでＰＤＳにＳＢＯを加えているため，ＳＢＯに

も対応可能な要員数が必要となる。このことから，選定したＰＤＳは要員の観点

で最も厳しいＰＤＳを包絡している。そのうえで，ＬＯＣＡ及びＳＢＯに並行し

て対応し，格納容器破損防止が可能であることを示している。ただし，交流動力

電源の 24 時間以内の復旧に期待していることから，ＴＢＰへの炉心損傷防止対応

で想定している低圧原子炉代替注水系（可搬型）を用いた原子炉注水は考慮して

いない。 

なお，炉心損傷後は重大事故等対処設備を用いた原子炉注水や原子炉格納容器

熱除去等を実施する必要があるが，これらの対応に必要となる要員数はＰＤＳに

添 6.2.2-10 
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よらず同じであり，これに加えて電源復旧が必要となる場合が，必要な要員数の

観点で厳しいと考えられる。このことから，今回選定した評価事故シーケンスは

必要な要員数の観点においても他の事故シーケンスを包絡していると考える。 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱（ＤＣＨ），原子炉圧力容器外の溶融

燃料－冷却材相互作用（ＦＣＩ）及び溶融炉心・コンクリート相互作用（ＭＣＣ

Ｉ）については，炉心損傷後の対応として，原子炉水位が燃料棒有効長下端から

燃料棒有効長の 20％上の位置に到達した時点での原子炉減圧及び原子炉圧力容器

下鏡温度が 300℃に到達した時点でのペデスタルへの注水等が必要となるが，これ

らの対応に必要となる要員数はＰＤＳによらず同じであり，いずれの場合も大破

断ＬＯＣＡ＋ＳＢＯ後の対応に必要な要員数を上回ることは無い。 

以上より，要員の観点で厳しいＰＤＳ及び炉心損傷後の事故シーケンスを考慮

しても，現在の要員数で重大事故への対応は可能であり，必要な要員数を考慮し

ても評価事故シーケンスは代表性を有していることを確認した。 

以 上 
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表１ ＰＲＡにより抽出したＰＤＳと炉心損傷防止に際して必要な要員数 

ＰＤＳ 
格納容器破損 

時期 
ＲＰＶ圧力 

炉心損傷 

時期 

炉心損傷防止に 

必要な人数※１ 

ＴＱＵＶ 炉心損傷後 低圧 早期 28 

ＴＱＵＸ 炉心損傷後 高圧 早期 10 

長期ＴＢ 炉心損傷後 高圧 後期 31 

ＴＢＵ 炉心損傷後 高圧 早期 31 

ＴＢＰ 炉心損傷後 低圧 早期 31 

ＴＢＤ 炉心損傷後 高圧 早期 31 

ＬＯＣＡ 炉心損傷後 低圧 早期 28※２

ＴＷ※３ 炉心損傷前 － 後期 31 

ＴＣ※３ 炉心損傷前 － 早期 11 

ＩＳＬＯＣＡ※３ 炉心損傷前 － 早期 10 

※１：「重大事故に至るおそれがある事故が発生した場合」の評価結果から抽出

※２：ＬＯＣＡ時注水機能喪失（冷却材喪失（中破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉

心冷却失敗）における炉心損傷防止の評価結果から抽出 

※３：炉心損傷の前に格納容器が機能喪失するため，評価事故シーケンスの選定の起点となる

ＰＤＳの選定対象からは除外したＰＤＳ 
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表２ 要員及び事象の厳しさの観点からの各格納容器破損モードのＰＤＳの整理 

格納容器破損モード 
該当する 

ＰＤＳ 

要員の観点で 

厳しいＰＤＳ 
選定したＰＤＳ 

雰囲気圧力・温度による静的負

荷（格納容器過圧破損） 

ＴＱＵＶ 

長期ＴＢ 

ＴＢＵ 

ＴＢＰ 

ＴＢＤ 

ＬＯＣＡ＋ＳＢＯ※１ 

ＴＱＵＸ 

ＬＯＣＡ 

雰囲気圧力温度による静的負荷

（格納容器過温破損） 

ＴＱＵＶ 

ＴＱＵＸ 

長期ＴＢ 

ＴＢＵ 

ＴＢＰ 

ＴＢＤ 

ＬＯＣＡ 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲

気直接加熱（ＤＣＨ） 

ＴＱＵＸ 
長期ＴＢ 

ＴＢＵ 

ＴＢＤ 

ＴＱＵＸ＋ＳＢＯ※１ 
長期ＴＢ 

ＴＢＵ 

ＴＢＤ 

原子炉圧力容器外の溶融燃料－

冷却材相互作用（ＦＣＩ） 

ＴＱＵＶ 
ＴＱＵＶ 

ＬＯＣＡ 
ＴＱＵＶ＋ＳＢＯ※１ ＴＱＵＸ 

ＬＯＣＡ 

水素燃焼 － － ＬＯＣＡ＋ＳＢＯ※１ 

溶融炉心・コンクリート相互作

用（ＭＣＣＩ） 

ＴＱＵＶ 
ＴＱＵＶ 

ＬＯＣＡ 
ＴＱＵＶ＋ＳＢＯ※１ ＴＱＵＸ 

ＬＯＣＡ 

※１：ＰＲＡから直接抽出されるＰＤＳではないが，電源復旧，注水機能確保のための設備が

多く，格納容器破損防止対策のための対応時間が厳しいシナリオを想定するため，ＳＢ

Ｏの重畳した評価事故シーケンスを選定している。 



添付資料 6.3.1 

水源，燃料，電源負荷評価結果について 

1. はじめに

重大事故等対策の有効性評価において，重大事故等対策を外部支援に期待する

ことなく７日間継続するために必要な水源及び燃料について評価を実施すると

ともに，電源負荷の積み上げが給電容量内にあることを確認する。 

2. 事故シ－ケンス別の必要量について

重大事故等対策の有効性評価において，通常系統からの給水及び給電が不可能

となる事象についての水源及び燃料に関する評価結果を第１表に整理した。 

また，同様に常設代替交流電源設備からの電源供給が必要な事象について，必

要負荷が常設代替交流電源設備を連続運転させた場合の定格容量内であること

を第１表に整理した。 

3. まとめ

重大事故等対策の有効性評価において，水源，燃料及び電源負荷のそれぞれに

対して最も厳しい事故シ－ケンスを想定した場合についても，発電所構内に備蓄

している水源及び燃料により，必要な対策を７日間継続することが十分に可能で

あることを確認した。また，常設代替交流電源設備から給電する場合の電源負荷

についても，常設代替交流電源設備を連続運転させた場合の定格容量内であるこ

とを確認した。 

添 6.3.1-1 
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第
１
表
 
水
源
，
燃
料
及
び
電
源
負
荷
の
必
要
量
（
１
／
４
）

 

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス

 

水
源

 
燃
料
（
軽
油
）

 

７
日
間
必
要
量
／
備
蓄
量

 

電
源
負
荷

 

最
大
負
荷
／
給
電
容
量

 
原
子
炉
注
水
及
び
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ

 

（
必
要
水
量
／
水
源
総
量
）

 

燃
料
プ
ー
ル
注
水

 

（
必
要
水
量
／
水
源
総
量
）

 

2.
1 

 

高
圧
・
低
圧
注
水
機
能
喪
失

 

約
3,

60
0m

3
／
約

7
,
7
4
0m

3
 

・
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）

 

・
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）

 

―
 

○
デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク

 
約

71
1
m3
／
約

73
0
m3

 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
×
２
（
約

54
3.
64
8
m3
）

 

・
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
（
約

15
5.
7
36

m
3
）

 

・
大
量
送
水
車
（
約

1
0.

95
36

m
3
）

 

○
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 
約

35
2
m3
／
約

45
0
m3

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
（
約

35
1.
1
2
m3
）

 

○
緊
急
時
対
策
所
用
燃
料
地
下
タ
ン
ク

 
約
８

m3
／
約

45
m
3
 

・
緊
急
時
対
策
所
用
発
電
機
（
約

7
.8

79
2
m
3
）

 

約
35
4
kW
／
約

4,
80
0
kW

 

 2.
2 

 

高
圧
注
水
・
減
圧
機
能
喪
失

 
―
 

―
 

○
デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク

 
約

70
0
m3
／
約

73
0
m3

 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
×
２
（
約

54
3.
64
8
m3
）

 

・
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
（
約

15
5.
7
36

m
3
）

 

○
緊
急
時
対
策
所
用
燃
料
地
下
タ
ン
ク

 
約
８

m3
／
約

45
m
3
 

・
緊
急
時
対
策
所
用
発
電
機
（
約

7.
8
79
2
m
3
）

 

―
 

2.
3.

1
 

 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失

 

（
外
部
電
源
喪
失
＋
Ｄ
Ｇ
失
敗
）
＋
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
失
敗

 

2.
3.

2
 

 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失

 

（
外
部
電
源
喪
失
＋
Ｄ
Ｇ
失
敗
）
＋
高
圧
炉
心
冷
却
失
敗

 

2.
3.

3
 

 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失

 

（
外
部
電
源
失
敗
＋
Ｄ
Ｇ
失
敗
）
＋
直
流
電
源
喪
失

 

約
1,

10
0m

3
／
約

7
,0

00
m3

 

・
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）

 

・
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）

 

―
 

○
デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク

 
約

11
m
3
／
約

73
0m

3
 

・
大
量
送
水
車
（
約

1
0.

95
36

m
3
）

 

○
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 
約

35
2
m3
／
約

45
0
m3

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
（
約

35
1.
1
2
m3
）

 

○
緊
急
時
対
策
所
用
燃
料
地
下
タ
ン
ク

 
約
８

m3
／
約

45
m
3
 

・
緊
急
時
対
策
所
用
発
電
機
（
約

7.
8
79
2
m
3
）

 

約
4,
26
8
kW
／
約

4,
8
00
kW

※
２
 

2.
3.

4
 

 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失

 

（
外
部
電
源
失
敗
＋
Ｄ
Ｇ
失
敗
）
＋
Ｓ
Ｒ
Ｖ
再
閉
失
敗

 

＋
Ｈ
Ｐ
Ｃ
Ｓ
失
敗

 

約
1,

00
0m

3
／
約

7
,
0
0
0m

3
 

・
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）

 

・
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）

 

―
 

○
デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク

 
約

11
m
3
／
約

73
0m

3
 

・
大
量
送
水
車
（
約

1
0.

95
36

m
3
）

 

○
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 
約

35
2
m3
／
約

45
0
m3

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
（
約

35
1.
1
2
m3
）

 

○
緊
急
時
対
策
所
用
燃
料
地
下
タ
ン
ク

 
約
８

m3
／
約

45
m
3
 

・
緊
急
時
対
策
所
用
発
電
機
（
約

7.
8
79
2
m
3
）

 

約
4,
26
8
kW
／
約

4,
8
00
kW

※
２
 

※
１
：
有
効
性
評
価
に
お
い
て
，
外
部
電
源
喪
失
は
想
定
し
て
い
な
い
が
，
仮
に
外
部
電
源
が
喪
失
し
，
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
が
起
動
し
た
こ
と
を
考
慮
す
る
。

 

※
２
：
直
流
電
源
に
つ
い
て
は
，
電
源
負
荷
の
制
限
や
電
源
の
切
替
え
に
よ
り
，

24
時
間
電
源
供
給
可
能
で
あ
る
。
以
降
は
，
他
の
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
グ
ル
ー
プ
等
も
含
め
て
交
流
電
源
に
よ
り
供
給
可
能
で
あ
る
。

 

 
 

 
は
，
各
資
源
の
必
要
量
（
負
荷
）
が
最
大
の
も
の
を
示
す
。
た
だ
し
，
燃
料
評
価
に
お
い
て
は
，

 
 

 
は
，
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
の
発
生
ま
た
は
重
畳
を
考
慮
し
，
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
に
よ
る
電
源
供
給
に
期
待
す
る
場
合
の
最
大
値
を

，
 

 
 
 
 
は
，
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
の
発
生
ま
た
は
重
畳
を
考
慮
せ
ず
，
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
で
電
源
を
供
給
す
る
場
合
の
最
大
値
を
示
す
。
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第
１
表
 
水
源
，
燃
料
及
び
電
源
負
荷
の
必
要
量
（
２
／
４
）

 

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス

 

水
源

 
燃
料
（
軽
油
）

 

７
日
間
必
要
量
／
備
蓄
量

 

電
源
負
荷

 

最
大
負
荷
／
給
電
容
量

 
原
子
炉
注
水
及
び
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ

 

（
必
要
水
量
／
水
源
総
量
）

 

燃
料
プ
ー
ル
注
水

 

（
必
要
水
量
／
水
源
総
量
）

 

2.
4.

1
 
崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失

 

（
取
水
機
能
が
喪
失
し
た
場
合
）

 
―
 

―
 

○
デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク

 
約

53
m
3
／
約

73
0m

3

・
大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
（
約

5
2.
08

m3
）

○
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 
約

35
2
m3
／
約

45
0
m3

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
（
約

35
1.
1
2
m3
）

○
緊
急
時
対
策
所
用
燃
料
地
下
タ
ン
ク

 
約
８

m3
／
約

45
m
3

・
緊
急
時
対
策
所
用
発
電
機
（
約

7.
8
79
2
m
3
）

約
2,
9
48
kW
／
約

4,
80

0k
W
 

2.
4.

2
 
崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失

 

（
残
留
熱
除
去
機
能
が
故
障
し
た
場
合
）

 

約
3,
60

0m
3
／
約

7,
7
40

m
3
 

・
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）

・
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）

―
 

○
デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク

 
約

71
1
m3
／
約

73
0
m3

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
×
２
（
約

54
3.
64
8
m3
）

・
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
（
約

15
5.
7
36

m
3
）

・
大
量
送
水
車
（
約

1
0.

95
36

m
3
）

○
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 
約

35
2
m3
／
約

45
0
m3

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
（
約

35
1.
1
2
m3
）

○
緊
急
時
対
策
所
用
燃
料
地
下
タ
ン
ク

 
約
８

m3
／
約

45
m
3

・
緊
急
時
対
策
所
用
発
電
機
（
約

7.
8
79
2
m
3
）

約
35
4
kW
／
約

4,
80
0k
W
 

2.
5 

原
子
炉
停
止
機
能
喪
失

※
１
 

―
 

―
 

○
デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク

 
約

70
0
m3
／
約

73
0
m3

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
×
２
（
約

54
3.
64
8
m3
）

・
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
（
約

15
5.
7
36

m
3
）

○
緊
急
時
対
策
所
用
燃
料
地
下
タ
ン
ク

 
約
８

m3
／
約

45
m
3

・
緊
急
時
対
策
所
用
発
電
機
（
約

7.
8
79
2
m
3
）

―
 

2.
6 

LO
C
A
時
注
水
機
能
喪
失

 

約
3,
40

0m
3
／
約

7,
7
40

m
3
 

・
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）

・
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）

―
 

○
デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク

 
約

71
1
m3
／
約

73
0
m3

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
×
２
（
約

54
3.
64
8
m3
）

・
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
（
約

15
5.
7
36

m
3
）

・
大
量
送
水
車
（
約

1
0.

95
36

m
3
）

○
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 
約

35
2
m3
／
約

45
0
m3

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
（
約

35
1.
1
2
m3
）

○
緊
急
時
対
策
所
用
燃
料
地
下
タ
ン
ク

 
約
８

m3
／
約

45
m
3

・
緊
急
時
対
策
所
用
発
電
機
（
約

7.
8
79
2
m
3
）

約
35
4
kW
／
約

4,
80
0k
W
 

※
１
：
有
効
性
評
価
に
お
い
て
，
外
部
電
源
喪
失
は
想
定
し
て
い
な
い
が
，
仮
に
外
部
電
源
が
喪
失
し
，
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
が
起
動
し
た
こ
と
を
考
慮
す
る
。

※
２
：
直
流
電
源
に
つ
い
て
は
，
電
源
負
荷
の
制
限
や
電
源
の
切
替
え
に
よ
り
，

2
4
時
間
電
源
供
給
可
能
で
あ
る
。
以
降
は
，
他
の
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
グ
ル
ー
プ
等
も
含
め
て
交
流
電
源
に
よ
り
供
給
可
能
で
あ
る
。

は
，
各
資
源
の
必
要
量
（
負
荷
）
が
最
大
の
も
の
を
示
す
。
た
だ
し
，
燃
料
評
価
に
お
い
て
は
，

は
，
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
の
発
生
ま
た
は
重
畳
を
考
慮
し
，
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
に
よ
る
電
源
供
給
に
期
待
す
る
場
合
の
最
大
値
を

 

は
，
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
の
発
生
ま
た
は
重
畳
を
考
慮
せ
ず
，
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
で
電
源
を
供
給
す
る
場
合
の
最
大
値
を
示
す
。



添 6.3.1-4 

第
１
表
 
水
源
，
燃
料
及
び
電
源
負
荷
の
必
要
量
（
３
／
４
）

 

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス

 

水
源

 
燃
料
（
軽
油
）

 

７
日
間
必
要
量
／
備
蓄
量

 

電
源
負
荷

 

最
大
負
荷
／
給
電
容
量

 
原
子
炉
注
水
及
び
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ

 

（
必
要
水
量
／
水
源
総
量
）

 

燃
料
プ
ー
ル
注
水

 

（
必
要
水
量
／
水
源
総
量
）

 

2.
7 

IS
L
OC

A
 

―
 

―
 

○
デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク

 
約

70
0
m3
／
約

73
0
m3

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
×
２
（
約

54
3.
64
8
m3
）

・
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
（
約

15
5.
7
36

m
3
）

○
緊
急
時
対
策
所
用
燃
料
地
下
タ
ン
ク

 
約
８

m3
／
約

45
m
3

・
緊
急
時
対
策
所
用
発
電
機
（
約

7.
8
79
2
m
3
）

―
 

3.
1.

2
 

 

雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷

 

（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）

 

残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
す
る
場
合

 

3.
4
 

水
素
燃
焼

 

約
50
0m

3
／
約

7
,
74

0
m
3
 

・
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）

―
 

○
デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク

 
約

71
m
3
／
約

73
0m

3

・
大
量
送
水
車
（
約

1
0.
95
36

m
3
）

・
大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
（
約

5
2.
08

m3
）

・
可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
（
約

6.
04
8
m
3
）

○
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 
約

35
2
m3
／
約

45
0
m3

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
（
約

35
1.
1
2
m3
）

○
緊
急
時
対
策
所
用
燃
料
地
下
タ
ン
ク

 
約
８

m3
／
約

45
m
3

・
緊
急
時
対
策
所
用
発
電
機
（
約

7.
8
79
2
m
3
）

約
1,
94
1
kW
／
約

4
,8
00
kW

 

3.
1.

3
 

雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷

 

（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）

 

残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
し
な
い
場
合

 

約
3,
20

0m
3
／
約

7,
7
40

m
3
 

・
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）

・
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）

―
 

○
デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク

 
約

64
m
3
／
約

73
0m

3

・
大
量
送
水
車
（
約

1
0.
95
36

m
3
）

・
大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
（
約

5
2.
08

m3
）

○
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 
約

35
2
m3
／
約

45
0
m3

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
（
約

35
1.
1
2
m3
）

○
緊
急
時
対
策
所
用
燃
料
地
下
タ
ン
ク

 
約
８

m3
／
約

45
m
3

・
緊
急
時
対
策
所
用
発
電
機
（
約

7.
8
79
2
m
3
）

約
2,
0
91
kW
／
約

4
,8
00
kW

 

3.
2 

 

高
圧
溶
融
放
出
／
格
納
容
器
雰
囲
気
直
接
加
熱

 

3.
3 

 

原
子
炉
圧
力
容
器
外
の
溶
融
燃
料
－
冷
却
材
相
互
作
用

 

3.
5 

 

溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
相
互
作
用

 

約
60

0m
3
／
約

7
,
00

0
m3

・
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）

・
ペ
デ
ス
タ
ル
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）

―
 

○
デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク

 
約

71
m
3
／
約

73
0m

3

・
大
量
送
水
車
（
約

1
0.
95
36

m
3
）

・
大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
（
約

5
2.
08

m3
）

・
可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
（
約

6.
04
8
m
3
）

○
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 
約

35
2
m3
／
約

45
0
m3

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
（
約

35
1.
1
2
m3
）

○
緊
急
時
対
策
所
用
燃
料
地
下
タ
ン
ク

 
約
８

m3
／
約

45
m
3

・
緊
急
時
対
策
所
用
発
電
機
（
約

7.
8
79
2
m
3
）

約
1,
9
41
kW
／
約

4
,8
00
kW

 

※
１
：
有
効
性
評
価
に
お
い
て
，
外
部
電
源
喪
失
は
想
定
し
て
い
な
い
が
，
仮
に
外
部
電
源
が
喪
失
し
，
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
が
起
動
し
た
こ
と
を
考
慮
す
る
。

※
２
：
直
流
電
源
に
つ
い
て
は
，
電
源
負
荷
の
制
限
や
電
源
の
切
替
え
に
よ
り
，

2
4
時
間
電
源
供
給
可
能
で
あ
る
。
以
降
は
，
他
の
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
グ
ル
ー
プ
等
も
含
め
て
交
流
電
源
に
よ
り
供
給
可
能
で
あ
る
。

は
，
各
資
源
の
必
要
量
（
負
荷
）
が
最
大
の
も
の
を
示
す
。
た
だ
し
，
燃
料
評
価
に
お
い
て
は
，

は
，
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
の
発
生
ま
た
は
重
畳
を
考
慮
し
，
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
に
よ
る
電
源
供
給
に
期
待
す
る
場
合
の
最
大
値
を

 

は
，
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
の
発
生
ま
た
は
重
畳
を
考
慮
せ
ず
，
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
で
電
源
を
供
給
す
る
場
合
の
最
大
値
を
示
す
。

 



  

添 6.3.1-5 

第
１
表
 
水
源
，
燃
料
及
び
電
源
負
荷
の
必
要
量
（
４
／
４
）

 

事
故
シ
ー
ケ
ン
ス

 

水
源

 
燃
料
（
軽
油
）

 

７
日
間
必
要
量
／
備
蓄
量

 

電
源
負
荷

 

最
大
負
荷
／
給
電
容
量

 
原
子
炉
注
水
及
び
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ

 

（
必
要
水
量
／
水
源
総
量
）

 

燃
料
プ
ー
ル
注
水

 

（
必
要
水
量
／
水
源
総
量
）

 

4.
1 
想
定
事
故
１

 
―
 

約
2,

10
0
m3
／
約

7,
0
00

m3
 

・
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系

 

○
デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク

 
約

71
1
m3
／
約

73
0
m3

 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
×
２
（
約

54
3.
64
8
m3
）

 

・
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
（
約

15
5.
7
36

m
3
）

 

・
大
量
送
水
車
（
約

1
0.

95
36

m
3
）

 

○
緊
急
時
対
策
所
用
燃
料
地
下
タ
ン
ク

 
約
８

m3
／
約

45
m
3
 

・
緊
急
時
対
策
所
用
発
電
機
（
約

7.
8
79
2
m
3
）

 

―
 

   4.
2 
想
定
事
故
２

 
―
 

約
2,

10
0
m3
／
約

7,
0
00

m3
 

・
燃
料
プ
ー
ル
ス
プ
レ
イ
系

 

○
デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク

 
約

71
1
m3
／
約

73
0
m3

 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
×
２
（
約

54
3.
64
8
m3
）

 

・
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
（
約

15
5.
73
6
m3
）

3
 

・
大
量
送
水
車
（
約

1
0.

95
36

m
3
）

 

○
緊
急
時
対
策
所
用
燃
料
地
下
タ
ン
ク

 
約
８

m3
／
約

45
m
3
 

・
緊
急
時
対
策
所
用
発
電
機
（
約

7.
8
79
2
m
3
）

 

―
 

5.
1 
崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失

 
―

 
―
 

○
デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク

 
約

70
0
m3
／
約

73
0
m3

 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
×
２
（
約

54
3.
64
8
m3
）

 

・
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
（
約

15
5.
7
36

m
3
）

 

○
緊
急
時
対
策
所
用
燃
料
地
下
タ
ン
ク

 
約
８

m3
／
約

45
m
3
 

・
緊
急
時
対
策
所
用
発
電
機
（
約

7.
8
79
2
m
3
）

 

―
 

5.
2 
全
交
流
動
力
電
源
喪
失

 
約

30
0m

3
／
約

7
,
74

0
m3
 

・
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）

 
―

 

○
デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク

 
約

64
m
3
／
約

73
0m

3
 

・
大
量
送
水
車
（
約

1
0.

95
36

m
3
）

 

・
大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
（
約

5
2.
08

m3
）

 

○
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク

 
約

35
2
m3
／
約

45
0
m3

 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
（
約

35
1.
1
2
m3
）

 

○
緊
急
時
対
策
所
用
燃
料
地
下
タ
ン
ク

 
約
８

m3
／
約

45
m
3
 

・
緊
急
時
対
策
所
用
発
電
機
（
約

7.
8
79
2
m
3
）

 

約
2,
40
6
kW
／
約

4
,8
00
kW

 

5.
3 
原
子
炉
冷
却
材
流
出

 
―

 
―

 

○
デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク

 
約

70
0
m3
／
約

73
0
m3

 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
×
２
（
約

54
3.
64
8
m3
）

 

・
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
（
約

15
5.
7
36

m
3
）

 

○
緊
急
時
対
策
所
用
燃
料
地
下
タ
ン
ク

 
約
８

m3
／
約

45
m
3
 

・
緊
急
時
対
策
所
用
発
電
機
（
約

7.
8
79
2
m
3
）

 

―
 

5.
4 
反
応
度
の
誤
投
入

※
１
 

―
 

―
 

―
 

―
 

※
１
：
有
効
性
評
価
に
お
い
て
，
外
部
電
源
喪
失
は
想
定
し
て
い
な
い
が
，
仮
に
外
部
電
源
が
喪
失
し
，
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
が
起
動
し
た
こ
と
を
考
慮
す
る
。

 

※
２
：
直
流
電
源
に
つ
い
て
は
，
電
源
負
荷
の
制
限
や
電
源
の
切
替
え
に
よ
り
，

24
時
間
電
源
供
給
可
能
で
あ
る
。
以
降
は
，
他
の
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
グ
ル
ー
プ
等
も
含
め
て
交
流
電
源
に
よ
り
供
給
可
能
で
あ
る
。

 

 
 
 
 
は
，
各
資
源
の
必
要
量
（
負
荷
）
が
最
大
の
も
の
を
示
す
。
た
だ
し
，
燃
料
評
価
に
お
い
て
は
，

 
 
 
は
，
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
の
発
生
ま
た
は
重
畳
を
考
慮
し
，
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
に
よ
る
電
源
供
給
に
期
待
す
る
場
合
の
最
大
値
を

 

 
 
 
 
は
，
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
の
発
生
ま
た
は
重
畳
を
考
慮
せ
ず
，
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
で
電
源
を
供
給
す
る
場
合
の
最
大
値
を
示
す
。

 




